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コンピュータ白書
情報価値の確立をめざして1971

財団法人 日本経営情報開発協会編
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序 文

情報化社会の囎 を告げた・97・年は・世界的に,ま た,国 家的}・2・世紀へと続 く人類のあ り

方と新しいルー・レを顛1に 模索L・まじめた年であるとともに冷 熱 価値 を認めることの必要

性がつよく勅 られた年でもあ・た講 親化社会にあ・てはゴ として有形のもの唖 屹 認

める工業化社会の考え方杖 きく験 し逗 形の繊 や繍 にも価値を認め・考え方が_般 化

しなければ,そ の健全な発展を期待することはできないであろう
。

好むと好まざるとにかかわらず・・んこの生活をめ ぐる事象はますます舗
,か つ多彩に変

化 し、また、人間の関心も多様化するものと思われる。

このよう姓 活環境にあ・て・燗 は請 鞭 禾・]用する・とにより享受する利益撮 大}、す

るため適 齢 繍 罐 択することが一層必㍗ なり潮 時に情 報に対して正当な対髄 支

払うとV'う考え方が・当然のこととして社会に受け入れ られなければならなV・
.,

このように繍 価値の社会的蹴 の一般化を前提とし情 報 とくにソフトウ
。アの櫛,Jを

保護し,か つ,そ の流通を円滑にするための措置がつよく望まれる
。

1971年版の本 譜 が副題を 「融 価値の確並 めざして」 としたのも
,・ のような主旨}、よ

るものにほかならない。

当絵 は・=tZピ ・一夕のもつ潜勧 雄 大1・発揮 させる基齢 件の整備・撮 螺 急な課

題であると考え間 係団体と励 して・わが国における通信回線の舶 化 ,磁 気テープなどの

法定囎 化のための酷 改正を難 ず・などの活動を穂 的に行な
。てきた.とG、 、97、年,

月 「公縮 気瀧 法」の改正によ・て・通信回綱 放の途がようやく開かれた。と}まま。とに

喜ばしい。

繍 化社会 をより深化させ・ために・ま・つよ・・創造一嚥 欲と着実な努力・・よ。て,.その道
程を切 り拓 くことが肝要であろう。

轄 がし'ささかな りともわが国の・ンピ・一タ利用幽 す・獄 と将来につ、・て,理 解挟
めることに役立 つことができれ ば幸・・である

・ 本書 の作成 にあた り,ご 尽力 を・・ただ、・た委員

各位・な らびに随 順 料 を撒 され ・ヵ・つ助 言 を くだされた関係各位の こ励1、 対 し
,Ji、

か ら感謝 の意 を表 するものである。

1971年7月

財団法人 日本経営情報開発協会

理事長 稲 葉 秀 三
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第1部

1.総 括

未 知 の可 能性 を秘 め た情報 化社 会進 展の ために,各 国政府 は,キ ー ・イ ンダス トリー と

して,そ の コン ピュー タ産 業 の振興 に全 力 を傾 注 しは じめたのが,1970年 の大 きな特色 で

あ った。

アメ リカは1970年 に大 きな不況 に見 舞わ れたが,コ ン ピュー タ産 業 をふ くむ情報 産業 も

その例外 ではな か った。 これ を契 機 として,か つ て コン ピュー タ産 業 につい て国策 的政策

を もっていなか った アメ リカ政 府は,懸 命 に輸 出 振 興 策(ゴ ー ・グローバ ル ・プ ログラ

ム)を 展開 し,初 め て コン ピュー タの輸 出政策 を うち出 した。 また,ヨ ー ロ ッパ諸国 も,

自国 資本 の企業 に よる コン ピュー タ国産化政 策 を強化 し,情 報 化社 会 への道 を切 り拓 く努

力 が進 め られ てい る。 アメ リカ商務 省は1974年 におけ るアメ リカを除 く全世界 の コ ンピ ュ

ー タ市場規模(年 間出荷 額)が,日 本 の22億1300万 ドノヒを トップに,西 ドイツ11億5000万

ドル,イ ギ リス9億7000万 ドル,フ ランス8億9600万 ドルな ど,全 体 で66億5600万 ドル に

お よび,1970年 の28億8700万 ドルに くらべ て2倍 以 上 に達す る と推定 してい る。

コン ピュー タがわが 国に導入 され て以来14年 を経 過 し,設 置 セ ッ ト数 は毎 年増 加の一途

を辿 りつつあ り,通 商産業 省 が1971年3月 原案 を発表 した「電 子計 算機 利用高度化 計 画案」



2第1部 総 論

に よれば,1975年 度 におけ るわが国 コン ピュー タ設置 セ ッ ト数 の 目標 は,38,000セ ッ トに

達 す る と思 われ てい る。 この ようにわ が国の情報化 社 会の基 盤 をな す コン ピュー タは量 的

に も質 的 に も急速 に普 及す る もの と思 われ るが,真 の意 味 の情報化 社 会 の成立 に とって最

も基本 的 な要素 として,情 報 の価値 に対す る社会 的 な意識 の革新 が なければ な らな い。 か

か る意 味 にお いて,無 形 の ものに代 価 を支払 う慣 習 の少 な いわが国 におい て も,高 度 に頭

脳的 な所 産 であ り独 創 的な アイ デ ィアを要 求 され る知 的な商 品であ る ソフ トウ ェアについ

て,流 通 を促進 す る方策 が と られつ つあ る。

さ らに,・1970年 におけ る コン ピ ュー タ利 用 をめ ぐる大 きな特長 をあ げれば 次の よ うにな

るであ ろ う。

①1970年3月,IBM370シ リー ズの発表 に続 いて``3.5世 代機"と 呼 ばれ る大型 コン ピ

ュー タが,ア メ リカにお い て引 き続 いて発表 され た。 わが 国にお いて も通商産業省 工業

技術院 の超高性 能電 子計算 機 の開発 が最終段 階 に入 り,ま た民 間に おいて も大型 機 が相

次 いで開発 され た。

② 公衆電 気通信 法 の改正 に よる通 信 回線利 用 の 自由化 を契機 として,オ ンライン情報 処

理 に よる情 報 ネ ッ トワー ク形成へ の基 礎条件 と体 制 とが整 え られ た。

③ また,新 しい電 子 回路 や記 憶素子,漢 字 の入 出力装 置,カ ラー ・グ ラフ ィック ・デ ィ

スプ レイ装置,マ ン ・マシ ン ・イ ンタ フェイ ス用装置 な どの開発 が続 き,ハ ー ドウ ェア

の分野 で着実な進 展 がみ られた。

④ 以上 の背景 の も とに,タ イ・ム ・シ ェア リングを指 向 した会話 モー ドの ソフ トウ ェア開

発 が進 み,"誰 で も使 え る コンピ ュー ダ'時 代 の近 い ことを戚 じさせ た。

⑤ 情報 処理 に関 す る技術,装 置,様 式 な どの標準化 を要 望 す る声が,急 速に高 ま ってき

た。

⑥``誰 で もコ ン ピュー タを使 う時代"を 目指 して,コ ン ピ ュー タ教 育 が× き く取 り上 げ

られた。従来,コ ン ピュー タ ・メー カー や外部 機 関に依 存 していた一 般企業 向け の コン

ピュー タ要員 の養 成が,か な り企業 内で行なわ れ るよ うにな った。 こ とに一般 管理者 に

対 して も,ど の よ うに コ ン ピュータ ・を活用 す るか を中心 とす るカ リキ ュラムが作成 され

つ りあ る6・L・J・L-一

⑦ 大 学 ・高専 に おけ る 「一 般情報 処理教育」 と 「専 門情報 処理教育」 に ついて,そ の 目



標と当面の施策 が検討された。

⑧ ソフ トウェアの流通の促進をはかるため↑通商産業省は,情 報処理振興事業協会に委

託 して 「プログラム調査簿」を作成 した。 この方法は,ソ フ トウェアをコンセプ トと ドキ

ュメン トに分け,コ ンセプ トだけを登録 ・公開 して,ド キュメン トの秘密性を守 り,利 用

希望者は登録者に申 し出て詳細に聞 くことができるもので,法 律による保護の煩雑 さを避

けなが ら,ソ フ トウェア開発者の利益を守 り,流 通を促進 しようとする措置で,わ が国で

初めて採用 された公的な措置 として注 目される。

以上述べたように,情 報化を進めるための基盤が確実に整え られつつあ り,そ の根底を

なす問題 として,本 年度の白書では とくに情報価値の認識をとり上げ,通 信回線開放 の経

緯について1970年 版 に続 き詳述 し,技 術,装 置,様 式な どの標準化の必要性 を論 じ,さ ら

に情報処理教育に関 して述べ,巻 末に資料 を添付 した。

2.1970年 に お け るわ が 国 の コ ン ピ ュー タ概 況

A.相 次 ぐ超大型 システムの開発

1970年 のわ が国 の コン ピュー タ産 業は,オ ン ライ ン技術,TSS(タ イ ム ・シ ェア リン

グ ・システム)技 術 を駆使 した大型 システ ムを中心 とす る開発 を強 力に推 進 し,情 報 化社

会 の実現へ 向 って新 しい挑 戦 をは じめ た。IBMは,い わ ゆ る3.5世 代機 と して370シ リ

ーズ を発表 〔し,Burroughs,CDC,UNIVACも これ を追 って新機 種 を発表 し,ま たわ が国

の コン ピューータ ・メー カー 富士 通㈱(FACOM230-75),㈱ 日立 製作所(HITAC8700),日 本

電 気 ㈱(NEAC2200-700),東 京芝浦電 気 ㈱(TOSBAC5600-50)は,相 次 いで大

型 システムを発 表 した。 また通商産 業省工 業技術院 が,1966年 度 か ら,大 型工業 技術研究

開発 制度(大 型 プ ロジ ェク ト)の 一 環 として開発 を進 めて きた.「超高性 能電 子計算 機」 も

1970年 度 にハー ドウ ェアの完成 をみ て,1971年 度 には ソ フ、トウ ェアが完成 し,試 運 転 を終

る予定 であ る。 さ らに通 商産業省 では,1971年 度 か ら8年 間にわた って 「パ ター ン情報 処

理 シス テム」 の研究 開発 を進 め,国 産 コ ンピ ュー タ技術の 国際競 争 力強化 を図 って い る。
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B.ミ ニ ・コ ン ピュー タお よ び 周 辺 機 器 の開発

1971年5月,公 衆電 気通信 法 の改正法 律が第65通 常 国会 で可 決成立 した ことに よって,

わ が国に も急速 に遠隔 情報 処理 システ ムが普及 す るこ とが予想 され るが,こ の よ うな状況

を反映 して,1965年 以来,年 率54%の 成長率 で増大 して きたわが 国の コ ンピ ュー タ生産

は,1970年 に もこれ を上 回 って,58.1%の 増 加 を示 し,と くに,デ ー タ端末 装置 の生産

は,前 年 比472%の 急成長 をみせ た。 通信 回線 利用 の 自由化 が進 め ば,こ の傾 向は さ らに

長期 的 に持続 す る もの とみ られてい る。

一 方
,汎 用 コ ンピ ュー タ ・メー カーが相次 いで ミニ ・コン ピュー タを発表 したが,こ の

ほか計測器,重 電器 メー カー な どの新規 参入 がにわか に多 くな った。 ミニ ・コン ピュー タ

は こ とに,プ ロセス ・コン トロー ルに組 みこ まれ た制御 機器,お よび記 憶能 力 を もつ遠隔

情報処理 の端 末装置 と して大 きな需要 を見込 まれてお り,今 後 も生産 は増 加す る もの とみ

られ てい る。

このほ か オン ライ ン用端 末装 置 と しての周辺装置 の開発 が 目立 ち,ま た関連 装置 として

は,漢 字 プ リンタ,漢 字 デ ィスプ レイな ど,わ が 国独 自のアイ デ ィア を生 か した装置が 開

発 されて い る。

C.国 産機比率の上昇

汎用 コン ビ。ユー タの需 要 は,1969年 に引 き続 き順調 に伸長 して,日 本電 子計算機株式 会

社(JECC)の 調査 に よれば,1970年9月 末現 在 で,実 働 汎用 コン ピュー タの セ ッ ト数

は ミニ ・コン ビ。ユー タを除 き,7,933セ ッ ト(年 間純増2,332セ ッ ト,増 加率41.6%),金

額(売 価 換算)に して7,387億 円(年 間純増2,278億 田,増 加率44.6%)に 達 してい る。

IBM国 内生産 額 をふ くむ1970年 度(暦 年)の 生産額 は2,698億 円にのぼ り,対 前年 比

58.1%の 増大 とな ってい る。輸 入総 額は958億 田(前 年 比56%増)で あ るが,輸 入依存 率

は22%に 低下 してい る。 一 方,輸 出総 額 は52億 四で前年 の64億 岡か ら減 少 してい る。1970'

年9月 末 の コン ピュ一一タ総 実働金額7,387億 国の うち,国 産機4,030億 口(前 年 は2,634億
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口)で54.6%を 占め,前 年 の51.6%に 比べ国産機 比率は着 実 に上 昇 してい る。

大型機(シ ステ ム規模2億5,000万 口以上)は,国 産機 お よび外 国機 を合計 して,1965

年9月 末現在 で105セ ッ ト,509億 田 が実働 してい たが,1970年9月 末 には760セ ッ ト,

3,852億 国(7.2倍)と な った。 国産機 の大型機 に 占める割 合 は ,金 額 に して5年 前 には ほ

ぼ10%に す ぎな か った ものが,1970年 では39.8%を 占め るに至 ってい る。

国産機 が大型A(5億 岡以上)に 占め る割 合は,35.7%(金 額ベ ー ス)で1969年 の29.4

%に 比 し大幅 に増 加 してい る。

中型機(国 産機69.6%,外 国機30.4%),小 型 機(国 産機71.6%,外 国機28.4%)は ,

い ずれ も前年 に くらべ大 幅 な増加 とな ってい る。

D.わ が国情報産業の動 き

1971年1月1日 現在,わ が国の情報 処理 サー ビス業 は ,メ ー カー系列お よび公共 系列 を

ふ くん で,企 業数394,セ ン ター数543を 数 えて い る(JECC調 査)。 しか しなが ら,通

商産業 省 の行 な った情報処理 実 態調査 に よれ ば,企 業 規模 は小 さ く(従 業員50人 以下 が

63・7%),年 間事業収 入 も平 均1.8億 円 とな ってい る。年 間10億 円以上 の事 業収入 をあ げて

い る企業 は,6.0%に す ぎない。

サー ビス業務 の 内容 は,事 務計 算 を 中心 とす る計 算業務 が53.0%を 占めてい るが,ソ フ

トウ ェア開発 も11.4%に お よん でい る。 この よ うな情報 処 理 サー ビス業 の経 営基盤 の強

化,技 術 の向上 を図 って,1970年7月,社 団法人 日本 情報 セン ター協会(1971年3月 末 現

在,会 員数108仕)が 設立 された。

情報 提供 サー ビス業 は,ビ ジネ ス として確立 してい る ものは 少な く,公 共 的色 彩 の もの

が多 いが,社 会 的環境条 件 の整 備 と ともに本格化 す る兆 しをみ せてい る。

一方
,ソ フ トウ ェア開発 を行 な う企業 は,50社 程度 存在 す る。1970年3月 末現在 の通 商

産業省 の実 態調査 では,ソ フ トウ ェア開発 収入 が企 業収入 の50%以 上 を 占め てい る企業 は

数社 にす ぎなか ったが,1971年3月 末現 在 には,10数 社 にのぼ ってい る。 しか しなが ら,

アメ リカに くらべ まだ相 当の遅 れ をみせ てい る。 これ ら業界 の諸問題 を解決 す る た め,
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1970年6月,社 団法 人 ソ フ トウ ェア産 業振興 協会が設立 され た。(1971年3月 末現在,会

員数40社)

E.活 発化する国際交流

わ が国 コン ピ ュー タ産業 の急速 かつ順調 な成長 は,諸 外 国の注 目をあ び,1970年 には,

ソ連 ・東欧 圏 をふ くむ ヨー ロ ッパ諸国 な らび に東南 ア ジア各 国 か ら,わ が国 の コンピ ュー

タ産 業お よび利用状況 の調 査,視 察,研 修が相 次し、・だ。 また.OECD主 催 の コ ンピ ュー タ

教 育 に関 す る国際 会議 や,ア メ リカ商務省 主催 の 「コ ンピ ュー タ ・シ 。一」 お よび 日米合

同技 術 セ ミナー が東京 で開か れ るな ど,国 際 交流が活発 に行 なわれ た。

さ らに世 界最 初の コ ンピ ュ一一タ 「ENIAC」 の開発者 であ るJ.P.エ ッカー ト博士 を

は じめ として,多 数 の コン ピュー タな らびに情報 科学 に関す る海外 の専 門家 が来 日,わ が

国か らも諸外 国の コン ピ ュー タ利用状 況 を調 査 ・視察 す るチー ムが多数派遣 された。

3.諸 外 国 の コ ン ピ ュー タ産 業

A.ゴ ー ・グ ロ ー バ ル ・プ ロ グ ラ ム を推 進 す る ア メ リ カ

1970年 はア メ リカの コ ンビ。ユ一一タ産業 界に とって,か つてな い不況 の年 であ った。 アメ

リカ国 内にお け るコン ピ ュ一一タの 出荷額 は,1969年 に55億 ドル(1.98兆 円)で あ ったが,

1970年 には44億 ドル(1.60兆PI)と 大 幅 の減 少 を示 した。 その原 因は,国 防費,宇 宙開発

予算 の削減 に と もな うアメ リカ国内の経済 不況 と,相 次 ぐ新機 種 の発 表 に よるユー ザー の

買控 え傾 向な どが重 な った もの と思わ れ る。 しか しヨー ロ ッパお よび 日本 の好 況に着 目し

た ア メ リカ政府 は,積 極 的な輸 出振興政 策(ゴ ー 」グローバ ル政 策)を 展開 した結果,ア

メ リカ系資 本 の コン ピュー タの全世界 に対 す る出荷実績 は73億 ドル(2.63兆 田)と 前年 の

4%増 とな った。IBMは,全 出荷 額 の65.4%を 占め たが,第2位 はGEと ハ ネ ウ ェルが

合弁 で設 立 したHIS(HoneywellInformatlonSystems)の8・9%で あ った。



7

HISの 設 立 は,1970年 に おけ るコ ン ビ。ユー タ業界 最× の'出来事 のひ とつであ っ'た。 同社

は ヨ一-Pッ パ各 国 に大 きな勢 力を もっていたGEの シ ェアをその ままひ きつ ぎ,GEや ハ

ネ ウ ェル と技術提 携 してい るわが 国の コン ピ ュー タ ・メー カー や ヨー ロ ッパ諸 国 に,微 妙

な波紋 を投 げてい る。

一 方 ,1970年 末 にお け るアメ リカの コン ピ ュー タ ・システム設 置額 は,売 価換 算254億

ドルに達 し,前 年 末 の219億 ドルに比 べ16%の 伸 び を示 した。 出荷 の絶対額 が減 少 したに

もかかわ らず,設 置額 が この ように伸 びた のは,導 入 された新機 種が現在 使用 され てい る

コン ピ ュー タ ・システムに代替 され たのでは な く,買 い増 しされた ため とみ られ る。 各 メ

ー カー 間の競 争 は激 し く,HISを は じめバ ロー ス,CDC,RCA,ユ ニ パ ックな どの

間 で激 烈 な シ ェア争いが 展開 されてい る。他 方,多 方面 に応 用範 囲 の広 い ミニ ・コン ピュ

ー タは急速 に普及 し,1970年 には メー カー の数 も75社 にお よび年 商2 .5億 ドノヒ(900億 国)

を 出荷 した。

アメ リカの情報産 業は1970年 には,コ ン ヒ。ユー タ産 業 の不況 に と もな って,ソ フ トウ ェ

ア産業 の業績悪 化 が 目立 ち,大 手 ソ フ トウ ェア企 業 の中に も倒産 す る例が 見 られた。 しか

しな が ら,大 資 本 の参 加 に よる大規模 な タイム ・シ ェア リング ・サー ビスの 出現 や フ ァシ

リテ ィ ・マネ ジメン ト,タ イム ・ブ ロー カー,タ イムtリ セー ラー とい うような 目新 しい

営 業 が出現 す るな ど,サ ・一一.ビスの種類 は,ま す ます多彩化 の傾 向 をみせ始 めたの が1970年

のひ とつの特色 であ った。

この ような背 景か らア メ リカ商務 省 は,1970年 に世界 の25カ 国 におけ る コン ピュー タ市

場 を調査 し,1974年 までの需要 予測(年 間 出荷 予測)を 発表 して い る。(第1.1表)

それ に よれ ば,1970年 を100と した場合,1974年 に最 も大 きい指数 を示 して いるのは,

設置金 額1億 ドル以 上 の先進 国では 日本(1970年8億500万 ドル)の275で あ る6次 い で

イギ リス(1970年4億5,000万 ドル)の240,フ ランス:(同 じ く4億1,800万 ドル)の214

とな ってい る。 また全世 界 の コン ピュー タ市 場 は,1970年 の2倍 を こえ るが,こ の調 査に

よ って アメ リカ商務 省 は(1),(4)の よ うに現状 を把握 し(2),(3)の 結論 に到 達 した と言わ れて

い る。(AFISの 「世界 のEDP装 置 市場」 よ り)

{1)1969年 現 在,自 由世 界 に設 置 され てい るか または発 注済 みの コン ピ ュー タ34,'000台 の

うち,80%以 上 は米 国系企業 の製 品で 占め られ る6ま だ残 りの20%の ×部 分 も米 国企 業
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第1.1表 米国商務省の予測七た世界のコンピュータ需要(年 間出荷)

国 別

日

ド

フ

英

カ

イ

イ

ラ ン

ナ

タ リ

本

ツ

ス

国

ダ

ア

ス ウ ェ ー デン

オ ラ ン ダ

オース トラ リア

ベ ル ギ ー

デ ン マ ー ク

ス ペ イ ン

ス イ ス

ユー ゴスラビア

ブ ラ ジ ル

メ キ シ コ

イ ス ラ エ ル

ノ ル ウ エ ー

ブ イ ン ラ ン ド

ア ル ゼ ン チン

ベ ネ ズ ェ ラ

オ ー ス ト リア

香'港

タ イ

台 湾

合 計

19.70年 1974年 対1970年 指 数

ε05百 万 ドル

568

418

405

175

112

66

45

42

38

33

32

28

20

18

15

13

12

11

9

6

5

5

4

2

2,887

2,213百 万 ドル

1,150

896

970

360

231

134

79

90

91

66

67

57

46

38

24

37

25

21

17

10

9

11

8

6

6,656

275

202

214

240

206

206

206

176

214

239

200

209

204

230

211

160

285

208

190

189

167

180

220

200

300

231

の ライ センスを受 けて製 造 されて い る。 また,1969年 にお け るアメ リカの コ ンピ ュ一一タ

輸 出の主要顧 客国 は,次 の5カ 国 であ った。

1位

2位

3位

4位

5位

カ ナ ダ

日 本

イギ リス

西 ドイ ツ

フランス

'180百 万 ド
ル(648.0億 円)

86〃(309.6-〃)

83〃(298.8〃)

70〃(252.2〃)

30〃(108.Oi〃')

(2)'ア メ リカ のハー ドウ ェア輸 出は引続 き増 え る。海外 にお け る米 国企業子 会社 が供 給 す
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るハー ドウ ェア とライ センスを受け て製 造す る コ ンピ ュー タを除 い て も,ア メ リカのハ

ー ドウ ェア輸 出は1974年 に20億 ドル台 に達す る であろ う。

(3)最 も輸 出が伸 び る分野 は,コ ンピ ュー タ ・システム価格 の60%を 構 成す る周辺装置 で

ある。 アメ リカ以外 の諸 国の コ ンピ ュー タ利用 は,第3世 代 へ の移 行 に と もない,プ リ

ンタ,メ デ ィア ・コンバー ター,デ ィス ク ・ ドライ ブ,テ ー プ ・ ドライ ブ,デ ー タ ・タ

ー ミナル の需要 が増 え てい る
。

(4)コ ン ピュー タの設 置台数 が多 い国 では当然 ソ フ トウ ェア産 業が附随 して発 達 す る。 設

置 台数 の少 ない国 では,ソ フ トウ ェア産業 が育 ちに くいが,し か し,そ の意 志 がないわ

け ではない。

B.コ ン ピュー タの 国 産 化 に適 進 ず る ヨー ロッパ

アメ リカの コ ンピ ュー タ産業 が不況 であ った のに反 し,1970年 の ヨー ロ ッパ ・コ ンピ ュ

ー タ市場 は好 況 のう ち に推 移 した。

コン ピ ュー タ産 業 に対 しては,情 報化 時代 を担 うキー ・イ ンダ ス トリー と して,ヨ ー ロ

ッパ各 国では,そ の国産化 に努 力を傾 注 してい る。

イギ リスではICL(lnternationalComputersLtd.)が 国 内 の シ ェア43%を 占め,第2

位 のIBM(30%)を × き くひ き離 してい る。 フランスのCII(CompanieInternationale

pourl'Informatique)は 懸命な努 力にかかわ らず,い まだ 目標 まで(国 内シ ェアの30%)

には遠 いが,現 在 の年 商7,000万 ドル(252億 国)を1975年 までに3倍 の2億 ドルに しよう

と頑 張 ってい る。

西 ドイツでは ジー メン ス社 が受注総計7億 ドル(2,520億 口)に 達 し,国 内 シ ェア も14

%と な った。 西 ドイ ツ政 府は第2次 の国産機奨 励策 を決定 し,積 極 的 に コン ピ ュー タの国

産化 に乗 り出 してい る。 またオ ランダの フ ィリップ社 も,本 格 的に コン ピ ュー タ生産 に入

り,イ タ リアの オ リベ ッテ ィ社 もGEの 手か ら離 れ,コ ン ピ ュー タ周辺機器 へ の進 出をね

らってい る。

この よ うな 好況 の ヨー ロ ッパの主要各国 に ア メ リカ系資本 の コン ピュー タ ・メー カーが

積極 的に進 出を 目指 し,フ ラン スの ブルGEを 包含 したHISやIBMを 中心 に勢 力の拡
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大 を試 みつつあ るが,ICLや ジー メ ンス,フ ィリ ップスな ど地 元 ヨー ロ ッパ各国 の企業

は懸 命 にア メ リカ資本 の進 出を防 いでい る。 と くに ジー メンスは,大 型 機 の開発,生 産,

販売 に ついて テ レ フンケ ン社 と完全 な業務提携 を結 び,共 同で国産化 を進 めてい る。

また ヨー ロ ッパの ソ フ トウ ェア企業 も年率15～20%の 拡大 を示 してい るが,各 国 とも積

極 的に振興 策 を と り育 成 をはか ってい る。

東欧諸 国 もコ ンピ ュー タ産業 の育 成には 力を入 れてお り,ソ 連 では積極 的に 自由主義 諸

国か らの コン ピュー タ輸 入 をはか りなが ら,コ メコ ン(COMECON)諸 国の共 同で新

機種 開発計 画RJADプ ロジ ェク トを進 めてい る。

C.そ の 他

東南 ア ジア諸 国 では,コ ン ピ ュー タの設 置 セ ッ ト数 はい まだ必 ず しも多 くはないが,政

府 関係機 関や学術 研究機 関 を中心 に コン ピ ュー タ要員 の養成 ・訓練 が積極 的に行 なわ れて

お り,コ ン ピュー タ導入 へ の熱意 を示 してい る。

4.情 報化社会へ の環境整備

A.公 衆電気通信法の改正

1970年 版 コンヒ。ユ'一タ白書 で述べたように,わ が国の情報化 を進める基本条件のひとつ

として各方面か ら要望 されていた通信回線利用の自由化が,公 衆電気通信法の一部改正に

よってほぼ実現 した。

1971年5月19日,第65通 常国会で成立 したこの法律の骨子は次の とお りである。

① 電話料金体 系を改訂 し,市 内通話の度数制料金 をやめて広域時分制料金(3分7円 を

基本 とする)を とり,近 郊 の市外通話料金を引き下 げる。

② 特定通信回線使用契約の制度を新設 し,異 主体間の共 同専用回線に関する利用制限を

緩和する。すなわち,「 業務上相当な関係のある2人 以上の者」については,通 信 回線
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の利用形態が郵政省令で定める基準に合致ずるときには 自動的に承認 され,合 致 しない

ときは郵政大臣の認可をうけることにする。 また顧客相互間を結びつけないことを条件

として計算 センターと顧客の間にもデー タ通信回線の利用を認める。

◎ 公衆通信回線使用契約の制度を設 け,1972年9月1日 以降民間企業に も公衆通信網 を

利用 したデー タ通信を行な うことができるようにする。

④'現 在 日本電信電話公社が試行役務 で行な っているデー タ通信サー ビス業務 を,1971年

9月1日 か ら法定 役務 とす る。

イ

これによって,通 信回線の開放は原則 的に承認 され,わ が国の通信回線利用政策は大

きく転換 した。

しか しながら法律の施行を前に して,ユ ーザー側各団体は,

① 郵政省炉定める基準の内容を明確にすること'r

② 民間企業による公衆通信網利用の時期 を早めること

'③ 通信 回線 とコンピ
ュー タあるいは端末機器の接続に関する電 々公社の検査範

囲を縮少すること

な どを要望 している。

また,日 本経営情報開発協会が実施 したコンピュー タ利用状況調査によれば,情 報ネ ッ

トワー クの形成に対するユーザー側 の要望はきわめて大き く,こ の意味か らも通信 回線利

用の 自由化がこんこの産業社会の発展に果す役割は非常に大 きいことが予想 される。

B.情 報処理施策

国産 コンピュー タ産業お よび情報処理産業の基盤を強化するため,通 商産業省は,多 面

的に情報産業振興施策 を強力に展開 した。 また行政管理庁では,情 報処理に関す る調査 ・

研究を行な った。

a)1970年5月 た成立 した 「情報処理振興事業協会等に関す る法律」に基 いて,設 置 され

た電子情報処理振興審議会において,1971年3月 に,工975年 度におけるわが国のコンピュ

ー タ設置 目標(金 額)が 提出され,承 認 された。(付 属資料参照)
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b)ハ ー ドウ ェア対 策 としては,技 術 の開発,JECCへ の融資,特 別租税 措置 があ げ ら

れ る。

1966年 度 か らお よそ100億 国を投 じて進 め られて きた国産超高性 能電 子計 算機 の本体 開

発 が1971年 度 で完成,そ の実用化 へ進む ことにな ったが,引 きつづ き71年 度か ら,8カ 年

計 画 で総 額一344億 口 を投 じ,第4世 代 のパ ター ン情報処理 シス テムの開発 を開始 した。

国産 コン ピ ュー タの レンタル機 関 であ るJECCに 対す る 日本 開発銀行 の 融 資 額 は,

1970年 度 には追 加補正 を加 えて240億 四 と拡 充 され たが,71年 度 に さ らに290億F[]と な っ

た。1970年 度 で期 限切 れにな る 「電 子計 算機 買戻損失準 備金」 制度 も2年 間延長 され るこ

とに な り,販 売価格 の15%積 立 てが無税 で続 け られ る こ とにな った。

c)ソ フ トウェア開発の促進 と情報処理サー ビスの振興 を目的 として,ソ フ トウェア開発

の特別融資枠 として政府保証による40億 口 の枠が設 けられた。 その融資にあた っては,

1970年10月 に設立 された情報処理振興事業協会が債務保証 を行な っているが,同 協会はソ

フ トウ ェアの委託開発(3億 円)も 実施 した。71年 度はさらに,ソ フ トウェア委託 開発費

4億 四,債 務保証可能額は120億 国と拡充 され た。 さらにソフ トウェアの流通促進を目的

として,情 報処理振興協会が通商産業省の委託に より 「プログラム調査簿」 を作成 し,一

般の閲覧に供する措置がとられた。

d)行 政機 関にお け るコン ピ ュー タ利用状 況 も,1970年 度 には190セ ッ トと,前 年 度 の151

セ ッ トに比 べ39セ ッ ト増 加 したが,行 政 管理庁 では,こ の利用 を一 層高度化 す るために統

計 デー タ ・バ ン ク,行 政情報 ネ ッ トワー ク ・シス テム,事 務 処理 用統一個入 コー ドな ど,

11件 の行政 情報 処理 に 関す る調査 ・研究 が行 なわ れた。

C.情 報処理 に関す る教育 ・研究

通商産業省が実施 した1970年 度情報処理実態調査によれば,情 報処理技術者の不足は深

刻で,と くに上級専門職 の不足が 目立 っている。(第2部 第3章 参照)こ のために各種の

教育施策が とられた。
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a)通 商産 業 省は,シ ステ ムズ ・エ ン ジニア,シ ニア ・プ ロ グテマな ど上 級情報 処理技 術

者 を養成 す る機 関 と して1970年3月,財 団法人 情報処理 研修 セン ター を設立 し,同 年10月

開講 した。

また1970年11月 に第2回 情報 処理技 術者認定 試 験が実 施 され,23,428人 が受 験 し,2,626

人 が合 格 した。

b)学 校教育 に おい て もコン ピュー タの利用 は著 し く進 み,大 学(高 専 をふ くむ)で は,

1965年 か ら進 め られて いた全 国7地 区 の共 同利 用大型計 算 セ ンター が1971年 度 で完成 した

ほか,自 然 科 学・経 済 関係学部 または研 究所 を有 す る全 国244大 学 の うち,114大 学が193

セ ン トの コン ピ ュー タを保有 し,1969年 度大 学 ・短大 ・高専 の情報 処理 関係学科 数は150

学科(入 学定 員9・025人)と な ってい る。 また1970年 度 以降 に設 け られ た情報 処理 関係学.

科 は11学 科(入 学定 員480人),新 設 され た講座 は12に のぼ ってい る。 高等 学校 にお け るコ

ン ピュー タ教 育 の効 果 を高 め るため,日 本経 営 情報 開発 協会 では ミニ ・コンピ ュー タの主

記憶装 置 に常駐 で きる簡単 で実用 的な コンパイ ラを開発 する コン クール を行 な ってい る。

また一 般 管理者 に対 す る標 準 的 カ リキ ュラムの開発 が 同協 会 で進 め られてお り,日 本情

報 処理 開発 セ ンター では 「情報 処理 技術者育 成 指針」 を作成 した。

C)文 部省の 「情報処理教育に関する会議」は,1971年5月,情 報化時代におけるコンピ

ュー タ教育 の在 り方について第2次 中間報告 を行な↓・;「一般教育」 と 「専門教育」に分

けて,そ れぞれの目標 と当面の施策 とを示 した。

同中間報告では,大 学 ・高専における一般的情報処理教育 として,全 学共通講座の設置

が望 ましい としてお り,ま た専門的情報処理教育について当面は,各 学部 ごとに専攻課程

を設 けることな く各大学が1学 科,1専 攻課程に とどめ,そ の内容 を充実することを望ん

でいる。なお大学におけるコンピュー タ ・サイエンスの教課についてACMが 公表 したカ

リキ ュラム68の 一部翻訳 を付属資料 どして掲載 した。'

d)コ ンピュー タや情報処理に関する基礎的研究の うち,「 文部省科学研究費補助金」(と

くに高度の研究成果が期待 される研究に交付)を 交付 された研究は1970年 度57件(特 定研
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究41件,そ の他16件)で,配 分総 額 はお よそ2億 田であ った。

D.標 準 化

情報 処理 システムの普 及 ・発 展 のため の基 礎 的条件 と して,ユ ー ザー側 の機器 選択 を容'

易にす るた めの イン タフ ェイ スの標準化,技 術者 の教育 や流動 性 を確 保す るためのハー ド

ウ ェア,ソ フ トウ ェア両 面 の標 準化,情 報 交換 のため のデー タ ・コー ド,デ ー タ様式 の標

準化 な どが行 なわ れなげ ればな らない。

通 商産業省 工業技術 院 では,デ ー タ ・コー ド,フoロ グラム用言語,カ ナ文 字 の符号化,光

学文 字読 み取 りのため の字 形な どの分野 でJIS(日 本工業 規格)を 制定 し,国 家的 な標

準化 を進 めつ つあ る。現在,工 業標準化 法 に基 くJISの 議 決機 関で あ る 日本 標準調査 会

の情報処 理部 会の もとに,専 門委員会 が設 け られ,そ れ ぞれの分野 で審議 を行 ってい る。

E.シ ン ク ・タ ン ク

通商産業省では,シ ンク ・タンクの育成が重要な政策課題 となった と判断 し,1970年7

月28日 産業構造審議会情報産業部会に対 し 「わが国におけるシンタ ・タンクの あ り方 如

何」を諮問 した。同委員会はただちにシンク・タンク委員会を設置 し,幅 広い観点か ら審

議 を行ない,同 年12月 中間答申を提出 した。

5.価 値 論

A.情 報 価 値

1970年 には無形 の情報 をどのように評価するか とい う議論が活発 となった。情報 の価値

とい う場合は,情 報その ものの抽象的本質論や形態,機 能な ども問題 とな るが,1970年 の

段階では,も っぱ ら実際に即 してソフ トウェアの価格決定基準設定に関連する「情報価値」

が取 り上げ られた。,
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ソ7ト ウェア の価値 を評 価す る基 準 と しては,技 術料,診 断 料,設 計 料 な どの無形 用役

と同 じく,ソ フ トウ ェアの利 用 に よって もた らされ る効 果 を直接 あ るいは 間接 に測定 して

逆算 す る方法 が考 え られ るが,ソ フ トウェアの評価 が難 しい理 由 と しては,さ らに 次の よ

うな ことがあ げ られ る。

まず,ソ フ トウ ェアは開発 され た当初にお い ては稀 少性 を もってい るが,こ れは時 間の

経 過 とともに類似 の ものが模倣 され ることに よ って容易 に稀 少価値 が そ こなわ れ る。

また,ソ フ トウ ェアは コン ピュー タのハー ドウ ェア を離れ ては全 く無価値 で あ り,異 機

種 間に プログラムの互換性 が な く,同 一機 種 間におい て さえ機器 編成 の状 況 に よ っては必

ず しも同 じプ ログラムを使 い得 ない市場性 の狭 さを もってい る。

したが って ソ フ トウ ェアの流通 をはか り,リ ー ズナ ブルな価 格 を設定 す るために は,コ

ン ヒ。ユー タ業界 と して次の ような諸 点 を考慮 しな けれ ばな らな い。

(1)機 種変 更のた びに フ。ログ ラムを組 み なおす必 要 のない よ う,ハ ー ドウェアの イ ンタ

フ ェイスを標準 化 す るこ と

(2)そ れが 困難 な場合 は,オ ブジ ェク ト・プロ グラムが その まま使 える よ うに設計 す る

こ と

(3)プ ログ ラム翻 訳用 フ。ロ グラムを用意 す る こと

(4)ソ フ トウェア市場 に関 す る情報 を収 集 し周知 させ る組織 を作 る こと

な どであ るが,本 年度 の コン ヒ。ユー タ白書 は 「情報 価値 の確立 をめ ざ して」 と副題 に示

した よ うに情報 価値 の問題 を掘 り下 げ て述 べた。

6.コ ン ピュー タ利 用 の状 況 と将 来 の需 要

A.適 用業務の具体例 にみる1970年 の特色

第3部 第5章 に紹介 した コン ピ ュー タ適 用業務 の具体 例 を通 じて あ らわ れてい る1970年

の コン ピューク 利用 の特色 は,従 来 に比べ て著 しい違 いがみ られ る。

・これ までの コン ピ ュー タ白書 で紹介 された具体 例は ,先 発 ユー ザー の企業 内 デー タに よ

る経 営管理へ の適用 を 中心 を占め ていた が,1971年 版 コン ヒ。ユTタ 白書 の ひL・つ の特色
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は,医 療の 自動診断,広 域交通管制な ど社会生活に直結 した利用例 と,無 人倉庫,自 動化

般な ど省力化 と自動化の効果 をあげる例が多い。

B.コ ン ピュー タ利 用 状 況 調 査 の 示 す傾 向

日本経営情報開発協会は,例 年のようにコンピュー タ利用状況調査を実施 した。 その内

容については第3部 第2章 に詳述するが,主 な項目について述べれば次のとお りである。

①EDPS運 用経費 の分析

1970年9月 末現在 の 月間EDPS運 用経 費は,全 産 業1事 業 体 あた り,総 額1,433,1,500

国 とな ってい る。

さ らに産業 別1事 業 体 あた り売上 げ高 ・EDPS運 用費 の比率 を求 め れば,第2次 産 業

では0.297%,第3次 産業 では0.084%で あ る。

費 用 の申で著 しい増 加 を示 したのは,人 件費,機 械 償却費 お よび レン タル料 であ る。 人

件 費は前年 の25.9%か ら28.9%"(3:"0%増),機 械 償却費 は前年7.4%か ら今 回は9.0%

(1.6%増),レ ン タル料 は前年 の39.1%に 比 し,今 回は40.3%(1.2%増)と それ ぞれ増 加

してい る。 機械 償却費 お よび レン タル料 が増加 したのは,コ ン ピュー タ ・システムを グレ

ー ド ・ア ップ した事業 が多 か った こと,JECCの 超 小型機 に対 す る レン タル 中止,買 取

りに対す る特 別償却 制度 の継 続,グ レー ド・ア ップに と もな う関連 設備 の増加 な どが影響

をお よぼ した もの と思わ れ る。 そ の反面,保 守 ・保険費(2.1%,前 年 は3.6%),プ リン

ト用紙費(3.7%,前 年 は4.9%),委 託計算 費(3・3%,前 年 は4・0%)な どの比率が減少

し,カ ー ド・紙 テー プ費,磁 気 テー プ費,さ ん孔 ・検 孔費 の比率 はほ とん ど変化 はなか っ

た。

C.コ ン ピュー タ要 員 の現 状

コン ピ ュー タ部 門 の要 員数 につい てみ る と,「9人 以下 」 の規 模 が24.8%と 最 も多 く,

つい で 「10人～19人 」 が22.8%,「20人 ～29人 」 が13.8%と,30人 以下 の規模 が61・4%を

占めてい る。 コン ピュー タ要 員 の賃金 は,全 職 種 とも上 昇 してい るが,全 平均48,190円,

前年44,133円)職 務手 当を支給 して い る事 業体 の割合 は25.5%で,.前 年 の21.4%に 比べ や
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や上 昇 してい る。

要員 につ いて 困 ってい る問題 は,い ずれの職種 と も 「絶 対数 が足 りない」 と答 えた事 業

体 が多 く,シ ス テムズ ・エ ンジニア31.4%,プ ロ グラマ28.7%,オ ペ レー タ16.8%,パ ン

チ ャー16.3%と い ずれ も絶対 数が足 りな い とい う問題 をあげ てい る。 次に 「他部 門か らの

配置転換 が難 しい」 と答 えた事 業体 は職種別 に,シ ステムズ ・エ ンジニア29.4%,プ ロ グ

ラマ33.4%,オ ペ レー タ18.0%,パ ンチ ャー23.9%で あ り,上 級専 門職 にな るほ ど 「教育

に手 間 がかか る」'こ とをあ げてい る事 業体は,シ ステ ムズ ・エ ンジニア38.2%,プ ログラ

マ35.6%,オ ペ レー タ12.2%,パ ンチ ャ一-9.0%,「 スペ シ ャ リス トと しての地位 が確立 し

ていな い」 は,シ ステ ムズ ・エ ン ジニ ア21.9%,プ ロ グラマ22.9%,オ ペ レー タ12.7%,

パ ンチ ャー8.2%で あ る。

コン ピュー タ要 員以外 の部 門に対す るコン ピ ュー タ教 育 も,各 階層 に互 って広 く行 なわ

れ てお り,そ の大半 は社 内で の教育 である。

D.利 用 効 果

コン ピ ュー タを利 用 した場合 の直 接効果 と しては,「 業務 処理 の正確 ・迅速化」 をあげ

た事業体 は全体 の67.5%,「 人件費 の節減 」 が46.9%に のぼ ってい る。 「顧 客 サー ビスの

向上」(23.4%)「 フ ァイル管理 の容易化」(14.8%)と 業務上 の合 理化 をあげ る ものが

これ につい でい るが,「 在庫 の減 少」(12.0%)「 人 件費以 外 の節 約」(11.2%)と 経費 の

節減 効果 を認 めた 回答 が多か った。

間接 的効 果 と しては,「 経 営状況 の把握 が容易 にな った」 こ とが35.6%で トップに あげ

られ,「 企 業 の イメー ジ ・ア ップ」(30.9%)が これに次 いでい る。

E.コ ン ピュー タ化 の過 程 に対 す る反 省

コン ピ ュー タ導入 ずみの事業体 に対 して 自社 の機械化 の過程 を反省 し,「 これか らコン

ピ ュー タを導入 しよ うとす る事業 体 に対 して何 を忠告 す るか」 を求 めた結果,第1に あげ

られ たのは,「 導入 の 目的 をは っき りさせ るこ と」(74.9%)で 目的意識 の 明確化 を強調 し

てい る。 つい で 「社 内の受入 れ態勢 を作 り上 げ るこ と」(55.0%),「 現在 の事務 の流 れ を



18第1部 総 論

検討 し,改 善す ること」(42.1%)で 事 前準備 の重要性 をあ げてい る。 ・.L

また,,ゴ:ン ピ ュー タの規模 につい ては㌧ 、「現 在 の業務 処理量 の3倍 を処理 で きる コ)で、ビ

ュー タを選 べ」 と・い う忠告 が42..9%に のぼ り,「2倍 」 と答 え た.もの ど合計 す る と76s6%

に達 す る。・この 回答 は,コ ンビ、ユー タに よる業務 の処理業 がミ導入 当初 に予想 レた よ りも

遙 かに早 い テンポで増加 す る ものであ る ことを経 験的 に示 してレ1ると思わ れ6.。 テ.ス,ト期

間につ いては,・ 「3・カ月 ぐらい」 お く方 が よい と答 えた事業体 が47・0%を 占めてい る。

F. 、:5年 後 の コ ン ピ ュー タ 規 模 予 想 －t..t-t

'5

年後 の 自社 の コンピ ュニ タ規模(金 額)が どの よ うにな って いるか の予想 に ついては

第1,2表 ・r示穴 ㌍rr倍 に拡大 レ亘 る」 とみるもゴ 劇 多 く31・9%を 占め・拠'

でt2倍 」28.6%,"C'5倍 」10.8%,「4倍 」9.8%と な っ てい る。 「変 らな い 」 と予 想 して

第1.2表 産業別5年 後の規模予想

産業別
項 目1変・∋ ・∋ ・∋ ・∋ ・倍1そ の他1数からなiA・ ∋ 無記入

一

2次 産 業

;

社数 1・17・ い76 58{
1

4613 28}・ ・2[ 20

%
ト ・・/・・9・ ・∋

…1 ・ ・12・'
A i・ ・ いo⑪[

3次 産 業 脚 ・-1・51・2・1 39[ 与・1271 ・・13951 30

%[ ・三[26・1…[ ・・1 1・・}・ ・1 5・11…1

社司 ・一 ・・1351 7 141}・1
∋1251

25

1 %1
'言
・1… 已 ・1 ・・1 ・・2≒画 ・σ・11…1

合.計
社数 ・・3・5134・ 1・41 ・・rL・5・1

'
871・ ・221 75

∋ ・・1・ τ・1・ ・3i ・・1 1・・[…i ・・11…1

い るのは2.0%に す ぎない。

第1.2表 か ら力。重 平均 で5年 後 の予醐 模 を求 め る と,全 麟 で3・42倍 醜 夫trる こと

に な る。

G未 導入事業体の需要 一ー

コ玖 ピ 三・一夕 をい まだ導入 していな い事業体 に対 して,そ の需要 動向 を調 査 した。(ア
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ンケー ト発送数955,回 収数259,回 収 率27.1%)　 '"

この結果 に よれ ば,回 答数 の8割 以上 は(210事 業体82.5%)ゴ ン ピュ『]タ の導入 を計

画 してお り,そ の時期 も 「直 ちに」 導入 したい どい う事 業体26.2%「1～2年 後」38.6%

「3～4年 後」200%と な って いる。

導入 予定機種 につ い ては,中 型B(月 額 レンタル88万 円以上 ～222万 向未 満)が48.6%

で最 も多 く,中 型A(222万 円以上 ～555万 円未 満)が14.3%と 中型 が過半 数 を 占め,小

型(22万 国以上 ～88万 口未 満)が28.1%と な っている。'・

導入後,コ ン ピ ュー タ処理 を予定 してい る業務 と しては,26.4%が 「主 と して販売 ・在

庫管理」 をあ げ,つ いで 「主 と して生産 管理」(21.6%),「 主 と して経 理 ・財務 」(16.8%)

とな ってい る。 「全体 的な経 営管理」 をめ ざす もの も13.5%を 占め る。'

H.通 信 回 線 の 利 用 状 況

すでに通信 回線 を利 用 してい る事業 体は,394事 業体 で,回 答事業 体 の31.3%に 達 して

い るが,そ の うち,専 用線 で コン ピュー タ と結 んでい る事 業体 は125(a2.0%),オ ンラ.イ

ンで即 時処理 を行 な ってい る事 業体は10(2.6%)で あ る。 テ レ ックスに よるデー タ伝送

だけを行な ってい る事 業体 が68.0%で あ る。 しか し現在 通信 回線 を利 用 していな いが 「3

年 以 内に使 う計 画があ る」 とす る事 業体 が25.7%に 達 し,い まは計 画はな いが 「いず れ

使 う」 とす る事業 体 が41.6%を 占めてい る。

また 「系列企 業 内の情報 ネ ッ トワー ク」 が必要 であ る と回答 した事 業体 が75.6%,「 同

一一業bl内 部 のぞ ッ トワー ク」 につ いては ,69.0%の 事業 体 が必 要 と答 え てい る。 さらに

「他 の産業部 門 との ネ ッ トワー ク」 が必要 と回答 レた事業体 も52・9%に 達 してい る。

1.コ ン ピ ュー タ 全 般 に 対 す る 要 望 一 ・_・ 、

政府,コ ン ピ ュー タ ・メー カー,情 報 処理 サー ビス業,業 界 団体 な どに対す る要望(自

由意見)に つ い ては,い ずれの部 門で も 「標準化」 「コー ド,用 語,様 式 な どの統一」に 関

す る問題 に対 す る要望 が大 きい。各部 門 におけ る上 位4つ をあ げ ると次の とお り'であ る。

a)政 府に対 す る要望

・(1)'磁気 チー フ。の法定帳 簿化'}1'58t5%

〈2)通 信 回線 利用 の 自由化'.54.5%



20第1部 総 論

(3)八 一 ドウ.ア と周辺機器 の互 換性 を もたせ るよ うな指導 を

(4)コ ー ドの統一 促進

b)コ ン ピュー タ ・メー カー に対す る要望

(1}価 格の 引 き下 げ

(2)本 体 ・周辺機 器 の イン タ フェイ ス標準化

(3)ソ フ トウ ェア ・ア プ リケー シ 。ン ・パ ッケー ジ開発促 進

(4)用 語 の統一

c)情 報 処理 サー ビス業,ソ フ トウ ェア業 に対す る要望

(1)標 準料金 の明示

(2)要 員 の資 質向上

(3)責 任体 制の確立

(4)秘 密 の厳守

d)所 属 業界 団体 に対 す る要望

(1}標 準化 の推進

(2)プ ログラム,情 報 の共 同利用

(3)統 一 伝票 の使 用推進

(4)デ ー タの一元化

e)ユ ー ザー 会,コ ン ピ ュー タ関係 団体 に対 す る要望 ・

(1)各 種標 準化 の促進

(2)ア プ リケー シ ョン ・プ ログラムの紹介 と流 通化

(3)政 府 ・民 間の パイ プと しての機 能発揮

(4)コ ン ピュー タに対 す る積極 的啓蒙活 動

J.未 来 予 測

1970年 版 コ ン ピ ュー タ 白書 で は,わ が 国 の コ ン ピ ュ一一タ リゼ ー シ

37.2%

30.3%

67.8%

56.6%

50.8%

37.1%

54.9%

33.0%

24.6%

21.7%

54.1%

37.9%

27.4%

23.0%

53.7%

44.7%

40.9%

34.2%

ヨンが今後10年 間に ど

こ まで進展 す るか につい て予 測 を行 な ったが,今 回 もその主要 な項 目につ いて再 び質 問を

く り返 し,一 種 の デル フ ァイ方式 で予測 した。 その結果,若 干の項 目につ いて多少 の相違

は あ ったが,大 むね前 回 と変 りは なか った。
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第1章 わが国のコンピュー タ産業お よび

関連産業

1.わ が国 の コ ン ピ ュー タ産 業 の特質

わ が国の情報化 を推 進す る中核 と して,コ ン ピ ュータが社 会 の各 分野 で活 発 に導入 され

るよ うに な ったのは1960年 代 の後半 で ある。1966年 に新 増設 され た コンピ ュー タは お よそ

500億 田 に達 し,そ の後年 々急増 を続 け てい る。 これ はIC技 術 を 中心 と して設計 され た

第3世 代 コン ビ。ユ一 夕の出現 とほぼ時期 を同 じ くして い る。 信頼性 が高 い こ とや,オ ペ レ

ー テ ィング ・シス テムの確立 に よ って操作 が容易 に な り,ま た機械 の効率 が高 め られ た こ

とが社会 の広範 な分野 に急速 に普及 した要 因で あ った。

この よ うな大 きな需要 を背景 に国産 コン ピ ュー タの生産 額 も速 い テ ンポ で拡大 し,1970

年 には2,698億 田(対 前年 比58.1%増)に 達 した。

国産 コン ピ ュータ産 業 の特 質 を明 らかに す る上 で,そ の発展 の歴史 を眺 めてみ よ う。

わが 国で商用 コン ビ。ユ一夕が初 めて生産 され た のは,1957年 であ った。 当時 すでに ア メ
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リカが技術 先進 国 として世 界 を リー ドして お り,と くにIBMは コン ピ ュー タ市場 の支配

体 制 を固 あつつ あ った。 この時 点に おい て,わ が国 の状 況は技術,企 業体 制 と もに10年 の

遅れがあ った といわれている。わが国の近代産業の発展史上い くつかの例がみ られたよう

に,'ロ ンピ ュ一 夕産業 は新 しい技術 の積 極 的 な導入,旺 盛 な設備 投資,高 度 の産業教育,

:国家 の助成 な どを通 して急速 な近代化 を遂 げた
。

しか し,コ ン ピュータ産業 には,従 来 の他 産業 と違 った要素 が あ った。

その第1は,コ ン ピ ュータの技術 進歩 の速度 が非常 に速 く,そ の速 度 は鈍化 す る ことが

'なか
った こ とであ る。 このた め,後 発 で あ るわが国 の コン ピュー タ産業 が世 界 的技術水準

に到 達 す るのは非 常 な努 力が要請 され た。

その第2は,コ ン ビ。ユ一夕の普及 が社 会 に一 種 の変 革 を起 すほ ど急速 に行 なわれ,他 方

IBMの レンタル制 に対抗 す るた めにわが 国の コンピ ュー タ産業 は レンタル制 の採用 を余

儀 な くされ て,大 量 の資金 を必要 とす るこ とに な った。

第3に,コ ン ピ ュータ導 入に際 しての機 種選定 には,対 象機 種 の稼 動実績 が大 きな判断

の根拠 となる とい うことで あ る。 コ ンヒ。ユ一 夕を利用 す る企業 または産 業 に,コ ン ピュー

タとい う最新技術 を評 価す る能 力が不 足 してい るた めに,ブ ラン ド・イメ ージに左右 され

る傾 向が と くに強 か った。 この よ うに歴史 も浅 く,市 場 も小 さ く,し たが って実 績面 でア

メ リカの 巨大 企業 に遅 れ を と ってい る 日本 の コン ヒ。ユー タ産業 に と って非 常 に不利 な もの

で あ り,'こ の不利 な競争条 件に抗 して 自 らの地歩 を確立 させね ばな らなか った。'

この よ うな困難 な状況 の 中・に あ りなが ら,コ ンピ ュー タ産業 の重 要性,成 長性 は当初 か

・ら注 目され ,い まや,コ ンビ。ユ一夕産 業 が明 日の社 会への ひ とつの重要 な鍵 であ るとい う

認識 が社 会各 層に広範 に浸透 してい る。

世 界 の主 要各 国 と同 じよ うに,わ が 国で も薄 束 の情報化社 会 におい て中枢 的な役 割 を演

ず る コンピ ュー タを,国 内産 業 が供 給 すべ きで ある とい うつ よい認識 があ り',ま だ,先 進

国の産 業は徐 々に技術 集約型産 業へ進 展 してい るが,コ ン ビ。ユータは その推進 力で あ ると

同時 に,コ ンピ ュー タ産業 自体,高 度 の技術 集約産業 で あ るので,キ ー ・イ ンダス トリー

と呼 ぶ にふ さわ しい産業 で ある と考 え られ てい るか らで あ る。

わが 国の コツ ピ ュータ産業 は,こ の よ う な強 い要 請 と厳 しい 国際競争 の中 で成長 を続

け,着 実 に技術 格差 を縮 め,国 内市場 にお け る国産機 の市場 占有率 も年 を追 って上昇 し,
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1970年9月 末 には54.'6%(実 働金 額ベ ース;『日本電 子計算機 株式 会社 調 べ)に 達 し て い

る。ここの成長 過程 には 次の よ うな事 実 が柱 とな り,成 長 を支 えていだ6-'一 一"1∵

第1に,他 産 業に おけ る近代化 過程 ど同 じ く,外 国か らの技 術 導入 が 初期 には大 きな役

割 りJ「ig果た してlt・・る。1960年 たIBMが コンビ三一 タ製 造に関 す る特許 を公 開 しrさ ら

に;60年 代前半 には国 内企業 と多国企業 の技術援 助契 約 に よ っ'(tvわ が 国の コシ ピ ュ三夕

製 造技術 は進展 した。 ・

第2に,コ ンビ。ユー タ産業特 有の 問題 であ る レンタル資金 不足 の解消 を 目指 して;日 本

電子計 算機 株式 会社(JECC)が1961年 に設 立 きれ た。 これは 国産 機 の レンタル販売体

制確立 のた め,レ ンタル資金 の一元 的確保 と運 用 を実現 し,べ国産 メー カー の資金 負担 軽減

の機 能 を持 ってい る。 ‥ ∴ ㍍

第3は,政 府 の コンピ ュー タ産 業 に対す る積 極 的 な育成 政策 を あげ なけれ ば な らない。

技 術開発 の振興 のた めの補助金,生 産合 理化 のた めの税制措 置 お よび融 資;日 本電子計 算

機株 式 会社 へ の融 資,周 辺機器 の集 中生 産 のほか,大 型 プ ロジ ェク トに関す る政 府の振興

施策 な どに ょ って,`全 体 的 な コン ヒ。ユ一夕技術 の向上 を図 ってい る。 また,国 内 コン ビ。ユ

ー'夕産 業 を保 護育成 す:るために ,輸 入 の非 自由化 な どの措置が採 られ てい る。、

この よ うな背景 の も と に,国 産 コン ピ ュータ産 業 も堅実 に 「第3世 代機生 産」 の時代

を経 て,さ らにつ ぎの段 階 に成長 しつつ あ る。 現在 の国 産コ ンビ。ユ一夕 産業 を取 り巻 く環

境は,決 して楽 観で きる ものでは ない。 すなわち 国際 的な開放経 済体制 へ の移行 が進 み,

コ ンヒ二 一タ産 業に も真 の国際競 争 力が 問われ る時代 で あ る。 また,オ ン ライ ン技術,T

SS(タ イ ム ・シ ェア リン グ ・システ ム)技 術 を駆 使 した大型 システ ムを 中心 とする情報

化社 会の実現 に向 って,新 しい挑戦 がは じま ってい る。わ が 国の コ ンピ ュー タ産 業 に と っ

てい ま こそ官民一 体 とな っ,た一 層強 力振興 体制 が必要 な と きで あぢ う。

2,生 産状 況,輸 出入 の状 況

わが 国の コン ピ ュー タ生 産は1965年 以 降 の第3世 代コ ンピ ュー タ時代 に入 っ:てか ら本格

化 した。 以来,生 産額 は年 平均成 長率54%'(1969～1970年)の 高 い水準 で増大 を続 け てい

る。 これ は5年 で55倍,10年 で47.5倍 になる成長 率 丁(幾何 平均)で あ る。 第2・1図 か ら



24第2部 コンピュータ産業およびコンピュータ政策の動向

も明 らかな よ うに,1969年 には需 要量 の伸 び が少 し鈍化 し,そ のた めに,生 産量 の伸 び も

多少 低下 した が,国 産機 にか ぎ っていえば,国 産各社 が1970年 代 に大 きな成長 を期 待 され

るオン ライ ン向けの コンピ ュー タを発表 し,。従来 機種 の生 産 を絞 った ため と考 え られ る。

この こ とを裏書 きす るよ うに1970年 の生産 量 は対前年 比58.1%増 と,大 きな増大 を示 し,

総額2,698億 田に達 してい る。 これ までの成長 が続 けば,1972年 には,こ の金額 は5,000億

rqを 突破 し,1974～1975年 ごろには1兆 国の大 台に な る もの と思 われ る。生 産状況 を内容

別に表 に した のが第2・1表 で あ る。 一見 して 明 らか な ことは,デ ータ端末装 置 の急成長 ぶ

りで あ る。 金額 は179億 円で あ り,全 体に比 して大 きな割合 を 占め るには至 って ない が,

前年 比472%と 爆 発 的 と も言 え る高率 とな ってい る。

これ は,本 格 的 なオ ン ライ ン時代の到来 を如 実に示 す もので ある。1971年9月 以降 に予

定 され てい る通信 回線 の一部 自由化 や各社 の オ ン ライ ン端 末装置 の開発 に よ り,こ の傾 向

は長 期 的に持続 す るで あろ う。 その他 に,外 部 記 憶装 置 の成長 率が若 干大 きいの もオ ン ラ

イ ン化 の影響 に よ るところが少 な くない もの とみ られ る。

と ころで,わ が国 の汎用 コンピ ュー タ・メー カーは 富士 通㈱,㈱ 日立 製作所,三 菱電 機㈱.

日本 電気㈱,沖 電 気工 業㈱,東 京芝浦電 気㈱ の6社 と外資 系の 日本 アイ ・ピー ・エム㈱ が

あ り,制 御用 コ ンピ ュー タについ ては,こ のほか に,㈱ 北辰電 機製作 所,三 菱 プ レシジ 。

ン㈱,㈱ 島津 製作所,㈱ 安川電 機製 作所,㈱ 横河電機 製作所 な どが ある。 コン ビ。ユ一夕関

連 企業 の最近 の 目立 つ動 きと しては,ミ ニ ・コ ンビ ュターの メー カーの活動 の活発化 と,

周辺機器 メー カーの増 大 があ る。 ミニ ・コンピ ュー タにつ いては,汎 用 コンピ ュー タ ・メ

ーカー も事業部 を分 け るな ど して独立 の 開発 ,製 造,経 営 を してい る ところが多い が,中

小企業,中 堅企業,業 種 では計測機 器,重 電 機器 メー カーな どコンピ ュータ ・メー カー と

しては な じみの薄 い領域 か らの新規 参入 が相 次い でい る。 また周辺機器 につい て も,通 信

機器 メー カー,電 機 メー カーが独 自の機器 を開発 して新規 参入 して くる傾 向が あ るよ うで

あ る。 アメ リカで も,こ の両分野 に関 しては,新 規 参入 や撤退 な ど企業 の入 れ変 わ りが激

しい と伝 え られ るが,わ が国 で もこの よ うな状況 は 当分 の 間続 くもの と考 え られ てい る。

輸入 も年 々増大 してい る。1970年 の輸入量 は958億 国で前年 比156%と な ってい るが,部 品

の伸 び が大 き く,ま た国内生産 が× き く伸び た こと もあ り,輸 入依存 率は22%と 低下 して

い る。 もち ろん,こ こでい う国 内生 産は 日本 アイ ・ピー ・エム㈱ の生産分 もふ くめてお り
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第2・1図 コンピュータの生産,出 入の推移'(1960～1970)
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した が って,輸 入依 存率 ど国産機 の シ,エアは 一義 的 な対応 関係 は なシ'6

輸 出はそ のほ とん どが外資 系企業 に よるもの と推定 され てい る。 したが って1970年 に輸

出量が減少 しているのは,現 在生産 されてい る旧機種か ら新機種への機種交代鋤 こ:なって

い るた め で あ る と理 解 され る。 「"一

第2・1表1970年 に おけるコンピュー タの生産状況 ・

汎'用
コ|
ンタ 制 御 用
ピ本
ユ体

小 計

外部記憶装置付

属 人 出 力 装 置

装 データ端末装置

置
1小 計

総 計

1970年(歴 年)

数量(千台)金 額(億 円)

4.4

0.3

4.7

9.6

18.7

6.8

35.1

1,159

95

1,254

783

481

179

1,443'

1969年(歴 年)

・・69811

数量(千∋ 錨(億 円)

3.5

0.2

3.7

6.9

12.7

1.3

'
20.9

762

61

824

464

381

38

883

…61

前 年 同 期 比

(金額べ=ス)

(%)
r'

152.1

158.7

152β

168.8

126:4:

471:6

163:5

158.1

出 所:通 産 省'機 械 工 業 統 計

∵

3.技 術 開 発 の 状 況

A'本 体 お よび シ ス デ ム に つ い てt .t、 一

コン ビ。ユ一 夕技 術 は これ ま で,次 め よ うな方 向 で 発 展 して きた 。

① 大 型 化.'・ 一 ・一・ ・ 一'.'

処 理 対 象 が 広範 な もの と な り,高 度 の 処 理 が 実 行 され る よ うに な り,フ 。ロ グ ラ ムの 大 規

模化・デー糧 の獣 が起 ・て きた・ ・のため・それ を収納す剛 臆毅 は・年 を追 ・て

×型 化 してい る。
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② 一高 速 ∴化 ∵,㌧';.こ,∴ ・:・・".t.t、、.t.・、∵":1、,∵ ∴-t

コン ピュー タへ の基本 的要請 のひ とつ であ る高速 処理 とい う要 求 に沿 ○だ技術 開発 で あ

る。 コン ヒ。ユータの処理速 度 は5年 間で数倍 か ら数 十倍 とな ってい る。1∵・'tt':

③ 高い信頼性 ・・','∵^i.1≠ ∴:∴":'t、

処理 が複 雑化 し高 速に な葡 に した がい,.誤 動作 を人 間が発見 する こ とは,.事 実上,不 可

能 とな って きた。.また,'コ ンピ ュー タ.を必 要 と して構成 され てい る シス テムに おい:て,コ

ン ビ 三一タの故 障が あれば☆ 人間がその代替 を す ること はヂごれ また 不 可能 に近 い こ とで

あ る。 したが って,コ ン ピュ三 夕の誤 動作 や故障 は起 づし(はな らない し○ も'し起 った と し

て も,コ ン ピュータ 自身が それ を察知 し,対 策 を講 ず るよ う設 計 され ねば なちない。'

④ オペ レー シ ョンの容易 さ ・ ・"∴''"∵'

コンピ ュー タが社 会の広範 な層 に よらて使 用 され るには,コ ンピ ュータの操作 や『プ ログ

ラム作成 が容易 でなけれ ばな らない。'このた め,コ ンパイラ言語 と呼 ばれ るフ。ロ グラム用

言語 が開発 され,コ ン ヒ。ユ一夕 ごとに言語 が違 うとい う事態 を克 服・しょうと してい る6コ

・ンパイ ラ言語 の 中で も最近開発 の進 んで い る・PL/1'(ProgrammingLanguage・1)は,フ 。ロ

グラムの負担 が軽減 され,大 規模 なフ.ログラム作成 が容 易な汎用言語 と して注 目され てい

る。'.し

また,人 間 の介入 に よる機 械効 率の低下 や誤 り,オ ペ:レ一夕へ の負担 をな くす ため のオ

ペ レー テ ィン グ ・シス テ ムの進 展は第3世 代機 の誕生 以後,急 速 に進 展 してい る。'

これ らの技術 開発の特長 は,コ ン ピ ュータ それ 自体 に求 め られ る基 本 的要請 を充 足 させ

る とい う意味 あい を持 ち,い わば 「量 的発展」 とい った種類 の もので あ る。 コ ンピ ュー タ

技術 の最近の特長 と して は,こ れ らの 「量 的発展」 に加 えて;'新 しい機能 の付 与;新 じい

システ ムの開発 な どの 「質的発 展」 が大 きな比重 を 占めてい る ことが あ る。

「質 的発展」 と しては,全 体 として,通 信 回線 の利用 に よ るオ ン ライ ン処 理 が,非 常 な

勢 い で発展す る気運に あるこ とが注 目され る。 ㌧ ∵,

通信 回線 を用い るシス テムには,'さ ま ざまの ものが あ るδ

① リモー ト・パ ッチ処理 、"、 、..._、.

これ は,遠 隔地 の端末装 置 か ら,主 に データ を送 り込む。 セ ン タ∴の コンピ ュー タは,

集積 した データを まとめて処 理 して結果 を出 す。、、したが って,端 末装 置の使用者 を,送 り
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込 んだ データに対 して,即 時に処理 結果 を受 け取 る ことは 出来 ない。 通信 回線 とコン ピュ

'一夕は直 接 に結合 す る必要 は な く,リ アル ・タイ ム処理 とは言 えない。

② オ ンライ ン処 理

通信 回線 とコン,ヒ。ユ一夕が直 接 に結合 し,通 信 回線 か ら入 って くるデータを高速処理 し

て,即 座 に通信 回線 を通 して,デ ータを送 り込 ん だ端末 装置操 作者 に送 り返す。 この処理

は,次 々 と不規則 に入 って くるデータに対 し,処 理 時 間だ けの遅れ で結果 を 送 り返 す た

め,リ アル ・タイ ム処理(実 時間処理)と も言 われ る。 著名 な シス テム と して,国 鉄 の

「み ど りの窓 口」シ ステム,な どがあ る。

③TSS(Time-SharingSystem,タ イム ・シ ェア リン グ ・シ ステム)

これ は オ ン ライ ン処 理 の一 形 態 と も言 え る。 普 通の オ ン ライ ン ・システ ムでは ,ひ とつ

の処理 を実行 してい る ときは,他 の利 用者 は,そ の処理 の終 了を待 っていなけれ ばな らな

い。 この よ うな方式 では,利 用 者 が,自 分 の希 望 す るプ ログ ラムを作成 して ,そ れ をセ ン

ターの コン ビ。ユ一 夕に即座 にや って もらうわけには いか ない。 このた めに開発 された のが

TSSで あ る。 これ に よ り,多 くの利 用者 が同時 に大型 機 を利 用 して ,コ ンピ ュー タと会

話 しな が ら処理 を進 め るこ とが可能 とな った。

上 記 の よ うな,通 信 回線網 を利用 した システ ムを効 率 よ く構 成 する ような コンピ ュー タ

の開発 は「質 的発 展」のひ とつの重要な鍵 であ る。 最近,発 表 され た新 しい大型機 は ,す べ て

この方 向 を 目指 してい ると言 って よい。TSSに よる計 算 サー ビス会社 は ,わ が国では,

まだ設立 され たばか りで あるが,ア メ リカでは,数 十 に のぼ る数 のTS$計 算 サー ビス会

社 があ って活 動 を してい る。 また,オ ンライ ン ・シス テ ム化 した大 規模 な シス テ ムは,通

信 回線 自由化 を契 機 に各 方面 で開発 され るであ ろ う。 オ ン ライ ン技術 が重要 視 され るゆ え

ん であ る。

オ ン ライ ン ・シス テムは,中 央 に大 型 コンビ ュー を設置 して,遠 隔地 で発生 したデー タ

を統括 的 に処理 しよう とす る ものであ るが,こ れは,通 信 回線 使用料 や端末装 置,シ ス テ

ムの複 雑化 な どか ら,大 きな設 備費 を要 するのが普 通で あ る。 このため ,最 近 では デー タ

発生 場所 ごとに小型 の コ ンピ ュー タを置 き,処 理結果 の みを セン ター に送 る とい う形式 の

シス テ ム もみ られ,こ の よ うな 「サテ ライ 下 ・コ ンピ ュー タ」 または 「ローカル ・コン ピ

ュー タ」 と して小型 コン ピ ュー タへの要請 も起 ってい る。
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つ ぎに最近 の傾 向 と して,ミ ニ ・コン ピ ュー タに× きな 関心が よせ られてい る。

ミニ ・コン ピュー タには,パ ー ソナル.・コ ンピ ュー タ として需要 もあるが ,と くに関心 を

集め てい るの は,装 置 組 み 込 み 用 の ミニ ・コン ピ ュー タであ る。CRI社(Computer

ResearchInc.)の 調査報 告 に よれ ば,ミ ニ ・コン ピ ュー タの需要 と し て は ,フ 。ロセス制

御,デ ー タ通信 制御,計 測器 関連 の機器 に組 み込 まれ る装 置が,大 きな需 要 を喚 起す る と

予測 され てい る。 これ らの分野 では,機 器 の制御 に要 求 され る精度 や迅速 性 も高 く,制 御

内容 も複雑 な もの とな ってい くので,記 憶部 分 と,論 理 演算機 能 を併せ持 つ ミニ ・コ ンピ

ュー タが組 み込 み用 と して多 用 され る もの と思 われ る。

わ が国 での ミニ ・コン ピ ュー タは,多 数 発表 されてい るが,ま だ 日も浅 くこれ か ら本格

的 に利用 され るに したがい,周 辺機器 の充実,応 用分野 ごとの ソ フ トウ ェアの開発 が望 ま

れ る。 わが 国の ミニ ・コ ンピ ュー タの性能 を第2・2表 に掲 げる。

また,本 体 に関連 して,新 たな記憶装 置 の開発 に も,大 きな進 展 がみ られ た。

㈱ 日立 製作所 中央研 究所 は,1971年6月 直 径0.5ミ リメー トル の円形面積 に,デ ィジ タ

ル情報2万 ビ ッ ト(2,500字 相 当)が 記 憶 で きる ホ ログラ フ ィ ・メモ リー を開発 した。 こ

の記憶 密度 は1平 方 ミリメーートル当 り10万 ビ ッ トで,切 手1枚 大 の スペー スに1,000万 字

(新聞250ペ ー ジ分)の 情報 が記憶 でき る。

ホ ログラ フ ィ ・メモ リーは1967年 か らアメ リカ ・ベル研究 所 やわが国 の 日本 電信電 話公

社 技術 研究所 な どで開発 が進 め られ てきたが,レ ー ザー光 線 を用 いた透明 な特殊 加工 を施

したゼ ラチ ン ・フ ィル ムに ホ ログラ フ ィ情報 を記 憶 す る光記憶素 子 であ る。従 来 この記憶

素 子 は記憶 密度 が増 してい くと情報 をね ら った光 が局部 的に集 中す るた めに雑音 が増 大 す

るな どの欠 点が あ り,記 憶 容量 は1平 方 ミ リ ・メー トル 当 り1万 ビ ッ ト程度 に限定 され て

い た。

これに対 し同社 では,記 憶 面 での情報光 を平 均に分 布 させ る特殊 な光学薄膜 板 を開発 し

これに よ って記憶 密度 を増大 させ ることに成 功 した。 また記憶 され た情報 の読 み 出 し時 間

は1マ イ クロ ・セ カン ド(100万 分 の1秒)と 著 しく早 くな ってい る。

この メモ リー を実 用化 す る までには こん ご数年 を要 す る と思、われ るが,用 途 と してはつ

ぎの よ.うな ことが考 え られてい る。

(1)将 来 の超大 型高速 コン ピ ュー タ用 の固定 フ ァイル ・メモ リー。 直径0.5ミ リ ・メー ト
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,.第.2・'2'表 お が国の ミニコンビi－ 夕の性能表

・,発 売年 月 日(1号 機 を.納めた とき)標 準価格

層 ■ r'■, 、

メ ー,カ ー 符 士 通 日立製作所 日 本 電 気
7

松下 通工 沖地気工業

「

アイ電子測器
・

日 本 電 子 中 央.電 子

.

安 川 電機

.

東京芝浦電気

.:

.

番'称 名
●.

FACOMR HITAC10

.
「.

NEACM4

.

MACC7
OKITAC

43dO
AICOMC4

層

』EC5,

・.・
r

CEC555
ト{emocom

System8

.
TOSBAC

40

.

「

F∋

「
, .層 .

'7
r
一 .

口吾 長
16.ピ ッ ト+ 】6ピ ッ ト十' 8ピ ッ ト十 16ビ ッ ト十 16ピ ッ ト十 12ピ ッ ト十

16ピ ッ ト
12ピ ッ ト.+㌔ 8ピ ッ ト十 16ピ ッ ト十

パ リ ティ パ リテ ィ パ リテ ィ
.

パ リテ ィ パ リテ ィ パ リテ ィ パ リテ ィ パ リテ ィ パ リティ
.. ..

..
'

, `

サ イ クル タイ ム 1.5μs・

'1

,4μs L5μs 2,1μ9
'1
.5μ5. 1,2μ8 5μs

'

2μs 3,5μ9 'LO
μs

5己 惚 容 量 1k～32k語 4・k～32k苫 吾
「

4k～32k語
「

'.

1k～16k語
P.

4セ16"吾
L

4k～32k8吾
「

.-

4k5吾 4k,8k2吾 2k,4k8吾

.
8KB～64KB

層

演.算 方 式 2進 直並列 2進 並列 2進 並列 2進 並列 2進 並列 2進 並列 2進 並列 2進 直列 2進 並列. .2進 ψ列

「

加 減演算速度 6μ5 2,8μ5 4,5μ5 4,2μs 3.84μs

.

・

2,4μ5 10μs'

7

加8μ5

減14μs
.

14μs 3,2μs

9.8μs(パ ー ,

F

乗 算 速 度 プログラム ドウエア オプ

シ ョン)

プログラム プログラム プログラム
.

プ ログラム
.

プログラム プログラム プログラム プログラム
7

」 .

1

.

演 算 の 単 位 1踏 1語,2語 1語 ～4語 1語 1賠 18吾 12吾 1語 1語 1.語
F

,
. , ,

命令語の大 きさ 1驕 1§ 吾 1旨吾,2語 1踏 1醤 吾 1≒8吾 1旨 吾 10吾 ・ 1語,2語 1語 または2語

造 本 命 令 数 28 16+12 '66
'

16
'39

」

'68

◆

21・ 65〆
'

'27・ ・

-■
81

直接恒 一ジ内) 直接 直接 直接 直接

.

直接

.

直接 直接 直接 64KBま で
' ' ・

,. ・

相対(±255) (ペ ージ内) (ペ ージ内) (ベ ー ジ内) (ベ ージ内) (ペ ージ内) (ベ ージ内)
'(ペ ー ジ内)

.
(ベ ー ジ.内) 直接

ア ドレ ス方 式 間接 間接 間接 相対(±128) 間接 間接 間接 間接 間接 インデ ックス
,

イ ンデ ック ス イ ンデ ッ クス イ ンデ ッ クス イ ンデ ック ス イ ンデ ック ス .インデ ック ス イ ンデ ック ス イ ンデ ック ス 修飾
. .・.修 飾 修飾 修飾 修飾 修飾 修飾 修飾 修飾 1

層 }

割 り 込 み 1レ ベ ル. 1レ ベル5種 外部11,内 部2
2凶 レ(内蔵)
オプシクンあり 4レ ベ ル 1レ ベ ル

.
(NA) 1レ ベ ル 7レ ベ ル

F

5(外 部1) ,

.

デー タ ・チ ャ デー タ ・チ ャ デ ータ ・チ ャ 入出力パス方 デー タ ・チ ャ デー タ ・チ ャ 入出力バス方. マルチプレク
.

.
. L

ネル ネル ネル 入 出 力 式 ネル 二 ネル 式 サ ・チ ャネ ル

入 出 力 制 御 最大255台 ま 最大64台 まで DMAチ ャネ パ ス プログラム用 DMAチ ャネ (NA) 最大64台 まで (入出力とも セ レクタ ・チ

,
.

で接続可ン層 接続、可 ルF●.一 方 式 低速チャネル ル .
接続可 各32 ヤ ネル

. 最大31台接 続
.

あり" 最大64台接続 チャネル) DMAチ.ヤ ネ

可 ,
可 ル

F . .

,・
、 7 .

-

ア セ ンブ ラ, ア セ ンブ ラ』 アセンブラ アセンブラ ASP・4(ア セ JAL(ア セン アセ ンブラ アセンブラ アセンブラ
}
アセンブラ

FASP(4k8吾 マ ク ロ ダイアクノス FORTRAN MAP ンブラ) プ ラ・) SCOL(シ ー FORTRAN

・ .和 ア セ ンブ ラ ・
L.'

テ ィツ.ク 、パ
」,

CALCULA・

TOR

「P.

FORTRAN1 MAP・4 JEPP ケンス制御 (会話型)
・サ ブ ・ル ー チ (4k路 用) ・ッケー ジ CALCULA・ APL・4 FORTRAN 用) 算術演算 ライ

'
ン

.」
FORTRAN 9一

デバッギング
..「 TOR (FOR・ 2種 yECOL・QP. ブラ リ..

ソ フ ト ウ.エ ア (関数演算..通 11 L

・モ ニタ ,

サブルーチン TRAN) JESP (NC用)
,

信制御など) BASIC サブルーチン 層

CAL4 ア プ リケー シ COM(会 話
.

=
.」 CALCULA・ CALPAC・4 ヨン ・ライ ブ 形)

.

-

TOR
SF

P サブルーチン ラ リー シス テム ・プ

サ ブ ・ルー チ

ン

. ログ ラム

.
」

「

.

「

}. りアルタイム,.r L一
科学技術計算

「.
割 り込みレペ「- 制御用 として. 制御用、デー,● 技術計算用、 計測.分 析用 自動計測、自 省力化機械の リー ド ・オ ン・

制御用として 用と.して設計 ルが豊富であ きわめて融通 タ通信用に設 制御刷に使用 データ処理袋 動試験システ 制御用 として り ・メ モ リの
.

設計 されてお されて お り、 り、制御用機 性のある設計 計されてお リ
」

で き、 ソフ ト 置で〉本機を ム用に設計さ 設計 されてい
'

取替えにより

リ、1/ρ 制御.
、

プ .四七 ス入 出, 械 として設計. が行なわれて L/Cを 付加 ウエアが豊富 組み込んだ自.れ てお り、教噛
る. 新 しい命体系

デ ニ タ通 信 、・ 力制御装置を されて い る。 い る。 することによ で あ る。 社製 システム 青馬に も使用 P をつ くるな ど

特 長 端末制御に適 付加すること バイ ト単位の 同一思想で設 っ て オ ンライ が豊富である で き る. 融通性に富ん

してい る。 に よっ て.プロ 処理ができる
P

計 された経済 ン端末制御に JEC6,JEC7 だ設計となっ

セス制御 にも ためデータ通 彬 モデルのM 使用で きる. の上位機種が てい る。

・ 」

'・ ・

使用で きる。

..

信用としても
.

使用.で さ.る。

ACC7/S.
'

高遠機MAC

C7/Fが ある

上位にOKI'
TAC4500が

あ る。

:
あ る。

79

・
.

幽

大 きさ(H×W

xL㎝)重 量

28×43×59

33㎏

30×45×63

40kg・

24×48×66

22kg(含 電 源)
.自 立形箱体

2gx43×50

38kg(電 源 別)
19x44×50

」

24.5×44×

5015kg
自立形箱体 (NA)

380×530×640

約50kg
、' . . ,..F、 . 一

`■ ～.

■

1
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ル の 微 小 な ホ ロ グ ラ ムb'メ モ リニ』ゼ5セ ブ ヂ ・ン』 ト^ル平 方'の プ1レー ド上 に1万 配 列 す

る と,全 記 憶 容 量2億 ビ ッ ト,読 み 出 し時 間 は 数 マ イ ク ロ ・セ カ ン ドとい う大 容 量 で 高

速 の メモ リー:と な る。 ご ♂,る 、 ∵ ・ ・'㍉㍉"

(2)情 報 検 索 な どに 使 わ れ る ア ナ ロ グ画 像 フ ァイ ル。(文 字 や 画 像 を そ の ま ま フ ァイ ル す

る);一 ㌧.・ ,二 二

(3)高 速 読 み 出 しの で き る資 料 保 存 用 マ イ ク ロ ・フ ィル ム。

耳・,周 辺 装 置 ≒ヲ ン ピ ュ ー タ関 連 装 置.

周 辺装 置に ついて も,大 型機 の オ ンライ ン ・シ入テ ムを指 向す るに した がい,オ ンライ

ン ・システ ムに適 した もC[?の開発 が 目立 ってい る。 オン ライ ン1シ ス テ ムでは,デ ー タが

いつ入 って くるか予 測 できない し,多 数 の端 末装置 か ら送 られ る大 量 の デー タを高速 処理

す る必 要が あるか ら,コ ン ピュー タ ・システ ムに すべて高速 化 し,効 率 のいい動作 をす る

こ とが必要 であ る。 その中で も,大 量 のデ ー'タを記 録 する外 部記 憶装置 の性 能は,オ ン ラ

イ ン ・システム全体 の性 能 を左右 す る もので あ る。 従来 このデー タ ・ファイノレ装 置 として

ぱ,磁 気 ドラム,磁 気 デ ィス ク記 憶装置 の性 能 の向上 を図 る方向に あ?'た が,'1968年 のH

IITA'C8577,ユ969年 のFACOM472K,NEAC274Aな どの集合 デ ィス クパ ヅク装

置 は,.こ の 線 上 の もの として注 目され たパ

端 末装置 にっい ては,ざ まざまな分野 での オ ン ライ ン化 の進展 を反映 して,多 種類 の端末

装 置が開発 されつつ あ る。また,メ ー カーにつ いて も,従 来 の シス テ ム・メー カーのほ かに;

独 自の アイデ アを生 か した各種 の端末装 置 を専 門に製 造す る メー カーが増加 しつつ あ る。

コンピ ュー タ関連 装 置 と して,最 近,相 次 いで発 表 され てい る装 置には,漢 字 プ リ ン

タ,漢 字 デ ィス プ レイがあ る。 富士 通㈱,沖 電 気工業㈱,高 千 穗交 易㈱ な どが この領域 に

進 出 してい る。1970年 に富士通㈱ の発表 した漢字入 出力装 置 は,漢 字;か な まじ り文 の入

出力 を可 能にす る ものと して注 目 され た6こ とに通 商産業 省工業 技術院電 子技術総 合研究

所 電 子計算機部 人 間機械 シス テ ム研 究室で 開発 さ4た 漢 字入 力装 置 はい2種 類の 鍵盤 を使

って,漢 字入 り の文章 を簡単 に コンピ ュニ タに入 力 す るわが 国初 の装 置 であ る。 こ の装 置

は,漢 字 の発 音 どお りに,か たかな で鍵盤 を押型 ゴ,そ の読 み方に相 当す る漢 字 の グルー,

プが,デ ィス プ レイに表 示 され,そ の 中か ら必 要 とす る文 字 の鍵盤 を押 す とその まま入 力



32第2部 コンピュータ産業およびコンピュータ政策の動向

さ れ る。 当用 漢 字 の ほ か,使 用 頻 度 の 高 い漢 字3,845字,か な 文 字,ア ル フ ナベ ッ トな ど

4,432字 の 入 力 が可 能 で あ る。

今 後 と も,こ の 領 域 で の研 究 開 発 は続 け られ る見 込 み で あ る し,ま た,わ が 国 に お け る需

要 も大 きい と思 わ れ る。

こ の他,マ ン ・マ シ ン ・イ ン ター フ ェイ ス用 装 置 と して,デ ィス プ レイ 装 置 の 開 発 も 目

立 って い る。 従 来 か ら のCRTデ ィス フ。レイ,XYフ 。ロ ッ タに よ る作 図 の 他,液 晶 に よる

デ ィス フ。レイ,カ ラー グ ラ フ ィ ッ ク ・デ ィス プ レ イ装 置 や カ セ ッ ト ・テ ー プ組 み込 み装 置,

な ども発 表 され て い る。COM(ComputerOutputMicrofilm),自 動 植 字 装 置,交 通 管 制

装 置,構 内 自動 ア ナ ウ ン ス 装 置,自 動 化 船,CAI(CompuerAssistedInstruction),

IRanformationRetrieval),CAD(ComputerAidedDesign),CAT(Computer

AidedTesting)な ど が 開 発 され つ つ あ る シ ス テ ム と して 注 目 され,ま た,製 鉄 所,火 力 発

電 所,宇 宙 通 信,放 送 局 な どの 自動 化 が,× 規 模 シス テ ム と し て進 め られ て い る。

C.・ 大 型 プ ロ ジ ェ ク トに よ 君 開 発'「 ‥…

通 商産業省工 業技術 院 の大 型工 業技術研究 開発制 度(大 型 プ ロジ ェク ト制度)に よる研

空 開発 の1テ ー マ として,「 超高性 能電子計 算機 の開発」 が進 め られて きた。 これは,19

66年 度 か ら,6年 間 に開発資 金総額 お よそ100億 円を投入 して開発 した もので,1970年 度

にハー ドウ ェアの完成 をみ,1971年 度には ソ フ トウ ェアの完成 と試 験運 転 を終 って,開 発

を終 了す る見通 しであ る。

完成 され たハー ドウ ェアは,平 均命令 実行時 間が0.2～0.3μs(マ イ クロ ・セカ ン ド100

万分 の1秒)の 演算速 度 を持 ち,標 準大型 機 としては世界 の トップ ・レベ ルにあ る もので

あ る。 オ ンライ ン技術,TSS技 術 な どもあわせて 開発 され,今 後 のわが国 の大 型 コン ピ

ュー タ製 造技術 に大 きな寄 与 をす る もの とな ろ う。

通 商産業 省 では,続 い て,1971年 度 か ら,8年 間に,お よそ350億 国の開発資 金 を投入

して 「パ ター ン情報 処理 シス テムの研究 開発」 を進 める ことにな ってお り,現 在 の コンピ

ュー タの持つ弱 点で あるパ ター ン情報処理 を中心に新 しい80年 代 の コン ピ ュー タの開発 は

さ らに国産 コンピ ュー タ技術 の国際競 争力強化 に寄 与 するであ ろ う。
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4.流 通 体 制

コン ピュー タの販売形式 には,直 売(売 り切 り),レ ン タル,リ ー ス,割 賦販売 とそれ

の変形 した銀 行 ロー ンな どが ある。 この うち,国 産機 輸入 機通 じて最 も多い のは レンタ

ノレ方式 で あ り,つ いで直売 方式 の ものが多 い。

レンタル方式 は,コ ンピ ュー タを賃貸 す る と同時 に,保 守,修 理 な ど,各 種 のサー ビス

も業務 範 囲 とす る ものであ る。 最初,IBMが その大 きな資金 力 と技術 力 を背景 に開始 し

た もの で,そ の後,主 な コ ンピ ュー タ製 造会社 は レンタル方式 の採 用 に踏み切 り,こ の方

式 が コン ピ ュー タ販売形 態 の主流 を 占め るに至 った。

A.日 本電子計算機株式会社(JECC)の レンタル制度

国産 コ ン ピュー タの レンタル制 度確立 のた め,1961年 に 国産 メー カー7社 が共 同出資 し

て設 立 された。 そ の後,汎 用 コンピ ュー タの製 造 を中止 した松下電器 ㈱ が脱退 し,現 在は

富士 通㈱,㈱ 日立 製作所,三 菱電 機㈱,日 本電 気㈱,沖 電 気㈱,東 京芝浦電 気㈱ の6社 が

参 加 して い る。

JECCは 国産 コ ンピ ュー タの レンタル業務 を一元 的に行な うこ とに よ り,レ ンタル資

金 の調達 を一元化 して効 率 を高 め,メ ー カー の資金 負担 を軽減 して,そ の分 を研究 開発,

生 産合理 化な どコン ピ ュー タ ・メー カーの体質 強化 に まわ す こ とを 目的 としてい る。 レン

タル資金 は 自己資金 の他,日 本 開発銀 行融資 や都市銀 行,地 方銀 行,信 託 銀行,生 命保 険

会社 な どか らの借入 れ金 で まかな ってい る。 ところが第2・4表 に見 られ るよ うに,JEC

Cの コン ピ ュー タ買取金額 は,最 近の旺盛 な コ ンピ ュ一一タ需要 を反映 して急増 し,1968年

度 は666億 国,1969年 度 には826億 円 に達 してい る。 今後 もこの傾 向は続 くと考 え られ,J

ECCの 買 取資金 の不足 が問題化 してい る。 この問題 の解決 のため, .政 府は1968年 度 に90

億 田,1969年 度155億 口,1970年 度240億 国を 日本 開発銀 行 を通 じて融 資 してい るが,こ

れ だけではJECCの メー カーに対 す るコン ピ ュー タ購 入代金 の未払 分の 累積 を解消 す る

こ とは できない ので,さ らに資金 調達 が強 く要 請 されて いる。 このほか,資 金難 のひ とつ

の対 策 として1970年 度か らは,標 準構 成 での レンタル価格 が150万 口以下(買 取 価 格でお
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よ そ6,600万 田以下)の 比較 的小型 の機 種 をJECCの 取扱 い機種 か ら外 してい る。 この

ため,各 メー カーは 自社 レン タル,リ ー ス会社 利用,コ ン ピ ュー タ信 託 な どを強 化 しつつ

あ り,今 後 の動 向が注 目され る。

第2;3表 会計年度別レンタル対直売実績比率推移(納 入ベース)

国

産

機

外

国

機

＼ 会計年度
レン
タル直売別＼

'レ ン タル(%)

直 売(%)

レンタル(%)

直 売(%)

1957

100.0

100.0

1958 1959

100.0100.0

53.0 75.7

47.024.3

1960

3.7

96.3

62.0

38.0

1961

27.8

72.2

71.0

29.0

1962

45.8

54.2

63.8

36.2

1963

55.4

44.6

84.2

15.8

1964

65.3

34.7

89.9

10.1

1965

77.6

22.4

82.6

17.4

1966

78.4

21.6

75.9

24.1

1967

76.5

23.5

82.5

17.5

1968

69.5
(80.1)

30.5
(19.9)

73.6
(79.0)

26.4
(21.0)

(注)()内 は コンピュータ・メーカーの自社使用を除いた場合

出所:JEccrわ が国電子計算組織実動状況調査

第2・4表 日本 電子計算 機(株)の 年度別機械購入金額(単 位 億円)

年 度 1961
11962i1963

1964

117

1965 1966 1967 1968

機械購入金額 11 32159 208 269 368 666

B.輸 入 コ ン ピ ュ ー タ の 流 通 形 態

デ ィジ タル ・コン ピュニ タは,非 自由化 品 目であ り,輸 入 に さい しては 通商産 業省に 申

請 し,・輸入 割 当を得 るこ とが必要 であ る。 主な輸入 コン ビ ュー ・タメー カー とその輸入商

社 を列記 すれ ば,次 の とお りで ある。

・Burroughs… ……高千穗 交易㈱

(B500シ リー ズの コ ンピ ュー タLお よびEシ リー ズの超 小型 機)

・CDC… … …伊藤 忠商事㈱.

(CDC3000シ リー ズ,6000シ リー ズな ど)

・DEC… … …理 経産業㈱

(PDP8,11,12な どの ミニ ・コン ピ ュー タ)

・GE(現 在 は,HISに 吸収)・・……・・三菱 商事㈱,三 菱 事務機 販売㈱ ・・..
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(GE600シ リー ズ,Honeywell・Bull100シ リー ズ な ど)

・ ビ ュー レ ッ ト ・パ ッカー ド(HP)… … … 横 河 ビ ュー レ ッ ト ・パ ッカー ド㈱

(HP2000シ リー ズ の ミニ ・コ ン ピ ュー タ,HP9100シ リー ズ の電 卓 な ど)

・IBM… … … 日本 ア イ ・ピー ・エ ム㈱

(IBM360シ リー ズ,シ ス テ ム3,370シ リー ズ,小 型 機113G,制 御 用1800な ど)

・NCR… … … 日本 ナ シ 。ナ ル金 銭 登 録 機 ㈱

(NCRセ ン チ ュ リー ・シ リー ズ395な ど)

・UNIVAC… … … 三 菱 商 事 ㈱,日 本 ユ ニ パ ッ ク㈱

(1100シ リー ズ,494,418Hお よ び 皿 な ど)

5.海 外におけるわが国コ ンピュー タ

関連産業 の活動状 況

コンピュータ産業の海外活動については,コ ンピュー タの輸出や,海 外コンピュータ産

業への直接投資な どが考え られる。輸 出に関 して考 えてみれば,他 の機械の輸出と大 きく

異な る点として次の ようなことが指摘 されよう。

① ソフ トウェアのサー ビス,要 員の教育,シ ステムの保守な ど,コ ンピュー タ納入後の

サー ビス業務が複雑かつ,広 範であ り,海 外に市場を確立 するためには,大 きな投資 をし

て,サ ー ビス組織を設ける必要がある

② 世界的に レンタル制度が販売形態の主流であるため,海 外市場開拓のためには,レ ン

タル業務を遂行する経理組織が必要である

③ 国内と異な り海外市場では完全な 自由競争で強大なアメ リカ系企業と競合 しなければ

な らない

これらの困難か ら,国 産 コンピュー タの輸 出は思 うようには進 まないようである。現在

まで,わ が国か らのコンピュー タ輸 出実績は大部分 を日本 アイ ・ピー ・エム㈱製 コンピュ

ー タの輸出に負 ってお り,国 産 コンピュー タは,安 定 した輸 出実績 を確立するまでに至 っ

て いない。

このように輸 出については,今 後の体制確立に待つ ところが大 きいわけであるが,近 年
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に な って,海 外 市場 開拓 に も積 極 的な動 きが見 られる よ うにな ってきた。

従 来,輸 出機種 は小型 機種 を 中心 にお よそ20セ ッ ト余 が実 績 と してあ るが,賠 償 のため東

南 アジ アに輸 出 され た もの も多 く,実 質 的な輸 出契約 に もとつ くものは少数 であ る。 しか

し,東 欧 圏は 比較 的ア メ リカ企業 が浸透 していな いため,わ が国 の輸 出市場 と して有望 視

されてい る。 富士 通㈱ が ブル ガ リアにFACOM230-30の 輸 出 を し,さ らに230-45を 中心

とす る デー タ通信 シス テムの受注 に 成功 した例な ど,今 後 の輸 出が注 目されてい る。

また富士 通㈱ は,本 格 的な輸 出にそな えて アメ リカの ソフ トウ ェア会社 であ るASI社

(AutomaticScienceInc.)と 小型 機種 の代理店契 約 を締 結 し,1970年 度 に数 台サ ンプル

輸 出 しまた市場調 査 を行 な った。 このほか,三 菱電 機(株)も イギ リスの ファー リン トン ・

イ ンター ナシ 。ナル(ア メ リカ系)と イ ギ リスお よび フランス での販売代理店 契約 を締結

し,MELCOM83,84を 輸 出す るこ とにな らてい る。

コ ンピ ュー タ関連 の事 業 としては,1969年 に 日本電 気㈱ が台湾 で現 地資 本 との合併 で設

立 した台湾電脳 中心公 司 があ る。 これは 日本 でい う電子 計算 セ ンターに相当 す る もので,

将来 の足がか りとな る ことが期 待 され る。

この ように,海 外 でのわ が国 コン ピ ュー タ産 業め活 動は,ま だ,そ の緒に ついた ばか り

であ り,今 後 の発 展 の芽は見 られ る ものの,本 格的 な活 動 の隆盛へ の道 は険 しい と言 わね

な らな い。 しか し,わ が国 の コン ピ ュー タ産 業が,健 全 に発達 して行 くため には,海 外 市

場 の 開拓は積極 的 に推 進 してい く必 要があ る。

6.外 国 メー カー の動 向 が 与 え る影響

世界市場の70%を 占有するIBMほ か,強 大な海外 コンピュータ ・メーカーの動向が,

わが国コンピュー タ産業に与える影響は大きい ものがあるヵ㍉ 最近の顕著な ものとして次

のような ものが挙げられる。"

A.新 機種の発表

1970年 秋は各社 の新機 種 の発表 があ った。 これ を列挙 す ると,
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・Burroughs

B700シ リー ズ

・CDC

CDC-STAR-100

・IBM

IBMシ ステ ム370シ リー ズ

IBMシ ステ ム3

1BMシ ステ ム3モ デル6

・UNIVAC

UNIVAC-1110

な どが挙 げ られ る。GEの 汎 用 コンピ ュー タ部 門 を吸収 したハ ネウェ ル ・イ ンフ ォメー シ

ョン ・システム ズ社(HoneywellInformationSystem)も,1970年2月 に新 機種H-6000を

発表 した。

この うち,最 初に発表 されたIBM370シ リー ズについ ては,第3.5世 代 機 と して全世

界 の注 目を集 めた。第4世 代 機 への橋 わ た しをす る もの との見 方が強 い。 アメ リカ国 内の

メー カーの新機 種発表 は,お おむね これ に対 抗 した ものであ る。わが 国で も,新 機 種 を中

心 に これに対抗 してい くこ とにな るだろ う。 わ が国での新機 種 の代表 的な もの は,次 の よ

うな もの で あ る。

ご富 士 通㈱ ・

FACOM230-75,45,35,15

・㈱日立製作所

HITAC-8700

・ 日本 電 気㈱

NEAC2200-700

・東 京 芝 浦電 気㈱ ・

TOSBAC5600-50

●

B価 格分離問題

1969年6月,IBMは,こ れ まで一 括 して レン タル料金 の中に組 み入 れ ていた ソ フ トウ
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エア,シ ステ ムズ ・エ ンジニ ア リン グ,ユ ー ザー教 育 に関す るサー ビス料金 を八一 ドウ ニ

ア料金 か ら分離 す る と発表 した。 これは 「新 営業方式」 と呼 ばれ,・わ が国では,1970年7

月1日 以 降発 表 の機 種 につ いてはた だちに,そ れ以前 に発 表 され た機 種につ いては1972年

7月1日 か ら適用 す る と発 表 してい る。

アメ リカ国 内の他 の メー カーは,HISとUNIVACを 除い て,IBMに 歩 調 を合 わ

せ よう としてお り,わ が国 コン ピュー タ業界 に与 え る影 響 も長期 的には 出て く る で あ ろ

う。 わ が国で はJECCが 一 括 レンタル料業務 を行 ってい る こ とか ら,各 メー カー の見 解

が一 致 す るこ とが必要 で あ るし,ま た,ソ フ トウ ェア を価格 的 に評 価 して取 引す る習慣 も

余 り確立 していない ため,当 面わ が国 の レンタル制度 の現行 制度 の ま まであ る と予想 され

てい る。 長期 的には,価 格 分離 の方 向に 圧力が加わ るこ とも考 え られ るため,ソ フ トウ ェ

ア産業 の充実,ソ フ トウ ェア価格体 系 の整備 な ど,十 分 に検 討 と準備 を して お く必 要 があ

る。

C.GE,ハ ネ ウエ ル 合 併 問 題

1970年5月,GEは 赤字 を続 けてい た汎用 コン ピ ュー タ部 門 を切 り離 し,ハ ネウエル社

の株 式 の8%を 取 得 す るこ とを条件 に,こ れを ハネ ウエル社 の コ ンピ ュー タ部 門 と併 せて

合弁 会社HIS社 を 設 立 す るこ とに踏 みき った。HISは 同年9月17日 に発足 し,持 株

比は,ハ ネ ウエル81.5%,GE18.5%で あ り,経 営権 は ハ ネ ウエルが握 ってい る。

一 方
,わ が国 では東 京芝浦電 気㈱ がGEと,日 本電 気㈱ が ハネ ウエル とコン ピュー タの

技術援 助契 約 を締 結 してお り,新 機種 に関す る技術 導入 や,今 後 の契約条 件,両 社 の関係

をめ ぐって,動 向が注 目され てい る。

D.ミ ニ ・ コ ン ピ ュ ー タ に つ い て

汎用 コン ピ ュー タの場合 と同様,ミ ニ・コンピ ュー タにつ いて もア メ リカ系企業が世界 の

先進 企業 とな ってお り,PDP8で 有名 なDECを は じめ とす る アメ リカ系企業 の動 向ば「

わ が国に おいて も多大 の 影響 を与 えてい る。 と くに ミニ ・コン ピ ュー タはOEM(Original

equipmentmanufacturs)か らの需要 が大 きい こ とが特長 であ る。 わ が国の ミニ ・コンビ。ユ

ー タ業 界 は ,組 み込 まれ る対象 とな る シスデムについ てのイ ンター フ ェー スや,ソ フ トウ
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エア面 でかな り立 ち遅 れ,苦 しい競争 を しい られ てい る。

70年 代 に入 って ミニ ・コン ピ ュー タの需要 は急速 に伸長 す る傾 向があ り,こ の市 場 を外

国 系企 業 に 占め られな いた めには,本 体 自体 の性 能向上 に もまして,周 辺機 器,ソ フ トウ

ェアの種類 の拡 充,開 発 を進め る必要 があ る。

7.自 由化 の推 移

コンピ ュー タに限 らず,こ こ数年資 本 自由化,輸 入 自由化 は わが国経 済上 の大 きな 関心

事 であ った。 政府は1968年12月17日,自 由化 促進 閣僚協議 会 におい て,輸 入 自由化 促進 の

基 本方 針 を決定 した.コ ン ビ 。一 タ関係 でeま,・96眸7月 ・8日の賑 閣醐 議会 で,次 の

ものの 自由化 を決 定 した。

計数型 コ ンピ ュー タに直 接 接続 す るタイ プ ライ タ

記憶 容量2,000ビ ッ ト未 満電子 式 卓上 計 算機(プ リンタ機構 のない もの)

これ らは,1970年9月1日 か ら自動割 当制 に移 行 してい る。

さらに1971年9月1日 か ら輸入 自由化 す る もの と して,次 の品 目が1971年1月19日 に発

表 された。

コン ピュー タ用制御 機 の一部

A/D,D/A変 換 機

電子 式交換機

わ が国の コンピ ュー タ産業 の現 状 か らみ て,コ ンピ ュー タの輸入 自由化 と,資 本 自由化

は, ,と もに早急 には実行 はで きない とい うの が大 方 の判断で あ る。1
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第2章 わが国の情報産業

1.情 報 処 理 サー ビス業,情 報提 供 サー ビス業

ソフ トウ ェア企 業 の状 況

情報処理 サー ビス業,情 報提 供 サ ービス業 お よび ソ フ トウ ェア業 は,主 と して コン ピュ

ー タ ・ユ ーザ ーの ために情報 の処理 ・加工 ,情 報 の提 供,ソ フ トウ ェアの開発 な どを行 な

う産業 で ある。 したが って,こ れ らの産業 は,一 般 企業 の間に おけ る コンピ ュータ利 用 の

普 及 に と もな って,生 成発 展 してきた きわめ て歴史 の新 しい分野 で あ る。 情報 産業 は,わ

が国 の大 企業 は もとよ り中堅企業 や 中小企業 の情報処 理 の普及 と高 度化 を支 え,わ が国企

業 の経営 革新 を促進 す る とと もに,情 報 化社 会へ実現 のた めの キー ・イ ンダス トリイと し

ての役割 を担 うもの と考 え られ,そ の育成振興 が緊要 な課題 であ る。

A.情 報 処 理 サ ー ビ ス 業

a)情 報処 理 サー ビス業 の設立 年次

JECC(日 本電 子計 算機株 式会社)(メ ー カー 系列 公共 系列 をふ くむ)の 調 査に ょ

れ ば,情 報 処理 サ ー ビス業 は1971年1月1日 現在,企 業 数 で394,セ ンター数 で543と

なっ てい る。 この うち,コ ンピ ュー タを利用 しかつ独立 した企 業形態 を とってい る情

報処理 サ ー ビス業 につ いて.通 商産 業省 が行な った1970年3月 末現在 で実施 した 「情

報処理 実 態調査」の資料 に よ り設立 年 次をみれ ば第2・5表(本 章上 の第2・5表 ～第2・10表

表 までは同調査)の とお りであ る。1957年 に設 立 された情報処 理 サー ビス業 が最 も古

い企業 であ り,そ の歴史 の新 しさが示 されてい る。 わが 国に情報 処理 サ ー ビ業 が誕生

した 当初に おい ては,一 般企 業の 間にお け るコ ンピ ュータの設 置 台数 もきわめ て少 な

く,ま た,そ の適用業務 の範 囲 も比較 的単純 な ものが多 く,外 部 の専 門機 関に委託 し

て処理 す る必要 性 の関心が薄 か ったた め,情 報 処理 サ ー ビス業 の発展 もそれ ほ ど顕著
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な増加傾 向が み られ なか った もの と考 え られ る。 しか しなが ら,わ が国に おい て も19

60年 代 に入 って情 報化社 会 の実現 の歩 みが加速 化 され るに と もない,情 報 処理 サ ー ビ

ス業 の設立 も急増 して きてV'る 。 現存 す る情報 処理 サー ビス業 の うち,1965年 以 降 に

設立 され た企業数 は131社 であ り全体 の78.6%を 占め てい る。 この よ うな傾 向は欧米

諸 国 にお いて も同様 で あ る。ADAPSO(AssociationofDataProcessingSer-

viceOrganizations,Inc.)の1969年 の調査資 料 に よれ ば,ア メ リカにおい ては1969年 現

在,お よそ1,150社 程 度 の データ処理 サ ー ビス業 が存在 してV'る が,そ の うち営 業経

験年数 が1年 ～4年 の企 業42%,5年 ～8年 の企 業34%,9年 ～12年 の企業17%と な

ってお り,13年 以上 の企業 は わずかに7%に す ぎない と報告 され てい る。

第2・5表 処理サービス業の設立年次

年 次

1957

58

59

60

61

62

63

64

65

66

67

68

69

1970/3月 まで

合 計

巨 業 数已
1・1

2

1

3

3

8

11

10

12

28

29

34・

31

9

182

成 比

0.5

1.1

0.5

1.7

1.7

4.4

6.0

5.5

6.6

15.4

15.9

18.7

17.0

5.0

100.0

積 比

0.5

1.6

2.1

3.8

5.5

9.9

15.9

21.4

28.0

43.4

59.3

78.0

95.0

100.0

(注)1.1970年 度 の通商産業省の 「情報処理実態調査」資料による

2.年 間事業収入の56%以 上がジラ トウェア開発関係の収入によって

占められている企業もふ くむ:
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第2・6表 従業員規模別の情報処理サービス業

従業員蜆川 企 業 数 已 成 比1累 積 比

1～9・ 27 14.8 14.8

10～29 56 30.8 45.6

30～49 33 18.1 63.7

50～99 27 14.8 78.5

100～499 34 18.7 97.2

500人 以 上 5 2.8 100.0

合 計 182 100.0

(注)第2・5表 の注参照

第2・7表 年間事業収入別の情報処理サービス業

年間事業収入別 企 業 数 構 成 比 累 積 比

1～9

10～49

50～99

100～499

500～999

1,000・v1,999

2,000百 万 円 以 上

合 計

17

66

36

39

13

7

4

182

9,3

36:3

19.8

21.4

7.2

3.8

2.2

100.0

9.3

45.6

65.4

86.8

94.0

97.8

100.0

(注)第2・5表 の注参照

b)情 報処 理サ ー ビス業 の企業 規模

わが国 におい ては,企 業規 模 が比較 的小 さい 情報 処理 サ ー ビス業 が多数活 躍 し'てい

る。第2・6表 の とお り,従 業 員規模50人 以下 の企業 が116社(全 体 の63.7%)と 過半 数 を

占めてい る。情報 処理 サー ビス業 の年 間事業収入規 模 をみれば第2・7表 の とお り年 間事

業 収入 が1億 口未 満の企業 が119社(全 体 の65.4%)』 を占め てお り,10億 円以上 の事業

収 入 をあげてV'る 企 業は わず かに11社(6・0%)に す ぎなV'。 一 方,ア メ リカにおV'て

も前 掲の調 査資 料 に よれ ば,年 間事 業収 入が100万 ドル(3億6千 万 四)以 下 のデータ
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処理 サー ビス業が83%,100万 ドル～600万 ドル('3億6千 万 口～21億6千 万F[])の 企

業15%と な ってお り,600万 ドル(21億6千 万 田)以 上 の ものは わず かに2%に す ぎな

い と報告 され てい る。 年 間事業収 入規模 分布状況 をみれ ば,日 米 両 国 と もに それ ほ ど

大 きな開 きは み られ ない。 この よ うに情報 処理 サー ビス業 が小規 模 で あるのは,そ の

歴史 の新 しさに由来 す ると と もに,企 業競 争の決 め手が サ ー ビスの質 に あるた め,企

業規模 よ りは シス テ ムズ ・エ ンジニ ア,上 級 プ ログ ラマな どの情報処理 専 門技 術者 の

知識 ・経 験 に大 き く依 存 してい るた め と考 え られ る。 企業 規模 が小 さい場 合 には,有

能 な技術者 の採用 が 困難 で あ り,ま た,市 中金融機 関 の信 用 が不 足 し,十 分 な資 金 の

調達 がで きない とい う制約面 が あ る と考 え られ るので;わ が 国の情報処理 サー ビス業

は,今 後 あ る程度 の企業 規模 の拡大 が必要 で あろ う。

c)情 報処 理 サー ビス業 の顧 客

情報処 理 サー ビス業 の顧客 の 中心は第2・8表 の とお り,大 企業が55・2%と 過半 数 に

達 してい る。 次い で官公庁 が18.9%,中 堅企業 が16.9%と な 二てお り,中 小 企業 の利

用 はわず かに90%に す ぎ ない状 態 にあ る。大 企業,官 公 庁 が情報処理 サー ビス業 の

顧 客の大半 を 占めてい る理 由 と しては,こ れ らの分野 に おけ る情報処理 の需要 が旺盛 .

にな って きた こ と,ま た大 企業 につい ては従来 自社 内に あった情報処理部 門 を独立 さ

せて きた ことな どに よる もの ど考 え られ る。

第2・8表 情報処理サービス業の利用者の構成

産業別

企業別
大 企 業 中堅企業 中小企業 官 公 庁 計

製 造 業 ・&・15・ ・1・ ・1 36.6

そ の 他 業 種 ・6・1・ ・…16・ ・1・8・ ・1・3・ ・

合 計 55.・116・ ・19・ ・ 18.9100.0

(注)第2・5表 の注参照
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区 分 名

製 造 業 の 場 合

その他の業種の場合

大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

資 本 金10億 円以上

かつ従業員1,000人 以上

資 本 金2億 円以上

かつ従業員200人 以上

大企業でも中小企業

でもない場合

大企業でも中小企業

でもない場合

資 本 金5,000万 円未満

また は従業員300人 未 満

資 本 金1,000万 円未満

または従業員 ・50人 未 満

d)情 報処 理サ ー ビス業 の サー ビスの内容

通 商産業省 の情報 処理 実態 調査に よれば情報 処理 サ ー ビス業 回答企 業 の年 間事 業収

入 の統計 は,331億 口(1社 平 均1億8千 万円)に 達 してい るが,そ の収 入 の内訳 は第

2・9表の とお りで ある。事務 計算,科 学計算 な どの計 算事務 の委託 に よ る収入 が52.9%

と過半 数 を 占めてお り,次 い で カー ド・パ ンチ ング11.8%,ソ フ トウェアの開発,プ

ロ グラムの作成11・4%,マ シ ン ・タイ ム販売8.1%の 順 とな ってい る。 アメ リカの デ

ー タ処理 サ ー ビス業 に おいては・ データ処理62%,マ シ ン ・タイ ム販売13%, .ソフ ト

第2・9表 情報処理サ ービス業のサー ビス

サ ー ビ ス

事 務 計 算

科 学 計 算

そ の 他 の 計 算

ソフ トウェア開発プ
ログラム作成

カ ー ド ・パ ン チ ン グ

マシン ・タイム販 売

要 員 派 遣 サービス

コ ン サ ル テ ィング

教 育 訓 練

情 報 提 供

そ の 他

合 計

年間売上高(万 円)

14,945.80

1,774.15

7,666・8

3,780.24

3,917.36

2,668.76

1,505.44

438.18

171.92

58.92

3,044.12

33,071.57

構 成 比

45.2

5.4

2.3

11.4

11.8

8.1

4.6

1.3

0.5

0.2

9.2

100.0

(注)1.期 間1969年4月1日 ～1970年3月31日

2.そ の他 は第2.5表 の注 参 照
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ウェアの開発10%,タ イム ・シ ェア リング ・サー ビス9%,コ ンサル テ ィン グ ・教育

な ど6%と な ってい る。 デ ータ処 理 ・ソフ トウェアの開発 な ど情 報処理 対象 業務 の面

に おい ては 日米両 国 ともそれ ほ ど大 きな開 きは ない。

また,ア メ リカに おい ては,デ ータ伝送 の ため通信 回線 の開放 が行 なわれ てお り,

遠 隔地 に あるター ミナル と コンピ ュー タを接 続す るこ とが容易 に可能 であ り,こ の た

め,早 くか らオ ンライ ン用の ソ フ トウ ェアの開発 ・改良 が進 め られ て きてい るた め,

タイ ムeシ ェア リン グ ・サ ー ビス の ウエ イ トも9%を 占め る までに至 ってい る。 わ が

国 に おいては通信 回線 を使用 した タイ ム ・シ ェア リン グ ・サ ー ビスに ょる収 入 は1970

一年度 までは皆 無 で ある。 わが 国の情報処 理 サ ー ビス業が通信 回線 を使用 した高度 なサ

ー ビスの提供 を これ まで行 ない得 なか った理 由は,公 衆電 気通信法,な どで定 め た通

信 回線 の利用制度 に制約 が あ った ことに よる もので ある。

しか しなが ら,わ が国の情報 処理 サ ー ビス業 も顧客 との間 にオ ン ライ ン ・サ ー ビス

を行 ない たい と してい る ものが多数 存在 してお り,通 信 回線 の利 用 が容易 になれ ば,

タイ ム・シ ェア リング・ナー ビス な どの高度 な情報 処理 サ ー ビスの出現 が予想 され る。

e)(社)日 本情報 センター協会 の設 立

情報 処理 サー ビス業 は,情 報化 時代 に おけ るキ イ ・イ ンダス トリイ と しての役 割 が

× いに期 待 され てい る産 業 で あるが,設 立 後 間 もない企 業が多 く,そ の経 営基 盤は十

分確立 してい るとは い えない実 情 に ある。 したが って,情 報 処理 サ ー ビス業 が期 待 さ

れ てい る役割 を今後十 分果 た してい くためには,業 界が一 致団結 し,体 質 の改善,情

報 処理 技術 の向上 を図 っていか なけれ ばな らない もの と考 え られ る。 この よ うな観 点

か ら全国 の有 力な情報 処理 サー ビス業 は1967年 日本計算 セ ンター協 会 を設 立 し,業 界

層に共 通 した問題 の解決 を進 めて きてい たが
,こ の組 織 を発 展 的に解消 し,社 団法人 日

・本 情報 セ ンター協 会 を1970年7月 に設立 した
。

同協会 には,1971年3月 末現在 で111社 が加入 してお り,情 報 処理 サー一・1i'ス業 の経

営基 盤 の確立 の た め,'情 報 処理技術 の調 査研究,情 報処理 サー ビス業 の実 態 の調査 な

どの事業 を行 な ってい る。
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B.情 報提供 サー ビス業

a)情 報 提供 サー ビス業の発 展の遅 れ

情報提供 サ ー ビス業 は,自 らデー タ を 収 集 し,こ れ を コ ンピ ュー タで処理 ・蓄積

し,こ の結果 を通信 回線 な どを利用 して顧客 に提供 す る企業 で あ り,情 報産 業の 中で

も提供 す べ きサー ビスの質 について最 と も創意 と工 夫が要求 され る産 業 であ ると考 え

られ る。 わ が国に おいては,現 在 までの ところ政府 または公共機 関 に よ って設立 され

た組織 を除 い ては ほ とん どその例 はみ られ ない。 その理 由は,有 力な提供 手段 であ る

通 信 回線 の利用上 に,制 約 があ るた めであ るが,情 報提供 サー ビス業 を発 展 させ るだ

めに は,提 供 すべ きぼ う大 な デー タを整 備 し,提 供 すべ きサー ビスに対 してのユー ザ

ー側 におけ る対価支払 意識 を高 め るこ とが必要 であ る
。

ア メ リカにおい て も情報提 供 サー ビス業 は,情 報 産業 のなか で も最 も新 しい分野 で

あるので,ビ ジネス と して確立 してい る ものは それ ほ ど多 くは ない。 しか しなが ら,

オ フライ ンに よる消費者 信 用情報,科 学 知識,マ ーケテ ィング情報 な どのサー ビスの

提 供 が行 なわれて い るば か りでな く,今 日す でに オ ンライ ンに よる株 式相場 情報,企

業財 務 情報,観 光 予約 な どの提供業務 も実 施 され てい る。

わが 国に おいて もコン ピュータの急速 な普 及高度化 に ともない情報 提供者 の サー ビ

スに対 して各種 の ニ ーズが発生 して くる ことが予想 され てお り,社 会環境条 件の 整備

な どが進 めば民間資本 を中心 と した情報提 供 サー ビス業 が本 格的 に出現'して くる もの

と考 え られ る。

b)わ が国の情報提供サービス業の概要

現在わが国に存在 してい る情報提供サー ビス機 関としては,日 本不動産最引情報セ

ンター,世 界経済情報 サービス,日 本労働市場 センターなど数例にす ぎない。民 間で

設立 された情報提供サー ビス業である日本不動産取引情報センダーは宅地建物な ど不

動産取引を円滑にす るため,.1968年7月 以来東京都宅地建物取引協会の会員およそ

1,300社 が中心 となって運営 して きていたが,こ れを本格的に 軌 道 にのせるため,

1970年8月 に株式会社 に組織を変更 した。 その主 な事業は,東 京都およびその周辺の
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不 動産 を コンピ ュー タに蓄積 してお き,顧 客 の希望 す る物 件 を迅速 に提供 しよ うとす

る もので あり,コ ンぜ ユ一 夕を利 用 した情報 提供 サー ビス業務 が実 施 され てい る。

世界経 済情報 サー ビスは,世 界 の経 済 情報 を提 供す るこ とな どを 目的 と.して1969年

5月 に財 団法人 と して設立 され た。本 セ ンターは,一 般経 済情報,一 般 貿 易情報,国

民生 活,企 業経 営環境情報,'旅 行情報,業 種 別情報 な どにつ いての提供 サー ビス を行

な う予定 で ある。 このた め コンピ ュー タを導 入すべ く準備 中 で元 蓄積 すべ きデ ータの

加工 分析,IR設 計,ソ フ トウ ェアの開発 な どの作 業 を進 め てい る。

日本 労働市場 セ ンターは,労 働省 に よ って設立 され た もので あ り,コ ンピ ュータを

・利用 して広域職 業紹介 業務 ,失 業保 険期 間通算 業務,失 業保 険徴収 業務 な どを行 な っ

てい る。 この うち情報 提供 サ ー ビス業務 と し て は,広 域職業紹 介業務 が あり,全 国

460カ 所 の職業 安定所 とセ ンター とを データ伝送 システムに よ り結 び,全 国 的な規 模

での求職,求 人紹介 な どの業務 を行 な って い る。

このほか情報 提供 サー ビス業 を実施 または計 画 中の公共機 関 と しては,中 小企業 振

興 事業 団,日 本特許 情報 セ ンター,JETRO(日 本 貿易振興 会)が ある。 中小企業

振興事 業 団は,資 金 的に も人的 に も恵 まれ ないた め,情 報 の収集,選 択加工,分 析 能

力な どが不 足 してい る中小 企業者 向 きの情報 提供 サー ビス業務 を行 なお うとす る もの

であ る。 同事業 団は1972年 度 に コン ビ。ユ一 夕を導入 す るとと もに,1973年 度 には各部

道府県 に ター ミナル を設 置 し情報 提供 サー ビス業務 を開始 す ることを 目途 に,シ ス テ

ムの設計,情 報収 集,分 析 な どの作業 を進 めてい る。 日本 特許情報 セ ンタ ーは,財 団

法 人 と して1971年10月 か ら業務 を開始 す る予定 で あ る。本 セ ンタ ーは,内 外 の特 許関

係 の情報 を コンピ ュータに蓄積 してお き,産 業界 の求 めに応 じて提供 しよ うとす る も

ので あ る。

Cソ フ トウ ェ ア業

a)ソ フ トウ ェア業の発 展 の遅れ

ソ フ トウ ェア業は,ソ フ トウェアの開発 を専門 的 に行 な う企業 であ り',コ ンピ ュー

タ ・ユ ーザーの情報処理 シス テムの高 度化 の ために不可 欠の産業 で あ る;ア メ リカに

お いては今 日す でに多数 の ソフ トウェア業 が活 躍 してお り,コ ンピ ュータの ソ フ トウ
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エア開発 の30%を 担 当 してい るとい われ てい る。 わが国に おい て ソフ トウェア業 が設

立 され るよ うに な ったのは,1966年 ごろで あ り,ア メ リカに比較 してス ター トの時 点

で お よそ10年 程 の遅 れ があ り,そ の数 も50社 前後 にす ぎない。

現 在 コン ピュー タ ・ユ ーザーが保有 して い る ソフ トウェアの開発 主体(主 と して開

発 を担 当 してい る もの)は 第2・10表 に よる基 本 ソフ ドウ ェアでは,コ ンピ ュ{タ'メ

ー カー,応 用 ソフ トウェアでは,コ ンピュータ ・ユ ーザーが それ ぞれ開発 の 中心 を 占

めてお り,ソ フ トウ』ア業 の開発 した ものは,数%に す ぎな い状 態 であ る。

この よ うに,ソ フ トウ ェア業 の開発 した ソ フ トウ ェアの比率 が低 いのは ユー ザー を

対象 に調査 したため であ る。 この よ うに,わ が国に おいて ソ フ トウェア業 の発 展が遅

れ て きた理 由は,コ ンピ ュー タのハ ー ドウェア とソ フ トウ ェアが コン ピュー タ ・メ ー

カ_か ら一 体 と して供給 され てい る こと,コ ンビ。ユ一夕 ・ユ ーザ ーの情報処理 水準 が

'

第2・10表 ソ フ トウ ェアの開発分担の内訳

基

ソ

本 フ

ト

ウ
エ

ア

応

用 '

ソ'

フ

ト

ウ

エ

ア

制 御プ
ログラム

言語処理プロ
グラムまたは

o

サ ー ビ ス ・プ

ロ グ ラ ム

事 務 計 算

技術 計 算

そ の 他

自 社

7.1

11.1

77.0

67.5

71.5

コ ン ヒ。ユ

一 夕

メ ー カ ー

87.2

82.6

9.2

21.4

15.'2

ソ フ ト

ウェア

会 社

0.6

1.0

1.9

2.1

L8

自社 とコ
ンビュタ
・メーカ

ーの共同

4.7

4.8

9.8

5.2

7.1

自社 とソ
フ トウェ

ア会社の

共同

0.2

0.3

1.8

1.5

1.5

購入また

は交換

0.2

0.2

0.3

2.3

2.9

合 計

100.0

100.0

,100.0

100.0

100.0

(通商産業省1970年 度情報処理実態調査より)

(注)1.第2・5表 の注参照

開発主体別の回答件数
2.算 出方法

プログラムの種類別総回答数
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低 く,専 門機 関に委託 して開発 す る必要 性が小 さい こと,ソ フ トウェアの よ うな無形

の技術 に対 して社 会一 般 の価値 の認識 が低 く,コ マー シ ャル ・ベ ース にの りに くい こ

と,ア メ リカの よ うに政府 ・公共機 関 に よる大規 模 な プ ロジ ェク トの発注 が少 ない こ

と,な どの事情 が あ るため と考 え られ る。

しか しなが ら,今 後 ソフ トウ ェア業 の経験 が深 ま り,開 発 され る適 用業務 も高度化

す るに つれて,ソ フ トウ ェア業 に対 す る専 門的 ニー ズが急増 して くることが十 分 予想

され るので,わ が国 におい て も ソフ トウェア業 は産 業 と して定着 してい くで あろ う。

(第2・10表 参 照)

b)わ が国 ソフ トウ ェア業 の概要

わが国の ソ フ トウ ェア業 は,現 在,ソ フ トウェア開発 のみで な く,情 報 処理 サ ー ビ

ス業務,コ ンサル テ ィング業務,教 育 な ど多 角的 な業務 を行 な ってい る企業 が多 い。

このた め ソフ トウェア開発収 入 が,年 間事 業収入 の50%以 上 を 占めてい る企 業は,大

型 プ ロジ ェク トに よる ソフ トウ ェアの 開発 を受 注 してい る 日本 ソフ トウェア(株)の

ほ か10数 社 にのぼ る。 また,ソ フ トウェアの 開発収 入 が年 間1億 田以上 の企 業は現在

十 数社 に達 してい るが,業 界 全体 と しての平 均 では,ソ フ トウ ェア業1社 あた り,年

間数千万 口単位 の ソフ トウェアの開発 を受注 してい る もの と思 われ る。

c)ソ ・フ トウ ェア産業 振興 協会の設 立

1969年12月 には有 力な ソフ トウェア業 が中心 とな って,ソ フ トウェア産 業振興協 議

会が発足 した が,こ れ を母体 と して1970年6月 社 団法 人 ソ フ トウ ェア産業 振興協会 が

設立 され た。 同協 会は,ソ フ トウ ェア業 の振興 に関 す る調査研 究,ソ フ トウ ェア開発

の促進施 策の検 討,ソ フ トウ ェアの流 通の促 進施策 な どの事 業 を実 施 してお り,1971

年3月 末在現40社 が加入 してい る。

d)コ ンピ ュー タ関連 団体 の動 き

コン ピ ュー タ利 用 の普 及,発 展に と もな い,コ ン ピ ュー タその もの の認識 が広 ま り

かつ また情報 化社 会へ の発 展 が さけ ばれ る とともに,情 報 処理 に関連 す る各種 団体 の
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活 動 も活発 に行 なわれ てい る。 新 たにソ フ トウ ェア企 業につ いて 「ソ フ トウ 三ア産業

振興 協議 会」,計 算 セン ター につい て 「日本情報 セン ター協 会」が設立 され たの をは じ

め,既 存 の団体 も情報 処理 の普及,高 度化 をはか るため の調 査,研 究活 動,各 種報告

書 の 出版,研 修 会 や講 演会 の開催 に よる知識 向上 あ るいは啓 蒙活動,海 外調査 団 の派

遣 な ど,情 報 産業 の発 展に,指 導 的役 割 をは た してい る。第2・11表 に各 団体 の一 覧表

をかか げ る。

第2・11表 コン ピュー タ関連団体一覧

名 称1 所 在 地 1代 麹1設 立1 事 業 内 容

(社)電 子通信学会東京都港区芝公園21号1-5会 長

機械振興会館 川上 正美

(電)a434-8211

1917年5月1。 出版

○電子通信学会誌(月 刊)な ど

2.国 際会議出席

OIEEE関 係の会議など

日本 商 工 会議所 東京都千代田区丸の内3-2-2会 頭

(電)211-4411永 野 重雄

1922年6月1.

2.

3.

4.

5.

地方商工会議所計算センター

21カ 所

情報処理に関するコンサルタン ト業務

EDP導 入指導,経 営者,要 員教育

セミナー開催

各種情報処理研究会

(社)日 本能率協会東京都港区芝公園

(電)434-6211

協立 ビル会長1942年3月1.調 査,開 発

森川 覚三 OEDPの 効率的活用に関する実態調査

2.EDPに 関する各種セミナーの開催

3.出 版事業

OEDPリ サーチ ・レポー ト(月刊)ほ か

4.コ ンピュータ・エイジ'70大会開催

5.ス ライ ド作成

(社)経 済 団 体

連 合 会

東 京 都 千 代 田区大 手 町1-9-4

(電)279-1411

会長

植村甲午郎

1946年8月 1.意 見書の提出

○商法改正に関する要望書

○通信回線利用の改善について

(社)日 本事務能率東京都渋谷区千駄谷4-25'会 長1949年6月

協 会修養団会館内 金子佐一良

(電)404-1331

1.EDPSス クール,セ ミナーの開催

2.コ ンピュータ通信教育

3海 外視察団派遣

○第8回 経営機械化視察団

4.出 版

(財)日 本 生 産 性東京都渋谷区渋谷3-1-1会 長

本 部(電)409-1111足 立 正

1955年3月1.各 種 セ ミナ ー開 催

2.海 外 視 察 団 派遣

3.出 版

○ 誰 に も使 え る コ ン ピ ュー タな ど

4.ス ライ ド作 成 1
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名 称 所 在 地 代表者 已 立 事 業 内 容

エ レ ク トロニ ク ス 東 京 都 港 区 新橋1-1-13

協 議 会(電)591-7161

会長

浜田 成徳

:1957年7月
1.要 望書の提出

嚇 報麟 醗 展に瀕 な鹸 のうち川
に重点的に取りあげるべき対策の実現1

についての要望

2.海 外調査団派遣

○無線方式によるタイム・シェアリング・

システム実情調査

3.出 版

○電子計算機の原理 と応用など

(社)日本電子工業

振 興 協 会

東京都港区芝公園21号1-51会 長11958年4月

繊 顯 錨 駒搬_郎1

1.調 査

○電子計算機に関する技術動向調査など

(電)434-82111 2.海 外調査団派遣

1 ○産業システム化海外調査団

3.講 演会の開催

4.出 版

○電子工業海外情報(月 刊),電 子工業月

報(月 刊)な ど
1

(社)情報処理学会鯨 継 区芝蝦 ・・号・一・1会長 1960年4月 1.研 究,調 査

機械振興会館内 塙橋 秀俊l
l

○上級情報処理技術者育成指針のコンビ

(電)434-8211 ユータ総合カリキュラム作成

OJIS制 度案作成

OISOな ど国際会議への出席

OALGOL'68,ALGOLな どの研 究

2.出 版

○情報処理(月 刊)

OCOBOL'65(日 本 版)

○電子計算機ユーザー年報など

日 本 電 子
'

計 算 機(株) 瓢 驚 の内　ピ 雄二

1961年8月 1.電 子計算機レンタル業務

2.調 査,出 版

○国産電子計算機ニュース

(1回/2カ 月)

○我国の電子計算機組織実働状況調査

(2回/年)

○全国計算センターおよびソフトウェア

開発企業便覧(年 刊)

○調査季報コンピュータ ・ソー ト

(社)行 政 事 務京 都千代駆 畑 町 ・-6-・1銭

繊 化 研 鋤 会(電)58・ 一・・78}山 ・

1・965年・肌 醗 調査
一夫10糟 欝 鍵 給与・嚇 会言+一シス

2.海 外視察団派遣

○第2回 行政ADP視 察団

3.セ ミナー開催
○地方公共団体ADPS研 修会
4.出 版
○行政 とADP(月 刊)
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名 称1 所 在 地 代表者 設 立 事 業 内 容

(財)β本経営情報

開 発 協 会

(財)日 本情報処理

開 発 セ ン タ ー

(財)情 報処理研修

センター

(社)ソ フトウェア

産 業 振 興 協 会

(財)関 西情報セン

ター

(社)日 本情報セン

タ ー 協 会

情報処理振興事業

協 会

東 京都 千 代 田区 霞 が 関3-2-5

霞 力ζP[]ビノレ

(電)581-6401

東京都港区芝公園21号1-5

機械振興会館

(電)434-8211

東京都港区芝浜松町3-5

世界貿易センタービル

(電)435-6511

東京都港区芝公園21号 地1-5

機械振興会館

(電)436-3938

大阪市北区玉江町2-3

大阪国際貿易センタービル

(電)448-6631

東京都千代田区霞が関3-2-5

霞が関ビル

(電)580-1075

東京都港区芝浜松町3-5

世界貿易センタービル

(電)435-5610

会長

植村甲午郎

会長

難波 捷吾

理事長

山内 二郎

代表幹事

北代 誠弥

理事長

北川 一栄

会長

稲葉 秀三

理事長

北野 重雄

1965年5月

1967年12月

1970年3月

1970年5月

1970年6月

1970年7月

1670年10月

1.意 見書,要 望書の提出

○公衆電気通信法の一部改正に関して

○会計税務の機械化に伴う商法改正の要望

2.海 外調査団派遣

OEDP会 計システム実態調査団

○情報ネ ットワーク海外調査団

3.セ ミナー開催

○経営情報講座など

4.出 版

○コンピュータ白書(年 刊)な ど

1.調 査

○産業別情報化進展に関する調査NISL

情報産業調査など

2.研 究,開 発

○統計予測のためのデータ・マネジメン

ト・システムの研究など

3.海 外調査団の派遣

○第3次 情報処理実態調査団

4.各 種セミナー,講 習会などの開催

5.出 版

○米国,西 独および仏国における情報処

の実態など

1.プ ログ ラマ教 育 担 当者

シ ス テ ム ズ ・エ ンジ ニ アへ の研 修

1.ソ フ トウェア業界に関する問題の検討,

研 究,対 策

2.ソ フ トウェア市場の調査

○ ソフ トウェア需要構造調査の実施

1.コ ンピュータ要員の教育

2.調 査,研 究,開 発

3.要 望,意 見書の提出

○商法改正の要望書

1.計 算センターの業務上の連絡情報交換

2.意 見書,要 望書の提出

○公衆電気通信法の改正について

3.調 査

情報処理サービス業の需要構造調査

1.プ ログラム開発資金に対する信用保証

2.汎 用プログラムの委託開発

3.プ ログラム調査簿の作成
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2.デ ー タ ・バ ン ク

デー タ ・バ ン クは,デ ー タを総 合 ファイルの形 で蓄積 し,つ ねに 更新 訂正 が行な われ ,

利用者 の需要 に応 じて デー タを効 率 的に検 索,処 理 す る システムであ る。

A.デ ー タ ・バ ン ク の成 立 過 程

官庁や企業 は計 画 を立 案 し,実 施 す るために多様 な デー タを必要 とす る。 このため コ ン

ピ ュー タを利 用 して,各 種 デー タを体 系的に 整理,蓄 積 し,組 織 内の利用者 に対 し,適 確

に デー タを提供 す るデー タ ・ベー スあ るい は社 内 デー タ ・バ ン ク と呼 ばれ るシステムが 出

現 してい る。

ここでい う社 内 デー タ ・バ ンクは組織 内の情報 処 理 システムの一 環 と しての機能 を持 つ

ものであ り,MISが 確立 され る場合 には,そ のサ ブシステム と して位 置 づけ られ る。

また組 織 内 の利用 のために蓄積 された デー タが,商 品価値 を持 ち,組 織 内の利 用 に と ど

ま らず,外 部 に提供 され るよ うにな るケー スが生 じる。 この例 は,財 務 情報,株 価情報,

あ るい は企 業 情報 な どに み られ る。

さ らに,も っぱ ら外部組 織 の活動 のために必要 な デー タを提 供 す るサー ビスを行 な う場

合 もあ る。社 内活 動 が複 雑化 し,必 要 な デー タが多様 化 す るにつれ て,こ の よ うなサー ビ

スが増大 す る傾 向が あ る。 この例 としては,信 用情報,海 外情報 ,科 学技 術,経 済統計 あ

るい は予約,所 在情報 な どがあ る。

デー タ ・バ ンクは,広 義 には前述 の よ うな3つ の型 にわ け られ るが,狭 義 には デー タ ・

ベ ー スを除 く2つ であ り,本 章 に おい ては,狭 義 の場合 の みにつ いて略述 す る。

デー タ ・バ ンクは現 段階 では,ア メ リカにお いて もい まだ過 渡期 にあ る とい えるが,今

後 の社 会 的 ニー ズの増× と,コ ン ピ ュー タな らび に通 信技術 の発 展に ともない,近 い将来

社 会経済 的 に重 要 な役割 を持 つ もの と予想 され る。

B.デ ー タ ・バ ン ク の 現 状

アー タ ・バ ン クは,そ の 利 用 面 か らみ る と,デ ー タ ・マ ネ ジ メ ン トと デー タ伝 送 の2
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つ の機 能 を持 つ。 デー タ ・マ ネー ジメ ン トは,デ ー タの収 集 ・評価 ・蓄積 ・更新 ・訂 正 ・

加 工 ・編集 ・作 表 ・あ るい は秘密保 護な どを行 な う ものである。〆".

デー タ伝送は,利 用者 が遠 隔地 か らデー タ ・バ ン ク内のあ るいは情報 を要求 す る場合,→

通 信 回線 を通 じてデー タを伝送 す るもの であ る。

これ らの機能 に注 目して,ア メ リカと 日本 の デー タ ・バ ン クの現状 を紹介 しよ う。

a)ア メ リカにおけ るデー タ ・バ ンク

1970年3月,日 本経 営情報 開発 協 会が,ア メ リカに派遣 した デー タ ・バ ン クの調 査

団 の調査に よる と,政 府 関係 の デー タ ・バ ン クは計 画の段 階 にあ るのに対 し,民 間の

デー タ ・バ ン クは,す でにい くつか活 動 を開始 してい る。ノ

連 邦政 府の統計 デー タ ・ バ ン クに つい ては1970年3月 現在 で予算 局統計 政 策部

(OfficeofStatisticalPolicyBureauofBudget)と 商務 省標 準局(NationalBureauof

Standard,DepartmentofCommerce)を 中心 に計 画が作成 され,議 会 で も数 回 の公 聴

会 が 開かれ るな ど,各 方面 で議論 がかわ され たが,ま だ意見 の一致 を み るに至 ってい

なか った。

貿 易情報 に つい ては,商 務省 国 内国際 企i業局(Domestic&InternationalBusiness)

が,IBM360/30を 使 って産業界 に一 部 サー ビスを行な ってい る。 これに対 して,民

間の デー タ ・リソー ス社(DataResourcesInc.)な どは,経 済 統計 の モ デル分析 や シ ミ

ニレー シ ョン計 算 をTSSの 端 末機 を通 じてサー ビス してい る。

国立 医学図書館(NationalLibraryofMedicine)は,1964年 か ら医療 文献 に 関 して

いわゆ るMEDLARS(MedicalLiteretureAnalyslsandRetrievalSystem)の 作業

を始 め,調 査時 点 では1日 お よそ40件 の 医療 文献 の照会に応 じていた。

カル フ ォル ニ ア州 自動 車局(DepartmentofMotorVehicles)は,自 動 車登録 と運転

免許 の デー タを ファイル し通 常 の デー タ処理 を行 な うとともに,緊 急 問合 せに応 ず る .

イ ン クワイ ア リー ・シス テ ム(AMISと 総称 される)を 実 施 してい る。 これ に対 し

て,デ トロイ トにあ るR.L.ポ ー ク社(R.L.POLK&CO.)は 全州 の 自動車記 録 を フ

ァイル す るほか,都 市住所 録,銀 行名 簿 な どを持 ち,こ れ らの デー タの 販売 を し,あ

るいは ダイ レク トメー ルに利用 してい る。
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こ のほか調査 時点 では:,.デ ー タ ・バン クの業務 が成立 してい る代 表 的な企 業 は,

3,405社 の財務 情報 を収 録 したCOMPUSTATを 持 つ ス タ,ンダtド ・ア}で ド・プア

ズ社(Standard&PoorsCorp),端 末機 メー カー であ づて株 価報道 シス禿 ムであ るバ

ン カー ・レー モ社(BunkerRanioCorp),.建 設 関連 業者 に対 して,全 米 に張 りめ ぐら

され たネ ッ トワー クを通 じて収 集 した建 築情報 を毎 日提供 販売 してい るダ γチ 、・マ グ

ロー ヒル社(DodgeMcgraw-Hill),あ るいは企 業情報 サ ー ビスを主な業務 とす るダ ン

ア ン ドブラ ッ トス トリー ト社(Dun&Bradstreetlnc)な どが あ る。
ぐ ふ

信 用情報 や観光 予約 な どは,広 くオン ライ ン処理 され てお り,.ア メ、リ功社 会に定着

した もの とい え よう。...一 ㌦.,,

b)わ が国 におけ るデー タ ・バ ンク ・r.

わが 国の デー タ ・バ ン クは成立 の緒 につ いたば か りであ り,政 府関係機 関の情報提

供 サー ビスが民 間 よ り先行 してい る。

日本 貿易振興 会 は1964年 か ら海外 情報 の収 集 を始 め,通 商産 業省工業 技術院電 子総

合 技術研 究所 と日本電 気株 式会社 とが共 同でJETACと い う,情 報検 索機 を開発 し

1969年 か ら同振 興会 は,不 特定 多数 の利用者 に必要 情報 をサー ビス してい る。科 学技

術 情報 セン ターは1969年 版 コン ピュー タ白書 に述 べ た ように科 学技術 に関 す る文献 目

録 を作成 す る ことを主要 な業務 と してい るが,1972年 度 か ら」1青報 検索 サー ビスを開始

す る予定 で準備 を進 めてい る。

運輸省 自動車 局は東 京大手 町に 自動 車登録 セン ター を設 置 し,全 国の陸運事 務所 と

逓信 回線 で接続 し,1971年4月 か ら自動車登 録業務 を全 国規模 で実施 してい る。労働

省 は東 京石神井 に労働市 場 センター を設 け,全 国 の職 業 安定所 に端末機 を置 き,1967年

か ら職 業紹介,失 業保 険 業務 をオ ンライ ン処理 してい る。政 府機 関 であ る 日本 開発銀

行 は,第3部 第5章 に示 したよ うに,企 業 財務 デ一 夕 ニバ ン クを持 ってい るが,組 織

内での利用 のほ か,特 定 需要者 に対 し,テ ー プ ・ベー スな どを提 供 してい る。

外部 に デー タを提 供す る民 間の デー タ ・バ ン クとして注 目され るのは,日 本経 済新

聞社 が1970年 に発 足 させ たNEEDS(NikkeiEconomicElectronicDataService)で

あ る。 日本興 業銀行 な らびに ス タンダー ト・アン ド・プア ズ社 と提携 して 日本 ・ア メ リ
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力の主要 企業 の財務 デー タと株 価 情報 の磁 気テー プに よる提供 サ ー ビスを契 約者 に対

して行 な ってい る。

また 日本長期 信用銀 行 や野 村総合 研究所 も国内主要 企業 の財 務 デー タを契 約者 に対

して提供 す るサー ビスを行 な ってい る。 なお野村総合 研究所 では株 価 情報 も提 供 して

い る。

そのほか,不 動産 な どの情報 に つい て も,情 報提供 サー ビスが す でに実施 され てい

る。

アメ リカにおい て,情 報 提供 サー ビス業 の ダン ・ブラッ ドス トリー ト社 は,125年

の,ま た,ポ ー ク社 は70年 の歴史 を経 て情報 サー ビスをコ ンピ ュー タ化 レてい る よう

に,デ ー タ ・バ ン クは,社 会的 ニー ズに基 い て,長 い時 間をか けて漸次,拡 大 され コ

ン ピ ュー タ化 され る もの であ る。

また,NASAが 宇宙 開発 シス テムを確立 した背景 にSTIF(Scientific&Tech-

nicalInformationFacility)と よばれ る強 力な デー タ ・バ ン クがあ る。大 規模 な プ ロジ

ェク トを実 施す るた めに は,多 量,か つ,多 種類 の デー タを体 系的に蓄積 して,利 用

者 に適格 に伝達す る システ ムが不 可欠 であ る。 この よ うな面 か らもデー タ ・バ ン クに

対 す るニー ズは強 まるであろ う。

社 会 的ニー ズに対 して機 動 的に対応 でき る機能 を備 えた専 問的 な デー タ ・バ ン クの

出現 や,デ ー タ ・バ ン クと利用者 の間,デ ー タ ・バ ン ク相互 の 間に,そ れ ぞれネ ッ ト

ワー クがは りめ ぐらされ るよ うにな るであろ う。
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第3章 わが国のコンピュー タ政策

お よび情報産業政策

1.行 政情報処理に関する調査研究

わが国の各省庁においては,行 政事務能率の向上 を図 り,行 政サー ビスを充実させるた

め,1958年 以来 コンピュー タを積極的に導入するという方針がとられてきた。

1970年 度におけるコンピュ一一タ利用状況はつぎの通 りである。(第2・12表)

ところで,わ が国の行政機関では,コ ンピュータ利用の一層の高度化 を図るため,1968

年8月30日 に 「政府における電子計算機利用 の今後 の方策について」閣議決定 が 行 な わ

れ,関 係省庁情報処理政策課長 会議の開催,コ ンピュータ基幹要員の統一研修 の実施,コ

ンピュータ利用基本調査の充実な ど各種の方策が講 じられてきた。'

1970年 度 においては,こ の閣議決定に基づき,行 政管理庁では新たに,行 政情報処理 に

ついての調査研究を重点的に実施 した。

この行政情報処理 に関する調査研究は,各 省庁における共通,類 似および関連する情報

システムについて,政 府 としての一体性 と各省庁間の有機性 を考慮 して長期 的展望に立 っ

た総合 的見地から開発するよう検討するとともに,あ わせて研究の成果 を実地に生か して

行政情報処理 の質量両面にわたる拡大 を図るものとされている。

1970年 度においては,つ ぎのような システムの開発 に関する調査研究が とりあげられた

が,こ のように調査研究を総合的に実施 した例は諸外国に見 られない。

(1}各省庁ネ ットワー ク ・システム

○行政情報 ネットワー ク ・システム に関する調査研究(行 政管理庁)

○行政機関相互間におけるデー タ交換に関する調査研究(行 政管理庁)
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第2・12表 行政 におけ るコンピ ュー タ利用状 況

名 各 省 庁 コ ン ピ ュ ー タ 導 入 数

省 庁 名 1969年 度 1970年 度

設 置 当 比率(%)設 置 釧 躍(%)1切 替i新 規

理 府

警 察 庁

防 衛 庁

経済企画庁

科学技術庁

法 務 省

外 務 省

大 蔵 省

文 部 省

厚 生 省

農 林 省

通商産業省

運 輸 省

郵 政 省.

労 働 省

建 省

自 治 省

計

2

5

34

1

10

1

7

5

8

7

18

24

14

6

8

1

151

1.3

3.3

22.5

0.7

6.6

一

0.7

4.6

3.3

5.3

4.6

11.9

16.0

9.3

3.9

5.3

0.7

100.0

5

5

39

1

10

1

1

7

6

8

8

18

23

20

7

10

1

170

.2.9:

2.9

22.9

0.6

5.9

0.6

0.6

4.1

3.5

4.7

4.7

10.6

13.5

11.8

4.1

5.9

0.6

100.0

3

2

2

1

1

4

13

3

5

1

1

1

1

6

1

2

21

1971.4.1現 在 行政 管 理 庁 調 べ

(2)各省庁共通情報 システム

○会計事務の機械化に関する調査研究(× 蔵省)

(3洛省庁関連お よび類似情報 システム

○統計 データ ・バンクに関する調査研究(総 理府統計局)

○国土開発1青報 システムに関する調査研究(建 設省)

○総合経済情報管理 システムに関する調査研究(経 済企画庁)



,第3章 わが国のコンピュータ政策および情報産業政策159

0許 認可等 事務処理1貴報 システ ムに 関す る調 査研究(運 輸省)

○消費物資(食 料 品)情 報 システムに関 す る調査研究(農 林 省)

(4)標準化

○事務処理各省庁統一個入 コー ドの設定に関する調査研究(行 政管理庁)

○各種デー タ ・コー ドの標準化に関する調査研究(自 治省)

○貿易分類 コー ドの変換表お よび品目シソ「 ラスの作成に関する調 査研究(通 商産業省)

(5)国および地方公共団体 の関連 システム

○地方公共団体 間におけるコンピュー タ共同利用の調査研究(自 治省).

以上の調査研究項 目の概要は次の通 りである。

A.行 政 情 報 ネ ッ トワー ク ・シ ス テ ム

各省 庁な どにお け るコ ンピ ュー タの利 用が進 展す るにつれ,オ ン ライ ン ・システムの形

式 や デー タ ・バ ン クの構想 が検討 され つつあ るが,オ ン ライ ン 。シス テムに よるネ ッ トワ

ー クについ ては,各 省 庁 が個 々 に形成 す るよ りも,ま と ま って形成 す るこ とが効率 的 であ

る場合 が想定 され る。 しか し,オ ン ライ ン ・シス テムを 中心 とした行 政情報 ネ ッ トワー ク

・システムについ ては,そ の需要 予測,経 済性,技 術分野,諸 制度 な どに多 くの検 討課題

が残 され てい る。 こう した検 討課題 に つい て基 礎 的な調 査研究 が行 なわ れた。

B.行 政機関相互間 におけ るデー タ交換

国の行政機関や地方公共団体においてコンピュー タ利用が進展するにつれて,各 組織間

のデータ交換の必要性 が高 まってきている。

これ を円滑 に行 な うため には,各 種 の デー タ ・コー ドの標 準化 と併行 して,デ ー タ交換

の実 態 を把握 し,主 と して磁 気 テー プに よる デー タ交換 の技術 的,制 度 的な諸 問題 につい

て調査研究 を行 ない,あ わせ て今後 の オン ライ ン ・ネ ッ トワー ク ・システムに よる デー タ

交 換や共 同利用 への展望 が試 み られ た。
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C会 計事務の機械化

官庁会計事務につては,企 業会計 と異な る独 自の構成 をもち,特 に手続きの厳格性を重

んじつつ,他 に例 をみない独 自の システムとして,従 来か ら手作業処理 されてきた。

この うち,1970年 度においては,主 として支出負担行為事務 を中心 としてコンピュー タ

による事務処理についての調査研究 とシステム設計が行なわれた。

Dl統 計 デ ー タ ・バ ン ク

統計 デー タ ・バ ン クに関 す る調 査研究 に ついては,従 来 の統計 集計 を 中心 とす るコ ンピ

ュー タの利用 か ら,一 歩 進 んでデー タ ・ベー スに よる統計 の活用 の観 点に立 つ も の で あ

る。 この調査 研究 には,総 理府統 計局 があ た り,1970年 度 におい ては ,調 査研究 の テー マ

が3段 階 に しぼ られた。 第1に,統 計 デー タ ・バ ン クの需要性調 査,第2に ,小 地 域情報

収 集 のため の小 地域 デー タ ・ベー ス ・ファイルの 開発 と小 地域情報 ファイルの形成 に関 す

る研 究,第3に,統 計 デー タ ・バ ン クの統合 ソフ トウ ェア ・シス テムの 開発研 究 であ る。

a)統 計データ ・バ ンクの需要性調査に関する調査研究

第1の 統計 データ ・バンクの需要性調査の 目的は,統 計 データ ・バ ンクのサー ビス

を効果的かつ有益ならしめるために,統 計データに関する需要の実情を広範囲に把握

することである。 このため,政 府,地 方公共団体,民 間企業,研 究者,団 体な どが要

請 し,あ るいは,将 来要望する統計 データの種類,範 囲,形 態お よび そ の 質,重 要

性,詳 細度についての需要を調査する。要請 された統計データを提供するにあた って

利用者 が期待するサー ビスの内容を把握 して最適の形態でサービスするための調査を

行なう。

b)小 地域情報システム

第2の 小地域情報 システムに関する調査研究の 目的は,増 大 している多種多様な小

地域情報の必要性にこたえるため,各 種の地域的な情報 を組織的に収集 し,そ れを利
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用 者 の必要 とす る任 意 の小地 域 別に組 みか えて,提 供 す る システ ムを開発 す る ことで

あ る。

この よ うな 小地域 情報 の必 要性 は,地 域行政,都 市 開発 をは じめ,民 間市場調 査な

どの各種 の分 野 におい て,近 年 急速 に増 大 してい るが,現 状 では,小 地域 に関 す る情

報 の種類 は,き わ めて限 られ,ま た,利 用者 が欲 す る形 では 得に くい状 況 であ る。

c)統 計デ ー タ ・バン クの総合 ソフ トウ ェア ・システ ム

第3の 統 計 デー タ ・バ ン クの総 合 ソ フ トウ ェア ・システ ムの開発 研究 の 目的は,統

計 デー タ ・バ ン クに蓄積 す る× 量か つ多種類 のデー タを管理,蓄 積,加 工 す るため に,

総合 的な ソフ トウ ェア と,こ の ソフ トウ ェア に対応 す るデー タ ・ベー ス ・シス テムを

開発 研究 す るこ とで あ る。 この ソフ トウ ェアの設計 に際 しては,利 用 の容 易 さ,需 要

に対 す る供給 の迅速 性 な どが基本 とされた。

E国 土開発情報システム

経済社会の発展にともない,公 共事業執行な どの国土開発行政は,量 的に増加の一途を

たどるとともに,質 的に も変化 してお り,最 近は,と くに,国 土開発行政 をとりまく環境

の変化 が著 しい。 このような環境条件の中で,国 土開発行政に関する情報を迅速に把握す

る情報処理 システムの開発が必要 とされた。 そこで,各 種公共事業の計 画,実 施,公 共施

設の管理な どの各サ ブ・システムか ら構成 され る国土開発情報 システムを整備 す る こ と

が,こ の調査研究の目的 とされ,1970年 度か ら具体的検討が着手 された。

F.総 合経済情報管理 システム

経済行政に関連する省庁 としては,経 済企画庁をは じめ,通 商産業省,× 蔵省,農 林省

な ど数多 くの省庁がそれぞれ所 管している。

有効な経済政策を推進するためには,関 係省庁間の経済情報 を統一的,総 合 的に処理 す

る必要がある。
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そ こで,わ が国の経済 に関 す る統計 情報,業 務資 料 をは じめ広 く諸 外 国の経済情報 を総

合 的に収集,加 工 す る経済 情報 の デー タ ・バ ン クに ついて調査研究 が行な われ た。

G.許 認可等事務処理情報 システム

わ が国の行政機 関 が所 管す る許 認可 すべ き事項 の数 は,1969年 度 で11,088項 目とな って

お り,こ れ に関す る事務処 理 の簡素 化 は,行 政 内部 の処理 は もち ろん,国 民 の利便 を図る

上 か らも,行 政 改革 の主要 テー マ と して,各 方面 か ら強調 され てきた。 そ こ で,大 量 か

つ,迅 速 に処理 すべ き許 認可 な どに関 し,各 省 庁の 申で最 も件数 が多 く,許 可,認 可,免

許,登 録な ど各種の区分を有する運輸省をモデル省庁 として,そ の事務処理のコンピュー

タ化 の可 能性 を調査 研究 し,モ デル ・システム を開発 しよ うとす る試 みがな された。

H.消 費物資(食 料品)情 報 システム

消費物資(食 料品)に 関する情報,た とえば,生 産,在 庫,販 売な どの数量お よび流通

価 格 とその動向な どの情報は,わ が国の価格政策や国民生活 に直接影響 を与えるものであ

る。そこで,国 の総合 的な見地からの価格政策に寄与する各省庁関連情報 システムのひと

つ として,消 費物資(食 料品)の 中で,と くに問題 とされている生鮮食料品について,そ

の需要状況,商 品相互間の競合状況,流 通経路および価格現象を明 らかにする情報 システ

.ムについて調査研究が行なわれた。

1.事 務処理用各省庁統一個入 コー ドの設定 ∵`

コンピ ュー タ導入 の進行 とと もに,社 会経 済 のあ らゆ る分野 が,コ ン ピ ュー タ処理 の対

象 とな りつつあ るが,行 政機 関 で もコ ン ピュー タで処理 され るデー タの種類 と 量 が 増 大

し,各 機 関の デー タを相互 に利用 して,行 政事 務 の向上 に役立 たせ るこ とが,コ ン ピュー

タ利 用 の高 度化 の見 地 か ら要請 され てい る。

このた め,'政 府は,1968年8月30日 付 の閣議 決定 「政府 におけ る電 子 計算機 利用 の今 後

の 方策」 におい て,行 政 デー タの総合 的利用 の ため各 種標準化 の推 進 を図 る ことと してい
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る。

個人 コー ドは,値 入 に付 す る番 号 であ り,国 民個人 に 関す る行 政事務 を コンピ ュー タで

処理 す る場合 に技術 的見 地か ら必 要な もの であ る。 しか し,現 在,個 人 コー ドを付 してい

る各行 政機 関では,そ れ ぞれ独 自の立 場 か ら必要 に応 じ まち まち に個 人 コー ドを付 してお

り,そ の統一 は考 え られ ていな か った。

そ こで,1970年 度 か ら,基 礎 的な調査研究 と して,行 政 管理 庁 を中心 に,関 係省庁 に よ

る統一 個入 コー ド連絡研 究会 議 を開催 す る とと もに,現 存 個人 コー ドの実態調 査,海 外 調

査 な どが行な われた。 具体 的な検討課 題 と して は,統 一個 入 コー ドの構 成要素,各 省 庁 で

使 用 中の個人 コー ドと読了 個人 コー ドとの関連,一 斉付与 の方法,維 持 管理 方式,検 索 方

式,'そ の他 の関連 す る諸 問題 であ った。

この統一 個入 コー ド設定 に関す る推 進は,行 政事務 処理用 と して考 え られて お り,民 間

企業な どで用 い る コー ドと して計 画 された ものではな い。 統一 個人 コー ド設定 の推進 につ

い ては 多 くの論議 をよび起 してい るが,こ れ に対 す る批判 の主な ものは,プ ライバ シー の

侵 害に 関 して であ る。

へ

J.各 種 デ ー タ ・コ ー ドの標 準 化

上 で述べ た個人 コー ドのほか に各種 のデー タ ・コー ドで基 本 的な もの として,住 所 コー

ドや所 帯 コー ドな どが標 準化 され る必要 があ る。

1970年 度 におい ては,国 お よび地 方団体 の コン ピュー タ化 の推進 にあ た って,基 礎 とな

る住所 コー ド,住 民情報 コー ドにつ いて,個 人 コー ドと併行 して調 査研究 が行な われた。

K.貿 易分類 コー ドの変換表 と品 目シソー ラスの作成

経済の国際化時代 を迎え,わ が国の経済政策上,諸 外国の貿易実態の把握は重要な課題

とな っている。 しかし,'そ の基礎 とな る品目分類体系には数種類の コー ドがあ り,そ れら

の国際間の対応 づけも十分行なわれていない実情である。'

そこで品 目分類体系相互間の変換表 と,品 目名から各体系のコー ドを参照するためのシ
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ソー ラス の 作 成 に つ い て 調 査 研 究 が行 な わ れ た。

L.地 方公共団体間におけるコンピュー タ共 同利用

国 と地 方公共 団体 との関連 システ ムと しては,将 来,国 の行 政 情報 ネ ッ トワー ク ・シス

テ ムとの結合 が予想 され る。

そこで,行 政 情報 ネ ッ トワー ク ・システムの調査研究 と併行 して地 方公共 団体,と くに

末端 の行 政機関 であ る市 町村 につ いては,単 独 で コンピ ュー タを導入 す る よ りは,共 同利

用 セ ンター を設 置 して,一 元 的に情報 処理 を行 な う方 が効率 的で あ り,関 連 ネ ジ トワー ク
リ

・システムの形成を検討する方が望 ましい。そのための基礎的な調査研究 として共同利用

の調査研究が行なわれた。

2.情 報産業振興施策

「情報処理振興事業協会等に関する法律」の制定をは じめとして,1970・年度に展開され

た一連の情報化促進,情 報産業振興施策は,時 代の要請にこたえてひきつづき拡充が図ら

れ ることにな った。情報化の中核 をにな うコンピュー タは,IBMの370シ リーズの発表,

強 まる自由化 の要請な どを背景に,国 際コンピュータ産業の定着化 をめざす一方,通 信 回

線の開放にともな って,サ ー ビス内容の向上,多 様化が期待される情報処理 サー ビス産業

な どの基盤の確立 を図るため,新 たな施策の実現,既 存の諸施策の拡充が行なわれる。以

下,こ れらの うち主要な ものをみてみよう。 －

A.コ ン ピ ュ ー タ ・ハ ー ドウ ェ ア 施 策

a)国 産 コン ピ ュー タ技 術 の開発

1966年 度 か らお よそ100億 国(全 額 国庫負担)を 投 じ,通 商産業 省工業技術 院の大

型 フ。ロジ ェク トの一 環 として進 め られ て きた超高性 能 コ ンピ ュー タの開発 が1971年 度

に完 了 し,プ ロ ト ・タイ プが完成 す る。 これは,① 加算時 間50ナ ノ秒(ナ ノ秒は10億
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分 の1秒),記 憶 容量200万 語,② 高 密度 集積 回路(LSI)の 利用 ③高度 な タイ ム

・シ ェア リング機 能,な どを内容 とす る世界 の最 高水 準 をゆ く汎用 コン ピュー タ とし

て期 待 され てい る。

.コン ピ ュー タ技 術 は,日 進 月歩 であ る。 政府は,1971年 度 か ら新 たに第4世 代 の コ

ンピ ュー タと もい うべ きttパ ター ン情報 処理 システム"の 開発 に着手 す るこ とにな っ

た。 超高性 能 コ ンピ ュー タ と同様,大 型 プ ロジ ェク トとして民 間 ・学界 の協 力をえ て

実 施す る もの であ る。 初年 度2億 円,8カ 年計 画 で合 計344億 円の資金 が予定 され て

い る。

b)レ ンタル資金 な どの確保

巨大 な外 国機 メニ カー に対抗 して,国 産 コン ピュー タ産 業の定着 を図るには,レ ン

タル資金 をは じめ とす るメー カー の資金 調達 を円滑 に しな ければ な らない。

国産 コ ンピ ュー タの一 元 レンタル機関 であ るJE'CC(日 本電 子計算 機株式会 社)

に対 す る 日本 開発銀行(以 下 開銀 とい う)融 資 は,1970年 度 に240億 円(前 年度 の追

加補正 をふ くむ。 以下 同 じ)と 抜本 的に拡充 されたの に続 き,今 年 度 も290億 円に増

額 され た。

このほか,と くにメー カー の ソフ トウ ェア開発 を促進 す るため,1970年 度か ら開銀

お よび後 述の情報 処理振興 金融 措置 に よ って,ソ フ ト開発資金 の融資 が行 なわれ てお

り,(1970年 度実 績合計31億 円),1971年 度 も継 続 され る。

c)税 制 上 の優遇 措 置 と周辺 装置 の集中生 産

国産 コ ンピ ュー タは,JECCを 通 して レンタル され てい るが,ユ ーザー か らの レ

ンタル ・バ ックがあ る と,コ ンピ ュー タ ・メー カーは,JECCか らこれ を下取 らな

ければな らない。 この ときに買戻 損失 が発生 す るが,こ の損失 の危険 は,メ ー カー が

JECCに コン ピ ュー タを売 り渡 した時 点で発 生 す るこ とにか んがみ て,1968年 度 に

租税特 別措置法 で,「 電 子計算 機買戻 損失準備 金制 度」 が創設 され,販 売 価格 の15%

を積'立て るこ とが認 め られ ていた。

1970年 度 で期 限 ぎれにな る この制度 を さ らに2年 間延 長す ると ともに ,準 備金 の積
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立 てがJECC以 外 の リー ス会社 な どに対 す る販 売額 につ い て も可能 であ るよ うに拡

充 され るこ とにな った。

また,コ ンピ ュー タの 周辺装置 に対 す る重複投資 を避 け,コ ス ト・ダ ウン研究 開発

投資 の効 率化,標 準化 を図 るため,1969年10月 か ら周辺装 置 の集 中生産 が適正 な競 争

を維持 しつ つ進 め られて い る。

197(X年 度 までに カー ド・リー ダ,ラ イ ン ・プ リンタな ど,技 術 面 におい て安定状 態

に達 した9機 種 の集 中生 産 が開始 され てい る。

B.ソ フ トウェア業および情報処理 サー ビス業施策

a)情 報 処理 振興事 業協会 予算 の拡 充

ソ フ トウ ェア開発 の促 進 と情 報処理 サー ビス業,ソ フ トウ ェア業 の育 成振興 を 目的

と して,情 報処理 振興事 業協 会(北 野重 雄理事長)が 「情報 処理振興事 業協 会等 に関

す る法律」 に基 づい て,1970年10月 に設 立 された。 同協 会 は,先 進 的,汎 用 的な ソ フ

トウ ェアの委託 開発 お よびユーザー への貸付 け と,ソ フ トウ ェア業者 な どの借入金 に

つ いての債務保 証 の業務 を行 な う。前者 は,ソ フ トウ ェアの発 注 を通 して,ソ フ トウ

ェア企 業な どの 技術 開発 力 を 高 め る とと もに,す ぐれた ソ フ トウ ェアを コンピ ュー

タ ・ユーザー に安 く提供 す ることに よ って,情 報化 の促 進 を図 るこ とを 目的 としてい

る。後者 は,融 資担保 に乏 しい ソフ トウ ェア業者 な どの経 営特 質 にかん がみて,資 金

調達 を円滑 に しよ うとす る もので あ る。

1970年 度 は,ソ フ トウ ェア委託 開発資 金 な どに補助金3億 国,債 務保 証 の基金 にあ

て るため 出資金2億 円(他 に民間 の出資 お よび出 えん金2億 田合 計4億 円)が 国庫か

ら拠 出 され た。1971年 度 には さらに,補 助金4億 口,出 資金4億Plと 予 算 が拡充 され

た。 この結果,協 会 の債務 保証 能力(保 証基金 の10倍)は,残 高 ベー ス で120億 口に

な る予定 であ る。

1970年 度 の委託 開発 テー マ と しては,2月15日,同 協 会は第1次 分 として次 の6テ

ー マの募 集 を公表 した。
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(1}汎 用 フ ァイル ・マネー ジメ ン ト用 プロ グラム(中 型 機用)

(2)各 種 デー タ変換 プ ログラム

(3)経 歴 管理 を含む 系数型給 与計算 プ ログラム
数

(4)漢 字か な湿 り文変換 プ ログラム

(6)フ ロー チ ャー ト等 か らプ ログラムを作 る プロ グラムの開発 ための調査

(6)汎 用 フ ァイ ル ・マネ ジメ ン ト用 プログラム(デ ー タ ・ベ ー ス用)

の開発 の ための調査

引 続 き同協 会は・1970年 度 の第2次 分 お よび1971年 度分 の委託 テー マを遣庭 中であ

る。

わ)ソ フ トウェア開発資金などの融資

協会の債務保証を背景に,情 報処理振興金融措置が1970年 度 より発足 した。資金運

用部 の金融債引受ける原資 として,㈱ 日本興業銀行,㈱ 日本長期信用銀行 ,㈱ 日本不

動産銀行の三行が低利長期 の資金 を貸付ける制度である。融資の対象は,① 情報処理

サー ビス業者,ソ フ トウェア業者のコンピュー タ導入資金,ソ フ トウェア開発資金な

どの業務高度化資金 ②コンピュー タ ・ユーザーの先進的なソフ トウェア開発資金 で

,ある。

1970年 度の融資枠は40億 国,1971年 度には95億 国と大幅な拡充が行なわれていた
。

(協会の債務保証などの関係については第2・2図 参照)

C.そ の他の情報化促進施策

a)税 制上 の優遇措 置

コン ピ ュー タの利用 を促進 す る た め ,]970年5月 に コ ンピ ュー タの特別償 却制度

(租 税特別措 置法)が 発 足 した。 初年度 に取得 価額 の5分 の1の 加速度 償却 を認 める

ものであ る。1971年 度 には さらに,地 方税 の面 で もコ ンピ ュー タの固定資産 税軽減 措

置 が創設 され ることにな った。1970年5月1日 以 降に取 得 した コン ピ ュ_タ に つ い
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て,固 定 資産税 の新規課 税 の年 か ら3年 間,そ の課 税標準 を3分 の2に 圧縮 する制度

であ る。 この結,果5億Filの コ ンピ ュー タを購入 す る と,は じめの年 には国税 が3,700

万 国,地 方税 がお よそ200万 円軽減 され るこ とにな る。

b)コ ンピュータ利用高度化計画 とプ ログラム調査簿の作成

情報処理振興事業協会等に関する法律によって,コ ンピュー タの設置 目標 およびプ

ログラムの開発の 目標 をお りこんだコンピュー タ利用高度化計画,販 売 または貸付げ

を行な うことを希望するユーザーのフ。ログラムの概要を記載 した プログラム調査簿を

作成することにな った。.

高度化計画は,国 の情報化促進施策のバ ックボーンとなると同時に,民 間の情報処

理の高度化の指針 となることが期待されている。調査簿は,プ ログラムの流通を促進.

することを目的 とするもので,こ れに よって類似のソフ トウェアに対する重複投資が

回避 され,日 本全体のソフ トウ ェア開発が効率的に進められることが期待できよう。

また1971年3月22日,電 子情報処理振興審議会(奥 村綱雄 会長)が 開か れ,電 子

計算機利用高度化計画(案)を 審議 し,了 承 を得た。

c)シ ンク ・タ ンクの育成

一方
,1969年 末,大 手企業 グルー プを中心に設立 を進 め られ ていた情報 シン ジケー

トは,順 次 シン ク ・タン ク的色彩 を持 って活 動 を開始,さ らに財界,学 界 の総意 に よ

る財 団法人 日本総合研究 所(茅 誠 司理事長)の 設立 のほか,シ ンク ・タン クを標傍 す

る団体 が相 次い で設立 され た。

この情勢 にか んがみ通商産 業省 は1970年7月28日 産 業構 造審議 会情報,産 業部 会 に

シン ク ・タン ク委員 会 を設 け シ ン ク ・タン クの育 成学 を諮 問す ると ともに,1971年 度

予 算に イ ンタ ・デ ィシ プ リナ リーな学 問領域 の能 力を集合 した シン ク ・タン クの助成

のた め,民 間 シンク ・タン クへ の委託 発注 を行 な う予算 を計 上 した。 また経済 企 画庁

で も,国 が作 る シン ク ・タン クの必要性 を検討 す るこ とにな ってい る。
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第2・2図 情報処理振興事業協会の事業 と情報処理振興金融措置
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3.標 準化対策

コン ピ ュー タを用 いた情報処理 の普 及 ,発 展高度化 を促 進す る上 で,標 準化 は もっと も
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基礎 的な要件 のひ とつ であ る。 システムを構 成 する多 数 の機 器 につい て,機 器 間相互 の イ

ンター フェー ス を標 準化 し,専 門技術者 ばか りでな く,い わ ゆ るオー プ ン ・フ。ロ グラマに

もコン ピ ュー タを利 用 させ るた めには,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア両面 の標準化 が必要

であ る。 さらに情報 の交換 のた めには,各 種 のデー タ ・コー ド.デ ー タ様 式 の標 準化 が必

要 であ り,ま た多 数 の情報 処理 システ ムを結ぶ 情報 ネ ッ トワー クの形成 は,通 信 回線 をふ

くむ広範 な事項 にわ た る標準化 の達成 な くしては ほ とん ど不 可能 であ る。

コンピ ュー タな らびに情報処理 の標 準化 に際 し考慮 しな けれ ばな らない こ とは,次 の と

お りであ る。

① コ ンピ ュー タ ・シス テムは中央処理装 置(コ ンピ ュー タ本体),各 種 入 出力装 置,各

種補 助記 憶装 置,さ らには通信 回線 と結 びつい た端 末装置,通 信 制御装置 な どそれ 自

身複 雑 で精 密な機械 ハー ドウ ェアと,そ の システ ムの機 能 を規定 しパー フ ォー マンス

を左右 す るハー ドウ ェアの利用技 術 た るソフ トウ ェアか ら構成 され てい る システ ムで

あ り,そ れ ぞれが複雑 かつ密 接 に結 びつい てい るの で,有 機 的,体 系的 に標 準化 を進

めな ければな らない こ と

② 技 術進歩,発 展速 度 の著 し く大 きい分野 であ り,ま た企 業 間の競 争 が激 しいので,

標 準化 すべ き時期 が きわ めて重要 で,的 確 な技術 予測 に基 づき計 画 的かつ重 点指 向的

に順次 手際良 く標 準化 してゆ かね ばな らない こ と

③ 情報 処理 の普 及発 展は必然 的 に通信 回線 の利用度 を改善 し,シ ステ ム とシステムが

オ ン ライ ンで結 びつ いた情報 ネ ットワー クが形成 され,さ らに それが国境 を越 え,海

外 の システム と直結 され るの も,間 近 い と見 られ るほか,海 外 の ハー ドウ ェア,ソ フ

トウ ェアの互 換性 も考慮 しなけ ればな らない

1969年8月,JIS(日 本工業規 格)を 制定 す る 日本工 業標準 調査 会に情報処理 部会 が

設置 され,ま た,そ の事務 局 であ る通商産 業省工業 技術院 標準部 も拡 充 され,コ ン ピュー

タお よび情報処理部 門の標 準化体 制 が強化 された。 その結果1969年 度末 では18規 格 であ

った コン ピ ュー タお よび情報処理 関係 のJISは,】970年 度 には,新 たに15規 格 が制定 さ

れ,合 計32規 格 とな った。 新規格 の主 な ものは,情 報 処理用語,情 報 交換用流 れ図記号,伝

送 回線上 の キ ャラ クタ構成 と水平 パ リテ ィ用法,モ デム と通 信制御 装 置お よび デー タ端末

装 置 との イ ンタ フェー ス,都 道府県 コー ド,市 町村 コー ド,産 業 コー ド,な どであ り,こ
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れ まで未制定 であ った情報 交換 に必要 な デー タ ・コー ドや通信 回線 との結合 に不可 欠な各

種 装 置 のイ ンタ フェー スな ど,情 報 の流通 に必要 な分野 が強 化 され たのが 目立 ってい る。

1971年 度 に は、 コン ピ ュー タ ・フ。ロ グラム用言語COBOL
,職 業 コー ド,勘 定 科 目コ

ー ド,コ ン ピ ュー タの性能表 示,2値 論理素 子記 号,な ど10規 格 の新 制定 の他 ,す で に制'

定 され てい る コン ピュー タ用 プ ログラム言語 の13規 格 につ いての全面改 正 が予定 され て

い る。

また,今 後 の コンピ ュー タお よび情報 処 理 関係 の標準化 の計 画 的な推進 を図 るため ,通

商 産業省 工業 技術院 が,財 団法人 日本 情報 処理 開発 セ ンター に委 託 して ,標 準化 を進め る

べ き分野 ,事 項,規 定水 準,優 先度,お よび それを進 め る際 の障 害,問 題 点 を明 らかにす

るため の実 態調査 が1970年 度 に実施 された。調 査は,広 く各 界 の意 見 を求 め るため ,JI

S化 の希望 項 目とそ の時期,コ ンピ ュー タお よび情報 処理 関係 のJIS化 は どうあ るべ ぎ

か の2点 につい て,各 界 の専 門家 か らな る標準化 体 系調査委 員会 を設 け;ア ンケー ト調査

を行 な うと ともに,具 体 的 な推 進策 を 出す べ く討議 を行 な った。

4情 報処理技術者教育

コ ンピ ュー タは ,ハ ー ドウ ェアだけ でな く,人 間 の頭 脳 の結 晶 であ るソ フ トウ ェアの良

し悪 しに よ って,そ の効 用は大 き く変動 す る。 したが って,コ ンピ ュー タの普 及 と利用 技

術 の高度化 を推 進 し,よ り良 き情報化社 会 を実現 させ て行 くためには ,こ れ に携 わ る有 能

な人 材 を多数養成 す る必 要 があ る。

1970年 度 に通 商産業省 が実施 した 「情報 処理 実態調 査」 に よれ ば
,第2・13表 の ように情

報 処理 技術者 の不 足傾 向が 目立 ち,と くに上級 の情報処 理技術 者 に強 くこの傾 向があ らわ

れて い る。
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第2・13表

職 種 名

シス テ ム ズ ・エ ン ジ ニ ア

上 級 プ ロ グ ラ マ

初 中 級 プ ロ グ ラ マ

オ ペ レ ー タ

キ ー パ ン チ ャ ー な ど

情報処理技術者の不足 ・充足状況

1不 足状況

369

246

状況 充足状況

.2% 15.7%

.4 64.7

、9 78.8

.6 92.1

.4 81.4

(注)L不 足状況は,1970年3月31日 現 在の実員数に対して4月 ～6月 までの

3カ 月間に補充したいとしている要員数(補 充所要数)の 比率

2.充 足状況は,上 記の補充所要数に対する補充予定者数(4月 ～6月 ま

での3カA問 に補充が可能な要員数)の 比率

この ような現状 を改善するため,通 商産業省 では情報処理研修センターの運営,情 報処

理技術者育成指針な どの作成,お よび情報処理技術者試験の実施な どの施策をとっている。

A.情 報処理研修 センターの運営

情報処理実態調査によれば,1970年3月31日 現在,シ ステムズ ・エンジニアは,実 員の

半数程度 の要員を新たに確保することが必要であるとされているのに対 し,充 足が可能な

のはこのうちおよそ15%に すぎず,極 端に不足 している。 システムズ ・エンジニアは,大

学を出てか ら一定の実務経験を経て,さ らに高度の再教育が必要とされているが,わ が国

では,こ れを教育する専門的教育機関は皆無に近か った。

このような観点か ら,シ ステムズ ・エンジニア,シ ニア ・プログラマな ど上級情報処理

技術者 を直接養成する公共的専門機関と.して,1970年3月 に財団法人情報処理研修センタ

ーが設立 され
,同 年10月 に開講 した。 ここでは,少 人数の グループ教育方式,実 習,事 例

研究方式が採用され,ま た充実 した実習設備,視 聴覚設備 の下で,第 一線の講師陣による

教育が行なわれてお り,研 修の終了後は、第一線で指導的立場に立つ中核的技術者を養成

するのにふ さわ しい教育 が実施されている。

また,上 記の上級情報処理技術者 のほか,情報処理部門の管理者,情 報処理関連教育者な
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ど も養成 され てい るが,い ずれ もその養 成 には多額 の費 用 を必要 とす るた め,そ の運 営 に

つい ては,機 械 振興資金 に よ り積 極 的な助成 が行 なわ れ,受 講者 の負担 を軽減 してい る。

B.情 報処理技術者育成指針な どの作成

情報処理関係の教育は,そ の歴史が浅 く教育内容が確立 していないため,非 常に困難な

ものとな っている。

と くに,不 足が著 しい システムズ ・エンジニアな どの上級情報処理技術者の教育につい

てはこの傾向が強 く,ま た,養 成機関 も少ない。 このため,企 業 内での教育,そ の他の教

育 の場で体 系的な教育が行なえるよう,1968,1969両 年度にわた り内外の専門家の協力を

得 て,通 商産業省が財団法人 日本情報処理開発 センターに委託 して,「 上級情報処理技術

者育成指針」 を作成 したが,こ れは,シ ステムズ ・エンジニアを志す者 が勉強する場合 の

ガイ ドブックとして も利用 できるよう工夫 されている。

また,機 械振興資金 の助成により,1970年 度には,こ れ まで教育内容に問題 があるとさ

れ ていた初級 プログラマを養成す るためのカ リキ ュラムとして 日本情報処理開発センター

が 「初級 情報処理技術者育成指針」 を作成 したほか,企 業内でコンピュー タ化 を進める場

合 に必要な情報処理関係部門以外の管理者に対する教育のために(財 団法人)日 本経営情

報 開発協会が,「 一般管理者向け企業内コンピュー タ教育標準 カ リキ ュラム」 を作成 中で

あ る。

C.情 報処理技術者試験の実施

情報処 理技術 者 の 中で もプ ログラマの養成は,コ ンピ ュー タ ・・メー カー に よる教 育,企

業 内教育,コ ン ピ ュー タ学校 におけ る教 育 な ど各 方面 で行 なわ れてい るが,そ の教 育 内容

は さま ざまであ り,レ ベ ル も異 な ってい るため研修後 の実 力 に もかな りの差 が 生 じ て い

る。 この情報 処理 技術者 試験 は,既 存 の プ ログラマに 目標 を示 して,そ の技術 の向上 を図

るこ と,プ ログラ マを養成 す る場合 の教育 水準 の 目安 を示 しその質 の向上 を図 るこ と,社

会 的に通用 す る客観 的評 価 の尺度 を提供 し,社 会的地位 の確 立 を図 るこ とな どを 目標 と し

て,1969年 度 か ら実施 され ている。
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情報処理技術者試験は,現 在,3年 程度以上の実務経験 を有するシニア ・プログラマを

対象とした第1種 情報処理技術者試験 と,1年 程度以上の実務経験を有する一般 プログラ

マを対象 とした第2種 情報処理技術者試験に区分 して行なわれている。試験の応募者数,

合格者数な どは第2・14表のとお りで,合 格率は受験者の10%前 後 とかな り厳 しい試験 とな

ってお り,こ れ までの合格者 は,第1種 で1,788人,第2種 で3,481人 の合 計5,269人 であ

る。

第2・14表1970年 度 情報処理技術者試験の応募者数受験者数および合格者数

区 分 応 募 者 受 験 者 受 験 率 合 格 者 合 格 率

人 人 % 人 %
10,279 7,179、 69.8 977 13.6

第1種
(12,924)(10,527) (81.5) (811) (7.7)

24,200 16,249 67.1 L649 10.2

第2種
(29,098) (22,057) (75.8) (1,832) (8.3)

34,479 23,428 67.9 2,626 11.2

合 計
(42,022) (32,584) (77.4) (2,643) (8.1)

(注)()内 は1969年 度 の数字

5.通 信回線問題

コンピュータと通信 回線の結合に よる遠隔情報処理は,コ ンピュー タ ・パワーを点から

線,そ して面へ拡大するとともに,情 報 の収集か ら処理 までを即時に行な うことができ,

また情報の共同利用 も効率良 く出来 る。 このようにオンライン化は情報化社会の進展にと

って不可欠の要素があるが,わ が国では,コ ンヒ。ユー タに接続 されている通信回線の利用

については,公 衆電気通信法,有 線電 気通信法な どにより,厳 しい制約があ った。

通信 回線利用 に関する問題は1969年 から大き く取 り上げられた。1969年4月 の経済団体

連合会情報処理懇談会の 「通信関係法規の抜本的再検討」の提唱,同 年5月 の産業構造審

議 会 の 「情報処理および情報産業の発展のための施策に関する答 申」,同年8月 の 日本経

営情報 開発協会 ・通信 回線利用対策委員会の 「通信回線利用に関する中間報告」,同 年9
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月の郵政省の 「データ通信のための通信回線 自由化 に関する基本方針」 の発表 と同年10月

郵政審議会に対する 「データ通信のための通信 回線利用制度について」 の諮問,同 年11月,

の同審議会の答 申と続 き,郵 政省は,情 報処理 サー ビス業のための 「データ通信回線 サー

ビス」,一定の企業 グループな どのための 「デー タ通信回線網サー ビス」 を新設する主旨

の公衆電気通信法の一部改正案 をJ970年1月 の特別国会に提出しようとしたが,最 終的段

階で調整が難航 し,提 出は見送 られた。

この間,1970年3月 には 日本経営情報 開発協会か ら郵政大 臣あて,郵 政省が通信回線の

自由化 に取 りくむ姿勢 と具体的改正についての意見書 が提出され,ま た1970年6月,ED

Pユ ーザー団体連合会による通信回線利用に関するアンケー ト調査が実施され,通 信回線

自由化の要望 のつよい ことが再確認 されたほか,通 信 回線の利用問題 に関 して各方面 で活

発な議論が展開され新聞,業 界誌,専 門誌な どをにぎわ した。 これ らの世論 に 応 え て,

1970年9月,郵 政大 臣は,前 述の二つの新サー ビスのほかに 「現行の公衆電話の通話料金

の調整合理化 の後,そ の利用を民間に開放する。その実施時期は1972年 を目途 とす る」旨

の方針を明らかに し,そ のための公衆電気通信法の一部改正案を次期 国会に提 出すると発

表 した。続いて同年10月 郵政省は 「データ通信 のための公衆電気通信法の一部改正につい

て」 その主旨を発表 し,同年11月 には,郵 政審議会に説 明資料 を提出 した。 それに よれば,

ω データ通信回線利用制度では

① 民間企業等が設置するデータ通信 システムのための電 々公社 の通信回線 を使用する

契約は,特 定通信回線使用契約 と公衆通信網使用契約の2種 とす る

② 特定通信回線に接続する電子計算機等は,郵 政大臣の認可をうけて電々公社が定め

る技術基準に適合することを要する

③ 寛々公社は郵政大臣の認可をうけて,特 定通信 回線使用契約者が他人にその回線を

使用 させるための契約を特定通信 回線使用契約者 と結ぶ ことができる

④ 電々公社は郵政大 臣の認可を受 けて業務上相当の関係がある2以 上の企業等が特定

通信回線を共同で利用する契約 をその企業等 と結ぶことができる

⑤ 寛々公社は電話の疎通等に よる支障をお よぼさない範 囲内で,技 術基準接続電話局

の条件等について郵政大臣の認可 を受け公衆通信網へ電子計算機等を接続 させること

ができる
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⑥ データ通信回線の料金は電々公社が郵政大臣の認可を受けて定める

{2)電 々公社 のデータ通信 システム利用制度では

① 電々公社のデータ通信 システムは,郵 政省令 で定める基準に したがい公社の利益の

ためのものが優先設置される

② データ通信 システムの共 同使用,他 人使用は川のときと同様 とする

③ データ通信 システムの端末機器は原則 として寛々公社 の直営とす るが特殊なものは

利用者の設置を認める

④ データ通信 システムの利用料金は,郵 政大臣の認可を受けて電々公社が定めるが,

回線使用料は川の データ通信回線の料金 と同額 とする

以上 の通信回線解放を盛 り込んだ公衆電 気通信法改正案に対 し,各 界か ら原則的に歓迎

されたが,実 際面の運用な どにつき,1970年12月EDPユ ーザー団体連合会,日 本1情報セ

ンター協会,日 本経営情報開発協会な どか ら要望書が出された。

その内容を要約すれば次の とお りである。

① 電々公社 と民間企業が情報処理サー ビスにおいて対等の条件で実施できる環境を確

保すること

② 民間企業に対する制限は必要最小限に止め,そ の基準を明示すること

③ 電 々公社 と民間企業が情報処理サー ビスの担当分野を明確にすること

④ 電話交換回線の解放は1972年 度を待つまでもな く準備の出来 た地区か ら順次実施す

ること

⑤ データ通信サー ビスの実施にあた って解釈 に疑義を生 じた場合,電 々公社 と民間企

業に紛争が生 じた場合等の問題に対処するため中立的な第三者 による調停機関設置が

望 ましい

⑥ 専用料金,高 速料金の料金体系を早急に明確化すること

⑦ データ通信,メ ッセージ交換な どの用語の定義 を明らかにするとともに,将 来は情

報処理基本法等の制定 を通 じて通信 と情報処理 の明確化 をはかること

郵政省は公衆電気通信法の一部を改正する法律案を1971年 の第65回 通常国会に提出し,

その成立 をみたが,そ の内容の うちデータ通信に関係する部分は,第4部 第4章 に述べて

いる。
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第4章 諸外国のコンピュー タ産業 と

関連産業

1.ア メ リカ合 衆 国 の コ ン ピ ュー タ産 業 の動 向

A.海 外進出の促進

1970年 代 の幕 明けは大 きな期待 と共 にス ター トしたが,1970年 は世界 の コン ビ。ユー タ業

界 に とっては試練 の年 とな った。

と くに アメ リカの コン ピュー タ業界 はか ってな い不況 に襲わ れた。 アー サー ・D・ リ ト

ル(ADL)社 の調 査に よれば,ア メ リカ国内に おけ る コン ピ ュー タの出荷実績 は1968年

が56億 ドル(2,01兆Fil),1969年 が55億 ドル(1,98兆 円)と ほぼ横 ば い を保 っていた のが,

1970年 に は最高 の場合 で も45億 ドル(1,6兆 田)悪 くす る と35億 ドル(1 ,26兆 円)の 水準

へ と著 し く減退 す るであろ うと推 定 した。,

この理 由は① ア メ リカ経 済 の不況,② 国防費,宇 宙 開発予算 の 削減,③ 新機 種発表 に と

もな うユー ザー の 日和見 的態度,④ メー カー の説 明に反 して数年 経 って もMISが 確立 で

きないた めに,コ ンピ ュー タの追 加投資 を見 合わ せ る大 ユーザ ー が多 い とい う4つ をAD

Lは あ げてい る。 この よ うな アメ リカ国 内の深刻 な不況 に反 して,ヨ ー ロ ッパ,日 本 は好

況 を持続 し,米 貨 系 メー カーは,海 外 販売活 動 を強化 し,世 界 市場 全体 への 出荷 は73億 ド

ル(2,6兆 口)と1969年 実績 の4%増 とな った。

しか し,ア メ リカの業界 は,こ の不況 をなん とか脱 しよ うとす る懸命 の努 力 を行 な った。

ビ ッグ ・ビジネスの威信 にかけ て巨大 な投資 を続 け てきたGE(Genera]Electric)は ,つ

いに コン ピ ュー タ部 門 を分離 して ハネ ウ ェルの コ ンピ ュ]タ 部 門 と新 会社HIS(Honey-

wellInformat{onSystemsInc .,)社 を設立 した。

これ まで ウォー ル ・ス トリー トの寵児 だ った ソ フ トウ ェア会社 やタイ ム・シコ ア リン グ・
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サー ビス会社 も不況 の影響 を うけ,大 手 のCAI(ComputerApPlicationsInc.)の 破産,

CSC(ComputerSciencesCorp.)の 情報 サ ー ビス部門 コン ビ ュー テ ィケ ッ ト(Computic-

ket)の 業績 不振 に よる整理 な どが相 次い だ。

経費 削減 で逆 に 台頭 してきた のが,各 種 の独立 系専門 会社 であ る。 連邦 政府 が,こ れ ま

で の システ ム一 括 導入 は税金 の無 駄使 いにな り,周 辺機器 は専 門 メー カー か ら別 々に購入

す るべ きだ との方針 を示 した。 これが民 間企業 に も広 まり,プ ラグ ・ツー ・プ ラ グ(Plug-

to-Plug)と 呼 ばれ る互換性 があ り,同 時に イ ンター フ ェー スの整合 す る周辺機器 の販売 は

大 き く伸び た。 また ファ シ リテ ィ ・マネ ジメ ン ト(施 設運 用代行 会社),メ イ ンテ ナンス

会社(保 守専 門代行 会社)さ らに,史 上 初 の コン ピュー タの競売 を開始 した中古 機販売 会

社,サ ー ビス ・ビュー ロー の フランチ ャイ ズ会社 な ど 新 し い タイ プのサー ビス企業 が本

格 的 な活 動 をは じめた。

この業 界 で働 く多 くの スペ シ ャ・リス トに も不況 ムー ドが大 き く響 き,多 くの有 名会社 で

人員整理 が相 次い だ と報 ぜ られ てい る。

一 方,好 況 にあ った ヨー ロ ッパ,日 本市 場 をね ら う米資 系 コン ピ ュー タ ・メー カーの対

外 活動 が活発 にな り,ヨ ー ロ ッパ諸 国 とア メ リカ間の経営主 脳 の人事 交流 もい くつか の企

業 で行 なわ れた。

業界 の積 極策 に呼応 して,政 府 も商務 省 が ゴー ・グロー バル計 画(Go-GrobalProgram)

と銘 打 って各 地 で コン ビ。ユー タ ・シ 。一 を開催,日 本 で も1970年10月 に東 京 ・晴 海の国際

貿 易 セ ンター で,周 辺機 器 メー カー を中心 に 目新 しい企業 と製 品 が紹介 された。

B.Go-Globalプ ロ グ ラ ム

この計 画 の 目的は特定 の アメ リカ製 品の ために海外 にお ける市 場開拓 の チ ャンスを見 い

出 そ うとい うもの であ る。

この政 策 の第1手 段 は まず市場 の状 態 を商務 省 が調査 して業界 に広報 す るこ とであ る。

調 査は在外 の大 使館商務部 が現地 で実 施 したほか,ヨ ー ロッパ,東 南 アジ ア各 国に ミッシ

。ンを派遣 して コンサル テ ィングを実施 し,あ わ せて市 場調査 を行 な った。

この ように して,主 要25カ 国 につい ての市場 規模 を予測 し,さ らに5年 先 まで の成長 性
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第2・15表 ア メ リカ製コンピ ュー タの輸出市 場(予 想)

国 名
1975年 に お

ける輸入額

ア メ リ カ

の シ ェ ア

オ ー ス ト リ ア

約1,000万 ドル
市場規模現在の
約2倍

15%

ベ ル ギ ー 約3,200万 ドル 22%

デ ン マ ー ク 一 20%

フ ィ ン ラ ン ド
2,100万 ドル

(1974年)
25%

フ ラ ン ス
26,400万 ドル

(1974年)
30%

ド イ ツ
15,000万 ドル

(1974年)
一

イ タ リ ア
7,300万 ドル

(1974年)
30%

オ ラ ン ダ

6,500万 ドル(19

74年)全 国内市

場規模 は9,600

万 ドル

約30%

ノ ル ウ,エ ー
2,790万 ドル

(1974年)
一

ス ペ イ ン 5,600万 ドル

(1973年)
28.5%

ス ウ ェ ー デ ン

一
全国内市場規模

は11,200万 ドル

3,000

万 ドル

(1973年)

ス イ
5,700万 ドルス

(1974年)

イ ギ リ ス65,000万 ドル 65%'

ユ ー ゴ ス ラ ビ ア4,500万 .ドル 62%

備 考

ドイ ツ,イ ギ リ ス が ア メ リ カ に 次 ぐ。 中,小 型 コ ン ピ ュ
ー タ ,プ リ ン タ,テ レ プ リ ン タ,OCR,端 末,デ ィ ス

ク ・フ ァ イ ル が 有 望

大 型 コ ン ピ ュ ー タ,キ ー ・テ ー プ 装 置,デ ィ ス ク ・バ ッ

ク ・ ドラ イ ブ,OCR,端 末 装 置 が 有 望

フランスが最大 の輸出国。 あ とにアメ リカ,ド イ ツ,イ

ギ リスが続 く。小型 コン ヒ.ユ一 夕,デ ータ伝送 装置,デ

ィス プレイ装置,デ ィスク ・メモ リーが有望

デ ー タ伝 送 装 置,プ ロ セ ス ・ コ ン ト ロ ー ル ・ シ ス テ ム,

グ ラ フ ィ ッ ク記 憶 検 索 シ ス テ ム,小 型 コ ン ピ ュ ー タ

大型 コンピュータ,OCR,キ ー ・テ ープ装置,ダ イ レ
ク ト・ア クセス記憶装 置が有望。 カス タム ・ソフ トウェ

ア市場(と くに科学技術界 で)も 有望

小型 コン ピュー タ,プ ロセス制御 システム,デ ィスプ レ
イ装置,デ ィス ク ・メモ リーが有 望。標準 ソフ トウェア
・パ ッケージ もよい

大型,小 型 コンピュータ,端 末装置,デ ータ伝送装置,
デ ィス ク ・メモ リーが有望

すべてのサイズのコン ピュータ,デ ィスク ・ファイル、
キー ・テープ装置,デ ー タ端末装置が有望

フランス,ア メ リカの順 で輸入。小型 コン ピュー タ,デ ィ
ス ク ・ドライ ブ,デ ィス ク ・パ ック,磁 気 テープ装置,

デ ータ伝送装置,OCR,磁 気 テープ ・エンコー ダが

有望。特定 ソフ トウェア ・サー ビス もよい

小,中 型 コンピュータ,デ ー タ伝送装置,デ ィスプ レイ

装置,磁 気 テープ ・エンコーダ,デ ィスク ・メモ リーが

有望

小,中 型 コンピュータ,デ ータ伝送装置,デ ィスプ レイ

装置,コ ンピュータ ・タイプセッティング ・システム,
デ ィス ク ・メモ リーが有望

デ ィスプ レイ装置,OCR,端 末 装置,磁 気 テープ記憶

装 置,紙 テープ ・リー ダ,オ フライ ン ・プ リンターが有

望

中型,大 型 コン ピュー タ,大 容量ディス ク,デ ィスク ・
ドライ ブ,デ ー タ伝送装置,CRTデ ィ スプ レイ装置,

情 報蓄積検索 システム,プ ロッタが有望

小,中 型 コン ヒ.ユータ,プ ロセス制御装置,デ ー タ伝送

装置,CRT.デ ィ スプ レイ装置,OCR,パ ンチ ・カ
ー ド装置が有望

。

(注)1. ヨーロッパ諸国にはIBMを 始 めとする米資系子会社の生産工場があり,相 互に域内輸出入をしている。

従って,こ こにかかげられたアメリカのシェアは,ア メリカ本国からの輸出をさしている。

'
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を測 定す るな ど,こ れ を ま とめて報 告書ctElectronicDataProcessingEquipment;Perip-

heralDeviceandSoftwarebyGlobalMarketPromotion,"を 業界 関係者 に無料 で配布 し

た。 なお,こ の報告 書 の 中でア メ リカが コン ピ ュー タの有望 市場 としてあ げてい る14か 国

の状況 は第2・15表 の とお りであ る。 これ には,有 望 商 品お よび選定評 価基準 な どの コメ;`

トがあ る。

この ほか,ア メ リカ商務省 お よび各 国に開設 してあ る トレー ド ・セ ンター が主催 して機

器 展示会 を開催 して い る。商務 省 が直 接実施 した 日本,ベ ルギー,オ ランダな どでの コ ン

ピ ュー タ ・シ ョー では,新 しい周辺機 器 に関心 が集 ま りかな りの成 功 を納 めた。 この よ う

に市場調 査か ら大 がか りな コン ピ ュー タ ・シ 。一,そ して アメ リカの持 つノ ウハ ウを生 か

した ミッシ ョン ・コンサル テ ィン グに至 るまで多角的 な活 動 が行 なわ れた。 これは アメ リ

カの コン ピ ュー タ産 業 が始 ま って以来,業 界 の 自由競争 に まかせ てい た アメ リカ政府 と し

ては 初め ての育 成助成 策 であ った。

C.HISの 成 立

GEが コン ピ ュー ク部 門 を切 り離 し,ハ ネ ウエ ルに吸 収 され,HIS社 二(Honeywelllnfo

rmationSystemsInc.)が 設立 された ことは,1970年 にお ける業 界最大 の 出来事 であ った。

1969年 のは じめ,GEは 市場 占拠率10%を 目標 として新機種 開 発 のxxシ ャン グ リラ計

画ク をス ター トさせ た。

この計 画 の 目的は,新 機種 開発 のマ スター ・フ。ランを作成 す る ことで あ り,原 案はAか

らHま で の8機 種 の フ ァ ミリー ・シ リー ズ,端 末 コンピ ュー タか らスー パー ・コン ピ ュー

ク まで をふ くむ× がか りな ものであ った。 マスター ・プ ラン作成 中に無線通信 能 力を備 え

たCRTタ ー ミナルや速記用 キー ボー ドを持 った端 末機 とい った特殊 な システ ム も検 討 さ

れ た といわ れてい る。 機器 の概要 と生 産 開発分担 な どは第2・16表 の通 りであ る。

この うちのGとHめ スーパー ・コン ピ ュー タは マスタ ー ・プ ランでは十 分に煮 つめ られ

ず結 局最終 的な形 態は漠然 とした ま まにな ってい る。E/Fシ ス テムは,HIS社 が1971

年2月 に発表 した新 機種H-6000シ リー ズであ る。
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第2・16表 シャングリラ計画の開発計画概要

モ デル

A

B/C

D

E/F

G/H

対 応 機 種

タ ー ミ ナ ル

360/20●1130

360/50

360/65～85

ス ー パ ー ・ コ ン ピ ュ ー タ

レンタル料

(千 ドル)

0.5～1.3

1.3～5

4～15

40～200

200以 上

担 当

'
?

イタ リアGE

ブ ルGE

GEフ ェニ ッ クス

?

備 考

MOS回 路採用

改良型TTL

中 心 機 種
改良型TTL

ECL回 路

この シ ャン グ リラ計 画 で最 も重要 であ ったのはNSS(NetworkServiceSupPlement)

と言わ れ る計 画で,巨 大 な情報 ネ ッ トワー クの 中にAか らHま でのすべて の機器 がつな が

り,ユ ーザー は まず ター ミナル を購入 し順 次上位 の シス テムを使用 でき るよ うに とい う も

の であ った。

この ような シ ャン グ リラ計 画 を実行 に うつす ためにGEは,最 底6～7年 に わた り4.5

～5億 ドル(1,620～1,800億 口)を 投 資せ ねば な らな い。

しか し,シ ャング リラ計 画 の マスター ・フ。ランが4カ 月にわ た って完全 に分析 され た結

果,GEの 幹部 は,今 後 と も巨大 な資金 をつ ぎ込 む ことは得 策 でない と判 断 して1970年3

月,コ ン ピ ュー タ部 門 の切 り離 しを決定 した。

GEが 交 渉 に選 ん だ相手 は ゼ ロ ックス社,CDCな どであ ったが,結 局 はハ ネ ウエル社

に決 ま った。 ハネ ウエルのGE吸 収 の利 益 は,ま ず業 界第2位 の座 を確実 にね らえ るよ う

にな った こと,つ ぎに海外 市場 中で もブルGEを 中心に2万 名 に近 い従 業員 を傘下 に納 め

ヨー ロ ッパに 固い地 歩 を築い た こと.?さ らにGEが 全 勢力 を注い だ新機 種 開発 をすべ て手

中に納 めた ことであ る。

D.コ ン ピ ュ ー タ 本 体(メ イ ン ア レー ム)

_、!

ADLが 警 鐘 を発 した よ うに,ア メ リカ国 内 の コ ン ピ ュー タ 出荷 は 大 幅 減 少 した 。

IDC(lnternationalDataCorp.)の1970∠ 年10月 ,に行 な ρた 調 査 結 果 に よ れ ば,ア メ

『リカ国 内}こ
、お け る コ ン ピ ュー タ,出荷 額 は44億 ドル(1兆5,840億F[])と1969年 の48億 ドル
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(1兆6,080億 円)を8%強 下 回 る結 果 とな った。 しか し,米 資 系 コン ピ ュー タ ・メー カ

ー が海外市 場 をふ くむ国 際市場全 域に 出荷 した実績は第2・17表 の とお り,73億 ドル(2.63

兆 田)に 達 し,結 果 的には前年 比4%増 を維持 した。

この結 果,海 外市場 に対 す る依 存率は38%に 達 し金 額 的に も29億 ドル(1兆 口)と 大 き

な ものにな った。 これは1969年 に比べ る と40%大 幅な増 加 である。

第2・17表1970年 の世界市場への米資系コンピュータ出荷実績

会 社 名 ぽ 醗,剰 暢 シェア

IBM

HIS

バ ローズ

ユニバ ック

NCR

RCA

CDC

DEC

XPS

その他

4,775

650

470

390

310

240

220

100

60

90

65.4%

8.9

6.4

5.3

4.3

3.3

3.0

1.4

0.8

1.2

合 計 7,305 100%

(注)HIS=HoneywellInformationSystems

DEC=DigitalEquipmentCorp

XDS=XeroxDateSystems

出 所:IDC1970年10月 調 査

一 方 アメ リカ国 内市 場 に も好材料 が全 くないわ けではな か った。 それ は 旧型機械 撤去率

の低下 であ る。 この現象 はIBMを は じめ とした3.5世 代 機 な どめ新機種発表 が,従 来 の

第3世 代機 との互換 性 を打ち 出 した こ とか ら買換 え ではな しに,'買 増 し(追 加)に な った

こ と,し か も不況 に よ ってユー ザー が既 存機種 の コス ト・パー フ ォー マ ンス向上 を意識 し

て周 辺機 器お よび ソフ トウ ェアな どの購入 し始 めた こ とな どに よる もの と見 られてい る。

これ に よ り,1970年 末現在 でア メIJカ に設置 され,実 稼 動 中の コ ンピ ュー タ ・システ ムは

売 価換 算で254億 ドノレ(9兆1,440億 口)と 前年 同時 点の219億 ドル(7兆8,840億 口)に 比

べ16%の 伸 びを余 した。

メ一 刀一 別 では,第2・17表 にみ る通 りHISが2位 に躍 進 し,ま たバ ロー ズ,NCRな

ど出遅 れてい たメー カーがDEcbミ ニ ・コン ピュー タと ともに大幅 な伸長 を示 した。X
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DS,CDC,ユ ニパ ック社 は1969年 度 と比 較 して出荷 水準 が落ちて い る。

アメ リカ商務省 は,1971年 の コン ピ ュ一一タの 出荷水 準 が70年 に比べ て15%伸 び るであ ろ

うと予測 して い る。1970年 の この業界 の業績 不振 の原 因は,ひ とつに は アメ リカ経済 の景

気 後 退 を反映 してい る とと もに,1970年 夏か ら秋 にか けて3.5世 代 機 が矢継 ぎ早や に発 表

された。'第3世 代機 の買控 え傾 向 があ らわ れた ため であ る と思 われ る。

しか しな が ら1971年 中頃 か らは早 くも3.5世 代 機 の出荷 が始 ま り,急 激 な業 績 の回復 が

期 待 されて い る。 それは従来 新機種 の発表 か ら実際 の出荷 までには18カ 月か ら24カ 月の期

間が必要 で あ った が,発 表 と出開荷 始 時期 の ズ レを大 幅 に短 縮 す る努 力が払 わ れたた めで

あ る。IBMは システ ム370だ けで も今後3か 年 間 に100億 ドル(3・6兆 口)の 売上 げを期

待 し,さ らに370/135,125と い う機種 が ユー ザー の要求 に あえば,現 在 で も3万 セ ッ ト

強 の買換 え需 要 があ る と推 定 してい る。

これ に と もな って メ一一カ一 間の競合 が 当然 激化 す る と考 え られ る。HISは す でに売 り

上 げ高10億 ドルの大台 をめ ざして2位 の座 を確 保 す るのに必死 であ る。RCAも 新 シ リー

ズを発表 し,受 注残 で20%増 とい う成 功 を収 め てい る。 これ にユ ニパ ック,CDC・ バ ロ

・一 スを加 えて2位 争 いは ます ます激 烈に な ってい る。

E.ミ ニ ・ コ ン ピ ュ ー タ

汎 用 コ ン ピ ュー タの 不 振 を よ そ に,ミ ニ ・コ ン ピ ュー タの 業 界 は30%と い う高 度 成 長 を

1970年 も記 録 した。 ミニ ・コ ン ピ ュrタ の 年 間 売 上 高 は1967年 の2,500万 ドル(90億 円)か

ら1970年 の2.5億 ドル(9QO億 口)へ と3年 で10倍 に 急 伸 長 し,こ の 市 場 に75社 が 相 次 い で 進

出 した。

1970年 に はIBMも こ の市 場 に 進 出 し て き た 。 ミニ ・コ ン ピ ュー タ市 場 で は1957年 に 小

さな メ イ ル ・オ ー ダー の電 子 機 器 メ ー カー と し て ス ター トし たDEC(DigitalEquipment

Corp.)で,1970年 に は,こ の 市 場 の ほ ぼ50%を 占 め,1.35億 ドル(486億 円)を 売 上 げ て

い る。30%は ビ ュー レ ッ ト ・パ ッカ ー ド(Hewlett・PackrdCo.)バ リア ジ(VarianData

MachinesInc.),HIS,デ ー タ ・ゼ ネ ラル(DataGeneralCorp.)社 な ど主 要 数 社 が 占

め,残 りは 中小 メ ー カー が 争 って い る。
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ミニ ・コ ンピ ュー タ市場 で もDECの"ミ ニ ・ペ リフ ェラル"(ミ ニ ・コ ンピ ュー タ専用

周辺機器)の 出現に よ り汎用 コン ピュー タの市 場構造 の歴 史的経過 と同 じような過程 をた

ど りつ つ ある。 これ までの ように本体 のみ を作 って ソフ トウ ェア もペ リフ ェル もない まま

で売 るこ とは 困難 にな って きた。

ミニ ・コ ンピ ュー タ業界 は,1975年 度 には10億 ドル(3,600億 四)を 目 ざして企業 も体 制

整備 が要求 され てい る。

F.周 辺機器

経 済不況 下 に,コ ンピ ュー タ ・ユー ザー が コン ピュー タ運用 コス トの 引 き下 げに大 きな

関 心 を もち,周 辺機器 の導入,整 備 をは か ったが独立 系周辺機器 メー カーに幸 い した。

これ らの業者 はIBMな どの システム業者 よ り15720%方 安 い料金 で機器 をユー ザー に

提供 した。 このため,1970年 におけ る周辺機器 の 出荷は 前年 よ り30%上 昇 し,総 額5億 ド

ル(205億 田)の 売上 げがあ5た もの と推 定 され る。

BusinessWeek誌 は1971年1月2日 号 で 「独立 系周 辺機器 メー カー が初め て潤 った」 と

して内情 を紹介 し,と くに磁 気デ ィス ク機器 は プ ラグ ・ツー ・プ ラグ ・システムの整備 に

よ って最 も大 きい伸 びを示 した と してい る。

このため,新 し く進 出 した メモ レックス社,テ レ ックス社 の流通ルー トに乗 せたイ ンフ

ォメー シ 。ン ・ス トレー ジ ・システム社,資 本参 加 に よ って傘下 に デ ィス ク ・メー カー を

吸収 した カル コン プ社 な どが大 きな業績 の伸長 をみ た としている。

一 方IDCに よれ ば7t1970年 の磁気 デ ィス ク機器市場 は,専 門 メー カーが13%の 市場 占

有率 を確 保(大 型 シス テムでは3%)し た としてい る。 同 じような独立 系専門 メー カーの

進 出に つい ての調査 は コン ピ ュー タ専 門週刊誌C・r・ipute・W・ ・ldで も1971年1・ 月に行 な

っ た 。

'これは1
,5SO社 のユーザ;を 対象 に行 なわ れた もの で,・この うち25～30%の ユーザー が

専門 メー カー製 周 辺機器 を導入 し,今 後5年 間に この比率 は2倍 にな るだろ う・とい う。

1独 立 系 周辺機器 メー カーの市場 占有 率 が大 きい分 野は デー タ記録機器 ,プ ロ ッタ■,C

OM(ComputerOutputMicrofilm)で 部 門別 占有率 は次 の通 りである。L'・ ・
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第2・18表 専 門メーカー別周辺機器比率

周 辺 機 器 別

キ ー ・ツ ー ・テ ー プ 機 器

OCR(光 学文字読取装置)

データ収集装置

IBMコ ンパチブル2311デ ィ スク
ス ピン ドル

IBMコ ンパチブル2314デ ィ スク
ス ピン ドル

IBMコ ンパチ ビル磁気 テープ

ラ イ ン ・プ リ ン タ ー

プ ロ ッ タ ー

COM

音声応答装置

CRTタ ー ミナル

ATTとIBM以 外 の

タイ プライター

その他の端末装置

%

60

35

40

5

0

4

2

100

90

1

7

7

3

2.ア メ リカ合衆 国の情報処理 ・提供 サー ビス

お よび関連産 業 の動 向

A.概 況

アメ リカ合 衆 国の 情報 処理 お よび情報 提供 サー ビス,さ らに コン ピュー タ関連産 業 につ

い ては,1970年 は話題 の多い年 であ った。

'1969年 以前 には
,情 報処理 サー ビス とい えば,バ ッチ処理 サー ビスに よる計 算受託 を 中

心 としたサー ビス ・ビ ュー ロー(Service-Bureau)業 を さしていた が,1969年 末か らス ター

ト'した商用 タ イム ・シェア リング ・サー ビス(CommercialTimeSharingService)が,オ

ン ライ ンに よるマ シン ・パ ワー の販 売 サー ビス として新 し く参 加 した。 しか し,1960年 代
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の タ イ ム ・シ ェア リン グ ・サ ー ビ ス は ほ とん どGE265,XDS940な ど を 中心 と した 中

型 機 に よ る科 学 技 術 計 算 サ ー ビ スに 限 られ て い た。1969年 ご ろ か ら各 セ ンタ ー は 競 って 大

型 機(Univac1108,CDC6000シ リー ズ,GE635,IBM360/67な ど)の 導 入 を 開 始

した 。

こ の よ うに大 型 機 の 導入 は 巨大 な 資 本 投 下 を必 要 と し,い わ ゆ る大 企 業 の進 出 が 本 格 化

した 。 情 報 処 理 サー ビ ス 業 が 提 供 す る サ ー ビ ス内 容 は大 型 機 の 能 力 を フル に生 か した バ ッ

チ 処 理,リ モ ー ト ・バ ッチ 処 理,オ ン ライ ン ・ リア ル タ イ ム,タ イ ム ・シ ェ ア リン グ処 理

と3つ の方 式 を結 合 す る もの とな った。

この よ うに して,1970年 代 に 入 って サ ー ビ ス ・ビ ュー ロー と タ イ ム ・シ ェア リン グ ・サ ー

ビ ス会 社 の 相 違 を 明 確 に 区 別 す る こ とが難 し くな り,総 合 ユ ー テ ィ リテ ィ情 報 サ ー ビ ス と

で もい うべ き業 種 が 生 まれ つ つ あ る。 コ ン ピ ュー タ・メ ー カ ー ではGEが タ イ ム ・シ ェ ア リ

ン グ ・ネ ッ トワー ク,IBMが 子 会社 のSBC(ServiceBureauCorp.),CDCがCybernet.

RCA,ハ ネ ウエ ル な どが 独 自の ナ シ 。ナ ル ・ネ ッ トワー クを建 設 中 で あ る。

こ れ に ソ フ トウ ェア 会 社 のCSC,サ ー ビス ・ビ ュー ロー一のUSS(]UniversityCom

putingCo.,)リ ー ス 会 社 の リア ス コ社 な どが 加 わ り,1970年 に は マ グ ドネ ル ・ダ グ ラス ・

オ ー トメ ー シ ョン(McDonnellDouglasAutomation)や ボ ー イ ン グ ・コ ン ピ ュー タ ・サ

ー ビ ス(BoeingComputerService)な ど の ユ ー ザ ー の大 手 が進 出 して きて い る。

こ の うち,CSCな どは ソ フ トウ ェア業 な どの 本 業 を土 台 と して,経 営 の 多 角 化 を は か

ろ う と進 出 を は か り,一 方 マ ク ドネ ル な どユ ー ザ ー 筋 か らの 進 出は,い わ ゆ るス ピ ン ・ア;

ウ ト(SpinOut)一 コ ン ピ ュー タ部 門 の分 離 独 立 一 と い う考 え方 に よ る もの で あ る。

1970年 に 超 大 型 の サ ー ビ ス ・セ ン ター と して 設 立 さ れ た マ グ ドネ ル の場 合 な どは 次 の よ

うな 経 過 を た ど って い る。

・1960年 一 マ グ ドネ ル ・オ ー・一トメ ー シ ョン(McDonnellAutomationCompany)が 創 立 さ

れ た。 要 員253名,導 入 機 器 設 置 額700万 ドル(25億2,000万 円)・L

・1969年 一 要 員1 ,525名 に 増 加,導 入 設 置 金 額 は4,700万 ドル169億2,000万 田),年 商3,700

万 ドル(133億2,000万N)と な る。

・1970年 一 マ グ ドネ ル ・ダ グ ラス ・オー トメ ー シ 。ン社 を創 立 した 。 これ は 親 会社 の 合 併

に 影 響 さ れ た もの で,要 員3,000名 以 上,導 入 機 器 は金 額 で1億2,500万 ドル(450億 国)・
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1971年 の年 商は1億 ドル(360億 四)を 超 え る予定。

この よ うに年 商1億 ドルの大 台に乗 った独立 系 の専 門 サー ビス ・ビ ュー ロー はCSCが

1969年 度 に1億 ドル を若干 オー バー した以外 にない。親 企業 か らの分離 の場合,従 来 のユ

ー ザー として の ノ ウハ ウに加 え,機 器;要 員面 で も恵 まれて お り,一 躍× 規模 サー ビス ・

ビ ュー ロー と して登 場 す るケースが多 い。 分 離 のひ とつの理 由は アメ リカ経済 の不況 に影

響 され て企業(ユ ー ザー)が 高騰 す るコ ンピ ュー タ ・オペ レー シ 。ン ・コス:トを合理 化す

ると同時に,投 資 の仕方次第 では十 分に成長 し うるとい う成算 が あ って行 なわれ た もの で

あ る。

この業界は 企業形 態 の上 か ら も業務 内容 か らみて も多 彩化 して成熟 しつつあ る。 その 中

で主 な業務 と企 業形 態をあ げ よう。

・フ ァシ リテ ィ ・マネ ジメ ン ト(FacilityManagement)一 、貴 社 の コ ンピ ュー タ ・セン

ターを そ っ くりその ま ま請 負 って業務 の運 用 を代 行 しますク とい う仕事,つ ま り,高 水

準 の要員確 保 とコン ピ ュー タの高 度利用 が コス トどの関連 で問題 とな ってきた こ とに よ

り,専 門家 へ の全面 委託 とい う形 で生 まれた もの であ る。

・フランチ ャイ ズ ・サ ー ビス(FranchiseServiceBureau)一 地 域 を きめて,そ こにあ る

契 約 セ ンタ ーに経 営,技 術,要 員 訓練な ど一 切 の ノ ウハ ウを供 与 して フランチ ャイ ズ料

を徴収 す る。 この形態 の業務 はWUCU社(WesternUnionComputerUtiiity)の ほ か

に新規 進 出会社 をふ くめ増 加 中であ る。

・メ ンテ ナンス専 門会社(ThirdPartyMaintenanceService)一 ミニ ・コン ピ ュー タ,周

辺機器 の個 別販売 が多 くな った ために 出て きた保 守専 門会社 で,RCAメ イ ンテナ ンス

な ど歴史 の あ る企 業 のほか に コンマ社(Comma)の ように リー ス会社 の機器 をすべ て保

守 す るな ど特色 のあ る会社 もある。

・中古 コン ピ ュー タ会社 一1970年 に初 めて中古『コン ピ ュー タの競 売 が行なわ れた ように ,

第3世 代機 が中古 市場 に登 場 しは じめ中古 コ ンピ ュー タの取 引 きの急増 が予想 され てい

る。

・各種 タイ ム ・シ ェア リン グ ・サー ビスー大 型機 の マ シン ・タ イムを買 ってユーザー に売

るタイ ム ・ リセー ラーや,不 特定多数 の ユーザー が気軽 た立 ち寄 って端 末機器 を利 用 す

る ウ ォー ク ・イン(Walk-in)タ イ ム ・シ ェア リン グ ・セ ンタ ーな ど種 々の形態 があ る。
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・各 種 コ ン ビ三 一 タ業 界 調 査 出版 会 社 一 急 速 に 拡 大 し
,変 容 す る コ ン ピ ュー タ業 界 の動 向

を捉 え る調 査 会 社 が増 加 して い る。ADL(ArthurD.Little)と か デ ィー ボ ル ト(Diebold),

ア ウ エ ル バ ッハ(Auerbach)な ど に 加 え てPredicast,IDC,カ ン タ ム ・サ イ エ ン ス社

(9uantamScience)な どi新進 の 中堅 会 社 が 活 躍 し て い る。'

B.ソ フ トウェア会社 一 危険負担 をふ くんだ成長

IDC社 の調 査 に よれ ば,1970年 にお け るソ フ トウ ェア産業の総売 上 げ高は,前 年 に比

べ20%の 伸 び率 で5億3 ,500万 ドル(1,926億 田)と 掛定 され る。 この成長 率は,ほ か のコ

ン ピ ュー タ関連 産業 に比べ て高 く,表 面上 は何 の問題 もない よ うにみえ る。,.、

しか し,1970年 には1969年 の65%と い う成長率 に比べ ると著 し く落 ちてお り,過 去 に急

速な成長をとげてきたソフ トウェア会社 に暗い影 を投げかける事件がい くつか発生 レた。

ビジネス ・ウイー ク誌 は,1970年6月20日 号 で この問題 を取 り上 げた。 同誌 は ソフ トウ

ェア産 業 が・・一－L般経済界 の注 目を集 め る までに成長 し,こ こ2年 間ばか りウ ォー ル ・ス トリ

ー トの寵 児 と して一 般投資 家の投資 欲 を さそ った その実 態が何 か を指摘 したの であ る
。

第2・19表 は 同誌 に掲載 され たデー タであ るが,そ れに よるとい ままで急成長 を続 け きた

ソ フ トウ ェアの 中で,大 手会社 の業績 の悪化 が 目立 ってい る。

第2・19表 大手ソフトウェア会社の経営状況の推移
単位:1,000ド ル

売 上 高 純 利 益
ソ アAフ ト ウ ェ= 社 名

1 9681 1 969 1 9 681 ・1 9 69

Computer.ApPlication $ 38,174 $ 41,914 $ 609 △$ 10,077

InformatiCS 11,548 19,070 561 △ 4,243

ComputerUsage 13,609 11,466 △ 432 △ 1,537

AppliedDataResearch 4,775 6,151 353 104

ComputerSciencesCorp. 82,010 108,062 7,190 5,260

Computing&SoftwareInc. 53,377 64,420 2,687 4,155

Plan且ingResearchCorp. 49,988 57,203 2,331 2,901
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7社 中5社 は,赤 字,も し くは著 し く利益 が減少 し,と くにCSC(ComputerScienes

Corp.)も 業界 トップの企業 と して年 商 を1億 ドルの大 台 に乗 せた が,利 益率 は8.7%か ら

4.8%と ほぼ半分 に低下 した。CSIとPRCは 利益 率 が各 々5%か ら6・4%・4・6%か ら

5%若 干では あが る上 昇 した。'

イ ンステ ィチ ュー シ ョナル ・^インベ スタ一諾(InstitutionalInvestor1970年3月 号)に

よれば,ソ フ トウ ェア会社 が一 定 の規模 に達 す ると コス トがか さみ,多 くの障 害 が出 て く

るとい う。

これに よれば,そ の 臨界水 準 は従 業員500名 か ら1,000名 の範 囲にあ る。 この水準 に達 す

る と,財 政 的に も,人 材 の面 か ら も全 く異質 の問題 が出現 す る。 す なわ ち,当 初 コンピ ュ

ー タ ・スペ シ ャ リス トが集 ま って出発 した同志 的企業 は,株 を公開 し,証 券界 に もてはや

されて急成長 を とげ る。 しか しこうして急膨張 した企 業 を設立者 であ るスペ シ ャ リス トが

経営者 として維 持 してい くことは難 し く,他 方仕事 に魅 力を戚 じて集 ってきた人材は大 き

な会社 の歯 車 のひ とつ にな るこ どを嫌 って核 分裂 を起 し,中 小の ソ フ トウ ェア会社 をつ く

る傾 向 があ る。 この よ うに してソ フ トウ ェア業界 では,年 間30%も の従業員 が入 れ替 るこ

とす らあ る といわれ てい る。

従 業員1,000人,年 商数千 万 ドル とい う中堅会社 を維 持 してい くた めには,ソ フ トウ ェ

アの請 負 い業務 だけ では非 常 に困難 に な り,マ ス ・セール ス を図 るた めに専 売権付 き ソフ

トウ ェア(proprietarySoftware)を 販売 した り,計 算 セ ンターが商用 タイ ム ・シ ェア リン

グ ・サー ビス,情 報 提供 サー ビスな どに進 出 して多角経 営化 を図 る傾 向 があ る。

しか し,こ れ らの分野 は,い ずれ も単純 な ソ フ トウ ェア請 負い業 に比べ れば必要投下 資

本 も大 き く,危 険 負担 も大 きい。

その典型 的な例 がCAI(ComputerApPlicationsInc.)の 倒産 であ った。 同社 は1968年

決 算 で売上 高4,280万 ドル(154億 国)と トッフ。のCSCに 次 ぐ地位 で あ ったが,1969年 度

決算(9月 末)で は1,010万 ドル(36億3,600万 口)の 赤字 を計 上,さ らに1970年6月 末 ま

での9カ 月間 で も売上 げ高2,200万 ドル(79億2,000万 円)に 対 して損失 が1,430万 ドル

(51億4,800万 田)と な った。'

CAI社 は1970年10月2日 破産法 に基 ず く再建 を ニ ュー ヨー ク連 邦裁 判所 に 申請 したが

却下 された。 同社 の倒 産時 たお ける資産 内容 は,総 資 産1,290万 ドル(46億4,400万 口),
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流動 負債740万 ドル(26億6,400万F[1),長 期 負債(ほ とん どが転換社 債)が1,890万 ドル

(68億400万 口)で あ った。

同社 が急速 に凋落 した直 接 の原 因は,1969年4月 にCAI社 が81%株 を所 有 していた子

会社 ス ピー デ一夕社(SpeadataInc.)(雑 貨,ス ー パー マケ ッ ト向けの販売,マ ー ケテ ィ

ン グ情報 の提供 サー ビス)が 倒産 し,投 資資金1,600万 ・ドル(57億6,000万 口)が 回収 で き

な か った か らであ った。

CSC社 は オ ン ライ ン ・サー ビス として 同社 が提供 して い る コン ピ ュテ ィケ ッ トが利益

を生 む に至 る までには かな りの追加投資 が必要 であ るとの判 断か らコン ビ。ユテ ィケ ットを

整理 した。CSC社 のの場 合は,こ の影響 が母体 まで波 及 す るには至 らず,逆 に商用 タイ

ム ・シ ェア リン グ ・サー ビスのイ ン フ ォネ ッ ト(Infonet)に1億 ドル(360億 円)を 投資

す る ことにな った。

Infonetは1972年 まで に20セ ッ トのユ ニパ ック1,108を 全 米 に配 置 し,1975年 までにはd

SCの 収入 の3分 の1(総 収 入 は6億 ドル を予測)を 占め る大 黒柱 にな る といわれ ている。

この よ うに ソ フ トウ ェア会社 も規模 の拡大 に際 しては危険 負担 の大 きい仕事 を併存 させ

ね ばな らず,ソ フ トウ ェア作成 とのバ ランスが問題 とされて い る。

シン クタ ン クに近 い フ。ロ フェ ッシ 。ナル ・サーkビスを売 りものに してい るPRC(Plan・

ningReseachCorp.従 業 員2,600名)はIRC(lnternationalReservationCorp.)と い う

情報 提供 サー ビス業 を創業 したが,顧 客 に ハ ワー ド・ジ ョンソン ・チ ェー ンな どしっか り

した会社 と長 期契 約に成 功 してい る。

C&S(Computer&Software)社 は利益 が1970年 度 に30%も 伸 びた が,ダ イ レク ト ・

メー ル とコン ピュー タを結 びつ けた業務 や,ク レジ ッ ト情報 リポー テ ィン グな ど着実 に利

益 をあ げてい る。

ソフ トウ ェア産 業 の将来 につい て,IBMを は じめ としたメー カーの価格 分離政策 は,

長 期 的 にみれ ばソ フ トウ ェア会社 の伸 びに対 して好材料 を提供 す る との見 方が強 い。表

は社長 バ ウアー(WalterF.Bauer)博 士 が公表 した もの であ る。

これは,InformaticsInc.がUCLA(カ リフ ォル ニア大 学 ロサ ンゼ ルス校)と 共 同で

毎年 開催 してい る恒例 の シ ンポ ジ ウムで1970年8月 発表 した もの で,同 表 に よれ ば1970年

の50億 ドル(1.8兆 国)か ら10年 間に150億 ドル と3倍 に増 加 し,こ の 中で外部 の専 門企業
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の 占め る シ ェアは8%か ら50%に 増加 す る と推 定 してい る。

第2・20表 ソフ トウェア商品化とその市$規 模 単位:100万 ドル

ソフ トウェア ・パ ッケージ(ソ フ トウェア会社)

同 上(コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー)

カ ス タ ム(専 用)ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 購 入 合 計

メ ー カ ー か ら の 無 料 提 供

社 内 ソ フ ト ウ ェ ア 投 資

計

1970

40(0・8)

10(O.2)

350(7)'

400(8)

300(6)

4,300(86)

5,000(100%)

1975

1,000(10)

1,000(10)

1,400(14)

3,400(34)

400(4)

6,200(62)

10,000(100%)

1980

3,000(20)

2,000(13)

2,500(17)

7,500(50)

500(3.4)

7,000(46.6)

15,000(100%)

C.大 資 本 の進 出 に寡 占 化 す る タ イ ム ・シェ ア リング ・サー ビ ス

1970・年に入 って経 済不況 の あお りを うけ タイ ム ・シ ェア リン グ ・サー ビス業 の中の 中小

業 者 お よそ20社 が事 業 を中止 した。 またGEやITTの よ うな大手 で も一 部 の事業 を整理

した。 この業界 で はす でに大資 本 に よる市場 制 覇がは っき りした形 を取 りつつ ある。 ホ フ

マ ン.エ レク トロニ クス社(HoffmanElectronicsCorp.)の キ ン ト・(M・J・Ωuint)な ど4氏

が1970年8月 のWESCON(WesternElectronicShowandConvention)で 発表 した論 文に

よれば,将 来 は10～12社 の× 手企業 に よ って寡 占市 場 が作 られ るだろ うといわれ てい る。

これ まで タイ ム シ ェア リン グ市場 は,GEが40%」 つい でSBCが17～18%の シ ェアを

占め,さ らに独立 系 の5社 が続V・て きた。 しか し,1970年 ごろか ら大 手 の各 種企業 が この

市場 に割 り込 み をはか 。てお り,こ れが実働 に入 る・972～73年 ごろ↓こは市場 の様 相i詮

く変 るこ とにな ろ う とみ られ てい る。

た とえば,CDCは2年 間 で5,000万 ドル(180億Pl),C'SCは1億 ドル(360億 円),

、、ネ ウ 。、レが5,500万 ド・レ(・90億 口)の 投資 を行な ・た のを筆頭1こ・UCC(U・ive「eity

C。m。ti。gC。.)WU(W・ ・…nU・i・n),リ ア ス ・,(LEASCO)U・it・dUtilili・ ・s

XDSな どが 巨大 な投資 を行 ないつ つあ る。 この ような動 きは,① 通信衛 星 を利用 した国
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際 的な規模 へ の拡大,② バ ッチ処理,リ モー ト・バ ッチ,そ して タイ ム ・シ ェア リン グ ・

サー ビスまで をふ くん だ完全 な ユー テ ィ.リテ ィを目 ざす システムの出現,③ マイ クロウ ェ

ー ブの利用 な ど事業 内容 の高 度化 な どに関連 してあ らわれた ものであ る
。

この よ うに大 資本 に よ らなけ れば情報処理 サー ビス業 の遂 行 が困難 にな ってきた が,反

面 この よ うな大資 本 の寡 占化 とは逆 に,小 廻 りのき く小企業 の進 出 も活 発 にな った。

・セー ル ス特約店 －Call-A-Computerな どが実施 してい る方法 で
,セ ー ル スマ ン不足 を

補 うため市場 開発 の代理 店 制度 をス ター トさせ た。

・タイ ム ・ブロー カー一 商用 タイ ム ・シ ェア リング会社 と契約 を結 び ター ミナルを リー

ス し・ 不特定多 数 の客 に1分 間25セ ン トか ら50セ ン トの料金 でそれ を使 わ せてい る。 こ

の例 と して ニ ュー ヨー クに ウ ォー ク ・イ ン(Walk-ln)ス タイル と 称 して 営業 してい る

TBI(TimeBrokers,lnc.)な どがあ る。

・タ イム ・リセ ラー(時 間再販業者)バ ッジ中心 のセ ンター
,も しくは 中小型機 しか

持 たぬ セ ンター が×型 機 の タイ ム ・シ ェア リング ・セ ンター と契 約 して再販す るもので

CDCのCybernetやMcDonnelが 行な っている。HIS社 は このCDCと 販売契 約 を

結 んで,ハ ネ ウ ェルの小型 コン ピュー タのユーザー がCDC6000を 使 え る ように した。

この ように,商 用 タイ ム ・シェア リン グ・サー ビスは,急 増 が見 込 まれて い る。コ ンピ ュ

ー タ産 業調 査 の専 門会社 であ るサ ム ソン社(SamsonScience)1970年6月 に実施 した調査

に よれば,1973年 までは科 学技術計 算 が伸 び,年 商4億 ドル(1,440億 国)の レベ ル に達 す

るが,そ の 後 は 停滞 し,代 って ビジネス ・ア ブ。リケー シ.ン と して在 庫 管理,請 求書発

行,服 務 分析 とい った計 算 サー ビスが大 幅 に伸び,1970年 の2,000万 ドル(72億 口)が1975

年 には9億 ドル(3,240億m) .に な る と予想 され てい る。

現在 事務計 算 サー ビス分野は キー ・デー タ社,ア レン ・バ ブコ ック社 な ど数社 をかぞえ

るのみ であ るが,今 後は かな りの大手 が進 出す るだろ うとみ られ る。

D.本 格化 する情報提供 サー ビス業

データを収集 し,蓄 積 ・整理 し,さ らに第3者 が利用 し易いような形に編集 した情報を

提供する情報提供サー ビス業が,ひ とつの確立 された事業 として認め られるようにな った
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第2・21表 情報提供サービス業の内容

<定 義〉 政 府 関 係1<麟 の醐>1賄 情報サー・・会

次

加

工

情

報

(A)

次

加

工

情

報

(B)

次

加

工

情

報

(C)

情報発 生媒体 に対 し,直 接 ア

ンケー トも しくは調査作業 を

行 な うこ とによ り,収 集 され

た原始 データをい う。

各種の一次加工情報(場 合に

よっては二次,三次加工情報)

を収集 し,こ れに分析作業を

加えて作 られた情報。

このほとんどが,業 界誌,ビ

ジネス誌などの形式でユーザ

ーに対 して周期的にサービス

されている。

情報対象が明確に絞 られ,一

次,二 次加工情報(場 合によ

っては三次加工情報)を 収集

し,こ れに高度な分類,整 理,

分析作業が加えられたもの。

・人 口動態統計 データ

・輸 出入 データ

・鉱工業生産 デー タ

・軍事統計 デー タ

・
.農業統計 デー タ

・各種年鑑

・白書類

・一般経済統計情報

(予測データも含む)
・海外経済統計データ

・就業動態統計 データ

・生産物流通データ

・輸送データ

・企業信用情報

・企業財務報告情報

・消費者動向調査情報

・消費者信用調査情報

・株式情報

・投資分析情報

・各種業界新聞,雑 誌

・調査 ・コンサル タン

ト会社 の特定 マーケ

ッ トもしくは技術動

向調査

・金融
,化 学 など各種

備査 むけ特定動向予

調調査

'・新 聞社 の記事情 報イ

ンァ ックス ・サー ビ
ス

・各種論文 ,著 者 のア
ブス トラク トサー ビ
ス

出 所:1969年10月 プ レデ ィキ ャ ス ト社 資 料

のは,ア メ リカにおい て も ご く最 近 の ことであ る。

これはあ る意 味 では工 業製 品を作 り上 げ るときに原材料 か ら最終製 品 に仕立 て上 げる フ。

ロセスに酷似 してい る。 アメ リカ では,こ れを ビジネス ・イ ン フォメー シ 。ン ・サー ビス

として捉 え,情 報 を ソー ス ・デー タ(原 資 料)の 形 で提供 す る第1次 加 工情報 まで分類 し

てい る。(第2・21表)

一 方提 供 方法 か らみ ると
,マ イ クロ ・フォー ム,コ ン ピ ュー タ ・ア クゼ ス ・フォー ムそ

してオ ンライ ン ・デ一一タ ・バ ンクとい う形 であ る。第1の マイ クロ ・フォー ムは フ ィル'A

に情報 を蓄積 し,専 用 の検 索機械 とビ ュー アー で読 み取 る ことが でき る。 この市場 は プレ



A〈 一次加工情報〉

情 報 サ ー ビ ス 機 関

☆政府関係

○商務省

○企業経済局

(OfficeofBusinessEconomics)

○ 統計 局

○産業,国 防サー ビス庁

サ ビ ス 情 報 の 種 類

GNP(国 民総生産統計,産 業連関データ,経 済動向分析,年 間産業投資データ

産業投資経済モデルなど。
-6つ の分野の情報を扱 う一

(1)小売およびサービス業に関する情報一 特定地区で特定業種の小売業について
調査データ,す なわち小売商品の在庫動向,

売上高推移など。サービス業については,サ
ー ビス事業の種類,売 上高推定データなど。

②住宅建設情報 一 新建築データ,住 居変動情報,住 宅産業総売
上高(改 修費も含む)な ど。

(3)各種製造業情報 一 各種生産品の生産,出 荷,受 注,原 材料費量
についての周期 レポー ト。各種業種別(35業

種)の 生産高,受 注高,出 荷高および総投資

額に関する月報。業種別会社数,規 模(従 業

員,総 売上高,在 庫量,総 投資額などを規準

とした)に 関する情報。

④外国貿易情報 一 総輸出高,総 輸入高,輸 出入品目分類および
各品目分輸出入総額,、ドル換算データ,取 引

国別輸出入額データなどの年 ・月 ・週報。

(5)人口動 態調査

(6)経済特別統計情報

一 合衆国総人口推定年数,移 動人口,農 家人口

戸主推定数,就 学人口,個 人所得などのデー

タ
ー 長期経済動向予測データ,各 種経済統計の要

約,季 節的経済変動データ,企 業動向情報。

(輸送,鉱 業,各 種製造業のうち400万 企業

よりデータ抽出)
一2つ の局か ら情報がサー ビス されている一

(1)産業 および市場局

(2)商品 お よび サー ビス分析局

一7業 種 について業界展望,国 内お よび海外市

場 レポー ト。
一 イ ンフレー シ ョンす う勢分析,技 術進歩予測

ロー カル事業成長 率把握 な どのデー タをサー
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情 報 サ ー ビ ス 機 関

○ 国 際 貿 易 局

(TheBureauofInternationalCommerce)

○

(TheOfficeofFileldService)

○農務省

○海外農業局

○経済調査サービス局

○農業統計サ ービス局

○マーケ ッティング ・サー ビス局

○ 農 務 省 情 報 局

(TheOfficeofAgricultualnformation)

○ 米 国 農 業 図 書 館

(TheNationalAgricultualLibrary)

○ そ の 他 の 省

○ 労 働 統 計 局

(TheBureauofLaborStatistics)

○ 鉱 業 局

(TheBureauofMines)

○ 水 産 局

(TheBureauofCommercialFishlries)

○ 国 務 省

(TheStateDepartment)

○その他NASA(米 国 航空宇宙局),原 子 力委員

会,保 険省,税 務局な どが情報 をサー ビスして

い る。

☆代表 的民間情報 サー ビス会社

○ ダン ・ア ン ド・ブラッ ドス トリー ト

(1)un&Bradstreet)1

サ ー ビ ス 情 報 の 種 類

ビスし,政 府立案に寄与する。
一 海外諸国の経済発展および経済開発に関する情報を収集。貿易政策,マ ーケッ
ト開発に役立てるため,世 界貿易 レポー ト,取 引契約調査,ア メリカ海外貿易

インデックスなどの情報をサービス。
一 蓋として商務省の出している情報を地域の企業にサービスするための機関で

,
現在42の地方事務所があ り,年 間 約120万 の 企業からの問い合せに応 じてい

る。主なサービス情報は国際貿易情報 とか政府関係出版物案内である。
一 主要農産物に関するワール ド・ワイ ドな情報品種

,出 来高,市 場価格,輸 出高
など)。

一 農産物市場分析 ,お よびマーケティング情報サービス(農 産物品種分析:新 種

改良情報,利 益,費 用分析市場価格予測など)
-丁 農作物 ,家 畜生産予測情報,お よび生産高,在 庫量,レ ポー ト。
一 特定の農産物市場に関する値動き,出 荷高情報。
一 農業関係雑誌,専 門書のダイジェス ト・サービス,農 作物の周期的値動き情報

および消費量情報など。
一 農業経済 ,農 業技術。統計の貸出,コ ピー ・サービスなど。

一 労働人口デ一夕,雇 用情報,賃 金,労 働者の平均生活費調査,生 産性測定,技

術予測,海 外労働人 口調査など各種データ。
一 各種鉱産物品目別(情 報鉱産物生産高,消 費高など)

一 漁場 ,漁 獲情報,水 産市場情報,水 産物輸出入情報など。

一 各種産業情報の収集 ,特 に外国大使館,国 連,OECDな どからの情報収集。

一 企業信用情報。
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情 報 サ ー ビ ス 機 関

OF.W.ダ ッヂ(F.W.Dodge)

一 マ グ ロー ヒ ル 社 の 事 業 部

OA.C.1ニ ー ル セ ン(A、C.Nielson)

○ オ ー デ ィ ッ ト ・ア ン ド ・サ ー ベ イ ズ

(Audits&Surveys)

○ そ の 他 の 消 費 者 動 向 調 査 会 社

ア メ リ カ ・マ ー ケ ッ ト ・ リ サ ー チ 社

(MarketResearchCor.)

オ ピ ニ オ ン ・ リサ ー チ 社 マ グ ロ ー ヒル 社 の 子 会 社

工 ル モ ・ ロ ー バ ー 社

(Elmo'RoberInc.)

ア ル フ レ ッ ド ・ポ リ ツ ツ ・ リ サ ー チ 社

(AlfrledPolitzResearchInc.)

サ ー ビ ス 情 報 の 種 類

一一建設情報(建 設計画,建 築家,エ ンジニアの リス ト建設年代別住居地図など)

一 消費者動向調査 情報(テ レビ視聴率,広 告効果,商 品イメージ調査,新 製 品反

響調査,商 品 テス トな どのデー タ)
一 消費者動向調査(商 品見本反響調査,セ ール ス手法分析,全 米 レス トラン ・イ

ンデ ックス,ニ グ ロマーケ ッ ト・インデ ックス,商 標効果調査)

B〈 二次加工情報〉

☆ 民 間 情 報 サ ー ビ ス 会 社

○ ダ ウ ジ ョー ン ズ 社(DowJones)

○ マ グ 占 ウ ー ヒル 社(McgrawHill)

○ カ ナ ー ズ ・パ ブ リ ッ シ ン グ 社

(CahnersPublishing)

○ ス,タ ン ダ ー ド ・ア ン ド ・プ ア ー ズ 社

(StandardandPoor's)一 マ グ ロ ウ ー ヒル の

子 会 社

○ ム ー デ イ ー ズ イ ン ベ ス タ ー サ ー ビ ス社

(Moody'sInvestorServices)D&Bの 子 会 社

○ 手 形 交 換 所

(CommerceClearingHouse)

株価情報お よび株式投 資分析情報(ウ ォ ール・ス トリー ト・ジャーナル誌な ど)
一 業界誌(BusinessWeek誌,EngineeringNewsRecord誌 な ど)

一 業界誌(ModernMaterials,Handling誌)

企業財務分析情報

投資家むけ企業財務分析情報

全米税務 レポー ト
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C〈 三次加工情報〉一
☆ 民 間 情 報 サ ー ビ ス 社

○ ダ ウ ・ジ ョ ー ン ズ社(DowJones)

OH,W.ウ ィ ル ソ ン社(H.W.WilsonCo.)

OF&Sイ ン デ ッ ク ス(F&SIndexofCorp.)

○ ニ ュ ー ヨ ー ク ・タ イ ム ズ 社(NewYorkTimes)

OSRI(StanfordResearchlnstitute)

○ アrサ ー ・D・ リ トル 社(ArthurD.Little)

○'i「グ ロ ウ ー ヒ ル 社'(Mcgraw・Hill)

○ プ レ デ イ キ ヤ ス トズ 社(PredicastsInc.)

○ プ ラ ンニ ン グ ・ リ サ ー チ 社

(PlanningResearch)

一 情報検索用 のウォール ・ス トリー ト・ジャーナル紙記事イ ンデ ックス

業界誌 ビジネス関係出版物の定期インデックス
一 二 ュー ヨー クタイムズ記事情報 イ ンデ ックス

各 種統計情報 アブス トラク ト,化 学業界情報 アブス トラク ト

会員制による特別調査 レポー ト

出所:プ レディキャスト社資料
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98第2部 コンピュータ産業およびコンピュータ政策の動向

デ ィキ ャス ト社 の調査 に よれば1970年 度に500万 ドル(18億 円)と 見積 られ るが,1977年

までには10倍 に増 え るだろ うと推定 されて いる。

第2の コ ンピ ュー タ ・ア クセス ・フォー ムとい うのは パ ンチ ・カー ド,磁 気 デ ィス ク,

磁 気 テ一一フ。の よ うにす ぐ機械 にか け られ る形 で情報 を提供 す る ものであ る。1970年 に行な

わ れた国勢調 査の 結果 を磁 気 テー プに納 めて発 売 してい るのは この具体例 であ る。

ビジネス ・イン フ ォメー シ 。ン ・サー ビス全 体 の市 場 は1967年 には14億 ドル(5,040億

口)で あ ったが,10年 後(1977年)に は27億 ドル(9,720億 口)に 伸 び るとみ られてい る。

こう した外 部情報 は企 業 内部 の デー タ ・ベー スに加 えて処理 され るため,現 在 では コン

ピュー タ ・ユーザ ー の48%が これを購入 してい る といわ れ てい る。

第3番 目のデー タ ・バ ン ク ・サー ビスといわ れて い るオン ライン情報 提供は顧 客側 に コ

ンピ ュー タ ・ター ミナル を配置 し,通 信 回線 を介 して直 接 に情報 を入手 す る システ ムであ

る。

第2・3図 ビジネス ・インフォメーシ 。ン ・サービスの金額別分布
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株式 相場 情報,航 空座 席予約,ホ テル ・エ ンター テイメ ン ト情報,病 院 管理消 費者信 用

情報,各 種 マー ケ ッ ト情報 サー ビス とい ったサー ビスが その代 表 的な実例 であ る。

デー タバ ン クサー ビスは,今 後,商 用 タ イム ・シ ェア リング ・サー ビズ会社 の業務 拡大

や 内容 の拡充 に と もな って大 きな成 長 力を秘め てい る分 野 であ る。

E.拾 頭 す る フ ァ シ リ テ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト

フ ァシ リテ ィ・マネジメ ン トbサ ー ビスを提 供 す る会社 の数は,197ち 年 までに現在 の90

社 か ら,ほ ぼ150社 程 度 に増加 す る もの と予想 され,そ の うち,100社 程度 は独立 系会社 に

な る もの と考 え られ る。

アメ リカの著名 な調 査会社 であ るカ ンタ ムLサ イエ ンス社(ΩuantumScience)の1969年

7月 の予測 に よる と,こ の市 場 に対 す るアメ リカの支 出総 額は,1969年 の2億 ドル(720

億 口)か ら1975年 には24億 ドル(8,040億 円)に 増大 す る もの とみ てい る。 これは年 々42

%の 率 で成 長 す るこ とを意味 してい る。

なお,同 社 は,1969年 におけ る ファシ リテ ィ ・マネジメ ン トの アメ リカEDP支 出全 体

に 占め る比率 は2%で あ るが,1975年 には8%に のぼ る もの と予想 してい る。

この ような高度 成長 を約束 され る ファ シ リテ ィ ・マネ ジメン ト会社 は,害lj高 な コス ト,

不適 当な ソフ トウ ェア,要 員 の不足,非 効率 な経営 に悩 むユーザー の ために,ユ ー ザー の

計算 セ ンター の経 営 を一 手 に引 き受 け よう とい う必要性 か ら出現 した。

フ ァシ リテ ィ ・マネジメ ン トの成長性 に着 目 して,プ ログラ ミン グ ・サー ビスの大 手 で

あ るUCCは,フ ァシ リテ ィ・マネ ジメ ン トの最右翼 のCT(ComputerTechnology)社

を傘下 に し,情 報 コングロマ リッ トとして の足 が ため を行 ない今後 めな りゆき が注 目され

てい る。

い ま,フ ァシ リテ ィ ・マネ ジメ ン トが受入 れ られてい るのは銀 行業 界 で,小 規模銀 行 が

いち早 く採 用 した。 また短期 間の うちに多 くの銀 行 が と くに ク レジ ッ ト・カー ド分野 で採

用す る傾 向 にあ り,そ の他,保 険,医 療 分野 で利用 され る もの と期 待 され,今 後 受 け入 れ

られ そ うな分野 と しては,輸 送,配 送,教 育 な らびに州,地 方 自治体 関係 があ る。

ファシ リテ ィ ・マネ ジメ ン トを評価 す る場合,3つ の 問題 点があ る。
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第1は,「 安全 性 」 とい う問題 であ る。 ファ シ リテ ィ・マネジメ ン ト会社 は,顧 客の資

料 な らびに情報 の保護 に対 しては,絶 対 的な責任 を負 ってい る。

第2の 問題 点は,シ ステムを開発 す る際 融 通性 を維 持 す る必要 があ る とい う 点 で あ

る。 ユーザ ーは,い つ で も新 システムを作 るこ とを要求 し,運 営 の融 通性 を維 持す る こと

が でき る。

もうひとつの問題は・鞭 に関下る開寧 ㌘る・　 ザーとサービス業者の髄 開魔

考 えた場合,ユ ー ザー が管理 を担 当す るこ とにな る。 ユーザー は,自 社 の コンピ ュー タ ・

システム を管理 してきた とき よ りも,も っと強 力な管理 を行 な うこ とにな る。 つ ま り,ユ

ーザ 三}よ契約条 項 を通 じて管理 を行 ない1 .割 り当 て られた成果 が あ ったか どうか を管理 す

る必要 が あ る。

しか し専門 の フ ァシ リテソ ・マネジ!ン}を 利 用 す る場合,い くつ かの利 点があ る。

第1に,: .シろ テム開発 に,資 格 方 る要 員 を無制 限に つぎ こめる点 であ る。

第2に,よ り効 率 的力}つ能 率的 に提供 サー ビスが活用 で き,ま た規模 の経済性 とい う理

由か ら,会 社 としては,そ のデー タ処理 部 門の コス トを よ り良 く管理 で きる ことであ る。

"タ イ ム リー"な ア ウ トフ。ッ トが得 られ る とい うこ と,な らびに ヒ。一 ク時 のサー ビスが受

け られ るな どは明 らか に利 点 であ る。

最後 に,フ ァシ リテ ィ ・マ ネジメ ン ♪会社 を利 用 す ることに よ って,多 忙な経 営幹部 は

自己 の ビジネス領 域 に も っぱ らそ の時間 とエネル ギーを 投入す るこ とがで きる こ と で あ

る。1 .

ファシ リテ ィ・マネ ジメ ン トが どの程 度 のス ピー ドで どの位 の規模 の市場 にな るかは,

どれ だけす ぐれ た専 門サー ビスを提供 でき るか,そ れに よ って現在 の経 営幹部 のEDP業

務 を どの程度 肩代 りで きるかにかか ってい る。,、.、,
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3.ヨ ー ロ ッパ の コ ン ピ ュー タ産 業 の 動 向

A好 況下に対米資本競争力を養 うメーカー

ヨーvッ パ の1970年 にお け るコ ンピ ュー タ市場 は アメ リカの不振 とは逆 に好況 の うちに

推移 した。 したが って米資 系企業 は ヨー ロ ッパで アメ リカ国 内市場 の穴埋 め をね ら った積

極策 を と った。 と くに米 国ハ ネ ウ ェル とGE社 の合 併 に よ りフ ランスの ブルめ陣容 がHI

S社 に吸収 された こ とを頂 点 と して,勢 力の拡大合 戦 が展開 された6

一 方 これに対 して ヨー ロ ッパ各 国にお いては
,自 国資本 に よ るコン ピ ュー タ会社 の動 向

も近来 にな く活発 で,と くに①英 国 のICL社 お よび西 ドイ ツのジー メ ンス社 が大 幅 に勢

力を拡大 した こ と② オ ランダの ブイ リップス社,イ タ リアの オ リベ ッテ ィ社 が コン ピュー

タ産 業へ本格 的 に進 出を決 定 した こ とがあ げ られ る。 さ らに国際協 力,す なわ ち ここ数 年

来EC諸 国(ヨ ー ロ ッパ共 同体)の 底流 とな ってい た ・Nジャイア ン ト・ヨー ロ ッパt・企業

を共 同 で成立 させ,巨 大な アメ リカ資本 に立 ち向か うとい う考 え方 が現 実 に一 歩 前 進 し

た。 フ ランスのCIIと イギ リスICLの 共 同で コン ピ ュー タ研究 開発 会社 イ ンター ナシ

ョナノレ・デー タ社 が1970年11月 ベル ギー の首都 ブラ ッセルに設立 され た。 これ には アメ リ

カのCDC社 も加 わ ってい るが,同 社,社 長 にはイ ギ リスICLの 常務 取締 役 アー サー ・ハ

ンフ リー(ArthurHunhury)氏 が就任 した。 同社 は3社 のみ に限定 せ ず門戸開放 をとな

え,暗 に ジー メンス,さ らに フ ィリップス社 の参 加 を呼 びか けてい る。 この会社 は研究 開

発 の二重 投資 を避 け,CIIは 小型 か ら中型,ICLは 中型 か ら×型,CDCは スー パー

・コン ピュー タ開発 に専 心す る。 ただ し参 加3社 は市場 では 自社 領域 を中心 に競 合 してい

く予定 で,合 併 す るな どとい うことはない。

この ように1970年 の ヨー ロ ッパ市 場は,ま す ます依存度 を高 めて い る 米 資 系 メー カー

と,自 立 をめ ざす ヨー ロ ッパのメー カーが正面 か ら競 争 をは じめた年 であ った。

まず,米 資 系メー カー ではHISの 影 響 力 をあ げね ばな らない。 ハ ネ ウエルは英 国 ス コ

ッ トラン ドの ニ ュー ハ ウス に工場 を もち,H200シ リー ズを生 産 してお り,同 社 の コ ンビ
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ユー タは イギ リス,西 ドイツを中心に普 及 し て い る が,他 の国 々では力が弱 く,フ ラン

ス,イ タ リア市場 開拓 に努 め てい た。一 方GEはBullGEとGEISI(GEInformation

SystemsItalia)を 持 つ こ どで 同社 の ヨー ロ ッパ市場 へ の依 存 率 は 非 常 に 高 く,ま た ヨー

ロ ッパ での市 場 占有 率は8%とIBMに 次 ぐ成績 をあ げてい る。 したが って この両者 が合

同 したHISの 力は ヨー ロッパ各 国 に と って今後 ひ とつの脅威 にな るであ ろ う と 思 わ れ

る。

ヨー一口 ッパ市場 にお け るIBMの シェアは57.9%で あ り,そ のほ とん どは ドイツ,フ ラ

ンスな どヨー ロ ッパ各 国 で生 産 してい る。

ユ ニパ ック,CDC,バ ロー スは いずれ も大型機 を も って ヨー一口 ッパに進 出 し,工 場 も

各 国に分散 され てい る。

ヨー ロ ッパ の地元 資本 で もっとも活 躍 してい るのは イギ リスのICL社 であ る。 イギ リ

ス国 内での シェアは43%で あ り,IBMを30%以 下 に押 えてい る。合 併 に よ って1社 に統

合 され たICLは 既 存 の1900(ICT)と システム4(イ ン グ リッシ ュ ・エ レク トリッ

ク)と い う機種 の互換性 がない こ とや,人 員の融合 の問題 な どがあ るが,イ ギ リスでは投

資 促進 法 とか,研 究 開発公社 に よる研 究 開発 の促進,さ らに国産機 愛用運 動な ど も効 果 を

あ.げてい る。

国家 の大 きな支援 をうけてい る フランスのCIIはIRIS-50の 出 荷 を 開 始 し た

が,受 注 は50セ ッ トに止 ま り,さ らに第2号 機IRIS-80は い まだに開発 パ イ ロッ ト ・

モデル の域 を出ていな い。 これ では国産 機 シェア30%を まで拡大 しよう と い う フランス

政府 の意 図 も難 か しい。 この ような 困i難な事情 に もか かわ らず,CIIは1969年 の年 商

7,000万 ドル(252億 円)を1975年 までに2億 ドル(720億 田)と3倍 にす るこ とを 目標 と

してい る。

西 ドイ ツでは政府 が国産機援 助 を決 めた のが1967年 と ご く最近 の こ とで あるが,ジ ー メ

ンス社 の伸 びは著 しい。 同社 は1970年12月 つい に1,000セ ッ ト目の受注 に成功 した と発表

した。 出荷高 で も年 率50%増 とい う急伸長 であ る と伝 え られ る。

受 注 累計 は7億 ドル(2,520億 口)で,西 ドイ ツ国 内の シ ェアは14%に 上昇 し,ヨ ー ロ

ッパ各国 へ の市場 進 出 も着 実 に進行 してい る。 またベ ルギー の工場誘 致政 策 を利用 して,

同国 内に1,200万 ポ ン ド(103億 国)を か けて ソフ トウ ェア と リモー ト ・ター ミナル工場 を
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建設 してい る。

大型 機 につ いては,開 発 ・生産 販売 につ いてAEGテ レフンケン社 と完全な 業 務 提 携

を結 び,ま た新 しい コン ピ ュー タ ・セ ンター の建設 に5億 マル ク(約500億 国)を 投 じ,

1978年 の 完成 の暁 には1万5,000人 を教育 す るヨー ロ ッパ有 数 の施設 にな る。

こ うした大 手先発 企業 に対 して,新 規参 入 と して注 目 されて い るのが オランダの フ ィリ

ップス社 であ る。 同社 の コンピ ュー タi業界進 出その ものは1962年 であ るが,こ れ まで同社

で作 った コン ピ ュー タは大半 自社 内の需 要 に向 けてい た。

これ は基 礎研 究 を十 分 に しつ くし,テ クニ カル ・サー ビスの供 給体制 を十分整 えてか ら

本格 的 に販売 す るとい う同社 の基 本政策 に よ る ものであ る。 現在 はP1100、1200,1400の

各機 種 の生産 に力 を集 中 し,こ れが 出荷 され る1971年 か ら本 格 的に市場 に進 出す る予定 と

いわ れ てい る。

イタ リアの オ リベ ッテ ィ社 は,GEと の提携 事業 に失敗 して1969年 完全 にGEと の関係

を断 って以来,コ ンピ ュー タ周辺機 器 で市 場 への再参入 を図 ってい る。GEと 提携 してい

る間に同社 は ソ フ トウ ェア と広範 な端 末装 置 の技 術 を習得 した。 その結 果 ソ フ トウ ェアの

子 会社01ivetti-Syntax社 が創 設 され,各 種 ター ミナル機 器 が開発 され ている。

B.活 発 化 す る ソ フ トウ ェ ア

1970年 にお け る ヨー ロ ッパの ソフ トウ ェア市場 は好況 であ る。1971年3月,IDC社 の

調査 に よれば市場 規模 は年 間4億 ドル(1,440億 円)と 推定 され,(フ ランス政府 の 非公

式 な予測),年 率15～20%の 安定 した拡大 を示 しつつ あ る。

ヨー ロ ッパ国 内資 本 の代 表 としては,イ ギ リスでは最大 の コ ンピ ュー タ ・ユー ザー であ

る ロール ス ・ロイス社 と ミッ ドラン ドお よび ロイ ド両銀 行 が合弁 で,シ ス テムお よび ソフ

トウ ェア開発 の会社 が作 られた。 フラ ンスで は国策 会社CIIが ソ フ トウ ェアのSPER

Cを 吸収合 併 してい る。

CIIが ア メ リカのXDSと 協 力 して シグマ9用 の事務 処理用 アプ リケー シ ョンを開発

した の も大 きな成果 のひ とつであ った。 フランスの ソ フ トウ ェアの市場 は7,500～8,000万

ドル(270億 ～288億 円)と み られ てい るが政 府 もその振興 に努 力 し,メ トラ ・ア ンチル ナ
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シ ョナー ル(MetraInternational)のlnformatiqueDivisionが カ ナ ダ の ソ シ ェ テ ・ ド ・マ テ

マ テ ィー ク ・ア プ リケ社(SocietedeMathematiqueApP1iquees)と 合 弁 で モ ン ト リオー ル

に メ ト ラ ・イ ン フ オル マ テ ィー グ ・カ ナ ダ(MetraInformatiqueCanada)社 を 作 って海 外

進 出 す るな どの 動 き もあ った。 ・':'

一 方 イ ギ リス の ソ フ トウ
ェア市 場 は 年 間1億7,500万 ドル(930億 口)に 達 して い る もの

と み られ て い る が,そ の お よ そ40%近 くはICLに よ って 提 供 され る とい わ れ る。 そ の理

由 はICL社 が 傘 下 に計 算 セ ン ター や ソ フ トウ ェア 会 社 が 所 有 して い る こ と に も関 連 して

い る。 ア メ リカ を 中 心 とす る海 外 ソ フ トウ ェア 会社 の ヨ一 口 ッ'パ進 出 に よ り,市 場 で の 競

合 は 激 化 して い る。ADR(ApPliedDataResearch)は,専 売 権 付 き ソ フ トウ ェア で は ベ

ス トセ ラー のAUTOFLOWを 持 って い る。 こ の パ ッ ケー ジ は これ まで1966年 発 売 以 来

1,200本,金 額 に して600万 ドル(21億6,000四)を 売 り上 げ た が,そ の うち200本 は フ ラ

ン ス,ス ウ ェー デ ン を 中 心 と した ヨー ロ ッパ で あ った とい う。 、

'

第2・22表 ヨーロ ッパ主要コンサル タン ト会社のシステムズ ・エンジニア数

MetraInternationai,Paris

P.A.ManagementConsultantsLtd.,London

InbuconGroup,London

Cegos・ldetGroup,Puteaux,France

P'EConsultingGroupLtd.,London

UrwickOrr&PartnersLtd.,London

Berenschot,N.V.,Amsterdam

KienbaumUnternehmensberatungGmbH,Dusseldorf

Wofac(ScienceManagementGorp.)NewYork

Mckinsey&Co.,Inc.NewYork

Booz-Allen&Hamilton,Chicago

Cie.FrancaiseD'Organisation,Paris

A.T.Kearney&Co.,Chicago

ArthurD.Little,Cambridge,Mass.

1,000

800

700

400

400

325

250

240

200

185

110

75

70

70

■

出所:1970年2月DECDレ ポ ー ト
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フランスのメ トラ ・ア ンテルナ シ ョナルの よ うに年 商5,000万 ドル(180億 国)と い う

大 会社 もあ る。 第2・22表 は欧 州の主要 マネ ジメ ン ト ・コンサル タ ン ト会 社14社 のSEの 数

であ るが,こ の中に米資 系 が5社 人 ってお り両勢 力が伯仲 してい るこ とを示 して い る。

新 しい ソフ トウ ェア企 業 と しては,1971年2月 に倒産 して国 有化 され た ローール ス ・ロイ

ス社 が,お よそ1年 前 に情報 産 業へ の進 出を決 め てい る。 同社 はIBM360を 中心 に1,000

万 ドル(36億 国)に のぼ るハー ドウ ェア と,ソ フ トウ ェア投資 だけ で3,000万 ドル(100億 国)

を越 え る といわ れ るこれ まで培 った ソ フ トウ ェア開発 力を生 か して,今 後数年 間 に500億

口以上 を追加投資 して独立 の 巨大 な ソ フ トウ ェア会社 を誕生 させ よ うと試 みたの であ る。

この ロール ス・ロイス社 に イギ リス5× 銀行 の うち2行 を配 して の共 同事業 は,イ ギ リス

の みな らず,ヨ ー ロ ッパ業界 の大 きな関 心 を呼 ん だ。 この会社 はSIL(SoftwareInter-

nationalLimited)と 名付 け られ,組 織 上,持 株会社 をスイ スに,マ ネ ジメ ン トと事i業開発

の会社 を ブ ラ。セルに,そ して欧州各 国に実戦 部隊 であ る会社 を置 き,創 立時 か らイギ リ

ス の企業 とい うよ りは,国 際的 な ヨー ロ ッパの会社 とい う形態 を と ってい る。'

こう した英 国財界 のEC進 出策 に沿 う会社 であ ることか ら ロイ ド,ミ ッ ドラン ド両銀 行

の投資 額 も公表 されてい ない が,発 表 された事 業規 模 が400万 ポ ン ド(34.4億 口)と い う

と ころか ら推 して1,000万 ポ ン ド(86億 口)に 達 す るのでは ないか とされ,銀 行 が ソフ ト

ウ ェア事業 に融資 す る額 と しては破格 の額 にな る と思わ れ る。

SIL社 の事業 内容 は計 画書 に よれば,マ ネジ メン ト・コンサ ルタ ン トか ら計 算 センタ

ー ・サー ビス まで コン ピ ュー タ ・ソ フ トウ ェアに関連 してい るほ とん どすべ ての分野 を網

羅 してい る。

SIL社 の登 場 は,ヨ ー ロ ッパにおけ る ソ フ トウ ェア産業 に新時代 を画 す もので ある。

伺社 は1970年 代 中頃 までに6,000万 ポ ン ド(516億 円)と い う巨額 の投資 を行な お う として

い る。 これほ ど多額 の資金 が ヨー ロ ッパの企業 に よ って,こ の分野 に投下 され るのは は じ

め てであ る。 ロー ル ス ・ロイス社 と今後参 加 す る ヨー ロ ッパの優秀 な頭脳 を結集 して,こ

れ までの高 い水準 の ノ ウハ ウを生 か し,ヨ ー ロ ッパのかか れ る ビ ッグ ・プ ロジ ェク トにS

ifL社 は挑戦 す るので あろ う。
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C.東 欧 諸 国 の コ ン ピュー タ産 業

現在 コンピ ュー タ技術 の ギ ャッフ。を早急 に縮 め るた めの努 力が ソ連 と東欧6カ 国 の 間で

行 な われ てい る。共 産 圏各 国 は1975年 までに33,000セ ッ トの コン ピ ュー タを設 置す る目標,

を設定 してい る。 そ して1980年 までに東 欧各 国 に800カ 所 の センター を結ぶ デ・一・一タ ・バ ン'

ク ・ネ ッ トワー クを建設 す る といわれ てい る。

またCOMECON(東 欧経済 相互援 助会議)諸 国は,共 同 して画期的新機 種 の開発 を

目指 しRJADを 実施 しつつ あ るが,ソ 運 を除 い て,ワ ル シ ャワ条 約諸国は,独 自の技術

進 歩 の芽 をつむお それ や,資 金 的分担 の面 を問題 に してい るようであ る。 とい うの は,チ

ェコス ロバ キア,東 ドイ ツ,ハ ンガ リー お よびポー ラン ドな どの諸 国では,す でに独 自に

コ ンピ ュー タ産業 の育成 がは か られ てい るか らであ る。 現在 関係 各 国には総計 お よそ7000・

セ ッ トの コン ピュー タが稼 動 してい る もの と推定 されてい るが,ソ 連 に と って も東欧 諸国

に と って も,強 力かつ密 接な協 力関係 がな くては1975年 までに33,000セ ッ トのRJADコ

ンピ ュー タを設 置 す る とい う 目標 を達成 す るのは困難 であ ろ う。

RJADシ リー ズ には,5つ の モデルが予定 され てい る。 この うち最初 の4つ の モデル・

につ いてはIBM360シ リー ズの,360/30,360/40お よび360/50に 類 似 した シスデ

ムにな るだろ うといわれ る。

さ らに5翻 のモ デ・レは最大 の コン ビ ・一 タとな る予定 で・ これ はIBM360/65
.の水

準か,そ れ と もソ連 で開発 され る予定 の最 も強 力な コ ンピ ュー タ(BESM-6)の いず

れか をベ ー スにす る もの とみ られ てい る'。

アメ リカでは トランジス タを素子 と した第2世 代 コン ピ ュー タが1959年 に普 及 し,集 積

回路利用 の第3世 代 機は1964年 か ら利用 しは じめて い るの に対 し,ソ 連 の第1世 代 機 は19・

59年 に現 わ れたM-20,Ural-1で あ り,第2世 代 機 がUralが ファ ミリー に追加 されたの・

も1961年 であ った。

1961年 には東 ヨー ロ ッパの数 力国 が 自国 内で コン ピ ュー タを開発 しは じめ た。 ソ連政 府

は この時 点では じめ て コンピ ュー タの重 要性 を認識 し,西 ヨー ロ ッパ製 コン ピ ュー タの輸

入 を図 るよ うにな った。
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現 在 ソ連 の コンピ ュー タ輸入 需要 に応 え るため,西 側諸国 の 中で最 も有利 な立場 にあ る

のが,イ ギ リスのICLで あ る。

ソ連以外 の他 の東 欧諸 国 で も,国 産 技術 に よ る新型 コン ヒ。ユー タの開発 を急 い で い る

'
が,ア メ リカをは じめ西 欧諸 国か らの輸入 に た よ ってい るのが実情 であ る。

第2・23表 は,東 欧諸 国 の輸入 リス トであ る。

RJADに おいてIBM360シ リー ズを 目指 す こ とに よ って,ソ 連 は東 欧諸 国全 体 に共

通 の コンピ ュー タを もた らす こ とがで き る。 こ れ が こ の プ ロジ ェク トの第1の 利 益 であ

る。第2の 利益 と しては,ソ 連 お よび東 欧諸 国が輸 入 コン ピ ュー タと互換性 のあ るコ ンピ

ュー タを持 ち得 るとい うこ とであ る。 第3に は 開発 され るコ ン ピ ュー タは プ ロセ ス ・コン

トロールや科 学計 算 の よ うな 業務 よ りも,む しろ ソ連,東 欧 諸国 が遅 れてい た ビジネス ・

デー タ処理(事 務計 算 処理)に 適 した装 置 であ る。

RJADに よ って開発 され た コン ピ ュー タは シ ミュレー シ ョンを実行 す るため に主 要な

地域 セ ンター に設 置 され,一 方小型 機 が各 ブランチに置か れて デー タ収集 を行 な うこ とが

予想 され てい る。 しか し,ソ 連 では,コ ン ピュー タ ・システ ム相互 間 の接 続 とテ レ ・コ ミ

ュニ ケー シ ョン技術 の経験 に乏 しい。 モ ス クワにあ る科 学 アカデ ミー は,BESM-6と

小型 プ ロセ ッサー,BESM-2お よび3,4を 使 って接続 システムを実験 中 であ る。 同

様 にエ レコ ミュニケー シ ョン分野 でのス ター トは ご く最近 の こ とで,Minsk32を 使用 した

最 初の タイ ムシ ェア リング ・システムは発表 され たばか りであ る。

また,す で に西側 メー カー との 間には テ レタイ プ ・ター ミナル を含 む テ レコミ ュニケー

シ ョン装 置に ついて技術 契約 が と りかわ された と伝 え られてい る。

最後 に この システムを運 営 す る技術 者 の供 給 力の問題 があ る。 もしソ連 が コン ピ ュー タ

要 員 の需要 に応 えてい こう とす るな らば訓練 施設 に対 す る大 規模 な投資 が要求 され るであ

ろ う。



108第2部 コンピュータ産業およびコンピュータ政策の動向

第2・21表 東 欧諸 国の輸入 リス ト

ソ 連

メ ー カ ー 名 』 国 名
第2世 代 機1第3世 代 機

台釧 モ デ ・レ1台 釧 モ'デ ・レ
引き渡 し年度

Elliott U.K.

Ferranti U.K.

ICL U.K.

Bull-GE フ ラ ン ス

1

1

1

1

5

1

2

2

3

2

1

1

802

ARCH8000

803

803

ARCHlooo

503}
ARCH8000

ARCH102

ARGU500

ARGU300

2400

GAMMA10

2

1

2

3

2

2

1959
1961

1961
1962

1964/65

1965
1966

1967/70

1969

1969/70

4/50
1905E

4/70
1903A

1906A

1966

1969
1970

1970
1970/71

1971/72

415

1967

1969

GEISI イ タ リ ア 2 115 1969

Siemens ド イ ツ 114004/45 1970

ブ リガリア

メ ー カ 一 名

Elliott

ICL

国 名

U.K.

U.K.

第2世 代 機 第3世 代 機

台割 モ デ ・レ 1台釧 モ デ ル

1 ARCH2020

1

1

1

1

4/50
4/40

1904
1904A

'引 き渡 し年度

1970

1968

1969

1969

1970

Gier デ ン マーク 1 GIER 1968

富士通 日 本1 21FACOM230-301・969

IBM ア メ リ カ 1460

360/20

360/40
1130

1965

1968

1969

1969
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●

チ ェ コ ス ロ バ キ ア 、

メ ー カ ー 名
第2世 代 機1第3世 代 機

引き渡 し年度国 名
台数}モ デ ル1台 数1モ デ ル

Elliott U.K.' 3 803 1960/62

1 503 1964

1 ARCH8000 1964

1 4130 1968

Ferran・iIU.K.Ill2}球GUS5・ ・1・969

ICL U.K、 1 SIRIUS 1964

1 LEO326 1966

2 LEO360 1967

1 KDF-7 1967

2 1905 1967

2 1904 1967/68

F 1 1901 1968

1 1901A 1968

5 4/50 1968/69

1 1902A 1969

Marc・垣luK.111・IMIRIADIIl・968

Bull・GE
一

フ フ ン ス' 1 GAMMA10 1964

5 GAMMA30 1965

4 GAMMA140 1968

sEAl・ ラ ン スll1・139・ ・1・968

Gi・・1デ ンマー∋21GIERlll・966/67

Siemens ド イ ツ 1 3003 1967

1 4004/26 1968

1 4004/35 1969

1 4004/45 1969

Zuse ド イ ・ ツ 2 23 1964

1 25 1965

D・』blス ウ・エーデン11}31D2・1・969

G・・ロ・lil21LGP3・111・963

P・㏄i・i・n|ア メ リ カ1・ILGP2・lll・966

H… 獅 ・111ア メ リ カlll2132001196Mo

MCR}ア メ リ ガ1213・51il・967/68

Univac ア メ リ カ 9 1004 1965/67

13 1005 1967/69
2 1050 1967/68

6/2 9300/9400 1968/70/70
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●

東 ド イ ツ

メ ー カ ー 名 国 名
第2世 代 機 第3世 代 機

台数1モ デ ル1台 数1モ デ ル
引き渡 し年度

ICL Iu.K. 51igO5E
1・968/69

Bull-GE フ ラ ン ス ・IGAMMA30 1・967

Siemens ド イ ツ 113003 11968
Honeywell

IBM

ア メ リ カ

ア メ リ カ

4 1604

1440

2 516

360/40

1967/68

1970

1967

1967/70

NCR ア メ リ カ 113・5 1・968

1

Univac ア メ リ カ 2

4

1

UCT-2

1004

1005

1966/67
1967/69

1968

ハ ン ガ リ ー

メ ー カ ー 名

Elliott

ICL

国 名

U.K.

U.K.

第2世 代 機 第3世 代 機

台釧 モデル 巨 刹 モデル

4

1

1

1

803

503

2020

2030

1

1

6

1

1

1

1905

1901

1904
1905E

1903A
4/50

引き渡し年度

1962/65

1965

1966
1967

1966

1967

1967/69
1969

1969
1969

Bull-GE ・ ラ ン ス1・21GAMMA・ ・1 【1966

Gier デ ン マ ー ク 21GIER 11965
Siemens ド イ ツ 1

1

4004/35

4004/45

1970

1970

GEISI 中 タ リア ・1115 i1968
Honeywell ア メ リ カ 4 H2200 11969
IBM

li

Univac

ア メ リ カ

ア メ リ カ 7

9

1

1401

1004

1005

1050

360/20

360/40

1965

1968

1969

1964/67

1965/70
1966

|
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ポ ー ラ ン ド

メ ー カ ー 名

Elliott

ICL

国 名

U.K、

U.K.

第2世 代 機 第3世 代 機

台剴 モ デ ル 1台倒 モ デ ・レ

3

1

20

1

803

ARCH102

M2112

1300

1

1

4

1

1

1903'
1905

1904
4/50

1903

引き渡し年度

1961/62

1966

1969

1965

1967
1967

1967/68
1969
1969

Gier デ ンマーク ・lGIER 11966
Honeywell ア メ リ カ 1 H320 11970
IBM ア メ リ カ 1400

360/30
1966

1969

NCR ア メ リ カ 11315 11967

ル ー マ ニ ア

メ ー カ ー 名

Elliott

〕CL

国 名

U.K.

UK.

第2世 代 機 第3世 代 機

台数1 モ ≠ ル 1台数1モ デ ル

1

2

1

1

803

ARCH1000

ARCH2020

M2112

1

1

1

1903
4/50

1905

6h

引き渡 し年度

1963

1964/68
1968

1970

1968

1969

1970

フ ラ ン ス 1190/40 11969
Bull・GE フ ラ ン ス 41GAMMAlo

` 11967
Siemens ド イ ツ ・14004/45 11968
IBM ア メ リ カ 360/20

360/40
360/30

1968
1968/69

1969

出所1サ イ エ ンテ ィフ ィ ッ ク ・ア メ リカ ン誌1971年2月 号
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第5章 諸 外 国 の コ ン ピュー タ政策

1.諸 外 国 の コ ン ピ ュー タ政 策

コン ピュータ政 策は 「コ ンピ ュー タ産 業 のた めの政策」 と 「コ ンピュー タ利用 の促進 と

高速 化 のた めの政策」 に分 け られ るが,国 に よ って重点 の置 き方に違 いが ある よ うに見受

け られ る。

アメ リ姶 衆国は・ もともと自酌 場の70%・ ヨニ ㍗ パ暢 の60%と い う巨柱 マー

ケ ッ ト ・シ ェアを有 す るrBMを は じめ,ユ ニパ ックHIS∫RCA、CDCな どの大 コ

ンビ。ユー タ ・メ ーカーを擁 し,ま た海外 市場全 体 に匹敵 す るほ どの 巨大 な国内市場 を も っ

てい るため に,連 邦政 府は と くに コン ピュー タ産業 振興政 策 といわれ る よ うな政策 を内外

と もに うち出 していな が った。 巨額の予 算 を計 上 す る国 防,宇 宙開発 は コ ンピ ュー タを利

用 す る機 会 を多 くもって お り,技 術 レベ ル,利 用 レベル におい て国際競争 力の培養 に寄与

した ことは否 め ない。1970年 は国 防,宇 宙 開発 予 算が大幅 に 削減 され,国 内経 済 はス タ グ

フ レー シ 。ンに見 舞 われ,そ の圧 力の もとに,・積 極 的な輸 出 ドライ ブが かか った コン ピュ

ー タ産 業 を 中心 とす る情報産業 も例外 では なか った。 アメ リカ政府 は ここ1,2年 に,日 本,

フ ランス,ド イ ツな どで 自 ら 「米 国 コン ピュータ ・シ 。一」 を主催 し,政 府 自 らが輸 出促

進 の一 翼 を にない つつ あ るのが新 しい動 きであ る。

市場 占有率 の圧倒 的 に高 い アメ リカ企業 の攻 勢 の前 に,海 外 の主要 コ ンピ ュータ生産 国

では,自 国産業 の 自立 と国際競 争 力培 養に 向か って各 種 の振興 策 を講 じつつ あ る。1970年

には,ア メ リカのGEと ハ ネ ウエルの コンピ ュータ部 門 の合 併 な どが刺 戟 とな り,イ ギ リ

スICL,フ ランスのCIIと アメ リカCDCの 接近,西 ドイ ツ政 府が支持 す るジ ーメ ン

ス,テ レフンケン両社 の大 型 コンピ ュータ生産合 併 会社 設立 案 な ど,積 極 的な動 きが出 て

い る。

コ ンピュータの利用政策 につい て も,ア メ リカ政 府は直 接の利用 促進政策 を と ってい な
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いo

これ に対 して ヨー ッパ諸 国は,フ ランスが第2次 プ ラン ・カルキ ュールの実施 を決 め,

西 ドイ ツが第2次 コン ピュータ利用 技術高度 化計 画 を策定 す るな ど,政 策 が強化 され る方

向に あ る。

Aア メ リカ の コ ン ピ ュー タ政 策

a)コ ン ピ ュー タ産 業 に関す る政策

アメ リカに 「コンピ ュー タ政策」 とい うほ どの政策体 系は ないが,コ ン ピュー タ産

業 は 巨大 な予 算支 出を行 な う連邦政 府 のぼ う× な コンピ ュー タ需要 に よ って,競 争 力

を養 わ れて きた面 が あ る。

アメ リカ政府 の研究 開発費,宇 宙 開発費,国 防費支 出は 巨大 で あ り,コ ンピ ュー タ

.発展 の端緒 は この分野 でつ くられ たが,1970年 は コンヒ。ユー タ産 業 に と って きび しい

年 で あ った。 不況 とイ ン フレの併 存 に悩 むニ クソン政府 は,緊 縮 予算 を組 ん だ。 この

ため宇宙 開発予算 と国防予算 は大 幅 に削減 され た。 この結果,コ ンピ ュータに対す る

新規 発注 は×幅減 少 とな り,国 内産 業界 の不況 に よる民 間企業発注 減 とと もに,ア メ

リカの コンピ ュー タ国 内出荷は,前 年 を4億 ドル,8%下 回 る44億 ドルに落 ち こん だ

の で ある。

コン ピュー タ産業 に大 きな影響 を与 えてい る施策 の ひ とつは ,司 法省 の反 トラス ト

.'法(独 占禁 止法)の 運 用 で あろ う。現 在,司 法省 はIBMを 提訴 中であ り,従 来,1956

年 の同意審決 に よ る特 許公 開 お よび買取 希望者 に対 す る直 売 の実施,SBC(Service・

BureauCorporation)の 分離 な ど,IBMに 戦略転 換 を行 なわ しめた。 現在係 争 中の

訴訟 は決 着 してい ないが,IBMは 独禁 法 の関係 で1971年1月1日 以 降,ア メ リカ国

内 におい て ソ フ トウ ェア 。サ ー ビス,シ ステ ムズ ・エ ンジニ ア リン グ ・サ ー ビスお よ

び教育 サー ビス をハ ー ドウェア価格 か ら分離,有 料化 した。 価格分 離は コン ビ。ユ一夕

産 業 に とって大 きな転換 を意 味 し,こ れ がユ ーザ ーに広 く受 け入 れ られ定着 す る まで

には,数 年 の混乱期 が先 行 す るとい う見 方 が ある。

上述 の よ うな困難 な時期 に当 り,ア メ リカの コンピ ュー タ ・メrカ.一 一は,海 外活 動
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を強化 し輸 出 に努 力 を傾 け た。 アメ リカの商務省 では コンピ ュー タの国際 貿易収 支バ

ランスに与 え る寄与 を認識 し・1970年 には世 界25カ 国に おけ る コン ビ。ユ一 夕需要 予測

調 査 を行 な った。 これは グ ローバル ・マーケ ッテ ィング ・フ。ロ グラムと呼 ぶ サービス

で1973年 までに アメ リカの全 輸出額 を500億 ドルの大 台に のせ るこ とをね らい と して

お り,デ ータ処理装 置,周 辺装 置,ソ フ トウェアは輸 出促 進 に貢献 す ると して ,こ の プ

ログ ラムの対象 に選 ばれ た。 また,商 務 省 の主催 で ,ハ ン ブル ク,パ リな どで 「アメ

リカ コンピ ュー タ ・シ ョー」 が開か れ,1970年 には東 京で も第1回 シ ョーを開 くとい

う積極 的 な動 きを示 し始 めた。1971年 にはひ きつ づ き,ド イ ツの フ ラン ク フル ト(2

月),日 本 の東 京 な どで コン ピ ュー タシ ョーを開催 す ると発表 してい る。

輸 出促 進策 と して ニ クソン政 府の うちだ した もうひ とつ の政 策は,ア メ リカ輸 出入

銀 行(Export-lmportBankofU.S.A.)の 活用 で あ る。 同行 の活 用は もちろん,ア メ

リカ商品全 般 の輸 出拡大 が対象 で あ るが,ア メ リカの専 門誌 コン ビ。ユ一 夕 ・ワール ド

に ょれ ば,コ ン ピュータの輸 出に適 用 され る公 算が多い。 同行 が うちだ した新 しい輸

出金 融 は,次 の3方 式 で あ る。

(1)再 貸信 用 プ ロ グラム(relendingcreditprogram)

外 国の 中小 企業 に対 す る輸 出販売 を促進 す るための方式 で,外 国金 融機 関 を選定

し,こ れ に商業資金 を供給 す る。 外 国機 関は この資金 を利用 して,バ イ ヤ ーの個 々

の取 引額 の90%ま で を再貸 付 す る。

(2)長 期貸付(long'termcreditprogram)

アメ リカの 商業銀 行,あ るいは その他 の私設金 融機 関 とア メ リカ輸 出入銀行 が相

互 に半分 ずつ の信用 を供与 す る参 加金融(participationfinancing)で ,こ の制度 で

は 商業銀行 の供与 か ら信用 部分 の期 限 は,輸 出入銀 行 の それ よ り短 かい。 輸銀 の現

行金 利は6%と 低利 で,商 業銀行金 利 と抱 合 せ とな って も,平 均金 利 が7.18%(19

69年 におけ る参加貸付 契約 平均金利)と 市 中競争 力 を もってい る
。

(3}害if弓1貸 付 帯‖度(discounttoanfacility)

商i業銀 行 の 中期輸 出 ロー ンの増加 をね らってい る。 たとえば アメ リカ ・コンピ ュ

ー タ ・メー カーが信用 を欲 す る外 国 の潜 在顧 客 をみつけ たが
,ア メ リカの取 引銀 行

が信用 を供与 したが らない場合 に,同 制度 は その救 済手段 と して ,輸 出入銀 行が割
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引の便宜 を与 えるため立替 払契 約(advancecommitment)を 行な う。 商業銀行 の要

請 があれ ば,輸 銀 は いつ で も輸 出負債 義務 額 の!00%ま で を商業銀 行に貸付 け る。

この際 の金 利 は,商 業銀 行 が,借 主 に課 す る金利 よ り1%低 く設定 す る。 もし輸銀

が保証 す る場合 は,金 利 差 はO.5%で ある。

b)連 邦 政府 の調達政 策

1964年 の合 衆 国財 産 管理法 の一部 改 正法(通 称 ブル ックス法)の 実 施以来,連 邦政

府 の コン ピ ュー タ調 達 の合理 化 がすす め られ てい る。

この法律 に よ って,連 邦政 府 の コン ピ ュー タ購 入 につい て特別会計 が設 け られ,レ

ンタル制か ら買取制 へ移行 す る とと もに,予 算局 が連邦政 府 の コン ピ ュー タ利用 を総

合調整 し,共 通役務 庁 が各省 庁 の コン ピ ュー タ導入 につい て一 括調達 に当た り,商 務

省 が各 省庁 に対す る技 術的助 言 と連 邦政府 が使用 す る コン ピュー タについて の標 準化

を担 当す るこ とにな った。 この結果,ブ ル ックス法 制庭前 には5%で あ った コン ピ ュ

rタ 買取 比率 は,1970年6月 現 在62%に 増 加(実 働 中め4,666セ ッ トの うち2,910セ ッ

1トが買取 った もの)し たほか,コ ンピ ュー タの共 同利用,ソ フ トウ ェアの商務省標 準

局CCSTに よる集 中開発 な どの成果 があが ってい る。

このほか1970年 に表面化 した新 しい調達傾 向は,独 立周辺 装置 メー カー か らの購 入

4の増加 であ る。1968年,ア メ リカ議 会 の 「政 府 の経 済 に関す る分科 会」(theCongr-

£ssionalSubcomitteeonEconomyinGovernment)は 連邦政 府の コ ン ピュー タ使用 に

潤 す る報告 書 を提 出 し,① 中小 メー カー の調達 を も行 ない,特 定 の大 メー カーの製 品

、に片寄 った システムを設計 しない こ と,② 政 府所有 のEDP装 置 の在 庫管理 を的確 に

・行 ない ,不 要 の購入 を防 ぐこ と,を 勧告 した。 また,会 計 検 査院の調 査 で も,中/ト メ

,一 カーを利 用す る ことに より,相 当額 の予算 を節減 でき るこ とが示唆 された。連 邦政

府 の独立 周辺装置 メ ー カーか らの互換 性 あ る装置 の購入 は,こ れ らの要請 に こた えて

:実行 され た政策 であ る。

これま で連 邦政府 は コン ピ ュー タと周辺装 置 の大 部分 も大手 システム ・メー カーか

:iら一 括調達 して きた が,1970年 には入 札 の際,独 立 周辺装 置 メー カーが応 札す る こと

:;が初めて許 された。 た とえば海軍 では,メ モ レックス,テ レックス,ポ ッター,カ リ
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フ ォル ニ ア ・コ ン ヒ。ユー タ ・プ ロ ダ ク ツに1,500万 ドル の 周 辺 装 置 を発 注 した。 今 後

は,独 立 周 辺 装 置 メ ー カ ーへ の 発 注 は増 加 さ れ る こ とが 予 想 され る。

B.イ ギ リ ス の コ ン ピ ュ ー タ 政 策

イギ リスは 日本 とともに有力なコンピュー タ産業を有する数少ない国のひ と つ で あ る

が,保 守党への政権交代に ともない,コ ンピュータ政策にも微妙な変化が現われてきた。

a)投 資促進法 の廃止

ヒース内閣は,1966年 に労働 党政府 が産 業設備 近代化 を刺戟 す るこ とを意 図 し制定

した投資促 進法(InvestmentIncentivesLaw)を 廃止 し,以 前保 守党 内閣が実 施 して

い た法 人所 得税 に対す る投資控除 制度 を復活 させた。投 資促進法 の適用下 では,コ ン

ピ ュー タをユー ザーが設 置 した際,そ れが買取 の場合 はユー ザーに レン タル または り

一スの場合 は貸主 に取 得 した コ ンピ ュー タ原価 の20%が 投資 補助金 として交付 され

て いた。設 置場所 がス コ ッ トラン ド,ウ ェール ズな どの開発 地域 で,か つ,そ の コン

ピュー タ導入 が著 し く雇傭 を促進 す る と認 め られ る ときは特別 に40%の 補助金 が与 え

られ た。

1970年,保 守 党内 閣は設 備投資 を企業 自身 の努 力 に負 わ しめる とと もに投資 減税 制

度 を復活 し,こ れに よ り,ユ ー ザー もコ ンピ ュー タ ・メ ーカー も,リ ー シ ン グ 会 社

も,コ ン ピ ュー タ設 置時 に補助金 を受け られな いが,し か し,十 分 な売上 をあ げ,利

益 を計 上 で きる企業は,法 人所得税 か ら取 得 した コン ピ ュー タ原価の一定率 を控除 で

き る(減 税)こ とにな る。 これ までは 中古 コン ピ ュー タを取得 した場 合,補 助金 の交

付 対象 とな らな か った が,新 制度 の もとでは新 品 と中古 の差別 はな くな った。 さ らに

旧制度 の もとでは,初 年 度にお いてi新品につい ては10%,中 古 につい ては30%の 特 別

(追 加)償 却 が許 されてい たが,新 制 皮 下 では 両者 に差 別 をつ けない こ とにな った

といわ れ る。 この よ うな政 策転換 に よ り補 助金 を受け た コン ピュー タが多数設 置 され

てい るイギ リスでは,第3.5世 代 コン ピュー タの 出荷 が多 くな ければ,中 古 コン ピ ュ

ー タ市場 が急 に形成 され るとの見 方 が生 じてい る。一 方 で,保 守党 内閣 は法 人所得税
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率 を従来 の45%か ら42.5%に 引 き下 げ,企 業 自身の 力に よる活 動 を刺 戟 しようと して

い る。

b)微 妙な研 究開発 費支 出

労働 党 内閣はNRDC(研 究 開発公社=NationalResearch&DevelopmentCorp.)

を設立 し,こ れを通 じて汎用 コン ピ ュー タ ・メー カーのICLに 資金 を貸付 けて きた

が,同 政府 は1968年,産 業拡大 法 を制定 して,ICTと イ ン グ リッシ ュ ・エ レク トリ

ック ・コン ピ ュータズ を合併 させ,新 会社ICLに 自 ら 資 本参 加(10.5%)し た と

き,向 こう4年 間 に117億 円の研究 開発資金 援助 を行な うこ とを決 めた。

保守党 内閣 が初 めて組 んだ予算 は ミニ ・バ ジ ェ ッ トと呼 ばれてい るだけに,研 究 開

'発費 が削減 されやす いか と憂 慮 されてい る
。

今後,ICLへ の 出資 自体 をふ くめ,こ れ らの支 出計 画に修正 を加 えるか どうか,

論議 が たたかわ され る可 能性 があ る。

c)通 商産 業省 の創設

技術 者は 労働 党政 府 の新設 した省 であ るが,新 政 府は この ほ ど 技 術 省 と 貿 易 庁

(BoardofTrade)を 統合 して,通 商産業省(MinistryofTradeandIndustry)を 創設

した。 これ まで技術 省 が果 してきた重要 な機能 は,一 部 局 として ではあ るが,残 され

る ことに な った。 こ うした政府 の政策 に直 面 し,ICLは フ ランスの国策会社CII

.お よび アメ リカCDCの 両社 と合併 で,研 究 開発 会社InternationalData(本 社 ブ ラッ

セル)を 設立 した。 同社社 長は定 期 的に3社 で もち回 るこ とにな ってい るが初代 社長

にはICLの アー サー ・ハ ン フ リー常務取 締役 が就任 した。

C.フ ラ ン ス の コ ン ピ ュ ー タ 政 策

フランスの コ ン ピュー タ政 策は,1964年 のGEに よるマ シン、・ブル社 買収 事件 と,こ れ

に次い で起 こ った アメ リカ政 府 のCDC6,600の 対 フランス輸 出差 止 め(原 爆 開発 に使 う

のでは な く,平 和 目的 に使 うとい うこ とがわ か って,結 局,同 機は輸入 された)を 契機 と し
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て本格化 され るこ とにな った。1970年5月,ア メ リカのGEと ハネ ウエルは,両 社 コン ビ。

ユー タ部Pl]を 合併 し,合 弁 会社HISを 設立 す る と発 表 した。 この ため フランスの ブルG

E社 は,1-IIS社 の傘下 に入 りブル ・ハ ネウエル社 とな った。 この際,フ ランス側 には ブ

ルGEを 買戻 せないか とい う意見 が起 こ り,政 財界 に おいて検討 され た とい うこ とであ る

が,GEが ブル を買収 してか らの赤字 累積 を考慮 す る と買収 費 が巨額 にな るな どの原 因か

ら,買 戻 しを断念 す るこ とにな った。HIS社 の ブルGE吸 収 に対 しては,人 員整理 を行

なわな い こと,現 在 の研究 所 を閉鎖 しない こ との2条 件 をつ けて政 府 の承認 が 与 え ら れ

た。

a)第2次 プ ラ ンカルキ ュールの 着手

こ うして強化 され るこ とにな った のが,国 策 コ ンピ ュTタ ・メー カーCII(Com

pagnieInternationalpour1'Informatique)で あ る。 フランス政府 は,1966年10月,

プ ラン ・カル キ ュー ル(Plan-Calcul)の 政令 を公布 し,国 産'コン ピ ュー タの本 格的開

発 助成 に着 手 した。 プ ラン .■カル キ ュー ルでは,5カ 年 をかけ てPシ リー ズ と呼 ばれ

る 一 連 の 国産 コン ピ ュー タ(Po,P1,P2,P3)を 開i発す る ことが決 め られた。 このた

め,政 府 は5年 間でお よそ4億 フランの開発費 を見 込み,Pシ リー ズの完成 に よ って

現在 の国産機 の市場 占有率 お よそ5%を 当面12-15%程 度 に まで引上 げる ことを 目標

としてい る。 しか し,市 場 占有率 の確保 は必 ず し も所期 の 目標 を達成 す る ところ まで

は い ってい ない。

プ ラン ・カル キ ュー ルは1970年 を もって終 了す るわけ であ るが,フ ランス政府 は第2

次 プ ラン ・カルキ ュー ルを実施 す る ことに決定 し1971年1月8日 の閣議 で新計 画を承

認 した。 この新計 画に は,① これ までの プ ラン ・カル キ ュー ルを今年 か ら5年 間延長

す る ②CIIに 対 す る資金援 助 を強化 す る ③ ソ フ トウ ェア関係 の開発 を促進 す る

こ とが盛 り込 まれ てい る。第2次 計 画 では お よそ10億 フランを投入 す る といわれ,C

IIは レンタル業務拡 張 のため多 額 の貸付 を受け る見通 し とな った。 また ソフ トウ ェ

ア部門 では 中小企業 向 げの汎用 プ ログラム開発な どが行 な われ る ことにな った。 コン

ピ ュー タ利 用 に関 す る高度 の研究 を行 な う国立機 関IRIAは,研 究活動 を強化 す る

ことになろ う。
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b)SPERACの 合 併

第1次 プラン ・カル キ ュール の実施 に当 って,政 府 は計 画 の推 進 とコン ピ ュー タ利

用 の促進 を行 な う情報 代表部 を首相直 属機 関 と して設置 したほか ,1966年 当時 残 って

いた国産 メー カー を統合 して,CII(本 体 メー カー) ,SPERAC(周 辺装 置 ノ

ー カー)SESCOSEM(部 品 メー カー)を 設 立 した
。'

1969年 秋 には情報代 表部長 官 モー リス ・ア レグル氏 を団長 とし
,政 財 界 を もって編

成 され るコ ンピ ュー タ産業調 査団 が 来 日,通 商産 業省,国 産 コン ピュー タ ・メ ー カ

ー,JECC 、 日本電子 工業振 興協会,日 本 情報処理 開発 セン ター ,を 歴 訪 し,.日 本

の現状 を調査 した。 中で も一行 が深 く印象 づけ られた ことは,通 商産 業省 と国産 メー

カーが協 力 して開発 中の超大 型高性 能 コン ピュー タ(大 型 プロジ ェク ト)と 今 日の国

産機普 及 の支 え とな ったJECCレ ンタル制度 の仕組 み であ った。 こ う し て 同年暮

れ,情 報 代表部 の支持 を得 て,フ ランスでは国産 メー カーに融資 す る持株 会社Tinifor

(Tinanc三erepourL'Informatique)が 設 立 され た。1970年 に入 る と,CIIはSPE

RACを 吸収 合併 し,本 体 と周 辺装置,な らびに ソフ トウ ェアを開発 す る システム ・

メー カー とな った。

D.西 ドイ ツ の コ ン ピ ュ ー タ政 策

西 ドイ ツの国産 コン ピュー タ ・メー カー は ジー メ ンス とAEGテ レフンケ ンの2社 と端

末 機関係 で新興 メー カー のニ ックス ドル フがあ るだけ であ る。

同国 が国産 コンヒ。ユー タの育成 にの りだ したの は,1967年 であ る。1967年 か ら5か 年計

画 で3億 マル クを支 出す る予定 で デモ ンス トレー シ ョン ・プ ロジ ェ ク ト を 実施 中 で あ る

が,そ の 内容 はむ しろ,情 報 処理 技術 開発 に重 点 をお いて い る
。

この計 画 は行 政 官庁が ユーザー とな って ,大 規 模な 情報処理 システム を開発 す る ことを

ね らい としてお り,① 連 邦政府 情報 局の ための デー タバ ン ク法律 関係 デー タ ・バ ン ク
,②

法 律関係 データ ・バ ン ク ③連 邦 予算 局 のための デー タ処理 シス テム ④連邦統 計局 のた

めの デー タ ・バ ンク ⑤連 邦特許 局 のため のデー タ集積 処理 システ ム ⑥犯 罪 デー タ ・バ
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ン ク ⑦ 医学 診断 のため のデー タ処理 システムの開発 が進 め られ てい る。

一 方,こ れ らの シス テム開発 の基 礎技術 と して,① システ ム分析 ② プロ グラ ミン グ

③IC④ デ ィジタル高速 メモ リー ⑤大 容量 メモ リー ⑥入 出力機 器 な どの技術 開発 が

2億3,000万 マル クの政府補 助金交付 の もとに民 間企業 に よ って進 め られ てい る。

a)第2次 計画 の策 定

上記 プ ロジ ェク トは1971年 に終 了す るが,西 ドイ ツ政府 は1971年 を初年 度 とす る第

2次 計 画(71～74年)を 策 定 し,同 期 間に42億 マル ク(お よそ4,200億 円)の 巨費 を

投入,本 格 的な コン ピュー タ産業 を育成 す る ことにな った。

第2次 計 画 の 目標は,① 社会生 活,社 会 開発 面 での コン ピ ュー タ利 用 の促進(コ ン

ピ ュー タの小型化,通 信 回線 への応用),② 政 治,経 済,産 業,社 会全体 の合理化,

公 共 サー ビスの情報 処理 へ の コン ピ ュー タ利 用 の促進 と普 及(小 型,大 型 コン ピュー

タの技術 開発)に おか れて い る。

計 画予算案 の内容 は,コ ン ピュー タ応用 研究 を追求す るコン ピ ュ'一タ教 育大 学費17

億 マル ク(1,700億 円),教 育 プ ロ グラム費2億8,000万 マル ク(280億 円),教 授教育

費5,000万 マル ク(50億 田),情 報 処理教 育費4億5,000万 マル ク(450億 口)教 授育成

費3,000万 マル ク(30億 国),デ ー タ ・バ ン ク な ど の 情報処理 システム開発費2億

5,000万 マル ク(250億 四),新 応用 分野研究 費3億5,000万 マル ク(350億 円),コ ンピ

ュー タ導入促進 の ための民 間企業 へ の補助金 交付(レ ンタル補助金 をふ くむ)2億 マル

ク(200億 円),民 間研 究費2億5,000万 マル ク(250億 円),科 学教 育省 所管研究 費2

億 マル ク(200億 円),コ ン ピュー タの国内市場 拡大 費1億7,000万 マル ク(170億 田)

とな ってい る。

な お,西 ドイ ツ政 府は4月 に,わ が国ヘ コ ンピ ュー タ産業視 察 団を派遣 し通商産業

省 国産 コンega'一一ータ ・メー カー,JECC,日 本電 子 工業振興 協会,日 本 情報処理 開

発 セ ンター,日 本 経営 情報 開発 協会 な どを歴 訪 した。
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E.コ メ コ ン諸 国 の コ ン ピ ュ ー タ共 同 開発 計画

1970年1月,コ メ コン加 盟8カ 国 会議 ではRJADコ ン ピュー タ共 同開発計 画 を承 認 し

た。 同計 画は,共 産国独 自の コ ンピ ュー タの開発 を通 じて,ソ 連 衛星諸 国 の経 済 ・政 治 の

相互 依存 関係 の強化 に役 だてる こ とをね らい と してお り,8カ 国は次 の よ うに開発 を分担

す る ことにな った。

ソ連(生 産工程 の 一切 とセ ン トラル ・プ ロセ ッサー の大半 の開発),ポ ー ラン ド(フ 。リ

ンター,紙 テー プ ・リー ダー,一 部機 構部 品 の 開発),ハ ンガ リー(磁 気媒体,ソ フ トウ

ェアの 開発),東 ドイツ(周 辺装 置)。

現 在,コ ン ピ ュー タを生産 して い る東 ヨー ロ ッパ共産 国は,ソ 連,チ ェコス ロバ キア,

*e-一 ラン ド,東 ドイ ツ,ハ ンガ リー の5カ 国 と考 え られ るが,こ れ らの諸 国 の生産 だけで

は 国家経 済計 画の推進 に よ る需 要 を満 たすほ ど遠 い のが現 状 で,対 共産 圏輸 出をきび し く

して い るアメ リカを除 き,フ ランス,ド イ ツ,イ ギ リスの コン ピュー タ輸 出 が増 加す る傾

向 にあ る。 チ ェコス ロバ キ アは フラ ンスの ブルGEか ら,ま た,ハ ンガ リーはCIIか ら

技 術供 与 を受 け,そ れぞれ 中,小 型 機 の生産 を行 な ってい る。 さ らにポー ラ ン ドもICの

古 い モ デルの(ICL1,900の ひ とつ)の 技術 ライ センス を受 けてい る。 東 ヨー ロ ッパ諸

L国 に設置 され てい るコ ン ピュー タの%は 東 ヨー ロ ッパ 諸国 自身の生産 した もの(ソ 連

製 は1/7)と いわ れ る。 ソ連衛星 国 が設 置 を 目標 としてい るコ ンピ ュー タは,1975年 までに

33,000台 といわ れ,RJAD計 画 ではIBM360/20,30,40,50,65相 当のモ デルの開

発 目標 に してい る。 上述 の よ うに,各 国は すでに独 自の コン ピュー タ産業 の育成 に着 手 し

て お り,RJAD計 画 といか に調 整 す るか が今後 の問題 だ といわ れてい る。

なお,ハ ンガ リーは1970年2月 に,貿 易省 の タマ ス ・スガー ル次官 を団長 とす る コン ピ

ュー タ産 業視察 団 を派遣 し,通 商産業省,国 産 メー カー,JECC,コ ンピ ュー タ ・ユー

ザ ー,日 本電 子工 業振興 協会,日 本 情報 処理 開発 セ ンター を訪 問 した。
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第1章 わ が国 の コ ンピュー タ実働 状 況

JECC調 査 よ り

1.1970年 に お け る コ ン ピ ュー タの 実 働 状 況

A.型 別 にみた実働状況

日本電子計 算機 株式会社(JECC)で は,半 年 ごとにわが国 におけ る国産 コンピ ュー

タ実働状況 を調査 し,通 商産業省 が集計 す る外 国機 の実働 状況 とあわせて 「わが国電子計

算 実働 状況 調査」 を まとめ,公 表 してい る。 第3.1表 は,1965年9月 以来 の実働 状況推 移

お よび型 別 国産機,外 国機 別構成 比推 移 で ある。 この調査 では,ミ ニ ・コン ヒ。ユ一 夕の特

殊 な性 格 を考 慮 し,汎 用 システム とは別 グル ー プと して調査 ・集計 す ることに して い る。

ミニ ・コ ンヒ。ユ一夕の統計 につい ては,デ ータに万全 を期 す るた め集計 方法 な どを検討 中

であ る。

1970年9月 末現在,わ が国で実働 してい る汎用 コ ンピ ュー タ ・システ ムは,7,933セ ッ

ト,売 価換算額7,387億 円で,前 年 同時 に比べ る とそれ ぞれ の増 加率は41.6%,44.6%で



第3.1表 電子計算組織実働状況および型別国産機外国機別構成比推移 (単位 上列セット数,下 列百万円)

型 別
1965年9月

末 現 在

1966年9月

末 現 在

1967年9月

末 現 在

1968年9月

末 現 在

1969年9月

末現 在

1970年9月

末現 在

1965年9月
末 現 在

.

1966年9月

末 現 在

1967年9月

末 現 在

1968年9月

末 現 在

1969年9月

末 現 在

1970年9月

末現 在
型 別

国

産

機

大 型
14

5,848

30

12,228

70

25,740.

135

51,234

214

89,158

334

153,517

13.3

11.5
.

22.6

19.7

34.1

29.0

37.5

32.3

40.8

36.4

43.9

39.8 大 型

中 型
371

38,179

509

52,653

701・

72;396

1,011

100,580

1,350

133,373

1,942

193,849

49.9

45.3
.

51.5

47.0

56.3
.52.9

65.9

64.1

66.3

62.7

、71.6

69.6
中 型

小 型
f73

4β98

252

6,083

676・

16,191

,培

1,086

24,706

1,556

34,189

2,073

46,048

38.4

36.0
.

40.6

36.9

70.6

67.6

75.3

71.3

77.1

73.3

74.2

71.6 小 型

超 小 型
.

384
2,395

417
2,720

627
4,057

738
4;889

1,016

6,666

1,447

9,551

100.0

100.0
.

100.0

100.0

100.0

100.0

ユ00.0

100.0

99.2

99.3

87.0

88.8 超 小 型

合 計
942

50,821

』1

,208
73,685

2,074

118,386

2,970

181,411

4,136

263,388

5,796

402,965

56.0

33.9
.

56.0

38.1

68.3

46.7

71.9

49.4

73.8

51.6

73.1

54.6 合 計

年間増加率(%) 45.0 60.7 53.2 45.2 53.0
.

.

外

国

機

大 型
91

45,075

103

49,829

135

63,045

225

107,600

310

155,636

426

231,767

86.7

88.5

77.4

80.3

65.9

71.0

62.5

67.7
59.2

63.6

56.1

60.2 1大 型

中 型
372

46,070

479

59,273

544

64,406

580

63,308

685

79,407

772

84,496

50.1

54.7

48.5

53.0

43.7

47.1

34.1

55.9
33.7

37.3

28.4

30.4
中 型

小 型
278

7,818

369

10,422

282

7,768

357

9,950

462

12,448

722

18,241

.

61.6
66.0

.

59.4

63.1

29.4

32.4

24.7
28.7

22.9

26.7

25.8

28.4 1小 型

超 小 型
0

0

0

0

0

0

0

0

8

43

217

1,208

0

0
`

0
0

0

0

0

0

0.8
0.6

13.0

11.2 1超小 型

合 計
741

98,964

951

119,524

961

135,221

1,162

185,859

1,465

247,536

2,137

335,712

44.0

66.1

44.0

61.9

31.7

53.3

28.1

50.6

26.2

48.4

26.9

45.4 合 計

年間増加率
(%)

20.8 13.1 37.4 33.2 35.・6

.

1

合

計

大 型
105

50,923

133

62,057

205

88,786

360

158,311

524

244,795

760

385,284

1

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0
100.0

1∞.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 大 型

中 型
743

84,250

988

111,927

1,245

136,802

1,591

168,889

2,035
212,780

2レ714

278,346

.

100.0
100.0

.

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 中 型

1j・ 型
451

12,216

621

16,505

958

23,960

1,443

34,656

2,018

46,638

2,795

64,289

100.0

100.0
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 小 型

超 小 型
384

2,395

41・7

2,720

627

4,057

738

4,889

1,024

6,710

1,664

10,759

100.0
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 超 小 型

合 計
1,683

149,786

2,159

193,210

3,035

253,607

4,132

367,270

5,601

510,924

7,933

738,678

100.0
100.0

100.0
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0 合 計

年間増加率
(%) 29.0 31.3 44.8 39.1 44.6

1

国

産

機

外

国

機

合

計

」
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(注)第3.1表 について

1.国 産機は日本電子計算機㈱調べ,外 国機は通商産業省調べによる。

2.型 別基準は次のとおり。(売 価換算)

大 型A5億 円以上

B2億5,000万 円～5億 円未満

中 型A1億 円～2億5,000万 円未満

B4,000万 円～1億 円未満

小 型1,000万 円一・4,000万 円未満

超小型1,000万 円未満

3.コ ンピュータの基準は

① ディジタル型であること

② ス トアー ド・プログラム方式で重要な命令を内部記憶装置に記憶しているか,ま たは相当性能を有す

ること。

③ 内部記憶容量2,000ビ ッ ト以上を有すること。(た だし,サ イン ・パ リティ・チェックのためのビット

数は除 く)

④ 電子論理演算を行なう演算機構を有すること

の4条 件を全部満足するコンピュータ。

4ミ ニ ・コンピュータはふくまない。

5現 地資本が株式のマジョリティを保有する企業が国内生産するシステムを国産機とみなした。

6.コ ンピュータ ・システムは設置後,本 体メモ リーや周辺装置の増設が発生することがあるので,以 前に

はたとえば小型に分類 されていたものが,増 設の結果,中 型の分類へ移動する場合がある。

7.ア ナ ログ・コンヒ。ユータ,オ フライン機器,デ ータ通信機器は全数データに万全を期するため集計対象

外としている。

あ る。 国産機,外 国機 別 をみ る と,国 産機 は5,796セ ッ トで全体 の73.1%を 占めてい る。

しか し,こ れ らの売 価換 算額 は4,030億 口で,金 額 ベー スでは全体 の ほぼ半 分,す なわ ち

54・6%に 当 たる。 、

第3.1表 に よ って型 別 に みた国産機,外 国機 別構成 比 の推 移 をみ,各 型 の特長 を述べ る,

と次の とお りで あ る。

a)大 型 コン ピュー タ

5年 前 の1965年9月 末現 在,わ が国 には105セ ッ ト,お よそ509億 円の×型 コ ンピ ュー タ

(シ ス テム規模2億5,000万 円以上)が 実 働 してい た が,1970年9月 末 では760セ ッ ト

(7.2倍),3,853億 円(7.6倍)に 達 した。 第3.1表 右欄 の国産 機,外 国機 別構 成比 の推移

をみ ると,1965年 以 前 は国産 機 がわず か10%台 を 占め るにす ぎ なか ったが,以 後比 率が上

が り197C年 では金 額 で39.8%を 占 めるまでに な った。

しか し,さ らに大型 を2億5,000万 国～5億 口未 満(大 型B),5億 国以 上(大 型A)に



第3.2表 大型,中 型実働状況細分表および構晟昆 (通商産業省 日本電子言{算ぱ㈱調・ミ).

実 働 状 況 構 成 比 1セ ッ ト当 りシステム規模

型 別
1968年9月

末 現 在

1969年9月

末 現 在

1970年9月

末 現 在

1968年9月

末 現 在

1969年9月

末 現 在

1970年9月

末 現 在

1968年9月

末 現 在

1969年9月

末 現 在

一
1970年9月

末 現 在
.・

国

産

機

大 型A、L,;ll,5、1;1,㌶; il:引;6:illl:1 627百万円|641百 万円1… 百 円

116大 型B

39,314 ,。麹1,磯 1;:引1;:引i▲:1 339133gl348
中 型Al、 、紬,、 劉 、ぷ1; ll:lll;:引;9:1 ・441・43い46

中 型 ・,、 翻,4劉,;;;ll ll:ll§:lll;:; 67}68168
小 型}1 ll 23122122
超 小 型ll ll ・ 【 ・ 【 ・

外

国

機

大 型A,。,lll、 。;lll、3。1;8 ;1:lll;:引 器:1 76・17991855

大 型 ・1,。;;;i,。;161,。i;9 ;1:21;1:引ll:1 3461348136・

中 型A、 、…lll,。 劉 、。lll 認:ll認:;{…1:1 ・671・67い65

中 型B、L濡 、㌶1、 磯
34.1

55.9
1

1剖;;:1 721・ ・ 66

小 型ll lI 28127125
超 小 割1 1 一1・1・

合

計

大 型Al、 。劉 、、晶;}、 。。il; }88:⑪1}88:8【{8⑪:8 7321745179・

大 型 ・|,。 劉 、。lll、7。lll }⑪8:81}8⑪:8「}88:⑪ 343/3441357
中 型Aい 。磯 、3認;ll、 耀 }88:81}8⑪:81}88:⑪ ・53|・521・5・

中 型 ・1、 。ll;1,;:劉 、。}:12 {88:8}8⑪:81}⑪8:⑪ 68168{68
小 当1 Il 24123123
超r小 型ll llll 7 7 6

巨

翌

日

ミ

‖

喜垂

θ

菖'
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風
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細分 してみ る と(第3'2表 参 照),大 型Aに おい て国産 機 は まだ35.7%(金 額)を 占め る

に と どまって い る。

1970年 にお け る大 型機 実働数 は760セ ッ トに対 して,大 型Aの 占め る比率 は34%で あ

る。 大 型Aの1セ ッ ト当 りシス テム規模 は,1968年9月 末 で は7億3,200万 円 であ った

が,1970年 にお いては7億9,400万 口 に大型化 してい る。 外 国機 の規模 は8億5,500万[q

と国産機 の7億400万 田 よ り1億5,000万 円余 も大 きい。 国産機 外国機 と もに1968年 以

来規 模 が× き くな ってい るが,外 国機 の大型 化 の方 が顕著 で ある。

× 型Bに お い ては,国 産機 は1968年 以来40%台 を維持 し微増 傾 向に ある。 システ ム規模

におい ては,国 産機,外 国機 の差は ほ とん どな い。

b)中 型 コンピュータ

1965年9月 末 の実 働 は743セ ッ ト,843億 円で,こ れ が1970年9月 末 には それ ぞれ3 .7

倍(2・714セ ッ ト),3・3倍(2,783億 円)に 達 した。1965年 以 前 の構成 比 をみ る と,国 産機

は ほぼ半 分 を 占めたが,さ らに毎年 上昇 し現 在 では ほぼ70%に な った。 中型A,Bに 細分

した場合 も同様 の傾 向が あ る。 シス テム規模 におい て国産機,外 国機 の差 はない。

C)小 型 コン ピュー タ

1965年 以前 に比べ て セ ッ ト数は6.2倍(2,795セ ッ1),実 働 金額 は5.3倍(643億 円)

に な った。 国産機,外 国機 の構成比 は,こ こ4年 来 ほぼ70対30を 保 ってい る。

d)超 小型 コン ピュー タ

5年 間に それ ぞれ4・3倍(セ ッ ト数),4・5倍(金 額)に な った。 構成 比で は1968年 ま

で,国 産機 が100%を 占めたが,1969年 には外 国機 が進 出 し,1970年 には10%台 を 占めた

こ とが特長 とな ってい る。

JECC統 計 では,最 近 に おけ る汎用 デ ィジ タル ・コンピ ュー タ,ミ ニ・コンピ ュー タ,

電 子 会計 機 な どの機 能 の接 近傾 向を考慮 し,1969年 下期以 後,プ ロ グラム蓄積 方式 では な

いが超 小型 汎用 コンピ ュー タ と相 当の性能 を有 す るマ シンの納入実 績 を超 小型機 と して集

書1してい るが,1969年 下 期(7～3月)に は274セ ッ ト,1970年 上 期(4～9月)に は
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217セ ッ トが 納入 され た。 この実績 は100%外 国機 に よって 占め られ てい る。

B.型 別にみた実働 システムの内部構造

a)国 産 機,外 国機 別 内部 構造

第3.3表 はわが国 で実働 してい る コンピ ュー タの国産機,外 国機 別型 別内部構 造が どう

なってい るか を示 してい る。合 計欄 に よって,わ が 国におけ る実働 システ ムの内部 構造推

移 を知 る ことが で きる。

第3.3表 実働システムの国産機,外 国機別内部構造(通 商産業省,日 本電子計算機㈱調べ)

国齢 外国酬 国 産 機1外 国 機1合 計

＼ 時点
型別 ＼

1965年

9月 末

1967年

9月 末

1969年

9月 末

1970年

9月 末

1965年

9月 末

1967年1969年

9月 末9月 末

1970年

9月 末

1965年

9月 末

1967年1969年

9月 末9月 末

1970年

9月 末

構

成

比

大 型A

(%)
一

一

(%)
0.2

3.0

(%)
L3|
13.4

(%)(%)

1.8-

18・司 一

(%)(%)
5.07.2

28,334.2

(%)
7.3

39.7

(%)
一

一

(%)(%)(%)
1.72.93.3

14,123,528.1

B
一

一

3.1

18.7

3.8

20.5

4.0-

19.,8一

9,113.9

22,828.7

12.6

29.3

一

一

5.06.5

20,924.4

6.3

24.0

小 計
1.51

11.5

3.4

21.7

…1・ …2・ ・

33・9138・145・5

14.1

46.6

21.1

62.9

19.96.2

69,034.0

6.71

35.0

9.4

47.9

9.6

52.1

中 型A
一

一

15.1

39.2

13.4

30.1

13.7

28.6

一

一

27.

32.4

4122.31

21.9

15.8-

16.6一

19.0

35.6

15.7

26.2

14.2

23.2

B
一

一

18.7

21.9

19.3

2α5

19.8

19.5

一

一

29.2

15.2

24.5

10.1

20.3

8.6

一

一

22.0

18.8

20.6

15.5

20.0

14.5

小 計
28,833.81

75,161.1

32,733.5

50,648.1

50,256.6

46,647.6

46.8

32.0

36.1

25.2

44,141.0

56,253.9

36.3

41.7

34.2

37.7

小 型
18.4

8.7

i

32.6

13.7

37,635.8

13,011.4

37,529.3

7.95.7

31.5

5.0

33.8

5.4

26,831.6

8.29.4

36.0

9.1

35.2

8.7

超 小 型
41:}31:124,625.0

2.52.4

0

0

0

0

0,510.2

0.00.4

22.8}

1.6

20.7

1.6

18,321.0

1.31.5

合 計
100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0100.0

100.0100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0100.0

100.0100.0

(注)構 成比 上列セット数,下 列金額

セ ッ ト数比,金 額比 と もに最大 の グル ープを形成 してい るの は中型 で あるが,こ の5年
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間に セ ッ ト数 比は10%方,金 額 比 は20%縮 小 し,こ れ に代 って小型(セ ッ ト数 で10%方 〉

と大型 が増加 して い る。 金額 比 でみた場合,当 然 な が ら 大型 の シ ェアの 拡大 は顕著 であ

る。 と くに大型Aの 伸 びは 目覚 しい。

第3・4表 に よって,1970年3月 末現 在 に おけ る実働 シス テ ムの 日本,ア メ リカ構 造比較

を試 み る と,次 の違 いが あ る。

第3・4表1970年3月 末現在 実働状況 日本,ア メリカ比較

＼ 国別

型男＼

大 型A

大 型B

小 計

中 型A

中 型B

小 計

小 型

超 小 型

合 計

日 本

207

156,112

427

150,931

634

307,043

1,018

153,601

1,358

92,445

2,376

246,046

2,429

55,777

1,279

8,294

6,718

617,160

ア メ リ カ

3,078

2,585,232

4,729

1,521,342

7,807

4,106,574

15,403

2,534,572

15,730

944,542

31,133

3,479,113

9,007

254,129

47,997

7,839,815

台数構成 比%

日 本 アメ リカ

(%)

3.0

6.4

9.4

15.2

20.2

35.4

36.2

19.0

100.0

(%)

6.5

9.9

16.4

32.1

32.8

64.9

18.8

0

100.0

金額構成比%

・ 本 レ …

(%)

25.3

24.5

49.8

24.9

15.0

39.9

9.0

L3

100.0

(%)

33.0

19.4

34.1

32.3

12.0

44.3

3.2

0

100.0

(注)1.日 本の資料出所はJECC実 働 状況調査。

2.ア メ リカの資料出所はIDC調 査。専用コンピュータ

均レンタル料から算定。

(dedicatedsystem)は ふ くまれ な い。 金 額 は 平

①5億 口以上 の大型 システ ムの実 働 におい て,ア メ リカは 日本 を引離 してい る。 セ ッ

ト数 の構 成比 は6.5%で,日 本 の2倍 以上 で あ る。 絶 対数 で は アメ リカ は,日 本 の

207セ ッ トの実 に14.9倍 を使用 してい る。



第3.5表 産業別電子計算組織実働状況の推移

農 業

オ木 ・ 覆‖ オ守 業

漁 ・水産 ・養殖業

拡

建 設

食

繊

紙 ・ パ

1:H片 反 ・

化 学 ・

硝 子 ・セ

鉄

非
機
雪
輪
精

鉄

メ

金

気 機
送 用 機
密 機

業

薬

品

維
ノレ プ

印 刷

石 油
ン ト

鋼

属

械

横

根

械
その他 製 造 業
卸 小
金
保
証
不

売 ・商

動

事
融
険
券
産

運輸 ・通信 ・報道

電
サ
病
大
高
そ
地
政

力 ・ ガ
ー ビ

の他 の 学
力 公 共

政 帰f関 係 機

ス
ス
院
学
校
校
体
府
関

法 人 団体 ・農 協

宗 教
業 種
合

法
不
計

入
明

台

1965年

9月 末

13

14

29

85

9

11

134

22

82

35

38

168

110

37

41

153

109

74

56

63

31

85

99

1

34

71

48

29

2

1,683

1966年

9月 末

13

17

34

61

12

15

173

26

102

40

57

212

133

45

45

240

155

90

60

83

36

103

125

2

2

60

98

78

40

2

2,159

1967年

6月 末

21

32

60

60

20

9

207

32

151

45

74

262

175

63

107

352

217

100

58

1

141

50

204

164

7

13

120

114

110

64

1

6

3,040

数

1968年

9月 末

21

49

86

47

28

18

270

44

176

74

112

363

321

81

118

599

300

109

(う0

2

191

55

303

4

208

13

20

155

152

145

110

2

5

4,171

1969年
9月 末

1

3

23

74

144

117

40

26
一

337

57

213

106

182

486

286

101

150

885

387

118

78

4

243

62

443

6

248

20

41

192

170

188

162

2

6

5,601

金

1970年

9月 末

1965年

9月 末

1966年

9月 末

1

6

31

122

208

173

58

46

436

83

299

164

265

718

356

128

193

1,411

620

130

88

15

307

79

614

9

285

41

77

242

202

240

275

1

10

7,933

779

823

1,355

3,681

360

302

9,670

1,705

7,586

1,573

2,808

8,088

10,881

1,036

2,973

9,305

15,145

9,911

7,089

4,728

4,706

8,402

2,765

8,857

7,437

2,410

873

1,097

2,119

4,017

692

400

12,634

2,211

8,994

2,211

4,125

21,881

13,042

1,913

3,334

12,723

19,798

12,390

7,274

5,576

5,326

10,436

7,704

18

84

5,152

12,235

11,555

3,512

55

193,406

(通商産業省,日 本電子計算機㈱調べ)

額 (単位 百万円)

1967年

9月 末

1,090

2,210

3,128

4,334

900

241

14,742

1,829

14,289

2,161

5,602

29,327

17,818

2,455

5,011

15,357

25,493

13,228

8,304

6

8,883

7,768

15,816

9,110

78

361

6,977

15,305

13,837

4,716

22

3,282

253,695

1968年

9月 末

1969年

9月 末

ig70年

9月 末

1,347

3,379

4,747

5,612

1,182

475

20,222

3,656

19,487

3,961

8,696

45,577

24,895

3,765

5,955

26,359

45,263

16,660

10,756

46

15,236

9,859

20,274

59

12,538

176

720

8,173

21,826

21,136

7,015

63

2,228

371,331

50

1,781

、4;,492

7,316

7,454

1,547

883

26,658

4,021

26,329

5,923

13,739

63,680

35,218

4,986

7,117

37,486

68,298

19,066

13,309

68

18,676

11,115,

32,027

97

18,745

232

1,255

9,486

25,672

30,506

10,990

120

2,550

510,924

156

2,203

7,092

9、686

9、459

331

1,864

36,387

5,228

42,463

9,583

19,975

98,112

50,189

7,321

9,502

58,074

102,008

23,833

18,060

1,048

26,257

17,164

46,820

189

20,980

540

2,366

12,920

30,270

45,923

17,891

26

2,634

738,678

一
ωo

ω

田口

u

×

馬
P

l
>

主

s

口
固
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② アメ リカは セ ッ ト数 比でみ た場 合,64.9%と 意外 に 中型 領域 の層 が厚 く,日 本 の

35・4%を は るかに しのい でい る。

③ 日本 は逆 に小型 および超 小 型に ウエ イ トが高 い。

ア メ リカの使用 してい るコ ンピ ュー タが 中型以 上 に傾斜 してい る とい う構造 は ,あ る程

度 わ が国 で実働 してい る外 国機 の それ に も反映 してお り(第3.4表),国 産機 の 中型以

上 は セ ッ ト数 比 で39・3%(1970年)で あ るのに対 し,外 国機 は56.0%に お よんでい る。 と

くに×型Aに おい ては,国 産機 は まだ1.8%(セ ッ ト数),18.8%(金 額)に す ぎない のに

対 し,外 国機 は それ ぞれ7・3%,39.7%を 示 してい る。1970年 にお1,・・て,外 国機 の超小 型

が10.2%に 急増 した ことは新 しい現 象 であ る。

b)産 業別 実働状況

第3.5表 は過去6年 間にお け る産 業別電 子計 算組織 実働状況 の推移 を示 してい る。

実働金 額 でみれ ば,需 要 の最 も強 い産業 は,金 融,電 気機械(コ ン ピ ュータ ・メーカ

ー 自身をふ くむ) ,卸 ・小売,輸 出用機 械,政 府 関係機 関(電 電 公社,国 鉄,専 売公社,

NHK,そ の他 政府予 算 に よる事業 団な ど),サ ー一－e'ス(計 算 セ ンターが大部 分)の 諸産

業 とな ってお り,こ の7産 業 だ けで全 実働 金額(1970∠ 年9月 末現在)の58.4%を 占 める。

と くに金融,電 気機械 の2業 種 は過去6年 間 に引続 き実 働金額 構成比 を上 げ て きた。

妃)地 域 別 実働状況

第3.6表 は,1970年9月 末現在 におけ る 「地域 別汎用電 子計 算組織実 働状況 」 であ る。

同表 に よ り,実 働金額 の多い地域 をみ る と,東 京(全 国 の46.4%),× 阪(14.7%),神

奈 川(6・7%),愛 知(4.7%)な どとな ってお り,東 京へ の集 中化 傾 向が著 しい。

～

第3.6表 地 域別汎用 コンピュータ実働状況1970年9月 末現在(単 位 ・セッ ト数金額百万円)

県 別
国 産 機

セ・・川 金 額

外 国 機

セ・・当 金 額

合 計

セ・・川 金 額

北 海 道 ・5818・3641 38 ・…{ ・961・4・ ・63

青 森1 24 704 ・i ・921 30 896

岩 手 ・・1 95・| ・1 951 37 1,045

宮 城1 94 4・・42「 ・・{・ ・678 ・・5「5・82・
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県 別
国 産 機 外 国 機 合 計

セ・・当 金 額 セ・・川 金 額 セ・・当 金 額

秋 田
1・ ・1

414 ・1 2281 ・81 642

山 ∋ ・・1 7221 ・「 ・731 221 895

～

福

東

神

子

埼

茨

副 371 1,239 ・1 93「
'

・・1 1,332

∋ …d ・8・7781 ・・5「 ・6・8561 ・8351 342,635

奈 川1 3661 ・5…1 ・・川 ・…51 4831 49,686

⇒ 971 4…1 2gl ・3381 126 10,940

∋ ・・51 あ78・1 231 ・5841 ・381 5,364

城 641 &6471 ・・1 ・82川 741 10,470
群 馬 1471 1,776 ・一 ・・41 581 2,580
栃

新

司 ・・1 2・・川 ・ 「 7771 361 2,813
潟 481 …gl ・・1 7871 6gl 2,696

長 野 63 あ…1 ・・1 9481 831 4,049
山 梨 ・・1 457 ・1 2661 281 722

静 ⇒ …{ 5,159 371 &4941 ・451 8,653

愛 知| 36・1・7・6481 125 ・7・2381 ・851・4・8861

岐 阜[ ・・1・ ・4781 ・41 793 45「 2,272

重1 251・ …6 ・・1 785 361 2,391
富 山 ・・1 639 11 2・…1 32 2,940

石 川1 441・ ・… ・1 73・1 50 2,240

大 阪 ・・81・6・ …{

庫1

3361・2…8「 ・・541・ ・8…9

兵 ・5・ 「9・ ・82 351 ・・…1 ・85|・2・4?-6

京 都1 ・・416・6361 ・・1 2・・581 ・651 8,794

奈 良1 ・1 241 ・・1 8・46・1 ∋ 8,483

滋 賀1 17 8381 ・・1 ・・81 271 1,456
福 井i ・21 3941 ・1 43gl ・71 832

和 歌 ∋ ・・13・6981 ・1 ・821 371 3,880
広 島1 ・4617・8581 2gl 4…51 ・751・2・664

岡 山1 4713・5981 ・1 2・…1 561 6,298
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県 別
国 産 機 外 国 機 合 計

セ ッ ト敷 金 額 セ・・当 金 額 セ ッ ト数 金 額

山 ・1 341 …81 ・71 2,231 1 51 4,648・

鳥 取 「 6 125 ・{ 71 1 ・1 196

島 根 9 2971 ・1 228 ・2i 525

愛 媛 1 271 ・4771 ・1 535 34 2,011

高 知 1 ・61 36・1 ・1 26 1 ・81 385

香 川 1 551 ・86gl ・1 416 1 59{ 2,285
徳 ⇒ ・・1 3341 ・1 72 1 15 405

福 ⇒ ・7・1 92861 ・・1 5・761 22・/ 14,462

佐 賀 } ・1 62gl ・ 【 17 1 ・・1 646

長 崎1 ・6| 6521 ・1・ ・96・1 25

・・1・ …51 ・1 ・{

2…21

熊 本i 221・ ・…

大 分1 ・41…8gl ・1 100 ・6{・ ・89

宮 崎1 ・1 22・1 ・1 .23・ 1・1 450

鹿 児 ⇒ ・41 599 ・1 ・3叶 ・・1 733

不 明 ・・216・929 ・7・1・6…71 3731・3・536

合 計 5・7961・ ・2・96512・ ・371335…2 7・9331738・673

d)専 用機 実働状 況

JECCで は,汎 用 コン ビ。ユータ,ミ ニ ・コンピ ュータのほ かに,こ れ らのいずれ に も

属 さない専 用機 を別枠 で集計 してい る。 専 用機 とは,特 定業務 のた めに設計 され,か つ,

完全 に単一 の作業 だけを処理 す る もの と定義 され てい る。

その実働状 況 を示 した のが第3.7表 で ある。現 在実 働 してv'る 専 用機 は88セ ッ ト,84億

5,900万 口で あ る。1年 前 の61セ ッ ト,66億6,400万 円 か らそれぞれ27セ ッ ト,17億9,500

万 円増加 した。外 国製 の専用機 は,わ が 国では ほ とん ど使 われ てい ない。1年 以 前 に比べ

て実 働数 が増加 した分野 は,放 送 番組 自動切換 用 お よび シ ミュレー シ 。ンな どの研 究用 で,

そのほ か新 しい 用途 と して照 明制御,電 気 ・水道 ・ガ ス,遠 隔処理 ・研究 開発用,船 舶 運

航 自動化,自 動給電 装置,火 力発電所 制御,医 用機 器 制御,群 制御用 が登 場 した。
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第3.7表 産 業別国産専 用機 実働状況 (1970年9月 末現在)

納 入 業 種 セ ツ ト 数 金 額
(百万円)

1セ ッ ト当 り金額

(百万円)

電 気 機 械 4 223 56

機 械 2 126 63

保 険 1 235 235

運 輸 ・ 通 信 ・ 報 道 29 1,169 40

電 カ 14 1,723 123

ガ ス 1 115 115

病 院 1 63 63

大 学 4 86 22

地 方 公 共 体 3 230 77

政 府 6 137 23

政 府 関 係 機 関 22 4,306 196

法 人 団 体 ・ 農 協 1 46 46

計 881 ・・459{ 96

第3.8表 用途別国産専用機実働状況 (1970年9月 末現在)

納 入 業 種

放 送 番 組 自 動 切 換

料 金 計 算

駐 車 場 自 動 制 御

シュミレーション等の研究用

水 門 自 動 制 御

電 力 経 済 負 荷 配 分 用

座 席 予 約

手 書 文 字 読 取 用

大 気 汚 染 管 理 用

ビ ル 制 御 用

照 明 制 御

電気 ・水道 ・ガス遠 隔 処 理

研 究 開 発 用

船 舶 ・運 航 自 動 化

自 動 給 電 装 置

火 力 発 電 所 制 御

医 用 機 器 制 御

群 制 御

計

セ ッ ト 数 金 額
(百万円)

28

13

4

10

4

5

2

1

1

1

1

2

4

2

2

6

1

1

1,089

3,567

490

234

159

823

160

58

91

235

46

210

207

126

200

600

63

101

1セ ッ ト当 り金額

(百 万円)

88}
8・45gl

39

274

123

23

40

165

80

58

91

235

46

105

52

63

100

100

63

10L _

96
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第2章 わ が国 の コ ンピュー タ利用 の現 状

当協会 コン ピュー タ利用状況調査 よ り

1.コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 調 査 よ り

当協会 では,例 年 わが国 の コン ピュー タ ・ユー ザー に対 し,「 コン ピュー タ利 用状 況調

査」 を行 な ってい るが,今 回は従来 の調査 とやや趣 き を異 に してい る。

従 来 の調査 は,コ ンピ ュー タ ・ユーザー の抽 出調査 であ った が.今 回は でき うる限 り全

ユージーを対象としたので,し たが って回収数 も多 く,精 度 の高い結果が得 られた。 また
1'

今回 は,ま だ コン ピ ュー タを導入 して いない事 業体 に対 して もア ンケー トを実施 し,異 な

った観 点か らの調査 を行 な った。

調 査項 目は,導 入 事業体 に限定 した もの,未 導入事 業体 に限定 した もの,両 者 に共通 の

もの と分 れて い る。

調 査時 点は,1970年9月 末 日現 在 で,ア ンケー ト調 査表 の発送数 な らび に回収 数 は,第

3.9表 の とお りであ る。 なお 回収 した ものは全部 有効 であ った。

第3・9表 アンケー ト発送数およ芦回収状況

導入 ・未導入別
項 目

導 入 事 業 外

来 導 入 事 業 体

発送数 回収数

2…6{…97

…1259

合 計
13・67・1・ ・356

回収率麟 幕間躍 前 年
回収率

40.4%

27.1

36.9

1'・ ・…

'b

・3134・ ・%

■ 一

1・ ・…1345134・ ・

以下・同調査 の鍋 結果に基 づいたわカご甲におけるコンビ・一 タ利卿 猷 である・詳

細の資料は巻末に収録 してある。
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2.コ ン ピュー タ導 入 事 業体 の状 況

A.ハ ー ドウェア使 用状 況

la)月 間 レンタル料投 資規模 別使用 状況

まず導入事 業体 に特有な 問題 か ら述べ る。

第3・10表 産業別EDPS投 資規模別ユーザー数

レン タル料 売 価 換 算

…7万 円以 上}5鯛 以 上56(・ ・7)168(・6・)1・(47)1・3・(・ ・
.・)

555-…7万 味 満r… 鯛 ～5億 味 満66(・26)1・ ・(96)19(60)1・ ・6(・O
.6)

222-555〃1・ 鯉 一… 億 四 〃r・5・(・8 .・)r・ ・4(26.・)|27(・8.・)292(26 .6)

88-222〃1・ … 万 四 一 ・億 酬 ・34(25 ・・)85(・ ・.・)123(・5.・)1242(22 .・)

1第・次≠ ・次産業隆 の他筆1"m'k;～

22-88〃1・ … 万 円 一 ・… 万 田 〃184(・6 ・1)18・(・9.・)124(・6.・)1・89(・72)

・・-22〃1… 万 円 一 ・… 万 円 〃 ・(…)1・(・ .9)1・(・.・)1・8(・ .・)

・・五 味 満1…JEi'M未 満1・(・ ・8)・(・.・)1・ ・(・.・)1・ ・(厄

難 記 入

合 計

無 記 入
12・(…)}23(5・ ・)145(3・.・){89(8.・)

lS2・(・・…)142・(・ ・…)1・5・(・ ・…)1・ ・97(・・…)

注)1.コ ン ピュータを複数セット使用していても,そ れに関係なくユーザーとしてハー ドウェアに1カ 月レ

ンタル料(買 取 りの場合は減価償却費)に 換算して,い くらを投資しているかをあらわしている。
2.無 記入については,該 当項目のみに回答をよせなかったものの数である。

第3・10表 のEDPS投 資規 模別 回答 ユーザー数 をみ ると,月 額 レンタル222万 口 以 上

555万 国未 満 のいわゆ る中型Aク ラスが26 .6%,88万 田以上222万 円未満 の 中型Bク ラス

が22.1%で 最 も多 く,両 者合計 で48.7%と 約半数 を占め る。 これは前年 の47.3%と ほぼ 同

率 であ る。

つ いで22万 四以上88万 円未 満の小型 ユー ザー が17 .2%で,前 年 の10.2%よ り上昇 し,

超 小型(22万 国以 下)も3.4%と,前 年 の0.6%よ り× き く上昇 してい る。

×型 ユー ザー(555万 円以上)は22。5%で 前年(36.9%)よ り低 いが,前 述 の とお り

回収数 に大 きな差 があ るの で,単 純 に前年 と比 較 す ることは むつか しい と思わ れ る
。



第3.11表 産業別 コンピ ュータ ・セ ッ ト数別事業体分布

セ ッ ト数

区 分 ～

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11～15 16～20 21～25 26～30 31～35 36～40

1
1、、-45L6-,。

1
合 計

第2次 産 業
社数363167倒 ・・1・1・ 同 ・1・1・1・1・1・i・1・|・1・1・1・ ・5

%1・ ・・…4・1・ ・ト ・1・・1・・1・・1・・}・・1・ ・1・ ・1・ ・1・ ・1・ ・1・ ・川1・ …

第3次 産 業
剰2751・ ・1・・1・41・・r・1・1・1・|・1・}・1・1・1・1・1・1・1…

%一 ・4・国 ・・ト ・}・・ト …W・ ・1・ ・「 ・・lrl・ ・1・…

社訓 ・・1・・1・21・r・1・1・ ・1・1・1・1・1・1・1・1・1・1・1・49
そ の他 の産業

%1・・・… 榊 ・回 ・・ll・ ・川 一 一|rIl・ …

倒7381・581531271・ ・1・・|・1・1・1・1・ ・1・1・1・1・1・1・1・1・ ・6・
合 計

%1・ …4・15・ 國 ・・ト ・1・・1・…1・ ・1・ ・Wq・1・ ・1α ・1q・1α ・1・ ・α・

代

表

産

業

繊 ∋ 剰 ・・31・1・1・1・1・ ・1・11・1・1・1・1・i・1・ ・129

化 学 ・⇒ 川581・51・ 回 ・1・|・1・ ・川 ・1・1・1・1・1・r・1・1・ ・

鉄 鋼 〃1・21・1・1・r・1・1・1・2・11・1・1・1・ い1・1・/・ ・

電 気 酬 〃14371・1・1・1・r・1・r・ ・1・{・1・1・1・1・1・ 【 ・163

輸 送用継 〃138gl・1・1・1・21・ ・1・{・1・1・1・1・1・1・|・159

跡 売 ・醐 〃164川 ・1・1・1・1・1・ ・1・1・ い1・1・1・1・1・ い86

金 融 …78122卜1・1・1・1・1・ ・1・21・1…1・ …21

保 劇 〃1・ 国 ・1・1・ ・川 ・ …[・1・1・ ・1・ ・1・ ・8-
一

計 願 ∋ 〃1541・8川 ・1・ 川 ・ ・ ・ ・ …1・1…{・189

・一 一 八IL♪ρ1

誠

意
適

言

ミ

;

喜苗

θ

§
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第3.12表 産業別対売上高EDPS運 用総費用投資率比較表

項

産業別

目 回答事業

体 数
1社 当 り月

間総運用費

総運用費
傷 上 限 下 限
売上げ高

第 ・ 次 産 剰5・41・3,889千 円1・ ・297%1・ ・374%1…9・%

第 ・ 次 産 訓3781・5,66・1…8431・ …71・ …88

代

表

産

業

繊 維1241・5,37・1・ ・281・ ・8・1…45

化 学 ・石 油lg・1・ ・,22gl・ ・3・1・ ・961…43

鉄 鋼12・lg9,8・gl…81…31・ …4

電 気 機 副6・13・,3381…61…951・ …2

輸 送 用機副541・2・7gl…gl・ ・551・ …9

卸売 ・離1851ち3231…31・ ・9951・ …2

金 剛 ・・2123,4941・ ・621・ ・9981・ …2

保 険1・81・5・ ・61…31・ ・8gl・ ・…

計"託1771・ ・,983123…179・671・ ・786

b)型 別 保有 セ ッ ト数

コ ン ピ ュー タの設 置 台数別事 業体 分布 をみ る と第3・11表 の とお り,全 体 の70・2%ま

でが1セ ッ トだけ保 有 してい る。2セ ッ ト保 有 してい るユ一一ザー は14.1%で,こ の両

者 の合計 は84.3%に 達す る。

1事 業体で10セ ット以上保有 している事業体があるのは,電 気機器製造業,輸 送用

機器 製造業,商 社,金 融 機 関,運 輸 ・通信,鉄 綱 な どの数業 種 に限 られてい る。

また 回答 ユー ザー の1事 業 体 当 り保 有 セ ッ ト数 は,第2次 産 業2.1セ ッ ト,第3次

産 業2.2セ ッ ト,そ の他 の産 業1.5セ ッ トで,全 産業 平均2.0セ ッ トとな って い る。

(付属資 料 第6表 参 照)

EDP投 資 規模別 では,「 月額 レンタル1,117万 円以上」 の事 業体 が1社 平均第2

次産 業7.3セ ッ ト,第3次 産 業6.3セ ッ ト,そ の他 の産業4・6セ ッ トで・大体 投資規

模 の× きいほ ど保有 セ ッ トが多 い。 また投 資規模 の大 きい ものは,大 型 機 のみな らず

中型,小 型機 の保 有 セ ッ ト数 も多い ことが示 され てい る。(例 えば,第2次 産 業 の

「1,117万 「q以上」 では,1事 業 体 当 りの保 有 セ ッ ト数 が・大 型A1・9セ ッ ト・大型B

2.1セ ッ ト,中 型A3.7セ ッ ト,中 型B3.5セ ッ ト,/」・型2.9セ ッ ト,超 小型2.4セ
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ッ ト,ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ2.2セ ッ トとな って い る。)

業 種 別 に み て,保 有 セ ッ ト数 の 多 い の は,鉄 鋼 業 の 平 均3.1セ ッ ト,電 気 機 器 製 造

業2・5セ ッ ト,卸 小 売 ・商 事1.9セ ッ トが 目立 って い る。

聖 別 に み る と,大 型 機 の 保 有 が 多 い 業 種 は,電 気 機 器(大 型A8.5セ ッ ト),鉄 鋼

(大 型A3・7セ ッ ト,大 型B7.5セ ッ ト),輸 送 用 機 器(大 型A3.0セ ッ ト,大 型B

2・2セ ッ ト),金 融(大 型A2・6セ ッ ト)な どで,一 方,ミ ニ ・コ ン ピ ュー タ の利 用 が

多 い 業 種 は,金 融(5・7セ ッ ト),電 気 機 器(5.0セ ッ ト),鉄 鋼(3.0セ ッ ト)な ど

で あ る。

c)コ ンピ ュー タの運用経 費

コン ピュー タの運用経 費(第3.13表)を み る と,機 械 レンタル料 の 占め る割合 いが

43.1%で 最 も大 き く,前 年 の39.1%に 比 べ,4.0%の 増加 とな ってい る。 これ は コン

ピ ュー タを よ り大型 の もの に グ レー ド・ア ップ した事業 体 が多 か ったた め と推 定 され

る。 つい で人件費 が28・9%で,前 年 の25.9%に 比べ3.0%増 加 してい る。

機 械償 却費 は,前 年 の7・4%が,今 回は9・0%と な ってい るが,小 型 機 に対 し日本

電 子 計算機 ㈱ が レン タル を しな くな った ことに よ って,買 取 り比率 が高 ま って きつつ

あ る と思わ れ る。'

レンタル料 と機械 償却 費 の合計 は,49.3%を 占め,こ れ に人件 費 を加 え ると78 .2%

と大部 分 を 占める。

離 別 でみ ると・ 第2次 産業 の人件 費比率(36・3%)が ・ 第3次 産業(25 ・7%),

その他 の産業(22・5%)に 比べ て著 し く高 ・・の 湘 立 ち,第3偉 業 では ,機 械 償却

費 の比率(16・6%)が 他 に比べ て,き わ だ って高 い(第2次 産業3.7%,'そ の他 の産

業10.0%)。 また通信 回線料金,そ の他 の経費 も,第3次 産業(7.2%)が 大 きい。

(第2次 産 業3.5%,そ の他 の産 業2.8%)。

投資規模別では,投 資規模の大 きいものは レンタ洲 の嶋 が高 く,投 資規模の・ト

さいものは人件費の占める割合いが大 きいのが特色であ る。

通商産業省が行な った 「昭和45年 度情報処理実態調査」 の結果をみて も,回収2,623

』 織 処響 係諸麟 の内訳は・ レンタ・・料37・3%,人 件費24.7%,機 械償去ロ費



第3.13表 産業別レンタル料別投資規模別月間EDPS運 用費構成 上段金額
単位千円 下段%

区

投

資

規

模

別

項 目

分

|

回答数 人件費
機械 レン

タ ル 料

機 械

償 却 費

保守 ・

保険費

カー ド紙

テ ープ費

磁 気テー
プ(カ ー

互違 用

プ リン ト

紙 費
1

委託計

算 費

さん孔 ・

検 孔 費

通信回線

そ の 他
合 計

他から割
掛け られ
た費用

第2次 産 業 504 5040.9

36.3

6601.3

47.5

516.8

3.7

162.0

1.2

320.7

2.3

497.5

3.6

495.4

3.6

585.5

3.3

392.4

2.8

480.3

3.5

13889.0

100.0

177.6

第3次 産 業 378 4018.9

25.7

5887.0

37.6

2599.7

16.6

516.5

3.3

245.3

1.6

324.0
2.1
651.7
4.2
356.8
2.3

685.2

4.4

1125.5

7.2

15661.5

100.0

242.0

そ の他 の産業 136 1189.6

22.5

2364.6

44.8

525.6
10.0

196.9

3.7

145.0

2.7

299.3

5.7

299.3

5.7

334.3

6.3

412.0

7.8

148.0

2.8

5278.1

100.0

40.2

無 記 ∋7glllllllllIll

1117万 円 以上 133 18138.0

26.7

29841.3

43.9

8813.7

13.0

1960.4

2.5

1307.9

1.9

2232.2

3.3

2452.7
3.6
2597.9
3.8

2813.7

4.1
3696.2
5.4
67971.5
100.0

694.9

555～1117万 円未満 101 4198.4

29.2

7283.2

50.6

356.3
2.5

293.4

2.0

325.0

2.3

336.8

2.3

738.6

5.1

592.5

4.1

619.6

4.3

723.0

5.0

14383.0

100.0

280.3

222～555万 円 230 2011.5
29.2
3181.0
46.2

233.1

3.4

95.3

1.4

164.7

2.4

158.5

2.3

354.9

5.2

105.6

1.5

166.7
2.4
307.0
4.5
6880.3
100.0

、

139.6

88～222万 円 240 3264.1

63.2

1398.9

27.1

147.2
2.9

52.6
1.0

68.5
1.3

66.0

1.3

147.6

2.9

72.2

1.4

85.0

1.6

154.4

3.0

5163.2

100.0

99.1

22～88万 円 212 442.9

40.2

473.2

42.9

68.1

6.2

33.9

3.1

44.0
4.0

14.8
1.3

59.8
5.4

78.9

7.2

18.6

1.7

42.9

3.9

1102.5

100.0

41.7

11～22万 円 21 279.1

52.2

57.1
10.7

107.2

20.1

33.5

6.3

20.9

3.9

0.2

0.0

17.8

3.3

28.6

5.3

0.1

0.0

8.7

1.6

534.3

100.0

0

11万 円未満 22 164.1

54.7

24.3

8.1

35.0

11.6

35.4

11.8

5.1

1.7

3.9

1.3

8.1

2.7

18.4

6.1

0

0

13.0

4.3

300.2

100.0

3.2

投資規模不明 59 606.2
49.7

0

0

0

0

101.4

8.3

52.6
4.3

42.8

3.5

95.5

7.8

181.2

14.9

225.9

18.5

98.4

8.1

1218.9

100.0

15.3

合 計 10184146.95770.01291.4298・3269.3382.1527・2467.0503.8675.514331.5183.1

28.940.39.02.11.92.73.73.33.54.7100.0

無 記 入 7gI
回 収 合 計1・ ・971

9

翌

日

ミ

‖

轟
き
e

薗
仕

懸
濠
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8.2%,消 耗 品 費7.8%な ど,ほ ぼ こ の 調 査 と同 じ結 果 を示 して い る
。

d)コ ンピ ュー タ1セ ッ ト当 りの月間使 用時 間

コ ン ピュー タの月 間使 用時 間を ,全 産業 の平 均 でみ ると,「200時 間未 満」 苦最 も

多 く32.3%を 占め,「200時 間以上250時 間未 満」 が18.4%で これ に次い でい る。

この両者 で50・7%と 過半数 を こえてい る。(第3.14表)

「500時 間以上 」 は8.9%で1割 に満たな い。

全体 の平 均稼 動時 間は292.5時 間で,前 年 の322.6時 間 より少な くな ってい るが ,

これは回収車 業体 数 が前年 よ り著 しく多 く,こ とに事 業体 規模 の小 さい事 業体,し た

が って稼動 時間 の少 な い事業 体 の回答 が増 加 した ため と思 われ る。

第3.14表 産業別コンピュータ1セ ット当りの平均使用時間(月 間)

＼ 時醐
区分 ＼

200

未 満

200

～

250

250

～

300

300

～

350

350

～

400

400

～

450

450

～

500

500

～

550

550

以 上
合計 無記
入
平均
時間

第2次 産 業

第3次 産 業

その他の産業

合 計

社数1・55r…1471・ ・1・ ・1・ ・1221・61z・149s1241296・ ・
,

%i・ 一 …1…1…19・ ・16・ ・

⇒ ・・6654・52

%27・ ・i6・ ・1…1・3・ ・

社数 ・・1241・69

%1・ …1・7・ ・|・…16・ ・

社数133・1・8gl・ ・3i・ ・41

31

7.9

8

5.9

84

30

7.7

1

0.7

65

・ ・1…

331・2

8・・1…

ヨ ・

2・・1…

1581・ ・

%・2・ ・1・8・・1…1… 国 ・・1…i… 岡 ・…

維倒 ・1・1

7・・1・・…1

23i39233「 ・・7・・

…i・ ・…

・1・351・51234・ ・

1…1・ ・…

1・ ・1・・25172i292・ ・

代

表

産

業

繊 ・154・ 「 ・1・[

化 学 ・石 油川26いgl・ ・1・1・21

・[・1・1司 〃1・1・

・1

・1・1

・1

・1・1

・1281・1

・1・ ・1・1

鉄

電 気 機 ∋ 〃1・gl・1・1・1

輸送用酬 〃い ∋

鍋 売・離 州

金 融'・i

保 険川

計 算 受 託川

28

30

・1・1・1

・gl・1・ ・1

・91・sl・sl

・1・12・ 「 ・1

・目 ・1・1・r・1・1・1・1・81・1

・6r・2[・ ・同 ・1・1・r・1・21861・1

・1・1・1・1・

・1・1・1・1・

・1・1・ い2

・1・1・5122

・・|・1

・・1・i

85川

・・581
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B.コ ン ピュー タ部 門 の運 営 に つ い て

a)。 要 員数

コン ピュ_タ 部 門の要員 数 を規 模Biiに み る ど 「9'人以下」 の もの が24.8%で 最 も多

く,つ ぎが 「10人 ～19人 」 が22.8%「20人 ～29人 」 が13.6%と な って い る。

(第3.15表)

麺 の・事業障 り琴甦 をみ琉 璃 機になるほど聯 別頭 数働 ・、

業種別にみると・眺 体当りの頸 勤 多・・のは福 気・ガス・水繊 銀鱗

運輸通信,保 険業,証 券業で,常 識的にデー タ量の多いものに比例 している。要員数

の少ないのは,放 送,印 刷,蹴 な どである.(付 融 料第 陵 参照)

第3.15表 コ ンピ ュータ部員の要員数

要鱗 当 社 当%
… 人以上1…1・ α・

・・-99人1・ ・13・

・・-79∋5215・

・・-59人1・231・2・

・・-39人}851a・

・・-29人1・381・36

・・一 ・9∋23・1・28

・人以∋25・1・48

合 計L・ ・31・ ・α・

無 記 入1841

産業 別では,第3次 産業 の要員 数 が,事 業体平 均63・2人 で著 し く多 いの が 目立 ち・

第2次 産業 は42.6人,そ の他 め産 業は24.0人 と非 常に少 ない。



第3・16表 ユ ーザー1事 業体あた りの平均要 員数
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単位(人)

麺＼璽
大型A

〃 B

中型A

〃 B

庶 務
その他

13.2

9.8

4.2

1.5

小 型 0.4

超 小 型

ミ ニ ・ コ ン

ヒ。ユ 一 夕

0.2

0.7

パ ン

チ ャー

24.7

19.0

11.6

7.7

3.3

1.0

0.2

オ ペ

レー タ

16.8

8.9

5.4

2.2

1.7

1.1

1.1

フ。 ロ

ク フ マ

シス テ ム.ズ

エ ン ジ ニ ア

23・glg・ ・

1・8・1
6.7

8.1

5.0

5.5

1.0

0.5

3.9

2.5

i.3

0.2

O.5

管理職

s.6

4.9

2.9

L5

0.9

0.4

0.4

1社 当 り

平均要員数

93.6

67.4

36.1

20.5

13.1

3.8

3.5

注)1-4業 体 で2セ ・ト以上使用している場合に}s・ 主力機 を組 した・

第3.17表 産業別勤務制度の内容

勤務制度

産業別 ～
一・直 制 二⇒ 三⇒ 鯵 合 計 無 回 答

第2次 産 業
社訓37213612715gl49・

31
%75・87・35・5・2・ ・i….・

第3次 産 業
社数12961331261461…

24
%73・88・26・51…51….・

そ の 他 の 産 業
社数{・2・ ・1・161・29

21
%lg3・71・.3{ ・・314・71….・

合 計
社司78917・15・1… 1・02・

76
%77・316・gl5・ ….gl….・

代

表

繊 維 世 数 ・8513312gl・

化学 ・石油1〃6817151・2192{・

鉄 鋼1〃 ・31・ ・131・gl・

電 気機 剰 〃14741・lgl6・1・

産 一一

業 金

輸送用器 中 36171g141 56 4

卸売 ・離1〃|7・ 413151 831

剰 川8gl・218i・ ・1・ ・9【

3

4

保 険 巨 ・41・1・1'21 ・81 0

計疑 託 中154 81gl・71 881 1
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b)勤 務状況

勤務 制度 は(第3.17表)の とお り,一 直 制 が77.3%で 圧倒 的に多 く,つ い で時差 出

勤 制 をと ってい る ものが10.9%で,二 直 制6.9%,三 直 制5・0%と な ってい る。 まだ

二直,三 直 制 を行 な ってい る事業 体は少 ない。

c)平 均賃 金 ・職 務手 当

コン ピュ_タ 要 員 の平 均賃金 は,前 年 の44,133Pに 比べ,お よそ4・0001i]の 上昇

にな ってい る。 職 種別 にみれ ば,パ ンチ ャー,プ ログ ラマ,シ ステムズ ・エン ジニ

アがお よそ5,000N～7,000田 の上昇 をみ せてい るが,オ ペ レー タは全 産業 で平均400

口 の上 昇 とな つてい る。

これは,オ ペ レー タが,職 種 の 中で,前 年 よ り,若 返 った こ と(平 均年 令22・8才 ・

前年 は23.1才)に よ るもの と思わ れ る。(第3.18表)

コ ンピ ュー タ要 員 の職 務手 当 をつけ てい る事 業体 は25.5%で,前 年 の21.4%に 比

べ ,や や増 加 してい る。職務 手 当の平均額 は,パ ンチ ャー が1,200国 か ら2,000口(平

均!,799円),オ ペ レー タ2,000Ptカ ・ら3,500円(平 均3・OOO国)・ プ ・グラマ3・OOOm

か ら5,000N(平 均3,953国),シ ステム ズ ・エ ン ジニア4・000円 か ら9・OOO円(平

均7,526「q)と な って い る。

業 種別 では,計 算 受託業 が高 い。(第3.20表)



第3.18表 産業別コンピュータ要員職種別平均年令および平均基本給

＼ 〉竺1
産業別

キ ー ・パ ン チ ャ ー

＼ 塑1年 ∋ 平均基本給

オペ レー タ

年 令1平 均基本給

プ ログラマ

年 令1平 均基本給

システムズ ・エンジニア

年 ∋ 平均基本給

第・醒 ⇒(ll剖 (ll:酬(;1酬 (ll:}f円(1;劉 (2'5:;門(;!捌
746千 円

(65・8)

第 ・ 次 産 業(18:;) (13:1)1(;1:i)1
45.725.3
(46.1)(25.2)

55.429.8
(49.3) .(30.1)

75.6
(67.7)

そ の他 の産業(11:1) (…i8:9)1(i…2:?)1
37.226.9
(38.3)(27.0)

45.632、3

(47.6)(32.8)

61.5
(64.3)

全 産 業(1⑪:;) (36.122.830.5)(23.1)|
44.825.6
(44.4)(25.4)

54.730.473.9

(49.3)(30L8)一{堕 二5) __一

代

表

1産

業

繊 維1(3⑪:9)1
36.122.7
(33.1)(22.9)

46.126.3
(40.9)(26.3)

62.031.6
(55.8)(31.1)

85.1
(72.2)

化学・石∋(18:引 (39.430.7)1(;1:1)1(91:1)'1(ll:1)
58.630.9
(47.0)(30.9)

78.3
(63.1)

鉄 剰 20.6

(20・5)

37.922.1
(3d.7)(20.5)

47.925.7
(38.3)(24.5)

60.9
(51.5)
51.0
(50.0)

i(;;:1)1
78.3
(76.0)

電 気 機 ⇒(ll:1,1
35.1
(31.6)
34.1
(28.5)

21.7
(23.4)

41.725.0
(38.5)(26.6) 1(1!:1)

66.9
(68.9)

輸送用wx幡9) 1(22.321.2)1(91:1)(;i:1)}
53.129.6

(42二6)(29.7)

6S.4
(57.4)

卸小売 ・酬(;8:1)(;;:1)1(;1:;)1

金 融1(》8:i…)1(§9:2)1(》i}:i…)1

44.024.9
(38.8)(24.5) (55.242.6)1(19:1)1

69.1
(58.8)

46.3126.5
i(253)(50.0)

58.731.4
(eo.4)(28.9)

84.2
(79.0)

保 ⇒(1}馴
38.223.0
(34.8)(24.0) (91:1,1(1'1:1)i

58.731.4
(55.1)(30.6)

80.4
(75.2)

計顛 託剰(?9:1)
33.522.1
(29.1)(22.6)

43.023.7
(34.8)(24.2)

48.328.3
(40.2)(29.5)

68.3
(59.0)

全 平 均

48,190円

(4,4133)

注)()内 は前年度

闘

9箇

日

災

、

嘉
岳

5
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d)要 員 について の問題 点

コ ンピ ュー タ要員 につ いては ,各 職 種 と も 「他部 門か らの配置転換 がむつか しい」

「絶 対数 が足 りない」 ことに悩 ん でい るが,こ のほか,パ ンチ 。一 では ,「 定 着率 が

低 い」,オ ペ レー タは 「残業 時 間が長 い」 こ とが 問題 とな ってお り,プ ログラマ,S・

Eと 高度 の技 能 を要 す る ものに したが って,「 教 育 に手 間がかか る」 「スペ シ
ャ リス

トの地 位 が確立 していな い」 こ とが難 点 とされて いる。(第3.21表)

第3.19表 職務手当の有無

ぽ
あ る

な い

計

∈ 数
280

817

1,097

%

25.5

74.5

100.0

第3.20表 職種別職務手当1人 当 リ平均月額 (職務手当を支給している事業体のみ集計)

産業別
職種別1パ ンチ … オペ レー ・1プ ・グラマ1

S・E

1

第2次 産 業1 1,459円1
1
2,・9・ 口1

3・4・61

2・8・9円1 4,389円

第3次 産 業} 2…31 5.0881 9,198

その他 の産業1 ・.2771 1,352 1・6041 2,735

全 産 業 ・・7ggl 3.0021 3・9531

-1

7,526

代

表

産

業

繊 維1 一1 一 一

化学 ・石油 ・.2611 1.8001 2・・501 3,708

鉄 鋼1
`

1・5001 一1 2.0001 一

電 気 機器 1,375 4,200} 2.2501 一

輸送用機川 ・.4661 2・ooo「 5.3331 一

卸小売・商割 ・.9671 2,787| 3.5371 5,875

金 融1 ・…ol 2・5571 3.・761 5,250

保 険.1 ・・06gl 2.7681 ・.94・1 5,216

講 受託業 「 3.5641 4.88・1 5.9521 10,216
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第3.21表 要 員に関 して困 っていること

＼ 職種別

項 ∴＼ ＼ 一

パ ンチ ャー

⇒%

オ ペ レー タ

社数 %

フ。ロ グ ラ マ

社数已

S・E

社数1%

教育に手間がかかる 991'9.Sl・34D・.・139・2・.714・925・5

教育時間がとれない 52{5.・1・27…8225…9・721…4

禦1か らの配置転換がむつ1262

絶対数 が足 りない

25・ ・1…1・6・31366(・9・ ・1322[・9・ ・

・79・7.71・841・5・613・51・6・71345i2・ ・9

鏡 こ』誌 ξしての雌lg・t・ ・91・39
11.8 25・1・3・ ・124・ レ4・ ・

賃金に問題がある ・2・}・ ・.9・ ・41g・7・ ・Sl6・317Sl…5

残業時間が長 い 3613・612382・ ・21・92…21674・ ・

定着率が低い ・42i・4・ ・1252・ ・1・sl・ ・8 3[・ ・2

その他 の事項 3・2・924|2・ ・1・41・ ・7i・ ・1・ ・6

計
ト …1・ ・・・・ …77・ ・… ト8861・ ・・・…6531・ ・…

注)1事 業体で2以 上記入しているので合計は1097を こえる。

C.コ ン ピュー タ教 育(コ ン ピュー タ要 員 教 育 を除 く)

a)実 施状 況

コ ンピ ュー タ教育 の実施状 況 をみ る と,(付 属 資料 第8表 参 照)各 階 層にわ た って

実施 され てい るが,社 内で行 な う教 育 が3分 の2以 上 を 占め てい る。1コ ー ス当 りの

平均 時間は,部 長 クラスが3時 間て い どであ る。 課 .・係長 ク ラ1は 平均9時 間てい ど

であ る。 一 般職 は48時 間～72時 間,新 入社 員 は48時 間 の教育 が標準 とな ってい る。

b)教 育 の問題 点

教育 に 関 して困 ってい る問題 につい ては第3.22表 にあ る ように,「 時 間的余裕 がな

い」 とい うものが64.0%と 圧倒 的に多 い割合 を 占めてい るが,適 当な教材,テ キス ト

が ない24.8%と 悩 み の種 であ る。 コン ピ ュー タを導入 してか らの経 過年 数 の長 い事 業

体(「5年 以上10年 未 満」32.5%,「10年 以上 」25.7%)が,と くに この点 を問題 とし

てい るのが 目立 つ。 これ と関連 して,「 適 当な リー ダー,教 師 がいな い」 とす る もの
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第3.22表 コ ンピ ュー タ教育で困 っている こと

＼ 導入年数別

項 目

1年 未満
1年 以上
3年 未満

3年 以上
5年 未満

5年 以上
10年未満

10年以上 計 無
記
入社数% 酬% づ% 螂% 社数已 社数1%

莱当な教材テキス トがなi282・ ・レ ・1… 卜・・1…1881…lg2・ ・12671…

灘 リーダー(教師)が1271・437・ …1651…1・ ・ 蹴 ・・ 器 ・}以・{…

跳 な縮 機関がな・・|・41…1461・ ・74・1… 【381…31・ ・【・421…

費用・・かか ・すぎ・ 国 …1651…}441…1451…|・}・ …79…

時(裕 がな・・1721… 別・1…1・7d…1・7・1…1・64・ ・169・1…

慧票㍍ ンピ　 タに関1・2i・ ・8331・ ・28}・371・ ・H」 ・・い ・

講 ㍍ ンピ　 タに1341…192已 ・1781…142…1・1…12521…一

その他1・ い ・1・1・ ・1・い ・1・1・ ・1・ ・・127い ・

計1・ ・31-163・-1・ ・3-1467-;521-}・8821r
一

ロ ー 体 数1…-36・-1…1ヨ27・1-135H・ ・781-1・9

注)1社 で2以 上記入しているので,%は 回答事業件数を分母としている。

も22.7%に 達 す るが,こ れ も導入年 数 の長 い事業体 が 問題 と してい る。(「5年 以上

10年 未 満」25.8%,「10年 以上」22.7%)

D.利 用 効 果

第3.23表 に よれば,コ ン ピュー タ利用 の直接 的効果 と して回答事業体 の67.5%が 「業

務 処理 の正確 ・迅速化 」 をあげ てい るが,1969年 の調査結果(382社 中317社,83.0%)

をや や下 回 ってい る。 つい で 「人件費 の節減」 が46.9%で あ るが,こ れ も1969年 の62.3%

よ り少 な い。

これに続 い て 「顧客サー ビスの向上 」23.4%(1969年 設 問な し),「 フ ァイル管理 の容

易 化」14.8%(30.4%)が あ げ られ てい る。

このほ か 「人件 費以外 の経 費節減 」11.2%が あ げ られ,「 人件 費 の節 減」 「在 庫 の減 少」

を合 わせ て経 費節 約効果 を認め てい る。

コン ピ ュー タ導入 に よる間接 的効果 と しては,「 経 営状況 の把握 が容 易にな った」 こと

が トップに あげ られ35.6%(23.8%)に な ってい るが,つ いで 「企業 のイ メー ジア ップ」

が30.9%を 占め(34.0%),「 判断e.意 志決定 の正確化」23.9%(38.2%)を 凌 い でい る。
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(単位%)

区項
目

分 社 数 1回答数比1 回収数比 1・969年
在庫の減少 132 1 6・一 12.0 12.6

納期の短縮 1… 1 4・71 9.2

一

9.4

資金の効率的利用 「83 1 3・gl 7.6 調査せず

顧客サー ビスの向上 1257 } ・2∋ 23.4
1〃

人件費の節減 1 515 } 24・0} 46.9 162.3
人件費以外の経費節減 1 123

「
5.7 11.2

1・9.6

業務処理 の迅速 ・正確化 1 740 1 34'41 67.5
183.・

ファイル管理の容易化 1 162 1 7・51 14.8
13・.4

その他 1 37

'1
・・71 3.4 2.1

社 数 合 計 1 2,150 2・5・} 1,097 1382

第3.24表 間 接的効果
一

区 分
項 目 社 ⇒ 回答数比 回雌 比1 1969年
企 業 の イ メ ー ジ ・ア ッ プ 133gl ・9・81 3・・gl 34.0

判断,意 志決定の迅速正確化 12621 ・5・31 23・gl 38.2

作業効率の測定の正確化 1・621 9.5 14.8 13.1

経営状況把握の容易化
i39・1 22・8{ 35.6 23.8

全体 的な モ ラール の向上
1・9・1 …31 ・771 17.0

不正行為 の防止 1581 3.4 531 6.8

社内情報流通の円滑化
128・1 ・6・41 25・51 43.2

その他 1261 ・・5} 241 3.4

社 数 合 計
IL…1

1,711 1,097 382

注)回 収車業体数比の%は1事 業体で2つ 以上記入しているため%の 合計は100を 越える。

さ らに 「全 体 的な モ ラール の向上」 が17.7%(17.0%)に のぼ ってい る。(第3 .24表)

'

E.適 用業務

付 属資 料第9表 にみ る ように,

見 うけ られな い。

コンピュー タの適用業務や利用水準は前年 とあ まり差は
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現在 までに コ ンピ ュー タ化 され た業務 では,「 人事 ・労務」 関係 が最 も多 く22.0%,つ

い で 「営業」18.9%,「 経理 ・財務 」17・6%,「 在 庫 管理」15.7%の 順に な ってい る。 また

計 算集計 な ど事 務処理 に使 ってい る ものが全体 の69.2%を 占め,予 測 ・企 画,業 務 は30.8

%に す ぎな い。 しか しなが ら1969年 までに コン ピュー タ化 した もの と,70年 に コン ピュT

タ化 した もの との数 を比較 す る と,各 業務 と も70年1年 間に コン ヒ㌔ 一 タ化 した ものの割

合 いが大 き く,そ れ だけ コン ピュー タ化 の ス ピー ドが早 まってい る ことを示 してい る。 こ

とに計 画 ・予測 業務 にその傾 向が著 しい。

一 方 ,こ ん ご3・年間 に コン ピュー タ化 を計 画 して い る ものは,予 測 ・企 画業務 が54.9%

を占め,事 務 処理 か らの脱 皮 を 目指 してい る ことが わか る。業務 別 では 「営業 」が17.8%

で最 も多 く,「 経理 ・財務 」15.5%「 生産 」15.1%,「 人事 ・労務」14:1%「 在庫 管理」

13.7%,「 企 画 ・調査」13.4%の 順序 とな ってい る。

F.プ ロ グ ラ ム開 発

プ ログラ ムの開発主 体 は,管 理 業務 処理(44.3%),事 務処理(66.9%)と 社 内 で開発

され た ものが多い。 予測(14.9%),最 適 化(8.4%),ス ケジ ュー リン グ(7.7%),数 値

計 算(20.4%)も 社 内開発 が多 いが,無 回答 の比率 が大 きいので,実 態 の把握 は困難 であ

る。

サ ブ ・ルー チ ン も社 内(!7.7%),メ ー カー(5.1%),シ ステム ・プPグ ラム(6.8%),

言語 プログ ラム(4.5%)に つ いては 回答 が少 なか った。(付 属資 料第10表 参照)

G.機 械化の過程に対する反省(未 導入事業体への忠告)

自社 の機械化 の過程 を反省 して これか らコ ンピ ュー タを導入 しよ うとす る事業 体 に対 し

て,と くに経 験者 と して忠告す る事 項 として第1に あ げ られ たのは,「 導入 の 目的 をは っ

き りさせ る こと」(74.9%)で あ り,安 易な導入 に対 す る警告 を発 してい る。

つ いで,「 社 内 の受入 れ 態勢 を作 り上 げ るこ と」 が55 .0%,「 現 在 の事務 の流 れ を検 討

し,改 善 す る こと」 が42.1%で,導 入以前 の準備 が重要 であ る ことを示 してい る。
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小型 ・中型 の コン ピュー タを導入 し ょうとしてい る事業体 に対 しては,「 現在 の業務 処

理量 の少 くと も,2倍 ない し3倍 の能 力を もった コン ピ ュー タを選 んだ方 が よい」 とす る

忠告 が 圧倒 的 であ る。

導入 した場合 のテ ス ト期 間に ついて は 「3カ 月 くらい必要」 とす る ものが47.0%で,半

数近 くを 占め る。(付 属資料 第13表 参 照)・

H.5年 後 の コ ン ピュー タ 規 模(金 額)予 想'e・

5年 後 の コ ンピ ュー タ規模 につ いて 「変 らない」 とす る ものは ・1.9%1こ す ぎず,「2倍 」

27.2%,「3倍 」30.3%と み る ものが最 も多 い。 「4倍 」(9. .3%),「5倍 」 とみ る もの も

割合 に多 い。(第3.25表)

導入年数 別,EDP投 資 規模 別 にみ て も,そ の傾 向はほ とん ど変 らない。(付 属資料 第

14-2表 参 照)

第3.25表 産業別5年 後の規模予想
＼

産業別
一≡ 」㌘ な

2次 産 業
社数

%

11

23

1・∋ ・倍1・ ∋ ・倍

2次 産 業

その他の産業

詩

社数

%

社数

%

社数

・7・1・76・sl46
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351・
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3.未 導 入 事 業体 の コ ン ピ ュー タ導 入 計 画

A.導 入 の時期

付属 資料第15-1表 に よれ ば,導 入計 画 のあ る事業 体は81.1%に 達 してい る。 これ を資 本

金規模 別 にみれ ば,1000万 「q未満につい ては全 く回答 を得 られなかo・たが,「1億 「q以上

10億 国未 満」 が60・0%,「10億 国以上50億 国未 満」22.4%を 占めてい る。 導入 時期 に つい

ては 「直 ちに導入 したい」 と考 えてい る事 業体 が26.2%,「1～2年 後」 を予定 してい る

事 業体 が38.6%,「3～4年 後」20.0%で あ る。(付 属資 料第15-2表 参照)

B.導 入予定機種

導入 予定 機 種は,中 型B48.6%,中 型A14.3%,合 計62.9%で 過半数 を占め,つ い で小

型 が28.1%と な ってい る。(付 属資 料第16表 参 照)

資 本金規 模 別 にみ ると,大 型 は 「1億 田以上 」 の事 業体 に限 られ てい るが,「1億 口以

下」 の事業 体 では,中 型A(レ ン タル 月額222万 円以 上555万 口以下)以 上 の ものの導入

予定 はな か った。

C.コ ン ピュー タ処 理 の 予 定 業 務

予定 業務 は,「 主 と して販売 ・在 庫 管理」26.4%で トップを 占め,つ い で 「生 産管理 」

21.6%,「 経理 ・財 務」 が16.8%と つ い でい る。 「全 体 的な経 営 管理 」 をめ ざす ものは ,

13.5%で,「 主 として技術計 算」 を予定 して い る ものは1.4%に す ぎない。 しか しこれ ら
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は いずれ も主 と して利用 す る 目的 を示 してい る もの であ って,利 用分野 その もの の比率 を

示 してい る もの ではな い。 販売 ・在庫 を主 と していな が ら残 りを技術計 算 に使 うもの もあ

るであ ろ うか ら,一 概 に技術 計算 を行 な う ものが少 ない とはい い得な い。(表3.27表)

D.導 入 しない理由

導入 しない と答 えた47事 業 体 の うち,そ の理 由 として,「 費 用 がかか りす ぎる」 とす る

ものが15事 業体(31.9%),「 コ ン ピュー タ知識 が十分 でないの で,も っと研 究 したい」 と

す る ものが12事 業体(25.5%),「 コン ピュー タを導入 す るほ ど業務量 が多 くな い」10事 業

体(21.3%)と な ってい る。 「外部 の1情報 処理 サー ビス機 関 を利 用す れば十分」 とす る も

のは4事 業体(8.5%)で あ る。 「全 く必要 性 がな い」 とす る ものは2事 業 体に す ぎな い。

(第3.28表)

4.計 算 セ ン ター の利 用状 況

計 算 セ ンター を最 も多 く利用 す る 目的は,「 要 員教育 お よび講習会 の 出席」 と 「パ ンチ

ン グ」 で,い ずれ も33.'8%を 占め る。 つ ぎが 「計 算 の委 託」 が19.2%,「 保 守サー ビスの

委託 」 が15.0%と な ってい る。 前年 は 「パ ンチ ン グ」40.0%,「 計算委 託」22.5%,「 プ

ロ グラムの作成」13.0%,「 マ シ ンタイムの利 用」12.0%の 順 であ った が,今 回 はパ ンチ

ン グ,計 算 委託 の比率 が減 り,そ れだけ要員教 育 へ の比重 が大 き くな ってい る。

一 方 ,コ ン ピュー タを導入 してい る事業体 と,未 導入 の もの とでは,利 用 目的 の順序 が

相 当違 ってい る。

導入 事業体 では,① パ ンチ ン グ38.0%,② 要員 教育 お よび講習会 の 出席35.6%,③ 保 守

・サー ビス委 託18 .2%,④ 計算 の委託15,5%,⑤ マシ ンタイ ムの利用10.7%と な ってい る

が,未 導入事 業体 では,① 計算ρ 委託35.!%,② 要 員 の教 育お よび講=習会へ の出 席26.3%



154第3部 コンピュータ利用の現況と適用業務

③ パ ンチ ン グ15.8%,④ マ シン タイ ムの利 用11.2%,⑤ プ ログラ ミングの委託8.1%と な

って い る。(付 属 資 料第17-2,17-3表 参 照)

一 方 ,こ れ か ら計算 セン ター を利 用 しよ うとす る 目的で最 も多 い ものは,「 パ ンチ ング」

32.8%,「 要員 の教育 お よび講習会 の 出席」31.6%と 現在 と同 じであ るが,つ ぎは 「計算

の委 託」15.1%,「 プ ログラ ミン グの委託」13.9%,「 マ シン タイ ムの利用」13.6%,「 要

員 の派遣」12.1%と 続 い てい る。

導入済 み事 業体 では,① パ ンチ ン グ36.6%,② 要員 の教育 お よび講 習会へ の出席31.6

%,③ プ ログラ ミン グの委託14.6%,④ マ シン タイ ムの利 用14.0%,⑤ 計算 の委 託13.0%,

⑥要 員 の派遣12.6%と な ってい るが,未 導入 事業体 では,① 要員 の教育 お よび講 習会へ の

出席31.7%,② 計 算 の委 託23.9%,③ パンチ ン グ16.6%,'④ 保守 サー ビスの委託13.5%,

⑤ マシ ンタイムの利用11.6%,⑥ プロ グラ ミン グの委 託11.2%と な ってい る。(付 属

資 料第18-2,18-3表 参 照)

5.通 信回線 の利用状況

A.通 信回線利用の有無

159ペ ー ジの 「政 府 に対す る要望」 の項 目で示 されてい るように,回 答事業体 の過半数

54.5%は 「通信 回線 利用 の 自由化 」 を望 ん でお り,導 入 事業体 は56.8%,未 導入事 業体 の

44.8%に お よんでい る。 現在 の通 信 回線 利用状況 は,3割 強 が利 用 してい るこ とが示 され

てい る。

通信 回線 を利用 してい る事業体 は,全 体 の31.3%で あ るが,第2次 産 業は38.3%,第3

次産 業 では29.5%と な ってお り,「 そ の他 の産業」 で は7.6%に す ぎない。(付 属資 料 第

19-1表 参 照)

コ ンピ ュー タ導入事 業 体 では,第2次 産業40.8%,第3次 産 業27.8%と な ってい るが,

未 導入事 業体 では逆 に,第3次 産 業37.0%,第2次 産 業28.0%と な ってい る。
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投 資規模 別 では,月 額 レン タル1,117万 円以 上 の大規模事 業体 の72.9%が,通 信 回線 を

利 用 してい るのが 目立 ち,つ い で 「555万 田以上1,117万 口未 満」 の事 業体 が49.1%と な

ってお り,× 体投資 規模 の大 きい順 に したが って通信 回線 の利用 率が 高い。(付 属資 料第

19-4表 参 照)

B.利 用の方法

テ レ ックスの使用 が,68.0%で 最 も多 く,オ フライ ンでの専用 線利用 が29.4%と これ に

次 ぐ。 オ ンライ ンの専用 回線利 用は2.6%に す ぎない。

産 業別 では,「 その他 の産業」 で,専 用線 利用 が 目立 ち(オ フライ ン47.1%,オ ン ライ

ン4.3%),第3次 産 業 で オン ライ ンに よる専 用線利 用が3.8%(第2次 産 業は1.1%)と な

って い る。(付 属 資料 第20-1表 参 照)

導 入事業 体 では,専 用 回線利用 の 比率が36.8%,(オ フライ ン34.0%,オ ン ライン2.8

%)で あ るが,未 導入事 業体 では,テ レ ックスが90.0%で,専 用回線 の利 用 は10%,オ フ

ライ ン8.6%,オ ン ライ ン1.4%と 少 ない のは当然 であ る。(付 属資 料第20-2表 参 照)

C.利 用の予定

現 在通信 回線 を利用 してい ない 事 業体 で も 「3年以 内に使 う計 画が あ る」 とす る ものが

25.7%で4分 の1を 越 えてお り,「 いずれ使 う」 とい う事業 体 は41.6%,「 も っと回線 料

金 が安 くなれ ば使 う」 とい うものが12.7%で,合 計80.0%に 達 す る。 「将来 と も利用 す る

必要 はない」 とす る ものは4.3%に す ぎな い。(付 属資料 第21-・1表参 照)

導入事 業体 では,「3年 以 内 に使 う」 とす る ものが27.4%で 平均 よ り多 いが,未 導入事

業体 では15.1%と やは り比率 は低 い。

投 資規模 別 では,「1,117万 円以上」 の事 業体 では66.7%が 「3.年以 内に使 う」 とい っ

てお り,投 資規 模 の大 きい順 に利用計 画 の比率 も大 き くな ってい る。(付 属 資料第21-4表
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参 照)

D.ネ ッ トワー クの 必 要 性

平 均75.6%が,「 系列 企業 内の ネ ッ トワー クは必要 」 と答 え ている。 導入事 業体 は,

77.1%,未 導入事 業体 では68.5%と な ってい る。(付 属資 料第22-・3,22-4表 参 照)

業界 内部 のネ ッ トワー クが必 要 とす る ものは69.0%が 必 要 と回答 してい る。 第2次 産 業

では,59.5%で あ るのに対 し,第3次 産業 では80.8%が 必要 としてい る ものが 目立 って い

る。(付 属 資料 第23-1表 参照)

他 の産業部 門 とのネ ッ トワー クを必要 と回答 した事業体 は52.9%で あ る。 第2次 産業 で

は46.5%で あ るのに対 し,第3次 産 業 では62.7%と な ってい るのが 目立 つ。

導入 事業 体 では,必 要 とす る ものが54.7%に のぼ るが,朱 導入事業 体 では45.8%で や や

低 い。(付 属資料第24-1,24-2,24-3表 参 照)

ネ ッ トワー クを必要 とす る理 由 としてあ げ られてい る ものの うち,最 も大 きい ものは,

「情報 が容 易 に得 られ る」 とす る もので44.1%に のぼ る。 つい で 「業 界 内の まと ま りが よ

くな る」21.0%,「 経 費節 約」14.3%,「 代金 決済 が容 易にな る」12.4%と な ってい る。

ネ ッ トワー クを必要 と しな い と答 えた ものの理 由は 「自力で解決 でき る」 が49.3%,「 秘

密 が洩 れ るお それがあ る」 が29.3%と な ってい る。(付 属資 料第25-1表 参照)

E.郵 政省への要望

郵政省は,公 衆電気通信法を一部改正 して通信回線の利用 を自由化する方針 を打ち出 し

たが,こ れに対 してユーザー側では,つ ぎのようにみている。

① 方針には賛成だが,も っと具体的な条件 をは っきり示 してほしい。

② 料金 の引き下げ,と くに市外料金 の引 き下 げ

44.9%

40.3%



③ 自由化 の建前を貫 いてほ しい

④ 端末機の価格引 き下げ

⑤ 高速回線の提供
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22.4%

20.9%

16.5%

産 業別 にみ る と,導 入 事業体 では,第2次 産業 と,第3次 産 業 で順 序が多 少異 な って い

る。第2次 産 業 は上 述 の順序 の とお りであ るが,第3次 産 業 では,① 料 金 の 引 き 下 げ

(44.9%),② 方針 は 賛成,具 体 的条件 を示せ(42.1%),③ 自由化 の建 前 を貫 い てほ しい

(29.0%),④ 高速 回線 の提 供(20.0%),⑤ 端 末機 の引 き下 げ(20.0%)と な ってい る。

(付属資 料第27-1表 参 照)

投 資規模別 に み ると,規 模 の大 きな ものに料 金 引 き下 げの要望 が大 きい。(「1,117万 国

以上」55.0%,「555万 円以上1,117万 円未 満」66.4%,「222万 「q以上555万 口未 満」46.6

%,「88万 国以上222万 国未 満」41.3%,「22万 口以上88万 口未 満」30.2%,「22万 四未 満」

21.1%)。

また投資規 模 の小 さい ものに,端 末機 の価 格引 き下 げに対す る要望 が大 きいのが 目に つ

く。(付 属資料 第27-4表 参 照)

6コ ン ピ ュー タに関 す る意 見

コ ンピ ュー タ全般 に対 す る意 見 と して,政 府,コ ン ヒ。ユー タ ・メー カー,情 報 処理 サー

ビス業,業 界 団体,当 協会 に対 す る要 望 を,そ の多い順 に並べ た のが以下 の とお りであ る

が,い ず れの部 門 で も,標 準化 コー ド,用 語,様 式 な どの統一 に関 す る門題 が上 位 におか

れtてい るのが 目立 ってい る。(第3.28表 ～第3.31表)
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第3.26表 どの ような業務 をコンピュータで処理な さるおつ もりですか。

項 目 別 }桂 川%
主 として生産管理

主 として販売 ・在庫管理

主 として経理 ・財務の把握

主 として技術計算

主 として給与計算,請 求書作成な ど事務の合理化

全体的な経営管理

そ の 他

合 計

無 記 入

45

55

35

3

13

28

29

208

2

21.6

26.4

16.8

1.4

6.3

13.5

13.9'

100.0

第3・27表 導 入な さらない理 由は・つぎO .何れ ですか。一
費用がかか りすがる

コン ピ ュー タめ 知識 が十分 でな いの で,も っと研究 した い

コ ンピ ュー タを導入 す るほ ど業務量 が多 くない

必要性がない

外部の情報処理サー ビス機関を利用すれば十分である

そ の 他

合 計

15

12

10

2

4

4

47

31.9

25.5

21.3

4.3

8.5

8.5

100.0
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コン ピ ュー タ全 般 に対 す る意見

第3.28表 政府に対する要望

＼ 導入 ・未導入別

項 目

①磁気テー プの法定帳簿化

②通信 回線利用の自由化

③ハー ドウェアと周辺機器の互換性 をも
たせるような指導 を

④コー ドの統一促進

⑤官公庁報告様式の統一

⑥各種統計資料の民間への提供

⑦ コンピュー タ教育の整備充実

⑧政府関係 データの一元化

⑨その他

計

全体の意見

社 数|%

793

739

505

411

382

'
273

264

162

17

58.5

54.5

37.2

30.3

28.2

20.1

19.5

11.9

1.3

導入事業体

社⇒%・

652

623

426

341

311

211

203

135

14

未導入事業体

社 数%

・4・1

116

79

70

71

62

61

27

3

い5461-12…61■ …

54.4

44.8

30.5

27.0

27.4

23.9

23.6

10.4

1.2

第329表 コ ンピュータ ・メーカーに対す る要 望

導入 ・未導入別 全体の意見
導入事業体 未導入事業体

項 目 社 数1%社 数}%社 数%

①価格の引き下 げ 920 67.873667.1184 71.0

②本体 ・周辺機器 のイ ン タフ ェー ス標準

化
768 56.665059.3118 45.6

③ ソ フ トウ エア ・ア プ リケー シ ョ ン ・パ

ッケ ー ジ 開発 促 進
689 50.856851.8121 46.7

'

④ 用語 の統一・ 503 37.140036.5103 39.8
s

⑤サー ビス体制の整備' 384 28.333130,253 20.5

⑥ ハー ドウ ェアの高性 能化 151 11.114112,910 3.9

⑦中古市場の設置
　

108 8.0837,625 9.7

⑧その他 25 1.8232.12 0.8

計 3,548 一29321-・ ・6 一
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第3.30表 情 報処理サ ー ビス業,ソ フ トウ ェア業に対 する要望

導入 ・未 導入別

項 目

全体の意見 導入事業体

一

未導入事業体

社 数1% 社 数1% 社 数1%

①標準料金の明示 …1・4叶S991S4・ ・ ・46[56・ ・

②要員の資質向上 447 33・13S9[3S・ ・1 ・・1・2・ ・

③責任体制の確立 33424.6 263

④秘密の厳守 2941・ …122・

⑤ サー ビスの 向上 ・221・641・82

24.0

20.1

1・6・6

⑥その他 24・ ・81 ・gl'…

計 2・・661-[・ ・6731一

・・127・ ・

・・128・ ・

40 154

・1・ ・9

…1一

第3.31表 所属業界団体に対する要望

項 目

導入 ・未導入別

①標準化の推進

② プログラム,情 報 の共同利用

③統一伝票の使用推進

④デー タの一元化

⑤海外調査団の増加とデー タの公開

⑥その他

全体の意見

社 剰%

733

514

372

312

54.1

37.9

27.4

23.0

473.5

導入事業体

社 数1%

603 55.0

3gsl36・ ・

3・71・8・ ・

26・1・ …

4313・9

末導入事業体

社 数1%

130

116

65

52

・71…1

4

・31…1 4

50.2

44.8

.25.1

20.1

1.5

1.5

計
1・,ggsl-1・,6241-137・1一
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第3・32表 当協会,ユ ーザ ー会に対する要望

項 目

導入 ・未導入別

①各種標準化の促進
② ア プ リケー シ 。ン,フ 。ログ ラムの紹介
と流 通化

全体の意見

社 数1%

728 53.7

…{・ …

導入事業体

社 数1%

607 155.3
49・144・7

未導入事業体

社 数

121

%

46.7

・・6144・ ・

③政府,民 間のパイプとしての機能螂555L⑩.914S2143.gI 7312S.2
④ コン ピュ一一タに対 す る積 極 的啓蒙活 動14β4ie・34.21β64133'.2110038.6

⑤ ソ フ トウ ェア市 場 の確立 2742・.212・8・ ・.gl 5621.6

⑥ユーザー との連絡強化 2・・1・ ・.71・7・ ・5.6「 ・,1・ ・.2 }
⑦調 査 の統一・

'i

83・ ・3.51・68・5.3 156.8

⑧その他 ・・10:31 ….∋

計
13・ ・2・1

2・… 十1…1

自由意見

回答者 に自由に意見を記入 していただ く欄を設 け

ノ
①わ が国 の こん この コン ピ ュー タ化 は どうあ るべ きか"

②価格 分離 につい て

③ 情報 価値 につい て … 一 一

の諸点 につ き,卒 直 な意見 を聞い た。"…'

記入 のあ った数 は必 ず しも多 い とはい えないが,述 べ られ てい る意見 はい ずれ'もきわ め

て正鵠 を射 た もの であ り,傾 聴 に値 す る もの であ つた6主 要な意見 は,つ ぎのとお りであ

る。

1.わ が国 の こん ごの コン ピ ュータ化 はど うあ るべ きか.、

▽ 導入事 業体(回 答数410)

①通信 回線利用 の 自由化 を早期 に解決 すべ きであ る。 … …13.7%

② 標準化 を積極 的 に推 進すべ きであ る。 ……13.2%

③大 型機 の共 同利用,計 算 セ ンター の共 同利用 を推進 すべ きであ る。 ……12:9%

④ ソフ トウ ェア,.シ ス テムの開発 に力を入 れ るべ きであ る。 …・・↑10.5%tt

⑤ プ ログラム用語 の統一。 … …8.0%'・t
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以下,コ ンピ ュー タ教育 を義務教 育 に取 り入 れ よ,ハ ー ドウ ェア の技術 開発,ハ ー ドウ

ェア,ソ フ トウ ェアの低廉化 な どの意見 が述べ られ てい るが,上 記 の① と③ とは いずれ も

通 信 回線 の開放 に よ って達成 され る もので,通 信 回線 問題 の解決 とと もに,急 速 に コン ピ

ュー タ化 が進 め られ る であ ろ うとす る期 待 が示 されてい る。

▽ 未 導入 事業 体(回 答 数97)

① プロ グラム用語 な どの統一 と標準化 。 ……24.7%

② コ ン ピュー タ価格 を引 き下 げ よ。 ……14.7%

③総合 的な企業経 営 と意 思決定 のた めに利用 せ よ。 … …14.4%

④ コン ピ ュー タの共 同利用 を促進 せ よ。 … …13.4%

⑤ コン ピ ュー タ教 育 を普 及せ よ。 … …10.3%

⑥ タイ ム ・シ ェア リン グに よる計 算 セン ターの共 同利用 を促進 すべ き であ る。…(7.2%)

2.ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア,教 育 サー ビスな どの価 格分離 について

▽ 導入事 業体(回 答数345)

① 価格 の引 き下 げが行なわ れ るな らば,価 格分離 は行な うべ きであ る。(あ るいは やむ を

得 ない)… …55.9%

②行 な うべ きでは ない。(あ るい は時期 尚早)… …44.1%

▽未 導入事 業体(回 答数88)

①価 格 が安 くな り,サ ー ビスが よ くな れば,基 本 的 に賛成 であ る。(あ るいは やむ を得な

し、)・・・…73.9%

② 反対 であ る。 ……26.1%

以 上 の よ うに,価 格 が引 き下 げ られ るな らば とい う条 件付 きではあ るが,価 格 分離賛成

の声 の方 がつ よい。

3.情 報価 値 について

▽ 導入 事業 体(回 答 数171)

① 情報 価値は 情報 を うけた側 の主 観 能 力,時 期,活 用 の仕方に よ って決 まる も の で あ

る。 … …47.7%
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② 情報 価値 体 系の確立 が必要 であ る。 ……24.4%

③ 情報 の価値 を認識 させ る状 態 を作 り出す こ とが必 要 であ る。 ……11 .0%

▽未 導入事 業体(回 答数34)

①情報 を得 た企業 に よ って も,活 用 方法 に よ って も情報 の価値 は異な る。 … …44.1%

②情報 の価値 づ けは鄭iしい。 ……35.3%

以上 の ようにい ずれ も情報価値 は主観 に よ って左右 され るお それが大 きい し,時 期 的な

問題 もあ るの で,き わ めて難 しい とい う考 え方 を示 してい る。

7.未 来 予 測

1970年 版 コ ン ピュー タ利 用状況 調査 で,初 めて,「 経 営」 「教育」 にコン ピ ュー タが利

用 され る状 況 や,「 ソ フ トウ ェア」 「ハー ドウ ェア」 の進 歩 に関す る予測 を行 ない,き わめ

て興味 あ る結果 を得 るこ とが できたが,今 年 も,と くに関心 の深 い 問題 を選 び,デ ル ファ

イ方式 に よ り,再 び予測 を行 な った。 その結 果,前 回 と今 回 を比較 して,つ ぎの よ うな特

長 的 な結果 を得 た。

1「 経 営」「教育 」 に コン ピ ュー タが普及 す る時期 に関す る比 率は,今 年 の 方がや や低 く

な ってい る。 つ ま り,昨 年 に比 べ,「 普及 す る時 期 はお そ くな る」 とみ る ものが多 くな

った こと,「 コ ン ピュー タの高度利用 は思 ったほ ど容 易 ではな い」 とい う戚 じが強 まっ

た ことをあ らわ してい る。 この傾 向は,ア メ リカ で行 な った調 査 の結果 に近 づい てお り

コン ピ ュー タが広 く利用 され るに したが って,高 度 利用 の難 しさが理 解 されてき た とい

うことが でき る。

2こ れに 対 して 「ソフ トウ ェア」 「ハー ドウ ェア」 の進歩 に関す る予測 では,昨 年 に比

し,比 率 が高 くな ってい る。 つ ま り 「進歩 の度合 いが早 くな る」 と予測 す る ものが多 く

な った こ とを示 してい る。

3今 回初 めて行な った コン ピ ュー タ未 導入事 業体 の考 え方 を,す でに導入 した事業 体 の
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予測 と比べ てみ る と,全 体 と して導入事業 体 の予測 した比率 よ り相 当低 くな ってい る◎

ω コン ピュー タと通 信 回線 を結 ん で,経 営 情報 を広 く収集 し,最 適 な経 営の方策 をとる

「経 営 システ ム」 が普及 す る時期 と レて,大 企業 では 「初期 」 に普及 す るものが5Lρ%,

「中期」28・5%で ・1976年 ごろ までに79・5%の ものが 「普 及 す る」 とみてい る。,(第3:.33

表)

しか し前 回の予測(導 入事 業体 のみ であ った)で は,「 初期」60.0%, t-「中期 」324%

両者合計 で92.1%と な ってお り,今 年 はやや低 くな ってい る。 これ は,MISの 実現 に

は着 実 なサ ブ ・シス テムの積 み重 ね が必要 で あ り,容 易では ない こ とが よ く認識 されて

きた もの と思わ れ る。

中企業 に普及 す るのは 「初期」2.6%(前 年 は9.4%)「 中期」48.2%(前 年 は51.0%),

「後 期」27.2%(前 年 は30.0%)で,中 期 か ら後 期 にかけ て普 及す る とみ る ものが多 く,'

これ も前年 に比べ て低 い。小 企業 につ いては,「 初期」 「中期」 には ほ とん ど普 及せず,

「後 期」 に34.9%(前 年 は38.5%)の ものが普及 す ると答 え てお り,規 模 に よって普及

す る時期がお くれ る とみ てい るのは前年 と同様 であ る。
1

導入 事業体 と未導入 事業体 の予測 を比較 す る と,大 企業 の普及時期 につい て,導 入事

業体 が,「 初期 」51.0%,「 中期」28.5%,「 後期 」2.4%に 対 し,未 導入事業体 は 「初

期 」42・9%,「 中期」19・7%,「 後 期」1・9%,い ずれ も導入事 業体 の方 が高 い。 中企業,

小企 業 で も,ほ ぼ 同 じであ る。

(2)経 営 の意 思決定 が,モ デルに よって行 なわれ る ようにな る時期 につい て,「 限 られた

範 囲 で普 及す る」 のは,「 初期」28.2%,「 中期」39.7%,両 者合計77.9%に 達 してい る

が,前 年 は 「初期」37.0%,「 中期」39.7%で あ った。(第3.34表)

「あ る程 度一 般化 す る」 のは 「中期 」 とみる ものが最 も多 く25.2%(前 年 は29.4%)

とな?て いるが・「後 期」 とみ る もの も22・2%(前 年 は25・4%)で ・ ほぼ これ に匹敵 レ

て い る。

モ デル化 が1970年 代 に 「大 幅 に普及 す る」 時期 を予測す る ものは,未 だ極 めて少 く,

「中期 」 で も1.1%(前 年 は4.0%)「 後 期」16.5%(前 年 は17.3%)に す ぎない。 導入事

業 体 と未 導入事 業体 の考 え方は やは り前者 の方 が普及時期 を早 くみてい る。
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第3.・33表ttコ ン ビュー・タと通信システムを結合 した経営システムが普及するのはいつ ごろですか
。

黍慢心 翌
導
入
事
業
体

未
導
入
事
業
体

普

及

す'
る

普
及
す
る

1971～73

・1974tV7
.6

1977～80

わ か ら な い

無 記 ・ 入

1971～73

1974～76

1977～80

わ か ら な い

無 記 入 、

大 企 業

51.0%

28.層5

2.4

6.3

ユ1.9

42.9

19.7

1.9

15.4

20.1

中 企'業 パ ・ 企 業
1

2,696

48.2・

27.2
一

21.4

'

0.6

3.1

0.8%

7.1

34.9

11.0

36.2

0.4

40.5 8.5

21.2 28.6'

!5.8 16.2

19.3 46.3

参考

注)口 内数字は今年度

(%)

75

大60 .0

企5051.0

業

'-25

(%)

75

中

企50一
51・0卿

初
期

中
期

259
.4

「m
初
期

甲
後 普 わ

期'及 か
しら
カか

(%)こA

下.75

小

50企

業
25

無

辺
く

後
期

38.5

16.034・97
.1

普 わ
及か
しら

なな
いい

恕
1己
く

O.6

9,6

初
期

＼

中
期

後
期

普 わ'

及 か

し ら

な な

い い

無

人

↑
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(3)コ ン ピ ュー タに よる プ ロセ ス ・コン トロール が普 及 す るのは,大 企 業に つ い て は,

「初期」54.2%,「 中期」18.4%と 大 半 が初期 に普 及す るとみ てい る し,し か し前年 の予

測(「 初期」63.9%,「 中期」30.7%)に 比べ る と相 当低 くな ってい る。

中企業 に普 及す る ものは,「 中期」49.0%(前 年55.4%),「 後期 」17.8%(前 年25.0

%)と,中 期 に重 点 が移 り,小 企業 に ついては,「 中期」8.5%(前 年9.6%),「 後期」

28.3%(前 年26.8%)と 後期 に集 中 してい る。 やは り規模 の大 きい ものほ ど普及す る と

み られてい るのは当然 であ ろ う。(第3.35表)

導入 事業体 と未 導入 事業体 の予想 比 率は,や は り前者 の方 が高 い。

第3.34表 意思決定のモデル化が,つ ぎのどこの条件で普及 しますか

大
分
類

導
入
事
業
体

未
導
入
事
業体

回
答

普
及
す
る

☆
1971～73

1974N76

1977～80

わ か ら な い

無 記 入

普
及
す
る

1971～73

1974～76

1977～80

わ か ら な い

無 記 入

限 られた範囲で

28.2%

39.7

7.3

8.8

16.0

25.1

25.5

4、2

21.2

23.9

ある程度一般化

1.5%

25.2

22.2

11.2

39.9

0.8

17.8

22.0

21.6

37.8

大 幅 に

O.4%

1.1

16.5

14.0

68.0

0

1・9 .

12.7

21.6

63.7

(4)コ ン ピュー タ とテ レビが結合 して,個 人 の能 力に応 じた 内容 の教育 が どこに いて もう

け られ る ようにな る時期 につい ては,「 中期」 とみ る ものが最 も多 く42.9%(前 年 は

52.4%),「 後 期」25.4%(前 年 は35.9%)と な ってい る。

1970年 代 に普 及す る とみ る ものは,前 年 は98.7%で あ った ものが,今 年 は73.6%と な

ってい る。(第3.36表)

導入事 業体 と未 導入事 業体 の 予測 比率 については,「 初期 に 普 及す る」 とい うもの

が,導 入事業体5.3%,未 導入 事業 体5.8%と,後 者 の方 が高 いほかは,「 中期 」(導 入

事 業体42、9%,未 導入 事業体35.1%),「 後期」(導 入事 業体25.4%,未 導入事業体

20.8%)と いずれ も導入事 業体 の方 が高 い。
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(参考)

注)口 内数字は今年度

(%)

75

50

25

大幅に普及

厄1'41・1・ ・0

初 中
期 期

⊇

78.3

後 普 わ
期 及か

しら
なな
いい

(%)

75

50

25

無

記
く

(%)

75

50

25

初
期

ある程度一・般化

29.425.2

22・2口
梁FL

中 後 普 わ
期 期 及か

しら
なな
いい

初
期

限 られた範囲 で

嚇灘
中fit

期 期

わ

空
b

な

い

10.51ユ6.0

無

く

無趣

く

34

第3.35表 コンピ ュー タによるプロセス ・コン トロールが普及するのはいつ ごろですか

大
分
類

導
入
事
業体

未
導
入
事
業
体

回
答

普
及
す
る

☆ ＼

1971～73

1974N76

1977～80

わ か ら な い

無 記 入

大 企 業

54.2%

18.4

2.2

10.9

14.2

普
及
す
る

1971～73 43.6

1974～76

1977・V80

わ か ら な い

無 記 入

13.9

1.9

19.3

21.2

中 企 業

4.7%

49.0

17.8

11.3

17.2

3.1

39.4

15.4

19.3

22.8

小 企 業

0.5%

8.5

28.3

14.6

48.1

0.4

7.3

21.2

21.2

51.0
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(参考)

注)口 内数字は今年度

◆

大 企 ∵ 業

中 企 業

、

小 企 業

(%)

75

50

25

(%)

75

50

25

(%)

75

50

25

後
期

後
期

普わ
及か

しら
なな
いい

普わ

芒駕
(離

鉦

記
く

鉦

記
く

初
期

,.、曝

中
期

後
期

普 わ
及か

しら
なな
いい

k

鉦

記
く 「
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一第3 ・36表 コ ンピュータとテ レビとの結合による教育が普及するのはいつごろですか

己 ＼ 一座 巨 人辣 体 已 導入事業体

並1
」 ・97・-731・ ・%・ ・%

日

及
す
る

1974～7642.935、1

・977-・ ・2・ ・1…

敵 しな叶 ・…

わか・な叶 ・U{…

⊇ 入1…1…

(参考)

注)口 内数字は今年度

(%)

75

50

25

一

ー

ユ0.4

52・442.gl

35.9 . 輌
V
↓1.3

25,'41

甲甲5.3

初
＼、期

ノ

中
期

後
期

!

'

普
及

わ

か 墾
貢じ

Lご ら

な

い

入

{5)コ ン ピュー タ ・スペ シ ャ リス トの不 足が深 刻化 す る時期 につ いては,「 初期」 とみ る

ものが最 も多 く,49・4%に のぼ ってい る。 つ い で 「中期」 とみ る'もの17.2%と な って い

るが,い ずれ も前年 の比 率(「 初期」68.7%,「 中期 」28.3%)を 大 き く下 回 ってい る

こ とが在 団さ れ る。(第3・37表)

これは,コ ン・ピュー タ要員 に対 す る教 育 が各方面 で行 なわ れ るよ うにな った ことに よ

る もの と思わ れ る。 「1970年 代 に は深 刻化 しな い」 どみ るものが14.0%あ った こと も今

年 の特色 であ る。

また 「初期 に深 刻化 す る」 とみ る ものは導入事業 体1三多 く(49.4%,未 導入 事業体 は

35.5%),「 中期 または後期 に深 刻化 す る」 とみ るのは未 導入事業 体 の方が比 率がや や高

いo
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(6)コ ー ドの 自動 変換 を行 な うコ ンパイ ラが普 及す る時期 と して,「 中期」 とみ る ものが

39.4%で 最 も多 く,「初期」 とみ るものは5.6%,「 後期」 とみ るもの は13.9%と な ってい

る。 前年 は 「初期」6.4%,後 期30.1%と,今 年 よ り高 か ったが,「 中期」 とみ る ものは

前年33.3%で,今 年 の方 が高 い。(第3.38表)

導入事業 体 と未 導入事業 体 の予想 比率 では 「この よ うな コンパ イ ラは普 及 しない」 と

み る ものが導入事業 体に多 い(6.5%未 導入事業体 は2.7%)の が注 目され る。

第3.37表 コンピュータ・スペシャリス トの不足が深刻化ナるのはいつごろですか

疏 ぺ 悟 入眺 体 木苺婿業体
深
刻
化
す
る

1971～73 49.4% 35.5%

・974-76| 17.2 17.8

1977～80 1.2 1.5

深刻化しない 14.0 12.0

わか ・な・■ 6.2 15.1

無 言・ ∋ 11.9 18.1

(参考)

注)口 内数字は今年度

(%)
t
75

50

25

初
期

中
期

後
期

深 わ/-
＼/

刻 か
化 ら
し な

な い
い'

無
記
人

(7)フ 。ロ グ ラ ムが モ ジ ュー ル 方 式 で 可 能 に な る時 期 に つ い て は,「 初 期 」10.0%,「 中 期 」

44.2%,「 後 期 」16.3%と み られ て い る が,こ れ も,前 年 の 「初 期 」18.3%,「 中 期 」

33.6%,「 後 期 」23.8%に く らべ,中 期 に集 中 して い る。(第3.39表)
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第3.38表 コー ドの自動転換が可能となる 「コンパイラ.

を翻訳するコンパイラ」がコンパイラ作成の通

常手段となるのはいつごろですか

扁 一_竺 己 入事業体 未導入事業体

通な
常る
手
段
と

1971～73 5.6% 6.2%

1974～76 39.4

1977～80 13.9

30.1

8.9
ト

通常手段 とな
らない

6.5 2.7

わ か ・な・川 21.1 32.8

無 記 入 13.7 19.3

(参考)

注)口 内数字は今年度

(%)

50

25
22.0…

通 と

常 な
手 ら

段 な
い

無
記
人

導入事 業体 の予想 は,導 入 事業 体 の 「初期」8.9%,「 中期」30.9%,「 後期」11.6%

に比べ相 当高 い。 そ れだけ ソ フ トウ ェア開発 方式 の進歩 に信頼 を よせてい る ことが示 さ

れてい る。

(8)音 声入 力 コン ピ ュー タ実現 の時期 につ いては,「 後 期」 とみ るものが最 も多 く45.6%

つい で 「中期」21.1%で,「 初期」 とみ るものは,3.5%に す ぎない。

前年 は 「初期」2.3%,「 中期」24.9%,「 後期 」43.5%で,今 年 とほ とん ど変 らな

い。(第3.40表)
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第3.39表 プログラムが組み立て式(モ ジュール方式)に

な り,プ ログラム ・パ ッケージの組み合おせで,

特定の問題が解決されるのはいつごろですか

＼_区 分

項目 ＼ ＼ここ 導入撲 ⇒ 未導入撲 体

解
決
さ
れ
る

1971～73 ・ぴ・%1・ ・%

1974～76 …1…

・977-・・1…1…

解決されない 3.31.5

わ か らな い …1…

無 記 入 …1…

(参考)

注)口 内i数字は今年度

(%)

50

25

初
＼期

中
期

後
期

解

決

ご空

Ie,

わ

?'
b

な

い

画
無
記
人

{
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第3・40表 音 声入力 コン ピュー タの実現はいつ ごろ

で すか

扁＼ ＼寄 泊 蝶 司 未導入撒

実
現
す
る

・97・-731 3.5%

・974～761 21.1

4・6%

18.1

・977-・ ・1 45.6 35.9

実 現 しな い { 6.3 1 5.0

わ か ・ な ・・1 12.6

無 記 入 10.9

J 19.7

16.6

(参 考)

.注)口 内数字は今年度

75

50

25

3.5

2.3

実

用
化

し
な
い

わ

か

ら

な

い

鑑

記
人
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第3章 諸 外 国 にお け るコ ン ピュー タ

利 用 の現 況

1.世 界 の コ ン ピ ュ ーー タ 設 置 セ ッ ト数

世 界 の コ ン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 は,EDPIndustryReport誌 に よれ ば,1970年1月

1日 現 在100,000セ ッ トを 突 破 し,設 置 金 額 は340億 ドル に 達 した 。 国 別 で は,ア メ リ カ

合 衆 国 が62,685セ ッ トと圧 倒 的 に 多 く,次 い で西 ドイ ツ6,350セ ッ ト,イ ギ リス5,910セ

ッ ト,日 本5,900セ ッ ト(注2),フ ラ ンス4,500セ ッ トと続 い て い る。

ま た,西 ヨー一口 ッパ全 体 で は24,660セ ッ ト,こ の うちEC(ヨ 一一ロ ッパ 共 同体)諸 国

が15,310セ ッ ト,EFTA(ヨ ー ロ ッパ 自由 貿 易 連 合 体)諸 国8,810セ ッ トとな って い る。

西 欧 諸 国 の うち,西 ドイ ツ,イ ギ リス,フ ラ ンス,イ タ リアの4カ 国 は,設 置 セ ッ ト数

で 西 ヨー ロ ッパ の ほ ぼ80%を 占 め て い る。

1970年1月1日 現 在 の 各 国設 置 金 額 で は,ア メ リカ合 衆 国219億 ドル,2位 西 ドイ ツ が

22億 ドル,次 い で イ ギ リス17億 ドル,日 本14億 ドル とな って い る。 第3.41表 に 各 国 別 コ

ン ピ ュー タの設 置 セ ッ ト数 お よび金 額 を示 す 。

(注1)海 外諸国については,主 として国内で入手可能な資料により取りまとめたため,必 ずしも各国について

同じ項 目でデータが入手できない。さらに,収 集できたデータについても国によって調査機関,方 法,

定義などが異なるため,デ ータを単純に比較することはできない。

〈注2)わ が国のコンピュータの設置セット数について,JECC調 査 によれば,1970年3月 末現在6,718セ ッ ト

である。

各 国 の コ ン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 とEDP投 資 額 をGNPと 比 較 す る と,一 部 の 西 ヨー

pッ パ諸 国 や 日本 は,ア メ リカ,イ ギ リス,カ ナ ダ な ど とか な りの差 が あ る。GNP10億

ドル あ た りの セ ッ トi数で は,ア メ リカ73セ ッ ト,イ ギ リス68セ ッ ト,ス イ ス50セ ッ ト,

西 ドイ ツ45セ ッ ト,フ ラ ンス,イ タ リア,日 本 は40セ ッ トとな って い る。(第3.42表)
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第3.41表 各 国別 コン ピュータ設置セ ッ ト数 および金額

(1970年1月1目 現在)

|

}
国

西 ー ド イ ツ

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

オ ラ ン ダ

ベル ギー ・ル クセ ンブル グ

EC小 計

イ ギ リ ス

ス イ ス

ス カ ン ジ ナ ビ ア

EFTAそ の 他

EFTA小 計

ヨ ー ロ ッ パ そ の 他

ヨ ー ロ ッ ノぐ ノ」、 言十

日 本

カ ナ ダ

オ ー ス ト ラ リ ア

ソ 連

東 ヨ ー ロ ッ パ

ア メ リ カ 合 衆 国

そ の 他

全 世 界 総 計

設置 セット数

6,350

4,500

2,730

1,080

450

15,310

5,910

870

1,520

510

8,810

%

全

世

界

6.05

4.28

2.60

1.03

0.62

14.58

5.63

0.83

1.45

0.49

8.39

540

24,380

5,900

3,000

925

4,500

630

62,685

2,730

0.51

23.21

5.62

2.86

0.88

4.28

1.60

59.68

2.60

105,030

ア除
メい
りた
力割
を合

15.0

10.63

6.45

2.55

1.54

36.16

13.96

2.05

3.59

i.20

20.81

L28

57.57

13.93

7.08

2.18

10.63

L49

6.45

設 置 金額

(100万 ドル)

2,165

1,330

505

315

200

4,515

1,660

295

515

140

2,160

145

7,270

1,390

930

290

L125

185

21,925

885

34,000

%

全[ア 除

世

界

6.37

3.91

1.49

0.93

0.59

13.28

4.88

0.87

1.51

0.41

6.35

0.43

21.38

4.09

2.74

0.85

3.31

0.54

64.49

2.60

メ い

りた

力割

を合

17.93

11.01

4.18

2.61

1.66

L・7.39

13.75

2.44

4.27

1.16

17.89

L20

60.21

11.51

7.70

2、40

9.32

L53

7.33

ヨ
出 典:EDPIndust;yReport誌(1970年7月27日)

第3.42表GNPIO億 ドル あ た り の コ ン ピ ュ ー タ 設 置 セ ッ ト数

国 名

アメ リカ合衆 国

イ ギ リ ス

ス イ ス

カ ナ ダ

西 ド イ ツ

セ ッ ト数

73

68

50

50

45

国 名

フ ラ ン ス

イ タ リ ア

日 本

オ ー ス トラ リア

スカンジナビア諸司

セ ッ ト数

40

40

40

35

25

出典:EDPlndustryReport誌(1970年7月27日)
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近 年 の西 ヨー ロ ッパ の コ ン ピ ュー タ市 場 の発 展 は め ざ ま し く,1970年 の 場 合,EDP

IndustryReport誌 に よ れ ば 設 置 金 額 に よ る年 間 平 均成 長 率 は31%。 成 長 率 最 高 は オ ラン

ダ の40%,最 低 が ベ ル ギ ー で22%と い う急 成 長 ぶ りで あ る。 な お,日 本 の 年 間平 均 成 長 率

は37%と な って い る。i

次 に メー カー 別 市 場 占有 率 で み る と,世 界 の コ ン ピ ュー タ市 場 は,依 然 と して ア メ リカ

系 企 業 の 手 中に あ る。 す な わ ち 全 世 界105,000セ ッ トの コ ン ピ ュ・一一タの うち,ほ ぼ90,000

セ ッ トは ア メ リカ 系 企 業 に よ って製 造 され た もの で あ る。 これ は セ ッ ト数 で85%,金 額 で

は91%に も相 当 す る。 こ の うち,ア メ リカ市 場 を 除 い た 場 合,セ ッ ト数 で75%,金 額 で82

%を 占 め て い る。 ・

ア メ リカ を除 く 自由世 界 市 場 の メ ー カ ー 別 占有 率 を設 置 金 額 で み る と,IBMが57.9%

次 い でICLZ1%,Univac6.7%,GE(後 に コ ン ヒ。ユー タ部 門 はHoneywellInfotmat-

1・nSy…m・1… に 吸 収)4・8%と な?てy・ る・t

第3.43表 ア メ リカを除 く自由世界市場におけるメーカー別
'コ ンピ

ュータ設置セ ッ ト数と金額(1970年1月1日 現在)

ア

メ

リ

カ

ヨ

|

ロ

ツ

ノマ

メ ー カ ー

IBM

Univac

GE

Honeywell

CDC

NCR

Burroughs

そ の他 の メ ー カ ー

設置セ・ ・数已(設 置金額100万ドル)%

14,310

3,085

3,685

1,240

575

1,980

535

2,120

計 27,530

ICL

Siemens

PhilipsNVE

CII

そ の 他 の メLカ ー

3,560

720

195

250

700

38.7

8.3

9.9

3.4

1.6

5.3

1.4

5.7

6,226

725

516

347

336

259

230

159

57.9

6.7

4.8

3.2

3.1

2.4

2.1

1.5

・4・{8・7981・ …

9.9

L9

0.5'

0.7

1.9

765

270

61.

60 ,

114

7.1

2.5

0.6

0.6

1.1

計 5・4251・ ∋ ・・27・1・ …

・本1躰 の・一チ
13・98・1・ …1

計1 総 計

・・216・ ・

36・9351・ …1…77・1….・

出 典:EDPIndustryReport誌(1970年7月27日)

d
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信.主 要 国に お け る コ ン ピ ュー タ利 用 の現 況

A.ア メ リカ合 衆 国

a)設 置 セ ッ ト数

1970年6月30日 現在 の アメ リカにお け る コン ピュー タ設置 セ ッ ト数 は,Diebold社

の調査 に よれば73・・77セ ・ トに達 した
.・96眸 同時点 が6・,977セ 。 トであ るか ら,お

よそ11・000セ ッ トの増 加で比率 では17.9%増 となる。

第3.1図 はDiebold社 の 調 査 に ょ る コ ン ピ ュー タ設置 セ ッ ト数 の推移 であ る
。 ま

た・ 型別推移 はP・edica・ ・社 の調 査 に よる と錨 お よび セ
。 ト数 か らみ て も,超 大型

コン ピュー タ と超 小型 コン ピュー タの伸 び が著 しく,中 型 コン ピュー タは1970年 代初

期 か ら伸 びが鈍化 してい る ことが,第3 .2図 か ら読 み とるこ とがで きる。

第3.1図 ア メ リカにおけ るコジピ ュータ設 置セ ッ ト数の推移

設60
,000置

台

数

書
)

30,000

　 ヵら　 ロL⊥
1966年 ユ967年

出典:TheDieboldGroup,Inc.調 査

1969年
、

1970年6月
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蹴2図 コン ビ・一タ設置セ ・ ト数および・ンビ
.一 夕設置金額(規 模s、D

《千台)

500

0.5

0.3

● 超 大 型

/

//

,1● ＼ 、
、 ●中 型

,'● 大 型

β'

!!

ザ/

//

/鯉

(千 ドル)猷 型

10,000

一一9き 型 ・

プ∠ 中型.

/て%る
/彩

/剛/

10

19`So19651970・975・98・ ・96・ ・965
、97。 、975 .

出典:Predicast社 調 査 , 出典:Predicast社 調 査

(1970年12月)(1970年
12月)

〔定義〕麟1;艦 齢
。㌶ £冨 認 ㍗ 中蜘 …-25・i…F・・
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わ)メ ー カ ー 市 場 別 占 有 率

次 に1970年 末 に お け る設 置 金 額 に よ る メー カ ー 別 市 場 占 有 率 は,EDPIndustry

Report誌(1971年3月12日 号う に よ れ ば,第3.3図 に 示 す とお り,IBMが69.3%で

あ る が,前 年 の69.0%に 比 べ0.3%増 と な って い る。 以下HISが7.9%,Univac

6.0%,CDC4.2%,Burroughs3.3%,RCA3.1%,NCR2.2%,XDS1.2%,

DEC1.2%,そ の 他1.6%と な って い る。 前 年 に 比 べDECが0.8%か ら1.2%と 急

一伸 を し て お り
,ま たXDSは1.1%か ら1.2%に,CDCが3.6%か ら4.2%に 若 干

の 増 加 を示 して い る が,Burroughsは4。3%か ら3.3%と 減 少 して い る。

第3.3図 ア メ リカの コン ピュータ市 場のマーケ ッ ト・シ ェア(1969,1970)

DEC1'.2%そ の他1.6%

窓 議

蕩 ク1:謬裟

賜

DECO.8%
＼

IBM

69.0%o

IBM

69.3%

出所:EDPIndustryReport誌(1971年3月12日 号)

C)中 規 模企業 にお ける利用状 況

アメ リカにおけ る コンピ ュー タ利用 は,コ ン ピ ュー タ設置 セ ッ ト数は もち ろんの こ

と,ア プ リヶー シ 。ンの面 で世界 の最先端 をい ってい る。 この節 で は1970年Business

Automatioh誌 が行 な った調 査結 果に よ りアメ リカの中規模 企 業 の コ ンピ ュー タ利 用

状 況 につ いて述べ る。 この調 査 の対 象 とな った 中規 模企 業(年 間売上高1,500万 ドル

～1億 ドル)は
,そ のほ とん どが コンピ ュー タを利 用 してお り,1社 あた りの コン ビ
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第3.44表 産 業 別 適 用 業 務(現 在)

＼ 業.
翻 業務 ＼

製
造
業

箔
費

里

(36)

製
造
業

㊧
琵

琶

(45)

小

売

り

業

(8)

塵
穴
り

配

送

業

(10)

建

設

業

(10)

消翼
賛財

・造

生
産
財業

(11)

そ

の

他

(13)

全

企

業

(133)

給 料 支 払 971g51…1・ ・1…1…1…1・ ・

人 事 記 録 3gl581・ ・1・ ・ ・・1641・ ・ 48

会 計 67V93175 ・・1…17316gl・ ・

予 算 ・・1・ ・1371・ ・1・ ・155177167

注 文 処 理 781581631・ ・1-1・ ・123i58

配 送 計 画 ・・1・ ・.1・21■ ・・1 ・1231・7

在 庫 管 理 ・・1・ ・175 ・・1・ ・173177 69

製 品 計 画 44 33i・21-1・ ・1271・51・2

販 売 予 測 551331・21・ ・1・ ・127/・5135

販 売 分 析 94187 631・ ・1・ ・1・ ・16gl83

販 売 注文 報 告 費 11 ・・1-1・ ・1-1・8 ・1・ ・

ク レ ジ ッ ト管 理 ・・1421・ ・1・ ・ ・・155 23145
市 場 選 択 ・・1 ・1-1・ ・ ■ ■ ・1・

価 格 設 定 3gl2gl・2 ・・1i・1・81-125

広 告 戦 略 ・1 ・1■ ・・1-1 ・1-1・

新 製 品 計 画 ・1 ・1■-1・ ・十 十i 4

財 政 計 画 36127125i・ ・}・ ・1 9 46 31

そ の 他 ・1・8十1・ ・1・ ・ 十1・ ・1・6

(注)表 中の数字は%で 回答企業全体に対し当該適用業務を処理している企業の割合を示す。

ユー タ設備 投資 額(レ ンタル料 また は購 入費)は 年 間136,800ド ル に も達 してい る。

この調 査は,中 規 模企 業140社 を対象 に行 なわれ たが,コ ンピ ュー タを使 っていな

い と回答 して きたのは140社 中わ ずか7社 しか なか った。 これ ら7社 は,そ のi理由 と

して,経 済 的 に余裕 がな い,有 能な コン ピ ュー タ 要員 を確 保 で きない の2点 をあげ

た。第3.44表 は残 り133社 の コン ピ ュー タの利 用状況 であ るが,こ の133社 が所 有 し
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第3.45表 産業別適用業務の新規または拡張計画(1971年 ～1972年)

適用業務 ＼

製
造
業

論
賛

巴

(36)

製
造
業

室
産

里

(45)

小

売

り

業

(8)

塵
冗

り

配

送

業

(10)

建

設

業

(10)

消製
費
財
・造

生
産
財業

(11)

そ

の

他

(13)

全

産

業

(133)

給 料 支 払1 ・1・1-1-1-・1■ ・

人 事 記 録1 ∋ ・・1・21・ ・1・ ・1・ ・1・ ・126

会 ∋ ・7・31-1・ ・1-1361・1・5

予 ⇒ ・41・ ・1381・ ・1・ ・551・523

注 文 処 ⇒ ・1・ ・1・21・ ・1-1■ ・・|・ ・

配 送 計 画1 221 ∋ ■ ・・1 10 45 ・1 23

在 庫 管 理1 ・7[ 36i ∋ ・・i ・・1 271 ・51 21

製 品 計 画1 ・・1 ・・1 ■ ■ ・・1 641 15 29

販 売 予 測1 221 ・61 381 ・・1 一 641 ・・{ 31

販 売 分 析1 ・1 7 ・21 一1 ・・1 一 一 8

販 売 注文 報 告書 1 ・・i ・・1 ・21 ■ 一1 一 8 7

ク レ ジ ッ ト管 理 i ・41 20 一1 一 一 ・81 23 11

市 場 選 択1 ・41 9 12 ・・1 ・・1 9 ・・} 17

価 格 設 定 14 ・・1 ・21 ・・{ ・・{ 27 15 15

広 告 戦 略 ・1 ■ ■ 一 ・・1 ・1 一1 3

新 製 品 計 画1 14 4 一1 一1 10 ・1 一1 7

財 政 計 画 ・41 18 381 ・・1 20 45 ・∋ 21

そ の 他1 11 ・1 ・21 ・・1 10 一 15 10

(注)表 中の数字は%で 回答企業全体に対し,当 該適用業務を処理しようとしている企業の割合を示す。

てい るコ ンピ ュー タの総 セ ッ ト数 は152セ ッ トであ り,1社 平均 では1.1セ ッ トとな

る。 また,利 用 されて い るコ ン ピュー タはIBMが109セ ッ トで全 体 の70%に 相 当す

る。 次 いでHoneywellの22セ ッ トとな ってい る。 次に,適 用 業務 別利用状況 につい て

は,第3.44表 が業務 別の各 適用業務 の現状 で,第3.45表 が将来 計 画 であ る。 ただ し,第

3.45表 の デー タは第3.44表 の現 状 の適用に対 して新 たに計 画 され る業務 としてみ るこ



第3.4図 アメ リカにおける情報産業の構造(1970年)
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とが できる し,ま た,現 状 と将来 の拡 張業務 とを加 えた もの としてみ る ことがで きる
。

適 用業務 では,第3.44表 に示す ように給料,販 売 分析,会 計 の3業 務 が コン ピュー

タ利 用企業 の80%以 上 を処 理 してお り,次 い で在 庫管理 ,予 算 が50%を 越 え て,以 下注

文,人 事,ク レジ ッ ト管理,販 売 予測,製 品計 画,財 政計 画 とい った業務 の順 に処理

の ウエイ トが高 くな ってい る。 これ を業種別 にみ る と製 造業(消 費財
,生 産財)は

給 料・会計 ・ 予算,注 文 処理,在 庫 管理,販 売 分析,人 事 とい った業務 に現在 の処理

の 重 点 がおかれ てい るが,第3.45表 か ら2～3年 後 の将 来 には,人 事,配 送計 画,在

庫 管理,製 品計 画,販 売予 測,ク レジ ッ ト管理,会 計,財 政計 画な どの業務 処理 に重

点が うつ り予算,販 売 予測,販 売計 画 とい った計 画業務 処理へ の適用 が考 え られ てい

・る。

第3.46表 は コンピ ュー タ要員 の保 有状 況 を示 した もの で,1企 業 当た りの平均人数

では・ フ。ロ グラマ3・5人,シ ス テムズ ・アナ リス ト1.7人 ,オ ペ レー シ ョンズ ・リサ

ー チ ャー0 ・2人,オ ペ レー タ3人 とな ってい る。 また,業 種別 では,他 産 業16.7人,

消 費 製造 業 が9.3人 と全体 の平 均8.5人 を上 回 ってい る。

第3.46表 産 業別 コンピ ュータ要員数

＼ 業種別 消製

造
費
業

財者

(36)

生
産

財
製
造
業

(45)

斗 …1・751

シス テ・ズ ・アナ ・ス ・1・ ・173

・1・ ・1

1…1・ ・41

レト
売

り

業

(8)

塑
冗

り

配

送

業

(10)

建

設

業

(10)

消 ・

§製

圭造

爵業

(13)

一1・1■ ・1

他

の

産

業

(13)

全

産

業

(133)

一平

企
業均
当
た人
り
の数

・21・Sl・21・ ・1・ ・147・1・.54

・・同4712331・ .75

・5i331・.24

・4122国 ・・177139Sl・ .・IS

33Sl372r・ ・1461・ ・1…1・ ・8i・.・351・53

9…|S・261・ …i・ …1・ …L7 ・761・ 砕531 ～
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d)ソ フ トウ ェア ・パ ッケ ー ジ利用状 況

アメ リカ企 業 の ソフ トウ ェア ・パ ッケー ジの利 用状況 と してComputerWorld紙 の

デー タを 第3.5図
、に示 す。 これに よる と給 与計算 ソ フ トウ ェアの利用 が21.8%と ほ

かの ソフ トウ ェアに比べ て圧倒 的に利用 率が高 い。 その他 では,月 賦 ・ロー ン計 算 ,

収 支計 算,在 庫 管理,売 掛 管理 の順に利用 され てい る。

第3・5図 アメリカ企業のソフトウェア ・パ ッケージの利用内訳

21.8%

給 月 収 在 冗 税 販

与 響 支 障 掛 務 売

計 ㍊ 計 管 智 計 管

舞 舞 真 理 理 真 理

預 伝 頑 固 一 そ

金 票 議 定 覧

計 発 讃 資 馨 の

算 行 行 産 成 他

出典:ComputerWorld紙(1970年1月)

B.西 ドイ ツ

西 ドイ ツの コン ピ ュー タ市場 は,Diebold社 の資 料に よれば年 間30%の ペー スで成長 し

てい る。 と くに最近 は タイ ム ・シ ェア リン グ ・システ ムお よび デー タ通信 な どの大 規模 シ

ステムの利用 が高 ま ってい るといわれ てい る。

1970年6月 末現 在,西 ドイ ツの コン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 は7
,259セ ッ トで1970年 末

までには8,000セ ッ トに達す る もの と予想 されて い る。

コン ピ ュー タ ・メー カー の設 置 セ ッ ト数 に よる市場 占有率 は
,IBMが1970年1月 現在
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55%を 確保 しそ西 ドイ ツ市場 をお さえてい る。 次い でSiemensが 子会社Zuseと と もに

12%を 占め,そ の後 も急速 に 占有率 が拡大 してい る。(第3.6図)

第3.6図 西 ドイツにおけるメーカー別市場占有率

`IBM

Siemens(Zuse)

Bull-GE

Univac

そ の他(21社)

100%

出典:TheDieboldGroupInc・ 調査i,

西 ドイ ツは,コ ン ピ ュー タ利 用 の面 で も西 ヨー ロ ッパの諸 国 の最 先端 をい ってい る国 の

ひ とつで,第3.7図 に示 され る ように各種 の産業 におい て利 用 され てい る。 この 中で も自

動車,航 空,化 学工業,銀 行 な どは高度 な ア プ リケー シ 。ンを開発 しつつ あ り,と くに,

オ ン ライ ン ・システムの形成 が この種 の産 業にお いて活 発 に行 なわ れ てい る。 た とえ ば ド

イ ツ ・フォー ド(FORD)社 の組立 ライ ンの制御 システムお よび人 事情報 システ ム,国 営

航空 ル フ トハ ンザ(LUFTHANSA)社 の飛 行計 画 システ ムお よび座 席予約 システム,バ

イエル(BAYER)社 の生産 管理 お よび販売 管理 の総合 システ ムな どが あげ られ るが,ほ

か に も製鉄 会社HUTTENWERKOBERHAUSEN社,銀 行 ではKOIN,STUTTGART,

MUNCHEN,HANOVER,DEUTSCHEな ど噸,FRANNFURT,BONNMUNCH・

ENな どの大 学 が オン ライ ンを保 有 してい る。

さ らに,西 ドイ ツ郵政 省 は,全 国的な コン ピュー タ ・ユー テ ィリテ ィ・ネ ッ トワー ク構

想 の もとに 郵 政省 が40%,Siemens社 が20%,Nixdorf社20%,AEG-Telefupkenと

OlympiaWerkの 両社 で20%の 持株 比率 で,本 部 を ダル ム シ ュタ ッ ト市 にお く

DEUTSCHEDATELGASELLSCHAFTFtiRDATENFERNVERARBEITUNG(英
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文 名:Ge「manD・t・IC・m・ ・nyf・ ・D…T・an・m・ss・ ・n)を ・97・年 に設 立 した
。

第3.7図 産 業別 コン ピュータ利用状況(設 置 セ ッ ト数比)

食 品工業

4.5%

計算 センター

5.4%

化学 工業

5.7%

運 輸 出版放送

5.7%

その他Z
10.8%

繊 維3.7%

隔 験研究所

出 典:TheDieboltGroupInc.

C.フ ラ ン ス

フランス政 府 の資 料に よると1970年1月1日 現 在
,フ ランスで稼動 中の コンピ ュー タ・セ

・ ト数 は4・939セ ・ トであ る・また・・一 カー肺 場 占有率 を・97・年 ・・賜 在 のH
。n。yw。11-

Bull社 の調査 に よれば・第3・47表 の ように設 置 セ ・ ト数比 ではIBMカ ・56 .6%を 占め て

い る・ 次い でH・n・yw・ll社 とGE社 のAm弁 でB・ll-GEが 親会社H・n。
yw。111。f。,m。,i。n

System・ 社(HIS)の 傘下 に入 り・ その社名 をH・n・yw・11-B・}1と 改 め ,同 社 は33.、%を

獲得 してい る と発表 してい る。

利用面 では フ ランス政府 の調 査に よる と第3・8図 に示 す ように セ ッ トi数比 では民間 が80

%,公 共機 関11%,政 府機 関9%の 割合 い で利用 されてい る。 これ を金 額比 で示 した ものが

第3・9図 で あ り・公共纐 が25%・ 政府機 関・8%と その比率は上昇 するが
,こ れは 醐 と

比 べ て蝕 馴 政府機 関が設置 して・・るコ ンピ ー タ猷 型 であ る ことを示 して、・る
。
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第3.47表Honeywell・Bull社 の 調査による各社のシ ェア(1970年11月 現 在)

メ ー カ ー

Honeywell・Bull

1 BM

1 C L

そ の 他

計

設置 セ ット数 比

331(%)

566

35

6.8

100.0

第3.8図 フランスの コンピュータ利用

比率(セ ノト数比)

総 セノト数4,939セ ッ ト

民 間
180%

政府機関
9%

1970年1月1日 現在(フ ランス政府推定)

第39図 フランスのコンピュータ利用

比率(金 額比)

総額8,040百 万 フラン

(52L1528百 万円)

眠 問
57%

公共機関

25%/

政府機関

18%

1970年1月1日 現在(フ ランス政府推定)

この よ うな割合 いで設置 されてい る コン ピュー タを利用 す るため,現 在 フランスでは概

算110,000人 の コン ピュー タ技術者 が従事 してい るとみ られてい る。 その内訳 は ユーザー

に74,000人,コ ン ピュー タ ・メー カー に30,000人,計 算 サー ビスお よび ソフ トウ ェア会

社 に6,000人 の コ ンピ ュー タ技術者 がお り,ユ ー ザー の74,000人 の うち民 間60,800人,

政府機 関7,100人,公 共機 関6,100人 であ る。
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D.イ ギ リ ス

1970年1月 現在 イ ギ リス の コン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 は5 ,910セ ッ トに達 した。 またCo-

mputerSurvey誌(1970年9,10月 号)に よるメー カー 別市 場 占有率 では1969年 以来ICL

がIBMを 抜 いて首位 を 占めてい るが,1970年7月 現在 の調 査 ではICLが28%,IBMが

20%,NCR10%と な ってお り,以 下 オ ランダのPhilips社 が7%,ア メ リカのHoney-

well社6%と 対前年 比 で と くに進 出が 目立 ってい る。(第3.10図)

第3.10図 イギリスのメーカー別市場占有率
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利 用 面 で は,業 種 別 詳 細 は 不 明 で あ る が,ComputerSurvey誌 か ら1社 当 た りの コ ン ビ'

ユー タ(制 御 用 を ふ くむ)利 用 セ ッ ト数 か ら選 ん だ大 手 ユ ー ザ ー 上 位12社 の 使 用 コ ン ピ ュ

ー タ とセ ッ ト数 お よび 主 な ア プ リケー シ ョン を 第3 .49表 に 示 す。 イ ギ リス で 最 も利 用 セ ッ

ト数 の多 い の は,国 防 省 で232セ ッ トとな って い る。 これ は 第2位 の通 商 産 業 省 の100セ

ッ トと比 べ る と2.3倍 と な り,圧 倒 的な 位 置 を 占め て い る。232セ ッ トの 内 訳 で は 海 軍91、

セ ッ ト,空 軍62セ ッ ト,陸 軍23セ ッ ト,そ の ほ か56セ ッ トで,こ れ らの コ ン ピ ュー タの ほ 、

とん どは 制 御 用 と して利 用 され て い る。 第2位 の 通 商 産 業 省100セ ッ トで,以 下British

Steel社 は96セ ッ ト,コ ン ピ ュー タ ・メー カーICL65セ ッ ト,ImperialChemicalIndus-

tries社 の51セ ッ トとな って い る。 こ れ らの 主 な ア ブ。リケー シ 。ン は,多 種 多 様 で あ るが,

前 述 の 国 防 省 の制 御 用,CentralElectricityGeneratingBoardの 電 力 配 分,BOACの 飛 行
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計 画 の 制 御 用 に 利 用 され て い る ケ ー ス,Il⊃L,ImperialChemicalIndustries社,Rolls-

Royce社,IBM-UK,BritishAircraft社 の 生 産 の コ ン トロー ル に利 用 さ れ て い る ケー ス,

通 商 産 業 省,Rolls-Royce社,BritishAircraft社 に お け る コ ン ピ ュー タ ・シ ミ ュ レー タの

ほ か,他 社 に も見 られ る よ うに 各 種 の 研 究 開 発 に 利 用 され て い る。 そ の 他NationalWest

minsterBankの 銀 行 サ ー ビ ス,BOACの 航 空 座 席 予 約 シ ス テ ム,ICLお よ びIBM-

UKに お け る ソ フ トウ ェア 開発 に 利 用 され て い る ケー ス な どが あ げ られ る。(第3.49表)

Eイ タ リア

197G年1月 現 在,イ タ リアの コン ピ ュー タ設置 セ ッ ト数 はEDPIndustryReport誌 に

よ ると2,730セ ッ トに達 した。EC内 部 では,西 ドイツ,フ ランスに続 い て第3位 とな って

い る。 またメー カー 別市場 占有率 セ ッ ト数比 ではDiebold社 の調 査に よればIBMが67%

を 占め次い でOlivetti社 の コ ンピ ュー タ生 産部 門 を買収 したGE社 が14%で 続 いてい る。

しか も同社 は最 近HIS社 の傘下 に入 り,そ の名 もHISI(HoneywellInformationSystems

Italia)と な り,さ らに市場 占有 率 を15%に 伸 ば した。(第3.11図)

Diebold社 の調 査 に よれ ば,イ タ リアにおけ る コン ピュー タの大部 分 は機械,鉄 鋼,化

学,石 油,製 紙 お よび食 品 な ど製造産 業 に設 置 されていて,今 後 は,保 険,銀 行,官 公 庁,

小売 業,大 学な ど非製 造業 の分野 に需 要 が進 む もの とみ られて い る。 ちなみに大学 におけ

第3.48表 大学の コン ピュー タ利用状況

大 学 セ ッ ト 数

ミ ラ ノ 7

ロ ー マ 10

ボ ロ ー ニ ア 5

ジ ェ ノ バ 3

タ ー ン 3

パ ド バ 3

o－

八 フ モ 2

計 33セ ッ ト



第3.49表 イギ リスの大手 コン ピュー タ ・ユー・if－

ユ ー ザ ー 名

コ ン ピ ュ ー タ ・セ ッ ト数

llBMIICL霊 「一 その他 計

主 な ア プ リ ケ ー シ ョ ン

1.MinistryofDefence L4577091232

(国防省)
Navy 46671491 CAAIS(コ ン ピュー タに よる戦闘情報お よび兵器 コン トロール ・シス

Air 11614462 テ ム)ト レーニ ング用 平行 シミュ レータ,航 行 コン トロール ・システ

Army 0821323 ム,シ ス テム開発,そ の他

その他 92702056

2.TheDepartmentofTrade

andIndustry(通 商 産 業 省)

3231361100 オ ン ラ イ ン ・デ ー タ収 集,RolIs'Royceオ リ ン パ ス ・タ ー ボ ジ ェ ッ ト

用 の エ ン ジ ン ・コ ン ト ロー ル ・シ ス テ ム,通 信 コ ン トP-一 ル,コ ン コ ル

ド用 テ ス ト装 置 の オ ン ラ イ ン シ ス テ ム 研 究

3.BritishSteelCorporation 2324113891生 産計 画,給 料計算,人 事管理 ,そ の他

4.InternationalComputersLtdO65 0

の

065ソ フ トウェア開発,周 辺装置 テス ト,生 産 コン トロール ,計 算 サー ビ
ス

5.ImperialChemicalIndustries14
Ltd.

CentralElectricity

GeneratingBoard

5131951 売 上 げ計算,分 析,統 計予測,給 料計算,エ チ レン生産 コン トロール

已 ㌍ 勤`ト 　 ル・アンモニアソーダ工場のオンライン・ン

8.ScienceResearchCouncil

・・1

6 ・122234

電力配分 コン トロール,給 料計算,デ ータ収集

給料計算,.オ ン ライ ン ・デー タ収集,経 営 システム,生 産 コン トロー
ル,コ ンコル ド用 エ ンジ ン ・シ ミュ レー タ騒音分析

コン ピュータ利用法 の探究 ,研 究,そ の他

9.IBMUnitedKingdomLtd.33 0 0 033塗 方:‡ と三三灘 鱗 勢 生産'ントー ル・タイム

10.BritishAircraftCorporation912 9

11・ 盟}onalWestminste「Bank・ ・1・1・

232 シ ー ウル フ ・ミサイル ・システム開発,給 料計算 ,生 産 コン トロール同調研 究

12.BritshOverseasAirways

Corporation

331嚇 キ ング'サ ービス・会言業 務 言+算サ ービ・,・ ス ・マ ー・給料

7 017 327璽 耀 慾 聴 繁 鷲(甥 £EA(オンライン醜 予約お
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第3.11図 イ タ リアのメーカー別市場 占有率
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出典lTheDieboldGroupInc.

る設 置状況 は第3.48表 の とお りであ る。

い くつ かの例 をみ る と,国 営の ア リタ リア航空は,イ タ リアの 中では最 もコン ピュー タ

化 が進 んでい るひ とつ であ る.イ タ リアの全 土 に麟 予約 システムを形成 す るため,端 末

装 置 の追購 入緬 を持 。て い る.自 動車会社F・ATは ・ 耀 か ら小型 まで6種 類 の コ

ン ピ ュ_タ を使用 し,費 用総 額 は55億 リラに達 してい て・ 北 イ タ リアの30支 店 との間で販

売 お よび財務 関係 の オン ライ ン ・ネ ・ トワー クを形成 してい るが・ と くに製 品激 システ

ムお よび製 品企 画の ための市場調 査 にア プ リケー シ 。ンの関心 がおか れてい る。
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Eベ ネ ル ック ス3国(ベ ル ギ ー ・オ ラ ン ダ ・ル ク セ ン ブ ル グ)

1969年 末 ベ ネル ・

:クス繊 の コ ンビ ・Tタ 設 置 セ ・ ト数は・J・r・リ埴 輪 のfi料 に

よれ ば・総 計3・544セ ッ ト・年 間成長率 は20%を 記録 してい る。(第3,50表) .、.. ,.

第3・50表1969年 度末 ・ベネル ックス3国 のコンピュータ設置セ ッ ト数 ・(受注 を?ふくむ)

メ ー カ ー オ ラ ン ダ
ベ ル ギ ー

ル クセ ン ブル グ

IBM 654 647

Bull-GE 282 300

Burroughs 137 238
'

'
,

CDC 28 2

Honeywell 35.、 －

NCR 91 103
・

Unlvac 148 64

Friden 一 32

DEC 91 16

CII 7 106

Siemens 26 37

Philips 338 20

ICL 14 8

Nixdorf 55 一

その他 28 24
〉

合 計 1,934 1,610

(米国商務省調べ)

ベ ネル ックス3国 は ,近 年 ユン ピュー タ分 野 で きわ めて活 発 な動 きを見 せ てい る。従来

この地域 は,コ ン ピュー タ産業 に関 す る政 策 がな く,し たが って市場 はIBMの 独 占的支

配 の も とにあ った。 と ころが!969年 秋,ベ ル ギ ー政 府 は ヨー ロ ッパ製 コン ピュ]タ の購入

を積極 的 に進 める方 針 を打ち 出 し,政 府 自体 が オ ランダのPhilips・ 社 お よび 西 ドイ ツの

Siemens・ 社 へ発 注 を行 な った。 また,オ ランダ郵政 省がPhilips社 に対 して130万 ドル に

お よぶ コン ビ 三一 タの契 約 を したのは,そ の一例 といえ る。 オ ランダ のPhilips社 は1968

年 に コツ ・ピ ュー タ製造 に乗 り出 し,1969年 末 まで に100セ ッ ト程 度 の コゾ ピ 三一 タを出荷
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した に過 ぎないが,今 後 は ヨー ロ ッパ市場 で も強 力な位置 を 占め るよ うにな る もの と予想

され てい る。

オ ランダにおけ る利 用例 としては,シ ェル石油 の コンピ ュー タ ・セ ンターは,大 型 コン

ピ ュー タ3セ ッ トを有 し,ベ ネル ックス諸 国 中の シェル支社 の管理 デー タ,技 術 デー タの

処 理 と技術計 算 を行 な ってい る。 また,KLM,ROYALDUTCHAIRLINESの 両航 空会

社 は旅行 予約 システムTROPICSを 開発 した。`

G.ス イ ス

ス イ ス は,コ ン ピ ュー タ保 有 比 率 が 高 い 国 で,こ の と こ ろ年 率20%で 設 置 セ ッ ト数 が伸

び て い て,1970年 当 初 で は,1,330セ ッ トが年 末 に は,お よ そ1,600セ ッ トに達 す る もの

と予 想 さ れ て い る。(第3.12図)

第3.12図 ス イスの コン ビ=一 夕設置 セ ッ ト数の推移 第3.13図 ス イスの コン ビュー一夕の型別内訳

2,000

1,500

1大 型ll

烈

1,000

…一 驚夢
、967、969・97・1!!//ク//ノ 〃//!

出典:ElectronicsWeekly(1971年2月24日 号)出 典:DieboldGroup調 べ'

メ ー カー 別市 場 占有 率 で は,IBMが51.9%680セ ッ ト,次 い でUNIVACが20・3%

271セ ッ ト。Honeywell-Bullが17.7%236セ ッ トとな って い る。 また,1,330セ ッ トの 型

別 内訳 は 第3.13図 に 示 す よ うに 小 型66%で お よ そ3分 の2に 相 当 す る分 野 を 占 め て い る。

さ らに,処 理 形 態 で は,バ ッチ 処 理 が85%で オ ン ライ ンは15%,こ の うち タイ ム ・シ ェア
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リン グに よる ものは6%と な ってい る。

次に,業 種 別内訳 では,第3.51表 に示 す とお り機械工 業26%,銀 行 ・保 険24%,貿 易商

社15%と この3業 種 で75%を 占めてい る。 また,ス イスの場合 は,買 取 りが75%を 占めて

い るの も他 の諸 国 とは異 な った状 況 を示 してい る。

業種 別に特長 的な例 を2,3あ げ る と,ま ず,ス イス連 邦政 府 内での主 な コ ンピ ュー タ

利 用は,ベ ル ン市 に あ るGENERAL,DEFENSE,PTT(PostsTelephone&Telegraph)

の3セ ンター とチ ュー リッヒ市 の科 学 セ ンターの計4つ の計 算 セ ン ター一で行 なわれ てい る

が,と くに1970年 の 国勢調 査 に使用 す るため,新 し くデ ィス プ レイ装 置な どの機器 が導入

され た。 さらに1973年 まで には タイ ム ・シ ェア リン グ ・シス テムの導入計 画 があ る。 な

お,同 セ ンターは別 に地 方 自治 体 の業務 も処理 して いる。

最大 の時計 会社EBAUCHES社 は,生 産 管理 と販売 管理 の総 合 システムのた め大型 コ

ン ピュー タを使用 中であ るが,さ らに,シ ステム を拡大 して最大 の主 コン ピ ュー タと6セ

ッ トの衛星 コ ンピ ュー タを通信 回線 で結合 す る計 画 を進 めて い る。

国営 のSWISSAIR航 空会社 は,1969年 に900万 ドノレを投資 し,大 型 コンピ ュー

タ2セ ッ トに よ り,メ ッセー ジ交換 や飛行計 画 を処理 す るほ か小型 コン ピュー タか らの ア

プ リケーシ 。ンを引 き継 ぎ処 理 してい る。 また・ 同社 は1970年 全 ヨー-Pッ パ諸国 との高速

デー タ伝送 回線 を利用 し始 めた。

第3.51表 ス イスの業種別 コンピュータ保有比率

機 械 工 業

銀 行 ・保 険

貿 易

行 政 官 庁

化 学 工 業

26%惨 育 ・研 究

24.2% 食 品 産 業

・4・・%lwa・ 木 材 ・紙

…%iそ の 他

…%1

2.5%

1.9%

1.9%

14.9%

出典:TheDieboldGroupInc.

H.ソ 連,東 ヨ ー ロ ッパ 諸 国

ソ連 お よび東 ヨー-Fッ パの共産 圏諸国 の コン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 は,全 体 で5,500セ
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ッ ト ぐらい で あ ろ う と予 想 され て い る が,1969年 の デー タに よ れ ば 各 国 別 で は,ソ 連 が

4,500セ ッ ト,ブ ル ガ リア27セ ッ ト,チ ェコ ス ロバ キ ア265セ ッ ト,東 ドイ ツ135セ ッ ト,

ハ ンガ リー70セ ッ ト,ポ ー ラン ド140セ ッ ト,ル ー マ ニ ア20セ ッ ト,ユ ー ゴス ラ ビア120

セ ッ トと な って い る。 東 ヨー ロ ッパ諸 国 で使 用 さ れ て い る お よ そ800セ ッ トの コ ン ビ ュー・

タ の うち,ソ 連 製 が116セ ッ トで,そ の ほ とん どが 第2世 代 機 のMinsk22シ リ ー ズ とい

わ れ て い る(第3.52表)

第3.52表 東 ヨー ロ ッパ諸国の コンピュータ設置セ ッ ト数(受 注をふ くむ)

(1969年1月 現在)
,

国

製造元 ブ ル チ ェ コ 東 ノ.ン ポ ー ノレ ー ユ_ゴ
●

ス ロ ノ、 スラビ 計
ガ リア キア ドイツ ガ リ ー` ラン ド マ.ニア ア

ソ 連 2 80 10' 14 7 3 0 116
.

東 欧 1 50 72 14 103 2 0 242

自由諸国 24 135 53 42 30 15 120 419

計 27 265 135 70 140 20120 777

出典 ・EDPWξ ・kly1970年5月12日

業 種 別 内訳 の 詳 細 は 不 明 で あ る が,チ ェ コス ロ バ キ ア で は,電 機21セ ッ ト,金 属15セ ッ

ト,鉱 業6セ ッ ト,輸 送 機 器5セ ッ ト,化 学3セ ッ ト。 東 ドイ ツ で は,'電 機14セ ッ ト,化 、

学,石 油,鉱 業 が各4セ ッ ト。 ハ ンガ リー で は電 機6セ ッ ト,金 属3セ ッ ト。 ポ ー ラン ド

で は 電 機5セ ッ ト,金 属3セ ッ ト,造 般2セ ッ ト。 ル ー マ ニ ア で は金 属,化 学 が各2セ ッ

トとい った 分 野 に 利 用 さ れ て い る。 、

1.東 南 ア ジア諸 国

a)中 華 民 国.

中華民 国の コンピ ュー タ利用 は,1962年 国立交通大 学 にIBM1620が 導入 され た と

きに始 まる。 次 いで1964年 国立 台湾大 学に も同型 コ ンピ ュー タが設 置 され,こ の大学

が プ ログラ ミン グ言語 コー スを設 け て,コ ンピ ュー タ教 育 につ とめた。

1970年9月 現 在 にお け る機種 別設置 セ ット数は第3.53表 の とお りであ る。



第3章 諸外国におけるコンピュータ利用の現況197

第3.53表 中 華民国 の機種別設置セ ット数

メ ー ガ ー 機 種 セ ッ ト数

7

1

1

6

1

2

2'

計

IBM

1130

1440

1620

360-20

360-25

360-30

360-40

20

cbC
3300

3150

2

2

4

NEAC
2200-100

2200-200

1

1

3(注)

NCR CENTURY-100 1

1

1

FACOM

UNIVAC

計

23・一 ・・1 1

1004
1・

1

129 30

注)NEAC1セ ットが発注中のため加えた。

出所:APOコ ンピュータ研修報告書

また,コ ンピ ュー タcユ ーザー の区分 は第3.54表 の よ うに政府 ,公 共機 関(研 究機

関 をふ くむ)が 圧倒 的に多 い。

第3.54表 コ ンピュータ ・ユーザーの分布

区 分

学術研究機関

政 府官公 庁

公 企 業

私 企 業

セ ッ ト数

一

%

11
'
10

4

5

36.7

33.3

13.3

16.7

'計

30「 100.0

中華民国では コンピュータめ導入促進 と情報処理技術の開発および効率的経営管理

へのサービスのため,1962年 中華民国情報処理 センターを設置 し,政 府関係機関を中
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心 に民 間企 業 の情報 処 理 サー ビスや コンサル テ ィン グを行 な ってい るが,こ の ほか学

術研 究機 関や 中華民 国生産性 貿 易セ ンタ ーが プ ログラ ミン グ ・コースを設 けて プログ

ラマ訓練 を行 な い,さ らに適用 業務 の事例紹介 な どを行な ってい る。

また大学 では コンピ ュー タ ・サ イエ ンスや コ ンピ ュー タ ・マネジ メン トの講座 を も

ってお り,教 育 テ レビ局 では毎 週2時 間の コン ピ ュー タ教育 番組 を提供 してい る。

b)フ ィリピン

フ ィリピンでは1962年 土地 局 がIBM1401を 導入 したのが最 初 であるが1970年6月

現 在 で73セ ッ トの コン ピ ュー タが実働 してお り,31セ ッ トが発 注 中であ る。 その メー

カー別 内訳 は第3.55表 の とお りであ る。

第3.55表 フィリピンのコンピュータ設置セ ット数

メ ー カ ー 別

IBM

NCR

バ ロー ス

富士 通

UNIVAC

ハ ネ ウエル

計

実働 セ ッ ト数

46

12

10

2

1

2

i 73

発 注 セ ット数

18

9

1

3

31

計

64

21

11

5

1

2

104

(APOコ ンピュータ研修報告書)

オンライ ン ・リアルタ イ ム ・システ ムは フ ィ リピン国立銀行,フ ィリピン銀 行,フ

ィリピン貯 蓄銀行 で実 施 されてお り,マ ニ ラ銀 行 で も発注 中である。

適用 業務 では事 務処 理 と くに財務 関係 の処理 が多 い。

コ ンピ ュー タ要 員の訓練 、 と くに管理職 の確保 が要望 されてい る。

c)香 港

香港 の コン ピ ュー タ設置 セ ッ ト数 は,1970年6月 現在発 注 中の ものをふ くめて57セ

ッ トであ る。年 度別 段置 数お よびユー ザー別段 置数 は第3.56表 お よび第3.57表 の とお

りで ある。
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第3.57表 ユ ーザ ー別設置セ ッ ト数

年度別 設 置
セ ッ ト数

!963年 2

64 1

65 1

66 1

67 6

68 13

69 13

70 17

71 3

計 57

ユ ー ザ ー

政 府

コン ピュー タ ・サ
ー ビス ・セ ンタ ー

公 企 業

銀 行

商 業

工 業

そ の 他

計

隆 ッ鴎
1

5

5

4
'
13

7

5

4q

発 注
セヅ ト数

2

1

2

8

.3.

1

17

計

3 .

5

6

6

21

10

6

57

出所:APOコ ンピュータ研修報告書

主 な コン ビ'a-一ータ適用業務 では,2つ の銀 行 が オ ンライ ン ・リアル タイ ムで預金 業

務 を処理 してお り、政府機 関 では貿易統計 の作成,試 験 の答 案採 点な どに利 用 してい

る。 また,造 船 所 にお け る補修,建 造計 画の作成,電 力会社 にお け る新発電 所建設 の

CPM(日 程計 画)な どがあ る。

コ ンピ ュー タ ・サー ビス ・センター と しては,2つ の大 学 が合 同で センター を もち

コン ピ ュー タ教 育 と調査 を行 な ってお り,ま た4つ の民 間 センタ ーが委 託計算 業務 を

行な ってい る。

d・)イ ラ ン

イ ランでは1955年,イ ラン統計 センタ ーに コ ンピ ュー タが導入 された。 つい で1960

年 メ リ銀 行 に第2号 機 が設 置 された。1962年 か ら導入 が増加 して1970年6月 現 在,お

よそ50セ ッ トが設 置 されてい る。

機 種 はIBMが 多 く.UNIVAC,NCRな どがあ るが:適 用 業務 では,給 与計

算,人 事 管理,在 庫管理,生 産業務 な ど事務 処理 が多い。

システム ズ ・アナ リス ト,プ ログラマ,オ ペ レータ,管 理 者 な どiコン ピ ュータ要 員

の不 足対策 が要望 され てい る。
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e)韓 国

韓 国 の コン ピ ュー タ導入 は1967年(財)韓 国電子計 算所(KCC)にFACOM222

が設 置 された こ とに始 ま ってい る。1970年6月 現在実働 中の セ ッ ト数は 官公庁7 ,大

学5,民 間企業 ・団体6の 計18セ ットであ る。

韓 国では コン ピ ュー タ要 員 の教 育 に努 力 してお りKCCが 中心 とな って要 員訓練 を

行 な って い るが,1967年 以来1970年 までにKCCが 行 な った教 育 と養成人 員は第

表 の とお りであ る。

第3.58表KCCの 教育コース養成人員

講 座 名 コー ス数 養成人員

1.プ ロ グ ラ ミン グ コー ス
(人)

基礎 コー ス 66 1967

上級 コー ス 44 934

コ ボル ・コー ス 25 501

OJ層Tコ ー ス' 3 54

官庁一 般 コー ス 7 291

官庁特別 コース 3 138

官庁管理者 コース 1 19

2.保 守要 員訓練 コー ス 1 38

3.キ ー パ ン チ ・ コ ー ス. 一
シ ,:一

一 般 コー ス 27 317

OJTコ ー ス 3 42

出所:APOコ ンピュータ研修報告書

f)パ キス タン

1964年,デ ッカの原子 力セ ンタ ーに科 学計 算用 コン ピ ュー タが導入 され たの が最 初

であ る。1970年6月 現 在,お よそ20セ ッ トの コンピ ュー タが実働 中であ るが,そ の主

なユーザー は,統 計 局,大 学,銀 行,原 子 力 センター、保険 会社,水 力 開発,パ キス

タ ン国際航 空な どで ある。 機種 はIBM,ICLが 多 い。
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第4章 わが国における適用業務の概況

1.業 種 別 業 務 別 の コ ン ピ ュ'一一タ化 率

A.事 務処理業務の多いわが国のコ ンピュー タ適用の現状

わ が国 の コン ピ ュー タ設 置 セ ッ ト数 は,ア メ リカに次 い で世界 の第2位 を 占めて い ると

いわ れ る。白しか し,わ が国 の コン ピ ュー タ利用 水準 は果 して,ど の程度 まで進 んで い るの

であろ う'か。 これ を客観 的に判定 す るこ とは きわめ て難iしい。

日本経 営 情報 開発 協会 が1970年9月 末現 在 で行な った 「コン ピ ュー タ利 用状況調 査」 に

よれば,ア ンケー ト回収企 業1,097社 の適用 業務 の うち,計 算集 計 な一ど,単 純事務 処理 に

使わ れてい るもの が69.5%を 占め,解 析,予 測,計 画な ど判 断 ・決 定業務 に使わ れ てい る

ものは30.5%と 単純 集計業務 の2分 の1以 下 とな ってい る。

業種別 に利用 水準 をみ る と第3.59表 の とお りで,現 在 までに コンピ ュー タ化 した適用業

務 の うち,単 純事務 処理 業務 に使わ れてい る割合 い で区分 す る と,第3.60表 の よ うな結果

にな る。

事 務処理 業務 の最 も多い のは電 気 ・ガス ・水道業 であ る。 その内容は,こ の調 査 の基礎

資 料 に よれ ば料金 の請求書 作成(営 業 関係)が 最 も多 いが,そ れ は全 事務 処理 業務 の19.0

%を 占め るにす ぎず,人 事 労務 関係 事務 が15.9%,経 理 ・財務 関係 事務 お よび生産 関係,

技 術 ・計 算 関係 がそれ ぞれ12.7%と な って い る。 一 方,予 測,計 画関係 の業務 では,電 力

の需給測 定 に使わ れて いるのが1～2あ るに す ぎな い。

ついで事務処理業務 の多いのは,印 刷,新 聞,出 版な ど活字を使 う業務で,さ らに官公

庁(公 務),窯 業 ・土石業,鉄 鋼業 と続 いて い る。

事務処理 業務 の少 ないの は研究 機 関 で,29.4%(解 析業 務70.6%)で あ るが,こ れ は仕

事 の性 質上 当然 であ り,ま た建 設 業,広 告 ・調 査,教 育 機 関,電 気機器 製 造業な ども比率

は小 さい。



第359表 業種別,業 務別コンピュータ利用分布

溝
食 料 品

繊'維

ノぐ ノレ ,プ ・ 紙

新 聞 ・ 出 版

印 刷

化 学 ・石 油 ・石 炭

窯

鉄
非

電

輸
精

そ
農

鉱
建

商
小

金
保
証

運
電
放

広

教

研

公

ト

業 ・土 石

鋼

鉄 ・金 属 製 品

殺
気

送
密
の

林

社

機

機

用 機

機

他 郷
・ 水

設'
・ 卸

輸 ・ 通

気 ・ ガ

告 ・ 調

情報処理 サービス

究 機

そ の他 の非 製造

械

器

器
械
造

産
業

薬

売
売
融

険
券

信
ス

送
査

育
関

務

計

現 在 まで(1969～1970年)コ ン ピュ ー タ化 した もの

計 算 ・i集計など

88(7LO)

79(65.3)

40(66.6)

31(77.5)

13(81.3)

354(74.4)

67(76.1)

82(76.0)

131(64.2)

141(75.8)

141(56.4)

196(69.5)

68て72.3)

75ご(64.1)

31(70.5)

8(61.5)

59(… 刃.4)

160(66.7)

64(68.8)

198(72.0)

38(66.7)

21(70.0)

131(72.4)

63(95.5)

11 .(61.1)

14(58.3)

132(69.8)

18(58.1)

5(29.4)

13(72.2)

120(
.77.4)

2,592(69.4)

解析 ・予測 ・計画

36

42

21

9

3

122

21

26

73

45

109

86

26

42

13

5

58

80

29

77

19

9

50

3

7

10

57

13

12

5

35

(29.0)

(34.7)

(33.4)

(22.5)

(18.7)

(25、6)

(23.9)

(24.0)

(35.8)

(24.2)

(43.6)

(30、5)

(27.7)

(35.9)

(29.5)

(38.5)

(49.6)

(33.3)

(31.2)

(28.0)

(33.3)

(30.0)

(27.6)

(4.5)

(38.9)

(41.7)

(30.2)

(41.9)

(70.6)

(27.8)

(22.6)

1,143(30.6)

小 計

124

121
61

40
16

476
88

108
204

186
250

282
94

117
44

13
117

240

93
275
57
30

181
66

18
24

189
31

17
18
155

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100・0)

(100.0)

(100.O)

(100.0)

(100.O)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(1 .00・0)

L 3,733(100.0)

(カ ッ コ内は%)

今 後3年 間(1971年 ～1973)に 計 画 して い る もの

計 算・集計など 已 析 ・予測 ・緬1

42
41

16

9
5
135

37
26

69
76

129
89

28
59

15
7

72
130

28
114

15
4
55

14
5

5
95

29
2

11
61

(34.1)

(40.2)

(50.0)

(42.9)

('62.5)

(35.5)

(41.1)

(40.0)

(35.6)

(44.7)

(48.0)

(34.5)

(35.0)

(48.4)

(40.5)

(50.0)

(50.7)

(53.3)

(4L8).

(54.0)

(53.6)
ぐ

(50.0)

(42.0)

('38.9)

(50.0)

('25.0)'

(51.1)

(55.8)

(40.0) ホ

(61・1) .

(49・6)

ll層
1,423(44.0)』

81

61

16

12

3

245

53

39

125
'94

140

169

52

63
"22

7

70

114

39

97

13

4

77

22

5

15

91

23

3

7

62

(65、9)

(59.8)

(50.0)

(57.1)

(37.5)

(64.5)

(58.9)

(60.0)

(64.4)

(55.3)

(52.』0)

(65..5)

(65.0)

(51.6)

(59.5)'

(50.層0)・

(49.3)

(46.7)

(58.2).

(46.0)

(46.4)

(50.0)

(58.0)

(61.1)

(50.0)

(75.0)

(48.9)

(44.2)

(60.0)

(38.9)

(50.4)

1,824(56.0)

小 計

123

102

32

21

8

380

90

65

194

170

269

258

80

122

37

14

142

244

67

211

28

8

131

36

10

20

186

52

5

18

123

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(1∞.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

(100.0)

1 3,346(100.0)

ロ

8

ω

u

μ

1

芭

庁
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第3.60表 業種別適用業務の状況

事務処理業務の割合 業 種

90%以 上
1電 気 ・ガス ・水撒

95.5%

80%以 上90%未 満

75%以 上80%未 満

70%以 上75%未 満

65%以 上70%未 満

55%以 上60%未 満

印刷業 81.3%

新聞 ・出版業

公 務

窯業 ・土石業

鉄鋼業

一般機械製造業

77.5%

77.4%

76.1%

76.0%

75.8%

化学 ・石油 ・石炭業

運輸 ・通信業

精密機械製造業

その他の非製造業

金融業

食料品製造業

農林 ・水産業

証券業

74.4%

72.4%

72.3%

72.2%

72.0%

71.0%

70.5%

70.0%

情報処理サー ビス業

輸送用機器製造業

小売業

商社 ・卸売業

保険業

パルプ ・製紙業

繊維業

非鉄金属 ・金 属加工業

その他の製造業

鉱 業

放送業

69.8%

69.5%

68.8%

66.7%

66.7%

66.6%

65.3%

64.2%

64.1%

61.5%

61.1%

広告 ・調査業

教育機関

電気機器製造業

58.3%

58.1%

56.4%
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50%以 上55%未 満 建設業 50.4%

50%以 下 | 研究機関29.4%

業務 別に どの よ うな業務 を主 に コ ンピ ュー タ化 してい るかについ てみ る と第3.61表 の と

お りであ るが,集 計 ・計 算 な どの事 務処理 業務 では,第3.62表 のよ うに,人 事 ・労務 関係

が1位 を 占め る業 種 が11,営 業 関係 が1位 を 占め る業種 が9,在 庫 管理 が1位 を占め る業

種 が6と な ってお り,こ の面 に重 点 がおか れてい るこセ がわ か る。

第3.61表 これまでにコンピュータ化した主要業務別

人事労務 を ・位 とするもの 已 業を第 ・位 とするもの1es管 理 を第 ・位 とす るもの

金

公

放

運

小

輪 ・通

融(30.3%)

務(27.5〃)

送(27.3〃)

信(25.2〃)

売(25.0〃)

そ の 他 製 造(24.0〃)

印

窯

建

業 ・土

刷(23.1〃)

石(22.4〃)

設(22.0〃)

非鉄 ・金 属製 品(20.6〃)

輸 送 用 機 器(20.4〃)

保 険(28.9%)

商 社 ●{即 売(26.9〃)

食 料 品(26.1〃)

新 聞 ・出 版(25.8〃)

F日 届u(23.1〃)

糸氏 ・パ ノレ プ(22.5〃)

窯 業 ●土 石(22.4〃)

化 学 ・石 油(21.8〃)

電 気 ・ガ ス(19.0〃)

小 売(25.0%)

繊 維(21.5〃)

電 気 機 器(21.3〃)

精 密 機 械(20.6〃)

鉄 鋼(19.5〃)

一 般 機 械(18 .4〃)

一 方
,解 析 予測 計 画業務 では,営 業 関係 を1位 とす る もの7業 種(鉄 鋼30.8%,そ の他

σ)製造業26.2%,商 社 ・卸売業25.0%,小 売業24.1%,窯 業 ・土石23.8%,電 気機器22.9

%,繊 維 業19.0%),在 庫管理 を1位 とす る もの5業 種(商 社 卸売業25.0%,情 報 処理 サ

ー ビス24 .6%,運 輸 通信22.0%,化 学 ・石 油 ・石炭21.3%,一 般機械20.0%),人 事 労務

関係4業 種(公 務31.4%,建 設業24.1%,食 料 品22.2%,非 鉄 金属 ・金属 加工21.9%)と

な ってい る。

以上 の結 果か ら,事 務 処理 業務 と予測計 画業務 の比率 は,大 体7:3の 割合 い とな るが,

通商産 業省 が行 な った 「昭和45年 度情報鰹 実 態調査」 の結果 では,大 体8:2の 割合 と

な ってい る。 この比率 の相 違は,両 者 の回答数 の相違 に よる。



第3・62表 これ までに コンピュータ化 した業務

利用水準

業 種 別

計 算 ・集 計 業 務 解 析 ・ 予 測 ・ 計 画

第1位 第2位 第3位
'

第1位 第2位 第3位
..

食 料 品

繊 維'

パ ル プ ・ 紙

新 聞 ・ 出 版 ・

印 刷

化 学 ・石 油 ・石 炭

窯 業 ・ 土 石

鉄 鋼

非 鉄 ・金 属 製 品

一 般 機 械

電 気 機 器

輸 送 用 機 器

精 密 機 械

そ の 他 製 造 業

農 林 水 産

鉱.業

建 設 業

商 .社 ・・卸.'売

小 「 売

金 融

保 険

証 券

運 輸 ・ 通 信

電 気 ・ ガ ス

放 送

広 告 ・ 調 査

情 報処理サー ビス

教:育

研 究 機 関

そ の 他 非 製 造

公 務

1

営 業(26.1%)

在庫 ・経理 ・財務(何 れ も21.5%)

営 業(22.5)

営 業(25.8)

営業 ・人事労 務(何 れ も23:

営 業(21.8)

営「 業(22.4)

生 産 ・ 在 庫(19.5)

人 事 ・ 労 務(20.6)

在 庫(18.4)

在 庫(21.3)

人 事 ・ 労 務(20.4)

在 庫(20.6)

人 事 ・ 労 務(24.0)

経 理 ・ 原寸 務(22.6)

人 事 ・ 労 務(22.0),

営 業'(26.9)

在庫 ・人事労 務(何 れ も25.0%)

人 事 ・ 労 務(30.3)

営 業(28.9)

企 画 ・ 調 査(28.6)

人 事 ・ 労 務(25.2)

営 業(19.0)
・

人 事 ・ 労 務(27.3)

経理 ・財務 ・企画調 査(何 れ も21.4%)

経 理 ・ 貝オ 務(20.5)
.

技 術 ・ 設 計(44.4)

技 術 ・ 設 計(40.0)

経理 ・財務 ・・在 庫 ・その他

人 事 ・ 労 務(.27.5)

経 理 ・財 務(15.9%)

在 庫 ・生 産 ・人 事労務(何 れも17.5%)

人 事 ・ 労 務(19.4)

1%)

人 事 ・ 労 務(18.4)

人 事 ・ 労 務(22.4)

営 業(17.1)

営 業(19.1)

人 事 ・ 労 務(17.7)

営 業(18"4)

営 業(16.3)

人 事 ・ 労 務(19.1)

.営 業 ・ 在 庫(20.0)

そ の 他(22.6')

技 術 ・ 設 計(18.6)

在 庫 ・経 理 ・財 務(何 れ も23.1%)

経 理 ・財 務(28.3)

人 事 ・ 労 務(23.7)

営.業(23・8)

営 業'(22.1)

人 事 ・労 務(15.9)

営 業 ・経 理 ・財 務 何 れ も18.2%)

営 業(19・7)

そ の 他(38.9)

人事 ・労 務 ・在庫 ・経理 ・財務(何 れ も20.0%)

(何 れ も23.5%)

そ の 他(27.5)

人 事 ・ 労 務(15.9%)

人 事 ・ 労 務(19.0)

在庫.企 画 ・調 査(12.9)

生 産 ・技 術設 計(15.4)

経 理 ・ 貝オ 務(16.9)・.

生 産(19.4チ)

人 事 ・ 労 務(14.6)

在 日エ(17.6)

生 産 ・経理 ・財務(14.9)

人 事 ・ 労 務(17.7)

在 庫 ・ 生 産(14.8) 「

営 業(17.6)

経 理 ・財 務(17.3・)

人 事 ・ 労 務(19.4)

経 理 ・ 財 務(16.9)

経 理 ・財 務(20.3)

そ の 他(14.6)

経 理 ◆ 貝オ 務(15.8) .

経 理 ・ 財 務(19.0)

経 理 ・ 財 務(16.0) ・

生 産 ・経 理 ・財務(12.7)

生 産 ・人事 労務(14.3)

人 事 ・.労 務(18.2)

人 到τ ・ 労 務(11.1)

圭呈 理 』・ 買手 牙芳(17.5)

、

㊨

人 事 ・ 労 務(22.2%)
■

営 業(14.0)

在庫 ・人事 労務(何 れ も23.

経 理 ・貝オ「務 ・生産.在 庫(何 れ も33.3%)

在 庫(2L3》

営'業(23.8)

営.業(30.8)

営 業(20・5)
・

在 庫(20.0)

営 業(22.9)

経 理.原 書 務(20◆9)

1生 産(26
.9)

在 庫(26.2))

経理 ・財務 ・人事 ・労務(何 れ も23.1%).

〉

人 事 ・ 労 務(24.1)一

在 庫 ・ 営 業(25.0》

営 業(24.1》

経 理 ・ 財 務(23.4)

営 業 ・経理 ・財務(何 れ も26.3%)
・1
生産 ・在庫 ・営業(何 れ も22.2%)、

在 庫(22.0)

/

営業 ・企画 ・調査(何 れ も28.6%)
1

営業 ・経理 ・財務(何 れ も30.0%).

在 庫(24.6)

そ 、 の 他(38.9)

技 術 ・ 設 計(33.3)

営業 ・人事 ・労務(何 れ も40.0%)

人 事 ・ 労 務(31.4)

在 庫 ・営 業 ・企 画 ・調 査(何 れ も15.9%〉

生 産(16.7)

8%)

・ ・事 ・労 務(33・).1… 企… 査(何 れも22.・%)

営 業(17.2)

生 産(19,0)

生 産(23.1)

在1庫(19.2)

生 産(17・8)

在 庫(20.2)

在 庫(19.8)

営 業(19.2).

営 業(16.7)

営業 ・技術 ・.設計(何 れ も15.5%)

人 事 ・ 労 務(16.3
,)

経 理 ・ 財 務(20.7)

営 業 ・その他事務(何 れ も19.5%)

営業 免経理 ・財務(何 れ も18.0%)

・/
・

ノ

▼

営 業(17.5)

技 術 ・ 設 計(25.8).

経 理 ・ 財 務(23.5)

・

投 櫛「 ・ 設 言i:(22.9)

在 庫 ・人 事 ・労務(14.3%)

経 理 ・ 財 務(19.0)

w
人 事 ・ 労 務(15,6)

経 理 ・ 財 務(19.0)

人 事 ・ 労 務(11.5)

生 産(17.8)

在 庫(15.6)

生 産(15.6)

営 業(18.6)

在庫 ・経理 ・貝イ「務(15.4)

経 理 ・・財 務(14.3)

在 庫 ・ 営 業(15.4)
,

経 理 ・ 貝丁 務(15.0、)

在 庫(17.2)

人 事 ・ 労 務(15.8)

、

/

広告・宣伝・経理・財務(14.2)◆

人 事 ・ 労 務(20.0).

経'理 ・ 財 務(15.8).・
'在 庫(

15.4)

在 庫(16.7)・

経 理 ・ 財 務(20.0)

そ の 他(17.1)

注)鉱 業は各業務平均にコンピュータ化 しているg

ふ

法

回
π

口

淋

e

8
en
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B.今 後 の コ ン ピ ュー タ化 計 画

他 方,今 後3年 間に コン ピュー タ化 を希望 す る業務 では,計 算 ・集 計業務 よ り,解 析 ・

予測 ・計 画業務 の方 が比率 が高 い ことは,さ きに述べ た とお りであ るが,業 種別 に みて,

その比率 別 に分類 すれ ばつ ぎの とお りであ る。 ・

第3.63表3年 間にコンピュータ化を計画 している業務

計画業務の割合 1 業 種

70%以 上
已 告・調査

75.0%

65%以 上70%未 満

60%以 上65%未 満

55%以 上60%未 満

50%以 上55%未 満

45%以 上50%未 満

食料品

輸送用機器

精密機械

65.tg%

65.5%

65.D%

化学 ・石油 ・石炭

非鉄金属 ・金属加工

電気 ・ガス ・水道

鉄鋼

研究機関

64.5%

64.4%

61.1%

60.0%

60.0%

農林 ・水産

窯業 ・土石

小売

運輸 ・通信

新聞 ・出版

59.5%

58.9%

58.2%

58.0%

57.5%

電 気機器

その他 の製 造業

公務

糸氏 ・ノぐノレフ。

鉱業

証券

放送 業

52.0%

51.6%

50.4%

50.0%

50.0%

50.0%

50.0%

建設業

情報処理 サー ビス業

商社 ・卸売

49.3%

48.9%

47.0%
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40%～50%未 満

40%以 上45%未 満

40%以 下

保険
'金融

46.4%

46.0%

教育 44.2%

その他 の非製造業

印刷業

38.9%

37.5%

第3.β4表 今後3～5年 間にコンピ ュータ化する業務'

＼ 鵡
業務 状況別

生 産

在 憧

営 業

経理 ・財務

人事 ・労務

技術 ・設計

企画 ・調査

広告 ・宣伝

そ の 他

計(平 均)

1968/9月 末 実績

計算・酬 漸 予測

処 理 計 画

64.1

・・80
.・6、

74。0

85.6

84.2

57.1

52.2

66.7

/

74.2

35.9

.19.4

26.0

14.4

15.8

42.9

47.8

33.3

/'

25.8

1970/9月 末 実績

計算 ・集計解析 ・予測

処 理1計 画

62.4

(10.0)

37.6

、67.1

(16.1)

32.8

69.5

(18.5)

30.5

70.7

(16.9)

33.3

73.7

(19.4)

26.3

70.9

(7.1)

29.1

63.9

(5.9)

36.1

60.0

(1.0)

40.0

70.5

(51.1)

29.5

69.230.8

(100.0)

1973/9月 末 予想

計算 ・酬 醐 ・予測

処 理 計 画

52.5

(12.4
」.)

46.5

57.4

(14.9)

42.6

55.3

(16.9)

44.7

62.4

(17.6)

37.6

62.4

(16.8)

37.6

57.1

(7.5)

42.9

48.0

(8.8)

52.0

44.3

(1.3)

55.7、

79.2

(3.8)

20.8

58.042.0

(100.0)

1975/3月 末予 想

計算 ・集計解析 ・予測

処 理1計 画

50.8

(12・9!

49.2

55.1

(14.6)

44.9'

51.9

(16.6)

48.1

60.7

(17.7)

39.3

59.5

(16.2)

40.5

54.4

(7.6)

45.6

45.8

(9.4)

54.2

42.1

(1.4)

57.9

81.8

(3.6)

18.2

55.644.4

(100.0)
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この調 査 を参考 に して,社 団法人 ・日本電子 工業 振興 協 会情報化 指標作 成委 員会 の第1

分科 会 が1971年3月 行 な った予測 に よれば,1975年9月 末 に おいては,第3.65表 の とお り,

第3.65表 アメリカにおけるコンピュータ化比率の増減予想表(SRI調 査)一
一般管理

(給与計算,伝 票発行,財 務,営 業報告な ど) 50% 35%以 下

マー ケ テ ィン グ,流 通,生 産 ・・%弱15・%以 下

研究開発,工 学的利用, ・・%弱|・ ・%

計 画,管 理

(企業 モ デル,投 資分 析, ORな ど) 若干 5%

第3.66表 業 種別 コンピ ュー タ化比率 (1970年3月 末現在)

、 コン ピ
ュー タ利用

状況別

業務 別

企 画 調 査

広 報 ・宣 伝

購 買

生 産

販 売

製商品 ・在庫管理

輸 送 ・通 信

設計研究開発
および技術情報

計算 ・集計な どの
事務処理的業務

376

62

966

703

1,540

1,132'

187

297

人 事6給 与 ・
1,562

資 金 財 務
1,115

解析 ・・計画お よび
予測業務

307

20

146

261

310

159

60

334

176

159

合 計

683
(6.5)
82
(0.8)
1,112
(10.5)
964
(9.1)
1,850

(17.5)
1,291
(12.2)
247
(2.3)
631
(6.0)
1,738
(16.5)

そ の 他

計

1,274
(12.1)

575 109 684
(6.5)

8,515
(80.7)

2,041
(19.3)

10,556
(100.0)

(注)2,439企 業 で集 計 した。 (通商産業省調査)
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第3.67表 コ ンピュータ比率の増減比較表

比率として増加が予測 される業務 比率 として減少が予想 される業務

業 務 1970/9月 1975/9月 業 務 1970/9・ 月 1975/9月

生 産 約10(%) 約13(%) 在 庫 約16(%) 約15(%)

経理 ・財務 17 18 営 業 19 17

技術 ・設計 7 8 人事 ・労務 19 16

企 画 ・調査 6 9.5 そ の 他 5 3.5

広告 ・宣伝 1 1.5

事 務処理 と予測 ・計 画 ・業務 の比率 は大体6:4に な る もの とみ られ てお り,1970年9月

末 には,55:45と 予想 され てい る。

この予測 の根拠 と して,同 分 科会 では ス タン ブ ォー ド研究所(StanfordResearchInsti-

tute)が 調 査 した1965年 の アメ リカにおけ る適用 業務 の状 況(第3.65表 参 照)と 通 商産業

省 の情報 処理 実態調 査(第3.66表 参 照)を 比較 してい るが,後 者 に よれ ば,現 在 の コン ピ

ュー タ化 され た業務 の うち,生 産,販 売,購 買部 門 の合計 比率 が37.1%(第3.66表 参 照)

と,SRIの マー ケテ ィング,流 通,生 産部 門(40%)の ア メ リカにお け る1965年 の状況 に

きわ めて近 い こ とか ら,わ が国にお いて も,こ の部 門 の コン ピュー タ適用 が増 加す る もの

と して,第3.64表 の よ うに予想 して い る。

'

2.オ ンライン情報処理の普及状況

わ が国の オ ンライ ン情 報処理 シス テムは,日 本電 信電話 公社 の実施 した調 査に よれば,

1970年12月 末 日現 在 で186シ ス・テムであ る。

1964年 には じめ てオ ンライ ン ・システムが導入 され て以来 の増 加状況 は第3 .14図 の とお

りで,最 初 の3年 間は余 り伸 びな か った が,1968年 以降 急激 に増 加 してい る。

186シ ス テムの内訳は

① 公社直 営 システム6(加 入 デー タ通信 システ ム2一 販売在 庫管理 と電 話計 算一 をふ くむ)
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第3.14図 オンライン情報処理システム増加状況

200

150

100

50

64656667686970

② 電 電 公社 の回線 を利 用 してい る 自営 シス テム171

③ 私設 回線 を使用 してい る 自営 シス テム9で あ る。

この うち,電 電公社 の 回線 を 復 席 してい る業種 別 の 自営 シス テムを業 種別 に分類 すれ

ば,第3.15図 の とお りで,金 融機 関42シ ステム,製 造 会社,商 社 な ど72シ ステム,官 公 庁

関 係22シ ステム,証 券 ・運送 その他35シ ステ ムとな ってい る。 これ を対 象業務別 にみ ると

生 産 ・在 庫 ・販 売管理 は62シ ステムを 占め てい る。

官公 庁関係 では,× 気汚 染観測(6シ ステム),交 通 制御(3シ ス テム)な ど社 会生活 に

深 い関連 を も ってい る シス テム も多 い。

業 種別 の比率 は第3.68表 の とお りであ る。

また使用 回線 をみ ると,第3.68表 の よ うに,市 内専用,市 外 専用 と もに50ビ ッ ト/秒 が

圧倒 的に多 い。 速度 別の使用 比率 は第3.16図 の とお りである。
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第3.68表 公 社が専用線を提供 してい る自営システム(対 象業種別)

(1970.12.末 日現在)

対 象 業 務

区 分

銀行 ・信用金

庫等の預金 ・

為替業務を対

象 とするもの

製造業者 ・商

事会社等の生

産 ・販売 ・在

庫等の事務管

理業務を対象

とするもの

官公庁関係

運送管理 ・証

券業務

そ の 他

合

対 象業 務

預 金

為 …替

預 金 ・為 替

小 計

生産 ・在庫・
販売管理

予 約

経 営 管 理

そ の 他

小 計

大気汚染観測

科学技術計算

交 通 制 御

そ の 他

小 計

証 券

運 送 管 理

科学技術計算

メッセージ通信

受 託 計 算

保 険

そ の 他

計

専

用

者数

17

15

10

42

62

6

3

1

72

6

4

3

9

22

6

6

4

3

4

2

10

35

171

市 内

ビッ ト

50/200

秒

1…1

397「292

737283「

・・…1

・・1

…l

T

・・51

351

・1

24sl

・・41

・・41

130

581

i

・1

|

1

専

1,200

・・41・,・441

140

53

・1

・1

・・2[

1

1

・sl

・81

229

11

555「

・1

…1

・司

1

・1

・・1

291

1

・|

1

1

・1

・1

fi

li

|1

11

2561・1

・・7…1d

・,97・1・,28・…8・1

用

2,400 計

1・ ・4

694

ト ・・4

1…92

・1

1

|

・1

1

1

1

{

2

L

・l

L

I

190

240

4

18

452

35

8

248

132

423

363

69

2

4

35

4473

104,440

市 外 専 用

ビ ッ ト

50/

秒

200 1,200 2,400 計

17gl・7571261

6641961・ ・1・1783

642い42126651…55

・…61・ ・71・C・ ・42・ ・99

831533145122683
・77771・1・1258

1・1134

1・|・1・

26・1・ ・31・ ・2795・

・ll}・

・|1・1・2

lI
8841・1・ ・9・7

8971・1231923

・2312395251397

・9425・7「1・ ・6

・1・1・1・1・3

・61・57

ll・34

・ll・

1・ ・1・

・8・12721251377・5

・,8441・,・ ・5|56・1781・,587

市 内専 用 では,50ビ ッ ト/秒 回線 が44.4%で あ るに対 し,市 外専 用 では60.6%,200ビ

・ッ ト/秒回線 も市 内専用28 .8%,市 外 専用25.7%と 低速 の利用 率が市外 に多 く市 内に少な

1いo

また高速 回線 の利 用率 は市 内に多 く市外 に少 ない のが特長 であ る。 と くに1,200ビ ッ ト

ノ秒 回線 では その傾 向が顕 著 であ る(市 内専用26.6%,市 外 専用1.2%)。2,400ビ ッ ト/秒
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第315図 電 電公社の 回線を使用 している業種別 自営システム

(3.3%)

(3.3%)

鎌 邊繊
135シ ステム

};(190%)1`l

iii}iii日lil・

1酬 彩
22シ ス テ ム ・ 製造 商 事 関 係

(118%)/72シ ス テ ム
/ (38.7%)

ピ

2400ビ ット/秒

10回 線

(0.2%)

第3.16図 市 内 ・市外使用 回線の速度別比率

了も1ノ」専用]

50ピ ノト/秒

!970回{'}}t

(444%)

1,200ピ ノト/不少

1,180回 線/

(266%)

%
2,400ビ ノト/秒

78回 線

(17%)

市外専用

50ピ ノト/秒

2,844回 線

(606%)

1,200ビ ソ ト/秒

1罐"

回線 だけ が,市 外専用 の利用 率が高 いが,回 線 を利 用 してい る産 業は,金 融,証 券 な どに

集 中 してい る。

こん ご通信 回線 の開放 に ともな って,オ ン ライ ン情報処理 シス テムの増加は,ま す ます

急 ピ ッチ に進む もの と予想 され る。

1
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第5章 わが国における適用業務の具体例

1970年 には,コ ンピュータの利用 についてi新しい応用分野を開 くさまざまな適用例がみ

られた。

世界 中の関心を集めた大阪の 日本万国博覧会では,会 場運営にコンピュー タが広 く利用

されその能力をフルに発揮 した し,ま た 日本電信電話公社が公衆電話回線 を利用 してタイ

ム ・シェア リング方式によるデータ通信サー ビスを開始 した。

官公庁においても全国的な新 しいオンライン ・システムや,広 域交通制御 のような国民

の生活に密接な関係 をもつ システムが開発 され,企 業経営の面でもコンピュー タを利用 し

た合理化への努力が注 目を浴びた。

さらに医療面への利用 にも見 るべき ものが多か った。以下 その主要な具体例 を 紹 介 す

る。

1.万 国博 の コ ン ピ ュー タ利 用

1970年3月15日 か ら9月13日 まで,大 阪で 開催 され た 日本万 国博 覧会 には ,会 場 の運営

か ら展示場 の コン トロール まで,多 くの コン ピュー タが利用 され た。

会場全体 の運営 とサー ビスお よび万 国博協 会 の管理 部 門へ のサー ビスには,電 電 公社 に

よ る万国博 デー タ通信 システム(万 国博 協会 の第1情 報 処理 システ ム)が 利 用 され,ま た

入場 料金,駐 車場料金,万 国博 協会 の職 員給 与計算 には 日本 情報 処理 開発 セ ンター に よる

第2情 報処理 システ ムが利用 され た。

古 河 パ ビ リオン,日 立 グルー プ館,[BM館,自 動車館,三 井 パ ビ リオン,リ コー一館 な

どの各館 では コン ピ ュー タに よる シ 。一 や,催 し物 の コン トロー ル を行 な った。

このほか,お 祭 り広場 の演 出 コン トロー ルや,会 場へ の給 水 の制御 シス テムな どに もコ
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ン ヒ。ユー タが利 用 され た 。

a)第1情 報 処理 シ ステム

この システムは中央 に大 型 コン ピュー タ(記 憶容量262KB)と 中型 コン ピ ュー タ(同

131KB)各2台 に よるデ ュプ レックス構成 を と り,周 辺 に通信 制御装置,計 測 デー タ伝

送装 置,音 声応答装 置,磁 気 テー プ装置,磁 気 デ ィス ク装置,ラ イ ンプ リンタ,紙 テー プ

装 置な どを配置 し,端 末 装置 と してCRT文 字 表示装 置 お よそ30台,キ ー ボー ド ・プ リ

ンタお よそ130台,押 しボタ ン ・ダイ ヤル電話 機 お よそ200個,歩 行者検 出器 お よそ230

'個 ,車 輌 検 出器 お よそ50個,総 合 表示盤2面,会 場案 内板18面,駐 車場 誘導標識 盤14台 な

どを置 い て,こ れ を1,200ビ ッ ト/秒,200ビ ッ ト/秒,50ビ ッ ト/秒 の通信 回線 で結ん だ

オン ライ ン ・リアルタイ ム ・システムであ る。

万 国博 デー タ通信 システ ムに利 用 され たサ ブ・システムはつ ぎの ような シス テムであ る。

① 展示 ・催 し物 な ど主要行事 案 内情報 システム

展示 や催 し物 の 内容,参 加 国の代表 者 の来場 予定 内容 な どを コ ンピ ュー タに記 録 し,

問合 せ に応 じて,キ ー ボー ド・プ リンタ,文 字表示装 置 な ど に 回答 す る シス テムであ

る

② 入退場者 情報 システム

中央,東 西南 北,団 体 の各 ゲ ー トに検 出器 を設置 して,入 退場者 を計 測 し,自 動 的に'

その デー タを コン ピ ュー タに送 る と,コ ンピ ュー タは これを集計 して,会 場 内 の人数 を

把握 し,総 合 表示 盤 に表 示す るとと もに定 時 に必 要部 所 に報 告 す るが,ま た随 時の問合

せ に対 して も,キ ー ボー ド・プ リシ タ,文 字表示装 置 に 回答 す る システ ムであ る

③ 迷子 ・遺 失物案 内情報 システム

迷子 や遺 失物 は,そ の届け 出を受 ける と,名 前 や特長 をキー ボー ド・プ リンタや文 字

表示装 置 を通 して コ ンピ ュー タ に 登 録 し,照 会 があれば,登 録 してあ る情報 と照会 す

る。 みつ か った場合 は,即 時 に,そ の保 護 した場所 を キー ボー ド・プ リンタ,文 字表 示

装 置 に通 知す る システ ムであ る

④ 待合 せ案 内情報 シ ステム

団体 や家族 な どグルー プの入場者 に,希 望 に よ って ファ ミ リ番 号 を渡 してお き,グ ル
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一 プか らは ぐれた場合 な ど,場 内の押 しボタ ン ・ダイ ヤル電話 機か らコ ンピ ュー タヘ フ

ァ ミ リ番号,待 合 せ場所,待 合 せ時 刻 を登録 す る。 グルー プの別 の人 が押 しボタン ・ダ

イ ヤノレ電話 機 か ら ファ ミ リ番号 を入 れ て問合 せ ると,さ きの登 録 内容 が引 き出 され,待

合 せ場所,時 刻 を音声 で答 え る シス テムであ る

⑤ 場 内混雑 情報 システ ム

主要地点に歩行者検 出器を設置 し通過者 を自動的に計測 したり,ITVに よる観測結

果 を押 ボタン ・カー ド・ダイヤル電話機で入 力すると,コ ンピュー タは集計 した混雑度

を3段 階に分類 して,会 場内の案内板 やキーボー ド・プリンタおよび文字表示装置にア

ウ トプットし,さ らに端末装置か らの問合せにも回答するシステムである

⑥ 駐車場情報 システム

コンピュー タは駐車場の出入 口に設置 された車輌検出器か ら入力される通過車輌数の

データか ら,各 駐車場 の駐車台数を限界台数 と比較 して,あ いている駐車場へ車輌を誘

導する。 また必要な情報は総合表示盤,駐 車場誘導標識盤,キ ーボー ド・プリンタ,文

字表示装置に定時に報告 され,ま た,こ れ らの端末か らの問合せに回答するシステムで

ある

⑦ 情報交換 システム

これは記録通信方式によるメ ッセージ通信 を可能とした システムで,協 会本部および

各展示館,EXPOサ ー ビス,警 備関係な どの各現業部門 との聞で必要 とする一斉通信,あ

るいは個別に各端末相互間で必要 とするメ ッセージ通信な どが行なえるシステムである

⑧ 上下水道制御情報 システム(オ フライン)

会場 内の水の需給バ ランスをはかるため,水 道の水圧を制御するもので,配 水量,天

候,温 度,湿 度な どを入力すると,会 場内の配水管網の適正な水圧分布 を計算 し,・管理

部門に効果的な上水道 の管理資料を作成 して提供するシステムである

b)第2情 報処理システム

万国博 の出品物な ど資産の管理,収 入金の計算,職 員の給与計算な ど,万 国博協会の運

営管理のために利用 された。

その内容は,各 種収入部門別計算 システム,営 業賦課金計算 システム,資 産 フ ァイル作
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成 システム,職 員資 料 フ ァイル と給 与計 算 システ ム,各 種 出展 フ ァイル と統計資 料作成 シ

ス テ ムか ら成 ってい る。

c)給 水 制御 システム

この システ ムは,コ ン ピ ュー タを利 用 し,万 国博会 場へ の給水 を需給 量 に応 じて有効 配

布 しよう とい う ものであ り,受 水流量 をは層じめ,会 場 内の供給水 の 水圧,流 量,制 御弁 の

開 腹,水 質 な どのデータ を収集 して,人 造 湖お よび地 域冷暖 房用 の給 水制御弁 を コン トロ

ー ルす るシステ ムである。

なお,会 場 内での測定 デー タは,通 信 回線 に よ ってポ ンプ場 の コン ピ ュー タに伝送 され

た。

d)お 祭 り広場

お祭 り広場 の演 出を コン トロrル す る こ と,つ まり,コ ン ピ ュー タに よ って,照 明装

置,音 響装 置,機 械装 置 な どを コン トロールす ることが,お 祭 り広場 の演 出の ひ とつの 目

的 であ った。

た とえば,コ ンピ ュー タの磁 気 チー フ。に一 連 の演 出 プ ログラムを記 憶 させ,テ ー プ レコ

ー ダの演奏 と連 動 して ,す べ ての演 出制御 をコ ンピ ュー タに よ って行 な う方式や,記 憶 し

た制御 パター ンを制御 点か ら呼 び出 して コン トロー ルす る方式 な どであ った。

コン ピ ュー タに照明装置 や音響装 置 の制御 パ ター ンを記 憶 してお き,必 要 に応 じて任意

に取 出 して コン トロールす るた めの プロ グラ ミン グ言語 と して 「DISPLAY」 を開発

して い る。

e)各 パ ビ リオ ン

① 電気通 信館

日本電 信電 話公社 お よび国際電 信電 話株式 会社 が出品 した 展示館 で,ワ イヤ レス ・テ レ

ホ ンを端 末機 と して コン ピュー タと結 ん だ計算処理 が実演 され た。

ワイ ヤ レス ・テ レホンの プ ッシュ ・ボタ ン ・ダイヤルで特定 の数 字 を押す と,.会 場 の近

くに設 け られた無線基 地局 を通 じコン ビ。ユー タに接続 され る。計算 は13ケ タ までの加減乗
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除 と平 方根 の算 出で,プ ラスは赤 ボタ ン,マ イ ナスは青 ボタ ン,乗 算 は 赤 ボタ ン2回,除

算 は青 ボ タン2回 ・平 方根 は青 ・赤・ イ コー ル は赤 ・青 の順 てボ タンを押せ ば コン ピ ュー

タが計 算 して答 えが音声 で返 って くる システム であ る。

② 古河 パ ビ リオ ン

音声 を認識 す る もの と して 「コ ンピ ュー タ ・ハ ン ドゲ ー ム」 「キ ャ ッシ ュレス ・シ ョッ

ピン グ」,グ ラ フ ィック ・デ ィス プレイ装 置 に よ る 「碁 とコンピ ュー タ」「電 車運転 シ ミュ

レー シ 。ン」,ま た 図形用 ライ ン プ リン タお よび光 学 マー ク読 取装 置 に よる 「コンピ ュー

タ ・ドレス ・デザイ ン」,さ らに顧客 の作 った短か いメ ロデ ィを もとに して作 曲 す る 「コ

ンピ ュ一一タ ・ミュー ジカル ・ホール」 な ど6つ の催 し物が あ った。

これ には,コ ンピ ュー タFACOM270-30が4セ ッ ト使わ れ た。

③ 日立 グル ープ館

「シ ミュレー ト・トラベル装置」 に,コ ンピ ュー タが使 われた。

これは,模 疑飛行 操縦 の遊 びで,装 置は操縦 席,コ ン ピ ュー タ,映 像 ・音響 システムで

構成 され てい る。

コン ピ ュー タは,デ ィジ タル ・コンピ ュー タお よび ア ナロ グ ・コン ビゴー タよ り成 り,

飛 行方程式 を解 くほか,装 置全体 を制 御 し,映 像 ・音 響 システム と相 まって,実 際に飛行

操縦 してい ると同様 の戚 覚 を与 え るよ うに仕組 まれ た。

④lBM館

光 学映像装 置 に電子 ペ ンを利 用 して,ス トー リー を 自由に作 る ことの出来 る 「漫画ゲ ー

ム」,電 子 ペ ンで ドレスや帽子,ハ ン ドバ ッグな ど,色,デ ザイ ンを選 ぶ と,画 面 の モ デ

ル がそれ を身 につけ て出 て くる 「フ ァッシ 。ン ・ゲー ム」,こ とば を 認識 し,質 問 内容 に

応 じて音声 で回答 す る 「対話 の広場」,さ らに映像複 写装置 な ど,マ ン ・マ シン ・コ ミュ

ニケー シ 。ンのため の端 末装置 が,1セ ッ トの コンピ ュー タIBM360-50に よ って同時

併 行処理 された。
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⑤ 自動車 館

網状 に な った路面 を走 る 自動車数十 台 を,1台1台 コン トロー ル し,し か も ドライバー

は 自分 の意 志で ゲー ムを競 うとい う 「交 通 ゲー ム」 が行 なわ れた。

電 気 自動車 に,車 上制御 装置,車 上 アンテナ,方 向選択 レバー各1台 を搭載 し,す べ て

の車は 中央 の コン ヒ。ユー タNEAC3100に オ ンライ ンで結 ばれ,各 車 に走行 指令 を与 えた

り衝突 や交通渋 滞 を防止 す るため の コン トロー ル を行 な った。

⑥ 三井 グル ープ,パ ビ リオ ン

同館 の スペー ス ・レビ ュー は,映 像 ・音響 ともに大規 模な 「全体劇 場」 の システム とな

ってお り,コ ン ピ ュー タは,こ の スペー ス ・レビ ュー全体 の演 出を コン トロール し,ま た

音響発 生機 の コ ン トロー ル に も使わ れた。

⑦ リコー館

直 径25メ ー トル の気球``フ ロー ト・ビジ 。ン"は 赤 ・青 ・緑 の螢光 灯1980本,白 熱灯92

本 を使 った ビー ム投光器 を配置 してい る。 この螢光 灯や 白熱灯 が コン ピ ュー タで コン トロ

ール され て,光(色 彩)の 変化 を作 る。

これは,ち ょうど作 曲の場合 と同 じようにあ らか じめ決 め られた符号 で光 譜(楽 譜)を

作 り,こ れを さん孔 タイ プ ライ タに よって紙 テー プに さん孔 し,コ ン ピ ュー タで読み と っ1

て"偏 光"し て紙 テー プに打 出す。 この紙 テー プ を調光 装置 の テー プ リー ダー にかけ る

と,デ ー タは電 流 ・電 圧 に変換 され て制御 線に伝 わ り,光 線部 に接続 されて,"作 光"が

"演 奏"さ れた
。

⑧ 住 友 童話館

テ レビ ・カメ ラの前 に観客 が座 る と,テ レビ ・カメ ラか らの信号 が コン ピ ュー タに入 力

され,顔 の パ ター ンを認識 して人相 を調 べ,ド イ ツの心理 学者 クレ ッチ マー の性 格分類 を

応用 して観 客の性 格判 断 を ア ウ トプ ッ トす ると同時 に,似 顔 絵 を プ リン トア ウ トする 「コ

ン ピ ュー タ天眼鏡 」 シス テムを展示 した。



第3.17図 万国博データ通信システム

0
-…≦ ミ

キー ボー ド・プ リ ン タ

1,200ボ ー

押 しボタン.カー ド.ダイヤルVAPS電 話機

電話@線

膏 電話匝|線

押 し ボ タ)・'■ダ イヤ ル 電 話 機

一 ∈=D≡ 三三三三⇒一 一

車輌検出器

駐車場案内◇

駐車揚言秀導‡票言哉盤

舗
ひ

僻

邑

回
パ

些
ぷ

璽

糞

嘉

茎

昌
●



220第3部 コンピュータ利用の現況と適用業務

2.日 本電信電話公社 の デー タ通信共 同利用 サー ビス

日本電話電 話公社(以 下 電電 公社 とい う)は,1970年9月16日,公 衆 通信 回線 を利用 し

た試 行役務 と して,デ ー タ通信 共 同利用 サー ビスの うち 「販売 ・在 庫管理 サー ビス(DR

ESS)」 「電話計 算 サー ビス(DIALS)」 「科 学技術計 算 サー ビス(DEMOS)」 の

提供 に つい て郵政大 臣の認 可 を得た。 その実施 の場 所お よび開設 時期 は,第3.69表 の とお

りであ る。

第3.69表DRESS・DIALS・DEMOSの 開設時期

ぷ 麺_
DRESS

DIALS

DEMOS

東 京

1970年9月

1970年9月

1971年3月

大 阪

1971年1月

1971年3月

1971年6月

名古屋

1971年 度

1972年 度

1972年 度

これ らのサー ビスは,い ずれ も電電 公社 の設 置 するデー タ通 信 セ ンター の超 大型 コンピ

ュー タと利用者 の端末装 置 とを公衆電話 回線 で結 び タイ ム ・シ ェア リン グ ・サー ビスを行

な うもの であ り,3種 のサー ビス内容 を比較 す ると,つ ぎの とお りであ る。(第3.70表)

第3.70表 サ ー ビ ス 内 容 の 比 較

サ ービス種別

サー ビス内容

処 理 形 式

}

処

理

内

容

デー タ宅 内装置

で受けるサービ

ス

セ ンターで受け

るサー ビス

DRESS

即時処理
一括処理

伝票作成
ファイル更新
ファイル問合せ
処理結果およびメッセー
ジの伝達

利用者プログラム作成
初期ファイル作成
日報 ・月報など管理資料
の印刷または磁気テープ
への出力

DIALS

即時処理

直接計算,定 義計算,ラ

イブラリ計算

な し

DEMOS

即時処理
一括処理

利用者 プログラムの作成

実行,ラ イブラ リ計算,

フ ァイルの作成

大量データの処理結果の

印刷
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利 用 者 ファイル

利用者がデータ宅内

装置から使用できる

言語

ライブ ラリ

専用の利用者ファイルが

利用できる

コ マ ン ド

共通コマン ド・プログラ
ムによるファイル内容の
問合わせ変更出力電文の
再送,破 棄など

定義式,定 数,中 間結果

を一時的に記録できる

指示(押 しボタン操作に

よる)お よび特定様式の

言語

高次方程式,連 立方程式,

数値積分,平 均,分 散,

分散分析など

共用の一時ファイルに記

録できるほか専用の利用

者ファイルが利用できる

コマン ドとFORTRA

N(JIS7000レ ベル)

そ のほか

LP,PERT
シ ミュ レーシ ョンなど多

数

各 サー ビスの概要 はつ ぎの とお りであ る。

a)DRESS

利 用者 の デー タ宅 内装 置 か ら,セ ンター に設 置 され た大 型 コンピ ュー タにデー タを入 力

し,売 上 げ伝票や入 出庫伝票 な どを作成 した り,定 期 的に管理資 料 に作成 した りす るサー

ビスであ る。 伝票作成 や フ ァイル の更新,メ ッセー ジの伝 達な どは,リ アル ・タイ ムで行

な い,管 理資料 は バ ッチ処理 され る。

デー タ宅 内装 置は,!00A,200B,200Cの3種 類 があ り,利 用者は これ を利 用 してセ

ンター を呼 び出 し,必 要な デー タを入 力す る。 た とえば,得 意先 コー ド,商 品 コー ド,数

量 な どをキーの操作 または紙 テー プに よ って送 りこむ と,セ ンター では直 ちに計算 して得

意 先名,商 品名,数 量,合 計金 額 な どを,デ ー タ宅 内装置 にセ ッ トされた伝票 の各欄 に 自

動 的 に タイ プす る。 この よ うに して売 り上 げ伝票,仕 入 れ伝票,入 出庫 伝票な どが作成 さ

れ る。

バ ッチ処理 は,リ アル ・タイ ム処理 で発生 した デー タを集計 して フ ァイル し,一 定 の期

間 ごとに,こ れ を分類 編集 して,商 品別売上 管理表,得 意 先別売 掛管理表,商 品別在庫一

覧表 な どの 管理資 料 と して作成 す る。

これ らは,利 用 者 の希望 に より,日 報,週 報,旬 報,月 報,朗 報,年 報 の形 で出力 され る。

また,集 計,処 理 の結果 を利 用者 へ渡す場合 は,① セ ンター の ライ ンプ リンタに打 ち出

して渡 す ②磁 気 チー フ。に記録 して渡 す ③利 用者 の メー ル ・ボ ックス・ファイルに納 め、

利 用者 の デー タ宅 内装 置か ら読 出 すな どの方式 が とられ る。
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第3.18図 処 理の流れ
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:即時処理 処理結果がただちに得られる方式で,伝 票の作成,フ ァイル内容の問合せ,フ ァイルの変更など

が処理される。

一 括処理 処理結果があとで得られる方式で,日 報 ・月報などが処理される。
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セ ンター の本体装 置は デ ュプレ ックス構 成 を と り,平 常1セ ッ トはバ ッチ処理用 に使用

され てい る。

なお,こ のサー ビスは利用者 ごとに利用者の希望 する システムを電電公社が設計 し,ア

プ リケー シ 。ン ・プ ログ ラムを作 成 して提供 す る ことにな ってい る。

b)DIALS

押 しボタ ンダイ ヤル電 話機(プ ッシ ュ ・ホ ン)を 端末 と して,大 型 コン ピ ュー タを リア

ル ・タイ ムで共 同利用 す る ものであ る。

計算 の種類 は,直 接計算,定 義 計算元 ライ ブラ リ計 算 の3つ があ る。

直接計算は,加 減乗除算,二 乗,平 方根,ベ キ乗 のほかに,三 角関数,対 数な どの基本

関数や円周率 πな ど,基 本定数 を用いて,算 術式を式のとお り入力 して計算を行な う。

第3.71表DIALSラ イ ブラ リ

ライ ブ

ラ リ名
ラ イ ブ ラ リ 内 容 ライブ

ラリ名
ラ イ ブ ラ リ 内 容

L

L

L

L

L

L

L

L

L

L

L

L

L
L

L

L

L

L

L

L

lL
lL
L
I'
1'
L

1
2

3
4

5

6
7

8
9
10

11
12

13
14

15
16

20
21

23
'25

26
27

29
301

31
32

百 分 率

百分率(度 数分布)

平均 ・分散 ・標準偏差

平均 ・分散 ・標準偏差(度 数分布)

平方和 ・平方根

積 和

相関係数

相関係数(度 数分布)

幾何平均,調 和平均

最小二乗法

線形回帰

補 間

平滑化(等 間隔)

平滑化(不 等間隔)
ベキ柔和

順列 ・組合せ

高次代数方程式(3次 まで)

高次代数方程式(6次 まで)

連立1次 方程式

行列式の値

逆 行 列

固有値 ・固有ベクトル(パ ワー法)

等差級数

等比級数(有 限)

等比級数(無 限)

関数値の計算(等 間隔)

L33

L34

L35

L36

L37

L38

L39

L40

L41

L100

L101

L102

L103

L104

L105

L106

L150

L151

L152

L153

L350

L351

L352

L353

L354

関数値の計算(不 等間隔)

複素数の乗除算

複素数のべキ算

数値積分(ガ ウス法)

常微分方程式(ル ンゲ・クッタ法)

指数曲線

修正指数曲線
ロジスティック曲線

ゴンベルツ曲線

変 動

分散分析(1元 配置)

分散分析(2元 配置)
一様乱数

正規乱数

ポアソン乱数

指数乱数

日数計算

単利計算

複利計算

売価,仕 入原価

三角形の面積(ヘ ロンの公式)

三角形の面積(1辺 と両端角)

三角形の面積(2辺 と爽角)

三角形の面積(傾 斜地)

円 と 球
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第3.19図

DIALSを 利用するときは,プ ッ

シュホンのボタン面にDIALS用 マ

スクをかけて使用する。

ボタンには数字1,2,3,… …,9,0の

数字ボタンおよび赤ボタン(*)と

青 ボタン(#)の 機 能 ボタンがあ

る。DIALS用 マスクにはボタン上

の数字に対応した文字 ・記号が記入

してある。

プ ッシ ュ ・ホンの利用方法

f列 計算 したい式42vf647÷5

③

DIALS用 マ スク

を置 く

受話器 をとりあげ

発信音 を確認 して

か らセ ンター番号

をダイヤルする

センター音が聞こ

DIALS用

マ スク

プ
… ぱ ㍍ 「番号は

))'ら ナ ラナ:∴…」

話中音より短い
断続音そ計算を
始めてよい合図

ボク ン」塾イ乍

42× ∨一一64÷5

回 目 田 図回 国 回[司 田 図回 回 図 回目

数字の入れかた

数字の入れかたは該当する数字ボ

タンを押す。

文字 ・記号の入れかた

マスクにある文字 ・記号の入れか

たは,赤 ボタンを押 しつぎに文字 ・

記号に対応する数字ボタンを押す。

文字 ・記号とボタン操作の対応はつ

ぎのとお りである。

文字 ・記号で押しかたが同じもの

はセンターで識別する。

数 字
ボ タ ン
操 作

文 字 ・
記 号

ボ タ ン

操 作

1 1 (A ×1

2 2 )D ×2

3 3 :F ×3

4 4 ・iL ×4

5 5 ・R ×5

6 6 2 エy ×6

7 7 ×' ×7

8 8 一 ×8

9 9 ゾ ー÷1 ×9

0 0 十 ×0

計算式を入力する

計算指示 を入力す

る

〉⇔<#

回答 が送 られて く

る

セ ンター音が聞こ

続けて計算すると

きは⑤ から繰 り返

す

計算が終われば受

話器 をかける

≠

〆
計算指示は入れ
た計算式を計算
させる命令

))))

《
「お 答 え は… … で す」

)))認蕪論 ζ
たいときはA◎

を入れる

____→ 一 続 い て計 算 す る と き は 、 受

言舌器 を か け な い

餐
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定義計 算は,あ らか じめ変 数 をふ くん だ計 算式 を入 力 して記憶 させ,あ とか ら変数 の値

を入 力 して計算 式 の値 を求 め る・ものであ る。 同一 の計算式 で何種類 もの変数 の値 を指定 し

て,く り返 し計算 を行 な うこ と もでき る。

ライ ブラ リ計算 は,あ らか じめ システムに用意 されてい るライ ブラ リ ・プ ログラムの 中

か ら,利 用す るプロ グ ラムを呼 び 出 し,必 要 な数値 を入 力 して計算 をす る。 ライ ブラ リ内

容 の例は 第3.71表 の とお りであ る。

DIALSは,入 力操作 が簡単 で出 力が音声 に よ ってい るこ とが特色 であ る。 ・

プ ッシュホ ンには,数 字 ボ タン10個,機 能 ボタ ン2個 の計12個 の ボタ ンがあ り,文 字や

記 号は機 能 ボ タンと数字 ボ タンとの組合 わせ に よ って表 わ す。 操作 を よ り簡単 に す るため

第3.19図 の ような電 話計 算用 マス クを電 話機 の上 に置 くこ とに よ って ボ タンと対応 させて

い る。 計算 の手順 は第3.19図 の とお りであ る。

c)DEMqs

DEMOSは,本 格 的な タイ ム ・シェア リン グ ・システムであ り,本 システ ムの提供 す

るサー ビスの内容 と システムの利 用方法 の概要 はつ ぎの とお りであ る。

サー ビスの内容

① 公社 が用意 す る ライ ブラ リ ・フ。ログ ラムを利 用す る計 算

②FORTRAN言 語 に よる利用者 フ。ロ グラムの作成 と実行

③ ファイル の作成 と利 用

④ カル キ ュレー タに よる計算

① ライ ブラ リ・プロ グラムを利用 す る計算

セ ンター が用意 してい る ライ ブラ リ ・プ ログラムに は,つ ぎの2種 類 があ る。'

サ ブルー チ ン ・プロ グラム… ……利 用者 が作 成す る プ ログラムの中に呼 出 して使用

する もの(代 数 方程式,分 散 分析な ど)

パ ッケー ジ ・フ。ログ ラム………利用者 が プロ グラムを作成 す る必要 がな く単独 に使

用 で きる もの(LP,PERT,シ ミュレー シ 。ンな ど規模 の大 きな もの)

② 利用者 プ ログラムの作 成 と実行

利 用者はFORTRAN言 語(JIS7000に 準拠)を 使用 して,プ ロ グラムを作 成
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でき る。 ソー ス ・フ。ロ グラムをセ ンターの フ ァイ ルに入 力 し,'そ れ をFORTRAN

コ ンパ イ ラに よ りコ シバィル して,相 対形式 プロ グラムを作成 す る。 次 に相対形式 プ

ログラムを実行形式 の プ ログ ラムに変換す るが,複 数 の相対形式 の プ ログ ラ.ムは リッ

ク処理 に よって実行 形式 に変換す る。 実行 は,実 行形式 プ ログ ラム ・7ア イルの フ ァ

イル名 を指定 して行 なわ れ る。

③ フ ァイルの作成 と利 用

セ ンター の大容 量 フ ァイルを,利 用者 プロ グラムや デー タの格納用 に利用 す る もの

で,デ ー タ宅 内装 置か ら入 力 して フ ァイル を作 成 し,ま た利用者 フ。ログラムの実行結

果 を格納 す る ことが で きる。 フ ァイル内容は入 力デー タとして利用 した り,デ ー タ宅

宅 内装置 への読 出 しや保 存,.消 去 が でぎ る。

④ ヵルキ ュレー タに よ る計 算.一

簡 単な計算 を,プ ロ グラムを作成 す ることな く直 接計算 式 を入 力 して計 算す るこ と

がで きる。 セ ンター は大 型 コン ピュー タ2セ ッ トを設置 し1セ ッ トは即時処理 用,1

セ ヅ トは一括処理 用 に使用 きれ る。'

第3.72表 即 時処理,一 括処理比較表'

比 較 項 目1 即 時 処、理1
・一 括 処 理

処理形式の猷1 利用者がコマンドで選択する 1利 用者… マンドで選択す・

スケジュール方式
タイム ・シェア リングに よる多

重優 先受付

4,

申込順

ターン ・アラウン ド時間"
処理終了次第ただちに回答が得
られ る ρ

スケジュール待ち時間と送出待
ち時間が加わる

実行中の処理への割込み

⇒7
1

_部,⇔ ぽ 除、・て可能 処理開始前に取消すことは可能

'実 行上
の制限

使用 できる主記憶領 域,処 理 時 ・

間,フ ァイル数量が一括処理 よ

P少 二 、.、

使用できる主記憶領域,・処理時
間,フ ァイル数量が即時処理よ
り大

一

'

適用業務 聾 雛 鯉 璽業 務 回答を 大鵬 ・雑 な処理
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一括 処理 では ,利 用者 が プロ グラムやデー タを送 ったあ と,一 時 回線 を切 って待機

し,セ ンター の処理 が終 る と,自 動呼 び出し装置 で,セ ンター か らデー タ宅 内装 置が

呼 び出 され,結 果 が出力 され る。

この システム を利用 す る場合,即 時処理 を選 ぶか一 括処理 を選 ぶか の選 択は,利 用

=者の指示 に よって 自由に行な うこ とが できる。 即時処 理 と一 括処理 の特長 は,第3.72

表 の とお りであ る。 ・.

な おDEMOSの 構成 は第3.20図 に示 す とお りであ る。

第3.20図DEMO"sシ ステムの作成"
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3.政 府 ・官公庁 におけ る適用業務

官公庁における全国的なオツ ライ ン業務処理 の例 としては,1969年 版 コンピュー タ白書

で紹介 された労働省の職業紹介 システムや,気 象庁の天気図作成 システム,警 察庁の指紋

照合や犯罪手 口照合 システムな どがある。

今回は,(A)情 報検索 システムとして運輸省の 自動車登録検査システム,社 会保険庁

の年金問合せシステム,国 会図書館のコンピュー タ化,日 本開発銀行の財務情報分析 シス

テムについて,(B)広 域交通管制 システムとして警視庁および首都高速道路公団のシス

テムを紹介 しよう。

A情 報検索システム

β)運 輸省 の 自動車登録 検査 シス テム

運輸 省 の 自動車 登録検 査 デー タ通信 システムのサー ビスが1970年3月2日 か ら習志野 と

東 京 の コンピ ュー タを結 ん で始 まった が,同 年6月1日 には東京 と関東各地 の陸運事務 所

(支 所 もふ くむ)11ヵ 所 のサー ビスが開始 され た。1971年10月1日 に名古屋陸運 局 と大 阪

陸 運局 管内 に,1972年4月 には札 幌,仙 台,新 潟,広 島,高 松,福 岡の各陸運 局管 内に実

施 地域 が広 が り,最 終 的には全 国65カ 所 すべて オ ンライ ン化 され る。

わ が国の 自動 車保有 台数 は1960年 度 には全 国 でお よそ340万 台 にす ぎなか った が,1969,

年 度 には1,653万 台,さ らに1974年 度 には2,900万 台 に達 す ると推定 され てい る。

この ような 自動 車保有 台数の急増 に ともな って,登 録検 査業務 は従来 の よ うに人手 に よ

る処理 では さば ききれな くな り,コ ン ピ ュー タを導入 す る ことに よ り敏速 に処理 す るこ と

が要請 された。 そ こで 自動車 のc;戸 籍'を1カ 所 に集 めて,コ ン ピ ュー タに登録 して お

き,全 国 どこの陸 運事務 所 か らで も登 録変 更が でき るよ うな システム を電電 公社 が運輸省

か ら委託 を受け て設計 した。 この シス テムは,東 京丸 の内の 自動車登録 セ ンター に コン ピ

ュー タ(NEAC2200-500)2セ ッ トを設置 し,こ れ と各 陸運事務 所,支 所間 を毎 秒1,20b
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ビ ッ トの通信 回線 で結ん でい る。 セ ンター の コ ンピ ュー タは記憶 容量524KC ,周 辺装 置

には1台 あ た り,お よそ250万 台分 の 自動車 の登録 内容 が フ ァイル で きる磁気 デ ィス ク装

置 が あ り,タ ー ミナル と しては各 陸 運事務 所 で情報 を入 出力す るマー クシー ト・ リー ダー

とプ リンタが あ る。 プ リンタは3枚 コピー式 で,1枚 目は陸 運事務所 の控 え ,2枚 目は登

録 事 項 と通 知書 な どで,3枚 目は 自動車検 査証,ま っ消登録 証明書,登 録事 項等 証 明書 い

ずれ に も使 え る。 この システムの適用業務 は 次の よ うに登録 関係,検 査関係,管 理 の各業

務 か ら成 ってい る。

【登録 関係 】 新規 登録,移 転登 録,変 更登録,ま ,っ消登録,更 正登 録,抵 当権 登 録,番

号 変 更,登 録 事項等 証 明書 発行な どの業務

【検査 関係】 新規 検査,継 続検査,臨 時検 査,構 造変 更検査,自 動車検 査証記載 事項 の

変 更,自 動車検 査証 の再交付 な どの業務。 一

【管 理 】 保有 車輌数,市 郡 区別車輌 数,形 状 別車輌 数な どの統計業務;各 種 フ ァイ

ル に対 す る問合 せ業務

この システ ムは,わ が国で初め ての オ ンライ ン ・リアル タイ ムの本格 的な情報 フ ァイ リ

ン グ ・システムであ る。 この シス テムにおい ては 自動 車の検 査登 録 に関す る原簿記録 を格

納 す る大 容量 の ラ ンダム ・ア クセス ・ファイル(即 時読み 出 し式 フ ァイル)'が 中枢 をな し

て お り,ま た各事務 所 での情報 の入 力は,マ ー クシー トに よ る申請書 に鉛筆 で ア ンダー ラ

イ ンを引 くだけ で よ く,手 続 き方法 が簡便 な こ とが特長 であ る。

b)社 会 保険庁 の年 金問合 せ シス テム

社 会保険 庁年 金 保険部 で,オ ンライ ンに よる年金 問合 せ システ ムが1970年11月 稼動 し

は じめ た。 この システムはバ ッチ処理 に よる不備 を改善 し,各 地 に あ る社 会保険事 務所 な

ど同庁 の全 国組織 を結 ぶ オ ンライ ン ・シス テムで,事 務処 理 の能率化 とサー ビス向上 を図

るのが 目的 であ る。

1970年 に始 ま った システ ムは,大 規 模な システム建 設計 画 の第1段 階 で あ り,同 年6月

'に設 置 され たHITAC8400コ ンピ ュー タ3セ ッ トの うち,2セ ヅ トを よ り高性 能 のHI

TAC8500(記 憶 容量393KB,262KB)に か えて,処 理 能 力 を強化 した。 フ ァイ ルには

磁 気 カー ド,端 末 に は ビデオ ・デー タ ・ター ミナル(プ リンタづ き)を 使 用 して ,問 合 せ
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応答 形式 の照合 業務,諸 変更業務,再 交 付業務 を行 な う。磁 気 カー ド記 憶装 置 には,裁 定

原 簿140万 件,失 権原 簿10万 件,氏 名索 引 デー タ150万 件 が記録 されてい る。

同庁 は,こ の システムに よ って裁 定 原簿の 問合 せ,諸 変 更業務,年 金 証書 再交付,支 払

通 知書再 交付,支 払案 内書 再交付 な どの処理 を行 な ってい る。

この オ ンライ ン ・システムは,従 来 のバ ッチ ・シス テムと くらべ て,① 裁 定 原簿 につ ね

に最新 の 内容 を記録 す るこ とがで き る,② 氏名 に よる問合 せ が可能 であ り,③ フ ァイル は

裁 定 原簿 と支払 い テー プを統合 させた形 なの で,回 答 作成 が容 易 であ るな どの 利 点 が あ

・る
。

c)国 立 国会 図書館 の機械化.・

ライ ブラ リ ・オー トメー シ 。ン とよば れ る図書館 の機械化 は,1960t年 代 にはい ってア メ

リカ,イ ギ リス,西 ドイ ツな どで開発 され る ようにな った。 図書館 の機 械化 は図書 ・雑 誌

な どの資 料 の発注 ・受入 ・製本 な どに ともな う帳 票類 の作成,資 料 の流 れや購入 費の コン

トロー ル,目 録 カー ドの作成,貸 出資料 の コ ン トロー ルな ど図書館 の事 務処理 お よび受入

資 料速報 ・閲 覧 目録 ・主題 別文献 目録 ・索引 ・抄 録 な どの編 さんに コン ピ ュー タを利用 し

て行な われ る。,1

図書館 の機械化 で処理 すべ き書名 ・著者名 その他基本 的な デー タは,ど の図書 館 に も共

通 してい る。 また 図書館 の機械化 の経 費 の85%は 人件費 であ る といわ れてい る。.したが ら

て,内 外 の資料 を最 も豊 富 に収 集 し整理 してい る国会 図書館 な どで,一 元 的に デー タを入

力 して機 械 可読 の文献 情報 を磁 気 テー プの形 で頒 布すれば,他 の 図書館 の機械化 はそれだ

け省 力化 され る と同時に,磁 気 テー プに入 力 され た記 録の標準化 も確保 され る。1965年 に

発 足 した アメ リカ議 会図書館 のMARc(MAchineReadabecataloging)プ ロジ ェク トは,

この ような考 えか ら計 画され た もの であ り,1969年3月 か ら磁 気 テー プを毎 週1巻 つつ頒 ,

布 してい る。 この プ ロジ ェク トは,著 作 権登録 の ために同館 に納本 され るアメ リカの 出版

物 は もち ろん,同 館 が世界 各 国か ら精 力的 に収 集 してい る資料 の うち,英 語 で書 かれた図

書 情報 だけを収 録 してい るが,独 ・仏 その他 の言語 や同館 所蔵 の過去 の出版物 へ とその収

録範 囲 を広 げ よう と してい る。

ア メ リカ議 会図書館 が実験 的 に作成 頒布 .LたMARCテ ー プの高 い利用 価値 が,そ の・{'
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イ⇒ ト・プロジェク トによって実証 されると,世 界各国の国立図書館な ど国内出版物総

目録 を刊行 している機関が,そ の 目録 をアメ リカのMARCを 互換性のある機械可読の形

に変換することに大きな関心を もつようになった。 イギ リス ・西 ドイツはすでにその仕事

に着手 し,そ の他 の国々もその実施 を検討ない し準備中であ り,将 来は各国相互 にその磁

気テープを交換 しようとする意向 も強 まっている。

わが国の国内出版物総 目録 としては,国 立国会図書館が納本制によつて収集 した国内新

刊書の情報 を 「納本週報」お よびその年 間版であ る 「全 日本 出版物総 目録」 として刊行 ・:

提供 している。 また,そ の新刊書 の目録 カー ドを印刷 カー ドとして頒布 し,他 の図書館の

目録作業の省 力化 を助けている。 さらに国立国会図書館は,雑 誌論文を検索す る た め の

「雑誌記事索引」,国 会の本会議 ・委員会の会議録を発言音別,事 項別に検索するための

「国会会議録索引」,「洋書速報」「外国政府刊行物受入案内」「海外科学技術資料 月報」な

どの受入資料速報,各 種の主題別文献 目録,図 書館間の資料相互貸借のための 「新収洋書

総合 目録」な どを刊行 している。

国立国会図書館は数年前か ら,こ れらの目録 ・索引類 の機械編さんの調査 ・研究 をお こ

な ってきていたが,前 記のような図書館機械化の世界的動向に うな が さ れ て,1969年7

.月,業 務機械化準備室を設け,図 書館業務の機械化,日 本の国立図書館 としての情報処理

システムの開発をめ ざし,1970年1月 か ら,HITAC8400と 漢字 出力機 としてのJEM-・3800

Bと を組合せた コンピュータ ・システムの稼動 を開始 した。当初漢字 をふ くむ 日本語の情

報処理 のパイロ ット・プロジェク トとしての 「国会会議録索引」 の機械編さん,ア メ リカ

議会図書館から毎週送 られてくるMARCチ ーフ。を利用 しての 目録作業,欧 文雑誌所蔵 リ

ス トの機械編 さんか らは じめて文献情報 を蓄積 していき,日 本における文献情報のデー タ

・バンクをつ くりあげてい くことを目標 としている。

d)日 本開発銀 行 の財務情 報分析 システム(FIANSE)

日本 開発銀 行 では1970年8月,一 定 の様式 に遭 った デー タ ・ファイルであ れば,ど んな

ファイルで も対象 に して任意 に検索 を行 な った うえ,い ろい ろな加工 を施 して一 連 の財 務

諸表 をプ リン トア ウ トす る財務 情報分析 システ ムFIANSE(FinancialInformationAnalysis

System)を 開発 した。
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同行は長期資金の与信i業務 を主 とす る政府関係金融機関と しての性格か ら,業 務上の種

々の判断に必要な経済▲般,あ るいは個別産業,個 別企業に関す る資料を作成する必要が

きわめて多い。 したが ってコンピュー タの適用業務は業務企画,調 査 デー タの蓄積利用 と

そのデー タを基礎 とする応用分析に重点がおかれ,企 業の経営分析,業 界動向の把握な ど

のために欠かすことのできない基本的な情報 のひとつである財務諸表のデー タを長期蓄積

(1955年 以降)し,同 行内部の利用者 の利用 目的に合致 したものを,欲 するときに,欲 す

る形に,整 理加工 して利用者に提供 している。

同行がデー タ ・バ ンクに蓄積 してい るデー タの収録状況は次のとお りである。

第3.73表 デ ー タ収録状況

区 分1デ ー・朝 川 収 鞠 問1鰯 雌 原 資 料 備 考

国内企業

(上場)

国内企業

(取引先)

米国企業

コ ン ヒ。ユ ス タ

ッ ト(米 国)

237項 目

46

179

60

1956年 度 以降

1967年 度 以降

1964年 以 降

20年 間

1430

2079

244

1000

有価証券報告

書

営業報告書

SECへ の年

次報告書

コ ン ピ ュ ス タ

ッ ト.

完済会社を含む
700社 について
は1961年 度以降
収録

米国スタンダー
ド・スタティス

テ イク社 よ り導

入

英国企業
}(・79) 1・964年 以 降

72已 次緯 書

レ オーチ・ン1・ )・962年 以 降 1・ オーチ・ン誌1

しか しな が ら,こ れ らの デー タの処 理 システムは,個 々の デー タに ほぼ1対1で 対応 し

て シス テムを もち,1シ ス テムは マス ター作成,検 索,加 工,出 力な どお よそ15の プ ログ

ラムか らな る複雑な状 態に あ り,デ ー タの蓄 積 が増 加す るにつ れ,プ ログラム管理 も繁雑

に な る結果 とな ってい った。

そ こで,い ろい ろな デー タ ・ファイルで も汎 用性 を もって扱 え る うえに,操 作方法 が簡

単 な シス テムと して開発 され たのがFIANSEで あ る。'7'

FIANSEは,イ ンフ。ッ ト項 目が300項 目以下(キ ー項 目30,デ ー タ 項 目270以 下)で
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あ れ ば,い か な る デー タ ・フ ァ イ ル で も処 理 可 能 で あ る。

第3.21図FIANSEの プ ログラム構造

蜜
、ヌ学

シ ス テ ム

コ ン トロー ラ

チ任
ン意
加
工
ル

FIANSEの プ ログラム構 造は第3.21図 の ように,シ ステ ム ・コン トP－ ラの管 理下 に全

プ ロ グラムをお き,'操 作 の簡 易化 をはか ってい るが,プ ロ グラムは それぞ れモ ジ ュー ル化

されてい る。 同 システムに よる処 理は 次の3つ に分 かれ てい る。

(1)デ ー タ検 索処理

財務 デー タ ・ファイルか ら任意 の企業,任 意 の期 間,任 意 の項 目をそれ ぞれ抽出 し,テ

ー プに出 力す る。

お もな検 索機能 は以下 の通 りであ る。

(イ}5つ の キー(た とえば国,業 種,会 社,決 算期 な ど)に よる抽出。

(∋ 任 意 の期か ら任意 の期数 だけめ 抽 出。

{べ 任 意 の項 目のみの抽 出。'

⇔ 生 デー タあ るいは 加工 デー タに条 件 を付 した上 での抽 出。

㈱ 決 算期 調整(半 年 ベー ス ・デー タの年換算)後 の抽 出。

←)抽 出期 間 と出 力期 間 とを変 え るこ と も可能。

〈2)定 型 的な デー タ加工 お よび 出力 ・処理

(1)で抽 出 され た フ ァイル を対象 に一 定 の演算 加工 を して,損 益計 算書,貸 借対 照表,資

金 運用表 な ど一 定 の財務 諸表 をプ リン トず る。

お もな機能 は以下 の通 りであ る。

㈲ 任 意 に次 の6表 の 中か ら指定 し出力。

F1.損 益 ・財 政状 況要 約表'一.+tt

F2.損 益 状況表
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F3.

F4.

F5.

F6.

(ロ)
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財政状態 ・財務比率表 ・

資金運用表

付加価値生産性指標

その他諸指標

企業別 時系列,合 計 時系列,数 社 並 列 を任意 に 出力。

(3)不 定 型 的な(任 意 の)デ ー タ加工 お よび 出力処 理

(1}で抽 出 された ファイル を対象 に任 意 の演算加工 を して,指 定 の表 に編 集 プ リン トす る。

'
お もな機 能 は以下 の通 りであ る。

{イ)使 用頻度 の高 い演算式 は当該 システムに登録 し(100個)随 時使 用。

◎ 四則 演 算の範 囲内 であれば,演 算式 を カー ドか らイ ンフ。ッ トして任意 の加工。

◎ 出 力形 態 と してに タイ ム ・シ リー ズ型 とクロスセ クシ 。ン型 いずれか の出 力。

同 抽出条件 を付 した場合 に判定結 果 のいかん を示す会社 別 リス トの出 力。

困 企業 別,数 社 合計,平 均 のい ずれか の演算処理。

第3.22図FIANSEシ ステム体系

「 ・

原 表

●

r・&v
↓ 、

F230-50

マ ス ター 作 成

CD→MT

虜 ㊦
オー ル

ド財務 マ
スター

F230-50

マ ー ジ&デ ェ ッ ク

MT->MT

修 正 カ ー ド

L

ニ ユ 　

財務 マ
スター

F230-50

データ修」し・レ=一 ド諦躍1

MT-MT

」

チ ェッ ク リス ト

.FIANSE

財務 マ

、 ス ター

FIANSE

コ ン トロー ル

カー ド群

F230-50

検 索 ・抽 出

MT→MT

』1;1;こ

、FIANSE型 式

抽出マ

ス タ ー

F230-50

任 意 加 工 ・lll力

MT→LP

F230-50

定型加工・出力

MT→LP

F1～F6

F230-50

KEMPFデ ータ作戦

MT→MT

KEMPF型
式7

ア イル
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なお・FIANSEの 使用機器 は次の とお りであ る。

FACOM230-・5065KW

磁 気 テー プ装置4～8台(シ ス テム ・テー プをふ くむ)

カー ド読取 装置1台

ライ ンプ リン タ1台

磁気 ドラム または デ ィス ク1台

コン ソー ル ・タイ プライ タ1台

B.広 域交通管制

広域交通制御 というのは各交差点に設置 された車輌検知器が,車 の量,速 度な どの情報

を警視庁内に置かれたコンピュー タに集め,交 通量 に応 じた信号の点滅時間の長 さを決め

る。 これをひとつの道路だけでな く面 で実施 し,地 域全部 の信号機 を連動させ ようという

ものである。

a)警 視 庁 の広 域交通 信号制御

警視 庁 は1966年4月1日,東 京都 心部 広域 交通信号 制御 施設整備 の5カ 年 計 画に着 手

し,東 京都 内 の環状8号 線 内に あ るお よそ2,200の 交差 点 を対 象 と して コン ピ ュー タで交

通 信号 を点滅 させ る広域交通信 ザ制御 を実施,限 界 に達 して いる都 内の交通 ラ ッシ ュを整

理 しよ うと してい るが,そ の第1期 分 が1971年6月 か ら実働 に入 った。 すでに1970年5月

か らコン ピ ュー タに よ って交通 整理 が行 なわ れ てい る銀座地 区 の5平 方 キ ロメー トル(133

交差 点)に,さ らに浅 草橋,飯 田橋,赤 坂見附,勝 闘橋 を結 ぶ 内側 お よそ15平 方 キ ロメー

トル(353交 差 点)を 加 えた20平 方 キ ロメー トル とな る。

この計 画は1970年5月 か ら開始 され た警 察庁 の交通 管理 整備5カ 年 計画(道 路建設5カ

年 計 画 に よる道路 予算 の3%を 信号機 の設 置 な ど交通 管制 に振 り向け る計画 で,5カ 年 で

全 国9万 カ所 の交差 点 に信号 を新設,85の 中規模都 市 に も広域 制御 を行 な う)の 一 環 と し

て行 な う ものであ る。(使 用機種 はNEAC3100)

都 内の信号 待 ち時 間は,主 要交差 点 で車 が900メ ー トル以上連 な った時間 を とると,1
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第3.23図 都心 コンピュータ交通信号略図
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日平 均30時 間であ り,こ の経済 損失は1億5,000万 口,年 間で550億 円近 くに達 す る と試

算 され てい る。 これ に対 し環状8号 線以 内の広域制御 にか か る費用 は,お よそ400億 田見

込 まれて い る。

銀座 地 区 では1970:年9月 効 果測定 実験 を行 ない,港 区赤坂見附 一 中央 区小田原町 間3.9

キ ロ,永 代 通 りの千代 田区大手町 一 中央 区茅場 町 間1.5キ ロ,中 央 通 りの中央 区銀 座8丁

目 一 同区室町3丁 目2.8間 キ ロの3区 間 を対象 に 「試 験車」 を走 らせ て走行時 間,停 止時

間,停 止の 回数な ど,車 の流 れ具合 を調 べ たが,広 域 制御 が行 なわ れていなか った ときの

調査結 果 に くらべ る と,停 止回数 や通 り抜 け るのに要す る時間な どは,両 方向 と も20%な

い し45%も 減 少 した。 これに ともな って,3路 線 と も車 の通過量 が平 均5%な い し15%ふ

えてい る。

一 方事 故総 数 も前年 に比 べ31%減 少 し,死 亡,重 傷者 も23%減 ってい る。車 の流 れが よ

くな る と,そ れ だけ時 間の ロスが減 る。 同部 が都民 の所得 か ら1分 間8円 の割合 い で試 算
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した 「広域 制御 に よる受益 額」は,こ の3路 線 だ けで年 間8億5・000万 円に達 す る。 このほ

か ガ ソ リン消費量,事 故 が減 ったた めの プ ラスな ど金 銭 に換算 すれ ば,"総 経 済効 果"は

年 間10億 円 を越 え る。

b)首 都高速道路公団の交通管理システム .

首都高速道路公団は管下9路 線の自動車渋滞対策の一環 として,1967年 以来 コンピュー

タによる交通管制の準備 を進めてきたが,機 械および付属設備 の整備が終わ り,1971年 初

めから本格的にシステムを実働 させは じめた。

同公団が現在管理する高速道路は1号 ～8号 線 と横浜一羽田線の計89.6キ ロメー トルで

あるが,1968年 に横羽線 が開通 していらい,連 日どこかで渋滞 が起 こっている。

渋滞を防 ぐには①道路を拡張 して自動車の収容量 を増加する②事故な ど渋滞の原因を早

く整理 し効率低下 を防 ぐ③車の数を制限するな どの方法があるが,③ は公団の仕事の範囲

外であ り,① もぽ う大な資金を必要とするので,車 の通行を四滑にする第2の 方法をとら

ざるを得ない。

公団が採用 した交通管制 システムは,こ れ まで東京 ・中央区の公団中央管制室で行な っ

てきたコントロール方式 を進めて システム化 した もので,道 路交通情報 を集める施設(車

輌蔑如器,工 業用 テレビ,中 央処理装置 グラフィック ・パネル)と 情報 を運転者 に知 らせ

る施設(可 変標識)か らな り,公 団では3～5分 遅れ,1,2キ ロ車がつながった場合 を

渋滞 として,進 入制限な ど必要な措置 をとることに している。 システムを構成する機器の

内容は次の とお りである。

①車輌感知器

環状線700メ ー トル放射線 ユ～2キ ロメー トル間隔で道路下 に埋め られてお り,通 過 自

動車の台数,速 度,密 度などをパルス信号化 して中央管制室に送る。122カ 所243車 線に

取 り付けずみである。

② 中央 デー タ処理装置

東京芝浦電気㈱の制御用 コンピュー タICD507(16KW)に オンラインで車輌戚知器

か ら送 られるデータは,リ アルタイムで交通水準判定,突 発渋滞,旅 行時間計測,滅 却器

精度チ ェックな どを行ない,中 央管制室に設け られた交通状況表示のパネルに,青(50キ
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ロ以上)黄(50-30キ ロ)赤(30キ ロ以下)に ランフ。で表示 す ると同時に,タ イ プライ タ

で演算 結果 を ア ウ トプ ッ トす る。 将来 の路線 拡張 に そな え,記 憶 装置 は増設 で きる。

③ 工業 用 テ レビ.

2キ ロ間隔 に50台 の カメ ラを設 置,中 央 管制室 で常時 モニ ター9画 面 を監視 して いる。

ス ウ ィッチ操 作 で監視 対象 の選定,カ メ ラの360度 回転や,広 角,ズ ー ム切 り替え もでぎ

る。 見通 しほお よそ300メ ー トルで あ るが,パ ネル表示 や数字 どちが い,現 場 を肉眼 でみ

られ るので状況 判断 には役立 ってい る。'"・.・-i"1':

④ 可変標識

電光 式(電 球 を コデ ・マ トリッラ スに よ り点滅)'字 幕式(フ ィル ムを モー タニ で回転 さ

せ る)ア ン ドン式(3s4種 の固定 情報 に点灯)の3種 があ り,'全 出入 り口とイ ンタニチ

ェンジに設 置す る。電 光式,字 幕式 は 中央 管理 室で表 崇 めゴ シ トロー ルが できる。標識 の

　

表 示 コ ン トロール は,こ れ まで料金所 の機械 室で行 な らてい たが;.電 話連 絡 の必要 がな く

な るので,ス ヒ。ニ ドア ップす る。、

つ ま り車輌 戚知器,テ レビ非常電話,公 団の パ トカーな どか らはい った情報 は,中 央 管

制室 で総 合判 断の うえ,操 作 卓 を通 じて可変標識 を コン トロー ル して運転者 に知 らせ ると

と もに,有 線,無 線電話 で,パ トロー ル カー や警察 に出勤 を要請 す る仕組 みで あ る。公 団

では パル ス計 数 フ。ログ ラム,生 デー タ処 理,集 計 プ ログ ラム,、特定 区 間対 象ラ。ログラムな

どを用意 してお り,と くにひ んぱ んに発生 す る渋滞 の パター シ20個 を プ ロ グ ラ ムで制御

し,ワ ンタ ッチで数10カ 所 の標識 をい らせ いに点滅 させ る よ うに してい る6"

4.企 業経 営 に おけ る コ ン ピ ュー タ利 用

A.昭 和 電 工 株 式 会 社 の 長 期 経 営 計 画 の シ ミ ュ レー シ ョ ン'

.コ ンピュ7タ を企業経営に利用する最大の目的は,経 営方針の決定 にある。具体的な戦

略のデー タをインプットすることにょって正確 ・迅速に試算を くりかえし, .企業の将来 を.

予測 し,最 適の方法 を選び出す長期経営計画シミュレー シ 。ンは覆その有ヵな手法のひ と
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つ であ る。"・

長 期経営 計 画の シ ミュレー シ 。ンを行な った具体 例 と して昭和電 工株 式会社 のモ デル で

あ るSLORPS(昭 和電工LONGRANGEPLANNINGSYSTEM)を あ げればつ ぎ

の 第3・24図 の とお りである 。(使 用機 種はIBM360-40),.,.∵

巨大な設 備投資 と巨額 の資金需 要 は化 学工 業 に と つては宿命 であ 仇 その ためには どう

して も将 来 を見 込む た めの シ ミュ レTシ ョン ・モデルが必要 とな る。.

同 シス テムは

① 投資 案評価 システ ム(投 資 案 の収益 性 を計算 し評 価)

② 販売 ・生産 ・製 造原 価 シス テム(生 産 バ ランス,製 品 ・商品 な どの売上 げの計算 集

計 と直 接 原価 の計算)「 も

③ 財務 諸表 の計算 ・経 営指標 の算 出 システム(財 務諸 表計算,必 要資 金 の集計 計算,

経営指 標 の算 出)

の3つ か らな り,相 互 に システ ムと して関連 させ てあ り,投 資 が行 なわ れた とき,そ れ が

第3・24図SLORPSの 構造
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販売 ・原価 ・労務人 員 ・償却 ・資金 な どに与 える影響 を適確 完全 に把握 でき る。

な お;① 投資 案評 価 シス テムは②,③ とは 独立 に使用 可能 であ り,ひ とつ の設 備投資案

件 の評 価計算 はわ ずか1分 間で計 算 でき る。

主要 な アウ トプ ッ トは,投 資 案評 価計 算 書,製 品 ・商 品 ・被融通 品別 限界 損益計 算書,

棚 卸資産 受 払表,損 益計算 書,貸 借対 照表,修 繕 費 内訳表 償却 費 内訳表,労 務 費内訳表,

投 融資 内訳 表 な どであ り,さ らに これ を時 系列 的に プ リン トした もの を提供 してい る。

第3.25図SLORPS運 用の概念
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第3.26図 経営情報の流れ
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B.日 産 自動車株式会社の海外投資企業モデル

a)シ ミ ュレー シ ョン ・モデル開発 の背景

1970年 版 の通商 白書 にeれ ば,わ が国 の小型 自動車 の輸 出量 は第3.74表 の ように年 とと

もに急激 な増加 を示 し,こ とに アメ リカ向けの輸 出が伸 びてい る。

第3.74表 小型自動車の輸出状況

年 度

1966年

1967

1968

1969

輸 出 台数

171,734

245,947

437,072

563,104

日産 自動車株式会社は、海外における販売活動の拠点 として,米 国 日産,カ ナダ日産な

どの海外投資会社 を持 っているが,そ れらの会社の在庫お よび財務状況をあ らか じめ予想

しながら海外での販売台数に合致するように国内の生産台数を決定す るためには,同 社は

1970年 末,海 外投資会社 の販売台数計画 と財務予想のためのシ ミュレー シ。ン ・モデルを

開発 した。

このシ ミュレーシ ョン ・モデルは,ア メ リカにおけ る900余 の 日産 自動車販売取次店の

在庫や輸送の リー ド・タイムを考慮 しながら,次 のような要求に答えることを 目的として

開発 された。

① 生産計画台数,販 売計画台数 を与えることにより,将 来の現地在庫変動を予測する

② 販売計画台数,適 正在庫基準を与 えることにより最適生産計画を作成する

③ 、年式変更デー タを与えることにより,年 式変更が現地での販売の どの時点に移行する

かを調査する

④ 『新車種の価格設定の検討資料 を作成する

⑤ 台数 の動 きが財務上 どのような影響 をお よぼすかを知 るため,予 想損益 と予想資金繰

りを作成する
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も)シ ミ 。レー シ 。ン ・1モデ ルの概 要

この海外投 資企 業 モデルは,生 産か ら現地 での販売 に至 るまでの物資 の動 きを扱 う 「ロ

ジ ステ ィック ・モデル」 と,そ の計算 結果 に もとづ き損益 予想,資 金 繰 り予想 の計 算 を行

な う 「フ ァイ ナ ンス ・モ デル」 か ら成 り,各 サ ブ ・モ デルは 次の ような ア ウ トプ ッ トを作

成 す る。 一

① ロジステ ィック ・モ デル…車輌 台数計 画,部 員計 画,価 格 構成表

② フ ァイ ナ ンス ・モ デル… 予想損益,予 想資 金繰 り

まず車輌 台数計 画 では,地 域 別,車 種 別 に生 産,出 荷,わ が国 か らの輸 入な どの実績値

か ら,そ れ ぞれ の リー ド ・タイム を 考慮 して月次(12カ 月),年 度(5カ 年)に わた って

計 画値 を計 算す る。(第3.27図 参 照)

これ に よ って ①配給 店在 庫 の変動 ②販 売計 画 と生産計 画 の調 整 ③年 式切 換 え時点

の デー タを入 力 して生 産,出 荷,輸 出な どの各段 階 で年式 移行 が どの ように実現 す るかを

第3.27図 モ デ ル ・シ ス テ ム 構 造
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計 算 す る ことがで きる。

部 品計 画 では,車 輌 の小売販売計 画 に基 づい て部 品販売計 画 を計算 し,配 給店 の在 庫計

画,わ が国か らの輸 入計 画 を計算 す る。

さ らに車輌 の価格 構成表 を計算 し,車 輌 台数計 画 を金 額 に換算 す る。

以上 の ロジステ ィック ・モデルで算 出 した結 果 を もとに フ ァイ ナ ンス ・モ デル では,年

別,月 別,地 域別 に予想損益 と予想資 金繰 りを計 算す る。

使用 コン ピ ュー タはIBM360-40で ・ このiE,デル の計 算時 間は1件20分 程度 であ る。

第3.28図 ロ ジ ス テ ィ ッ ク ・フ ロ ー
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C.情 報 ネ ッ トワー ク の 形 成

急速に変動す る経済状態に即応 して,た だちに正 しい企業経営 の方向を決定するために

繍 収集ならびに交換の必難 は増大するばかりである.髄 では国内蹴}ま かりでなく

外国の情報 をも積極的に収集 しようとす るシステムが設立されは じめた。

q)三 井物産株式会社は1970年5月 か ら大阪・ 東京一 仙台間のコンピュータによるオ

ンライ ン情報 収集 お よびメ ッセー ジ ・スイ ッチ ングを開始 した が,こ れ を手始 めに国 内は

もと よ り全世界 を結 ぶ情報 ネ ッ トワー クの確立 に乗 りだ した。

三 井物産 コ ンピ ュー テ ィング ,eセ/タ ー は本店各部 お よび国 内各 支店 ,出 張所41カ 所 を

結 ぶ オ ンライ ン9シ ステムの第一段 階 として第3.29図 の とお り,東 京 一 大 阪,東 京 一 仙

台 間の コン ピ ュー タに よるオ ン ライ ン情報 集 中化 とメ ッセー ジ ・スイ ッチ ングを開始 し
,

順 次国 内全 店 に拡 張す ることにな った。 このほか海外 支店134カ 所 とのメ ッセー ジ交換 を

コ ン ピュー タ化 す るた め,UNIVAC1108超 大型 コンピ
ュー タに よるメ ッセー ジ ・ス

イ ・・チ ングiシ ステム .(三井 グ ・Tバ ・レ・テ レ ・コ ミ・ニケー シ 。ン ・ネ 。 トワー ク)の

開 発 に着 手,1971年 中に完成 の予定 であ る。

第3・29図MBKオ ンライン ・システム概念図
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こ の シス テ ム の 特 長 は,次 の とお りで あ る。 、'

①UNIV4
.91'082セ ・ トVlよ るデ ・プ レ・7スr.シ スみ の採用 で・ オ ンラt/

専用機が万一不調にな っても切 り替 えることにより5～10分 間で回復できる

② ・c.R傲 蹴 装置)を角噸 接電文を綱 コ≡ 一タ嶋 をインt"

ッ トさせ るの で,原 文作成 か ら送 信す る までの時 間 を著 し く短縮 できる 　 '

③'前 述 の イ ンラ。ッ ト方式 と併用 じ,各 部 ・各 フロア単位 に設置 してある オ ンライ ン端末

機から頑 レ・ト・インフ三池 行なう西 ・ぐンチニ・ス典 で巳 .ぷ 作業

コス トを大幅に引 き下げることができる

このシステ云の利用によって,① 多量通信文の即時処理,②(jNI'VAC1108に あら'

カ、じめ優先順位を記 憶させ,優先順位による送受信処理,'③ 各部,支 励 必 要なデータ情報

の即時入手 とその伝達処理,④ 同文電信打電 の敏速化一な どの効果があげ'られているが,

さらに情報検索や潜在 マーケ ットの発掘,'活 発化 が予想される住宅産業,海 洋開発産業,

地域開発産業な ど大型 プロジ ェク トの システム開発 プランニングへの活用,重 点施策の意

思決定な どの材料 として大幅活用を考えている・ 同社が将来に予定 してい る情報検索体 系 .

の概略は,第3.30図 の とお りである。

第3.30図 情報検索体系概図
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b)丸 紅飯 田株式会 社 も,日 本電 気(株)と 共 同 で独 特の情報 自動交 換 システム(BENIME

X)を 開発 した。 同社 は この システ ムを使 って海外80カ 所 の同社 支店 網 と東 京本社 の デス

クを直結 す るオン ライ ン ・リアル タイム(遠 隔 即時)化 に乗 り出 した。 この システ ムは,

・二 ・コンビ・一 タを使 ・て大型 コンビて 夘 こ匹敵する機髄 もたせている郎 特長が

あ る。 東京本社 のBENIMEX(丸 紅 メ ッセー ジ ・エ クスチ ェン ジ)セ ン ターに は,ミ ニ ・

コンピ ュー タNEAC-M4(記 憶 容量24,000語)と,周 辺装 置 と して,磁 気 テー プ装置,

新 しく開発 したカー トリッジ型 高速磁 気 テー プ装置 があ る。

国内 ・国外の支店 では,テ レプ リンタで直接電文を紙 テープに作成,専 用電話 回線 を通

じて東 京 セン タrの 磁 気 チー フ。装置 に イ ンフ。ッ トす る。NEAC-M4は 磁 気 テー プ装置 に蓄

積 された電 文 を毎秒200字 の倍数速MIS,SISな どの多 くのサ ブ ・システムを保有 してい

るが,全 国 的な デー タ伝 送 回線網 の確立 で・ イ ンプ ッ トしての各種 販売情報 の より正 確 な

把握 を目指 してい る。

D.石 川 島播 磨 重 工 業 株 式 会 社 の タ イ ム・シェア リング ・システム

オ ンライ ン処理 の一 形態 と して,社 内で コ ンピ ュー タを タイ ム ・シ ェア リング方式 で共

同利用 す る企 業が あ らわ れ始 め た。

石 川 島播磨 重工業株 式会社 では,1970年6月 か らUNIVAC1108超 大型 コン ビュー・

タを中心 に,各 事 業部,工 場,研 究所 な どに設 置 した 中 ・小型 コン ピュー タをオ ンライ ン

で結 びオー フ。ン ・プログ ラマ制 を と って技術計 算 を主体 と した タイ ム ・シ ェア リング ・シ

ステムを行 な ってい る。

この システム では,設 計 研究所現 場 のエ ン ジニ アが直 接 プロ グラムを組 み,遠 隔地 か ら

で もプ ログラムと デー タ を超大型 コ ンピ ュー タに送 り,処 理 す る点に特長 があ る。 同社 に

は現 在4,000人 のエ ンジ ニアの うちお よそ2,000人 が フ。ロ グラ ミン グを習得 してお り,将

来 は エ ンジ ニア全 員 が コン ピ ュー タを使用 で きる体 制 を とる方針 であ る。

船舶,重 機械類 な ど重 工業 メー カー では,技 術計 算 の重 要性 が大 き く生産,営 業面 に も

影響 す るの で,'同 社 では船 舶の設計 や構造 解析 をは じめ各種 の技 術計算,プ ラン ト類 の シ

ミュレー シ.ン,生 産 管理 業務 を タイム ・シ ェア リング ・システムに組 入 れ,必 要 に応 じ
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第3.31図 タ イム ・シ ェア リング ・システム
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E.COMシ ス テ ム の 採 用

COM(コ ン ピ ュー タ ・ア ウ トプ ッ ト・マイ クロ ・フ ィル ム)は,コ ンピ ュー タに記 憶

され てい る情 報 を;そ のま まマイ クロ ・プ ィル ムに移 し替 え るシステ ムであ って,こ の シ

ステ ムを とると人手1を要 す る帳 簿類 を多 数揃 えてお く必要 が ない ことか ら,事 務処理 の合

理 化 が促進 され る。"『 ・ ・.∵ ・・

た とえば,銀 行 な どでは,COMシ ステム採用 以前 には,各 支店 か ら送 られて きた情報

を本店 の コン ピ ュー タで処理 して ライ ン ・プ リンタで プ リン トア ウ トした各種帳 簿類 を各

支 店 に送 り返 す とい うよ うな事務処理 を行 な って いた。 ライ ン ・プ リンタに よる印刷 は長

時 間を要 す ることが難 点 であ り,ま た紙 に プ リン トア ウ トした帳 簿は,支 店 で検索 に手 間

が かか り,ま た保 管の場所 も問題 とな ってい た。 この ような 問題 を解決 す るためにCOM

シ ステムが採 用 されたの であ る。

COMシ ステ ムにぱ,:'ロ ー ル ・フ ィル ム(通 常10.5ミ リ ・フ ィル ム)を 作 る方式 と,マ

'イ'クロe'フ
ィジシ ュ(た て105ミ リ・!一一トル,横148ミ リ・メー トルの シー ト状 フ ィル ム)
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を作 る方式 があ る。 マイ クロ ・フ ィヅシュの場合 は最高224ペ ー ジ分 の帳簿 が撮 影 でき,

しか もライ ン ・フ。リンタの20～30倍 の速度 で帳 簿 を作成 でき ることにな った。

1970年 にな って㈱ 住友銀 行,㈱ 太 陽銀 行,㈱ 三菱 銀行,三 菱信 託銀行㈱ な ど,金 融機 関

を中心に各産 業にCOMシ ステ4の 導入 が進 ん でい る。COMシ ス テムの採用 が最 も早 か

った㈱ 住友銀行 に おけ るCOMシ ステム図は第3.32図 の とお りであ る。

第3・32図 住友銀行のCOMシ3テ ム

(営 業 店)(セ ンター)・

種類

7105
・ 口
.口 口 ・口 廃 ・止

欝)△藻
3Mマ イクロフイッシュ ファイル

リ7ダ ー プ リンタr
お よび

MICRA210
マイクロフィッシュ・、リーダー

オンライン

電子計算機

磁気

テープ

r-一ー－z"

印 刷1 ス トロン

バ ー グ

S-4440

記 録速度

毎 分30,000ラ イ ン

マ イク ロ

フイ シュ ノ

・縮 小 率:1/42

・最 高224頁 分 の

帳表 を記 録

F.明 治 生 命 保 険 相 互 会 社 の 保 険 契 約 管 理 シ ス テ ム

明治生命では,'1932年 に保険統計事務め合理化 をめ ざしてPCSを 採用 し,以 来,こ れ

を同社 の基幹業務にあたる保険契約管理事務へ拡大利用 し,経 営の合理化 に つ と めそき

たO'"』'一 ・"

同社 の便 用 機 種 は,現 在 ・'OCRイ ・ン プ ッ ト用 と して の・NEAC2200モ デ ル2501台,

オ ンライ ンお よびバ ッチ処理用 と してIBM360'モ デル40お よびモ デル65'各1台 の計

3台 であ る。
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1970年 末 では,そ の処理 件数 は普 通保険550万 件,団 体 保 険400万 件,合 計950万 件 に

お よん でい るが・ その保全 管理 にはOCRに よる入金 イ ンプ ッ ト・システム,ビ デ オ ・デ

ィス プ レイお よび タイ'プライ タ式 照 会装 置 を用 いた オ ンライ ン ・システム,全 国100支 社

を結ぶ テ レックス網 に よる即時 照会応答 システ ムな どを中核 と した保 険契約 管理 システ ム

を完成 し実施 してい る。

同社 の コ ンピ ュー タ利用 の特長 と しては・第1にOCR利 用 にお け る 日本 最古 の歴 史,

第2オ ン ライ ンお よび テ レ ックス照会応答 システムに おけ る利 用の簡便 さ,'利 用職員 層の

広 さが挙 げ られ る。 ∫'

1.OCRシ ス テム

保 険契約 管理 システムの基本 とな る事 務は・保 険料徴収 事務 で あ る。 この徴 収事務 に

OCRシ ステムが採用 され,そ の結果,領 収証発行 と入金 記帳 の 自動花;'お よび それに

と もな う中間記 帳,中 間処理 の大幅 な省 略 がな され た。

また,マ ス ・ス トレー ジへ の入金記帳 は,ア ップ ・'ツー ・デー トの状 態 を表 わす方式

でな され てい るが ために,ヒ ス トリー として毎 月末 の状況 を磁 気 テー プに とり,COM装

置に よるマイ ク ロ ・フ ィル ム化 が行なわ れ てい る。

2.ビ デオ ・デ ィス プ レイ お よび タイプ ライタ式 照会装 置 に よるオ ン ライ ン ・シス テム

保険 契約管理 ファイルは,契 約要 項 とその入 金状 態 を表 わす契納 ファイル,契 約者 貸

付 金 ファイル, .住所 ファイルな どをサ ブ ・ファイル と して構成 されゴ この ファイルは本

社 店頭,× 阪 ・名古 屋両総 局店 頭 におけ る迅 速な る顧 客 サー ビスのため に オン ライ ン化

され てい る。 すなわ ち,本 社 店頭 は ビデ オ ・デ ィス プ レイで,× 阪 ・名古 屋両総局 は タ

イ フ。ライ タ照会装 置 で,本 社 コン ピ ュー タとそれ ぞれ2400ボ ー お よび200ボ ー 回線 で

接続 されてい る。

また,ビ デオ ・セ ンター が本 社 内に設 け られ,本 社 各課 お よび都 内支社 に対 して内線

電話 網 を通 じて保 険契 約サー ビスが提 供 され,迅 速 ・適確 な回答 が行 なわ れ てい る。

3.テ レ ックスに よる全 国照会応 答 システム

同社 は支社数100,そ の管下 営業所1400,セ ー ル スマン4万 人 の全国販売組 織網 を有

してい るが,こ れ らの販売網 か らの契 約上 の各種 照会に対処 す るため,前 記 の大 阪 ・名

古屋両 総局 とは別に,全 国支社 とテ レックスに よる照会応答 システ ムを確立 してい る。
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同社 の テ レ ックス照会応 答 システ ム とは,テ レックスに よる受信紙 テー プをコ ンピ ュ

ー タに直 接読取 らせ,そ の 回答 を コン ピ ュー タか ら紙 テー プに ア ウ'トプ ッ トし,テ レ ッ

クスで返送 す る方式 であ る。 これは,リ スポ ンス ・タイ ムと経費 との 関係 で・ オン ライ

ン化 を必要 と しない との判 断の もとに短 い イ ン ターバ ルのバ ッチ処 理 で実施 され た もの

であ る。

支社 自体 が必 要 とす る照会項 目,ま たはそ の管下 営業所 よ り電 話 で受付 けた照会事 項
'

を,照 会項 目別 の専 用照 会用紙 に まとめ,支 社 か ら本社 の コン ビ三一 タ室 に テ レ ックス

で送 信す る。 本社 の 照会 応答 システム専 用 テ レ ックスは受信 内容 を紙 テ「 プに受 け,こ

れ をコン ピ ュー タに イ ンプ ッ トし,保 険契約 管理 フ ァイル を検索 し・必要 な計算 を行 な

い,送 信紙 テー プ経 由で照会支社 あ て返 信 す る。 …

支社 では受信 内容 判読 のため の フォー ム ・マ ス クを使 用 して解読 し;回 答結 果 を管下

営業所 へ連 絡 してい る。

第3.33図 明治生命の保険契約管理システム
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4効 果

い ままで述 べた保険 契約 管理 システムは同社 の中枢 シス テムであ り,か つ,ま た,全

事務 量 の90%を 占め てい る。 した が ってコ ンピ ュー タ リゼー シ 。ンに よるメ リッ トは大

き く,'シ ステム導入 を仮 に行 なわ なか った と した場合 に くらべ,事 務 人員 でお よそ4,000

人 の節減 効 果 を挙 げ,現 在,セ ール スマンを除 い た管理 職以下 の総数 は8,500人 に と ど

ま ってい る。 … ぐ‥ 　 '一

また,契 約管理 ファイル と しての統合化,集 中化 とオ ンラ イ ン化,あ るいは テ レ ック

ス回線網 の利 用に よ り,全 国販売網 へ の契約情報 の提供,契 約者 サー ビスの一 層の充実

化 が はか られ ると同時に,こ れ らのデー タ6ベ ー スを中心に経 営 情報 システムを確立 し

うる体 制 を築 きあ げた。

5.省 力 化 へ の ス テ ップ

A.船 舶運航の無人化

1970年 船 舶運航 の無人化 を 目指 して,船 内の装 置お よび諸設備 を コン ピ ュー タに結 び,

乗 組 員の作業合理 化 をはか る新造船 が完成 した。 そのひ とつは,日 立 造船 株式会社 が山下

新 日本汽 船㈱,山 和 商船㈱ に引 き渡 した鉱石 運搬船 「新播 丸」(114,849重 量 トン)で あ り,

他 のひ とつ は石 川 島播磨 重工業㈱ が建 造 した タ ンカー 「星光 丸」(138,000重 量 トン)で あ

る。

この2つ の舶 の コ ンピ ュー タ利用 方式 には大 きな差 異 があ る。 星光 丸 の場合 は(TOS

BAC3000S)1セ ッ トで船 の運航,操 船,荷 役の合 理化 をは じめ,安 全性う経 済性 の

向上 を 目標 と して集 中管理 方式 をと ってい るのに対 し,新 播 丸の場合 は数 セ ッ トの ミニ ・

コ ン ピュー タで分 散制御 方式 を と り,エ ンジ ン各 部 の動 きを制御 室 の監 視盤 に 自動 的に記

録 す ると と もに,排 気ガ ス温度 を測定 して異 常が あれば,警 報 を発 して故障 位置 を知 らせ

る 「機 関部 監視 システム」 を とってい る。

a)星 光 丸の システム設 計 は,運 輸省,日 本船舶用機 器 開発 協会,日 本 造船研究 協会 が
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中心 とな り,石 川 島播磨 重工㈱,三 光 汽船㈱,東 京芝浦電 気㈱ が協 力 して開発 した。 この

システムの特 長は,1セ ッ トの コン ピ ュー タで各種 の仕事 を同時に集 中制御 でき る こと
,

コ ン ピュー タの知識 のな い乗 組 員 で も操作 でき る よう設計 した こ とにあ る
。

同船は,ペ ル シャ湾 と 日本 の間の原 油輸 送 を行な い,コ ン ピュー タに ついて は就航 と同

時 に1カ 年 に わ た り各種 デー タを集 め,改 め て実用化 へ の評 価 を行 な うことにな
ってい

る。 同船 の建 造費 は36億500万 円だが,コ ン ピュー タ関係 は お よそ4億F[1で あ る。

同船 の コン ピ ュー タ ・システ ムはつ ぎの とお りであ る。

【航 海関係】

10セ ンチメー トル と3セ ンチ メー トル の波長 を組合 せ た レー ダー で,同 船周辺 の海面 を

捜 索 し,レ ー ダー網 に入 った船舶 の動 きを10隻 まで 自動 的に追跡 し,自 賠 との距離,両 船

の針路 や速 力な どの デー タを コン ピ ュー タに送 る。

この デー タか ら両船 の相 対針路 と相対速 度 が計 算 され,衝 突予防表示 装置 に示 され るが

衝突 の危険 があ るときは 自動 的 に警報 が鳴 り,コ ン ピュー タが衝突 を さけ る最 適の針路 を

と る。

また,NNSS受 信機 を搭載 し,地 球 の極 軌道 を回転 す る4個 の トランジ ッ ト衛 星か ら

送 られる信号電 波 を受信 して,オ ンライ ンで コン ピュー タに入 力 し,現 在位 置 を計算 でぎ

る。 この結果 は,航 法 計算表 示装 置 に表示 す るとと もに タイ プ ア ウ トもで ぎ,ど こにい

て も90分 ごとに誤差500メrト ル以 内で現 在位置 を確認 で き る。 このほか ,天 測 や電磁 ロ

グとジ ャイ泪 コ ンペスに よ って も位 置測定 が でき る。,

【船体関係 】

最適積荷 計算 は,出 入 潜時 の吃水,カ ー ゴ ・シフ トの有 無 カー ゴ ・オイルの比重 ,清

水や燃料 の塔載量,航 続 距離 な どの デー タを コン ピ ュー タに入 力す るだけで計算 され ,バ

ル ブを 自動 的 に操作 して計 算 どお りに積 み込 む。

また,航 行 中,船 体 が受 け る力や ひずみの計算 も行 な う。

【機械 関係】 ・

エ ンジンや補 助機器 の運 転状 況 は,つ ねに コンピ ュー タが コン トロー ル し,一 定時 間 ご

とに ログ ・シー トに記録 す る。 故障 のお きた場 合 は,自 動 的に警報 を鳴 らす とと もに ,故

障 箇所 や原 因,応 急処理 方法 まですべ て を指示 す る。
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【福祉 関係】

船 医不足 に備 え,コ ン ピ ュー タで医療 診 断が行 な え る。 この デー タは,7才 ～67才 の男

子 を対象 に してお り,148項 目 の 質 問に ボ タンを押 して答 えれ ば コン ビoユー タが適正 な診

断 を くだす。

b)一 方分散 制御 方式 をと る新播 丸は,

① 万一,コ ン ピ ュー タが故 障 した ときで も被 害 が一 部 に限定 され る

② 用途 に応 じて 自由に組合 せが できる

な どの面 で経 済 的に有利 と してい る。 同船 の コンピ ュー タ ・システ ムはつ ぎの とお りであ

る。.'

【機関関係 】

エ ンジ ン ・補 助機器 の運転状 況 は常時 コン ピュー タが監 視 し,制 御室 の監視盤 に記 録 さ

れ る。排 気ガ ス,温 度測定 に異状 があれ ば警報 ランプがつき,故 障 個所 を知 らせ る。

また,1年 にわ た り,さ ま ざまな航海条 件や エ ンジ ン各部 の動 きを記録 し,エ ンジ ンの

異状 を早期発 見す る システ ムを研究 してい る。

【航 海関係】

暗 礁探知 装置 ・衝 突予防装 置 を も ミニ ・コンピ ュー タで制御 す る ように拡大 を計 画 中で

あ る。

日立 造船㈱ では,1973年 までに さらに3隻 の同 系統の船 を建造 す るが,今 後 ミニ ・コン

ピ ュー タ制御 に よる暗礁探知 装置,衝 突 予防装 置な どを順 次開発 す る計 画を進 めてい る。

B.駅 の 無 人 化

鉄 道業界 では,現 業 業務 を機 械化 して,各 駅 での人手 を省 くこ、とが当面 の問題 とな って

い る。 さらに これ らの機械 にイ ンプ ッ トされた情報 を オ ンライ ンで中央 コ ンピ ュー タに蓄

積 して,集 中管理 を行 な う一連 の シス テム化 が見 られ るよ うにな った。

a)京 浜急行電鉄株式会社の鉄道営業情報システム

京浜急行電鉄株式会社 は,各 駅の出札,精 算事務な どを本社 のコンピュー タでオンライ
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ン集 中処理 し,各 駅 での人 手 に よる業務 をい っさいはぶい た鉄道営 業情報 処理 シ ス テ ム

(RASMIS-Rail-waySalesManagementInf6rmationSystem)を,東 京芝浦電 気㈱ と

共 同開発,1971年6月 か ら,段 階 的 に実施 す る。

同社 では,こ れにつづ い て,改 札業務 の無人 化 もと りあげ るこ とにな ってお り,出 ・改

札 業務 の一 貫機械化 に よって 「鉄 道経営合 理 化 シス テム」(RAMRAS－ レー ル ・ウ ェ

イ ・マネ ジメ ン ト・ラシ 。ナ リぜー シ 。ン ・システ ム)-S(七 一ル ズ)を 完成 させ る。

また,こ れ と並行 して,列 車運行,ダ イヤ編 成,運 転 司令 な どを処 理 す るRAMRAS-

O(オ ペ レー シ ョン)の 開発 も進 め る予定 であ る。

同社 は,出 札業務 の集 中処理 にあ た って,現 在,各 駅 で人 手(一 部 は券売機)で 行なわ

れ てい る業務 を,① 普通乗 車券発売 な ど比較 的単 純 な くり返 し,② 定期 券,団 体券,遠 距

離 乗 車券,特 殊券 の発 行 な どや や複 雑 な業務 の2つ に分 け た。

① につい てはい ままで どお り各駅 で扱 うが,す べ て 自動 販売機,自 動精 算機 で行な い,そ

れ らに付属 した ジ ャー ナル ・テー プを使 って売 り上 げの精 算業務 を中央 の コ ン ピュー タで

一 括 処理 す る。 した が って,駅 員 は 出札,精 算事 務 か ら完全 に解放 され るこ とにな る。

② につい ては京浜全線11の 主要駅 に 「乗 車券 セ ンター」(仮 称)を 設 けて,こ こで発行 業

務 を行な う。 セ ンタTに あ る定期券 発行機 は国鉄 の 「み どりの窓 口」 の よ うに 中央 の処理

シス テムに直 結 されてお り,定 期券 な どの通行期 間,区 間,経 由,代 金 な どの計 算,印 刷

な どは,各 乗 車券 セ ンター での イ ン プ ッ ト,中 央 システ ムか らの ア ウ・トプ ッ トで,す べて

自動 的に行 なわれ,収 入 日報,決 算 な どの ための デー タは その まま中央 シス テムに蓄積 さ

れ る。

同 システ ムを構成 す る機器 は,つ ぎの とお りであ る。

▽ 中央 処理装 置 －TOSBAC5400-20

▽ オ ンライ ン中央 側端末 お よび前処理 －TOSBAC・DN340

▽各乗 車券 セ ンターの定期 券発 行機

▽ 同オ ンライ ン端 末お よび制御=TOSBAC・DN520

▽ 各駅 ごとに配置 す るジ ャー ナル ・テー プ

b)名 古 屋鉄道 株式会 社 の自動 乗車 券発売 システム

名 古屋鉄道株 式会社 では,新 名 古 屋駅 の普通片 道乗車券全 自動発 売機 の 「群 管理 シス デ
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ム」 を実施 して い る。

第3.34図 キ ップ発売機群管理システム図
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中監視装置か ら成 っている。

(1)硬 貨循環制御装置
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つ り銭 の硬 貨(10田,50国)を 自動 的 に補給 する。 各発 売機 に投入 された全 硬 貨は ,

精 算後,種 類 別 に分け られ,コ ンベ アで運 ばれ る。 ‥"

(2)デ ー タ収集 処理装 置

機器 は発売 機側端 木器27台,集 中接 続装 置1台,ミ ニ ・コ ンピ ュー タ'1セ ッ トで(H

ITAC-10)構 成 されて い る。 各端 末器 は行先 き信 号,小 人信号,2枚 出 し信号 の コ

ーP-Jド化 を行 ない ,集 中接続 装 置に その コー ド信 号 を送 る役 目をは た してい る。'

集 中接続装 置 は27台 の発 売機端 末器 か ら刻 々はい って くるコ ー ド信号 を リアル ・タイ

ムで受 信 し,そ の情報 を ミニ ・コン ピ ュー タの処理装 置に転送 す る。'ミニ ・コン ピ ュー

タは デー タを分 析 し所定 のエ リアに集 中 して記 録 す る。

この結 果,'各 発 売機 ごとの行先別,大 人,小 人 別の売上 げ枚数,売 上金 額 お よび,こ れ

らの合計 が フ。リン トあ るいは紙 テー プに パ ンチア ウ トの形 で完成 す る。

(3)集 中監視装 置

各発売 機か らの係員 呼 出 し警報,乗 車券 やつ り銭が空 にな る場合,現 金収 納 が飽和状

態 にな る場合 な どの各 予想 を集 中監視 す る。 また両 替機 につい て も同様 の予報 を出す。

C発 電 所 の 無 人 化 一 東京電力株式会社の自動給電オンライン・システムー

東京電 力株式会社 は,東 京芝浦電気㈱ と共同で発電所 と需要地 と結ぶオンライン ・シス

テムとして,同 社総発電設備の90%に およぶ水 ・火力発電所の運転を自動化 した 自動給電

装置(ELDAC)の 開発に成功 し,1970年8月 か ら営業運転 を開始 した。 これによって

人力では対応 できないほ ど膨大化 してきた同社の給電操作は,今 後 自動的に安定 して効率

よ く運用 されることになる。

この システムは年 間の貯水池運用,火 力の定検計画な ど長期的な運用計 画をベースとし

て,① 翌 日の需要想定を5分 ごとに算出する,② その想定需要 をベースとして細かい発電

計画を樹立する,③ 前 日に組込 まれた発電計画に もとづき時々刻々に変化す る需要に即応

させるよう,発 電所 を最効率的に運転することが中心である。

!971年 の同社 管内電力需要(最 大電力)は,1,500万KWを 越える規模 とな っているが,

1975年 には2,600万KW程 度,さ らに1980年 には6,000万KW程 度に増加するものと予想 さ
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れている。

このため同社 では,こ のような需要増加を見越 して1967年 の経営刷新方策 で 「全電 力系

統設備の総合 自動化計画」 をたて安定供給への 自動化 システムの開発に取 り組み,① 新鋭

火力の起動停止の 自動化,② ローカル水力の 自動化,③ 系統運用計画の自動化のほか,こ

の 自動化計画の柱 とな る生産(発 電)と 消費(需 要)を 結ぶオンライ ン ・システムとして

ELDACを 開発 したものである。

このシステムの使用に よる効果は,

① 朝 ・夕あるいは昼休み前後な どの需要の急激な変化に対 して も自動的に周波数が安定

維持でき,ま た需要に応 じた発電所の運転 をスムー ズに行なうことができる

② 発電機の多様化,公 害対策面からの燃料の変更な ど複雑化する運転条件 を適確迅速に

とらえ,燃 料消費の効率化,水 ・火力を総合 した経済的な運転方策な どをすすめること

ができる

③ 日常の複雑な需給計算あるいは連絡操作を自動化 し短時間に行な うとともに,安定度,

信頼度が向上する。

一 な どである。

D.倉 庫 の無 人 化 一 トヨタ自動車販売株式会社の無人倉庫一

トヨタ自動車販売 株式 会社 は,1971年6月,愛 知県下 の 同社 上郷 工場 に補修部 品用 の高

層倉庫 を完成 した。 これは コンピ ュニ タ ・コン トロールに よる無人倉 庫 であ り,在 庫管理

は フ リー ロケー シ 。ン方式 を採 用 し,入 出庫の 自動化 を実施 してい る。

競 争の激 しい 自動車販売 業界 では,補 修 用部 品の即時提供 がユー ザー に対 す るサー ビス

の決 め手 とされてい るが,ユ ー ザー側 の注 文 す る部 品 の種類 や数量 は きわ め て多 い。上 郷

では ボ ンネ ッ ト,フ ェンダー,バ ンパー な ど1,000種 類 の大物部 品 を扱 い,月 間お よそ

30,000点,ま た春 日工場 に おいては その他 の中小物部 品70,000種 類 を扱 い 月間40,000点 の

部 品 を入 出庫 してい る。 この よ うな扱 い量 の増加に対処 すべ く大 物部 品の荷役 の合理 を計

る と同時 に,即 納体 制 を よ り一 層確立 す るた め コン ピ ュー タを利用 した高 層 自動倉 庫 シス

テ ムが導入 された。 また春 日工場 に おいて も,コ ンピ ュー タ ・コン トロー ルに ょる中物部
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品の高 層倉庫 が建 設 され,現 在 コンベ ヤー機械 な どのオ ン ライ ン調整 申で,こ の 同年7月

には稼動 開始 の予定 であ る。

第3.36図 の システ ムは,石 川 島播磨 重工 業 ㈱(上 郷工 場)に よ って開発 され,FACOM

270-30型 コン ピ ュー タに よ って コン・トロー ル され てい る。 同 システムに よれば①部品 を格

納 す る棚 の ファイル管理 ②在 庫管理 ③ クレー ンお よび コンベ ヤー の入 出庫指令 ④抽 出作業

指示⑤第 一倉庫 の包装 作業指示 書⑥入 庫設定 管理 な どが組 み合 わ されてい る。 倉庫内の レ

イア ウ トは第3134図 の とお りであ る。'

シス テムの概 要 は次の とお りであ る。

◎ 出庫i業務

倉庫 の コン トロール用 コン ピュー タ(FACOM270-30)と は別 に,本 社 の大型 コン ピュ

ー タ(IBM360-50)と オン ラインで結ん だ端 末機 があ るが,こ の端 末機 を通 じて本社 か ら

部 品の 出荷 が指示 され る。 それに基 づいて倉庫 のコ ン トロール ・コン ピュー タは棚 ファイ

ルか ら該 当部 品 の格納場所 を探 し,ク レー ンお よび コンベ ヤーに 出庫指令 を出 して一連 の

処理 を行 な う。

第3.36図 上郷工場 コンピ ュ一夕 ・コン トロール ・システム

システム改善用プログラム

オー トスタッ オンライン

ククレーン コンペヤー

INPUT情 報

品番数量
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◎ 入庫業務'一

:商 品 メー カー が ら納入 された部 品は
,コ ンピ ュー タが 霊棚 を探 して格納 までの処理 を行

なう乏 と'もに,そ の内容 と格納場所 を記憶 す る。

◎ 包装 指示書 作成業務(第 一 倉庫)

'部 品
メー カー か ら納入 され た中小物部 品は ,第 一 倉庫 で防錆 包装 され;.春 日工 場へ転送

され る。 これ らめ部 品 の包装 仕様,格 納場所 な どを,納 品 カー ドの品番 か らオン ラインで

個 々に包装 作業 指示書 に ア ウ トプ ッ トす る。

◎ 緊急 時の処理 業務

停電故 障な どに よって,フ ァイルの内容 が乱 され ない よ うに す るた め,M9に よる電源

の確保 に よ りデー タの内容 をテー プに フ ァイル してお く方法 が とられ てい る。'

コン トロール ・シス:テムの フロー チ ャー トは第3 .35図 の とお りであ る6'

なお,こ.の ような システム を利用 した高 層 自動 無人 倉庫 は,旭 化成 工業㈱ の延 岡,大 日

本 印刷㈱,富 士重工 業㈱ の スバル部 品 セ ンター な どがあ る。

E設 計 の 自動 化 大和ハゥスェ業株式会社の自動設計シズテム

住宅 あるいは工場 の建設 にあ た って,設 計 図 の作成 は きわ めて基 本 的な重 要性 を もって

い るだけ に,こ れ を コン ピ ュー タとプ ロ ッター との連 動 に よ って 自動化 す る試 みが各 方面

で行な われ てい る。

第3.37図 大和ハウス工業のコンピュータによる自動設計システム



262第3部 コンピュータ利用の現況と適用業務

大 和 ハ ウス工業株 式会社 では,富 士 通㈱ と共 同 で,プ レハ ブ住宅 に関す る積 算,設 計,

部 材発注 の コ ンピ ュー タ ・システムを開発,ユ ー ザーの希望条件 を仕上 り表 と平面 図(ス

ケ ッチ)し てイ ンプ ッ トすれ ば,必 要 な図面 は もち ろん,積 算 や部 材 発注 までを 自動 的に

作 成 してい る。

プ レハ ブ業界 では,営 業活 動 に コン ピ ュー タを利 用 してい る 企 業 が い くつかみ られ る

が・それは予め数+働 ら数醜 のモデル調 図をコr/ピ ・一 タに記1意させておき・a－

ザーの 予算や 間取 りな ど希望 条 件 をイ ン プ ッ トして,モ デル設計 図 の中か ら希望 条件 に近

い図面 を選 び出す方式 であ る。

大和 ハ ウス工業㈱ の採用 した システムは,担 当者 が ユーザー と打ち合 わせな が ら平 面図

を スケ ッチ し,仕 上 り表 とと もに カー ド・パ ンチ して コンピ ュー タにイ ンプ ッ トすれ ば,

営 業見積 り書,実 行予算 書,工 場部材 明細書 が ア ウ トプ ッ トされ るほか,コ ンピ ュー タに

連 動 され た作 図機(XYプ ロ ッタ)に よ って,平 面 図,立 体 図 その他 の 図面 が描 き出 され

る。

同社 は1970年8月,本 社 にFACOM230-35を 導入,東 京支社 に ミニ ・コン ピュー タ

FACOM-Rを 設置 して,本 支社 間を専用 回線 で結 び,オ ンライ ンで利用 して いる。

16医 療 システム

A.自 動 診 断.・自動 診 療 へ の動 き

医療の自動診断は,診 断の客観性を確保 し,医 師の不足解消,辺 地の医療体制確立策 と

して,期 待されてい るが,心 電図の自動診断システムや心臓病 の情報検索 システムな ど,

心臓病の診断を中心 として実働 の域に達 し,1970年 か らテス トが開始されは じめた。

a)心 電図自動検診

① 中央電子株式会社 の心電図 自動検診装置

成人病の中で,心 臓疾患の発生頻度は急速に増加する傾向にあるが,心 電図による診断
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は判読 す る医師 の主観 に よ って× き く左右 され,経 験 の深 い医師の不足 が 問題 と されて い

た。1967年 アメ リカ,日 本 な ど10カ 国 の医学者 が心電 図 の分類 法 を検 討 し
,MINNES

OTACODEと 呼 ば れ る心電 図診断基準 が決 め られた が,1968年,こ れ がWHO(世 界

保健 機構)の 国際基 準 と して採用 され た。 これ に先 だち ,厚 生省,通 商産 業省 では,中 央

電子㈱ に委託 して,心 電 図 の集団検診装 置 を開発 す るため,1964年,65年 の2カ 年 にわた

り科 学技術 庁 の特別 研究 促進調 整費か ら研究 開発費2 ,500万 囚を支 出 していた が,同 社 で

は群 馬県立 前 橋病院 での実 験 をへ て1970年11月,CEC552心 電 図 自動検診装 置 を完成
,

発 表 した。 これ は12誘 導法(手,足,胸 か ら12カ 所 の電 位 を測 定 し,心 臓 の起電 力を求 め

る方法)に よ り,心 電計 か らの心電波 形 をパ ター ン化 し,診 断結 果 を ミネ ソタ ・コー ドで

印字 出力す る もの であ る。

この装 置 の 回路 は第3.37図 の とお りであ る。

第3.38図 心電図自動検診装置 ・回路

)
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まず心電計 で適当に増幅された心電波形は,A/D(ア ナログ ・ディジタル)変 換器 と

Z-R検 出回路(心 臓が鼓動をうつ心拍分を正確 に測定する回路)に インプットされる。

A/D変 換器で2進10ピ ッ トのデ ィジタル量に数値化 された波形は記憶装置に記憶(記 憶

回路)さ れるが,Z-R検 出回路で正確に検出された(心 拍 分 の デー タも同時に記憶さ

れ,さ らに厳密な解析が行なわれる(棘 波識別回路,P-Q補 正回路)。 その結果 と測定論
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理 回路,(診 断基準)が 組 み合 わ され,出 力回路 で ミネ ソタ ・コー ドに分類 された結果 が

3桁 の数字 コー ドで印字 され る。

集 団検 診装 置 の システム構成 は つ ぎの とお りであ る。

(1)心 電波形 増幅器(リ ニアIC)'

(2)走 査器(FET使 用)

(3)A/D変 換 器'(2進10ビ ッ トIC化)

(4)コ ア メモ リ(1024桁,17000ピ ッ ト,1桁17ビ ッ5)

㈲ 論理 演算 回路(固 定 プログ ラム方式)

(6)制 御パ ネルお よび回路 ・

(7)ラ イ ンプ リンタ

(8}モ ニ タ

(9)心 電波形記 録装 置

(1① 電源 装 置

この装 置 を用 い れ ば,1人 当 りの測 定 に要す る時間はお よそ1分 で,従 来多 数 の人 手

と,日 時 を必要 と し,ま た医師 の熟練度 に よ って差異 のあ った判定 が標 準化 され るこ とに

な り,多 数 の人 々の集団検診 に よ って,心 臓疾 患 の疑 い のあ る患者 を早 く検 出で き るよう

に な った。

② 愛知県総合 保健 センター の心電 図 自動検 診 シス・テム

名 古屋大 学 医学部 と 日本電子 株式 会社 が共 同で開発 した心電 図 のオ ンライ ンに よ る自動

検 診 システ ム も,1971年5月 か ら愛 知県 総合 保健 セ ンター で実働 を始 めた。CEC552が

12誘 導法 であ るに対 し,こ の システ ムは3誘 導 のベ ク トル誘 導(心 活 動電 位 の状 態 を,胸

部 前面,側 面,水 平 面 と,直 交3軸 に投影 す る方法)で,測 定数 が少 な くて12誘 導 と同 じ

程 度の情報 量 が得 られ るこ とが特長 とな ってい る。

この システムでは,JEC-6型 小型 コン ピュー タ(記 憶 容量8K語,サ イ クル ・タイ

ムの2.5マ イ クロ'・セカ ン ド)を 使 ってい るが,1人 の診 断に要 す る時間は1分30秒 であ

る。'"
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b)東 京女 子医 大の患者 管理 シ ステム

東京女 子 医科 大 学付属 日本 心臓 血圧研 究所 で,心 臓手術 後 の患者 を コン ピ ュー タが 自動

管理 す る システムを完成 した。 コン ピュー タが絶 えず 自動診 断 して患者 の容体 を監 視,異

変 が起 これ ば警報 を出 して 医師 に知 らせ るほか,必 要 に応 じて コン ピュー タの コ ン トロー

ルす る注射装 置が作 動 し,患 者 に薬 液 の注射 を行 な う。

システムの開発 にあ た っため は同研究 所 の医師 団 と,コ ン ピュー タ ・メー カー;医 療器

具 のメー カーな どの各専 門家11人 で構成 した プ ロジ ェク ト・チー ムで,'お よそ1年 で この

実用化 に成 功 した。

この 自動 管理 装 置 の中枢は,患 者 の生 体情報 とオ ン ライ ンで結 ばれ る ミニ ・コン ピ ュー

タ(FACOM-R)で あ る。 管理 室には この コン ピ ュー タと,患 者 の血 圧,静 脈 圧,重

症 不整脈,体 温,温 度差(直 腸 どつ ま矢 間)脈 拍数,呼 吸 数,尿 量な どの デー タを医師が

ひ と 目で見 られ る 自動計 測器 が置 かれ,コ ンピ ュー タは1度 に10床 の患者 について,計 測

器 か ら送 られ た情報 を記 憶,分 析 しなが ら10分 間 で一 巡 す るよ うに 回診 して まわ る。 この

さい,患 者 に異変 が起 これ ば,す ぐブザー が鳴 って医師 団に事態 の急 を告 げる。

自動注 射装 置 は,水 分 と栄養 を患者 に補給 す る輸 液,血 圧 をあ げる昇 圧剤,心 臓 を強 め

る強心剤,不 整脈 をただす抗 不整脈 剤,血 液 が酸性 に傾 い た とき修正 す る重曹,尿 を促す

利 尿剤な ど8本 の 自動注 射器 がセ ッ トされ,コ ンピ ュー タが患者 の容体 の ほか,体 重体表

面積 な ど個人差 を考慮 した うえ で投与 す る薬 と量 を計 算 し,'ロ ー タ リー ・ポ ンプ方式 で注

射液 を必要 量 だけ,人 の手 を ま った ぐ借 りずに患者 の体 内に送 り込 むポ

また,こ の装 置は不 時の停電 や注 射液 が カ ラにな るな どのあ らゆ る事 故 にそなえ,機 械

の`暴 走"を チ ェックす る安全 回路 が幾重 に も張 りめ ぐらされてい る。

なお,同 研究所 では,さ らに この システ ムを拡大 して1972年 度 を 目標 に① 心臓 手術 中の

患者情…報処理 ②ICU(術 後 重症 患者 室)に お け る患 者情 報処理 ③CEU(心 筋硬塞治 療

室).{こ おけ る患者 情報 処理 の3シ ス テムを完成 させ るこ とにな.ってい る。 、

c)東 芝 中央病 院 の自動健 診 システム,.

東 京芝 浦電 気㈱ 中央 病院 は1970年5月 に東京 ・× 井町 に コン ピ ュー タ(TOSBAC5400)

と各種測 定装 置 を結 ん で,短 時 間に多人数 の多項 目な健康 診 断 を行 な う『「総合 健診 セン タ
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一」 を開設 した。

検 査項 目は① 身長,体 重,肥 満度 ② 目③ 心臓④肺活 量⑤聴 力⑥ 胸部X線 撮影 ⑦胃部X線

撮影 ⑧尿 ⑨喉⑩血液 ⑪ 問診 ・心理 テス ト各200項 目⑫ 医師面 接 のほか特殊検 査(婦 人科 細

胞 診 ・内科触 診 ・泌 尿器科 前立 腺検査),な どであ る。・

この うち,身 長,体 重,視 力,血 圧,聴 力な どは 自動的に測 定 され,デ ー タは カー ドに

マー クされて コン ピュー タに送 られ る。心 音 図,心 電 図は,遠 隔 の医務 室 で記 録 され,専

門 医に よ って解読 され る。

胸部,胃 部X線 と眼底 カメ ラの フ ィル ムは 自動現象 ののち,読 影 堂に搬送 し,専 門 医が

解読 して所見 をカー ドに記 入 しコン ピ ュー タ室に送 る。 その他 の検 査結果 や問診は,・すべ

てマー ク ・カー ドに記 録 され読取 られ る。

デー タは コン ピ ュー タに集 め られて処理 され,検 査 成績表 が ア ウ トプ ッ トされ る。 これ

に医師 が総合 的な判断 を くだ し,生 活 指導,要 精密検 査項 目,要 治 療な どを指示 す る。

この ような検 査は,人 間 ドックの場合3～5日 を要 す るが,同 センター の場合 は3時 間

程度 でで きる。 また人員 も少 な くてすみ,費 用 も1人20,000国 と安 くな った。 また過去 の

検 査 デー タは コン ピュー タに よ って検索 され,比 較検 討 され る。

B.カ ル テの情報検索

個々の患者のデー タが記録 されているカルテを整理 し,い つで も患者の状態を知ること

ができるようにするとともに,多 くの病例の中から似た病例の患者に対する投薬効果を示

すデー タな どを引き出すことによって医師の診断を治療に対する参考 とする情報検索 シス

テ ムが始 め られた。

a)国 立 ガ ン ・センター の国 際 胃ガ ン情報 セン ター

国立 ガ ン ・セン ター では,1970年9月 「国際 胃ガ ン情報 セ ンター」 を設立,全 国規模

で,胃 ガ ン患者 の登録 を開始 した。

この国際 胃ガ ン情報 セ ンター はWHOの 依頼 に よ って設 置 され る もの で,

① 胃ガ ン患者 の早期診 断 の基 準 をつ くる

② センター 加盟の9カ 国(日 本 のほか,チ リ,イ ギ リス,フ ランス,ソ ビエ トな ど)



が胃ガン患者を登録 し,追 跡調査をする

③ 情報交換 と各国の協力

④ 研修者の受け入れ

な どを主な事業 としている。
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国立ガ ン ・センターでは,毎 年,公 私立×学病院100,国 立病院100,設 備の整 った一般

病院450の 専門医(主 として手術 を担当した外科医)に 調査表 を送 り,そ の年 に胃ガンの

手術,あ るいは治療をした患者 について ①腫瘍の大 きさ ②胃の切除範囲 ③合併切除臓器

④ガ ンの深達度⑤手術の方法⑥化学,放 射線治療の方法⑦胃ガン病巣 の数⑨医師の参考意

見な ど専門的な50項 目の質問に答えて もらう。

この内容は センターの コンピュータに記憶させるか,調 査後の患者の容体は各病院か ら

センターへ連絡 され,追 跡調査が行なわれる。

これらの650の 病院では,わ が国の胃ガン患者のおよそ80%を 扱 ってお り,調 査,登 録

がスムーズに進めば,胃 ガンの発生状態や治療状況が全国規模 でわかる。

この結果,医 師たちは 胃ガン治療の方法 を各病院の多 くのケースと比較 ・検討すること

ができるようにな り,最 も患者に適 した治療方法が考 えられるようにな った。

このような大規模な登録は,デ ンマー ク,フ ィンラン ド,ニ ュー ジー ラン ド,ノ ルウェ

ーな ど数 力国で行なわれているだけで,わ が国では初めてのことである。

b)日 本心臓血圧研究所 の心臓病情報検索

東京女子医科大学付属 日本心臓血圧研究所が開発 した病院情報管理 システムは,同 研究

所 と富士通㈱ が2年 来の共 同研究 によって,1970年6月 完成 した もので,当 初2万 人の患

者 デー タを記憶させ,最 終的には10万 人分を記1意させる予定 である。

患者の臨床デー タをすべてマー クシー トに記録 し,磁 気テー プに移 しかえる。1人 の患

者の記録内容はおよそ1万 項 目にな る。例外病状はマイクロ・フィルムによって別個に保

存す る。 同研究所の各診断室には,コ ンピュー タと結んだデ ィスプ レイ装置があ り,医 師

は診察する患者 の過去の病歴や手術経過,類 似の症例,投 薬効果な どの必要なデー タを写

し出すことができる。 またコンピュ「 タによ二て 自動編集 したカルテの要約や,諸 検査デ

ー タの一 覧表な ども作成できる。将来は,全 国の希望する病院にオンラインでデー タを提

供する計画 もたて られている。
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第6章 諸外国における適用業務の具体例

1.KLMのCORDAシ ス テ ム

オ ランダの航 空会社KLMは,CORDA(Coihputeri2ed.Reservatiom.SystemRoyal

DutchAirlines)と 呼 ばれ る システム を作 りコン ピ ュー タに よ る座 席予約 システムを実 施 し

てい る。CORDAはIBMが 開発 したPARS(ProgrammedAirlinesReservationSys--

teln)を ベー スと してお り,1969年 中に試 用 し,1970年1月 か ら正式 に年 間400方 件 にの

ぼ る座 席予約 を処理 してい る。

ア ムステル ダム近郊 のア ムステルヴ ィンにあ る,KLMの 新 しい コンピ ュー タ ・セン タ

ー に設置 された2セ ッ トのIBM360モ デル65がCORDAの 中心 であ る。 コ ンピ ュー タ

には ヴ ィジ ュアル ・デ ィス プ レイ ・ター ミナル装 置 が接続 され,各y・ 一一ミナルは12台 の通

信 プロセ ッサ,通 信 ステー シ ョンの通信装 置 に よらて コン トロール され る。

同社 は,全 世界 にあ る予約 セ ンター にCORDAシ ステ.ムを導入 しようと し,1969年11

月,世 界 の280カ 所 のオ フ ィスが,Philips社 の コン ピュr－タを 介 してTelexで 結ば れ,

さ らに1970年1月,17カ 所 のオ フ ィスが2400ボ ー の直線 を通 じてアム ステル ヴ ィー・シの コン

ピュニ タ と接 続 された。(第3.29図)一'

CORDAシ ステムの機 能は,お よそ次 の とお りであ る6

①各都 市 の オ フ ィスにあ るサー ビス用 デ ィス プレイ ・ター ミナル装 置は空港 と連結 してお

り,照 会 を もとめ られた フライ トに関ず る最新 情報 を迅速 に回答 す ることがで きる。

②遠 隔 故障診 断 シス テムが とられ,自 動 的に世 界 中め リモニ ト・ステー シ ョンの装置 を点

検 し,12セ ッ トと)小型 コ ンピ ュー タて チ ェ ックして故障 があれ ば セン トラル ・シス テムに

知 らされ る仕組 みであ る。 この小型 コン ピ ュー タは ヂ ェック用 だけ でな く,中 央処理 装置

か ら,一 定 の業務 も引 きつい で実行 す る衛 星 コン ピュー タで もあ る。

③ 乗客 か ら連絡 があ る と,予 約代理 店 は,た だち に客 の要求事 項 をデ ィスプ レイ ・ス ク リ



第3・39図KLMのCORDAシ ス テム

ドー ヴ ァ ル モ ン トリ オ ー ル

ニュー ヨーク

J.F.ケ ネ デ ィ ー

、
チ ュー リ ッ ヒ

ジ ュ ネ ー ブ

L.ダ ヴ ィ ンチ

ロー マ

/米 国東お
.よび中部諸都市

＼ からのテルパック(電話)

リモ ー ト ・ス ヴ ィ ッ チ シグ

コ ン ピ ュ ー タ'・ セ ン タ

ア ム ス テル ヴ ィ ン

オ ラ ンダ 主 要 都 市.＼ テ レホ ン.セ_ル ス

からのテルパ ック/ オ ランダ

CORDA
IBM
360.65

リザ ベ ー シ ョ ン ・コ ン トロー ル

L_____'

ラ ラ ン ク フ ル ト

ミュ ー ヘ ン

調達部門

オペ レーション部門

サご ビス ・ディスグ部門

'

フライ ト パ ス ・オ フ 部 門

ジ・ムープメ'シ ト
1コ .ン トロール

バス ・ステーションーアムステルダム

ロッテルダム,

へーグ②

フ ー ル ス ピュ ッ タ ー

ハ ン プル グ

パ'リ

バ ラ ハ ス

マ ド1リ ツ ド

◎ 汎用ター ミナル・イクスチェンジ/数 字は汎用ター ミナル交換機 の数.

● 空港

△ 端末機設置場所(衛 星 コンピュー
タの数)

タ リ・一 ト プ・グラ… 一デ,ガ

ゆ

榔

昌讐

回
盲

q

e

掴

亘

8
⑩



270第3部 コンビ。ユ一夕利用の現況 と適用業務

一 ンに乳 出す。 特 定 のキ ーを押 す ζ,・ ・セー ジが コンビ_タ に送 りこ まれ る。

旅客 が 申 し込ん だ飛 行機 が すでに満 席の場合,CORDAは す ぐに,そ の旅行 の代案 を

教 えて くれ る。 フライ ト・スケジ ュール が変 更の場合,こ の シス テムは 自動 的に乗 客名簿

をチ ェ ックして,乗 りか えな どの連 絡 を調 べ乗客 に知 らせ る。

KLMで は アムス テル ダ ムの シホー ル空港 に座席 予約 シス テムのほか,Airlordと 呼 ば

れ る乗 客,お よび 貨物 コン トロー ル ・システムを採 用 してい る。

またCORDAは,座 席 予約 だけ でな く,書 類 の 自動処理 な どに も応用 で き るが,KL

Mで はCORDA,Airlordに 続 くTROPICS(TourOperationsIntegratedComputer

System)を 開発 中で,1972年 の夏季 までには稼 動 でき る予定 であ るといわ れ てい る。 同 シ

ステムは 自動切 符発売 のほ か,座 席 予約,ホ テル予約,レ ンタカー の予約 な どの総合 的な

旅 行計 画 を 自動 的に処理 す る。

2.ロ ッ キ ー ドの フ ラ イ ト ・プ ラ ン ・サ ー ビ ス

す でに アメ リカ合 衆 国では,電 話 装置 とコ ン ピュー タが,音 声 カ プラー に よ っ て 結 合

し,多 様 な利用法 が開発 さ れ て い る。 そ の1例 と して,ベ ン ジ ャ ミン ・M・ エル ソン氏

(BenjaminM.Elson)が1970年12月14日 号 のAviationWeek&SpaceTechnology誌

に 「電 話装 置に よ りコン ピュー タか ら飛行 計 画の入手 が可能 とな る」 と題 して述 べ てい る

内容 を概述 す る。

ロ ッキー ド社 の ジ ェッ ト・プランと呼 ばれ てい るこの コン ピュー タ ・サー ビスは ,ロ ッ

キー ド・ミサイル ・スペー ス社 の 開発 研究所 に より開発 された。1970年2月,国 内飛 行 に

導 入 され たが,同 年10月 には世界 的規模 に拡大 された。

この システ ムに よって アメ リカお よび カ ナダ国 内にい るパイ ロ ッ トは,誰 で も,ロ ッキ

ー ド社 の コンビ ュー・一タを直 接電話 で呼 び 出 して ,5分 以 内 に,ア メ リカ国 内1,000以 上 の

空港 や,海 外 の1,600空 港以上合 計2,600カ 所 以上 の空港 の うち,め ざす空港 に行 くため

の,燃 料消費量 と所要 時間 の最小値 を決 定 す るのに必要 な フライ ト・プラ ン(飛 行計 画)
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を入 手 す るこ とができ る。

その システム構成 は,第3.40図 の とお りであ る6

第3・40図フライ ト・プラン ・サービス ・システム構成

測 候 所 の

コンピュータ

.デ ー タ

セ ッ ト

ノ ン ・ス イ ッヂ

音声 カプ ラー デ ー タ

セ ッ ト

データ
セツ ト

端末

端末
音声カプ ラー デ ー

,タ

セ ッ ト

端末

交 』 換

ネ ッ トワ ー ク

中継点気象情

報('FT-r1)

デ ー タ

セ ッ ト

'音 声 カプ ラ
ー ・・デ ー ダ ・・

セ ッ ト

デ ー タ

セ ッ ト

○○
テープ

IBM

360-40

360-44

IBM

2701

(遠隔通信
処理装置)

CPU デ ー タ ・

セ ル

§己憶装置

ディスク

記憶装置

ディスク

記憶装置

中央 処i理装 置は ・"BellSystem社 のTWXス テー シ ョン,お よびWesternUnion社 の

Telexス テー シ ョンを介 して,ア クセスで き,パ イ ロ ッ トは,基 地 の オペ レー タや,気 象

通報 サー ビス会社 に 申 し込 んで利 用 す る。 この サー ビス ・セン ター は7つ あ り,29の 空港

で ジ ェ ッ ト・プランを提供 してい る。

航 空会社 の利用 は,50社 を越 えてお り,1970年6月 以来 月平 均1,000余 りの フ.ランがつ

く られて きた。

提供 され るサー ビスの コス トは,1プ ランに対 して10～20ド ル であ る。

同社 は この ジェ ッ ト・プ ランを市場 に公開 す る前 に,6カ 月間 自社 の航 空機隊 ジ
ェ ッ ト

・スター ズ を使 って ,テ ス ト・プ ログラムを試 行 した。 その結 果,同 作 業 に要 した燃 料経

費 は15%低 減 され・東西 の大 陸横 断飛 行 のノ ン ・ス トッフ。率 を,お よそ25%か ら85%に ま

で引き上 げ,燃 料,所 要時 間の双 方 を節減 す るこ とに成 功 した。 フライ ト・プランを作 成

す る場合,飛 行速 度,高 度,燃 料積載 量,航 路,天 候 な どの可変要素 が きわ めて多 く,そ
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れ らを まとめ るに は1～2時 間を必 要 とす るが,そ れ で も最適 の結論 を得 るこ とは困難 で

あ る。 しか し,コ ン ピ ュー タでは,短 時 間に最適 プランを作 成 す るこ とが できる。 この シ

ステムは,電 話 回線 と電 源 を もつ ところな らば,ど こか らで も,遠 隔地 にあ る端末装 置 と

接 続 し得 る特長 を持 ってい るが,唯 一 の必需装 置 は,は め込み式 の音声 カ プラー を備 えた

携 帯用鍵 盤 印字 セ ッ トであ る。

携帯 ケー スに入 った この タイ プの装 置 は,30ボ ン'ドに 足 りな い重 量 で,各 ユー ザーの必

要程 度 に したが って,'購 入 す るこ とも,ま た賃借 りす るこ と もで きる。 もち ろん搭乗 中の

飛 行機 内に しまい込 むの も可 能 であ る。

この よ うな端 末機器 を使用 す るには,携 帯 ケー ス を開 け,鍵 盤 印字機 を コンセン トに接

続 し,電 話 の受話 器 を カ プラー に装着 し,次 に コン ピ ュー タの電話 番号 をダ イヤルで廻 す

だけ で事 足 りる。

端 末装 置は,キ ー ・ボー ドを通 して入 れ られた情報 を,2種 類 の音声信号 と して記号化

し,電 話 回線 を介 して,パ ロ ・アル トの コンピ ュー タ ・セ ンター に あ る デー タ ・セ ッ ト

に伝送 す る。 その デー タ ・セ ッ トは,送 られて きた音声信号 を計数 型 デー タに転換 し,さ

らに イ ン ター フ ェイスの装 置 が,こ の計 数信号 を,コ ン ピュー タ書式 に翻訳 す る。 そ して

フライ ト・プ ランの完成 品 が,今 度 は逆 の経路 をた ど って,遠 隔地 で操作 されてい る プ リ

ンタに もどされ るのであ る。 ひ とつの仕事 の所 要時 間は1分 以 内 であ る。

また この技法 に より,パ イ ロ ッ トは,容 易に次 の ようなこ とが でき る。

① 巡航形式 の変 更

② 航空燃 料塔載 量 の変 更

③ 燃料補 給,ま たは旅 客乗 降 のため の着陸地 点の設定,ま たは両 目的遂 行の ための地

点設定

④ 予定 していた ノン ・ス トップ飛行 が,不 可能 とな った場合 の燃料補給地 点 の選定

⑤ その他 の手続 き変 更

ジ ェ ッ ト・プ ランは,2つ の プ ロセ ッサ を使用 してお り,オ ンライ ンの主装 置 として1・

BM社 の モ デル360-44を,優 先順位 の低い処理 を行な うバ ック ・ア'ップ処理 装 置 と し

て,前 者 よ り大型 だが低速 度 の モ デル360-40を 内蔵 してい る。

デー タ ・ベ ー スは,お よそ600万 語 で構成 され,気 象条 件,航 空路,飛 行機 の特長 な ど
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をふ くみ,中 速 度処理 の ランダム ・ア クセ ス記憶装 置 に組 み込 まれ てい る。 この記憶装 置

は,3種 類 のMemorexデ ィス ク記 憶装置 か ら構 成 されてい る。

3.リ ッ トン ・イ ン ダ ス トリー 社 のMIS

コン グロマ リッ トであ る リッ トン ・イ ンダス リ一社 は1万 件 に のぼ る商 品 を9つ の グル

ー プに分 か れた120も の事業 部 で生 産 してい る。 この よ うな多 種多様 な製 品 を生 産 す る多

角的経 営 を管理 す るには,タ イム リーな デー タを提供 す る優 れた情報組 織 が必要 であ る。

同社 は1964年,各 事 業部 か ら報告 され る重 要な デー タにつ いて標 準化 を決定 した ときに,

経 営情報 システム(MIS)の 必要性 を認識 した。

同社 のMISは,1967年8月 に,本 格 的な実施 に入 った が,こ の とき以来各事 業部 の テ

レタイプは,中 央処理装 置 に情報 を送 り,事 務処 理 が迅 速化 され た。

同社 のMISの 基 礎 をなす4つ の デー タ ・バ ン クは,次 の4つ を内容 と してい る。

① 本部 の コン ピュー タは,225の フ。ロフ ィッ ト・セン ターか ら,月 末 の会計締 切後8日

以 内に,テ レタイ プで,マ ンス リー ・デー タ(月 報)を 受 け と り,マ ンス リー ・デー

タ ・ファイル を作 成す る。

② コン ピ ュー タは,前 年 同期比,半 期 比な どの デー タを作成 す る。

③ 回帰分 析 のソ フ トウ ェアに よ って,経 営幹部 は,各 プ ロフ ィッ ト・セ ンター の将来20

年 にわ た る財 務状況 を予測 す る ことが で きる。

④ デイ リー ・レポー トの作成

月報 の 内容は,詳 細な バ ランス ・シー ト,損 益 計算書,流 動資 金 に関す るデー タ,受 取

勘定,在 庫 レポー ト,従 業 員雇用状 況,借 入金 お よび負債,貸 付 金 の限度,運 用資金 デー

タな どで,225の プ ロフ ィッ ト・セ ン ターか ら送 られて くるもの であ る。 このほか各 フ。ロ

フ ィッ ト・セン ター は,労 働生産性,原 料 コス ト,マ ー ケテ ィン グな ど,お よそ700項 目

にわ た る事項 を報 告 す る。 これ らの デー タを もとに して,本 部 で は,マ ー ケ テ ィン グ,エ

ン ジニア リン グ,生 産上 の 問題 な どを知 るこ とが で きる。
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コ ンピ ュー タ ・システムは,こ の よ うな管理上 の作業 だけではな く,フ 。ランニ ングの面

で も大 きな役割 をは たす。同 社 では,.年1回,重 役 や事 業部 の マネジ ャーが,そ れ ぞれ今

後2年 間に わた る業 績の予測 につ い て会議 を開 き報 告 を行な うが,こ れは コ ンピ ュー タを

使 った各種 の モデルに よ って,月 ごとの詳 細 な財務 状況 が作成 され る。

この シス テムは,1970年 初頭,ロ スア ンゼ ル スで開かれ た デ4一 ボル ト・グルー フ。の会

議 で発 表 され,「 一 般の大企 業な ら45日 もかか るデー タを,リ ヅ トンは8日 で入手 す る」と

評 価 され た。

同社 では,・この システム をさ らに拡大 し,経 営幹部 が,オ ンラインで,直 接 コン ピ ュー

タか らデー タを入手 し,経 営計 画 をた てる ことを,今 後 の最大の 目標 と してい る。・一 、

ζ、
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第1章 情報価値の認識

コンピュー タのハー ドウェアに関する技術開発が進み,ソ フ トウェアが次第に充実 し,

コンピュー タの利用が量的に増加 し,ま た,質 的に向上 ・多様化するにつれて,わ が国で

は1970年 に情報 とい う無形の価値 をどのように評価 し,認 識すべ きか とい う議論が活発に

行なわれた。

通信回線の自由化にともな って,将 来,増 加を予想 され る情報処理サー ビスや情報提供

サー ビスの価格設定お よび開発 フ。ログラムの評価の問題は もちろん,1970年 に発生 したコ

ンピュータに関係する不測の事故,あ るいはその誤用に よって生 じた責任 と補償の問題,

記憶媒体の内容についての無断複写の問題な どが,情 報 の価値 をどのように認識すべきか

とい う根本問題 と関連 して起 ってきた。

この問題は,ま た,「情報 とは何か」 とい う情報そのものの本質 を規定 しょうとす る抽象

的な本質論や,情 報の形態論,機 能論な どの論議を生んだが,こ こでは,と くに,1970年 に

おいて議論 された 「情報価値」論議の中から,コ ンピュータのソフ トウ ェアの価格決定基

準設定のための 「情報価値」 について要約 しよう。

経済学の教 えるところによれば,一 般に交換過程に現われる経済財の価値は,価 格によ

って表現 される。経済財の価格の基礎をなす価値は,主 観価値論,あ るいは客観価値論,

使用価値論あるいは交換価値論な どの立場か ら議論 されている。
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コンビュー タのソフ トウ ェアを経済財 として考える場合,そ の価値は何に よって規定 さ

れ るであろ うか。現状の交換過程においてソフ トウニアは,印 刷物や磁気テープな どの形

で授受 されているが,そ れは情報伝達のための媒体にすぎず授受されるソフ トウェアの価

値は,授 受される媒体に よって決 まるのではな く,そ の中にある情報によって 決 定 さ れ

る。 では,ソ フ トウ ェアを構成する情報の価値 とは何であろうか。

情報 そのものは無形である。無形の事柄やサー ビスに対価を支払 う例 としては,一 定の

時間拘束されて提供され,労 働時間の長 さに比例 して対価が支払われる労働用役や,時 間

の長 さにかわ りな く,質 的な内容によって対価が支払われる技術料,診 断料,設 計料,ロ

イヤ リテ ィな どがあ る。情報 の集積 であ るソフ トウェアは,頭 脳労働の産物であ って後者

の例にきわめて近い。

このような無形用役に対す る価値評価は,用 役 を直接に評価す るのではな く,そ の用役

な り技術によつて生産 された有形物によるか,あ るいは用役 を受ける人の主観的満足を基

礎 としている。

ソ フ トウ ェアを構 成 してい る 「情報価値 」 を評 価す る場合 も,本 来 な らば現在 行なわ れ

てい るよ うに直 接 ソフ トウ ェア を開発 す るに要 した人 時や プ ロ グラム ・ステ ップを基礎 に

して評価す るの ではな く,ソ フ トウ ェアを使 って具体化 され る果 実 を評価基 準 とす る方法

な どを考 えな ければな らない。

すな わち,ソ フ トウ ェアの価格 は,特 定 の プ ログ ラムを使 って業務 を処理 した場合 に受

け るで肪 う報 酬 の一 部 に よ ・て,あ る・・は節 約 され塒 間の金 額換算 ・ また}よ節 約 した

メモ リー のハー ドウ ェア代金 の何%と い うように,ソ フ トウ ェアの利 用に よって もた らさ

れ る効果 な どを,、直 接 あ るい は 間接 に測 定 して,そ こか らソ フ トウ ェアの価 格 を逆算 しな

けれ ばな らない であ ろ う。

新 たに コン ピ ュー タが 出現 す る と,ハ ー ドウ ェアの メー カー は,基 礎 的,か つ,一 般 的

な ソフ トウ ェアを作成 し,先 発 ユーザ ーお よび専 門 ソ フ トウ ェア会社 は,特 定 用途 のた め

の効果 的な ソフ トウ 三ア を開発 す る。 ソフ トウ ェアに価値 があ るのは,い まだ類 似 の もの

がほ かにない とい う稀 少性 に よる ことが大 きいが,そ の稀 少性 は書 画骨 と うの場合 の よ う

に,時 間の経 過 とと もに増 大す るものではな く,後 発 ユ ーザー あ るいは他 の専門 ソフ トウ

ェア会社 が 同種 の ソ フ トウ ェアを開発 す る ことに よ って逆 に減 少 す るの であ る。

「
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ソフ トウ ェアの稀 少性 は,こ の ように模倣 ・複写 な どに よ って容 易に そ こなわ れ るばか

り、でな く,ソ フ トウ'エアは,コ ン ピュー タのハー ドウ ェア を離 れ ては ま った く価値 がな い

とい う決定 的な特長 を もってい る。 すなわ ち,一 般 的に い って コン ヒ。ユー タの モデル ・チ

ェン ジが行 なわ れ るたび に ソフ トウ ェアはすべ て作 り直 さねば な らな い。

また,ソ フ トウ ェアは その市 場性 が 著 し く狭 い こと も特長 であ る。 すな わち,異 機 種

間 でのフ。ロ グラムの互 換性 がな く,同 一機 種 であ って も,主 メモ リー の大 きさ,磁 気 ドラ

ム,磁 気 デ ィス ク,磁 気 テー プ ・サー ボの種類 と台数 が異 な ると,必 ず しも同 じプ ログラ

ムでは動 かな いか らであ る。

一般 に取 引 きは ,需 要 ・供給 の双 方に とって納 得の ゆ く価格 が与 え られ なけれ ば永 続 き

しない。 売手 は その価格 で の報 酬 を得 るこ とに よって,再 生 産 が維持 で きな けれ ばな らな

い し,買 手 に と っては その価格 での投資 が予想 期 間内に 回収 されなけれ ばな らない。

この ような視 点か らみ れば,現 在 行 なわれ てい る ような狭 い市場 での ソ フ トウ ェアの売

買はかな り偶発 的 であ って,経 済 的な意味 を必 ず しももっていな い。あ る対 価が支払 われ た

と して も,そ れは売 手 か買手 か のいず れかに とって恩 恵的 な ものであ り,再 生 産 を前提 と

しない安 い価格 か,将 来 の回収 を期待 しない高 い価格 かのい ずれか であ るのが現 状 であ る。

この現状 を打開す るため には,ソ フ トウ ェアの価値 を表現 す る リー ズ ナ ブルな価格 が与

え られな けれ ばな らな い。 その ためには ソ フ トウ ェア業界 お よび コン ピ ュー タ業界 は次 の

諸 点に留意 しな ければ な らな いであ ろ う。

第1に,ハ ー ドウ ェアの イン ター フ ェイス を標準化 す るこ とであ る。新 機種 の設計 に 当

っては,ハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェア両 面 におい て旧機種 と接 合 を可能 にす る よ うに設計

す れば,機 種 変更 のた びに プ ログ ラム を組 み直 す必要 が大 幅に減 り,ソ フ トウ ェアの寿 命

もそれだけ長 くな るであ ろ う。

第2に,新 旧機種 の ハー ドウ ェアでの イン ター フェイスの標準化 が 困難 であ れば,次 善

の 策 と して,ソ フ トウ ェアだ けで も旧機種 で作 ちれ た オ ブジ ェク ト・プ ログラ ムが その ま

ま新機種 に も通 用 す る ように設計 す るこ とが重要 であ る。

さらに,い くつか開発 され てい る よ うな プロ グラム翻訳 用 プ ロ グラムを用意 し,ま た,

同 じソー ス ・プ ロ グラムが使 え るよ うにす るこ とが望 ま しい。

また,誰 が,ど こで,ど の よ うな プ ログラムを開発,作 成 し,ま た,誰 が,ど こで,ど
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うい うプロ グラムを求 め てい るか とい う,ソ フ トウ ェア市場 に 関す る情報 が常 時明 らかに.

され ていな ければ ソ フ トウ ェアの流 通 はいつ まで も偶発 的な ものに終 って しまうが,こ れ

を改 善 す るために は,ソ フ トウ 巳ア市場 に 関す る情報 を収 集 し周知 させ る組織 が必要 であ

ろ う。 ∵:㍉

このようなソフ トウェアの流通市場を育成するたあおが国では,通 商産業省 が 率 先 し

て,情 報処理振興事業協会に'「プピグラム調査簿」の作成を依頼 し,利 用者の便に供'して

い ることぽ画期6勺な事実 といわなければならないb

最後 に,ソ フ トウェアの保護についての議論 を要約 しようδ ・・

ソフ トウ ェア を購入 あ るい ぼ借 り受 け た場合;イ ンプ ッ ト,㌧ア ウ トプ ッ トのみの マ三 ユ

アル を入 手す れば演算 してア ウ トプ ッ"ト「ti出す こ とはで き るが,`プ ログラムの手 法,「そb

他技 術 的内容 の記 述 がな ければ演算 実行 中に問題 が生 じて も,な ん らの対策 もた て られ な

い。 そ こでユーザー は,手 法 の 内容説 明や ソー ス ・プ ログラムを要 求 す る傾 向があ るが,

この ことは プ ログラムの模 写お よび解読 の機 会をユー ザー に与 え る ことにな る。 と くに,

リ_ス 契約 に よ 。てあ る期 間ソ フ け 。アをf昔岐 け る場 合 には,ソ フ トウ ・アの開発者

あ るい は所 有者 に対 してな ん らか の保 護措置 を考慮 しな ければな らない であ ろ う。

情報 の価値 とい うこ とをソ フ トウ ェアの価格 決定基準 とい う面 に限定 して述べ たが,情

報 の範 囲 をひろげ て コン ピ ュー タの ア ウ トフ。ッ ト,さ らに調 査な どの レポー トまでをふ く

ませ る場 合 も前述 した特 長 が問題 とな ろ う。'

情報の価値は,情 報の量によ'って決 まるのではな く,情 報 の需要者 の必要性を十分満足

させることによって決 まり,た とえそれが少量であ っても価値が認められ るのである6し

か し,現 実におが国では商品 としての情報は量の多寡によって評価 される風潮がある。 こ

のような蹴 を改 めるためには,情 報の価値 と{よイ可かを識 するよう雄 会順 調 き・命が

必要 となるであろ う。工業化社会におけ る価値認識のひ とつの基礎 とな った単純な肉体的

労働価値説にかわつて↓情報化社 会においては,人 間の頭脳的労働 こそが価値の根源とし

て認識 されなければな らないであろ う。 しか し,現 実問題 として 「情報価値」の表現形態

である価格決定は,理 論によって先導されるものではな く,数 多 くの取引きの実績 と,急

速な技術革新 と漸次的な意識革命 をふ くんだ社会環境の変化によって醸成されるもの であ

ろ う。'c'"・1"`
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第2章 標 準 化

1.標 準化 の必 要性 と困難 さ,

A.・ 標 準 化 の 原 理 ・c∵J・ ・

a)標 準化 と は

人 間社 会 におい て,標 準化 は 自然 発 生 的な約束事 と して形 成 され るだけではな く
,

便 利 で経 済 的な点 を× い に利 用 しよう とい う能 動的な考 えに よ って ,積 極 的 に促進 さ

れ る。 これ が現代 の標 準化 であ る。

今 日では標準化 とは,も の ζ'とに合理 的な基 準 を設定 し, 、多数 の人 が もの ごとを そ

,の基 準に合 せ るこ とであ ると解釈 されてい る。 もの ごとをその基 準 に合 せ る ことに よ

って,人 々に公 正 と利 便 と利 益 を もた らす場合 に,そ れは合 理 的基 準 ,す なわ ち標準

・といわ れ
,そ の うちピ 主 として物 に直 接 または 間接 に関係 す る技術 的事項 につ いて設

定 され る ものは規 格 といわ れ る。 標準化 とは,標 準 を設 定 し活用 す る組 織 的行為 の こ

とであ る6

b)標 準化 の目的 ・効果1・':∵
.

標準化 の 目的は,生 産,消 費㌧流 通 の各面 にお いて ,能 率 を増 進 し,経 済性 を高 め

ることであ る。 その ためには;合 理 的な標準 の設定 と,多 くの人 々に よる標準 の活 用

とい う組織 的行 為 とが必要 で あ る。

工業 標準化 に よ る一 般 的な効果 と して,'

(1)生 産 能率 の増進 と生 産費 の低下`

② 品質 の向上 ン
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㈲ 資材の節約

(4)使 用 ・消費の合理化

㈲ 取引きの単純公正化

⑥ 技術の向上

をあげることができよう。

C)標 準化の限界

社会のほとん どあ らゆるものごとについて標準を考えることができる。 しか し,標

準化によって もたらされる効果に比 して,標 準の設定およびもの ごとを標準に合せる

行為に要する負担のほ うが大きい場合 には,か えって標準化の 目的である能率増進 と

経済性の向上 とに反す ることになるか ら,そ のような場合には標準化は避けるべ きで

あ る。

一般に,産 業の標準化 の対象となる商品は大量生産 され,使 用頻度の× きい もので

ある。 また規格の内容は,標 準化の目的と効果か らみて,規 格の対象に関する主要な

項 目のみに とどめるべきであ って,枝 葉にわたる項 目は規定する必要がない。

国家的標準化の場合は,社 会的影響が大きいので,標 準化の限界についてとくに慎

重に考慮しなければならない。国家規格は,一 国の経済的,社 会的環境,国 民性,産

業構造および産業の発展段階,工 業標準化活動の歴史な どを十分勘案 して制定される

べきものであるが,国 家規格 を制定すべき分野 を概念 として分類 してみればおおむね

次のとおりである。

{1)用 語,記 号,コ ー ド,測 定方法,試 験方法,設 計基準な どの技術 に関する基礎的

事項で とくに全国的に統一基準 とする必要 があるもの

② 材料,部 品,測 定器具な ど産業の基礎 とな り,ま たは各種産業分野で広範に用い

られる基礎的資材,物 品であ って統一する必要があるもの

(3)輸 出競争力の強化に寄与する製品,中 小企業の技術の向上お よび中小企業の生産

割合が大 きい製品,消 費者保護の見地から必要な もの,国 民の安全,衛 生の確保 と

公害 の防止に必要な もの

{4}国 際規格 との調和のため全国的に統一 を図る必要があるもの
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d)標 準化の時期

新 しい発 明か ら出発 してその実用化が企て られ,試 作を経 て生産され工業化 される

技術の発展過程を考 えれば,新 しい着想はあるがまだ製品化 されていない第1期 があ

り,次 に製品が試作 され,各 種の改良を行ない,や がて商品 として市販 され需要者の

批判,同 業者 との競争により製品が急速に改 良され,技 術は急 カーブを描いて上昇す

る第2期 になる。

やがてかな りの改良が行なわれた結果,技 術の進歩は緩慢にな り,た だ小改良が行

なわれるだけで製品が大量生産 される第3期 に到達する。

第4.1図 技術の発達曲線

技
術
の
発
達

　繍 十 第・期一 ト ー 第・期

第3期 のように技術が安定 して確立 した状態は,1社 または1工 場についてみれば

その製品に関する技術的生産条件が事実上標準化 されていることを意味する。 しか し

国全体 としてみた場合には,数 社が同じ製品をつ くり,し か もその品質(性 能),形

状,寸 法な どに差のある場合が多 く,積 極的に単純化,・標準化 を行ない,国 家規格 を

制定する時期である。'すなわち,'技 術の完成をまって標準化が行なわれる。
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B.標 準化の体系

規格は,標 準を設定する社会の分野 またはその標準の適用規模に よって,社 内規格,官

公庁規格,国 家規格,国 際規格の5つ に分類 される。

現在の工業標準化の発展段階からみるときは,国 家規格は もっとも社会的影響 力の大 き

い規格である。 しか し国家規格は制定の手続 きが複雑であ り,内 容に関 して広範囲にわた

る利害関係者 の賛成を得なければならないので制定に長時 日を要 し,し たが ってまた,簡

単に改正 ・廃止 しに くく,内 容も共通的,基 礎的事項に関する規定 とな らざるを得ない。

このような国家規格を補完するものとして,業 界 団体,学 会な どによって団体規格が制定

される。

また国際的な技術交流上必要 となる共通的基礎的技術要項や貿易取引量の大 きな製品な

どについて,各 国の国家規格 の統一調整を促進するために国際規格 が制定 される。

このような各種規格間の関係で大切なことは,す べての規格の内容の間にできるだけ矛

盾がな く整合性が保持 されなければな らないとい うことであ って,各 種の規格相互間に矛

盾があると,全 体 としての標準化の目的 と効果が阻害されるのみならず,む しろ弊害をも

た らすことが多い。

規格は利害関係者 の合意によって 自主的に制定 されるのが望 ましく,欧 米諸国において

は広い分野にわた って民間団体の 自主的標準化活動がきわめて活発 である。 しか し,わ が

国においては,か つては欧米諸国に比較 して経済,社 会の発展がたち遅れていた し,ま た

最近の著 しい経済成長に よって,経 済 ・社会全般にひずみが激しくな ってきているととも

に多 くの分野において も社会的 ・経済的に利害が複雑に入 り混 っていて,こ れを相互に調

整できるような民間団体はきわめて少ないため,結 局,政 府が主体 とな って民主的な手続

きにより広範な利害関係者の対立する意見を公正に調整 しつつ,全 国的規模 で適用 される

規格 を制定す るのが国全体の標準化事業の推進に,と、って,も っとも有効な方法 であると考

えられている。 このため,日 本工業規格(JIS)は 工業標準化法に基 づいて行政機関に

より制定 されている。,

国家規格は,一 般にその使用か ら生ずる経済的効果についての自主的な判断の尊重 と全
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体 としての技術進歩を阻害 しない ように との配慮か ら,強 制適用は行 なわないで,関 係者

の自由意志に基づいて利用 されることが原則 であ り,現 に広範にわた って利用 さ れ て い

る。 しかし,社 会的要請か ら国家規格の実施の徹底を期する必要のある場合,そ れぞれの

取締法規に よって国全体に強制的に適用する技術基準 を設定する場合において,'関 係 する

規格 が技術基準に引用 されることによ'って強制的な効力を付与 される場合 も少な くない。

C.情 報処理関係標準化の特長 と問題点

a)情 報処理関係標準化の特長 ・t't'・ ∵

情報処理関係の特長 としてつぎのことが考え られる。"一

旬 コンピゴLタ 本体,紙 テープ,カ ー ド,磁 気テープな どゐ各種入出力装置,高 速

印字装置,各 種補助記憶装置,通 信系統を介 しての端末入出力装置,パ ターン処理

装置(文 字認識 図形処理,音 声出力な ど)な どきわめて複雑で精密な機械群で構

成 されるシステムであること

{2)適 用業務に対す るフ㌔ グラミングは使用者 自らが考えなければならず,ま たは考

えることによって用途 が開けてい くという性格があ り,こ のように機械 と使い方の

相関性 が密接な ものは他に見当 らない'

(3)需 要分野の拡大にともない1'・・tiンピュ一 夕 ・メ一一カ一間の競争がはげしく,技 術

進歩の もっとも著 しい分野であ り,シ ステムを構成する機器がそれぞれ1社 または

数社にわた り分業独立 して生産お よび研究開発が進め られていること

(4)情 報処理装置は現在ではそれが置かれている1会 社,1官 庁内の業務のために使

われているが,将 来は通信 回線 との結合により社会の諸部門諸地域を統合 して複雑

:な 現象を処理するような一一大総合体系 として働 くようにな り,さ らにいろいろの情

報 がデー タとして相互に交換 されるようになるであろ うこと

以上の ような特長をもつ情報処理関係の標準化は,従 来 の個別製品の規格作成 とは若干

異な った性格 をもってお り,情 報処理関係規格は相互に何 らかの関連 をもちながら,有 機

的に進めていかなければならないであろう。
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b)情 報処理関係標準化の問題点

標準化 の目的は,能 率を増進 し,経 済性を高めることである。 そのためには,合 理

的な標準の設定 と,多 くの人 々による標準の活用 という組織的行為 とが必要である。

コンピュー タを利用 した情報処理の普及 と高度化にともな って,各 種標準化の緊急

性は 日を追 って高 まっている。 システムを構成する多数の機器について選択を容易に

するためには,機 器間の接合条件(イ ンターフェイス)の 標準化が必要 とな り,さ ら

に技術者の教育や流動性 を確保するためにはハー ドウェア,ソ フ トウェア両面の標準

化 が必要 とな り,ま た情報 の交換のためには各種データ ・コー ド,デ ー タ様式の標準

化 が必要 となる。 また多数の情報 システムを結ぶ情報 ネットワークの形成は,通 信回

線 の利用をふ くむ広範な事項にわたる標準化の達成な くしては不可能である。

このように情報処理 システムの発展のために,標 準化は もっとも基礎 的な要件であ

りその促進はきわめて緊要であるといえるが,そ の実現に次の ような困難 がある。

(1)あ まりに早期な標準化により技術 の進歩を阻害することは避けなければならない

が,標 準化の時期を失すると多様な既成事実ができあが り,標 準化 が困難 になるの

で,技 術進歩 についての的確 な将来展望の上に計画的な標準化を進めねばな らない

こと

く2)国 際的な標準化 とのかい離 を生 じないように国内の標準化 を進めなければならな

いが,一 方国際的な標準化の確立をまって国内の標準化を行な うとい った受身の姿

勢に終始していては,わ が国の利益に反する場合が生ずるため,積 極 的に国際機構

との調整を図りつつ標準化を進めねばな らないこと

(3)コ ンピュー タ ・メー カー,ソ フ トウェア企業,多 数のユーザーな ど広範囲の利害

関係者の協力を求めて意見の調整を行なわねばな らないこと

工業技術院においては,デ ータ ・コー ドのように標準化す ることが情報処理技術

の発展の基礎 となる分野,プ ログラム用言語のようにISO(国 際標準化機構)で

決 まった国際規格の うち,わ が国 として も必要な分野,カ ナ文字の符号化お よび光

学文字読取 りのための字形のように わ が 国 独 自の立場か ら必要な分野な どについ

て,日 本工業規格(JIS)を 制定 し,国 家的標準化 を進めることとしてい る。



第2章 標 準 化285

2.標 準化へ の具体的 な動 き

A・ISO(国 際標準化機構)の 活動状況

ISOの 目的は,会 則 第2条 に 「国際標 準化機 構 の 目的は
,物 質 お よびサー ビスの国際

的交流 を容 易 に し,知 的,科 学的,技 術 的お よび経 済 的活 動 の分野 にお いて 国際 間 の協 力

を助長 す るため,世 界 的 に規 格類 の審議,制 定 の推進 を図 る ことであ る」 と規定 され てお

第4・2図ISO,TC97(国 際標準化機構,第97技 術委員会)組 織図

フランス フ ランス アメ リカ イ タ リア
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ア メ リカ
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用 語
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文字 ヒッ ト

とコー ド化
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文 字 認識
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入 出 力

SC5

プ ログラ

ム用言語
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ディジタル

デー タ伝送

SC7

問題 定義

と解析

SC8

数値 制御

WGK

データ要 素

とコー ド化

アメ リカ スイス アメ リカ

6

フランスベル ギー

WG1

用語の
維持

WG1

光学式

WG2

磁 気

インク式

WG1

数値制御用

プログラム
言 ≡五
口 口ロ

WG1

数値
制御用
用語

ア メ リカ
一

フフンス イタ リア ドイツ ア メ リカ ドイツ

WG1

磁 気

テープ

WG2

穿孔

カー ド

WG3

穿孔

テープ

WG4

入 出力

装置

WG5

計 測用

テープ

WG6

磁 気

ディスク
パ ック

(注)ω 表中添記の国名は各グループのとりまとめを行なう幹事国

(2)SOは 分科会,WGは 作業グループ

(3)1971年1月 現在の組織図を示す
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リ,現 在121の 専 門委 員会 を有 し,こ の下 にそ れぞれ分科 会 や作 業 グル ープが設 け られ て

い る。 この中で,コ ン ピ ュー タと情報処理 を担 当 してい るのはTC(TechnicalCommittee)

97で その組織 図は 第4.2図 の とお りで あ る。

専門委員会には,さ らに専門的な事項を調査,審 議するため必要 に 応 じて分科委員会

〈Sub-Comlnittee:SC)お よ び作 業 委 員 会(WorkingGroup:WG)が 設 け られ る。

ISOの 会 員(Memberbody)は,各 国 のそれぞれの標準化事業 を代表す る団体(原 則 と

して1カ 国について1団 体)か ら成 ってお り;現 在は世界 の主要国のほ とんどすべてをふ くむ

56団 体(61カ 国)が 加入 してV・る。

各会員団体は既設専 門委員会 に 自由に参加 でき,こ れ ら3つ の委員 会に参加する場合 の資格

}は

① 積極的に参加 して投票権 を行使す るPメ ンバー(ParticipationMember)

② 資 料の提供 を受 け,会 議 に出席で きるが投票権のなv・Oメ ンバー(ObserverMember)・

③ 会議に出席 せず かつ資料 の提供 も受けないNメ ンバー(NonMember)

1に分 かれ る。会員 団体 は,各 専 門委員会に対 して,こ の3つ の うちの何れかの参加地位 を占め,

随 時その参加地位 の種類 を変更 することがで きる。

専 門委員会,分 科委員会お よび作業委員会 のそれぞれ について,会 議 を主催 し,業 務 を調整

す るための幹事国(Secretariat)が 任 命 され るが,専 門委員会 の幹事国はPメ ンバーの中か ら

:理事会が指名 し,分 科 委員会お よび作業委員会 の幹事国はそれぞれ のPメ ンバーの互選 によっ

'て選出 され る
。

新 しいISO規 格 案 を作成す るに際 して,専 門委員会の幹事国は,各 会員 団体か らの資料お

よび他 の方面 か らの情報な どをもとに してISO原 案(ISODraftProposal)第1号 を作成 し,

・その要旨お よび説明書な どを付 して,専 門委員会 を構成す るPメ ンバー,Oメ ンバーに送付す

る と同時にISO中 央 事務局 にも送付す る。Pメ ンバーは,こ の原案 に対する意見 を原則 とし

』て3カ 月以 内に幹事国に送付 し
,幹 事国 は,こ れ らの意見 をま とめてPメ ンバーお よびOメ ン

バ ーに送付 する。原案第1号 に賛成が得 られ ない場合 は,幹 事国は原案第2号 を作成 して,第 .

1号 と同 じ手続 きをふんでPメ ンバ ーの意見 を求める。 このよ うに して原案がPメ ンバーによ

って実質的に承認 され るまで,同 様 な過程 が くり返 され る。 原案 は,最 終的には専門委員会 を

レ開催 して決定 され る
。,

専 門委員会の幹事 国は,専 門委員会に よって承認 された原案 を,そ の審議過程 などを記載 し

た報告書 とともに,ISO中 央 事務局に送付 する。 中央事務局は,こ の原案をISO推 薦 規格

案(DraftISORecommendation)と して全会員団体に送付 し,承 認 と意見 を求める。 この

・推薦規格案について,大 多数の同意 を得 られ ない場合 は,さ らに第2案 を作成 して同様 に承認

を求 める。 この ような手続 きは,Pメ ンバーの大多数 および会員団体 の60%以 上 の賛成 の投票

を得 られ るまで くり返 され る。

Pメ ンバ ーの大多数 および会 員団体の60%以 上 の賛成 に より最終的に承認 されたISO推 薦

.規格案 は
,理 事会で審議 し承認 された後は じめてISO推 薦 規格 となる。 さ らに理事会は,こ

の 推薦規格 をISO規 格(ISOStandard)と して採用 すべきか どうかにつv・ても検討す る。1

:SO規 格 に採用 す るためには,全 会員団体の同意 を必要 とし,現 在 までのところISO規 格 は
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まだ1件 も制定 されてv'ない。なお・ISQ推 薦規格およびISO規 格の改正手続きとしては

ISO会 員団体から理由を付 し.てISO中 央事務局に送付し,中 央事務局か ら関係専門委員会

・幹事国に通知 し,そ の審議は制定の場合に準 じて行なわれる。'一.

TC97情 報処 理専 門委 員 会は1961年 設 置以来 ほ ぼ1年 半 ～2年 ご とに開催 され,最 近で

は1970年6月 西 ドイ ツのベ ル リンで第6回 の総 会 が行 なわ れた。 なおTC97に は関連専 門

委 員会 としてISO/TC6紙,TC37専 門用語,TC39工 作 機械,TC46ド キ ュメ ンテ

ーシ ョン,TC68バ ンキ ン グ,TC95オ フ ィスマ シ ン,IEC/TC44工 作 機械 の電 気装

置,TC53ア ナ ロ グ計算装 置 な どのほか,国 際機 関 としてCCITT(国 際電 信電話 諮 問委

員 会)な どが審 議 に協 力 してい る。

'
今 までにTC97で 審議 されたISO推 薦 規格案 お よびISO推 薦規 格 を第4.11表 に,T

cg7構 成 メンバー国名 とその参 加地位 を第4.2表 に示 す。

第4.1表DraftlSORecommendationandlSORecommendation

DR番 号1発 行年Al

DR893

DR996

DR1052

DR1299

DR1314

DR1315

DR1316

DR1317

DR1318,

DR1319

1968.3

67.6

66.10

67.11

67.8

67.8

67.8

67.8

67.8

67.8

●

規 格(案)名 称

PrintSpecificationsforMagneticInkCharacter

Recognition

AlphanumericCharacterSetsforOpticaiCharac-

terRecogniton

6a旦d7-bitCodedCharacterSetsforInformation

ProcessingI耳terchange

FlowchartSymbolsforInformationProcessing

CodefortheNUmericalControlofMachines

(CompatiblewiththeISO7-bitCode)

AxisandMotionNomenclatureforNumerically

ControlledMachines

PunchedTapeBlockFormatsfortheNumerical

ControlofMachines-CodingofPreparatory

FunctionsGandMiscellaneousFunctionsM .

InterchangeablePunchedTapeVariableBlock

FormatforPositioningandStraight-CutNume-

ricallyControlledMachines

Pu-chedTapeVariableBlockFormatforPositi-

ollingandStraight-CutNumericallyControlled

Machines.

PunchedTapeFixedBlockFormatforPosition-

ingandStraight-CutNumericallyControlled

E4achines.

i幾IR番 号

3

3

2

7

8

8

8

8

8

8

R1004
(FG)

R1073
(FG)

R646
(GG)

R1028
(DG)
R840
(DG)

R841
(PG)

R1056
(FG)

R1057

R1058
(FG)

R1059
(FG)

1発行朝

1・969・ ・

69.5

67.!2

69.3

68.10

68.10

69.4

69.4

69.4

69.4

1
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DR番 号

DR1320

DR1321

DR1322

DR1323

DR1418

DR1538

DR1539

DR1671

DR1672

DR1679

DR1681

DR1682

DR1729

DR1732

DR1734

DR1745

DR1831

DR1858

DR1859

発行年月

1967.6

67.6

67.6

67.6

67.8

67.4

67.12

68.5

68.5

68.7

68.10

68.9

69.1

68.9

68.8

68.10

68.5

69.10

69.7

規 格(案)名 称

1

Implementationofthe6and7-bitCodedChar・

acterSetson7-track12,7mm(1/2inc)Magnetic

Tape

Imp!ementationofthe7-bitCodedCharacterSet

on9-track12.7㎜(1/2inc)MagneticTape

GuidefortheDefinitionof4-bitCharacterSets

derivedfromtheISO7-b丘CodedCharacterSet

forInformationProcessingInterchange

MagneticTapeLabellingandFileStructurefor

InformationInterchange

Representationof6and7bitCodedCharacter

SetsonPunchedTape

ProgrammingLanguageALGOL

programmingLanguageFORTRAN

DimensionsforP皿chedPaperTapeforData

Interchange

HardwareRepresentationofALGOLBasic

SymbolsintheISO6and7-bitCodedCharacter

Sets

RepresentationofISO7-bitCodedCharacterSet

on12-rowPunchedCards

SpecificationsforUnpunchedPaperCards

DimensionsandLocationofRectangularPunched

Holesin80Colu皿nPunchedPaperCards

PropertiesofUnpunchedPaperTape

TheUseofLongitudinalParitytoDetectErrors

inInformationMessages

CharacterStructureforStart/StopandSynchron・

ousTransmission

BasicModeControlProceduresforDataCo皿ln-

unicationsSystems

PrintingSpecificationsforOpticalCharacter

Recognition

GeneralPurposeHubsandReelsforMagnetic

TapeusedinInterchangeInstrumentation

ApPlications

UnrecordedMag且eticTapes(GeneralDimensioma1

対応
SC

2

2

2

2

2

5

5

4

5'

2

4

4

4

6

6

6

3

4

4

R番 号

R961
(DG)

R962
(DG)

R963
(DG)

R1001
(DG)

R1113
(EG)

☆(DF)

☆(DF)

R1154

(DD)

R1679
(BF)

R1681

(DF)
☆R1682

(DD)

(DD)

R1155
(DF)

R1177
(DF)

☆(DF)

(CD)

(DD)

(DD)

発行年月

1969.2

69.2

69.2

69.3

69.9

69.11

70.7

70.12

69.11

70.1

1

1
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DR番 号

DR1860

DR1861

DR1862

DR1863

DR1864

DR1989

DR2014

DR2015

DR2021

DR2033

DR2110

DR2047

DR2022'

発行年月

1969.7

69.4

69.4

69.4

69.4

69.10

69.12

70.1

70.'4

70.4

70.6

規 格(案)名 称

Requirements)forIDstrumentationApplicatiolls

PrecisionReelsforMag且eticTapeusedinInfor・

mationInterchangeInstrume-tationApPlications

7-Track200-rpi(8rpmm)MagneticTapefor

InformationI五terchange

9-Track200-rpi(8rpmm)MagneticTapefor

InformationInterchange

9-Track800-rpi(32rpmm)Mag且eticTapefor

Inf・rmati・nlnterchange

UnrecordedMagneticTapeforI且formation

Interchange-200and800rpi(8and32rpmm),

NRZI,and1600rpi(63rpmm)Phase-Encoded

ProgrammingLanguageCOBOL

WritingofCalendarDatesinAll-NumericalForm

NumberingofWeeks

RepresentationofISO8-bitCodedCharacterSet

on12-rowPunchedCards

CodingofcharactersetsforMICRandOCR

AssignmentofCormectorPinNumbersfor

InterchangeCircuitsbetweenDataTerminal

EquipmentandDataCammunicationEquipment

whereCCITTRecommendationV24applies

Graphicairepresentationsforthecontrolcharac・

tersoftheISO7-bitcharacterset

CodeExtensionProceduresfortheISO7-bit

Code

対応
SC

4

4

4

4

4

5

2

2

6

2

2

R番 号

(DD)

(BD)

(BD)

(BD)

(BD)

(DD)

(AD)

(CD)

(CC)

(CC)

(BD)

発行年月

1
注)1.

2.

3.

4,

5.

6.

こ こ に述 べ た リス トは,1970年12月 ま で の時 点 の もの を示 す 。
ヅ

R符 号 の欄 中,☆ 印 の も のは,ISOの 理 事 会 へ送 付 され,そ の承 認 後,Recommendationと して 発
1

行 予 定 の も の で あ る。

DR2014,DR2015はISO中 央 事 務 局 に よっ て常 備 され,工SO/DATCOの メ ンバ ー に よ っ

て投 票 され た もの で あ る。

現 在,R=20件 。 ま たDRは22件(す で にRに な った もの を 除 く)で あ る。

DRの 段 階 とRの 段 階 で規 格 名称 に変 更 の あ っ た場 合, .Rの 名 称 に よ る こ と とした 。

R番 号欄 中()のB,C,D,E,F,Gの 記 号 の意 味 は第4・3表 の注 と同 じで あ る。.
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第4.2表ISOTC97構 成 メンバー国名

国 名
TC

97

SC1 SC3・SC

・唖
SC4 SC5

SC

6

SC

7

SC8

WGKWG

1

WG
1 兆11

'ノ

5

'ノ

6

WG

1

WG

1

Australia POOOOOOO oblO OOO}000 」
0

Brazil P O 1
Canada POOOO O P 000000 O

Czechoslovakia POOP PPP 0000

Denmark PPOOO lo PPPPPP
France P(P)P(P)PPPPP (P)PP P P PPPP(P)(P) P

Germany PPPPPPPPP PP(P) P (P) PPP(P)PP P

Italy PPPPPP(P)P P(P)P P P PPPPPP P

Japan PPPPPPP PP P P PPPPPP P

Netherla且ds PPPPPPO

Poland PPOO 旦
旦_

旦旦

PPPPPP

OOOPP

Spain PPPP 旦qq旦O

pPPPPPP

PPPPPPPP

PPPP

Rumania PP

Sweden PPPPPPO

Switzerland Ｔ PP(P)PPPOPPPPPPPPPP

UnitedKi且gdom PPPPPPPPPPPPPPPPPPP

USA (P)P(P)P(P)PPP(P)PPP(P)P(P)(P)(P)PPP(P)

USSR Ｔ PPPPPPPOOP

Austria OOOO OOOOPP

Belgium OOOO(P)OOOOgOOOOOO

Chile O OO

Columbia 旦
Greece 0 0000

H岨gary OO

O

OOO OOOOOO

India OO

Iran 0

Ireland 百
Israel 00000 000 OO

NewZealand 旦
Norway 0

0

0000 00

Pakistan

Portugal 00000 000000

lRep.ofSouthAfricaO P 00 PP

}Turkey

lY。g。,1。vi。

O

0

注)(1)幹 事 国 文書260号(1970.6.)に よ る。 現 在18P十170=35国 が 参 加。

{2}PはPメ ンバ ー,0は0メ ンバ ー を示 し,(P)は 幹 事 国 を示 す。
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B.JISの 制定状況 と今後 の標準化項 目

a)規 格制定の機構および手続 き

工業標準化法 では,主 務大臣が工業標準を制定 または改正 しようとするときは
,あ

らか じめ,日 本工業標準調査会の議決 を経なければならない としてお り,こ の手続 き

を経て制定 された工業標準 を日本工業規格 とい うと定義 している。 また制定 された規

格は常に技術 の進歩,生 産形態の変化な どに即応 しなければな らないので,工 業標準

化法では規格制定後少な くとも3年 経過することに制定 と同様の手続 きを経 て規格の

見直 しを行ない・確認・改正・ または廃止の措置 をとらなければな らない ことを定め

てい る。

調査 会 には上 記 の業務 を行 な うため,総 合 的全 般 的事項 のた めに標準 会議,各 部 門

の調査審議 のために各部 会,そ れ ぞれ の規格 を調査審議 す るため に各 専門委 員会 な ど

が置かれ てお り,そ の組 織体 系は 第4.3図 の とお りであ る。 なお,調 査会 の庶務 は工

業技術 院(標 準部)が 処理 す る。

日本工業標準調査会は定数240名 の委員(任 期2年)お よび定数の定めのない臨時委員およ

び専門委員によって構成 されている。総会,標 準会議および各部会は委員のみで構成されてお

り,一 方,各 専門委員会は主 として臨時委員で構成 され,必 要に応 じて委員 ,専 門委員を構成

員に加えている。なお,専 門委員は,審 議権を持たずに調査のために参加するものであるが,
最近ではあまり任命されていない。 これらの委員,臨 時委員および専門委員は,生 産者,消 費

者,販 売者および中立者としての学識経験者,政 府職員などの うちから各部門が公平に代表で

きるように選任 され,現 在の総数はおよそ13,500人 に達してV・る。

情報 処理 関係 の標 準化 の促進 の社 会 的要 請 に と もな って,1969年8月 情報 処理部 会 が設

置 され,そ の下 に現在12の 専門委員 会 が所 属 し,そ れ ぞれ審議 を行 な って い る。

b)原 案作成活動

JISを 制定 または改正するにあた って,調 査会に付議する原案の作成については

お もに次の3つ の経路がある。

① 主務大臣の事務局職員が各種関係資料を基に作成するもの

② 予算に計上 されている原案作成委託員な どによって関連する学会,団 体な どが作

(



292第4部'情 報化時代とコンピュータ

第4.3図 情報処理に関する標準化の手続き(工 業標準化事業の機構)

(主務大臣)

通 商産業;厚 生,運 輸∴

農林,建 設,文 部,郵 政,

労 働,自 治.

規格制定

諮問

J官
1本
S工業

規

琶

'

(昭和2ブ加入)t、(昭 和28加 入)

ISOIEC

国際標準化機構 国際電気標準会議

P-一 一 一 一 一 一 一 一 一 二ー"r弓 一 一 一口一 一 ー 一 一"

答申

べ 三

日本工業標準

調査会

'7'rr .

品目,種 目

の指定

指 摘
定 定
種 品
目 目

通商産業省工業
技術院標準部

、(事務局)

総 会

、

標準会議

(昭30.9設 置)

〉各省地方局

(厚生 は本省)

言千丁,frll言責

調 整
委員会

表示許可

製造業者
加工業者

情
報
処
理
部
会

(昭44.8設 置)

情報処理用語専門委員会

情報処理コー ド専門委員会

うベル専門委員会

OCR専 門委員会

MICR専 門委員会

'情報交換用磁気テープ専門委員会

紙テープ専門委員会

プログラミング言語専門委員会

データ伝送専門委員会

図記号専門委員会

論理回路記法専門委員会

データコー ド専門委員会
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成するもの

③ 利害関係者 が原案を具 して工業標準を制定すべきことを主務大臣に申し出る場合

の もの

しかし,現 状 では原案作成の大部分は②のルー トによってお り,こ の中には原案作

成費をつけて国が関係学会 または団体に委託する場合 と,関 係学会 または団体が自主

的に原案 を作成する場合の2と おりある。 しかし,こ のルー トによるものは,主 とし

て民間の会社な どで蓄積された技術 デー タに頼 るものであるだけに,各 方面か ら要請

されている基礎的分野の拡充,実 用性能規定の充実,産 業公害 ・安全衛生分野の充実

な どの規格案の作成には本質的に非常な困難 をともな う場合が多 くな っている。 した

が って,最 近のように,こ の種の標準化課題 が増加している事態に対処 し,国 家標準

化 事業の責任を果たすためには,国 自らが主体 とな って官民の力を結集 して,基 礎的

な調査,研 究の段階か ら積極的に取 り組む必要性は,ま すます大 きくな ってきている

と判断 される。

このような状況 を解決するため,工 業技術院の各試験所で工業標準化特別研究 を実

施するとともに,広 範な調査 または共同研究が必要 であ って民間の設備,人 的能力を

総合的に活用する必要のあるような調査研究については,民 間団体に対する調査研究

委託を行ない,JIS原 案を作成するのに必要なデー タの収集を行な っている。

現在情報処理関係の原案委託お よび調査研究委託の対象 として,(社)日 本情報処理

学会,(社)日 本電子工業振興協会,(財)日 本情報処理開発 センターがある。

・C)JlSの 制定状況

JISで は原則 としてISOで 推薦 規格 または推 薦規格 案 にな った もの をベ ー ス と

して,そ れ に 日本 の実 情 を考 慮 してJISを 制定 す るこ とと してい るが,現 時 点で の

ISO推 薦 規格,推 薦規格案 とJISと の対照表 は第4.3表 に示 す とお りで あ る。

この第4.3表 では,1970年6月TC97の 総 会 におい て幹 事国 ア メ リカか らの…報告 に

基 づい て,SCご とに審議 済 みお よび審議 中の項 目とその進 捗状況 を左側 に示 し,右

側 には それに対応 して制定 したJIS規 格 お よび その準備状況 を示 してあ る。JIS

規 格 とな った ものに ついては規格 名称,規 格 番号,制 定年 月お よび対応 す るISO推
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第4.3表ISO推 薦 規格,推 薦規格案,文 書審議案とJlSと の対照表

1.

2、

.

ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)お よび文書審
議案(N)

JIS規 格,JIS規 格案および原案委託

.用 語(SC1) 進捗
略号

(1)情 報 処 理 用語C6230-1970.10

01:一 般 用語(97/1N140) BC

02:数 学 お よび 論 理(97/1N151) AB

04:デ ー タ の構 成(97/1N101) BC ラ

05:デ ー タ の表 現(97/1N105) BC

06:デ ー タ の準 備 お よ び取 扱 い(97/1N103) BC

07:算 数 お よび 論 理 オ ペ レー シ ョン

(97/1N147) AA

09=プ ログ ラ ムの 形成 化 と準 備(97/1N75) AA

11:イ ン ス トラ クシ ョン(97/1N144)
－A

情報理論用語(97/1N146) AA

ノ・一 ドウ エア(準 備 中) 一 一

コー デ ィ ン グお よび チ ェ ッキ ン グ

(準備中) 一

データ通信(準 備中)
一 一

、 キ ャラ ク タ セ ッ トと コー デ ィ ン グ(SC2)

(1)情 報 交 換 用6お よび7ビ ッ ト・キ ャ ラ ク タ・セ ッ ト (1) 情 報 交換 用 符 号C6220-1969.6(R646,R963)

(R646)

(2)7ト ラ ック磁 気 テ ー プ上 で の6お よび7ビ ッ ト

キ ャ ラ クタ ・セ ッ トの表 現(R961) DG

(3)9ト ラ ック磁 気 テー プ上 で の7ビ ッ ト (2) 情報交換用符号の磁気テープ上での表現
キ ャ ラ クタ ・セ ッ トの 表現(R962) DG C6222-1969.6(R962)

(4)7ビ ッ ト ・キ ャ ラ ク タ ・セ ッ トか ら得 られ る4ビ (3) C6220に ふ くまれ て い る

ッ ト・キ ャ ラク タ ・セ ッ トの定 義 に 対 す る ガ イ ド

(R963) DG

(5)磁 気テープのラベルとファイル構成(R100!) (4) 磁気テープのラベルとファイル構成
DG C6245-197α4(R1001)

(6)穿 孔 テ ー プ上 で の6お よび7ビ ッ ト ・キ ャ ラ (5) 情報交換用符号の紙テープでの表現
ク タ ・セ ッ トのi表現(R1113) EG C6221-1969.6(R1113)

(7)12欄 穿 孔 カ ー ド上 にお ける7ビ ッ ト ・キ ャ ラ

ク タ ・セ ッ トの表 現(R1679)

(8)12欄 穿 孔 カ ー ド上 にお ける8ビ ッ ト ・パ タ
ー ン の表 現(DR2021)

BF

AD

/(、)∫情報交換用符号の紙カー ド上での表現1970年 度
原案委託(R1679,DR2021)

(9)MICRお よびOCR用 キ ャ ラク タ ・セ ッ ト

の コー デ ィ ング(DR2033) CD

(10)7ビ ッ ト ・キ ャラ クタ ・セ ッ トの コー ド拡

張の手続き(DR2022) BD

(11)バ イ ナ リ・デ ー タ の記 録 方 法(97/2N310 273)AA

(!2)情 報交換用ディスク媒体のコー ド化

(97/2N322) AA

(13)エ ッジ 穿孔 カー ドの コー ド化(97/2N323) AA

(14)パ ック ド ・ニ ュー メ リ ック形 成 に よる10進 CB

数 の表 現(97/2N347,354)

(注,1970年 中に更に調整を行なう)

(15)7ビ ッ ト ・コ ー ドの コ ン ト ロー ル ・キ ャ ラ CC .

クタの図的表現(DR2047)

(16)見 出 しラ ベル(97/2N352) AA

(17)8ビ ッ ト ・コー ドの コー ド拡 張 と その構 成 BB

(97/2N399)
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ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)お よび文書審

議案(N)

(18)3キ ャ ラ ク タ ・エ ス ケー プ。シー ケ ンス の －B

階 級(97/2N400)

3.文 字認識(SC3)

(1)磁 気インク文字認識用字形および印刷仕様FG

(R1004)

(2)光 学文字認識用字形(英 数字および記号)FG

(R1073)

(3)光 学文字認識用印刷仕様(DR1831)CD

4.入 出力(SC4)

(1)情 報交換用穿孔テープの寸法(R1154) DF

(2)未 穿 孔 カ ー ドの仕 様(R1681)DF

(3)80欄 穿孔 カ ー ドの角 形 穿 孔 の 位 置 と寸 法DD

(DR1682)

(4)未 穿 孔 紙 テ ー プ の特 性(DR1729)DD

(5)計 測 用 磁 気 テ ー プ の た め の一 般 用 リール とDD

ノ・ブ(DR1858)

(6)計 測 用 米 記 録磁 気 テ ー プ(一 般 寸 法)DD

(DR1859)

(7)計 測 磁 気 テ ー プ 用精 密 リール(DR1860)DD

(8)情 報 交 換 用7ト ラ ッ ク200RPI磁 気 テ ー プBD

(DR1861)

(g)情 換 交 換 用9ト ラ ッ ク200RPI磁 気 テ ー プBD

(DR1862)

(10)情 報 交 換 用9ト ラ ッ ク800RPI磁 気 テ ー プBD

(DR1863)

(11)情 報 交 換 用200,800RPI,NRZIお よびBD

1600RPI位 相 エ ン コー ドの未 記 録 磁 気 テ ー プ

(DR1864)

(12)情 報 交 換 用9ト ラ ッ ク1600RPI磁 気 テーBB

プ(97/4/IN184)

(13)用 語(97/4/2N82)-A

(14)特 殊 目的用 カー ド(97/4/2N74)AA

(15)穿 孔 テ ー プ につ い ての デ ー タ交 換 の た め のBB
－ 般 的 要求(97/4/3N129)

(16)情 報 交 換 用1吋(25.4mm)穿 孔 テ ー プ のBB

た め の リール お よ び コ ア(97/4/3N136)

(17)シ ステ ム ・フ ィ ロソ フ ィ フ ァ ク タAA

(97/4/4N!3)

(18)デ ー タ収 集 シ ス テ ム の た め の1/Oイ ンタ ーAA

フ ェイ ス(接 合 条 件)(97/4/4N19)

(19)機 械 的 互 換性 の た め の磁 気 デ ィ ス クパ ック ーB

の物 理 的 特性 に対 す る第1次 提 案(97/4/6N22)

5.プ ログ ラ ム用 言語(SC5)

(1)プ ログ ラ ム用言 語ALGOL(DR1538)DF

(2)プ ログ ラ ム用 言 語FORTRANDF「 (DR1539)

JIS規 格,JIS規 格案および原案委託

(1)磁 気インク文字読取用字形および印刷仕様

C6251-1971.3(予 定)(R1004)

(2)光 学文字認識用字形(英 数字および記号)

C6250-1970.6(R1073)

(3)光 学文字認識用字形(カ ナ文字)

1970年 度調査研究委託

注)こ の調査研究には光学文字認識用印刷仕様

(DR1831)も ふ くまれる

(1)情 報 交 換 用 紙 テ ー プの 孔 の位 置 と寸 法,

C6246-1971.3(予 定)(R1154)

(2)未 穿孔 紙 カー ド,1970年 度 原 案 委 託(R1681)

(3)情 報 交 換 用 紙 テー プC6243-1970.4(DR1729)

(4)情 報交換用磁気テープの情報記録様式1970年 度原

案委託(DR1862,DR1863,97/4/1N184)

(5)情 報 交 換 用磁 気 テ ー プC6240-1970.4(DR1864)

(6)情 報 交 換 用磁 気 テ ー プ ・リー ルC6242-1971.1

(DR1864)

(7)け ん 盤 配 列,1969,1970年 度 原案 委託

(ISO/TC95,DR2126,R1091)

,

(1)コ ン ピ ュー タ ・プ ログ ラ ム用言 語FORTRAN

(水 準7000)C6201-1967.5(DR1539)
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ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)お よび文書審

議案(N)

(3)工SO6お よび7ビ ッ ト・キ ャ ラ ク タ・セ ッ トDD

に よ るALGOLの た めの ノ・一 ドウェ ア表 現

(DR1672)

(4)プ ログラム用言語COBOL(DR1989)

(5)プ ログラム用言語の標準化に適用すべき基

準(97/5N221)

(6)機 械 の数値制御に用いられるプログラム用

言語(APTの よ うなもの)

DD

CC

BB

6.デ ィ ジタ ル ・デ ー タ伝送(SC6)

(1)情 報 メ ッセー ジ中 の誤 り検 出 用 水 平 パ リテDF

イの用 法(R1155)

(2)ス ター ト ・ス トップ お よ び同 期 伝送 の た めDF

の キ ャ ラ ク タ構 成(R1177)

(3)デ ー タ通 信 シ ス テム の た め の基 本 的 モ ー ドDF

コ ン トロール の 手 法(DR1745)

(4)CCITT(国 際 電信 電 話 諮 問 委員 会)推CC

せ ん規 格V24が 適 用 で き る デ ー タ端 末 機器

とデ ー タ通 信 装 置 間 の回 路 交 換 用 コネ クタ

ピ ンナ ンバ ー(DR2110)

(5)基 本 的 モ ー ド・コ ン トロール 手 法 の 変 更 とAB

拡 弓長(97/6N330)

(6)コ ー ド伝 送 制 御 の 手法(97/6N328)AC

(7)One-Wayお よびTwo・Way伝 送 制 御 の 手AA

法(97/6N325,329)

(8)同 期化(97/6N248,224,326)

(9)シ ス テ ム ・パ ー フォ マ ン ス(97/6N157)

(10)信 号 晶 質(97/6N332)

(11)デ ー タ ・シ グナ リン グ レー ト

(12)用 語

(13)リ タ ー ン ・チ ャ ンネル

(14)ア コー ステ ィ ッ ク ・カ ップ リ ン グ

(97/6N225,313,292)

AA

AA

AA

AA

AA

AA

AA

JIS規 格,JIS規 格案および原案委託

(2)コ ン ピュ ー タ ・プ ログ ラ ム用 言語FORTRAN

(水 準5000)C6202-1967.5(DR1539)

(3)コ ン ピ ュー タ ・プ ログ ラ ム用言 語FORTRAN

(水 準3000)C6203-1967.5(DR1539)

(4)コ ン ビ ュー ・タ ブ ログ ラ ム用言 語ALGOL

(水 準7000)C6210-1967.5(DR1538)

(5)コ ン ヒ。ユ一 夕 ・プ ログ ラ ム用言 語ALGOL

(水 準6000)C6211-1967.5(DR1538)

(6)コ ン ピュ ー タ ・プ ログ ラ ム用言 語ALGOL

(水 準5000)C6212-1967.5(DR1538)

(7)コ ン ヒ.ユ一 夕 ・プ ログ ラ ム用言 語ALGOL

(水 準4000)C6213-1967.5(DR1538)

(8)コ ン ピュ ー タ ・プ ログ ラム 用言 語ALGOL

(水 準3000)C6214-1967.5

(9)コ ン ピュ ー タ ・プ ログ ラム用 言 語ALGOLの 入 出

力(水 準70)C6215-1967.5(DR1538)

(10)コ ン ヒ。ユ 一 夕 ・プ ロ グ ラム用 言 語ALGOLの 入 出

力(水 準60)C6216-1967。5

(11)コ ン ヒ。ユ ー タ ・プ ロ グ ラム用 言 語ALGOLの 入 出

力(水 準50)C6217-1967.5

(12)コ ン ピュー タ ・プ ログ ラ ム用 言 語ALGOLの 入 出

力(水 準40)C6218-1967.5(DR1538)

(13)コ ン ピュー タ ・プ ログ ラ ム 用言 語ALGOLの 入 出

力(水 準30)C6219-1967.5

(14)コ ン ピュー タ ・プ ログ ラ ム用言 語COBOL

1970年 度 原 案 委託(DR1989)

(1)伝 送 回 線 上 の キ ャ ラク タ構 成 と水 平 パ リテ ィの用

法 。C6360-1971.4(R1155,1177)

(2)モ デ ム と通 信 制御 装 置 お よび デ ー タ端 末 装 置 との

イ ンタ フ ェ イスC6361-1971.4(予 定)(DR2110)

、
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ISO推 薦規格(R),推 薦規格案(DR)お よび文書審

議案(N)

7.問 題 定 義 と解 析(SC7)

(1)情 報処 理 の た めの フ ロー チ ャー ト記 号

(R1028)

(2)フ ロー チ ャー トの利 用方 法(97/7N56)

DG

BB

8.数 値制 御(SC8)

(1)数 値 制 御 用 コー ド(R840)'DG

(2)数 値 制 御 機 械 の座 標 軸 と運 動 の記 号(R841)DG

(3)数 値 制 御 機 械 用 穿 孔 テ ー プ ・ブ ロ ッ ク ・フFG

オ ー マ ッ ト(R1056)

(4)数 値 制 御 機 核 用互 換 性穿 孔 テー プ可 変 プ ロFG

ック ・フ ォー マ ッ ト(R1057)

(5)数 値 制 御 機 械 用 穿 孔 テ ー プ可 変 ブ 日 ッ ク ・FG

フ ォー マ ッ ト(R1058)

(6)数 値 制 御 用 穿 孔 テ ー プ 固定 ブ ロ ッ ク ・フ ォFG
－ マ ッ ト(R1059)

(7)数 値 制 御機 械 の位 置 決 め の ため の穿 孔 テーBB

プ可 変 ブ ロ ック ・フ ォー マ ッ ト(97/8N150)

(8)一 般 用語,プ ログ ラ ミ ン グ(97/8/1N154)BC

注)SC1に 移 管

(9)エ ラー,ア キ ュ ラシ イ … な どの定 義AA

(97/8/1N19)

(10)第3章 よ り第6章 ま で(97/8/1N33)AA

(11)検 出端(ト ラ ンス デ ュー サ)(97/8N133)-A

(12)数 値 制 御 機 械 用 記号(97/8N/151)-B

9デ ー タ ・コー ド(WGK)

(1)年 月 日の表 現(DR2014)

(2)週 の番 号 付 け(DR2015)

(3)イ ン タナ シ ョナル ・シ ステ ムに お け る単 位 －A

の名 称(SIユ ニ ッ ト)の 表 現(97/N314)

合計

ISO推 せん規格

ISO推 せん規格案

その他の審議案件

R=20件

DR==22件

N==48件

JIS規 格JIS規 格案および原案委託

(1)情 報 交換 用流 れ 図 記 号C6270-1970.4

(R1028,N56)

(2)論 理 回 路 記法1970年 度 審 議 予定

(IEC-TC33(S)393)

(3)コ ン ピ ュー タ の性 能 表 示,1970年 度 原 案 委 託

(1)数 値 制御 機 械 の座 標 軸 と運 動 の記 号1970年 度 審議

予 定(R841)

(2)数 値 制御 用 コー ドお よび紙 テ ー プ ・フ ォー マ ッ ト

1970年 度 原 案 委 託(R840,R1056,R1057,

R1058,R!059)

(1)日 付 の表 示(コ ー ド)C6262-1970.4(DR2014)

(2)時 刻 の表 示(コ ー ド)C6263-1970.4

(3)都 道 府 県(コ ー ド)C6260-1970.4

(4)市 区 町 村(コ ー ド)C6261-1970.4

(5)性 別(コ ー ド)C6264-1971.1

(6)産 業(業 種)(コ ー ド)C6265-1971.4(予 定)

(7)商 品(コ ー ド)1970年 度 原 案 委 託

(8)勘 定 科 目(コ ー ド)1970年 度 原案 委 託

(9)計 量 単位(コ ー ド)1970年 度 原 案 委 託(97/N314)

(10)職 業(コ ー ド)1970年 度 原案 委 託

合計

JIS制 定済み33件(R=11,DR=7)

工業標準調査会で審議中又は審議予定

2件(R=1)

1970年 度原案委託10件(R=8,DR=4)

1970年 度調査研究委託1件(DR=1)

(1)進 捗 状 況 の略 号(ISOの 審議 状 況 を示 し,左 側 は1970.1.1.現 在,右 側 は1970.12.31.の 予 定 を示 す)

A=項 目調 査 の段 階

B=原 案(DraftProposal)作 成 段 階

C=原 案 がPメ ンバ ー の 過 半数 以 上 に 承 認 され た段 階

D=ISO推 せ ん 規 格 案(DraftISORecommendation)がISOの 全 加 盟 国 に送 付 され た段 階

E=DraftISORecommendationがISO加 入 国 の30%以 上 の賛 成 投 票 お よびPメ ンバ ー の 過 半数 に よ

り承 認 され た段 階
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F=DraftISORecommendationがISO理 事 会 に送 付 され た 段階

G=DraftISORecommendationがISO理 事 会 に よ ってISORecommendationと し て承 認 され た段 階

薦規格 または推薦規 格案 の番号 を く 、 内に示 した。 また1970年 度 審議 中 とあ るのは

1970年 度末 また は1971年 度は じめJISに な る ものであ る。 また1970年 度原案委託 と

あ る ものは1971年 度に 工業標 準調査 会に付議 され,JISと して審議 され ることにな

る。 また1970年 度 調査 研究委 託 とあ る ものは近 い将来JISと して検 討 され る ものを

示 して い る。

① 用語については1'SOで まだ審議途中であるが,す でに制定 されていた計数形計

算機用語 く一般、および計数形計算機用語e般 を除 く)を 見直 し,最 近のISO

の審議状況 をも考慮 して新たに情報処理用語 として制定 されたものである

② 光学文字認識用字形(カ ナ文字)の 調査研究委託については,す でにISOで 定

'ま っている英数字お よび字形をよみ得 る光学文字読取機でカナ文字 も同時に識別で

きるように カナ文字の字形 を定めようとするものである。

③ けん盤配列はコンピュー タ入出力装置 としてのタイフ。ライタのけん盤上 において

カナ文字,英 文字,数 字,記 号および各種の機能符号(デ ータ伝送制御,書 式制御

装置制御,情 報分離,特 殊機能な ど)の 配列の標準化 をはかるものである。

d)そ の他の標準化項目

ISOで 今後数多 くの推薦規格案が作成されると考えられるが,近 い将来について

は第4.3表 の左側の文書番号の項目で推定することとし,そ の他に,日 本規格協会の

委託に より1967年 に 日本電子工業振興協会が実施した 「電子計算機および情報処理方

法のJIS化 のための体系調査報告」および 日本 自転車振興会の機械工業振興資金に

より日本情報処理開発 センターが実施した 「データ ・コー ド標準化体系調査報告」 を

基に まとめてみたのが第4.5表 である。

e)デ ー タ ・コ一一ドの標準化

情報 処理 技術 の進歩 に よ り将来 におけ るデー タは 自然語 または 自然文 の形 を とるで
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第4.4表 その他の情報処理関係標準化項目

1.文 字 認識 関係

(1)磁 気文字 認識(MICR)お よび光 学文字 認識(OCR)の た めの信号 レ

ベ ノレ

(2)文 字認識 用特殊 文 字(カ ナ,漢 字 な ど)の 字形化

(3)OCRお よびMICR関 係 用語

(4)OCR用 手書 き字形(英 数字,記 号,カ ナ)

2.入 出力関係

(1)磁 気 カー ドの仕様 と記 録 方法

(2)チ ャンネル と装 置制御 間 のイ ン ター フ ェイ ス(接 合条 件)

(3)装 置制御 と入 出力機器 間のイ ンター フ ェイ ス,オ ン ライ ン ・タイ プ ライ タ,

デ ィスプ レイ,紙 テー プ装 置,紙 カー ド装置,磁 気テ ープ装 置,磁 気 デ ィ

ス ク装 置 その他 の入 出力機器

(4)け ん盤 配列

タイ フ。ライ タ,カ ー ド穿孔機 な どで数字 用,英 数字用,カ ナ文字 お よびそ

れ らの併用 の もの押 ボタン式電 話機 と卓上電 子計 算機 のけ ん盤配列

3.プPグ ラム用 言語'

(1)プ ログ ラム用言語PL/1

(2)タ イ ム ・シ ェア リン グ用 コマ ン ド

(3)シ ミュ レー シ 。ン用 言語

(4)シ ステ ム性 能評 価基準(GIBSONMIXに 類 す る もの)

4.デ ー タ ・コー ド関係

国名,住 居表示,血 液 型,続 柄,学 歴,職 種,職 階,職 能,技 能,官 公 庁,

学 校,研 究 機 関,企 業(会 社 名),銀 行,金 融機 関,事 業所,病 院,企 業 形体,

輸送 機種,艦 種,会 計科 目,固 定資 産 品 目,取 引決 済条 件,商 品用途,製 造法 な ど

あろ うこ とが予想 され るが,現 時点 では コー ドに よ って表現 され るのが一 般 的 で あ

る。 すなわ ち,デ ー タは コー ド化 されて伝達,処 理,分 類,お よび検索 され てい るの

が現状 であ って,コ ー ド体 系 の良否は た だちに情報処理 システムの良否 に重大 な影響

をお よぼす とい って も過言 では ない。

(1)デ ー タ ・コー ド標 準化 の必要性

情報処理技術の発展 とい う歴史的動向に直面 して,情 報処理が従来の ように,ひ

とつの事業体 を中心 とした システムとして形成 されていた段階か ら,情 報 システム

が社会的に形成 されて くるとい う側面 が次第に顕著なもの となるにいた った。
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情報の社会化 という場合,具 体的には情報流通性の増大,す なわち情報交換の円

滑化 とい う問題 と,情 報の共同利用 という問題 とがある。後者の場合は もちろん多

くの場合,原 則 として事業体 が情報 システムの主体であるので,機 密保持の問題が

附随す るが,利 用者の承認を条件 として,か えってその利益 のため,情 報の共同利

用は促進されるものである。 デー タ ・コー ドの体系化 と標準化は情報利用の社会的

最適効率を目的 として,社 会全体ならびにそれを構成するすべての ものの利益を増

大するため,情 報 の社会的システムを達成するため必須の条件である。 デー タ ・コ

ー ドの体系化に際 しては,一 義的にデー タ ・コー ド体系と内容を決定することだけ

ではな く,あ る場合には変換作業が容易で,情 報技術的に処理 しやすい合理的な相

互関連性を確立することを包含する必要がある。

〈2)デ ー タ ・コー ドの機能 と形態

デー タ ・コー ドは情報処理 の対象である事物,状 態,思 想な どを情報処理技術に

適・合して,そ れを把握,識 別,表 現するため システム的に記号化 した ものである。

したが って,現 段階の情報技術の水準では,人 間が 日常に使用する自然語は機械処

理には適合 しない。 もちろん情報処理技術の発達 とともに,次 第に 自然語に近いデ

ー タ ・コー ドの使用が可能とな ってい く傾向にあるが,効 率的な機械処理に適合す

るという条件 をみたす ものでなければな らない。

データ ・コー ドは,古 くは情報処理が統計的作業に重点をおいていた時代は,分

類機能中心 として考えられていた。 その後情報処理は広汎な機能にわた って効率的

な機械化が可能 となるにいた り,デ ー タ ・コー'ドは情報処理の対象の識別機能(具

体表示機能)と 属性表現機能(分 類機能)を もつにいた った。 このデータ ・コー ド

の両側面は通常結合 して合成的なデー タ ・コー ドを構成する場合 が多い。

(3)デ ータ ・コー ドの標準化体系

日本情報処理開発 センターが1969年10月,「 デー タ ・コー ド標準化体系調査」 と

題 し,官 公庁,各 種業界および代表的企業700機 関を選出 し,ア ンケー ト調査を行

な った結果をまとめた ものが第4.5表 である。 回収率はほぼ45%で あ った。

この中には,す でに第4.3表 で記 したようにすでにJIS化 されたものや原案委

託 した もの もふ くまれているが,そ の他の項 目については今後 さらに検討 を加えた
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第4.5表 デ ータ.eコ ー ドに関する標準化体系 、.

番

号

分 類 コ ー ド 名

ア ン ケ ー ト 調 査

現 状1榊 化 希 望

件数 順位
合 計1・ 年以内

づ 順位1件数 順位

判 定

必

要

性

緊

急

性

実

現

性

区

分

・ い 天 文 1.天 候14・ ・1-1--1-ld・i・ ・
,

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

2.場 所

3.時

4.人

1.国 名

2.外 国 地 域 名

3.外 国 都 市 名

4.都 道府県 ・市区町村

5.住 居 表 示

6.国 内 地 域 名

1.フE

2.日

3.曜

4.暗

号

付

日

刻

1.個

2.性

3.婚

4.血

5.性

6.続

7.学

8.職

.9.職

10.職

11.職

。12.人

5.事 業 体

6.経 営 ・経 済

液

能 ・技

事 ・給

人

別

堀

型

櫓

柄

歴

業

種

階

能

与

1.官 公 庁

2.学 校 ・研 究 機 関

3.企 業(会 社 名)

4.銀 行 ・金 融 機 関

5.事 業 所

6.病 院

7.国 際 機 関 名

8.所 属 ・組 織

9.世 帯 番 号

1.産 業

2.経 営

3.企 業 形 体

4需 要

5.国 際 収 支

6、 勘 定 科 目 ・会 計 科 目

71

71

3

121

21

71

20

24

2

4

234

66

3

1

0

10

9

15

71

71

106

131

13

37

357

104

131

1

71

225

3

106

49

4

3

4

360

16

16

63

8

34

16

33

31

67

59

4

18

63

70

72

46

13

39

16

16

10

6

42

26

2

12

6

70

16

5

63

10

20

59

63

59

1

110

110

82

192

127

110

157

!39

109

124

149

160

143

148

148

137

112

106

156

155

106

110

154

52

175

21

21

27

1

15

21

5

13

22

16

10

4

12

11

11

14

20

24

6

7

23

21

88

39

3

71

71
'34

176

85

71

142

125

85

61

129

94

102

102

85

65

57

99

117

61

71

133

8

148

20

20

29

1

1

20

5

6

15

22

7

13

11

11

15

21

24

12

9

22

20

33

40

3

○

○

○

○

○

×

○

○

×

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

×

×

×

○

×

○

×

×

○

×

×

○

○

×

○

○

×

○

○

○

×

○

×

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

×

×

×

○

×

○

×

×

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

×

○

○

○

○

○

○

○

×

×

○

×

○

×

×

×

A

C・

C'

A

A

D

A

A

D

A

A

A 、

C

A

D・

A

A

A

A,

A

A

D

A

A

A

A

A

A」

D

D

・1

A

D

A

D:

D'
シ

B.
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39

40

41

42

43

44

45

46

7.単

7.固 定 資 産 品 目7215

8.株 式 銘 柄3736

9.公 社 債 銘 柄1046

10.預 金 種 類3823

11.税3823

12.取 引 き 決 済 条 件

1548126

763034

713130

800×B

29× × ×D

32× × ×D

× × ×D

× × ×D

OO×B

単 位 1.計 量 単 位

2貨 幣 単 位

32

11

28

44

114

88

19

26

85

57

15

24

○ ○ ○

○ × ○

A

C

478.規 格1.規 案 ・統 計 ・図 番654

482.製 品 検 査267

× ×Ol・

× × ×ID

49

50

51

52

53

54
'55

56

9.物 品1.材

2.商

3.用

4.設

5.土

6.製

料

品

途

備

地

造 法

7.商 品 銘 柄

8.輸 送 機 種 ・船 穂

8214

2733

2830

2134

1539

3736

5319

1144

654

92255526000A

115187619000A

68333300×B

× × ×D

OOOA

434203700×B

6135323100×B

OOOA

57 10.作 業 1.設 備 メ イ ンテ ナ ン ス 654 × × × D

58 11.建 設 1.建 築 物 4222 82 27 42 27 ○ ○ ○ A

59 2.土 木建築 工 事 種 類 2431 × × × D

60 12.交 通 1.路 線 1046 × × × D

61 2.鉄 道 駅 名 1441 81 29 40 28 × × ○ D

62 3.港 湾および空 港 名 1557 60 37 22 35 ○ × ○ C

63 4.輸 送方法および梱包 4421 × × × D

64

65

5.乗 車 券 種 別850

6.郵 便 種 男lj557

× ×OD

× ×OD

66

67

68

13.保 険 ・災 害 1.保 険 年 金 種 別3823

2.災 害850

3.担 保 種 類850

× ×OD

× × ×D

× × ×D

69i・4・ 医 療 1.病 名1736 ・i・ ・1・

・・1・5.情

71

72

73

74

報1.図 書 分 類

2.新 聞

3.工 業 所 有 権

4.カ ナ 文 字

5.伝 票 様 式

850

072

949

1342

1638

713123

593818

494013

1201789

340×OC

38× ×OD

39× × ×D

14× × ×D

× × ×D

751・6・ 法 ⇒ ・・ 法 律 ・政 令 ・鈴1267 × × ×1・
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上 でJIS化 され るこ ととな るで あろ う。

f)今 後の進め方

情報処理関係の標準化は,そ の対象が用語,符 号,各 種入出力機器,プ ログラム用

言語,デ ータ調査問題,デ ー タ ・コー ド関係な どきわめて広範的にわた り,メー カー,

ユーザー間およびメーカー,ユ ーザーそれぞれのグループ内での利害関係 もはげし く

これの標準化を統一的にしか も方向をあや まらずに進めてい くことはきわめて困難で

ある。標準化の必要性は各方面で強調されているが,今 後の標準化の対象,制 定時期

規定内容な どについていまだ権威ある計画の設定は行なわれていない。

工業技術院標準部では1970年 度に情報処理関係の標準化推進計画策定のための実態

調査を行なうこととし,国 内における標準化 を進めるべき分野,事 項,規 定水準,優

先度お よびそれを進める際の障害,問 題点な どを明らかにすることとしている。
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第3章 教 育 ・研 究

1.高 等 教 育 とコ ン ピ ュー タ

A.教 育研究分野におけ るコンピュー タ利用

(1)全 国共同利用大型計算機センター

1969年 版 コンピューータ白書で述べたように1965年,東 京大学に全国共同利用施設 として

大型計算機 センターが開設 されるに当 り,そ の共同利用組織 として,全 国7地 区に地区協

議会が生 まれ,各 地区に,大 学 または部局(高 専をふ くむ)単 位に連絡所が開設 された。

1968年 秋には,大 阪大学大型計算機センターが,1969年 からは東北大学,京 都大学およ

び九州大学の各大型計算機 センターが業務 を開始 し,1970年 か らは北海道大学,1971年 か

らは名古屋大学の各大型計算機 センターが共同利用の業務を開始す ることにな った。

このように,複 数の共同利用大型 センターが設置 されたのは,利 用者 の地理条件を考 え

たためではあるが,同 時に,各 センター ごとに システム構成お よび機器 に関し,そ れぞれ

特長を もたせて,地 域性をこえた全国的共同利用施設 としての発展 を期待されてい る面 も

ある。全国の利用者は,こ れ らすべてのセンターを 自由に選択 し利用 しうるたてまえをと

ってお り,前 記 の連絡所 または地区協議会は,利 用者の意思をセンターの運営に反映させ

る窓 口としての役割 を果たす もので,特 定のセンターのみに結びついているもの で は な

いo

なお,地 区協議 会 は,利 用者 の窓 口 として の機 能 のほかに,連 絡所 開設 の承認,各 セ ン

ター 間の連 絡,課 題 承認 申請 の審査,パ ンチ ・サー ビス,プ ログラ ミング指導 な どを行 な

って い る。

1971年4月1日 現在 各 セン ター におけ るコ ンピ ュー タの保 有状 況 は,第4.6表 の とお り

であ る。
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第4.6表 各 セ ンターにおけるコンピュータ設置状況(1971年4月1日 現 在)

/

地区協
議 会

第1地 区

第2地 区

第3地 区

'第4地 区

、第5地 区

第6地 区

第7地 区

大 学 セン ター 名

北 海 道 大 学

東 北 大 学

東 京 大 学

名 古 屋 大 学

,京∴都.大 学

矢 阪'大 学

九 州 大 学

セ ン タ ー

開 設 日'

1970年4月1日

1968年4月1日

1965年4月1日

1971年4月1日

1968年4月1日

1968年4月1日

1968年4月1日

機 種 名

FACOM230/60

NEAC,2200/500

HITAC5020E

HITAC5020

FACIOM!290/60

耳IACOMl270/3q・

NEA .q2200/500

NEAC2200/200

FACOM230/60

セ ツ.

ト数

1

4'.

1

2・

'4

・1:

}1

1

2

出所:文 部省

(2)各 大学専 用機 の稼動 状況

1969年3月 末現在,文 部 省大 学学術局 研究助 成課 が調査 した大 学にお け るコン ピュー タ

稼動状況 は次 の とお りであ る。

第4.7表 大学のコンピュータ稼動状況

設 置 区分

国 立 大 学 ・'

公 立 大 学

私 立 大 学

計

所 有 台数 セ ッ ト

116

7

'70

193

1日 当 り平 均
稼 動 時 間 数

'8 .8

}τ ・

8.1

1970年 度設 置

予定 セジ ート

13

(文部省大学学術局研究助成課調べ)

注)1大 型計算機センターに設置 されたコンピュLタ ばふ くまない ・

2購i入 価格1,000万 円以上計数型コ'ンピュ一夕

この調査 の対象 とな った大 学は,自 然科 学お よび経済 関係 学部 または研究所 を有 す る国

公私立 大学244校 であ るが,こ れ らの うち,『1セ ッ ト以上 を設 置 して い る 大 学 は,114校
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で,国 立大 学 の86%,公 立大 学の19%,私 立大 学 の35%が コン ピュー タを保 有 してい る。

また私立大 学 に設 置 されてい る70セ ッ トの コン ピ ュ一一タの うち51セ ッ トは,文 部 省 の私立

大 学研究設備 整備 費補助金,理 科 等教育設 備整備 費補 助金 の対象 とな ってい る。

これ らの コン ピ ュー タの規模別 セ ッ ト数お よび運転 管理 要員数 を示 せば次 の とお りであ

る。(第4.8表)

第4.8表 コンピュータ規模別セット数および運転管理要員数

型 別 セ ッ ト数 管 理 要 員 数(平均)

小型(4,000万 四未 満 の もの) 133 国 立2.2人,.公 私 立2.7人

中型(4,000万 田以 上25,000万 円未 満) 58

2
国立6.5人,公 私立3.1人

大型(25,000万 円以上)

コ ンピ ュー タの運営 に ついては,ク ロー ズ ド・シ 。ップ制 を と るもの57校,オ ー プン ・

シ ョッフ。制 を とる もの64校,両 者 を併 用 す るもの56校 とな ってい る。

な お,第4.7表 「大学 の コン ピュー タ稼 動状況」の安 中,1日 あた り平均稼 動時 間には,

保 守時 間や故障 をふ くん でお らず,ま た,老 朽 のため稼動 時間 が きわめ て短 い もの もあ る

ため;か な りの コ ン ピュー タが2～3交 替 制 で稼動 を してい る もの と考 え られ る。

(3)コ ンピ ュータの利 用状況

1968年 度 中に コン ピュ一一タを利用 した研究者総 数は5・571人 で・ これ を専門分野 別に見

れば,利 用者数 では,理 工 系,商 経系 の順 で,総 利 用時 間 では,理 工 系,医 薬農 系の順 で

あ るが,1人 当 り年 間利 用時 間 では,医 薬農 系が42.2時 間,理 工 系が18.7時 間,商 経 系8.7

時 間,そ の他7.6時 間 と医薬農 系 が最 も長 か った。

また,教 育 実習 に使 用 されてい るコン ピ ュ'一タは全体 の50%で96セ ッ ト,実 習に参 加 し

た学生数 は15,725人 であ った。

このよ うな利 用者数 の増大,利 用頻度 の増加,利 用 時 間数 の長時 間化 に対処 す るた め,

コ ン ピュー タの増設,更 新 のほか,入 出力,演 算速度,記 憶 容量 の高性 能化,使 用言語 の

拡 大,タ ー ン ・ア ラ ウン ド・タイ ムの短 縮 がその課題 とな って い る。

(学術 月報22巻7号 吉 田宏男 ・新 井輝隆氏 の解説 「大 学 におけ る電 子計算 機 の設置 と
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利用状況」参照)

B・ コンピュータ関係学科 な どの設置状況

197眸 度 における文部省大学学術局技術教育課調べによれば
,国 公私立の大学,短 大,

高等専門学校 を1969年3月 に卒業 した者の うち,情 報処理関係↓遊 学ま,たは就職 した者5

人以上 を出 した学科数は150に 達するが,そ の内訳はつぎの とお りである。

第4.9表 情報処理関係に就職した状況

陣 立1公 立 已 ∋ 計

大学{慧 警 74

3,680

3

130

29

2,615

106

6,425

短大{≧ 菖 0

0

1

40

6

570

7

610

高専{叢 警 30

1,280

5

440

2

270

37

1,990

⇒㌶警
104

4,960

9

610

37

3,455

150

9,025

1970年 度以降情報処理技術 の開発 と情報科学推進の核 となる人材 を養成するため
,次 の

国立大学に情報処理専門学科が設置 された。

学 科 名 入学定員

1970年 度

1971年 度

東京工業大学理学部情報科学科

電気通信大学電気通信学部電子計算機学科

山梨大学工学部計算機科学科

京都大学工学部情報工学科

大阪大学基礎工学部情報工学科

山形大学工業短期大学部情報工学科

静岡大学工学部情報工学科

香川大学経済学部管理科学科

40入

60人

60人

40人

40人

40人

40人

40人
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九 州大学工学部情報工学科

九州工業大学工学部情報工学科

図書館短期大学文献情報学科

また,1970年 度以降新設整備 された講座学科 目は,

ユ970年 度

1971年 度

学 部 名

岩手大学工学部

京都工芸繊維大学工芸学部

滋賀大学経済学部

東京大学工学部

東京教育大学理学部

金沢大学工学部

愛媛大学工学部

埼玉大学教育学部

東京商船大学商船学部

滋賀大学経済学部

和歌山大学経済学部

一橋大学

つぎのとお りである。

講座学科 目名

情報処理工学

電子計算機工学

電子計算機論

情…報処理工学(博 士講座)

システム工学(博 士講座)

情報処理工学(修 士講座)

統計工学(修 士講座)

計算機科学(学 科 目)

航海情報処理論(学 科 目)

機械化会計論(学 科 目)

産業計画(学 科 目)

情報科学(学 科 目)

さらに,研 究施設な どで新設整備された ものはつぎのとお りである。

学 部 名 講座学科 目名

1970年 度

1971年 度

東北大学応用情報学研究施設 プログラ ミング体系部門

東京大学情報科学研究施設 情報基礎理論部 門

一橋大学経済研究所 日本経済統計文献 センター

神戸大学経済経営研究所経営分析文献 センター

東京大学工学部オンライン実験 センター

京都大学数理解析研究所数理応用 プログラミング施設

東京大学情報科学研究施設 数理言語学部門

東京工業大学 情報処理 センター

40人

40人

40人

(※印は新設)

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

(※印は新設)

※

※

※

※

なお,文 部省は,情 報科学,情 報処理技術の健全な発達のために,上 述の専門学科のみ
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に頼 る ことな く,広 く各 学科 の別な く,学 生一般 が コン ピ ュー タ利用技術 を身につ け るこ

とが好 ま しい と考 えてお り,こ のた め,こ れ らの学科,講 座 な どにつ いて も,で きる限 り

学部,学 科 の別 な く共 通講座 的 に運 営 され る ことを望 ん でい る。

C.大 学における情報処理に関する基礎的研究の動向

大学 や大学 附属 の研 究所 におけ る コンピ ュー タに関 す る研究 は,応 用実施 を 目的 とす る

もの よ りは,ど ち らか とい うと基 礎 的な研究 が主 とな ってい る。 それ らの研究 は コ ン ピュ

ー タ ・ロジ ックに関 す る理 論 的研究 か ら,教 育 の分 野 にお け るCAI(ComputerAssisted

Instruction)やCMI(ComputerManagedInstruction)の 開発 や,医 学 の分 野 での 自動診

断 や監 視 システムの 開発 に いた る まで,き わ めて多 岐 にわ た ってい る。 研究 ρ うちには,

各教 官 に与 え られ る一定 の研究 費(国 立大 学 では,博 士課 程 を有 す る課 程 の一 講座 当 り年

間およそ400万 国)や ・あ るいは通商産業省や企業か らの委託研究費に よって行なわれて

いるものもある。 しかし,研 究 のほとん どの ものは,文 部省か ら支出されている 「文部省

科学研究費補助金(科 研費)」 によって行なわれているので,こ こでは科研費 による研究の

みをとりあげる。 、

科研費は,「 わが国の学術 の振興 に寄与す るため,す ぐれた学術研究を格段に発展 させ

ることを目的とした研究費」 で,「 研究者 が自発 的に計画する基礎的研究 のうち,と くに

高度の研究成果」 が期待 されるものに対 して配分されている。1970年 度におけるその配分

総額は72億 口である。

コンピュータや情報処理に関する基礎的な研究は,学 術的にみて も,あ るいは社会的に

み て も,そ の 画期 的な発 展 が望 まれ てい る ところか ら,文 部 省 では,1970年 度か ら科 研費

特定 研究 の一 分野 と して,「 情報 処理 に関 す る基 礎的研究」 を選定 して,そ の基礎 的研究

を推 進す る こ とにな った。1970年 度 にお け る,特 定 研究 「情報 処理 に関す る基礎 的研 究」

に対 す る配 分額 は,1億2,420万 口であ った。

この特定 研究以 外 に も,コ ン ピ ュー タに関 す る研究 は,工 学 や理 学 あ るいは 医学,教 育

な どの分野 におい て も採 択 され てい る もの もあ り,100万 円以 上 の研究 費 を分配 された研究

は,16件 で計6,596万 円 であ る。100万 国以』下の研究 費 を補助 され た もの も多数 あ り合計 でお
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よそ2億 口,研究費の3%近 くのものが,情報処理関係の基礎的研究のために支出されてい

る。

特定研究 「情報処理 に関す る基礎的研究」に申請 をした研究課題数は1q7件 で,こ れを

審査委員会が行な った方法 により分類 してみ ると,次 のようである。

A

B

C

D

E

情報処理の理論的基礎

計算機 に密着 した基礎的な もの

計算機 に密着 しているが応用的な もの

生体情報 に関 したもの

教育 ・調査 ・総合

19件(17.8%)

29件(27.1%)

35件(32.7%)

18件(16.8%)

6件(5.6%)

これ らの 申請課題 の うち,採 択 されて研究 費 が分 配 され た もの は,Aが9件(22.0%)

Bが15件(36・6%)Cが7件(17・1%)Dが8件(19.5%)Eが2件(4.9%)合 計41件

(100.0%)で あ る。

第4.4図 大学における情報処理に関する基礎研究の研究題目の分類

(ホ)

9件

(15.8%)

(二)

9件

(へ)(イ)

5件

(8.8%)10件(17
.5%)

(ハ)
3件

(5.3%)

合計57件

(100.0%)

(ロ)

21件

(36.8%)

以上 の特定研究による41件 とそれ以外の16件 の計57件 につき,(イ)理 論および構成要

素に関す る研究(ロ)計 算機 システムおよび計算機言語に関する研究(ハ)入 出力に関す

る研究(二)生 体情報お よびその処理に関する研究(ホ)ア プリケー シ.ン に関する研究

(へ)教 育 に関する研究およびその他の6カ テゴリーに分類 してみると,第4.4図 のよう
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に な る。

以下,そ の分類 に したが って主 な ものにつ いて研究題 目と研 究者 お よびその所 属 を列記

してみ る。

a)理 論および構成要素に関すQ研 究

(1}理 論的な面を主 とする研究から,コ ンピュータの情報処理機能を拡大 していこうとす

る研究

テ ー マ1研 究 グ ル ー プ 名

人間 ・機械系におけるパ ター ン処理方式の研究 東京工業大学 ・工学部 榎本肇

教授 グルー プ

多値論理体系による情報組織の解析と構成 京都大学 ・工学部 三根久教授

グルー プ

意味論的情報認識機構に関する基礎的研究 大阪大学 ・工学部 手塚慶一助

教授 グループ

図形の もつ階層構造 を考慮 した図形の生成処理

および認識に関する研究

×阪大学 ・基礎工学部 田中幸吉

教授 グループ4寿

情報処理に関する基礎情報理論的研究 九州大学 ・理 学部 北川敏男教授

グルー プ

視聴覚神経系の機能をとりいれた新 しい空間情

報処理装置に関する基礎的研究

大阪市立大学 ・工学部 山下一美

助教授 グルー プ

光による情報処理の研究 東北大学・電気通信研究所 大泉

充郎教授

電子計算機の論理設計自動化 早稲田大学 ・理工学部 門倉敏夫

教授 グルー プ

(2)コ ン ピ ュー タの構成要素 の基 礎的研究 に よ って,

・高 密度化 をはか る研究

コン ピ ュー タに よる情報 処理 の高速

テ マ 研 究 グ ル ー プ 名

情報処理装置における磁性体の基礎的研究 日本大学 ・理工学部

教授

川西健次
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光集積 回路 にお け る能動素子 お よび受動素子 の

開発 に関す る基 礎的研究

高密 度光 メ モ リー ・システムの研究

東京工業大学 ・工学部 酒井善雄

教授 グルー プ

東京工業大学 ・工学部 井上英一

教授 グループ

b)コ ンピ ュー タ ・システム および コ ンピュータ言語 に関す る研究

(1)現 在 の シス テムに新 しい機能 を附加 す ることに よ って,コ ン ビ=Tタ の効率 を高 め よ

うとす る研究

テ マ 研 究 グ ル ー プ 名

自動診断容易な情報処理回路の構成

論理回絡による乱数 の変換お よび乱数内蔵 シス

テムに関する研究

発見的能力を有するシステムの研究

東京大学 ・工学部 ・猪瀬博教授

クルー フ

京都大学 ・工学部 矢島脩三助

教授

明治大学 ・工学部 後藤以紀教授

クルー フ

(2)複 数 台 の小型 または 中型 コン ピ ュー タの結合 に よ り,あ るいはCRTや その他 の装 置

をつけ るこ とに よ り,新 しい効率 的な処理 システ ムをつ くろ うとす る研究

テ マ 研 究 グ ル ー プ 名

計算機複合体の構成に関する研究

超小型汎用電子計算機の集合的動作に関する研

究

コン ピ ュー タ ・グラフ ィックスのため のシス テ

ムお よび言語 に 関す る研究

計算機相互間お よび各種装置との結合方式に関

1す る研究
1_一

オンライン情報処理の基礎的研究

京都大学 ・工学部 星野聡助教授

グルー プ

大阪大学 ・工学部 南茂夫助教授

クルー フ

京都大学 ・工学部 清野武教授

グループ

東京× 学 ・工学部 元岡達教授

グルー プ.

京都大学 ・工学部 坂井利之教授

クルー フ 1
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九 州大 学 ・工 学部 高 田勝教 授

グルー プ

京都大学 ・工学部 萩原宏教授

グルー プ

(3)コ ンピ ュー タ言語 に関す る研究

テ マ 研 究 グ ル ー プ 名

EquationComputerの 基 礎 的 研 究
.

コンパ イラの自動作成に関する研究

計算 システムとの遠隔 タイプライタによる会話

言語 系の研究

北海道大学 ・理学部 .田 中一教授

グルー プ

東京大学 ・工学部 和田英一助教

授 グルー プ

東北×学 ・電気通信研究所 大泉

充郎教授 グルー プ

(4)そ の他,総 合的な研究 として,情 報処理 の基礎研究 と計算 システム(明 治大学 ・工学

部 後藤以紀教授 グルー プ)が あ る。

c)入 出力に関す る研究

いずれ も,音 声 または図形の入出力およびその装置に関する研究 である。

テ マ 研 究 グ ル ー プ 名

音声情報の自動処理に関する基礎的研究

超高精度 ブラウン管を用いる図形処理 システム

に関する研究

図形および音声 を入出力とする言語処理 の研究

東北大学 ・電気通信研究所"城 戸

健一教授 グループ

理科学研究所.後 藤英一一主任研究

員 グルー プ

九 州大学 ・工学部 田町常夫教授

グルー プ

d)生 体情報およびその処理 に関する研究

将来におけ る情報処理 の効率化,省 力化 を考える場合,人 間や動物の神経系における情

報処理 の機序を解明 し,そ れをコンピュー タ ・システムに導入することが必要である。
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テ ー マ1研 究 グ ル ー プ 名
'

中枢における情報処理 北海道大学 ・応用電気研究所 吉

本千禎教授 グループ

生体形成制御における面情報処理の研究 東京大 学 ・理 学部 高 橋秀俊教 授

グィレー プ .'.

中枢神経活動からの情i報収集 と処理 金沢大学・医学部 大村裕教授

グル ー プ 『

視覚の生体内情報処理 名古屋大学 ・ヨ環境医学研究所 御

手洗玄洋教授 グルー プ

自己組織する神経回路網の工学的研究 東京×学・工学部 南雲仁二教授

グルー プ ∨

神経細胞に関する符号化機序の解明 東北×学 ・医学部 中浜博教授'

グルー プ

音声認識の神経生理学的機構に関する研究 東京医科歯科大学 ・医学部 村田

計一教授 グルー プ

生体情報処理機構の解析と代謝情報などの多重

連続処理に関する研究

大阪大学 ・医学部 阿部裕教授

:グルー プ

神経性アナログ生体情報処理機構 長崎大学・医学部 佐藤謙助教授
、

グルー プ

e)ア プ リケー シ ョンに関 す る研 究

ア プ リケー シ ョンに関 す る研究 は,た とえば コンピ ュー タに よる電 力系統 の開閉操作 の

自動化(東 京大 学 ・工 学部 関根 泰次助教 授)の ように,100万 口以下 の研究費 を うけてい

る研究 が少な くない。

(1)医 療用 の ア プ リケー シ ョン

テ マ 研 究 グ ル ー プ 名

ガ ン細胞の診断のための,多 元パ ラメーター導

入に よる細胞 自動診断装置開発に関する研究

関西医科大学 水野潤二教授グル
ー フ。

(2)情 報検索関係の研究
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テ マ 研 究 グ ル ー プ 名

学術情報処理に関する基礎的研究

デー タ ・パ ター ン処理 の基 礎研究

東京大学 ●工学部 森口繁一教授

グルー プ

東京大学 ・理学部 藤原鎮男教授

グループ

〆

f)教 育に関する研究およびその他

CMI,CAIの 研究

テ マ 研 究 グ ル ー プ 名-

CAI(× 型 コンピュー タを活用 した教授法の

研究)

教授,学 習過程の制御 システムの開発に関する

研究

コ ンビ。ユー タ利用 の テ ィーチ ン グ ・マ シンに よ

る効 果 的科 学教育 の方法 開発 の研究

自然言語の機械処理の研究

研究教育機 関におけるコンピュー タ利用の実態

調査 と需要 予測

京都夫学・教養部 後藤敏雄教授

グルー プ

大阪×学 ・文学部 田中正吾教授

グルー プ

香川大学 ・教育学部 小林久麿教

授 グルー プ

九州大学 ・工学部 栗原俊彦教授

クル ー フ

統計数学研究所 林知己夫所長 グ

ルー プ

今後 の研究教育機関におけるコンピュー タの効果的な配置についての示唆 を与えて くれ

ることが期待 される。

D願 処鞠 育会議の雛 次中間難

情報化時代 のコンピュータ教育のあ り方 を検討 している千 情報処理教育に関する会議」

(山内二郎主 査)は,1971年5月,第2次 の 中間報 告 を発 表 した。

同会議は,学 校教育 におけ るコ ンピ ュー タ教育 につ いて)・1969年7月 ,一第1次 中間報 告

を同年12月 「学校 にお け る情報処理 教育 当面 の施 策」 を発 表 してい るが,シ第2次 中間報 告
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では情報処理教育 を 「一般教育」 と 「専門教育」 にわけ,そ れぞれの 目標 と当面の施策を

示 している。

以下は同中間報告の概要である。

a)情 報処理教育の意義

情報化社会への急速な進展にお くれないために,わ が国の情報処理教育は抜本的な拡充

強化策 を講ずる必要がある。学校教育 の中での情報処理教育は 「情報化社会 を主体的に生

きる人間の教育は如何 にあるべきか」 という見地からみて,適 切なものでなければならな

い。それは 「一般的情報処理教育」 というべきものであるが,ま た,コ ンピュー タを開発

しあるいは後進 を指導する人材の養成 も学校教育 の課題 である。 これは .「専門的情報処理

教育」である。

b)情 報処理教育の 目標

(1)情 報処理技術者の養成 と一般的情報処理教育

情報処理技術者は,コ ンピュー タに関する知識 とその利用技術 を身につけていることが

必要 であるのは当然であるが,そ れぞれ の分野 における専門的知識や経験を持つことがよ

り重要である。すなわち,特 定 の分野 の専門的知識を身につけたものが,コ ンピュー タ技

術者 とな り得 るように情報処理教育 を実施することが望 ましい。

また,一 般的情報処理教育 の目的は,学 生一般に対 し情報処理 の可能性 と限界 を認識 さ

せ,人 間が主体性 をもって未来 を切 り開いて行 くことができるようにすることである。将

来は コンピュータの初歩的知識 が高等学校以下 の教育課程に組み こまれ,高 等教育ではコ

ンピュー タの学習を望む学生が,そ れぞれの専門分野 でコンピュータを正 しく利用するた

めの教育 が行なわれることが予想 されるが,現 段階では直接 コンピュー タを利用する産業

部門に卒業生を出している大学,高 専な どの一般的情報処理 センター を設け全学の関係職

員に責任 をもたせることが望 ましい。

(2)専 門的情報処理教育 と情報科学

情報科学の特性から,専 門的情報処理教育を行な う学部あるいは専攻課程は,ど の学部

や研究科に も属 し得るものであるが,各 学部,研 究科がそれぞれ個別に専門学科 を設ける
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ことは教 育 力の分散 を招 き好 ま し くない。 少な くも当面 は各大学 に ,1学 科,1専 攻課程 に

と どめて,そ の内容 を充実す る ことが望 ま しい。

(3)教 育研 究体 制 一 ＼

専 攻課程 や専 門学科 を設 け る場合,伝 統 的な学部,学 科 の閉鎖性 に とらわれ ず,欧 米 の

大 学に み られ る ように イ ンター ・デパー トメ ンタル ・プ ログラム(学 部,学 科 の タテ割 り

システムを打破 した教 育 コー ス)の よ うな教育研 究体 制 を とるべ きであ る。 なお,こ の よ

うな教 育研究体 制 に必須 の前提 であ り,か つ,そ の成否 を左右 す る条件 であ る十分 な コン

ビ。ユー タの使用 時 間を確 保 し,教 員 と くに若 手指 導者 を配置す ることを留意 しなけれ ばな

らな い。

c)当 面の施策

(1)大 学,研 究所,研 究施設

高度の専門教育および研究を中心 とする情報処理専攻課程を設立することを検討すべき

である。 とくに大学院では教育研究活動 を積極的に行ない,教 育用 フ.ログラムの開発につ

とめるべきである。

(2)大 学 ・学部

一般的情報処理教育 を促進するために
,共 通講座 もしくは共通学科を設けるほか,専 門

学科や大型計算機センターに学生二般に対する教育 を担当させるようにすべきである。

専門学科の講座や学科 目編成については,関 連する他学科 の教育科 目を履修 させるよう

な体制もとることが望 ましい。

(3)短 × ・高専

一般教育科 目の中に従来 の自然科学,人 文科学見社会科学のいずれに も属 さない総合科

目を設定する措置がとりうるよう設置基準を変更す ることが望 ましい。

短大の情報処理に関連の深い学科でコンピュー タの実習や関係講義 を強化するほカ),高

専の情報処理教育に対する期待がきわめて高いことにかんがみ,教 員の資質の向上や電子

計算機 実習用端末機 の導入 を急 ぐべきである。

(4)教 育用 コンピュータ

設置方法 として大型機 の時分割共同利用機 と小型機分数配置方式とがあるが,一 長一短
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があるので,両 者並行 して実験を行な う必要がある。・

(5)教 員養成

情報処理教育については,探 究的な態度で絶 えず 自己開発を行な う能力のある教員がと

くに必要である。'"

情報処理教育,研 究者不足を早期に解決するため大学院専攻課程をただちに設置するほ

か,若 手教員のために在外研究や内地留学制度の活用,効 果的な研修会,講 習会の実施を

すすめ るべきである。

2.教 育用 コ ンパ イ ラの開 発 に つ い て

コン ピ ュー タの設 置 セ ッ ト数 の増加 に ともな い,情 報 処理技 術者 の養成 が重 要な課題 と

な 。て い るが,最 近 では高等学 校,と くに商業 高等轍,工 業 高等学校 で,教 育用 コン ピ

ュー タ導入 の気 運が高 ま ってお り,す でに導入 を終 った学校 もか な りの数 に上 ってい る。

この よ うな傾 向は,情 報 化社 会へ の移行 に対 処す るた めの教 育 態度 と しては喜 ば しい こ

とであ るが,教 育 指 導理念 を深 く検討 せ ず,た だ職業教 育 の道具 と して,安 易 に コンピ ュ

_タ を導入 す る傾 向があ るこ とは,こ とに最近 は ミニ ・コン ピュー タな ど比較 的低廉 な機

器 が 出現 し始 め,そ の導入 がか な り盛 ん であ るが,教 育効 果 の上 か ら必 ず しも好 ま しい こ

とではない。

日本 経営 情報 開発 協会 では,わ が国 におけ る コン ピュー タ教 育 のあ り方に つき検 討す る

た め,1969年4月 に,教 育 問題 研究委 員会 を設 け るとと もに,学 識経 験者,高 等学校 関係

者,メ ー カー各 位 の参 加 を得 て,fg69年10月 に 「高専,高 校 にお け る電 子計算 機 の標準 仕

様 お よび設 置基 準 に関す る討論 会」 を開催 し,問 題 点 を検討 した。 その結果,高 等学校 関

係者 は,予 算 の面か ら設 置 し易い ミニ ・コ ンピ ュー タを導入 したい とい う希望 が高 い こと

が判 った。

しか し,現 在 の段 階で は,ミ ニ ・コン ピ ュー タの主記 憶装 置 に常駐 す るコンパイ ラが開

発 され ていない。 したが って,こ の よ うな状 態 の ミニ ・コン ピ ュー タを導入 し た と し て

も,処 理 能 力の面 で所期 の成果 をあげ るこ とは難 か しい。
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FORTRANやCOBOLの よ うにわれ われ の 日常語 に近 い形 の言語 でかかれ た コン

パイ ラ ・プ ログ ラム をコン ピュー タが処理 す るには ,コ ン ピュー タの 内部 で機械語 に 翻訳

す る必要 が あ る。

ところが,一 般に,現 在 の ミニ ・コン ピ ュー タで は,翻 訳 を行な うコンパ イ ラは,補 助

記 憶装 置 に収 め られ,主 記 憶装 置に は常駐 され ていな い。 そのため機械 語 に翻 訳 す る必要

の あ る場合 には,主 記憶装 置 と補 助記憶 装置 の 間で情報 のや りと りが頻繁 に行 なわ れ,処

理 に かな りの時 間が費や されてい る。

したが って,主 記憶装 置 に常駐 す る コンパイ ラを開発 す れば,ミ ニ ・コン ピュー タの処

理 能 力が非 常に高 ま り,学 生 ひ と り当 りの実習費 用 はかな り軽減 される こ とが 期 待 さ れ

る。'アメ ウカでは,WATFOR(WATERLOOFORTRAN)と か,PUFFT(PUR-

DUEUNIVERSITYFASTFORTRANTRANSLATOR)と い うような コア常駐 の コン

パ イ ラが,ユ ーザ ー の必要性 に よ って開発 され てお り,非 常な効 果 を発揮 してい る といわ

れ てい る。 しか し,わ が 国では,1971年4月 現 在;こ の種 の コンパ イ ラの開発 がほ とん ど

行なわ れ ていない。

そこで 当協 会 では,国 産 ミニ ・コン ピュー タ ・メー カー各社 の協 力を得 て,常 駐 コンパ

イ ラの必 要性 に対 す る社 会 の認 識 を高 め,学 校 にお け るコン ピ ュー タ教 育 の推 進 に寄 与す

る こ とを 目的 と。して,コ アに常 駐す るFORTRANコ ンパ イ ラの開発 を1970年10月,コ

ン クー ル方式 で実施 す るこ とを決 め た。

なお,対 象機種 を国産機 に限定 したのは,外 国機 種 の中にす でに コア常駐 の コンパイ ラ

を 開発 してい るメー カニ があ り,し たが って コン クール の参 加条件 に公平 を欠 くお それが

あ ったか らであ る。

当該 コン クール の標 準仕様 と しては,4Kワ ー ド(1ワ ー ド16ビ ッ ト換 算)程 度 以 内

の ミニ ・コジ ピ ュー タを使用 し,そ の コア ・メモ リー の一 部 に コンパイ ラを常駐 させ,残

りの部 分に 目的 プ ログラムを作 り出 して,コ ンパイル ・アン ド・ゴー を行 な うこ との でき

るFORTRANコ ンパ イ ラを開発 す るこ とを目標 としてい る。 た だ し,単 に処 理時 間 を

短 縮 す るだけ ではな く,将 来 あ るべ き高 等学校 な どの教科 内容 に適合 す るよ うな コンパ イ

ラを開発 す るこ とに意i義があ る。

メー カー,ユ ーザ ー,専 門家,あ るいは それ以 外 の人 々の別 を問わず,広 く応募 を呼 び
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か け た結果,1970年12月12日 の応募 締切 日までに76件 の申 し込みが あ った。

開発成果 の提 出期 間は1971年9月 末 で,,10月.に 最終 審査 を行 ない,翌11月 に審査 結果 の

発表 を行 な う予定 とな ってい る。

3.企 業 に お け る コ ン ピ ュー タ教 育 用 の カ リキ ュ ラ ム

社会,経 済 の発展が企業(行 政体 もふ くむ)の 経営規模の拡大 を促 し,国 際化 の進展と

ともに,そ の組織は ますます巨大化,複 雑化 してい る。 この拡大する経営組織 を効率的に

運営するためには,そ こに発生する膨大なデータを迅速 に処理 し,そ の情報 に基 づいて,

適切な意思決定を行なわねばな らない。

コンピュー タは,単 なる計算用具でな く高度な情報処理機械 として機能 しうるものであ

り,そ の利用は単なる事務処理の省力化に止 まらず,種 々の段階の経営管理の意思決定に

までお よび,コ ンピュー タ利用に関する知識 と理解は,コ ンピュー タ室の専門家だけでな

く,全 社員に必要 とされるようにな ってきた。

元来,コ ン ピ ュー タ化 すべ き業 務は,コ ン ピ ュー タ室 でな く企業 の各剤 門 にあ るわ け で

あるか ら,業 務 のコンピュー タ化 を計画する場合,と くに各部門の管理者は コンピュー タ

の効用や限界を理解 し,所 管業務の機械化に必要な知識や,機 械処理 された情報の判読能

力を身につけることが要求 される。 さらにすすんでは,経 営管理上・新たな コンピュータ

適用分野の開発を企画する能力をもつことが望 ましい。 ここに一般管理者に対するコンピ

ュー タ教育の必要性が生 まれる。 そこで 日本経営情報 開発協会では,新 しい時代の要請に

即応 した一般管理者向けコンピュー タ教育のカ リキュラムを作成するため,コ ンピュそ タ

・メーカーの専門家お よび一般企業の専門家 より成る 「一般管理者 向け企業内 コンピュー

タ教育カ リキ三ラム作成委員会」 を設け,検 討 を進めてきた。1970年 現在,同 協会で論議

された一般管理者向け教育は,コ ンピュータの原理や構造よりも,む レろ情報 の 評 価 能

力,シ ステム的思考,計 画的手法な どに重点をおいて教 えることである。

すなわち,問 題解決に当ってのコンピュ〔 タの利用方法,.効 率的業務処理 のため のシス
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テム設計 と,コ ン ピュー タの活 用 につ いての知識 を教 え るこ とが必要 とされる
。

一 般 管理者 に と って重 要 な ことは
,経 営管 理 の問題 解決 の手 段 と して コン ピュー タを有

効 に活 用ず るこど であ り,そ のため には まず 、 コ ンピ ュー タに 関する 基本 的な概念 と用語

につ いて正 しい理 解 を もち,コ ン ピュー タ専 門要 員 と,容 易 に意志 の疎通 を図 る能 力 を身

につ け ることが大切 であ る。 さらに進 ん で,有 効 な情報 システ ム設 計 の動向 を知 り
,効 率

的な システ ムの提案,プ ロジ ェ ク トの選 択 を行 な い うるこ とが望 まれ る。

しか し,従 来 の一般 管理者 に対 す る コンピ ュー タ教育 は1

(1)い か'Vこコンピ ュー タは動 くか

(2)い か に プログ ラムを作 るか

(3)い か に ジステ ムの設 計 を行 な うか't『

とい った,コ ン ピュー タの 、か ら くり"と か フ。ログ ラ ミン グに大 部分 の時 間が割当 て られ

て お り,一 般 管理 者 が真 に理 解 していなけ れば な らな い問題 につい ては十 分 な時間 が費 や

されていなが づーた う らみがあ っ'た。

この ような基本 的な考 え方か ら1971年3月,一 般 管理 者 向け コ ンピ ュー タ教 育 の カ リキ

ュラムの大枠 葛 それに基 づいた 教 育指針 を作成 した。 全科 目の うち 「カ レン ト・ トピッ

・ス」 お よび`「プ ・グラム実 習」 を除 ・・たA・Bコ ー スの腰 は次の と劫 であ る.(第

4.10表)　 '

一 般管理者 の コンピ ュー タ教 育 の カ リキ ュラムは,コ ン ピュー タを基 礎 とした 「プロジ

ェク ト・マネ ジメ ン ト」 の知識 の習得 と能 力の向上 を図 るこ とを最大 の 目標 とし,プ ロジ

ェク ト・マネ ジメン トを推進 す る手段 と して 「デー タ ・プロセ シン グ」 「システ ム設計」

「マネ ジメン ト・サ イエ ンスの応用」 な どに関す る基 礎知識 と,具 体的事 例の学 習 を行 な

うもの であ る。

この カ リキ ュラムは,A,B,Cの3コ ー スに分 れ てい る。Aコ ー スは ,一 般 管理者 が

シス テム的思 考態度 を養 うだめ に必要 とな る基 礎知識 あ習得 を 目的 と し,Bコ ー スは,A

コー スで履著 した基礎 知識 を もとに,具 体 的な事例 お よび技 術 につい て学 習す る。 また,

Cコ ー スは 自社 の事例,お よび各社 の具体 的ア プ リケー シ 。ンの紹介,お よび ケー ス ・ス

タデ ィを行 な うことをね らい と してい る。'
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第4・10表 科 目 別 コ ー ス の 目 的

＼ コースヘ へ

科 目 ＼ ＼
A B

〔講義〕

　オ 　

1.ア 一 夕 ・フ ロ セ'シ
ン グ 概 説

コンピュータおよびデータ・

プロセシングに関する基礎知

識 を習得する

5時 間

デ」タ ・プロセシングに関す

る具体的事例を研究する

3時 間

2.プ ロジ ェ ク ト ・
マ ネ ジ メ ン ト

プロジェクト・マネジメント

に関する全般的基礎知識を習

得するとともに具体的事例を

研究する'9時 間

3.シ ステ ム設 計

コンピュータをベースとした

情報処理システムの設計に関

する基礎知識を習得する

7時 間

コンピュータをベースとレた

情報処理システムの設計に関

する技術的問題を取扱 う

4時 間

C

プロジェクト・マネジメント

に関する自社例を研究する1

7時 間

自社におけるコンピュータを
ベースとした情報処理システ

ムの設計に関する具体例を研

究する5～10時 間

;4.マ'ネ ジ メ,ン ト・サ1イ
ェ ンス の応 用

マネジメン ト・サイエンスに マネジメント・サイエンスの

関する基礎知識を習得すると 応用に関する具体的事例(自l

t蹴 蕊 蒜 灘 ㌶ よび各社のr曝劉
'
＼ の応用力を身につける4時 間

5.カ レ ン ト ・ ト ピ

ッ ク ス

コンピュータに関する最近の
一般的動向を研究する

3時 間

自社に関するコンビ=一 タ関i

係噸 術を研究㌦
間i

'6
.プ ロ グ ラム実 習

プログラムを実際に組むこと

によってコンピュータの概念

を具体的に理解する

2～ .6時 間

・計
、 21時 間 14時 間 23～34時 間

〔自習〕

7.デ ー タ ・プ ロ セ

.・シ ン グ 概 説

8.シ ステ ム 設 計

コ ン ピュ ー タお よび デ ー タ.・

プ ロセ シ ン グ に 関す る基礎 知

識 を補 足 す る 、

4時 間

システム設計に関する基礎知

識を補足する

.4時 間

計 8時 間

・合 計 29時 間 14時 間 S23r34時 間
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4.肢 体 不 自由児 の コ ン ピュー タ教 育

財 団法人 日本 チ ャ リテ ィ・プ レー ト協会 とは,主 と して,脳 性 マ ヒに よる肢体 不 自由児

"こ対する社会福樋 穀 難 行 一環として1964年2月
.に縦 叉 た鑓 団体である

力澗 齢 ↓‡・1968年は 離 訓練㌣ ㌃ 提 旬 ・燃 不昨 旦 忙 して生活でき

る能 力を身 につけ,社 会 復帰が で ぎるよ うに,キ ー ・パ ンチ ャー,オ ペ レー タ,プ ログラ

マ教育 を総合 的に行 な ってい る。
・.へ ・ 、"㍗:

a)訓 練性 の選 考

訓練 生 の選 考 には,と くに意 を用 いてい る。 全 国の養護 学校高等部 に在 掌 中の生徒 に対

し,同 協会 では現地 に 出張 して,イ リノイ大 学 方式 に よる適性 検 査 を行 ない,と くに コン

ピ ュー タに関心 のあ る者 につい ては,職 能 訓練 セ ン ターに1日 入所 させ,コ ン ピュー タに

関 す る説明 と見学 を通 じて正 しい理 解 を持 たせ るこ とに努 めてい る。

適性検 査 に よ って コン ピ ュー タ要 員へ の適 性 を認 め られ た者 は,優 先 的に入 所 を許 され

る が,訓 練生 の授業 料,教 材費 な どは一切免 除 され る。 また学 業,技 能 とも優 秀 な訓練生

に 対 しては,選 考 の うえ月額2,000mの 奨学金(返 済不要)が 支 給 され る。.

b)… 訓練 禾斗目

訓練 は,キ ー ・パ ンチ ャー,オ ペ レー タ,プ ログラマ と も3カ 月間のPCS(パ ンチ ・

カー ド・システ ム)基 礎 コー ス を 履 修 した のち,そ れ ぞれ適性 に応 じた専 門 コー スへ進

む が,専 門 コー・:スの期 間は,キ ー ・パ ンチ ャー-3カ 月,オ ペ レー タ6カ 月,プ ログ ラマ1

カ年 であ る。

基 礎 コー スの期 間には,一 般教 養 と して英 会話 や ミー テ ィン グ の 時 間 が 加 え られ てお

り,ま た専 門 コー スの終 りには,訓 練生 を計 算 セン ター の現場 へ 出向 させ,委 託 訓練 の形

で職 場 実習 の教 育 を行な ってい る。
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c)就 職状況

職 能訓練 セン ターの開設 以来,訓 練 を終 了 して社会 へ巣立 った者は,1971年4月1日 現

在 で19人 あ るが,そ の就職状 況 は,受 け入 れ側 の協 力 を得 てきわ めて順調 であ り,男 子 プ

ロ グラマ3人,オ ペ レー タ2人,女 子 キー ・パ ンチ ャー12人 が,一 般人 と同等 の待遇 で活

躍 してい る。

なお,障 害者 雇傭促進協 会(会 長 永野重雄 氏)で も,日 本 商工会議 所 の 支援 の も と

に,身 体障 害者 を中心 と した パンチ ・セン ター を開設 し,キ ー ・パンチ ャー としての訓練

を行 ない なが ら受託 業務 を行 な う計 画 が進 め られて いる。 身体障 害者 が,コ ンピ ュー タ要

員 と して職場 を得 る社 会 が次第 に拡大 されつつ あ る。
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第4章 法 制 の 整 備

1.通 信 回 線 問 題

A.公 衆電気通信法改正 の経緯 －

a)通 信回線利用問題の背景

.最 近におけるコンピュー タ技術の進歩は 目をみはらせ るものがあ り,大 型 コンピュー タ

の普及 とともに,演 算速度の飛躍的な向上や記憶容量の超大型化がはか られ,利 用方法の

複雑化,高 度化が急速に進みつつある。

この ような情勢の中で,1950年 代の終 りごろか ら,コ ンピューータと端末装置 とを通信回

線 で結び,遠 隔地か ら直接 コンピュー タを操作する利用技術 として,遠 隔情報処理 システ

ムが開発 され実用化 されてきた。

わが国でも,遠 隔情報処理 システムは1964年 初頭 に国鉄 のNNみ どりの窓 口"や 日本航空

の座席予約 システムに適用 されて以来,年 々幾何級数的に増加 し,1970年12月 末現在でお

よそ190シ ステムに達 した。 … 一

また,遠 隔情報処理 システムに対する需要の内容 も,企 業活動の広域化 や活発化、ある

いは消費生活 の多様化 ・高度化な ど社会経済文化の水準向上にともない、特定企業内部 の

情報処理 ばか りでな く,企 業 グループが共同で情報交換 ・情報処理 を行なお うとする計画

や,計 算センター,情 報センタ{な どがオンラインで計算業務 ・情報提供業務 を行なお う

とする動きが具体化 しつつある。

一 方
,遠 隔情報処理に必要な通信 回線の利用制度が,電 信,電 話 を前提 とす る公衆電気

通信法上 の制約か らきわめて制限されていたため,今 後,多 様化 し,増 大する公衆遠隔情

報 処理需要に十分応 えられる体制にな っていなか った。

すなわち,こ の点に関する従来の法制上の制約はつ ぎの2点 に集約 されていた。



326第4部 情報化時代とコンピューク

に}遠 隔情報処理に提供 される通信回線は専用線だけで、加入電話網や加入電信網な どの

公衆通信網を利用することは認 められていない。.

② 日本電信電話公社(以 下電電公社 という)か ら専用回線の提供を受けるには法律上つ

ぎのような場合 のみに限 られている。

① 同一企業内で利用す る場合

② 国の機関および地方公共団体が共同で利用する場合 〆

③ 共同 して同一の業務 を行な う2人 以上の者が共同で利用する場合

④ 相互に業務上緊密な関係にある2人 以上の者 が共同で利用する場合

このような制限のひ とつの理由は,従 来 の公衆電気通信法がコンピュー タのオンライン

利用がまった く行なわれていない1953年 に電信電話サービスを主体 として制定されたもの

であること,'お よび,・通信の一元化 と秩序維持の観点か ら,電 電公社以外の者が独 自の通

信網 を形成 し,実 質的な公衆電気通信業務 を営み うることを禁ずるためであ った。

しか し,最 近に至 り遠隔情報処理 とい う新たな性格の需要が台頭 しは じめ,訪 米MIS

使節団(1968年1月),訪 米情報産業特別調査団(1968年12月)が 諸外国の事情 を紹介する

とともに,政 府への提言を行な ったことな どが契機 とな って,こ の ような利用上 の制約に

対 して改善 を要望する声が高 まってきた。

すなわち,産 業構造審議会の答 申(1969年5月),経 済団体連合会情報処理懇談会やff

本経営 情報開発協会からの意見,各 新聞の論評な どにこれ らの声があらわれている。

しか し,一 方では,通 信の秩序維持や電信電話に対する トラフィック上 の影響などの観

点か らの慎重論 もあ った。

通信回線の法制や運用を担当する郵政省 と電電公社は,従 来 の制度や解釈が実情 と必ず

しもマッチ していないごとを認め,世 論の要望にそうべ く,1967年 ごろか ら通信回線開放

のあり方と改正の方向について検討 をは じめ,1969年10月,郵 政大臣は 「データ通信のた

めの通信 回線 の利用制度について」郵政審議会に諮問,そ の答申を得て郵政省は次のよう

な内容の公衆電気通信法改正案(第1次)を 第63特 別国会へ提出する準備 を進めた。

① 公衆電 気通信法に新たに一章 を設けて,現 在試行役務 として実施 されている電電公

社直営のデータ通信サービスを法定化す る

② 民間が行な う情報処理 ・提供業のために,デ ータ通信回線サービスを新設する
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また,一 定の企業 グループな どの利用に供するため,'デ ータ通信 回線網サービスを新

設する。 これ らは 「専用」 の章を一部改正 し,専 用線の共同利用および他人使用の制

限の特例として規定する。"

③ 前項のサービスに対 しては,共 同利用に よる付加使用料を廃止する

しか しながら,同 改正法案は,関 係方面の意見調整が間に合わず上程 されなか った。

b)第2次 改正案の策定 ・'":

1970年 度に入 って,郵 政省 と電電公社は各方面 との意見調整をはか りなが ら,第1次 改

正案で最大の問題点として残された加入電話網の開放について検討を重ねひとつの条 件と

して,公 衆電気通信設備の増設 ・改良を行ない,さ らに市内通話 について通話 した時間に

応 じて課金する時分制を導入すれば,そ れが完了した地域から,遂 次コンピュー タの接続

を認 めて も,一 般通話 に対する トラフィ.ック上の悪影響がほ とん ど防止できるとめ結論に

達 した。

また,同 じころ,自 由民主党 ・政務調査会 ・電信電話基本問題調査会においては,生 活

圏,経 済圏の広域化 と都市の連たん化 の現象に対処す るとともに遠隔情報処理のための加

入電話網利用の道をも開 くため,電 話料金について,す べての通話 を時間と距離に応 じて

課金す る広域時分制を採用する旨の決定 をみた。"『 …

郵政省では,以 上のよ.うな経過をへて,1970年9月,一 般 の企業な どが公衆通信網(加

入電話網 と加入電信網)に コンピュータを接続 して行なう遠隔情報処理 を認める方向で,

公衆電気通信法の改正 を進めるとの発表 を行な った。

さらに同年11月26日,郵 政審議会データ通信特別委員会に対 して,1概 略つぎのような公

衆電気通信法改正案を説明し,そ の了承 を得た。

① 企業 グループな どのためのデータ通信回線の共同使用の範囲の拡×

これは郵政審議会答申に基 づ くデータ通信回線網サー ビスに相当するものである。:

② 計算業務等のためのデータ通信回線の他人使用制限の緩和

これは郵政審議会答申に基 づ くデータ通信 回線サ ービスに相当するものである。

①,② はいずれ も第1次 改正案にも盛 りこまれたが,専 用制度の特例 として規定 したた

め,'デ ータ通信の 「公社独 占,民 間例外」 とい う印象を与えたので,第2次 改正案に
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おいては,デ ータ通信の章の中に,電 電公社直営のサー ビスと対等に規定することと

した。

③ 遠隔情報処理のための通信 回線の共同使用料の廃止

第1次 改正案 と同じである。

④ 公衆通信回線へのコンピュー タおよびその入出力機器の接続 ・

第2次 改正案で初めて規定 されることとな った。'

⑤ 公衆通信回線へのファクシミリ機器等 コンピュー タおよびその入出力機器以外 の機

器の接続

これ も第2次 改正案で初めて規定 されることとな った。

2臼Oj

言星 リ

マ寸寸

ぴ い

カこ

{3)第2次 改正案に対する外部 の反響

郵政省が,こ のような公衆電気通信法の第2次 改正案を発表 して以来,各 方面からつ ぎ

の ような要望 ・批判がよせられた。

① 経済団体連合 会(植 村甲午郎会長)

1970年11月13日 「通信回線利用制度の改善 について」

1970年2月4日 「通信 回線利用制度の改善 について」

② 日本情報センター協会(稲 葉秀三会長)

1970年12月9日 「公衆電気通信法のA部 改正に対する要望書」' t

1971年2月18日 「公衆電気通信法 の一部改正案に対する意見書」

③ 日本経営情報開発協会(稲 葉秀三理事長)

1970年9月11日 「通信回線の開放に関する要望書」

1970年12月18日 「通信回線開放に関する中間報告」

/令 嗣 月・日「酬 臨 瀧 法の錦 改正案に対す硝 贈 」

④EDPユ ーザ;団 体連合会(安 東守敬会長)

1970年12月24日 「通信回線利用に関する要望書」

1971年2月8日 「公衆電気通信法の一部改正案に対する意見書」

⑤ 日本新聞協会(萬 直次会長)

1970年12月18日 「データ通信のための公衆電気通信法一部改正に関 し要望 の件」
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これらの要望書は,ほ とん ど共通の問題点を指摘 しているので,代 表的な ものとして,

日本経営情報 開発協会からの中間報告を概観 してみよう。 これは次のように述べている。

「郵政省は,次 期通常国会に公衆電気通信法の一部改正案を提 出し,民 間企業の行な う

オンライン情報処理(い わゆるデータ通信 システム)の ために電電公社め通信回線を利用

させ る制度を設けることとな り,従 来きび しい制約のもとにあ ったわが国の通信回線利用

もようや く自由化へ進む段階を迎えた。 と くに公衆交換網の開放に関する方針の決定は
,

わが国情報処理産業を× き く進展 させる基盤 とな るもの として歓迎されるところである
。

しか しながら,世 界 的な利用水準からみれば,よ うや く欧米諸国の政策と足並みを揃 え

たにすぎず,こ とに具体白勺な運用条件に関 してはい まだ明確に示されていないだけに
,そ

の決め方如何によっては,運 用の実際面で開放の効果を大 き く損なうおそれ もな しとは し

ないのである。………(中 略)… ……

1.電 電公社 と民 間企業 とが情報処理サービスにおいて対等の条件で実施できる環境を

確保すること

2.民 間企業に対する制約 の範囲は必要最少限にとどめるとともに
,そ の基準 を明示す

ること

3.電 電公社 と民間企業が情報処理 サービスに関 して担当する分野を明確にすること

4.公 衆通信網の開放は,昭 和47年 度をまつまでもな く,準 備のできた地区か ら順次実

施すること

5.デ ータ通信 サービスの実施にあたってその解釈に疑義を生 じた場合
,あ るいは電電

公社 と民間企業の間に紛争を生 じた場合な どの問題に対処するため,中 立的な第三者

に よる調 停機 関 を設 け るこ とが望 ま しい

6.専 用 回線,高 速 回線 の料金 体 系 を早 急に 明確化 す る こと

7iNNデ ー タ通信 「'、デー タ通信 サー ビス"N"メ ッセー ジ交換"な どの用語 の定義 を明 ら

か にするとともに,将 来は情報遮 基本的法な どの制定 を通 じて通信 と情報処理の区分を

明確化 すること

他の要望書で以上の内容のほかにふれている点は,端 末機器認定手続 きを簡素化するこ

と,一 般企業 と情報処理提供業 との間に通信回線提供上異な った取扱いを しないこと,外

資対策は通信法制 と切 り離 して論ずべきことな どの意見や要望 であ った。
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B.改 正 され た 公 衆 電 気 通 信 法 の概 要 ・

データ通信のための通信回線利用制度の改正については,郵 政省は前節の経緯によって

各方面か らの要望意見を十分勘案 しながら改正法案の具体化をすすめ,法 制局との間で基

本的な調整を終 えた段階で各省庁への意見照会を行な った。

これに対 し,通 商産業省 をは じめ として 「各条項の 、郵政大 臣の認可?と あるのを 、基

準"と 改め,例 外的な ものを個別認可 とする」 ことを法案上明示すべきであるとの意見が

出されたため,急 遽法案のねり直 しが行なわれ、1971年2月15日 に関係省庁の次官会議,翌

16日閣議決定を経て,た だちに第65通 常国会へ上程 され同年5月19日 に可決 された。

改正 された公衆電気通信法の うち,デ ータ通信に関する部分について概要 を説明する。

a)法 改正の形式

公衆電気通信法に,加 入電話,加 入電信,専 用な どとな らんで,新 たに 「データ通信」

という章 を設け、ここに一般に対する通信回線提供制度と電電公社のデータ通信 サービス

とを包括的に規定 している。

b)遠 隔情報処理のための通信回線利用制度

民間企業な どが自営のコンピュー タを設置 して遠隔情報処理 を行なうために,電 電公社

の通信回線を利用する場合 の契約方法 として,特 定通信回線使用契約 と公衆通信回線使用

i契約の2種 類が設け られている。

また,こ のほか加入電話 や 加入電信 の 加入者が,こ のような契約 を新たに結ぶことな

く,現 在設備 されている電話機や加入電信宅内装置に,切 り替え用の転換器 によって遠隔

情報処理の端末装置を設置 し,利 用することもできるようにな った。

(1}特 定通信回線使用契約

特定通信回線使用契約 とは,利 用者が希望する特定の区間で,利 用者が選定 し電電公社

が設置する特定規格の電気通信回線に,自 営のコンピュータまたはその入 出力機器を接続

＼
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して使用する契約である。

この回線の使用料金は郵政省の認可で決定 されるが,定 額制 として,専 用料に準 じて定

め られよう。

なお,特 定通信 回線 の規格 としては,す で に 開発 されているものに,50ビ ッ ト/秒,

200ビ ッ ト/秒,1,200ビ ット/秒,お よび2,400ビ ット/秒 があるが,さ らに4,800ビ ッ'卜

/秒,9,600ビ ット/秒,48キ ロビット/秒,240キ ロビット/秒 、480キ ロビッ ト/秒 な

どの超高速回線 も遠か らず利用できることとなろう。

特定通信回線使用契約の使用形態はつぎの各場合に分類できる。

① 利用者の契約者名i義が1入 の場合

契約者のみが使用する場合

契約者が本店,各 支店,各 営業所相互間な ど自己の企業内部 を利用するもので,な

に も制限はない。

なお,電 電公社は予算の範囲内で,そ れ らの申込みの全部を承諾 しなければならない

こととな っている。

他人に使用される場合

契約は1人 で結ぶが,特 定通信回線は契約当事者以外の第三者 にも利用 させるもの

で,一 定の基準(郵 政大 臣の認可)に 該 当する場合に申込みが承諾 される。利用形態

は今後の基準の定め方いかんによって決 って くるが,計 算業務や検索業務 を行なう業

・ 者 が、お客 との間で特定通信回線を利用 し,オ ンラインによる計算サービスや情報提

供サービスを行な う場合 が典型的な例で,こ れ らの利用形態が基準化 される見通 しで

ある。その場合,情 報処理 ・提供業者が コンピュータを使 ってお客相互間を対象 とし

電文の交換を行な うな ど,加 入電信業務 的な利用は規制 されることとなろ う。

② 利用者の契約者名義が2人 以上の場合

系列企業 グル ープな ど業務上の関係が強い2人 以上の者 が,同 一電気通信回線を利用す

るため共同して契約を結ぶ もので,契 約 申込者相互間の業務上の関係 と使用方法が一定の

基準(郵 政省令)に 適合する場合か,ま たは このような基準に該当 しな くて も,業 務上の

関係 と使用方法 とを個別に郵政大臣に認め られた場合には申込みが承諾 される。

その具体的な基準は,従 来 の法律上共同専用が認めちれる範囲における 「業務上緊密な
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関係 」 を相 当緩和 した もの とな る見 込 みであ る。

また,こ の制度 の新設 に と もな い,従 来 の共 同専 用 の付 加使 用料(2人 の場合 回線専用

料 の10分 の3,3人 以上 の場合 回線 専用料 の10分 の5)は 廃 止 され る。

〈2)公 衆通信回線使用契約 ・.,「

① 制度の内容

公衆通信 回線使用契約 とは,加 入電話の または,加 入電信の交換設備 と契約申込者

が指定する場所 との間に設置 される電気通信回線に,契 約申込者が設置するコンピュ

ー タやその入出力機器 を接続 して使用する契約である6

電電公社 または国際電電会社 は,利 用者からの 申込みを受けたとき,つ ぎに該当す

る場合はその申込みを承諾 じなければな らないごととな った。'ウ

イ 申込みをうけた電報電話局な どの設備の状況やその申込者 の使い方が,一 般の電話

通信な どに支障 を与 えないようにするために作 られる一定の基準(郵 政大臣の認可)

に適合するもの。

ロ∵郵政省令で各種の通信回線相互の接続利用形態 を定めるものに該当す るときは,公

衆通信業務に支障をおよぼさないことについて,電 電公社 または国際電電会社 が郵政

大臣の認可をうけた もの。 ・.

なお,特 定の電話局な どに申込みが集中 し,申 込みの全部 に応 じきれない場合があ

れば,加 入電話 と同様に公共的な ものから優先的に一定 の基準(郵 政大臣の認可)に

したが って承諾される。

② 公衆通信回線を使用する自営設備 の設置工事

公衆通信回線の使用契約者 は,公 衆通信 回線に接続する自営設備の設置工事を行な

うときは,電 電公社 または国際電電会社 の認定'(郵 政省令で定める)を うけた工事責

任者に,そ の工事 を従事 させるこ とが義務 づけられている。

認定 の具体的内容は,コ ンビュー7タな どに関す る知識 よりも電話交換機や電信交換

機に関する知識 と経験が重視 されることとなろう。

③ 利用料金な ど ・ 亭.:

通信回線の使用料金は郵政大臣の認可で決定 されるが,特 定通信回線使用契約が定



第4章 法制の整備333

額制であるのに対 して,公 衆通信回線使用契約は通信の距離 と時間に応 じて課金 され

るいわゆる従量制料金 で,広 域時分制採用 にともなう加入電話 の通話料や加入電信の

通信料に準 じて定 められる。

電電公社 が実施する広域時分制は情報化社会における生活圏 ・経済圏の拡×化に対

応 させるためと,(時 間に関係な く度数制 で徴収 ,されている市内電話料金が遠隔情報

処理)の 実施に障害 とな っている点を解消 するために採用するもので,現 在の市内通

話 が行なえるお よそ5,300(1969年 度末)の 区域 を562の 単位料金 区域に拡大 し時分

割 を行なうものである。

したが って,全 自動電報電話局に所要の措置を講ずる必要があ り,こ のため,公 衆

通信回線に関する利用制度の実施は,所 要の措置が講 じられた地域から順次行なわれ

ることとなろう。

広域時分制における自動電話の通話料金(法 定料金)は,区 域内通話は3分 ごとに

7田,隣 接区域 と20Kmま での区域外通話 は距離に応 じて,38秒 か ら2.5秒 までごと'

に7円 の12段 階に分かれている。公衆通信回線の規格は ,現 在 の加入電話 網 の 規 格

(周 波数帯域300HZ～2,700HZ),ま たは加入電信 網 の規 格(50ビ ッ ト/秒 以下 〉

であ り,こ の範囲内でデータ通信に使用できる。

加入電話網や加入電信網は,特 定通信回線 と異な り,本 来電信電話用の設備 である

ため,使 用する周波数帯域幅が固定 されるので,今 後 とも伝送ス ピー ドや伝送品質に

は一定の制限が加わ らざるを得ない。

(3)加 入電話な どに対する附属装置な どの設置加入電話な どの加入者は,電 話と切替 えて

データ通信やファクシミリ伝送あるいは心電図伝送な どを行ないたい時は,特 に公衆通

信 回線使用契約を結ばな くて も,自 営の端末装置な どを設置 した り,あ るいは電電公社一

に直営端末装置な どの設置を請求できることとな った。ただじ,コ ンピュー タは除かれ

てい る。

(4)電 気通信回線に接続する自営機器の技術基準と認定

コンピュー タやその入出力装置な ども電気通信 回線に接続する場合は,公 衆電 気通信
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業務 に支障を与えぬよう必要な限度において定める一定の技術基準(郵 政大 臣の認可)

に適合 しなければな らない。

具体的内容は,通 信回線 とのインターフェイスに直接関連する部分の機能 と特性 を定

め る方向で検討されてお り,さ らに総合品質 を保証する従来の立場がかわ り,今 後は単

に他人の通信への妨害,人 体への危険の防止,お よび保守 ・運用の責任分担についての

規 定へと力点をうつすな ど,.基準内容の簡易化 も検討されてい る。

また認定事務について も,迅 速化 と簡素化をはかるため,抜 本的な対策として,型 式

認 定制度が採用される見通 しである。

c)デ ータ通信設備使用契約

これは電電公社 または国際電電会社が提供するデータ通信設備 を利用するた め の 契 約

で,従 来試行サービスとして提供されていた直営サー ビスが法定化 された ものであ り,こ

れ ら直営のデータ通信サービスの提供は郵政大臣の認可をうけたものに限 られている。

データ通信設備は、コンピュー タ,端 末装置およびこれ らを接続 する通信回線が一体 と

な っている設備 であるが,利 用者が希望する特殊な端末装置 を自営で設置することもでき

ることとな った。

また,デ ータ通信設備の利用料金 については,郵 政大臣の認可によって定 まるが,と く

に回線部分の使用料金については,、民間との間で不均衡 を生 じないよう,民 間が利用する

データ通信回線 の利用料金 と同額に定めることとなろう。

d)施 行月日

改正法のなかで予定 している施行 月日はつぎの とお りである。

{1ト 特定通信回線使用契約とデータ通信設備使用契約に関するものは,1971年9月1日

(2)公 衆通信回線使用契約お よび加入電話に対する附属装置な どの設置に関する規定は,

前に述べた広域時分制 との関連から,1972年9月1日 か ら同年12月31日 までの間で政令

の定める 日
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C.、 改正法 に対 す る一般 の評価

今回め改正法による データ通信 回線利用制度は;蔽必要以上の行政的な干渉は民間情報産

業の自由な発 展を妨 げるものとする民間側からの強い意見 が入れられて,特 定者間におけ

る通信回線の共同利用に関する制限を大幅にゆるめるとともに,1889年 以来国によって独

占的に運営 されてきた公衆通信回線を始めて民間に開放するとい う意味で意義がある。

改正法の施行にま り,遠 隔情報処理 システムが多彩 にな り大衆化 が促進され情報化社会

の進展にはヵ吻 知れない影響 を与 えることとなろ ㍉ と くに公衆通信 回線の利用が認めら

れることにな ると,利 用者は電話 と向』じようにダイヤルで任意め コンピュー タ を 呼 び 出

し,い ろいろな計算サービスやデータ ・バ'シクを'オンラインで利用できることになる。

アメ リカの例でみると,ま ずこのような業務 としそ登場 して くるのは、科学技術計算,

鉄道 ・ホテルな どの予約サービス,株 価企業財務な どの情報提供サー ビスが考えられる。

改正法の中でとくに注 目されるのは;デ ータ通信 回線 を共同で使用 したり他人に使用さ

せた りする場合,あ,ら か じめ明示 された基準に適合すれば回線の提供 をうけることができ

る方法 を原則 として採用 したことである。'

また法律が施行されるまでに基準な どが作成されるが,そ の定め方如何 によっては運用

上相当の差異が生 じて くるのセ,ど のような基準が作 られるか今後十分注 目する必要があ

る。

2.商 法改正 の推移

コン ピュー タに よ って企 業 の会計 情報 が把握 され,企 業経営 の近代 化 に資 す る面 も多 く

な ってお り;ま た株 式文書 事務 な どの ゴン ピュー タ化 も進 め られ てい る。 、

しか しな が らわ が国 の法 制上,コ ン ピュL夕 に よって記録 され てい る会計 情報,株 主記

録な どに ついて、 これ を法 定 の帳 簿類 として是認 す るのか否 か;明 確 な規定 が設 け られ て

お らず;企 業 の近代 化 ・合理化 に際 して,iiンU9・ ・h・・一ダを思い1ぎ って用 いる ことができな い
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とい う不安 があ る。

そ こで取 りあ えず商法,税 法,民 事 訴訟法,刑 事 訴訟法 な どにつ いて,コ ン ピ ュー タに

よ る記 録 を法定 の帳簿類 と して認 め る旨,明 確 にす るよ う経 済界 の要望 が 出されてい る。

A.経 済界の要望

経済団体連合会は,1968年12月 に 「株式会社 の文書事務の合理化等に関す る商法改正意

見」 において 「マイクロ写真,電 子計算機による記録を商業帳簿,株 主名簿,社 債原簿,

議事録その他営業上の重要文書 と して認める旨,明 確にすること」 を提案 している。 また

税法に対 しても 「電子計算会計 の税務上の取扱いに関す る意見」を提出 し,税 務上,コ ン

ピュー タ化 された記録を前提 として調査 を行な うよう要望 している。

これ らの意見 が提 出されるに至 るまで,EDPユ ーザー団体連合会において,専 門的な

検討が続けられ,そ の結論が経団連意見に織 り込 まれている。 またかような要望 が出され

る前提として,現 状 において企業 が ど の 程度企業会計 をコンピュータ化 しているかにつ

き,経 団連 にお いて調査 が行 なわ れた結果,大 会社1,010社 よ り回答 が寄 せ られ,そ の う

ち868社 がすでに何 らかの形 で企業経理 部 門 をコ ンピ ュー タ化 してい るこ とが剴 明 してい

る。(詳 細 は経 団連 ・経済 資料 必262「 電子計 算会計 の普及状 況調 査」 を参 照 されたい)

このア ンケー トにお いて も,コ ン ピ ュー タの記 録 が法 的 に安定 していな いため,企 業経理

な どにお いて効 率 的に使用 で きな い とい う意見 が圧倒 的 に多 か った。

B.日 本経営情報開発協会における法制整備の研究

この ような ユー ザー の意 向を受 けて,日 本経 営情報 開発 協会 では,1969年5月 よ り会計

税務 研究 委員会 を設 けて,コ ンピ ュー タに 関す る法 制整備 に つ き 専 門的な検討 を続 けて

い るが,1969年12月 に 「商法改 正 に関す る要望書」 を取 りまとめ て政 府に建議 した。

この要 望書 にお いて 「会計 帳簿,・財務 諸表 お よび営業に 関す る重要 書類,株 主総会 お よ

び取締 役会 の議事 録,株 主名 簿 な らび に社 債原簿,そ の他 薦法上作 成 を要求 され てい る書

類 は,パ ンチカー ド,磁 気記憶 媒体(磁 気 テー プ,磁 気 デ ィス ク,磁 気 ドラム),マ イ クロ
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写 真,そ の他 の情報保 存装 置 に よ り作成 または保 存 す るこ とが でき る」 ように提 案 した。

た だ し書 類 な どの閲 覧権利者 の要 求 があれ ば,相 当 の期 間内に明確 かつ容 易 に読 め る書面

にす るこ とを条件 と してい る。

この要望 書 は諸外 国の法令 を参 考 と して作成 され た もの であ るが,諸 外 国の事実 を詳細

に調 査す る必要 があ ると痛 戚 され た。 そ こで 日本経 営情報 開発 協会 よ り,1970年5月 ～6

月にわ た り欧米 に海外調 査 団 を派遣 して,欧 米 にお ける会計,監 査,人税務,法 制 な どにつ

いて研 究 した。調 査 団は東 京大 学 の矢沢惇教 授 を団長 として,EDP会 計,税 務,経 理監

査,法 律 に関 す る専 門家 で構成 され,そ れぞれ専 門 的分野 か ら欧米各 国 の コン ピュー タと

法 制を 中心に,企 業,各 国政府 関係者,公 認 会計士 協会,大 学,弁 護士 事務所 を歴 訪 して

詳細 な調査 を行 な った。

その視察報 告 に よれば,ア メ リカ,イ ギ リス,オ ランダな どの国 々では,す でに コン ピ

ュー タに関す る法 制 が整 備 されてお り,西 ドイ ツ,フ ラン スを もふ くめて,コ ンピ ュー タの

利用は急速 に企業は じめ各方面に普及 しつつあ り・、コンピュー タを前提 とした法制に移行

してい るこ とが判 明 した。(詳 細 は 日本経 営情報 開発 協会「欧米 のEDP会 計 と法 制」参 照)

と くに ア メ リカにお いては,国 税庁 が源泉徴収 税 な どの 申告 に つし・て磁 気 テー プに より

行 な うこ とを認 めてお り,,広 く磁 気 テー プに よる申告が普 及 してお り,.コ ン ピュー タが税

務上当然哩 レ擦 れら垣 ぽ .・まだ ㍗ ・ア,岬 助 砂 口会ぱ 漬 いても・コン

ピ ュー タを正面 か ら是認 す る旨の規定 を受け てお り,会 社法 に コン ピ ュー タに関 す る規定

の ない州 におい て も,解 釈上,コ ン ピ ュー タに記録 を適 法 とす る解釈 が行 な われて い る。 裁

判所 もコン ピ ュー タに よる記録 の証拠能 力 も認 め てお り,ア メ リカにお いては コ ン ピュー

タが常識 と して広 く受 け容れ られ てい る。

ヨー ロ ッパにお いて も同様 の傾 向にあ るが,イ ギ リスでは会社 法 の解釈上,コ ンピ ュー

タに よる記録 が適法 視 されてい る'。西 ドイ ツお よび フランスにお いては,い まだ コン ピュ

ー タに関 す る明文 の規定 は設 け られ ていない が,日 進 月歩 の コン ピュー タに,将 来 と も適

合 す る ような包括 的な規定 を設 け るべ く検 討 中で あ るとい う。 ・

さ らに公 認会計 士 な どが監 査 プ ログラムを組 ん で,コ ン ピ ュー タに よる監 査 を行な うよ

うにな ってお り,オ ー デ ィテー プ(監 査 テー プ)の 開発 も進 ん でい る。

以上 の よ うな調 査 団の報告 につ いて,会 計税務 研究 委員 会 では,1969年 の要望書 をさ らに
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深 く掘 り下げて詳細な検討結果をとりまとめて,1970年12月 に 「コンピュー タ及びマイク

ロフィルムの商法改正上 の問題点に対す る見解」 を法務省の法制審議会商法部会に提出 し

た』

なお,磁 気テー プの記録については長期保存に耐え得 るか どうか疑問視す る向きもある

ため,磁 気テー プ特別研究部会 を設けて検討 した結果 「電子計算機に使用する磁気テー プ

の記録保存能力に関する調査報告書 」を取 りまとめた。 この報告書によれば,磁 気テー プ

の記録保存性は半永久的な ものであることが立証されてお り,こ の研究 を基礎として;会

計税務研究委員会は磁気テー プをもって会計帳簿あるいは株主名簿 または社債原簿などに

利用す ることが可能であるとの確信を得 ている。

C.法 制審議会の動向

法務省の法制審議会商法部会では,商 業帳簿類 のコンピュー タ化に ともな う商法改正の

必要性 につき検討 した結果,経 団連,日 本経営情報開発協会な どの建議に基づいて1970年

秋 より具体的な検討 を開始 した。

商法部会では,株 式会社の監査制度に関する商法改正案の審議に相当多 くの時間を費や

したため,コ ンピュータおよびマイクロに関する商法改正は,次 回の商法改正時 まで見送

らざるを得なか った。^

D.商 法 改 正 上 の 問 題 点

商法に『ンピュご タを規定する場合に問題になるのは,お おむね次のような事 項 であ

る。

a)コ ンピュータ化 された帳簿,書 類 を商法上 で是認することとした場合,会 計帳簿,株

式名簿,社 債原簿 その他の重要書類 のうち どこまでの範囲を法定すれば良いかという問

題がある。 これについて会計税務研究委員会では,作 成段階 と保存段階,お よび再生段

階に区分 して規定するよう提案 してお り,上 記の帳簿,書 類はすべてコンピュー タによ
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って作 成 で きる もの とす るこ とを主張 してい る。 保存 につ いては ,磁 気 チー フ。な らび に

これに準ずる記録物によって も・法定の要件 を満た しているものであることを明確に規

定するよう望んでいる。 このような磁気 テー プな どの電磁的記録によるものは ,相 当な

期間内に見読 り可能にすることができるように義務 づけて,閲 覧権者の権利行使に支障

をきたざぬよう配慮 している。 コンピュー タに よる電磁的記録はこのように法定 されて

も十分にその要請に応 えることができるわけである。

b)次 に問題 になるのは,コ ンピュータが作成 した会計帳簿類 として ①電磁的記録 ②入

出力演算および制御装置,プ ログラムな どの システム ③ プリン トアウ ト書類 の うち ど

こまで足 りるかとい う点であ る。 これにつき会計税務研究委員会でぽ,磁 気テニプな ら

びにこれに準 ずる記録物を もって会計帳簿類 として考えるよう提案 レている6シ ステム

全体を帳簿類 と考えることは,手 作業会計 における 「そろばん」 までを帳簿 と一体のも

のであるど考え'ることに類似 してお り広すぎると思われるからである。 しか し磁気テー

プな どの電磁的記録のみな らず,プ ログラムまで.をふ く'めて会計帳簿類 とすべ しという

考え方 も有力であ って立法上,今 後の討議に委ね られ・ている。

C)裁 判上で必要な場合 に,コ ンピュー タ化 された帳簿類 を提出させるに当 り
,何 を提出

させ るかが髄 とな ・てヒ'るr
,已 につき鍋 嚇 畷 委員会は・ プ リン}ア ウ トされ

る書類 を提 出せ ざるを得 な い ど考 えてい る。,一 －jtt-t・ttt} .t,

d)そ の他 コン ピ ュー タ機 種 の変更 ,プ ログラムの変 更な どがあ った場合 に,新 旧の共用

性 を持 たせ る よう義務 づけ るべ きか,あ るいは,コ ン ピ ュー タ化 された記 録 の証拠能 力

・に つい て制 限規定 を設 け るべ きか ,イ ン プ ッ トか らア ウ トプ ッ トに至 る までの経 過 につ

い て立 証 を義 務 づけ るべ きかな ど,訴 訟法 上 あ 問題 が解決 されね ばな らない
。 会計税 務

研 究委 員会 では これについ てジ ひ どつ ひ とつ規定 す る必要 はな ぐ,'閲 覧権利者 か らの請

求 が あ った場合 に相 当の期 間内に見 読可能 な もの .とすべ き義務 のみ を課 する こ.ととすれ

ば十 分 であ り,そ れ以上 の規定 は不要 であ る旨主 張 してい る。
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第5章 情報処理 サービスの需要構造

社 団法 人 日本 情報 セン ター協 会は,全 国の情報 処理 サー ビス企業 を対象 と してその需要

構造調 査 を1970年12月1日 現在 で実施 した。 コン ピ ュー タ ・メー カー直 営 セ ンター,協 同

組 合,市 町 村立,社 団法 人 ・財 団法人 の計算部 門お よび ソ フ トウ ェア専業社 は対象 か ら除

か れてい る。

コン ピ ュー タを保有 して受託計 算業務 を営 ん でい るセ ンター(以 下計 算 セ ン ター と呼 ぶ)

は,調 査 対象253社 に対 し回収176社 で回収 率 はお よそ70%。 コン ピュー タを保 有せ ず,

受 託 パ ンチ,要 員派 遣な どを主要業務 と してい るセン ター(以 下 パ ンチ ・セ ン ター と呼 ぶ)

は,調 査対象117社 に対 し,回 収42,お よそ36%の 回収 率 であ った。計算 セ ンターに つい

て は調 査未 回答企 業は小規 模 セ ンター が多 く,こ の調 査結果 の数 字 はおお よそ その まま情

報 処 理 サー ビス業 界 の現 実 の姿 を反映 してい るもの と思わ れ る。

1.情 報処理 サー ビス業界 の需要構造

A.顧 客構造

a)顧 客数

計 算 セン ター を利 用 してい る顧客総 数 は,8,737,パ ンチ ・セ ンター の顧客 総数 は677で

あ る。1社 平 均顧 客数 は計算 セ ンター が49.6%,パ ンチ ・セン ターは16・1%で あ る・

b)顧 客 の業 種別 構成

顧 客 を業種別 にみ れば,計 算 セン ターの顧客 の うち 非 製造業 が41.3%を 占め,製 造業

40.1%官 公 庁 ・地 方公共 団体14.0%,組 合 ・団体4.6%で あ る。 また,民 間 と公共 機 関

との比 率は民 間86に 対 し公 共機 関14で あ るが,350億 円の売 り上 げの うち,官 公 庁売上 げ
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は,ほ ぼ20%,72億6,000万 口,民 間売上 げは80%,274億8,000万 田であ る。

計 算 セ ン ター とパ ンチ ・セ ン ター別 に顧 客数 の多 い業 種 を選べ ば次 の通 りで,か な りの

相違 が あ る。

①

②

③

④

⑤

①

②

③

④

⑤

〔計算 センター〕

官 公 庁

小 売 業

商社 ・卸売業

電気機器製造業

組合 ・団体

〔パンチ ・センター〕

情報処理サー ビスi業

輸送機器製造業

商社 ・卸売業

保 険 業

地方公共機関

(構 成 比)

1,222(14.0%)

799(8.9%)

727(8.3%)

456(5.2%)

424(4.8%)

100(14.8%)

70(10.3%)

51(7.5%)

50(7.4%)

38(5.6%)

c)1顧 客当 り売上 げ

計 算 セ ン ターの総売 り上 げを 顧 客数 で 割 った1顧 客 当 り売 り上 げは お よそ366万 口 で

官 ・民別 に分類 す る と前者 がお よそ580万 田,後 者 が330万 円 であ る。 セ ンター利 用 の顧

客数 は数 の上 では圧倒 的に民 間が多 いが,1顧 客売 り上 げの少な いのは,単 位売 り上 げの

少 ない 卸 ・小売業顧 客 が多い ため であ ろ う。

パ ンチ ・セ ン ター の顧 客 当 り売 り上 げは,400万 口であ る。

d)顧 客の地域 別分布

セ ン ター所 在地 に よ り,顧 客の地域 別分布 をみ る と第4.11表 の通 りであ る。

顧 客数が東 京 をふ くむ関東地 区に集 中 してい るのは 当然 であ るが,そ の傾 向は と くに パ

ンチ ・セン ターに著 しい。

顧客 業種 と地域 分布 とを ク ロス させ てみ る と,小 売業 の全平 均構成 比は9.5%で あ るが
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第4.11表 顧客の地域別分布

計 算 セ ン ター パ ン チ ・セ ン ター

東北 ・北 海 道 635(7.2%) 6(0.1%)

一
北 陸 436(5.0%)

関東(含 東京) 5,009(57.9%) 549(81.1%)

甲 信 静 ,279(3.2%) 一

中 部 369(4.2%) 19(2.8%)

近 畿 1,222(14.0%) 103(15.2%)

中 国 265(3.0%) 一

四 国 201(2.3%) 一

一
九 州 336(3.8%)

計 8,737(100.0%) 677(100.0%)

北 陸地 区(21.6%)近 畿地 区(12.1%)東 北 ・北海道 地 区(10・3%)の3地 区が平均 よ り

高 くな ってい る。 また商社 ・卸売 業 は,全 平 均構成 比8%に 対 し,関 東,中 部 の東海道 メ

ガ ロポ リス地域 が平均 を下 まわ ってい るだけで,他 地 区はすべ て高 く,と くに 甲信静地域

の38%,四 国地 区は23.4%で 異 常に高 い。

地 方公 共機 関につ いては,東 北 ・北海道 と九 州 とが平均 の2倍 近 い高 い構成 比 をみ せて

い るこ とが注 目され る。

e)顧 客の企 業規模 別構成

顧 客 の うち民 間企業 につい て,そ の資 本金 を,10億 国以上,5,000万 国～10億 田,5,000

万 四以下 お よび個人 と3ラ ン クに分 けて調査 した。

回答 のあ った顧 客数 は計算 セン ター の顧 客が6,673,パ ンチ ・セン ター の顧 客は560で

あ る。

第4.12表 の とお り計 算 セン ター の顧客 には小 企業 または個人 が多 く,経 営規 模が大 き く

な るにつ れて数 が減 少 してゆ くが,パ ンチ ・セ ンター は ま った く逆 の傾 向 を示 してい る。

これは受 託業務 の 内容 の相違 か ら くる もので,パ ンチ ・セ ンターは大 企業の パ ンチ業務



第5章 情報処理サービスの需要構造343

の下 請 け的色 彩 が強 い こ と,さ らに計算 セ ンター の顧 客 層 が 中小企 業者 も し くは個人 商店

第4.12表 顧客の企業規模別構成一
資本金!0億 国以上

資本詩 編 嬰上

資本金5千 万田以下 ・個人

計

計 算 セ ン ター

1,346(19.7%)

2,120(31.1%)

3,353(49.2%)

6,819(100.0%)

卜 ・ンチ ・セ ン ター

346(61.、7%)

138(24.6%)

77(13.7%)

561(100.0%)

の事務計算にとどまっている現状 を示 してい る。計算センターの顧客単位売上げが,パ ン

チ ・センターのそれよりも低い ことや,後 に述べ る受託業務の内容が事務計算が多 く,科

学計算や予測 ・解析 ・ORな ど高度,複 雑な計算業務が少ないことな どと結び つ い て い

る。計算 センターが発展を続けてゆ くためには,自 社でEDPSを 保有 してい る大企業の

要求す る高度な技術計算やソフ トウェアの開発 をふ くむシステムの受託な どの方向を開拓

していかなければな らないことを示唆 していると思われる。

f)顧 客 の コン ピ ュー タ設 置状 況

全体 でEDP設 備 を保 有 してい る顧 客数 は2,039企 業(35%),保 有 してい ない顧 客 は

3,825企 業(65%)で あ るが,こ れ も経 営規 模別 の数字 と同様 に,計 算 セン ター の顧 客 と

パ ンチ ・セン ター の顧客 とで は この傾 向が全 く逆 にな ってい る。.(第4.13表)

第4.13表 顧客のEDP設 置状況

心P←/EDP鮪 嚇
計算 セン ター

パ ンチ ・セ ン ター

30%

80%

EDP未 保有顧客

70%

20%
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2情 報処理サービス業界の売上げ状況

A.総 売 上 げ 高

計 算 セ ン タ一-176社 の最 近1年 間の売上 げ高合 計 は320億 田,1セ ンター 当 りの平 均売

上 げ高 は1億8,'600万 円 であ る。

パ ンチ ・セ ンター42社 の総売 上 げ高は,27億 円,1社 平 均は6,900万 円であ る。

全体 で情報 処理 サー ビス業界 の年 間総売 げはお よそ350億 円であ る。

B.受 託業務別の売上げ高

計 算 セ ンター の受託業務 別売上 げをみ る と全体 の売上 げ高の半分 を事務 計算 が 占めてい

る。 受託 パ ンチ売上 げが15.5%,ソ フ トウ ェアの開発 が10.6%。 この3業 務 が計 算 セ ンタ

ー の中心 であ る。

パ ンチ ・セ ンターに つい ては,受 託 パ ンチが75.0%,そ れ に次い で要 員派遣 が11.5%,

第4.14表 受託業務別の売上高および構成比(単 位百万円)

業 務 別

事 務 計 算

受 託 パ ン チ

ソ フ トウ ェア開発

マ シン タイム販売

要 員 派 遣

ORそ の他 の計算

科 学 計 算

コ ン サ ル テ ィン グ

教 育 ・ 講 習

そ の 他

計算 セン ター

16,377(51.1%)

4,986(15.5%)

3,365(10.6%)

3,365(7.7%)

1,760(5.5%)

969(3.0%)

937(2.9%)

421(1.3%)

222(O.7%)

530(1.7%)

パ ンチ ・セ ン ター

86(3.1%)

2,077(75.0%)

102(3.7%)

318(11.5%)

17(0.6%)

(一)

(一)

15(0.5%)

134(4.9%)
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この2つ の業務 で86.5%を 占めてい る。

受託 業務 別 の売上 高お よび構成 比は つ ぎの第4.14表 の とお りであ る。

つ ぎには ソフ トウ ェア開発 関係 の売上 げが 意外 に大 きい こ とであ る。1計 算 セ ンター平

均 で 年 売上 げ2,000万 口 とな ってい る。 ソ フ トウ ェア開発 を 行 な って い る計 算 セン ター

90社 のみ で平 均 すれば3,700万 田平 均 であ る。 計算 セン ター は ソフ トウ ェア開発 を行 な っ

てい ない とす る一般 の認識 が誤 りであ るこ とを示 してい る。

パンチ ・セ ン ターに つい ては,要 員派 遣 サー ビスの売上 げが高い こ とが注 目され る。要

員派 遣 サー ビスの内容 につい ての詳細 な調 査 は今 回は行な ってい ないが,全 産 業的な人 手

不足,技 術者 不 足に対応 して と くにパ ンチ ・セ ンター にお いて この分 野 の売 上 げが大 きい

こ とは,将 来 の方向 を暗 示す る もの と して興 味深 い点 であ る。

C.受 託業務別の将来見通 し

受 託業務 別 に,そ の売上 げが将来 どうな ってい くか を,非 常に増,増 加,横 這 い,減 少,

皆 無 にな るの5つ に分 け て質 問 した。

非 常に増 え るお よび増加 す る と答 えた ものを合 計 した数 字 でみ る と,計 算 セ ン ター の場

合,そ の1頂位 は以下 の よ うにな る(カ ッコ内%)

① ソフ トウ ェアの開発

②OR・ 予測な ど計算

③ 事務計算

④ 科学計算

⑤ コンサルテ ィング

⑥ 教育 ・講習

⑦ 要員派遣

⑧ 受託パンチ

⑨ マシン ・タイム販売

(98.4)

(95.O).

(94.8)

(88.0)

(85.4)

(76.3)

(49.0)

(49.0)

(49.0)

ソフ トウ ェア開発 とOR,予 測 な どの計算,事 務計 算 につ いては,ほ とん ど全部 の セン

ター が増 加 と答 え てい るが,科 学計 算以下 増加 と考 え るセ ンター数 が減 少 してい る。 と く
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に受託 パ ンチ とマシ ン ・タイ ム販 売は,増 え ると考 えてい る センターは半 分以下 であ る。

逆 に減 少 す ると皆 無に な るを合計 した%で 見 るとつ ぎの とお りであ る。

① 受託 パ ンチ23.4%

② マシン ・タイ ム販売18.0%

③ 要 員派遣12'.5%

目立 つ点 は,皆 無 に な るだろ う と答 え てい るセン ターが,要 員派遣 につい て6.7%,受 託

パ ンチに つい て6.2%も あ る点で あ る。 これは省 力機械 の発達 で,パ ンチ業務 その ものが

人 力か ら機 械 に移 ってい くとい う見 方 を してい る とい うことであろ う。

パ ンチ ・セ ン ターが もっ ども期 待 をかけ てい るのは要 員派 遣サー ビスで,95 .2%が 増 加

す る と見 てお り,減 少 と答 えたの は5%弱 にす ぎない。 ソ フ トウ ェア開発 とコンサル テ ィ

ン グが9.2%台 であ る。 受託 パ ンチに つい ては増 加す ると答 えてい るセ ンター は44%,減

少 と答 え たのは27%,残 りのお よそ30%の セン ター は横 這 い とみ てい る。 計算 セン ター の

見 方 よ りもきび して見 方 を してい るのが特長 であ る。 受託 パ ンチ の減 少 を見越 して,要 員

派 遣 とが コ ンサル テ ィン グ,ソ フ トウ ェア開発 な ど頭脳 的,あ るい は労力提供 的分野 に突

破 口を求 めてい る とい うこ とが で きよ う。

3.情 報処理 サー ビス業の現況

A.セ ンター数 と地域的分布

今 回の調査 におい て,事 前 調査 で把握 した計 算 セン ター数は253社,パ ンチ ・セ ンター

数 は117社 であ った。 このほかに,コ ン ピ ュー タ ・メー カー直 営 セ ンター は72カ 所,協 同

組合 ・市 町村立 は8ヵ 所,社 団 ・財 団の受託 計算部 は4法 人 とな ってい る。

この うち コン ピ ュー タ ・メー カー直 営 セン ター,協 同組合,市 町村立,社 団 ・財 団法 人

の受託計 算部 門お よび ソフ トウ ェア業者 は集計 対象 か ら除 いてい る。

B.コ ン ピ ュー タ保 有 状 況

回答 を よせ た計 算 セ ン ター一一の コ ンピ ュー タ保有 数は,合 計 で400セ ッ トであ る。
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メー カー 別に多 い順に な らべ ると次 の とお りであ る。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

FACOM

OUK

H'ITAC'

NEAC

IBM

USAC

MELCOM

BURROUGHS

TOSBAC

NCRCENTURY

84(セ ッ ト)

49

48'

45

39

34

26

24

16

10
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そ の 他 はCDC,JAC,OKITACな ど で あ る。

機 種 別 に み る と次 の よ うにFACOM230-25,同230-20,0UK1004,USAC1020

S,NEAC2200-200が ベ ス ト5で あ る。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⇔

FACOM230-25

0UK1004

Fノ～COM230-20

USAC1020S

NEAC2200-200'

IBM360-40

FACOM230-10

MELCOM3100-10T

HITAC3010

1BM360-20

0UK9300

HITAC8210

HITAC8500

29(セ ッ ト)

28

25

21

18

17

17

'15

13

12

12

10

10

これ以下 は9セ ッ ト以 内 であ るが,多 い順 に機 種 のみ羅列 す る。(5セ ッ ト以 上)
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BURROUGHS-B3500,NCR-CENTURY315,USAC1500,NEAC

2240,同2200-50,TOSBAC5100-20,MELCOM3100-40D,UNIVAC皿 。

調査 に 回答 しな か った お よそ80の 計算 セ ンター を加 える と,恐 ら く全国 で計算 セ ン ター

が保有 してい るコ ンピ ュー タセ ッ ト数 は500弱,機 種 と しては,FACOM230-10,0

UK1004,NEAC1240,USAC1020な ど小型機 の比率 が増加 す ると推定 され る。

C.従 業員数

回答 した計算 セ ン ターの総従 業員数 は14,293人 であ る。 パンチ ャー38.3%,プ ログ ラマ

29.5%,オ ペ レー タ14%,営 業5.7%,そ の他 間接部 門12.4%と い う構成 比 であ る。

この構 成 は前述 の受託 業務 別売上 げ高 を反映 して い るが,目 立 つ点 は営 業担 当者 の数 が

少 ない とい うところであ る,営 業担 当者 の1社 当 り単純平 均 は4.6人 であ るが,営 業担 当

者0の セン ター が36社 あQ,そ れ を除 くと5.9人 平 均 とな る。一 方 間接部 門は,同 様 に 間

接部 門0の セ ンター を除い た実員平 均は,11.7人 で,営 業担 当者 の2倍 近 い数 とな ってい

る。

パンチ ・セン ターにつ いてみ ると,や は りパ ンチ ャーが総 数の%を 占めてい る。

1セ ン ター当 り平 均 は計 算 セ ンター80人,パ ンチ ・セン ター50人 であ る。 しか し現実 の

従i業員数 では,計 算 セン ター の60%は 従i業員数 が60人 以下 であ り,80人 以上 の従 業員 を持

つ計算 セン ター は3割 弱 にす ぎない。

この よ うな傾 向は売上 げ高に おい て もみ られ る。計 算 セン ター の1社 あた りの平 均年 間

売 上 げ高 は1億8,600万 円で あ るが,現 実 に1億5,000万 国以上 の年 間売上 げ をあげ てい る

セン ター は,全 体 の3割 弱 であ り,残 り7割 は売上 げが平 均額に 満たない の であ る。

つ ま りこの業界 には企業 規模,営 業規 模 の両面 におい てかな り大 きな格差 が存在 してい

るこ とを示 してい る。

D.セ ン ター の資 本 金 別 分 布

資本金100万 円のセ ン ターは全体 の ち ょうど1割 の21社 あ り,資 本金1,000万 国以下 の
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セン ターは122社 で,56%に あ た る。5000万 四以上 の資本金 の セン ターは17社 に す ぎな

いo

第4.15表 セ ンターの資本金 別分布

資 本 金 別

500万 円以 下

500万 国 ～1,000五 四

1,000五 四 ～2,000万 ロコ

2,000五 四 ～5,000万 岡

5,000万 円 ～1億 円

1億 田 以 上

合 計

社 数

59

63

50

27

9

8

218
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第6章 国際交流の進展

1.相 互交流 の活 発化

コンヒ。ユー一・一・タに 関連 す る国際交 流 は,1970年 に入 って急速 に拡大 した。

従来 は,も っぱ らわ が国か ら欧米先 進諸 国に コン ピ ュー タお よび周辺機器 の開発状況 や

利 用状況 を視 察あ るいは調 査 に出か け,そ の成果 を吸収 す る ことに重 点が おか れ て い た

が,1970年 に入 って,わ が国 の コン ピ ュー タ設置 セ ッ ト数 が世界 第2位 を占め,利 用水 準

も著 し く向上 した結 果 を反 映 して,ヨ ー ロ ッパお よび東南 アジア諸 国か ら視察 団,研 修 団

が来 日し,コ ン ピュー タに関連 した 国際 セ ミナーがわ が国 で開催 され るな ど,相 互 の交流

が活発化 した。

さ らに,コ ン ピュー タ な らびに 情報科 学 に関 す る権威者 であ るJ.P.エ ッカー ト博士

(J.P.Eckertス ペ リーラ ン ド社 ユ ニパ ック部 門 副社長,世 界最 初 の コンピ ューータの開発

者)を は じめR.C.ソ ー ヤー(RobertC.Sawyerロ ッキ ー ド・ジ ョージ ア社,コ ンピュ

ー テ ィング ・マネジ メ ン ト部 長)D.W.デ ー ビス(D .W.Davisイ ギ リス技術省 国立 保健

研 究所 コンピ ュー タ部 長)G.J.リ サ ン ドレロ(G.J.LissandrelloIBMワ ール ド・トレー

ド・コーポ レー シ 。ン,デ ータ通 信担 当 マネジ ャー)'W.H.P.レ ス リー(W.H.P.Les1ie

イギ リス国立技術研 究所,数 値 制御部長)G.ワ トキ ンス博 士(G.Watkins.ユ タ大 学研

究 員)Z.ブ レジ ンスキー(Z.Brezezinskiコ ロ ンビア大 学教 授)な ど多数 の専 門家が相次

い で来 日した。

また,東 南 アジア諸国 では,コ ン ピ ュー タ,情 報 問題 な どに関 し相互 の情報交換 や トッ

プ ・マネジメ ン ト間の意見 交換 な ど,わ が国 の国際協 力の積 極化 を要望 す る声 があが って

い る。 今後東 南 アジ ア諸 国 に対 しては,こ れ らの分野 におい て も一 層強 力な 国際 協力活 動

を推 進す る必 要 があろ う。
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2・ 国際 セ ミナー の 開催 と国際 交 流

1970年 中にわ が国 で開か れた コ ンピ ュー タ関係 の国際 セ ミナーは
,つ ぎの2つ であ る。

{1)教 育 におけ る コン ピ ュー タ利用 に関す る国際 セ ミナー

.(2)コ ン ピュー タ技術 セ ミナPt

このISip・,こ れに類 す る6 .のと して,ヨ ー ロ ッパ11 .力国か らコン ピュニ タ視察 団 が来 日

した際,2日 間のオ リエ ンテー シ ョンが行 な われ た。

A.教 育 に お け る7ン ピューータ利 用 に 関 す る国 際 セ ミナー

コン ピュー タを 学 習指導 の面 に どの ように利用 してい るか
,そ の現状 と将来 の可 能性 を

さ ぐるため の国際 セ ミナーが,1970年7月6日 か ら11日 までの6 ,日聞,東 京 ・大 手 町の経

団連 会館 で開 かれた。 これ はOECD(経 済 協力 開発機構)と 日本政 府 が共 催 した もので
,

わ が国お よび アメ リカ,イ ギ リス,フ ラ ンス4カ 国の代表31名 が参 加 して
,.つ ぎの諸 問題

に ついて報告 と討議 を行な ったb

ω 、各 国の教育 にお け るコ ンピ ュそ タの利用状況 にっ い て.

〈2)・CA`1(C・mp・ …AS・i…dI・ …u・・i・n)の 目的 とモ7ド につい て
,...,・{, ,

{3}:CMIl(ComputerManagedInstructlgn)の 利 用状況 に ついて
,、 、.・:・1

(4)CAI言 語 に つ い て ・ ・..、 、

⑤ 教 師 の 役 割 と教 員 養 成 に つ い て,

(6)カ リキ ュラ ム,ア ナ リシ ス に つ い て

く烈 費 用(ソ7ト .vエ ア とハ7ド ウ ェア)に?い て

{8)開 発 計 画の望 ましい あ り方 と国際協力 に?い て
.・,、,・-rl

こリ セ。ミナー を通 じコン ピュー タを利用 して学習 の技 術 を改 革す る問題 が広 範 囲に討議

された が,同 会議 の討議資料 に よれば主要 な 内容 は以下 の とお りであ る。
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a)コ ン ピュー タ利用 の背景

コン ピ ュー タが教 育,学 習 の面 に利用 され る背景 に は,つ ぎ の よ うな社 会 的理 由があ

る。

第1は,こ れか らの教育が"量 より質"の 時代に入 った ことである。従来のようにただ

知識を伝達するだけでな く,個 々の学習者が最 も進歩するような方法を提供 し,教 育の質

を向上す るためには,'コ ンピュー タの利用が不可欠の条件である。大量の学習者をCt個別"

に指導 し,そ の反応をみて最適の方法を示す とともにダ精密な学習記録をとって個別 カウ

ンセ リングの資料を提供す るためにコンピュー タが使われる。 一

,第2は,経 済の成長にともな って進学率が向上 し,教 育人 口が増加す る一方,行 き届い

た教育 に対する要求がつよ くなる。 このため教師の増加その他教育費の負担増が予想され

るが,こ れに対処 して教育機器の利用に よる効率の向上が必要 となる。

b)各 国の教育 におけ る コンピ ュー タ利 用状 況

教育 に おけ るコ ン ピュー タ利 用は,各 国 ともい まだ実 験 の段 階 を出て いない が,最 も進

んでい るのは アメ リカであ る。

アメ リカのスタツ フ ォー ド大 学 コンピ ュー タ ・モ ンタニ は,電 話 回線 に よ って カル フ ォ

ル ニア,ワ シン トンな ど各 州に また がる60以 上 の小学校 を結び,各 校 におか れた・1～30台

の テ レタイ プとデ ィスプ レイ端 末装 置 を通 じてお よそ4,000人 の生 徒 が毎 日15分 てい ど「加

算」 や 「読み方」 を 自分 で学習 してい る。 デ ィスプ レイに問題 が映 し出され る。 生 徒が テ

レタイプ。で解答 の キー を押 す ど,正 しけれ ば 「OK」,間 違 えれば 「もう一 度 や りな さい」

とい う指 示 がで る。;わか らない ときは 「ヒン ト」 の キー を押 せ ば補足 的な説 明が デ ィス フ。

レイに出 る。生 徒 は これ を繰 り返 し,そ の反応 はすべ て コン ピ ュー タに記 憶 され,分 析,

診 断 され て個人別 の処方箋 が作 られ て,生 徒 の能力 に最 も適合 した学習法 や カ リキ ュラム

が検 討 され る。

この よ うな学習法 は,ニ ュー ヨー ク市 の小学校20校,・ お よ そ2,000入 も行 な ってお り・

大 学 レベ ルの教 育 には,イ リノイ大 学;テ キサ ス大 学,フ ロ リダ州立大 学,マ サチ ュー セ

ッツ工科 大学 な どで利用 してい る。 また ピ ッツバー グ× 学 では,1965年 か ら個人処 方教育

の プPジ ェク トを開発 し,'生 徒 の学習効果 を高 める実験 を進 めて い る。
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イギ リスでは ケ ンブ リッジ大 学,フ ラ シスでは グル ノー ブル,ツ ール,リ オ ン,パ リの

各 大 学 で℃A-1の 研 究 を行 な ってい る。

わ が国 では、1964年,・ は じめて香 川× 学付属高 松 中学校 に コン ピ ュー タが導入 され,一

斉授 業 の 自動化,省 力化,効 率化,・定量化 をはか る集 団CAIシ ステ ムが実施 され たが,

その後 次第 に レベ ル ア ップされ,現 在 では数学 の授 業 を個別 に行 な う実 験が行 なわれ てい

る。1967年 には大 阪市菅南 中学校,68年 には東 京大 学付 属高校 で もCAIの 実験 学習 が始

め られたが,財 団法 人能 力開発 工学 セ ンター も主 と して企業 内教育 用 にCAIシ ステムの

研 究 を始あ てい る。'・ ・ 『'・-

1969年 には,大 阪大 学 がOECDの 「教 育 への コン ピ ュー タ利用」 共 同研究 に参加 し〆教

材 や フ。ログラム言語 を研 究 してお り,1970年 には 日立 製作所 がCAI・ シ ステ ムを発表 じて

い る。 この ほか・CAIを 研究 中の大学 は多 い。・

さらに入試 業務,ス ケジ ュー リング,学 生 の登録 業務,成 績 の追跡 調査 な どに利用 あ る

いは研究 を進 めて い る学校 もあ る。

c)CAl言 語 め標準化 に注 目

CAIに 使用 され てい る言語 は,そ れぞれ の 目的 に したが って定 め られ,ま た使用 され

る端 末機器 に よ って も異 な るので,こ れを類型化 す る ことは きわめ て難 しいが,わ が国 で

は1969年 来,CAI言 語 の標準化 を試 み てお り,す でに第1次 案 が発 表 されてい る。

これはCAI言 語標準化 委員会(野 田克彦委員長)が 中心 とな り,学 識経 験者,教 育関

係 者,コ ン ピ ュー タ ・メー カー が参 加 して作 られた もので,学 習 フ。ログラムが要求 され る

機 能 をで きる限 りと り入 れ た融通性 の高 い言語 とな ってい る。 こん ご具体 的な実施実験 を

通 じ検討 と修正 が加 え られ ることにな ってい る。

d)教 師 の 役 割 が 重 大Jt-..,i;.、,

'CAI嘩 知 教前 髄 根本的に変え司 の⑰ るが・和 地 教師の!93Jり轡 員

の養成の勧 方も変・てくる・その場合醒 すべき醜 としで?ぎ の諸点 が指摘 され

た。

(1)教 育,授 業,.学 習 シス テムの 中で,ど の部 分 を機械 が受 け持 つか を明確 にす る とと も



354第4部 情報化時代とコンピュータ

に,教 師は教 育機器 に習熟 し,使 い こなせ る人 でなけれ ばな らな い。 一

(2)学 習 システ ムの設計者 として の高 い技術 を もつエ ンジニア と,そ れ を使 って実地 に教

、 え るオペ レー タ とがあ らわれ るであろ うが,そ の場合 両者 の役割分担 を明 らかにす る と

と もに,相 互 の情報 交換 を行 な うこ とが必要 であ る。

{3}教 員養 成 のために 関連 科 目の充実 が必要 であ る。

e)CAlの 効 果 と費用 .

CAIの 実施 はい まだ実験段 階 の域 を 出ていない ので,そ の効 果 と費 用 とを対比 して評

価 で きる までには至 っていない。現 在 では組織 的な研究 開発 に さらに教 育投資 が行 なわ れ

るべ き段 階 であ るが,参 考 までに現在通 商産業 省 が開発 しつ つあ るCAIシ ステム と,ア

メ リカ ・イ リノイ大学 のPLATOシ ステムのハー ドウェアに関 する コス トを比較 す ると

第4.16表 の ようにな る。

第4.16表CAIシ ス テ ム の 費 用 の 比 較

コン ピュー タ使 用料

(ユ人1時 間)

計 算機 システ ムの
プ ロ グラム代

(1ム1時 間)

端 末 機

(・1人1時 間)

オペ レー タの経 費

(1人1時 間)

計

PLATO皿
(50人 分の端末機)

180円 ～540円

108「q

180四

216国

684口 ～1,044[q

PLATOIV

(4,000人 分 の端 末機)

40M

3.6「q

54円

10.8「q

1,083円

通商産業省の
CAIシ ステム
(30人 分の端末機)

小型
大型

70円
330国

小型
大型

20口
42国

小型30口

大型1,000円

50M

170M～1,422円

注)年 間2,000時 間使用,5年 償却として計算

一 方 ,ソ フ トウ ェア開発 に も難 しい問題 が多 く,CAIシ ステムの普及 には今後 なお相

当 の期 間 が必 要 であ るとい う意見 が多か った。
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f)国 際協力の必要性

CAIシ ステムを要求する根拠 は,そ れぞれの国の教育事情あるいは技術水準な どに応

じて異なっているが,・それ らの国々におけ る開発状況を調査 レ,技 術の コミュニケー シ。

ンを十分に行なうための国際協力が必要であるとい う意 見 が圧倒的であ った。

B.コ ン ピ ュ ー タ 技 術 セ ミナ ー

アメ リカ商務省 は,Ig7(X年10月12日 か ら17目 までの6日 間,東 京 ・晴海 の国際貿 易 セン

ター で 「米国 コンピ ュー タ ・シ ョー」 を開催 した。 ζれ は アメ リカ政 府 が輸 出の増大 をは

か って極 東地 区で初 めて行 な ったも の で,ア メ リカの コンピ ュー タお よび周 辺装 置 メー カ

ー63社 が参 加 した。j'・'∵

この コン ピ ュT－夕 ・シ ョー とな らん で10月12日 か ら15日 までの4日 間 「コン ピュー タ技

術 セ ミナー」 が開催 され,日 米 の専 門家28名 炉講 師 とな つて・ つ ぎの よ うな諸 項 目につい

て 討議 した。

{1)オ ペ レー テ ィング ・システムー 司会者 ・デ ビ ッ ト・フ リー マ ン(DavidFreeman)博

士 ・ペ ンシルバ ニ ア大学 コン ピ ュー タ ・セ ンター部長

《2)対 話型 お よ び 相互 通信型 コ ン ピュー タ ・システ ムー 司会者 ジ ェロー ム∵サ元レツ ァ

(J,,。m。S;1・ze,)教 授 〔MIT)・ … ・''"一 白tt・ ・tt"一

{3)経 営 情 報 シ ス テ ムー 司 会 者 チ ・ヤ ラ ン ジ ッ ト ・s・ ロハ ラ(charanjits.Lohara)部

長(イ ー ス タ ル コ ・アル ミニ ウ ム社 マ ネ ジ メ ン ト ・サ ー ビ ス部)

《4)'コ シt・1])・ グ ラ フ ィ ック 司 会 者 ジ ョー ジ ・ ミLカエ ル(GeorgeMichael)博 士

・G－ レ ン ス放 射 線 研 究 所)

{5}・ 標 準 化 一 司 会 者H.R.J.グ ロ ッシ ュ(H.R.J.Grosch)博 士 ・(連 邦 標 準 局)

《6)ミ ニ.コ ンぜ ユ_タ の 効 用 司会 者 エ ミー ル ・ボー ジ ャー(EmirB6r93r)博 士(レ

ッ ド ・コ ア社 社 長)

(7)端 末 機 器 お よび 周 辺 機 器 一 司会 者 チ ャー ル ズ ・C・ フ レ'ンチ(CharlsC.French)

副 社 長(パ イ ア トロ ン ・コ ン ピ ュー タ ・ジ ス テ ム ズ社)'ご

総 合 司会 者 ド:ミニ グ∵ ラ'イテ'イ(DominicLaiti)副 社 長(KMS技 術 セ ン ターー一)
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C.欧 州 コ ン ピ ュー タ視 察 団 の 来 日

米 スペ リー ラン ド社 お よび 日本 ユニパ ック株 式会社 の招聰 でオー ス トリア,チ ェコス ロ

バキ ア,ハ ンガ リー,ユ ー ゴス ラ ビアな ど東欧諸 国 をふ くみ デ ンマー ク,イ ギ リス;フ ィ

ン ラン ド,ス イ ス,ス ウ ェー デ ンの ヨー ロ ッパ9カ 国か ら112名 の コ ンピ ュー タ 視 察 団

(AchievementionJapaneseUtilizationSystemsTgchnology)が ・1970年9月20日 か ら27日

まで8日 間来 日した。 一行 は政 府関係者,学 者,経 営者 か ら成 り,わ が国 の代 表 的コ ンビ。

ユー タ ・ユー ザー を視察 す る とと もにわが国 の経 営者 と意見 を交換 し,ま た,つ ぎの よう

な オ リエ ンテー シ ョンが行 なわ れた。

(1)、70年 代 の 日本 と世界 クー 福 島慎 太郎共 同通信社社長

② 、世界経 済 の 中の 日本 クー 奥村綱 雄野村証 券㈱取締 役相 談役

{3)NN日 本 の コ ンピ ュー タ リゼー シ ョン"一 平 田敬一郎(財)日 本経 営情報 開発 協会 副会長

(4)、70年 代 の生 産性"一 郷 司浩平(財)日 本 生産性本部 理事 長

D.東 南 ア ジア研 修 グル ー プ の 来 日'

アジ ア生産性 機構(APO;AsianProductivityOrganization)は 日本経 営情報 開発 協会

の協 力 を得 て1970年11月4日 か ら12月9日 まで36日 にわ た る"コ ン ピュー タの効 果的利用

に関 す る グルー プ研 修'(GroupFellowshipontheEffectiveUsageofComputer)を 実施

した。

この研修 は,中 華 民 国(台 湾),香 港,イ ン ド,イ ラ ン,パ キ スタン,フ ィリピン,ベ ト

ナ ムの7カ 国 の政府 機関職 員 を中心 と してコ ンピ ュー タ関係 者 がわ が国の進 んだ コン ピュ

ー タ利用状況 を学 ぶた めに行 なわれ もの で,オ リエ ンテー シ 。ンでは 「日本 の コンピ ュー

タ事 情」(新 沢雄一 早稲 田大 学教 授)「 わ が国の コ ンピ ュー タ政 策」(平 松守彦通 商産 業省

重工 業局電子 政策課 長)「 産 業 とMIS」(増 田米二 日本経 営情報 開発 協会理事)「 産 業の

中の コ ンピ ュー タ利用」(今 村 茂雄情報処 理研修 セン タ三常務理事)に ついて講義 を 聞い

たの ち,全 国各地 を旅行 しほ とん どあ らゆ る業種 のユー ザー を視察 して討議 した。

視察 した企業,団 体 あ るい は官公庁 は,銀 行,証 券,製 鉄,電 機,造 船,自 動車,化 学
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工 業,化 学繊維,電 力,サ ー ビス業(商 社,旅 行 斡旋,百 貨店),放 送,出 版,コ ン ピュー

タ ・メー カー,ソ フ トウ ェアお よび情報 処理 サー ビス業,中 央 官公 庁,地 方公共 団体 お よ

び コ ン ピュー タ関係 団体 な ど30カ 所 にお よん でい る。

参 加者 は研 修終 了後 レポー トを まとめたが いずれ も 日本 の コ ンピ ュー タ利 用の進 展に 目

を見張 ると と もに,日 本 が その利 用 水準 を高 めた理 由 と して,① 政府 の果 した役割 り,②

国 民 の意欲 と,民 間ユーザー の努 力,③ コン ピュー タを普及 させ る社会 システムの整備 を

あ げ,こ の研修 で得 た新 しい コンピ ュー タ利用 の知識 を 自国 で広め る ことを述べ て いる。

また,こ ん この問題点 と して参 加者 が要望 してい るこ とは

①EDPシ ステ ムズ ・エ ンジニ ア訓練 コー ス を設定 してほ しい'

②APO加 盟 国の コンピ ュー タ リゼー シ 。ンに 関す る活 動 を組織化 すべ き である

③ トップ ・マ ネジメ ン トのための セ ミナー を開い てほ しい

④ 東南 アジア諸 国 が 日本 の コンピ ュー タを購入 す る場合 には レンタル制度 を適用 してほ

しい

な どであ る。

3.韓 国 との民 間協 力

韓国(大 韓民国)は1967年 経済企画院調査統計局 と財団法人韓国電子計算所がコンピュ

ー タを導入 したのを皮切 りに,1971年4月 現在 までに官公庁および公益法人9,大 学5,

民 間企業4,計18セ ットが導入 されている。 このほかに導入 を希望 しているものが40社 に

お よび政府 も積極 的にコンピュータの普及ならびに要員の教育に乗 り出しているが,さ ら`

に利用水準を向上 するために民間団体 として韓国経営情報開発協会を設立する計画が進め

られ,わ が国の 日本経営情報開発協会に協力を申し入れている。

また、同協会は社団法人韓国産業能率本部(理 事長 ・李雄根 ・経済学博士)が 設置する

"資 料センター"と お互いの情報 を交換することとしている。
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⊆ 海外視察 海外調査

わ が国か ら欧 米諸 国ヘ コ ンピ ュー タの利 用状 況 を視 察 あ るいは調査 の ため派遣 され たチ

ー ムの数 は例年 どお り相当数 にのぼ った。 その 目的は多岐 にわた ってい る。

1970年 中に派 遣 された主 な視 察,調 査 団は第4.17表 の とお りであ る6

第4.17表 海外視察調査団名

派遣団体 ・機関 名 称 目 的 期 司 訪 問 先

衆議院科学技術振興 科学技術調査団

対策特別委員会

シンク ・タンクの現状70.6.7～

お よび科学技 術開発状6.27

況 の把握

欧米の研究機関17ヵ所

自由民主党情報産業 欧米情報産業調 コ ン ピ ュ ー タ の 利 用, 7α6.23～ 欧米の研究機関7ヵ 所

調査会 査団 シ ン ク・タ ン ク の 現 状, 7.15

社 会 的 プロジェク ト開

発の現状調査

(財)日本経営情報開 情報ネッ トワ一

発協会 ク海外調査団

(団長,尾 佐竹

絢,東 京大学教

授)

(A)通信回線の利用状況

および端末機開発状

況調査

(B)データ ・バンクの現

状調査

70.3.8～(A)欧 米 の コ ン ピ ュ ー タ・

3.28メ ー カ ー ・ 端 末 機 メ
ー カ ー ,行 政 機 関"

企 業 な ど25カ 所'

(B)ア メ リ カ の 行 政 機 関

コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー

カー,研 究 機 関 な ど

43カ 所 、

同 上 EDP会 計シス

テム実態調査団

(団長 ・矢沢惇

東京大学教授)

EDP会 計システム利

用の現状および法律上

の取扱い状況調査

70.5.31～ 欧 米 の 官 公 庁,銀 行,、 、

6.29大 学,研 究 機 関 な ど22

ヵ 所

1(社)行 政事務機械化 第2回 行政AD

研究協会P視 察団

①行政におけるAIS,70.7・11.
PPBSの 現 状 ～8 .3.

② コ ン ピュー タ導入 の

経過 と現在お よび将

来計画

③行政 におけるオンラ
イン リ.アル タイム シ

ステムの建設 と将来

構想

アメ リカ友公会12ヵ 所
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派遣団体 ・機関 名 称 目 的 已 間 訪 問 先

(財)日本情報処理開
発センター

文部省

第3次 情報処理
実態調査団
(団長,吉 田剛
日本情報処理開
発 センター専務
理事)

情報科学情報処
理教育実情視察
アイーム
(団長,森 口繁
一,東 京大学教
授)

情報産業の実態調査

情報処理教育の実態調
査

70.10.18.

～11 .16

70.11.15

～12 .6

欧米の コンピュータ ・
メーカー情報処理企業,

行 政機関な ど12カ 所

アメリカの行政機関,
大学研究所,小 学校な
ど15ヵ所
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付 属 資 料1

1971年 版 コ ン ピュー タ

利用状況調査

1.調 査 の概 要 "

1.調 査 対 象

本調査の対象 は,全 コンピュータ ・ユーザー(国 産機,外 国機 とも)な らびに未導入事業体

を対象 とす ることを目標 とした。

コンピュータ ・ユーザーにつV・ては。1970年 版 ユーザー調査 年報(情 報処理学会編)記 載 の

全ユーザーを対象 とし,さ らにこれを補完す るため,東 京株式 市場(第1部,第2部)に 上場

されている会社 の うち,ユ ーザー調査年報に洩れ ているユーザーを加 えた。

未導入事業体 については,東 京株式市場上場企業 の うち未導入会社数 を対象 として選 び,さ

らに非上場 の未導入事業体 を,会 社職員録(ダ イヤモン ド社刊)か ら19.0%の 任 意抽出 を行 な

った。

調査表 の発送数内訳 はつぎの とお りであ る。

△ 導入事業体2,716(う ち官公庁,商 工 ・経済団体,農 協な ど551)

△ 未 導入事業体955

△ 合 計3,671

2.調 査方法と調査時期

本調査は,1970年9月30日 現 在 を調査 時点 として,調 査 票を同年11月9日 に発送,12月15日

に 回収 を締切 った。
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3.調 査 項 目

△ 導入済みの事業体 に対す る調査

① ハ ー ドウェア……最初の コンピュータを導入 してか らの導入年数,大 型A,B,中 型A

B,小 型,超 小型別の保有 セ ッ ト数 と使用時間,コ ン ピュー タ部 門の必要経費

② コン ピュー タ要員お よび教育 問題……勤務制度,要 員数,月 間平 均残業時間,平 均賃金

職務手 当額,要 員に関 して困っているこ と,教 育 の実施状況,教 育 に関 して困ってい

ること.'

③ 教 育効 果……直接的効 果,間 接的効果,こ れか ら導入 しよ うとする企業 に対する忠告

④ 適用業務……適用業務 の種類 と,こ んこの予定

⑤ プログラム……開発状 況

⑥5年 後 の規模予想

△ 未導 入事業体に対する調査

① コンピュー タの導入計画……計画の有無,時 期,型 式,処 理業務,導 入 しない理由

△ 商事業体に共通す る調査

① 計算 サービス機 関……利用状況(現 在 と将来 の計画)

② 通 信回線問題 ……利用 の有無,利 用状況,ネ ッ トワー クの必要性 と理 由,不 要の理 由,

通 信 回線 による情報処理サ ービスの計画,通 信 回線 自由化 に対す る意見

③ 全般 に対す る意見……政府,コ ンピュー タ ・メー カー,情 報処理企業,ソ フ トウェア企

業,業 界団体 ・協会に対 する意 見,こ ん この コン ピゴ一夕化,価 格分離,情 報価値 に対す

る意 見

④ 未来予測……経営シ ステム,プ ロセス ・コン トロール,教 育問題,ス ペシャ リス ト,ソ

フ トウェア,ノ 、一 ドウェア

4.回 収 状 況

発送数3,671に 対 し,回 収数は1,356(無 効 な し),回 収 率 は36・9%で あ るが,こ の うち,

コ ンビ.ユ一夕の導入済み事業体は,発 送数2,716回 収 率40・4%,未 導 入 の事業体は,発 送数

955,回 収率27.1%で あ った。

資本金規模別発送数 と回収率は第1表 一1,第1表 一2,第1表 一3の とお りで,5,000万

円未満 と,資 本金な しの階層 を除き,回 収率がきわ めて高 く,ま た前年 に比べて も著 しく上昇

している。
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資本金規模別アンケー ト回収状況

第1表 一1(全 体)

資 本 金 規 模 「 発 送 川 回 収 川 回 収 率

100億 円以上 ・661 …1 66、3(%)

・・億一… 億1 145 ・791・4・ ・

・・億一 ・・億1 6321 34・[・3・ ・

・徳行 ・・億1 …1 4581・9・ ・

5000万 ～1億 …1 85 76.6

5000万 未満 4741 ・331…

資 本 金 な し 55・1 ・5・1・7・ ・

計 3,671 1,356 36.9

第1表 一2(導 入 済)

資 本 金 規 模1発 送 数 回 収 ⇒ 回 収 率

100億 円以上 ・52i ・・81 71.1(%)

・・億一… 億1 98 741・5・ ・

10f意 ～50{;意 4341 285 65.7

・億万 ・・億1 3641 315 86.5

・… 万一 ・f『 521 451・6・ ・

5000万 未 満 393 ・271・2・ ・

資 本 金 な し 551 143 26.0

計 2…61…971…

第1表 一3(未 導入)

資 本 金 規 模 発 送 数 回 収 川 回 収 率

100億 円以上 141 2 14.3(%)

50億 ～/00億 47 5 10.6

10f意 ～50f意 198 551・7・ ・

・億一 ・・億1 5561 143 25.7

5000万 ～1億 59 40 67.8

5000万 未 満 ・・1 ・17・ ・

無 回 答1 一1 ・1

計 955 259 27.1
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産業別アンケー ト回収状況(導 入済)

第2表 一1

第 ・ 次 産 業 已 送 数1回 収 数 回 収 率

食 料 品 99 3030.3(%)

繊 維 79 2936.7

紙 ・ パ ル プ 31 1135.5

出 版 ・印 刷 ・新 聞 業 33 1339.4

・化 学 ・ 石 油 178 9251.7

窯 業 ・ 土 石 47 2144.7

鉄 鋼 97 2121.6

非 鉄 金 属 57 4578.9

機 械 143 4330.1

電 気 機 器 153 6341.2

輸 送 用 機 器 90 5965.6.

精 密 機 械 54 2342.6

鉱 業 36

・
411.1

建 設 89 3337.1

そ の 他 の 製 造 業 71 3549.1

合 計 1,257152241.5

1第 ・ 次 産 業 発 送 数1回 収 数 回 収 率1

1卸 小 売 ・ 商 事 303 11136.6(%)

金 融 168 12373.2
・ 一

保 険 58

'

1831.0

証 券 31 619.4

運 輸 ・ 通 信 59 4881.4

電 気 ・ガ ス ・水 道 19 947.4

放 送 13 646.2

広 告 ・そ の他 の サー ビ ス 111 87.2

計 算 受 託 業 209 8942.6

そ の他 の 非 製 造 業 46 715.2

合 計 1,017 42541.8

そ の の 産 送 回 収 数1回 収 率

教

公

研 究 ・そ の 他 の 産 業

合

本円 176 6637.5(%)

務 248 7731.0

業 18 738.9

計 442 15033.9
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産 業 別アンケー ト回収状況(未 導入)

第2表 一2

第 ・ 次 産 業{発 送 ∋ 回 収 川 回 収 率

食 料 品1・21・ ・}…(%)

繊 ⇒ ・・1・1…

紙 ・ パ ル プ 「 ・61・1蜘

出 版 ・印 刷 ・新 聞 業1・1・1…

化 学 ・ 石 ∋ ・・1・6「 …

窯 業 ・ 土 ∋271・1…

鉄 剛 ・・81…

非 鉄 金 属11・1・ ・1・ ・α・

機 械1・ ・1
.・ ・ 「 …

電 気 機 器1・ ・1・31…

輸 送 用 機 器26「72・ ・ .

精 密 機 川15{・1…

鉱 ⇒121・ 「 ・

建 設1・ ・1161…

そ の 他 ・ 製 造 業1・9・1・1…

合 計 54713324.3

第3次 産 業 発 送 数 回 収 数 回 収 率1

卸 小 売 ・ 商 事 4715 31.9(%)

金 融 「 …179「 …

保 凶 ・1・1…

証 券621…

運 輸 ・ 通 信1391・41…

"・ ガ ・・水 ∋ ・1・1…

放 送 .23|・1・ ・

広告・その他のサービ・|241・1・

そ の 他 の 酬 造 業 ・1・ ・…

合 計 258 120 ,46.5

1そ の 他 の 産 業 発 送 数 回 収 数 回 収 率1

1公 務 75 ・i・ ・(%)1
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第3表 一1業 種別,資 本金規模別アンケ■一卜回収状況'(第2次 産業)

＼ 資本金規模別

業 種 別

1,000万 円
～5 ,000万

未 満

5,000万

1億

未 満

1億 ～
10億

未 満

10億 ～
50億

未 満

50億 ～

100億

未 満

100億同 舎

以上1計
無記入

食料品 ・タバコ.
製 造 業

社剴3}21611014151301_

%110.ol6.7120.ol33.3113.3116.71100.01_

繊 維 工 業 社数1_1_18112131612gi_

%1_1_127.614L4110.3120.71100.ol_
パルプ ・紙 ・紙

加 工 品製 造業
社数1-1-1216131_11、1_

%1_1_118.21聞.5127.31_1100.Ol_

新 聞 ・出 版 業
社数111_171_1_1_{81_

%112.51_187.51一 一_【 、00.ol_

印 刷 業 社数1--13}_111-41_

%1-_175.ol_125.ol-、oo.ol_

化 学 ・石 油
石 炭 ・製 品

社数1_1212d4、 【 、3110192L

%1-12.2128.3144.6114.1110.gいoo.oL

窯 業 ・土 石
社数121_1411012131211_

%19.51_119.ol47.619.51、3.41100.ol_

鉄 鋼 社数}21115161_17{21L

%19.514.8123.81勿.61_133.31100.oL

非 鉄 金 属
金 属 製 品

社数121■2■g141714411

%|4.512.3147.7120.51g.11、5.91、00.Ol

一 般 機 械

器 具
社数{31_1、41、9151、{42{、

%17.21_133.3145.2111.gl2.4iloo.ol

電 気 機 器 社剴41511612112151631_

%15.817.9125.4149.213.2・{7.91100.ol_

輸 送 用機
器
社 釧31、1241、7131、 、159|_

%15.11・.7140.7128.815.・118.6・1、oo.ol_

精 密 機 器 社数1、1、lgl715}_1231_

%14:314.3139.、130.412、.71-100.ol_

その他の製造 社数1312119i1、1_1_135L

%18.615.7154.3131.4}_1-、00,01_

鉱 業 社数1-1-1_12121_i4L

%1、_1_1'_150.0150.ol_}、oo.d_

建 設 社数1_11171、613161331_

%1_13.Ol21.2L48.51g.、1、8.2い00.0㌔

副 241 161 17111971・・1 ・・5・gI 3

合 計
%4.73.132.938.09:611.8100.0
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(第3次 産業)
'

■

＼

`

'

「

、

1

'「

1
`1

主本金規模別

業 種 別

1,000万 円
～5,000万

未 満

5,000万

1億

未 満

1億 ～
10億

未 満

10億 ～
50億

未満

50億 ～

199億

未 満'

100億 円

以上 合 計 無記入

商 社 ・卸 売
社数 21 7 32 20 3 3 86 一

% 24.4 8.1 37.2 23.3 3.5 3.5 100.0 一

小 売 社数 5 3 7 8 1 1 25 一

% 20.0 12.0 28.0 32.0 4.0 40 100.0 一

金 融 社数 3 4 48 39 9 19 122 1

% 2.4 3.3 39.3 32.0 7.4 15.6 100.0 一

保 険 社数 3 一 2 5 1 2 13 5

% 23.1
♪
一 15.4 38.4 7.7 15.4 100.0 一

証 券 微 1 i 一 2 一 2 6 一

% 16.7 16.7 一 33.3 一 33.3 100.0 一

:運 輸 ・通 信
社数 一 ;3

」

19 6 7 11 46 1
"%

一 6.5 41.3 13.0 15.2 23.9 100.0 {

電気・ガス・水道 社数
一 一 一 1 1 7 9 一

% 一 一 一 11.1 11.1 77.8 100.0 一

放 送 社数
一 1 4 一 1 一 6 一

% 一 16.7 66.7 一 16.7 一 100.0 一

広 告 ・調 査 社数
一

1

2 5 一 一 一 7 1

% 一 28.6 71.4 一 一 一 100.0 一

情 報 処 理

サ 一二 ビ ス

社数 65 5 15 1 1 一 87 2

% 74.7 5.7 17.2 1.1 1.1 一 100.0 一

合 計 社数
99 27 135 83 24 45 413 12

% 23.9 6.5 32.7 '20 .1 5.8 11.0 100.0 一

,

そ の 他 の 産 業

教 育
雌 2 一 一 3 一 一 45 50 一

% 4.0 一 一 6.0 一 一 90.0 100.0 一

学 術 研

究 機 関

社数 1 一 一 1 一 一 6 8 一

% 12.5 一 一 12.5 一 一 75.0 100.0 一

F

不 動 産
社数 一 一 一

_, 一 一 1 1 一

% 一 一 一 一 一 一 100.0 100.0 一.

公 務
社数 一 一 一 一 一 1 75 % 一

% 一 一 一 一 一 1.3 98.7 100.0 一

農 林 ・漁 業
社数 1 2 9 1 一 1 一 14 1

% τ1 14.3 64.4 7.1 一 7.1 一 100.0
`

| A引目 訂 社数 4 2 9 5 一 2 127 ・149 1

% 2.7 1.3
1

6.0 3.4 一 1.3 85.3 100.0

11

総 計 社 数' 127 45315 2859L74 108 127 LO31 16

% 11.8 ・ ・[…1…1・ ・ 10.0 11.7
「

10ぴ ∋ ,
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第4表 一1回 収企業 ・資本金規模別 ・年間売上高規模別 ・従業員数規模別分布(導 入事業体)

資 本 金 規 模・ 社 数 % 従 業 員 数 規 模 社 数 % 年 間 売 上 高 規 模 社 数 %

100億 円以上 108 9.8 10,000人 以 上 57 5.2 1,000億 円以 上 189 17.2

50億 円 ～100億 円 74 6.7 5,000人 用9,999人 84 7.7 500億 ～1,000億 104 9.5

10億 円 ～50億 円 285 26.0 3,000人 一4,999人 97 8.8 100億 ～500億 279 25.4

1億 円～10億 円 315 28.7 1,000人 ～2,999人 113 10.3 10億 ～100億 213 19.4も

5,000万 円w1億 円 45 4.1' 500人 〔999人 302 27.5 5億 ～10億 30 27

1,000万 円 ～5,000万 円 81 7.4 400人 ～499人 158 14.4 1億 ～5億 34 3.1

500万 円 ～1,000万 円 15 1.4 300人 用399人 83 7.6 5,000万 ～1億 21 1.9

100万 円 ～500万 円 24 2.2 100人 ～299人 101 9.2 5000万 円未満 23 2.1

100万 円未満 7 0.6 50人 ～99人 29 2.6 売上高なし及び無記入 204 18.6

資本金なし及び無記入
'

143 13.0 49人 以下 73 6.7
.

合 計 1,097 100.0 合 計 1,097 100.0 合 計 1,097 100.0

層 「A

第4表 一2(未 導入事業俸ヅ

資 本 金 規 模 社 数 % 従 業 員 数 規 模 社 数 % 年 間 売 上 高 規 模 社 数 %

100億 円以上 :2 o.8 10,000人 以 上 0 ζOl 1,000億 円 以 上 7 217

50億 円 ～100億 円 ・ 5 1.9 5,000人 ～9,999人 0 0 500億 ～1,000億 10 3.9

10億 円 ～50億 円 55 21.2 3,000人 ～4,999人 2 0.8 100億 ～500億 73 28.2

1億 円～10億 円 143 55.2 ,1,000人 一2999人 6 2.3 10億 ～100億 134 51.7

5000万 円 ～1億 円 40 15.4 500人 ～999人 66 25.5 5億 ～10億 3 L2

1,000万 円 ～5,000万 円 6 2.4 400人 ～499人 69 26.6 1億 ～5億 3. 1.2

500万 円 ～1,000万 円 0 0 300人 ～399人
.

21 8.1 5000万 ～1億 3 1.2

100万 円 ～500万 円 0 0 100人 〔299人 51 19.7 5,000万 円未 満 i 0.4

100万 円未満 0 0 50人 ～99人 27 10.4 売上高なし及び無記入 25 9.7

資本金なし及び無記入, 8 3.1 49人 以下
9 3.5 1

無 記 入 8 3.1

合 計 259 100.0 合 計 259 100.0 合 計 259 100.0

・
r－ 亭 ▼'ウ ・ ・
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第5表 産業別アンケー ト回収企業および事業体分布

産 業 別 別

＼ 項 目別

業種 別

資 本 金 年 間 売 上 高 従 業 員 数

記入
件数

1社 当 り
(百万円)

資本金
なし無
記 入

記入件数 1社 当 り'

(百 万 円)

売上な
し無記
入

記入
件数
1社 当 り
(人)
記入
なし 回収数

'.

第

二

次

産

業

…

食 料 品 30 4,298.3 0 30 69,367.2 0
L

29 4310 1 30 |

;
繊 維 29 5,683.4 0 29 53,371.9 10 29 6,058 0 29

紙 ・パ ル プ 11 3,831.5 0 11 42,72L8 0 11 3,555 0
'
11

出 版 ・新 聞 8 309.1 1 8 14,376.8 1 一9 3,287 0 9
1

印 刷 業 4 2,286.0 0 4 25,825.0 0 4 2,690 0 14

化 学 ・石 油
'
192 十843・8 0 90' 44,702.1 2 92 2,908 0 192

窯 業 ・・土 石 21 5,038.2 0 20 27,838.3 1 ～20 3,550 1 .21

鉄 鋼
`21

13,586.4 0 21 92,973.3 0 21 7,402 0 ・21

〉

非 鉄 ポ金 属 44 3,889.0 1 44 32,101.2 1 44 2,419 1 45

一 般 機 械 43 2,404.4 0 40 22,181.8 3 43 2,250 0 43

電 気 機 器 63 4,668.7 0 62 40,378.3 1 63 5,755 0 63

輸 送 用 機 器 59 6,566.3 0 58 167,748.6 1 59 6,835 0 59

'精 密 機 械
23 .1.249・3

0 23 13,090.4 0 23 2,433. 0 23

鉱 業 4 3,694.5 0 4 32,759.0 0 4 5プ916 0 4

建 設 33 9,037.9 0 32 74,957.8 1 33 3,213 0 33

その他の製造業 34 875.0 1 34 12,130.2 1 35 2,113 0 35

(小 計) 519 4,839.8 3 510 56,127.9 12 519 4,052 3 522

第

三

次

産

業

商 社 ・卸 売 業 87 1,574.6 0 86 171,877.2 ・1' 87 1,202 0 87

小 売 業 25 4,992.1 0 25 26,202.6 0 ,25 2,111 0 25

金 融 121 5,636.2 2 114 336,880.3 9 123 1,866 . 0 123

生 命 保 険 0 8 8 2,748,576.8 0

}17
16,595 1 18

海 上 火 災 10 8,275.4 0 10 975,384.6 0

証 券 ・商 品 取 引 6 5,105.5 0 6 94,536.7 0 6 2,764
一

0 6

運 輸 ・通 信 46 3,432.9 1 44 37,665.0 3 46 13,685 1 47

電 気 ・ガ ス ・水 道 6 119,825.5 3 7 201,815.0 2 9 15,371 0 9

放 送 6 2,119.8 0 ,5 14,884.2 1 6 798 0 6

広 告`調 査 7 136.4 1 8 .万94τ4 0 7 621 1 8

計 算 受 託 88 155.4 1 86 576.1 3 89 112 0 89

その他 の非製 造 5 50τ2 2 6 18,546.0 1 6 1,100 1 7

(小 計) 407 4,825.3 18 405 222,684.9 20 ㌧421 3,513 4 425

そ産

の

他

の業

教 育 0 50 0 50 29 382 21 50

研 究 機 関 0 8 0
「

8 4 744 4 8

公 務 0 77 0 77 58 8,604 19 77

そ の 他 の産 業 14 1.37τ5 1 13 、51,875.2 2 14 1,192 1 15

(小 計) 14 1.37τ5 136 13 51,875.2 137 105 5,045 45 150

全 産 業' 40 あ0965 157: 928 128.0376 169 1,045 3,934.4 52 1,097



第6表 産業別月額レンタル料投資規模別 ・型別 ・保有セット数分布

...-
型 別1大 型A 大 型B 中 型AL 中 型B 小 型 超 小 型 ミニ ・コ ンピュー タ そ の 地 無 記 入 合n|・

璽 ＼ 投。規模別 項・
企業数 セッ
ト数

1イ土

当 り

企業
数

セ ッ

ト数

1社
当り
企業数 セ ・!

ト数

1社
当 り
企業
数

セ ッ

ト数

1杜
当 り
企業数 セ ッ

ト数
1社
当 り
企業
数

セ ッ

ト数

1社
当 り
企業数 セ ・'

ト数

1社

当1}
企業
数

セ ・ン
ト数
1社

当り

企業
数

セ ・!
ト数
い ヒ
当り

第

二

次

産

業

1,117万 円 以上 20
・-

38
一.1

.9 35 73 2.1 33 123 3.7 27 94 3.5 17 50 2.9 7 17 2.4 5 11 2.2 一 一 一 56140617.3
555万 円以上1,117万 円米満 一 一 一 31 31 1.0 33 34 1.0 10 16 L6 12 18 1.5 1 6 6.0 2 6 3.0 一 一 一 66い1111.7

222万 円 ～555万 円 一 一 一 4 4 1.0 87 89 1.0 35 46 L3 18 28 1.6 8 33 4.1 6 42 .7.0 一 一 一 151}24211.6
88万 円～222万 円 一 一 一 一 一 一 4 4 1.・0 113 113 LO 28 36 1.3 3 6 2.0 1 2 2.0 一 一 －lI3411611L2

22万 円 ～88万 「ll" } 　 一 一 一 　 1 2 2.0 5 8 1.6 93 93 1.0 5 13 2.6 3 7 2.3 1 1 1㊨0184112411、5

22万円以下 一 　 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 3 3 1.0 5 6 1.2 4 5 12 一 一 一 10|14}1.4

無 記 入 2 2 1.0 4 5 1.3 9 10 1.1 8 10 L3 4 5 1.3 4 8 2.0 一 一 一 一 一

・

一 21140],9
合81卜 22 40 1.8 74 113 1.5 167 262 1.6 198 287 1.4 175 233 1.3 33 89 2.7 21 73 3.5 1 1 LO 52211098i2.1

第

三

次

産

粛

ノ

1,117万 円 以上 42 85 2.0 36 80 2.2 35 工16 3.3 24 56 2.3 13 84 6.5 5 9 1.8 一 一 一 .一 一 一 681430i6、3

555万 円以上1,117万 円未満 2 2 LO 15 19 1.3 20 24. 1.2 12 18 1.5 4 11
12
.3 2 8 4.0 1 19 19.0 一 一 一 41 10112.5

「

222万 円～555万 円 一 } 一 一 一 一 60 63 1.1 32 43 L3 12 18 1.5 1 1 LO 一 一 一, 一 一 一 114 1251L1
88万 円～222万 円 一 一 一 1 1 1.0 6 6 LO 65 68 1.0 15 22 L5 2 2 1.0 1 1 LO 一 一1一 85 1001L2
22万円～88万 円 一 一 一 一 一 一 1 1 1.0 4 5 1.3 69 69 1.0 3 5 1.7 1 2 2.0 1

L

616.0 81188い.1

22万 円以下 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 8 13 1.6 8 8 LO 2 2 LO 一 一 一
・ 131231輻8

無 記 入 1 2 2.0 3 5 L7 6 12 2.0 9 14 L6 13 24 1.8 4 6 L5 1 1 LO 1 1い.o
'
23165i2.8

合8十 45 89 2.0 54 105 L9 128 222 1.7 146 204 1.4 王34 241 1.8 25 39 1.6 6 25 4.2 2 713.5 4251932」2.2

そ

の

他

の

産

業

1,117万 円 以上 4 7 1.8 7 11 1.6 1 1 】.0 4 7 1.8 1 1 1.0 2 4 2.0 1 1 1.0 一 一1一 7 32;4.6

555万 円以上1,117万 円未満 1 工 1.0 3 3 1.0 4 7 L8 4 7 1.8 1 1 LO 一 一 一 一 一 一 一 一 一 9 1912.1

222万 「il～555万 円 一 　 一 一 一 一 16 17 1.1 5 9 1.8 1 1 1.0 一 一 一 一 一 一 一 一 一 27
}
27

AAA

LO

88万 円～222万 円 一 一 一 一 一 一 6 6 1.0 14 15 1.1 1 8 1.0 一 一 一 一 一 一 一 一 一 23122
←

LO

22万円～88万 円 一 一 一 一 一 一 一 一 一 6 6 LO 24 23 L2 5 5 LO 一 一 一 } 一 一 24139 L6

22万 円以下 一 一 一 一 一 一 1 1 LO 1 1 1.0 3 3 LO 4 5 L3 3 4 1.3 一 一 一 1511710.9
無 記 入 2 2 LO 3 3 1.0 12 12 1.0 12 12 1.0 19 20 1.1 6 7 1.2 5 8 L6 1 1い.o 45165iL4

合 計 7 10 1.4 工3 17 1.3 40 44 1.1 46 57 1.2 50 55 1.1 17 21 1.2 9 13 L4 1 11Lo 15012181L5
`ξ 庖i紫 合8f 74 139 1.91141 235 1.7 335 528 1.6 390 548 1.4 359 529 1.5 75 149 2.0 36 111 3.1 4 912.3 10971224812.0

代

袈

産

業

繊 維 3 3 1.0 6 7 1.2 6 8 L3 10 13 工.3 12 18 1.5 2 2 1.0 2 4 2.0 一 一 一 411551L3
fヒ ご芦 ・ 才三 油 4. 5 1.3 工6 20 1.3 34 4.6 1.4 37 54 1.5 27 30 1.1 2 6 3.0 4 9 2.2 1

'1
1.0 125}171}1.4

鉄 鋼 3 Il 3.7 2 15 7.5 8 32 4.0 12 23 1.9 5 16 3.2 2 3 1.5 1 3 3.0 一 一1一 33い0313.1

電 気 機 器 4 34 8.5 5 5 1.0 25 60 2.4 28 56 2.0 22 45 2.0 8 23 2.9 3 15 5.0 一 一1一 951238r2.5
o倫 元垂 ∫目{幾{}苫 4 12 3.0 14 31 2.2 25 40 1.6 21 42 2.0 17 23 1.4 4 5 1.3 2 4 2.0 一 一 一 871157い.8

珂1'ト デ己 ・ 苗iη` 4 4 1.o 6 13 2.2 21 31 1.5 33 45 1.4 41 工04 2.5 2 4 2.0 一 一 一 2 7 3.5 logl、2081L9

金 融 18 46 2.6 24 43 1.8 37 45 1.2 39 47 1.2 34 36・ 1.0 9 14 L6 4 23 5.7 一 一 一 165|254 L5
保 険 5 ・8 1.6 7 Il L6 10 16 1.6 6 6 1.0 3 8 2.7 2 5 2.5

㊨

_ 一 一 一 一 一 33154 L6

R卜.算 憂 目ヒ 業 6 6 1.0 5 8 1.6 30 65 2.2 32 38 1.2 28 31 1.1 6 6 LO 1 1 1.0 一 一 一 1q81155 1.4

(注)1.投 資規模はコンピュータを複数セッ ト使用 していても、それに関係なく、n－ ザー としてハー ドウエアに1カ 月レンタル料(ま たは減価償却費)に 換算 して、い 《らを'投資しているかを示す.
'2 .型 別の分類はつ ぎの とおり...'、'

型 別 分 類 買 い 取 り 額 月 額 レ ン タ ル 1型 別 分 類・ 買 い 取 り 額1月 額 レ ン タ ル'

大 型.A 5億 円以上 1,117万 円以 上 1小 型 1,000万 円以上4,000万 円未満122万 円以上88万 円dこ満

大 型B 2億5000万 円以一ヒ5億 円未満 555万 円以上1,117万 円未満 1超 小 型 500万 円以上1,000'万 円未満111万 円以上22万 円未満

中 型A 1億 円以上21意5000万 円未満 222万 円以上555万 円未満 1以 上が汎用 コンピュー タ.

中 型B 4000万 「ll以上1億 円未満 88万 円以上222万 円未満 1… コンビ・一・ICPU価 格 … 万円糊(2己 齢 五ヒ・… ピ。 ト以」、)111万1・1糊

ωべ

o

章

一



第7表'1業 種別1事 業体あた リコンピュータ部門要員数

..一.、

区 分 男女禦
庶 務 そ の 他 キー ・パ ンチ ヤー オ ペ ー レ タ プ ロ グ ラ ム システムズ ・エンジニア 管 理 職 合 計

男1女 合計 男 、 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計 男 女 合計

食 料 品 0.4 .3.5 3.9 0.0 7.9 7.9 2.6 2.2 4.8 6.4 0.4 6.8 3.8 0.2 4.0 3.2 ..0.0 2.2. 16.4 i4.2 30.6

繊 維 1.2 4.9 6.1 0.3 13.3 13.6 5.3 2.8 8.1 17.7 1.1 18.8 9.7 0.9 10.6 2.2 0.0 2.2 .36.4 23.0 59.4

パ ル プ ・ 紙 0.0 1.0 1.0 0.0 7.8 7.8 1.8 1.9. 3.7 5.3 0.8 6.1 3.8 0.0 3.8 2.2 0.0 2.2 13.1 11.5 24.6

出 版 ・ 新 聞 業 0.2 2.8 3.0 0.0 6.0 6.0 1.8 0.3 2.1 7.3 0.4 7.7 3.3 0.0 3.3 2.8 0.0 2.8 15.4 9.5 24.9

印 刷 1.8 1.0 2.8 0.0 6.6 6.6 1.4 0.8 2.2 5.0 0.8 5.8 2.8 0.0 2.8 2.0 0.0 2.0 13.0 19.2 22.2

化 学 ・ 石 油 1.4 3.2 4.6 0.'1 13.0 13.1
.

3.4 1.2 4.6 7.0 1.4 8.4 4.6 0.1 4.7 3.0 0.0 3.0 19.5 18.9 38.4

窯 業 ・ 土 石 0.6 4.3 4.9 0.0 8.5 8.5 4.6 2.2 6.8 30.5 3.3 33.8 5.5 0.2 5.7 3.5 0.0 3.5 44.7 48.5 63.2

鉄 鋼 6.1 8.1 9.7 0.0 33.4 33.4 21.0 2.1 23.1 28.8 5.6 34.4 16.6 0.1 16.7 6.2 0.0 6.2 74.2 19ほ 123.5

非 鉄 金 属 0.4 2.2 2.6 0.0 6.0 6.0 2.2 1.1 3.3 4.7 1.2 5.9 3.8 0.0 3.8 1.8 0.0 1.8 12.9 10.5 23.4

一 般 機 械 0.6 2.5 3.1 0.0 10.9 10.9 3.0 1.0 4.0 9.4 L1 10.5 5.8 0.0 5.8 4.1 0.0 4.1 22.9 25.5 38.4

電 気 機 器 0.6 4.1 4.7 0..0 15.5 15.5 4.4 1.1 5.5 9.2 1.4 10.6 7.7 0.1 7.8 3.2 0.0 3.2 25.1 32.2 47.3

輸 送 用 機 器 1.4 5.0
・6
.4 0.0 21.0 21..、0 11.9 1.6 13.5 15.5 2.9 18.4 6.2 0.1 6.3 4.4 0.0 4:4

F
39.4 10.6 70.'0

ホ1「i密}幾 †戒 0.3 L4 1.7 0.0 8.7 8.7 3.5 0.7 4.2 5.5 1.1 6.6 2.9 0.0 2.9 3:0 0.0 3.0 15.2 11.9 27.1

鉱 業 0.0 0.8 0.8 0.0 13.0 13.0 1.0 2.7 3.7 3.8 0.5 4.3 5.5 0.0 5.5 1.3 0.0 1.3 11.6 17.0 28.6'

建 設 0.1 1.4 1.5 0.・9 5.3 6.2 2.2 0.8 3.0 6.8 1.2 8.0 2.7 0.0 2.7 1.7 0.0 1.7 14.4
'

8.7 23.1

そ の 他 の 製 造 業
'0
.4 1.7 2.1 0.0 7.8 7.8 ・2

.・0 0.6 2.6 3.5 0.1 3.6 1.7 0.0 1.7 1.1 0.0 1.1 8.7 10.2 18.9

第2次 産 業 平 均 0.8 3.3 4.1 0.1 12.2 12.3 4.8 1.4 6.2 10.0 L5 11.5 5.4 0.1 5.5 3.0 0.0 3.0 24.1 18.5 42.6

商 社 ・ 卸 売 業 0.4 4.4 4.8 0.1 14.8 14:9 3.5 1.4 4.9 7.7 1.0 8.7 3.0 0.0 3.0・ 2.5' 0.0 2.5 17.2 21.6 3&8

小 売 業 0.0 1.7 1.7 0.0 9.5' 9.'5 22 1.6 3.8 5.1 0.8 5.9 2.1 0.1 2.2 1.3 0.0 1.3 10.7 13.7 .24 .4

金 融 1.9 8.0 9.9 0.0 12.1 12.1 8.'2 2.5 10.7 12.7 1.4 14.1
'4
.3 0.1 4:4 .4.3

「0

.1 4.4 31.4 24.2 55.6

保 険 2.8 16.2 19.0 0.0 22.7 22.7 8.3 5.5 13.9 15.7 1.8 17.5 6.7 ・0
、3,. .、7.0' 8.1 0.1' 8.2. 4i.5 46.6

A

・88.1

証 券 ・商 品 取 引
'6
.8 9.3 16.0 010 23.3 23.3 15.7 4.3 20.0 18.5 0.8 19.3 8.8 0.0 8.8 6.5・ 0.0 6.5 56.3 37.7、 94.0

運 輸 ・ 通 信 7.1 3.8. 10.9 0.0 36.4 36.4 21.2 0.6 2L8 29.8 2.2 32.0 9.5 0.0
99
.5' 6.8 0.3 7.1 74.4 43.3 117.7

電 気 ・ ガ ス ・水 道 8.8 6.3 15.1 0.0 33.2 33.2 16.0 0.7 16.7 37.0 2.1 39.1 15.1 0.0 15.1 1.1.0 0..1. 11.1 87』.9 42.4 130.3

放 送 0.3・ 1.3、 1.6 0.0
'5
.0 5.0 1.5 0.5 2.0 4.0 0.0 4.0 5.2 0.3 5.5

'2
.7' 0.0 2.7 13.7 7.・1 20.8

広 造 ・ 調 査 2.4
'7
.1 9.5 0.0 3.8 3.8 6.0 0.1 6.1 12.5 3.2 5.7 6.1 0.3 6.4' ..3.4 0.0 3.4 30.4 14.5 44.9

計 算 受 託 業 3.9 6.0 9.9 0.3 29.1 29.4 10.0 1.0 11.0 14.1 2.3 16.4 5.9 0.1 6.0・ 4.8 0.2 5.0 39.0 38.7 77.7

そ の 他 の非 製造 業 0.0 1.5 1.5 0.0 3.0 3.0 0.5 1.0 1.5 2.3 0.2 2.5 1.0 0.0 1.0、 1.0 0.2 1.2 4.8 5.9 10.7

第3次 産 業 平 均 2÷6 6.4
▼

9.0 0.2 19.0 19.2 8.3 1.8 10.1 13.5 1.6 15.1 5.2 0.1 5.3. 4.4 0.1 ・4
.5 34.2 29.0 63.2

教 育 0.5 0.5 1.0 0.2 1.1 1.3 1.3 0.4 1.7 2.5 0.5 3'.0 0.8 0.1 0.9 0.9
」 0.0 0..9 6.2 .2.6 &8

学 稀「 石音 究 機1莫1 1.9 6.3 8.2 0.0 6.1 6.1 4.6
'0
.4 5.0 4.0 1.0 5.0 2.7 0.1 2.8 1.9 0.0 1.9 15.1 13.9 29.0

公 務 1.2 0.9 2.1 0.2 10.5 10.7 2.0 0β 2.3 11.1 0.9 12.0 2.9 .0.0 2.9 1.7 0.0 1.7. 19.1・ 12.6 31.7

そ の 他 の 産 業 0.5 1.9 2.4 0.2 3.8 4.0 2.6 1.1 3.7 3.3 0.0 8.3 1.9 0.0 1.9 1.6 0.0 L6 10・.1 6.8 16.9

そ の 他 の産 業平均 0.9 1.1 2.0 0.2 7.2 7.4 1.9 0.4 2.3 7.8 0.7 8.5 2.2 0.1 2.3 1.4 0.1 L5 14.4 9.6 24.0

全 産 業 三1元]勾・ 1.5 4.2 5.7 0.1 14.1 14.2 5,711.4 7.1 11.0 1.4 12.4 4. .9 0.1 5.0 3.3 0.0 3・3126・15 21・2147・7
|

」
Φ
へ]
」

u
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μ

|

芭
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第7表 一2産 業別職種別月間1人 当リの平均残業時間

職 種 別

産 業 別

庶 司 パ・チ・-1オ ペ・一・ プ・グ・・ に うう全引 鯉 者

司 女已 巨 已 已1釧 女 男1女 已 「女
第 ・ 次 産 業|・ ・1・ ・1一 中 ・1…1・23・ ・1・ ・1⇒ ・・1・ ・1・ ・

第 ・ 次 産 業1・ ・1・ ・1-1・ ・1… 【・・1…1・ ・1…1・ ・1・…1・ ・

そ の 他 の 産 業 i…1・ ・1-143い ・122・9・ ・巨 ・1・2・・「 一 団 ・1・ ・

全 産 業1…14・ ・1-16・ ・|・9・・1…1・9・ ・13・ ・1・ …1・ ・19・ ・1・ ・

第8表 コンピュータ教育(1事 業体当リ)の 実施状況

(第2次 産業)

丁体一 」部長以上 課 ・係長 一 般 職 新入社員

社 内 教 育
延べ参加人員 7・・人1 ・2・・人1 ・3・・人1 40.2人

1コ ース当り平均時間 4.5時 間 9.3時 間 18.1時 間 14.3時 間

蒜 霧 タ'叶 延べ参加人員 3・・人1 7・・A1 … 人1 4.2人

その他の教育機関 陳 べ参力唱
・・川 ・・川 … 人| 3.5人

(第3次 産業)=一 」
部長以上 課 ・係長 一 般 職 新入社員

社 内 教 育
延べ参加人員 鳳1 … ∋ 64.6人 33.9人

1コ ー ス 当 り平 均 時 間 3.7時 間 9.7時 間 11.4時 間 13.3時 間

嵩 蒜 タ◆メ一己 べ参力噸
3・・人1 … 川 24.6人 2.1人

その他の教育機関 1延 べ参加人員
… 人1 ・4・・人1 … 川 1.3人

(その他の産業)

ニ一 一.対 象 部長以上 課 ・係長
一 般 職 新入社員

社 内 教 育
延べ参加人員 L・人1 … 人1 84.3人 50.9人

1コ ース当り平均時間 1、3時 間 6.9時 間 21.3時 間 6.5時 間

嵩 霧 タ'メ「 延べ参加人員
・・人1 2・・人1 ・2・・A1 1.1人

その他の教育機関 1延 べ参加順
臥} 2・・人1 … 川 6.9人

(全 産 業)=〒===三]
部長以上 課 ・係長 搬 川 新入韻

社 内 教 育
延べ参加人員 68人1 ・3・・人1 … 川 393人

1コ ース当り平均時間 3.9時 間 9、2時 間 16.3時 間 13.4時 間

勇三議 タ'叶 延べ参加人員
・・川 ・・人 卜 … 川 3.2人

その他の教育機関 1延 べ参加順 1 2・・人1 7・・人1 ・8・・人1 3.0人
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第1ぼ これから・ンピ。一夕を導入しようとナる事業体への忠告
～ 区 分

項 目 ㌧＼ ～ 社 数 %

導入の目的をは・きりさせ・18221…

輔 ・採算を粉 検討す・ ・9・1…

牒 量を+分検討す・1・941…

現在の事務の流れを鮒 レ 鰭 す・14621…

燥 の統一を図・1・ ・9・ ・

社内の受け入れ態勢を作 り上げる603550'

要員の輸 訓練 ・3711・ ・

適用業務にあった機種を選ぶ
1・651…

・一炬 のカタ・グだけをたよらない1 67「 ・ ・

難 会… 見学を行ない意見を聞く1・ ・9・ ・

PRを+分 ・・行 な う ・ ・
、1711・ ・

そ の 他1・ ■ ・・ 一

回答事業体数 い ・971

注)1事 業体で2つ 以上記入 しているので,%は 回答事業体数を分母と

している。

第12表 小型 ・中型コンピュータを導入 しようとしている事業体へ

の忠告

(1)機 械の能力について

一'一 社 数
項 目 一_～ 社 数 %

2倍 の能力の機械を選べ 370 33.7

3倍 〃 471 42.9

4倍 〃 1
'64 '

5.8

5倍 〃 45 4.1

それ以上 〃 t 11 1.0

無 記 入 136
.12・4

合 計

第13表 テス ト期間について

…9711…

『_

項 目

社 数
社1数 %

1カ 月 くらいおいた方がよい 1 551 5.5

2カ 月 〃 ・641 16.5

3カ 月 〃 1 4661 470
4カ 月 〃 1

|
561 5.6

5カ 月 〃 1 1351 13.6
それ以上 116 ll.7

合 計 ・1 9921 100.0
無 記 入 1 1・51

6ご

u

×
「C。

μ

|

主

s
or



第14導一1表 導入年数別5年 後の規模予想

、=膓醐 一,=

項 目

年 数 別
変らない .2倍 3倍 4倍 5倍 そ の 他 わからない

[

合 計 無 記 入

1年 未 満

社数 2 38 39 5 15 7 3 109 2

% 1.8 34.9 35.8 4.6 13.8 6.4 2.7 100.0

1年 以 上～3年 未 満

社数 5 108 103 37 48 15 33 349 12

% 1.4 30.9 29.5 10.6 13.8 4.3 9.5 100.0

3年 以 上～5年 未 満

社数 10 68 101 39 28 14 26 286 14

% 3.5 23.8 35.3 13.6 9.8 4.9 9.1 100.0

5年 以 上～10年 未 満

社数 3 81 91 24 21 14㌔ 29 263 8

% 1.1 30.8 34.6 9.2 7.9 5.3

.

11.1 100.0

10年 以 上

社数 1 13 10 一 5 1 4 34 1

% 2.9 38.3 29.5 一 14.7 2.9 11.8 工00.0

合 計

社数 21 308 344 105 117 51 9.5 1,041 37

% 2.0 30.0 33.0 10.1 11.2 4.9 9.0 100.0

無 記 入 社数 1 4 2 3 4 0 5 19 回収事業件数

` 〆'
.

1,097

鵠
Φ

一



第14表一2投 資規模別5年 後の規模予想

項 目

投資規模別
変 らない 2倍 3倍 4倍 5倍 そ の 他 わからない 合 計 無 記 入

1,117万 円 以 上
社司 ・'14gl351・21・21・1・21・3・1・

%1・ ・1…1…1・ …1∋ ・・1・ …1

555万 円以 上
～1 ,117万 円 未 満

社数1-13gl・ ・1・41・1・1・1・ ・3「3

%1-1…1…1…1・ ・1・ ・1・ ・1・ ㎝ ・1

222万 円以上～555万 円未満
社数 「 ・1861g51381321・ ・1・gl .錫 ・1・

%1・ ・1…1…1…1…1・ ・1・ ・1・ …

88万 円以 上.
～222万 円 未 満

社数1・17gl・ ・i・1321・12212348

%「 ・・1…1…1・ ・1…1・ ・1⇒ ・皿 ・|

22万 円以上～88万 円未満
社数1・1351682525・3[・41・841・

%1・ ・1…1…1…1…1・ ・ 「 ・・1・ …{

22万 円 以 下
社数1・1・1・146148362

%1・ ・1…1…1・Ul…1・L・1…1・ ㎝ ・1

合 計
社数1・8129313261・ ・2・ ・61478・1982126

%1・ ・1…1…11・ ・1…1・ ・1…11…r

無 記 入i脚 ・1 19 20 6 5 4 31 89 1回噂 業微

已 ・97

お

已

u

×
π。

P

|

雲

間'

巽
や



第15表一1資 本金規模別導入計画

＼ 資本金規模別5000万円
有 無 ＼ 未満

5000万 円
～1億 円

1億 円
～10億 円

10億 円
～50億 円

50億 円
～100億 円

100億 円

以上
資本金なし
及び無回答 合 計

あ る

社数 3 25 126 47 4 2 3 210

% 50.0(1.4) 62.5(11.9) 88.1(60.0) 85.5(22.4) 80.0(1.9) 100.0(1.0) 3τ5(1.4) 81.1(100.0)

な い

社数 3 14 17 7 1 0 5 47

% 50.0(6.4) 35.0(29.8) 11.9(36、2) 12.7(14.9) 20.0(2.1) 0(0) 625(10.6) 1&1(100.0)

わからない

社数 0 1 0 1 0 0 0 2

% 0(0) 2.5(50.0) 0(0) 1.8(50.0) 0(0) 0(0) 0(0) 0.8(100.0)

合 計
社数 6 40 143 55 5 2 8 259

% 100.0(2.3) 100.0(15.4) 100.0(55.2) 100.0(21.2) 100.0(1.9) 10α0(0.8) 100.0(3.1) 100.0(100.0)

注)()内 の数字は横の%を 示す。

第15表一2資 本金規模別導入時期

資本金規模別5000万 円

未満時 期

5000万 円
～1億 円

1億 円
～10億 円

10億 円
～50億 円

50億 円
～100億 円

100億 円
～以上

資本金なし
及び無回答

`

合 計

直 ち に
社数

%

1

33.3(1.8)

4

16.0(7.3)

32

25.4(58.2)

16

34.0(29.1)

0

0(0)

2

100.0(3.6)

0

0(0)

55

26.2(100.0)

1～2年 後 く らい に
社数

%

1

33.3(1.2)

7

28.0(8.6)

53

42.1(65.4)

16

34.0(19.8)

3

75.0(3.7)

0

0(0)

1

33.3(1.2)

81

38.6(100.0)

3～4年 後 く らいに
社数

%

1

33.3(2.4)

5

20.0(11.9)

27

21.4(64.3)

7

14.9(16.7)

0

0(0)

0

0(0)

2

66.7(4.8)

42

20.0(100.0)

5年 以 上 あ と
社数

%

0

0(0)

7

28.0(46.7)

5

4.0(33.3)

2

4.3(13.3)

1

25.0(6.7)

0

0(0)

0

0(0)

15

τ1(100.0)

わ か ら な い
社数

%

0

0(0)

2

8.0(11.8)

9

7.1(52.9)

6

12.8(35.3)

0

0(0)

0

0(0)

0

0(0)

17

・8.1(100.0)

合 計
社数

%

3

100.0(1.4)

25

100.0(11.9)

126

100.0(60.0)

47

100.0(22.4)

4

100.0(1`9)

2

100.0(1.0)

3

100.0(1.4)

210

100.0(100.0)

注)()内 数字は横の%を 示す。

q
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第16表 資本金規模別導入予定機種

＼ 一一＼ 資本金規模別1 ,000万 円

型式 ＼ 嚇 万円
5,000万 円

～

1億 円

1億 円

～'
10億 円

10億 円

～
50億 円

50億 円

～

100億 円

100億 円

以上

資本金なし

及び無回答
合 計

大 型A づ ・1・ ・1・ ・1・1・1、

%1・ ・旬 ・・ 旬1・ ・⑳1・ ・卿 犯 ・甑 の1・(の ・(の1・ ・㎞ 旬

副 ・1・1・1・1・1・1・i・〃B
%1・ ・∋ ・・の1・ ・⑨ ・・1一 の1…)1・(の1・(旬_旬

中 型A 剰 ・1・1辺1品1・1・1・1・ ・

%・(旬1・ ・ の1・ ・銅 鉱 ・⇒ 馴 ・旬 皿 ・(⑬1・(旬1鳳 ・㎞ 旬

〃B づ ・1・rπr匁1・r・1・rm
%∈ ・ じ ∋ 肱 ・(…)156・3(69・6)144 ・・(・…)125.・(・ .・)1・(①1

「 ・

…(・ ・)1…(・ …)

小 型 倒 ・lBl脂r・r・1・ 159
%1… ⑭1肱 ・⑳1万 ・⇒ 皿・⑩ 勾1宏 … の1砿 ・(・の已 ・(・の 已 ・卿

超 小 型
社数r・1・1・rll・ ・

lI・

・(・)1

|・2
%1・(の1肱 ・G・ 匂 い ・⑭ ・… ①1・ ・ の|

・(・)1・ ・(・…)

ミ ニ ・コ ン ピ ュ ー タ 脚 ・1・1・1・1・1・r・r・
%1・ ・ 旬1・(∋ ・(の1・(旬1・(旬1・(の1・(旬1。 ㎞ の

わ か ら な い づ ・r・1・1・ ・1・1∋1

%1・(∋ ・(の1・ ・㎞ 旬1・(の1・(のr・(旬1・ ・①1・,卿

合 計 副 ・1肪1皿|ρ|・1・1・1鋤
%r-・ ・の|m-r－ ⑭1一 めr-・ ・』(・ 旬1-(・ の1皿 ・卿

お
Σ
主
簿

u

π。

F

|

望

注)()内 は数字は横の%示 す。

EtS
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第17表一1計 算センターの利用現況

1
・

項 目

産業別 第2次

産 業
第3次
産 業

その他
の産業 合 計 無記入

計 算 の 委 託
社数15777126126・

10

%1…1・ ・1i…1…

パ ン チ ン グ
社数239・6752い58

22

%・ ・53C・1…1…

マシンタイムの

利 用

社数|89142・51146
3

%11・ …1・ ・11・ ・

要 員 の 教 育 ・講習
会への出席

桂川256・5152459
18

%…1…1…{…

要 員 の 派 遣
社数|331347174

4

%1・ ・1・ ・1・ ・1・ ・

プログラミング
委 託

.社 数1・ ・144・ ・1・ ・4 3

%已 ・{・ ・1・ ・【 ・・

保守 ・サービス
委 託

社数1896614gl・ ・4
7

%…1…1…1…

社司972・8
0調 査 代 行 ・

デ ー タ 収 集
%・ …1・ ・1・ ・

コンピュータ室

運 用 代 行

社数 ・1・1・1・6
3

%1・ ・い ・1・1・ ・

合 ∋ 社数94・1597}・ ・31・75・169

回 収 車 業 体 数655 5451・561・3561

注)1事 業体で2つ 以上記入しているので回収車業体数を分母 として%

を出しているので合計は100を 越える。

第17表 一2計 算センターの利用現況(導 入事業体)

1.)SE;一 一」!i{1,j

計 算 の 委 託

第2次
産 業

第3次
産 業

その他
の産業 合 計 無記入

社司96 52 22 170

%i…112・ ・114・ ・1 15.5
10

パ ン チ ン グ
社数 21・1156 417

%1…136・ ・fi・3・ ・1 38.0

22

マシンタイムの

利 用

社数168 34 15 117

%1・3・ ・1…1・ …1 10.7

3

要員 の教 育 ・

講習会への出席

社数1…1128 52 391

%1・ …1・ …1・4・ ・1 35.6

18

要 員 の 派 遣
社数132 ・・1・ 69

%1… 7・ ・14・ ・1 6.3

4

プログラミング

委 託

社数146|39 8 93

%18・ ・1… 【 …1 8.3

3

保守 ・サービス
委 託

社数18716414gl…
7

%1… 【1・ ・1…1…

調 査 代 行 ・デ
ー タ 収 集

社数1・1・ ・1 17

%Il・ ・1…lL・1 1.5

0

コンピュータ室

運 用 代 行

社数1・ 8 0 16

%1…1…1・ 1.5

2

合 計1社 数 7671・ ・8|・ ・51・ ・49・169

回 噂 業 体 数15221425115・1…97

注)1事 業体で2つ 以上記入 しているので回収車業体数を分母として%

を出しているので合計は100を 越 える。

出
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第17表 一3計 算センターの利用現況(未 導入事業体)

!:-g=_.『 産 業 別

項 、＼'＼ 第2次 産業第3次 産業 その他の麟 合 計
1-

1計 算 の委 託

L

パ ン チ ン グ

i-'1
マ シ ン タイ ムの

利 用

要 員 の教 育 ・
講習会への出席

要 員 の 派 遣

プログラミング
委 託

保守 ・サービス

委 託

調 査 代 行 ・デ
ー タ 収 集

コンピュータ室

運 用 代 行

社司 ・・ 26 4 91

%{45・9 ・…1 66.7 35.1

社数128 11 2 41

%1・ …|…1 33.3 15.8

社数21 8 0 29

%い ・・ 6・・1 0 11.2

社司45 231 0 68

%1・3・ ・i・9・ ・1 0 26.3

社数11 4 0 5

% 0.8 3・・1 0 L9

社数14 5 2 21

%1・ … …1 33.3』 8.1

社司 ・ 2 0 4

% …1…1 0 L5

社司 ・ 0 0 1

%1…1・ 0 0.4

社数 0 0 0 0

%1・ 0 0 0

合 計1づ ・73 79 8 260

回 収 車 業 体xl133 120 6 259

注)1事 業体で2つ 以上記入しているので回収車業体数を分母とレて%

き輿レているので合計は100を 越 える?

第18表一1計 算センターの利用計画(将 来)

ぽ 麓2蘂第3次産 業
その他
の産業 合 計

計 算 の 委 託

パ ン チ ン グ

マシンタイムの

利 用

要 員 の 教 育 ・
講習会への出席

要 員 の 派 遣

プログラミング

委 託

保守 ・サービス委 託

調 査 代 行 ・
デ ー タ 収 集

コンピュータ室

運 用 代 行

社数1・ ・9 67 19 205

%1…21・2・31・2・ ・1 15.1

社数122gl・66 50 445

%135・ ・1・ …132・ ・ 32.8

社数 …162 11 184

% ・6・・1・ …{…1 13.6

社数1233}・52 44 429

% ・5.・127.928.・ 31.6

社司86 63 15 164

%1・ …1・ …1…| 12.1

社数1… 61 18 189

%1・6・ ・1・ …1・ … 「 13.9

社司64 60 31 155

%已 ・1・ …1・9・ ・ 11.4

社数34 46 6 86

%15・ ・1… 3.8 6.3

社司29 24 7 60

% …1…1… 4.4

無記入

7

17

4

13

8

4

5

2

5

合 言+社 数1・,・ ・5レ ・・1…11,・ ・7 65

回1峰 業 体 数165515451・56 1,356

注)1事 業体で2つ 以上記入 しているので回収車業体数を分母として%

を出レてい6の で合計はIOOを 越えるP
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第18表一2計 算センターめ利用計画(導 入事業体)

〔 第2次産業 第3次
産 業

その他
の産業 合 計

計 算 の 委 託

パ ン チ ン グ

マシンタイムの

利 用

要員 の教 育 ・
講習会への出席

要 員 の 派 遣

プログラミング

委 託

保守 ・サービス
委 託

調 査 代 行 ・
デ ー タ 収 集

コンピュータ室

運 用 代 行

社'数83 42 18 143

%1・5・ ・1…1・2・ ・1 13.0

社数 ・・41・4・ 49 402

%1・9・ ・35・132・ ・1 36.6

社数189 54 11 154

% ・7・・1・2・ ・1…1 14.0

社数192 112 43 347

%1 36.826.428.7 3L6

社数72 52 14 138

% ・3…2・ ・1…1 12.6

社数1・ ・ 52 17 160

%1・7・ ・1・2・ ・ 【 ・… 14.6

社数49 41 30 120

%1…i9・62・ ・1 10.9

社数126 ・・1・ 72

%15・ ・1・ ・61・ ・31 6.6

社数 28 ・・1・ 56

%15・ ・14・ ・1・ ・1 5.1

無記入

7

17

4

13

8

4

5

2

5

合 ∋ 社数 83415641・941・ ・592 65

回 収 車 業 体 数 52214251・5・1…97

注)1事 業体で2つ 以上記入しているので回収車業体数を分母として%

を出しているので合計は100を 越 える。

第18表 一3計 算センターの利用計画(未 導入事業体)

項 目

産 業 別
第2次 産業第3次 産業 その他の産業 合 計

計 算 の 委 託
社数1 36 125 11 162 一

い ・・

143

% 1… 1… 11・ ・

パ ン チ ン グ
社司 25

1・7 1・

%1 18.8
1… 1… 11・ ・

マシンタイムの

利 用

社司 22
1・ 1・ 1・ ・

% 1… 1・ ・ 1・ 11・ ・

要 員 の教 育 ・
講習会への出席

、社数1
41
1・ ・ 1・ 182

% 1… 1… 11・ ・ 1・ …

要 員 の 派 遣 .社数1
14 い ・ 11 126

% 1… 1・ ・ 1… 1…

プログラミング
委 託

社司 19
1・ 11 129

% 1… 1・ ・ 1… 111・ ・

保守 ・サービス
委 託

社数1 15
1・9 1・ 135

% 1… 1… 11・ ・
13.5

調 査 代 行 ・デ
ー タ 収 集

社数1 8
1・ 1・ 1・4

% 1ω 1・ ・ 1… 1・ ・

コンピュータ室

運 用 代 行

社司 1
1・ 1・ 1・

%
1・ ・ 1・ ・ 1・ 11・5

合 計 1社数i
181
1・37 1・

325

回 収 車 業 体 数
1・33

120 6 1259
注)1事 業体で2つ 以上記入しているので回収事業件数を分母として%

を出しているので合計は100を 越 える。
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通 信 回 線 問 題

利 用 状 況

第19表一1産 業別(全 体)

産業別

項 目

第 ・ 次 産 当

第 ・ 次 産 ⇒

そ の 他 ・産 当

計

利用 している 利用 していない

桂 川%社 数

2381・8・ ・1384

・451・9・ ・1・47

・・17・ ・1133

3941・ …1864

1971年 版 コンピュータ利用状況調査383

合 計

%社 数1%

・…162211・ …

70.5492100.0

・2・・1144ii・ …

・8・・11,25811・ …

鉦
ノ、、、 記 入

社 数 1 %
33 5.0

53 1 9.7
12 1 7.7
98 7.2

第19表一2(導 入事業体)

項 目

産業別

利用 している 利用 していない 合 計 無 記 入

社 数% ・桂 川% 桂 川% 桂 川%
第 次 ・ 産 当 …1…12941…1497h… ・51…

第 ・ 次 産 当 …1…{・897・ ・1…11…
.251・ ・

そ の 他 の 産 当1・1・ ・{1259・ ・11351・ … 15い ・・

計3243・47・86・ ・1・ ・3211… 651・ ・
舎

第19表一3(未 導入事業体)

1 項 目

産業別

利用している 利用していない 合 計 無 記 入

社 訓% 社 数% 社 ∋% 社 数%

第 ・ 次 産 業352・ ・1・ ・1…1・251・ … ・1・ ・

第 ・ 次 産 業1343・ ・581…1921・ … 281…

そ の 他 の 産 業 ・1・ ・1・1…1・1・ … ・1・

言+・ ・1・ …1536・ ・12231・ … 36い ・・

注)無 記入についての%は 回収車業体数を分母としているため合計は100に ならない。
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第19表 一4投 資規模別通信回線利用状況(導 入事業体)

投資規模別

1117万 円以上

項 目 別
利用している

社司%

利用していない 合 計

社司%τ 戸 一

194172.gl35127.・1・2gl….・

555万 円以 上 一…7万 円 未満155149.・159}5・.gi・ ・411・ ・.・

222万 円 以上 ・・-555万 円 櫛176126 .512・ ・173.512871・ ・o.・

88万 円 以上 一222万 円 未 満}62126.81・6gl73.2123・110・.・

22万 円以上～88万 円未満130116.ol157184.ol1871100.o

22万 円以下 41、 、.813・188.213411・ ・.・

計 32・1・2・ ・1…167・29821・ ・…

無 回 答

社 司%

2

2

1.5

1.7

51.7

・・14.5

21、.、

41、 ・.5一
第20表 一1通 信回線利用の方法(全 体)

項 目

産業別

第2次 産 業

第3次 産 業

そ の 他 の 産 業 .

合 計

テ レ ック ス
専 用 線
(オフライン)

専 用 線
(オンライン)

合 計

第3次 産 業

計

社 司%社 司%社 司%社 司%

・331・ …155129・ ・

9g卜5・ ・1・ ・1・ …

33147・ ・

26668.011529.4

・ ・…9・1・ ・…

53・ ・ …b・ …

34・ ・ 「 ・・1・ ・…

・・1…139・1・1・ …

無 記 入

社 司%

103

86

15

204

7.6

6.3

1.1

15.0

第20表一2(導 入事業体)

項 目

産業別

テ レ ッ クス
専 用 線
(オフライン)

専 用 線
(オンライン)

合 計 無 記 入

社 司% 社 司% 社 数% 社 数% 社 数1%

第 ・ 次 ‥1・ ・26・ ・1523・ ・1・1・ ・1・56・ … ・1・ ・

第 ・次 産 ⇒681…1251…1・1∋971・ … ・1・ ・

そ の 他 の 産 ⇒331・ ・5321…1・1・ ・1681・ … ・1・ ・

合 計1・ ・31…1・ ・gl…1・1・ ・132・1・ … 154.5

注)無 記入についての%は 回収車業体を分母としているので合計は100に ならない。

第20表一3(未 導入事業体)
一

項 目

産業別

テ レッ クス
専 用 線
(オフライン)

専 用 線
(オンライン)

合 計 無 記 入

社 司% 社 数1% 社 数1% 社 司% 社 司%

第 ・≡ ⇒ ・・1…1・ …1・134・ … ggl…

第 ・ ≡ 当 ・・1…1・1・ ・1…IMI・ … ・・1…

その他 の 産 業1・1…1・1・ ⇒ ・1・1・1・ … ・・1・ ・

合 ∋631…1・1・ ・1・1・ ・1・ ・1・ … ・8gレ ・・

注)無 記入についての%は 回収車業体数を分母 としているため合計は100に ならない。
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第21表 一1通 信回線利用計画(全 体)

3年 以内に

社数%

何れ使う

社数%

安 くなれば

社数1%

必要なし

社司%

わからない

社司%

その他

社数%.

合 計

社数%'

第2次 産 業1、 。gi27.21、74143.415gl・ ・.71・6'14.・1421・ ・.5j・1・.31…1….・

第3次 産 業1、 。7i29.31、46i4。.。i,,1、 ・.,1・ ・13.・143i・ ・.・[・2i3.313・ ・1,・ ・.・

そ の他 の産 業1、61、 、.gl5514。.・1・16.71・218.gl3712z4161・.・1・351….・

計
123225・ ・1…1・ …1・ ・4・2・73gl4…221・3…912・ ・9・ ・1・ …1

注)1社 で2以 上記入しているので合計は 「利用していない」事業体の計をこえる。

第21表 一2(導 入事業体)

3年 以内に

社数%

何れ使う

社司%

安 くなれば

社数%

必要なし

社数%

わからない

社数%

その他

社当%

合 計

社司%

第2次 産 当9313。.11i3614.401441、4.2191・.,1271s.71_ _13091、o。 .o

第3次 産 業199133.、1、i613S.S[371・3.41g13.・12glg.71gl3.・129gl・ ・0.・

そ の他 の 産 業115111.8i51140.21917.1i1118.7135127.6}614.711271100.0

計
1・ ・727・ ・ い ・34…1・ ・1・ …12gl3・ ・1…2・ ・1・512・ ・735・ …

第21表一3(未 導入事業体)

＼

産業別ぷ
3年 以内に

社数1%

何れ使 う

社数%

安 くなれば

社数%

必要なし

社数已

わからない

社数%

その他

社数%

合 ・計

社数%

第2次 産 業1、61・7.4i3814、.31・51・6.3{717.6i・51・6.31・1・.・1・ ・1….・

第3次 産 業18112.1130145.519113.61213.ol14121.21314.5166'1100・o

その他の産業11112.514150.olololll12.512125、olo|o 81100.0
計 25・5・ ・7243・ ・124・4・ ・1・ ・6・ ・1…8・742・ ・166・ ・…

第21表一4(導 入事業体)

翻 規

項目 3年 以内に

社数%

何れ使う

社数%

安 くなれば

社司%

必要なし

社司%

わからない

社数%

その他

社数%

合 計

社数%

1117万 円以 上 2866・ …23・ ・1一
一1一 一1・1・ …2 ・4・ ・1・ ・…

555万 円以上
1117万 円未満

325・ ・62・33・969・71一 一134 ・・1■ 62100.0

222万 円以上
555万 円未満

・・1・ ・・…51・7・ ・25…241…1・7い641…1223・ ・…

88万 円以上
222万 円未満

46126・3734…1・81・6・ ・1・2・32・ …442・ ・い75・ …6

22万 円以上
88万 円未満

…3・67246・8…1・4・381・ ・227・7・541・ …54・ ・…

22万 円以下 ・ ・6・・1825841・2・ ・1・ ・6・・812581一 一1311100 ・0

計 …29・ ・28942・ ・851・2・ ・1223・278い1・41・3…1687・ ・…

無 記 入 89
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系 列企業 内 ネッ トワー クについて

第22表一1(全 体)

項 目

産 業 別

必 要 不 要 合 計 無 記 入

社 数1% 桂川% 社 ∋% 社 数1%

第 ・ 次 ‥13641…1・ ・gl…147・1・ … ・8・1…

第3次 産 業 ・・71… 681…1275・ … 27・ 「 …

そ の 他 の 産 業 ・・ 「 … 241…175 100.0 81 6.0

計16231…{…1…1β241・ … 532 39.2

第22表一2(導 入事業体)

項 目

産 業 別

必 要 不 要 合 計 無 記 入

社 数 ↑% 桂川% 社 数1% 社 数1%

第2次 産 業.3068α1 76il・ ・1382・ … ・4・1…

第 ・ 次 産 ⇒ ・7・7・ ・1581…122gl・ … ・961…

そ の 他 の ⊇461・ ・72・1・ …1671・ … 837.6

計5237…551…!678・ … 41938.2
ト

第22表一3(未 導入事業体)

要 不 要1合 計＼

桂 川%社 ⇒%　 社 数{%

第 ・ 次 産 業1∋ ・・4・・13335・ ・Ig2い …

36178・ …1…146{・ …

そ の 他 の 産 当 ・1・3・ ・ 【 ・16・ ・1・1・ …

1・8・ ・1・ ・1…lt441・ ・…

目 必

産 業 別'＼

第3次 産 業

・ 計100

第22表 一4(導 入 事業体)

無 記 入

社 数|%
}

41{・5・ ・

74128・ ・

・{・

・・51…

項 目

投資規模別

必 要 不 要 合 計'

一

無 回 答

社 数% 社 数1% 社 数% 社 数%

…7万 円以 上183185 .61、41、4,41971、00.0 3413.、

555万 円以 上 ～1117万 円未 満178188 .6i10111.41881100.0 2812.6
222万 円以 上 ～555万 円未 満1146176 .8144123211901100.o ・021g.3

88万 円 以上 ～222万 円未 満1117174 .5140125.511571100.0 8517.7
22万 円以 上 ～88万 円未 満16817(Hl2gl2g .glg71100.o 9218.4
22万 円未 満117170 .81712g.21241100.0 ・41、.3

計1・ ・gl…|14・122・ ・165311・ …

一一

3981…

注)無 回答についての%は 回収車業体数を分母 としているため合計は100に 満 たない。
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業界 内部 の ネ ッ トワー クにつ いて

第23表 一1(全 体)

第2次 産 業

第 ・ 次 産 業1

そ の 他 の 産 業

計

必 要

社 司%

235

2771

4gl

56・1

59.6

…1

65.3

不

社 数

要

%

15940.4

661・9・ ・1

2634・ ・1

・9・・125・1…

合 計

社 ∋%

394 100.0

343い …

75 100.0

8・21・ ・…

無 記 入

社 数1%

26・|19・ ・

・・2114・ ・

816.0

54440.1

第23表一2(導 入事業体)

第2次 産 業

第 ・ 次 産 当

そ の他 の 産 当

計1

必

社 数

178

・・51

44

要

%

不

社 数

・9・・1・2・1

・7・・15gl

65.7 23

要

%

合 計

社司%

・…1299

22.3

34.3

264

67

100.0

100.0

100.0

4271・ …1…1・2・ ・163・1・ ・…

無 記 入

社 川%

2231…

・8・116・ ・

831・ ・

48744'4

第23表一3(未 導入事業体)

＼ ＼
＼ 項 目、-

∨

産業別 ＼＼

必 要 不 要 合 計 無 記 入

社 数1% 社 数1% 社 数% 社 数%

第 ・ 次 産 当576・ ・381・ ⇒ .951・ … 3814.7

第 ・ 次 産 当729・ ・1・1・ ・17gl・ … ・・ い ・・

そ の 他 ・ 麟158・ ・1・ …1・ ・… ・1・

計11341…[461…1・8・1・ … 7930.5

注)無 記入についての%は 回収車業体数を分母としているため合計は100に 満 たない。

第23表 一4投 資規模別(導 入事業体)

項

i投資規模別

!
1117万 円以 上

555万 円 以上 ～1117万 円 未 満1

222万 円以上～555万 円未満|

88万 円以上～222万 円未満!

22万 円以上～88万 円以上

22万 円未満

i計

目 必 要

%

不 要 合 計 無 回 答

＼]社 数 社 数 % 社 数i % 社 数 %

1621 73.ol 231 27.ol 8∋ 100.0 461 4.2

未嗣 501 68.51 231 3・.51 7ε1 100.0 431 3.9

未満|

未嗣

・.61

931

64..1
67.9.1
651
441
35.gl
32.11

、8.1

、371

100.0

!00.0

、、、l

lO51

10.0

9.6

以上i l 8.1 72.31 3、[ 2τ71 1、2「 100.0 77「 7.6

1・ ・1 6・.・1 71 38.9 1・81 100.0 201 1.8

1・ ・3 68.2 193 31.8 606 100.0 ・・21 39.9

注)無 回答についての%は 回収事業体数を分母 としているため合計は100に 満 たない。
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他の産 業部門 とのネ ッ トワー ク につ いて

第24表一1(全 体)
.

項 目

産 業 別

必 要 不 要 合 計 無 記 入

桂 川% 社 司% 社 司% 社 数1%

第 ・ 次 産 業1・454・ ・ い671…1・ ・21・ … 3431…

第 ・ 次 産 当 ・4・1…1841…12251・ … 32・1…

そ の 他 の 産 当264・ ・1271…1531… 1037.6

言+1・ ・25・ ・12781…159・1・ … 7661…

第24表一2(導 入事業体)

項 目

産 業・別

必 要 不 要 合 計 無 記 入

社 司% 社 数% 社 司% 社⇒%

第 ・ 次 ‥1・2・1…1・2・1…124・1・ … 28・1…

第 ・ 次 産 当 ・・71…16gl…1・861・ … 23gl…

|

:

:

;
」

)

そ ・ 他 の 麟 ・・i…1241…145i・ … ・・51・ ・

計i2581…1・ ・41…1・721・ … 62557.0

第24表一3(未 導入事業体)

＼ 項 目

産 業 別

必 要 不 要 合 計 無 記 入

社 司% 社 数1% 社 司% 桂 川%

第 ・ 次 産 業251…1461・ ・87・ ・… 6223.9

第 ・ .次 産 当246・ ・1・51…13911… ・・1…
}

そ ・ 他 の 産 当58・ ・1・1…1・1・ …
00

i
計1541…1621…1・ ・61・ … 14355.2

`

注)無 記入についての%は 回収車業体数を分母としているため合計は100に 満 たない

第24表 一4投 資 規模別(導 入事業体)

項 目

投資規模別

必 要 不 要 合 計 無 回 答

社 司% 社 数% 社 数1% 社 数1%

…7万 円以上i5717L3}23128.718・1….・ 5・14.6

555万 円以 上 ～1117万 円未 満139168.4118131.61571100.o 5gl5.4
222万 円以 上 ～555万 円未 満16514g.6166150.4i131{100.0 161114.7
88万 円 以上 ～222万 円未 満i48148.5151151.51ggl100.0 、43113.0

22万 円 以上 一88万 円 未 満13gl5。.6138149.417711・ ・.・ 1、2110.2

22未 満万円1∋38.51816・.51131….・ 2512.3

計125・155・ ・1・ ・44・ ・1・ 誕1・ ㎝ ・ 55・1…

注)無 記入についての%は 回収車業体を分母としているため合計は100に 満たない。
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第24表 一5他 の産業部門との情報ネ ッ トワー クを必要 と答 えた業種別業事体分布

業ご く∵
回収数 社 数 %

第

次

産

業

食 料 品 ・・1・1・ …

繊 維2gl・ ・L・

パ ル プ ・ 紙1・ ・1・[…

新 聞 ・ 出 版1・1・ 「…

印 刷4 125.0

化 学 ・ 石 油 9212223・ ・

窯 業 ・ 土 ∋ ・・1・ ・3・・

鉄 鋼21 ・1・3・ ・

非 鉄 ・ 金 属 451・ ・7・・

一 般 機 副431・1…

電 気 機 器631・51・3・ ・

輸 送 用 機 剰 …4i・3・ ・

精 密 機 械23 ・18・ ・

鉱 業 ・}・1・

建 設33}824・ ・

その他 の製造 業 351・ ・ 已 ・

回収数 社 数 %

第

次

産

業

そ
の

他
の

産
業

商 社 ・ 卸 売862・1・3・ ・

小 売 当25 520.0

金 融 ・23}3427・ ・

保 険1・8}・i16・ ・

証 券 ・商 品 取 引 ・}・ …

運 輸 ・ 通 司471・225・ ・

電 気 ・ ガ ・1・1・1・2・ ・

放 送1・ 233.3

広告 ・その他のサービ・1・145・ ・

計 算 受 託 業8gl3943・ ・

そ の他 の 非 製 造 当 ・ 228.6

教 育

公 務

研 究 機 関

そ の 他 の 産 業

50

77

8

15

7

11

1

2

14.0

14.3

12.5

13.3

全 産 業 合fl・ …712691・ …

ネッ トワー クを必要 とす る理由

第25表 一1(全 体)

＼ ぐ

理 由

事酬＼
情報が容
易に得ら
れる

代金決済
が容易に
なる

経費節約 業界のまとまり
計画がた
て易い その他 合 計 無記入

⇒% 当% 当% 社数已 社数1% ⇒% 社数% 社数

導 入 事 業 体 551
-

141

43.5 164

30

12.9

11.0

'

1981a6 258 203 66 52 31 2.4 1,268 100.0 217

未 導 入 事 業 体 47.0 279.0 72 24.0 25 8.3 5 1.7 300 100.0 67

計6924・ ・1・941・ ・422511・333・1…9・1・ ・{361・2・5681・ …274

注)1社 で2以 上記入しているので合計は回収合計をこえる。
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第25表一2投 資規模別(導 入事業体)

＼ 、 項目
、

投資遍 ＼

情報が容
易に得ら
れる

代金決済
が容易に
なる

経費節約
業界のま
とま り

計画がた
て易い そ の 他 合 計

社司% 颪 「 『颪 「 社司% 辛 辛 一確「
…7万 円以上1861…1341…1281…1261…1・1・ ・1・1・ ・1・83 100.0

語 男肖未満179|…126…1261…}351…1・1・ ・1・ 国 ・881・…
22認 肖美

満1・6・1…1471…1・ ・州6gl・ ・il・gl・ ・L61・ ・136・1・ …

81耀 未
満1・ ・31…12gl…149…1・ ・1…1・81・ ・1・1・ ・12871・ …

22端 未

満1981・4・ ・125…128・2・ ・1・ ・1・3・・1i6i…1・1・ ・1…1・ …

22万 円未満 ・Sl・8・・1・1… .1・1・7・ ・1・1・2・861・5・ ・1・1・i7・ ・1・ ・…

計
155・1・3・ ・1…1・ …1…1・5・62・ ・1・…166国 ・・1・1・1・ ・2681m・

ネッ トワー クを不要 とす る理 由

第26表一1(全 体)

自力で解決できる

社 数 %

秘密がもれるおそれ ・

社 数 %

そ の 他

社 当%

合 計

社 司%

導 入 事 業 体1・ ・4 49.8 70 30.6 45 19.7 229 100.0

未導入事 業 司 31 47.7 16 24.6 18 27.7 65 100.0

計 145 49.3
'
86 29.3 63 2L4 294 100.0

第26表一2投 資規模別(導 入事業体)

投資規模別＼ 自力で解決で
きる

社 数 %

秘密がもれる
おそれ

社 司%

そ の 他'

社 数1%

合 一・計

社 剰%

1117万 円以 上 11 38.0 6 ・…i・2 ・…12gl・ ・…

555万 円以上一…7万 円未満1・2i…1・ ・ ・・∋ ・ 4212・1・ ・…

222万 円以上一555万 円未司361・7・ ・125 ・2・・1・5 ・9・・1761・ ・…

88万 円以上～222万 円未満 26 ・… ド ・⑥一'・ ・川 ・ 9.2、 49.L100.0

22那 以上～88万 円未満i25i・9・ ・1・ ・ ・3・.81・1・6・ ・1421・ …

.22万 円 以下 ・ ・-14・ ・4L2 ・?・・i・ ・3・・1・ い ・…

計 114 49.8 、70 .30.7 45 19.7. i229 . 10〔ムO



通 信回 線 自由化 に対す る意見

第27表一1(全 体)

項1:{織 灘 具 融 化嚇

事業体別 社 数%社 司%

導 入 ⊇ 体.・931鵬1、2671…1

牢 璃 撒1・ ・6144・ ・}37…

,計1・ ・gl44,g3・422・ ・1

料金の引下げ

社 司%

46・1・2・ ・1

8532・ ・1

54616…}

端末機の引き
下げ 高速回線の提供 わからない そ の 他 計 回答事

業件数体 数1% 社 数% 社数已 社数% 社 数

1246[・ ㌫ ・・41・ ・司6小 ・5・ ・1・742・ ・97

[9381…1・ ・ 巨 ・1351…i--33・259

レ841…12241…1…1・ ・1・1・ ・1・ ・731・356

注)1社 で2以 上記入しているので,%は 回答事業体数を分母とした。

第27表一2産 業別(導 入事業体)'

、

＼ 項 目
産 業 別

方針は賛成具体的
にせよ ・

自由化の建前 料金引き下げ
端末機の引き
下げ

印

高速回線の提供 わからない そ の 他 計 回 答

事 業

・体
.数＼ 社司% 社 数1% 社 数}'% 社 数% 社 司% 脚%' 社司% 社 数

第 … 睡 業'「 ・63⇒ ・2・2・ ・12351…13・1…199…2gl・62}・ ・{8681522

第 ・ 次 産 業1・7942・ ・1…29・ ・ ・9・1・4・ ・ 851…1861…1・74・ ・31…1・s41425

その他 の産業 ・・4・ ・ い41・6…1351・3,・ ・311・ …
.・9・2・ ・1・ ・1・3・ ・ 190150

・'計
4931・4.・1・671・4…|46・1・2.・12461・2・ ・1・ ・4・8・ ・1・616・ ・51・ ・51・742i…97

冶

已

u

口

|

主

8
戸



第27表一3(未 導入事業体)

項 目

産 業 別

方針は賛成具
体的にせよ

自由化の建前 料金引き下げ
端末機の引き
下げ 高速回線の提供 わからない そ の 他 計

社 数% 社 数% 社 数|% 社 司% 社 訓% 社数已 社数1% 社 数彊業纂

第・次⇒ ∋ ⇒ ∋ ⇒ ∋ ∋ ・・1⇒ ∋ ・・1∋ ・・1・1・1⇒ 囎

第 ・次⇒ 臼 仏22・1⇒ ⇒ ⇒ 田1⇒ ・1・ ・lnl・ ・1・1・1⇒ ②

その他の産業 ・ 応 ・ ・1…1・1⇒ ・1・1・1・111…
0 ・1121・

・・1品 」 ・已U・1∋ ⇒ ∋U・1∋ ・・1∋ ⇒ ・1・ ∈ 」

§

茸'

一

節27表一4投 資規模別(導 入事業体)

項 目

投資規模別

方針には賛成具体的
にせよ 自由化の建前 料金引き下げ1

端末機の引き
下げ

高速回線の提
供

今 一脚%

わからない そ の 他 計

詐 一社数
回 答
事業数＼ 酬% 社数1% 社数1%" 社数1%

…7万 ・以上1591…1491…1721・ ・ol2411・ ・1541…H-1・1・ ・1・91・3・

555万 円以上一1・17万円未司

1

611・ ・d

・311…1

4gl… レ7i⇒251…12gl…1・1・ ・同 ・・12431116

801274113614(L616212L215912α21151511-1-i4831292222万 円以上～555万 円未満

…|4811・ ・11・ ・1・ ・川 ・・1…138い ・・ll3国 ・1・ ・138gl242田万円以上一222万 円未満1・ ・gl

22万 円以上～88万 円未満 87 … 門1・ ・1471…1481…1・5い ・1・81・ ・1・IU12571189

22万円酬13 …1・11・ ・1・1…1・1・ ・731・ ・1・1・ ∋-H4gl38

・+W…12631…14471…12381…1・9811・ ・1561・ ・1・1・ ・1・6771…8
一
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情 報処理サービス業の需要構造調

査集計結果

第28表 情報処理サービス業の資本金,売 上げ高,従 業員数別社数

資本金別センター数 売上規模別センター数 従業員数規模別センター数

300万 円未満 41 1,000万 円未 満 16

… 万 円i-6・ … 円1341・ ・… 万 円 －v5,… 万 円1・ ・

20人未満 55

⑰ 円 ・・・・… 万 円14715,… 万 円 一 ・億 円

20人 ～39人 44

57 40人 ～59人 41

・・…"pa・v5・ …fi円1η 1億 円～3億 円 531 60人 ～79人 20

ふOOO万 円～1億 円 ・1 3億 円～5億 円
1・ ・1 80人 ～99人 13

1億 円～L5億 円 ・1 5億 円～10億 円
1・ ・

100人 ～149人 17

L5億 円 －v2.5億 円
1・

10億 円以上 } ・1 150人 ～199人 11

2.5億 円 ～3億 円
1・ 不 明 ・1 200人 用399人 10

3億 円 ・-t5億 円 2 400人N599人 4

600人 以上 1一 一
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第29表一1業 種別地域別顧客数(全 体)

地 域 区 分

業 種 区 分

全 国

実数 (%)

北海道

東 北

北・陸

四 県

東 京

関 東

甲 信

静

中 部'

三 原

,

近 畿中 国四 国

－L

州

1

製

造

業

'

食品製造業 179 1.9 11 12 109 5 10 21 3 2 6

繊維工業 204 2.2 1 10 80 3 38 37 31 3 1

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 65 0.7 0 3 50 0 2 8 0
'0

2

新聞 ・出版業 160 1.7 6 1 135 4 2 9 1 工 1

βP届ll業(製本 ・カ同工サービス業
を含む)

120 1.3 3. 2 95 1 3 9 2 1 4

化学工業・石炭石油製品製造業 358 3.8 8 13 233 3 21 66 9 2 3

窯業・土石製品製造業 102 1.1 2 4 82 0 5 7 1 0 1

鉄鋼業 159 1.7 2 13 104 2 3 28 6 0 4

金属製品・非鉄金属製造業 226 214
,〉 層

'

2'
'
・17 164 ' ・

.3 3' 2ら
`

苛3
4 5

一般機械器具製造業 276
'2
.9 、15」 6 193

'5
11 36 ,,4 2 4

電気機械器具製造業 506 5.4 19 6 379 7 12 73 4 3 3

輸送用機械器具製造業 364 3.9 6 5 262 9 11 61 3 5 2

精密機械器具製造業' 208 2.2 0 8 180 5 4 11 0 0 0

その他の製造業 493 5.2 49 4 302 5 79 37 5 工 11

農林漁業 ・水産養殖業 31 0.3 4 0 24 0 0 3 0 0 0

鉱 業 18 0.2 0 0 17 0 0 1 0 0 0

建設業 309 3.3 21 3 205 7 7 27 25 3 11

製 造 業 ・合 計 3,778 40.1 149 .107 2,611 59
斥.■r'211

.'.9459 、97 27 58'

非

製

造

業

商社 ・卸売業 778 8.3 66 94 339 14 32 .、177 14 16 26

小売業 789 8.4 119 22 334 17 28 140 37 28 64

金融業 229 2.4 15 9 109 4 5 80 2 1 4

保険業(代 理・サービス業を含む) 194 2.1 4 2 140 2 3 、42 0 0 1

証券業 ・商品取引業 147 1.6 0 0 .114 0 3 27 ユ 0 2

運輸 ・通信業 183 1.9 7 12' 85 4 14
A

29 14 3 15

電気 ・ガス ・水道業 177 1.9 17 15 48 9 qO ・16 7" 48 ・7

放送業 39. 0.4 4. 3 16 2 1 4 1 ・0 ・8

広告 ・調査及び情報サービス業 138 1.5. 0 12 82 0 3 39 1 0 1

情報処理サ[ビ ス業》ソフトウ
エア業

L

457 4.8 27 2ケ 302 16 8 54 5 :3 15
す

教 育 134 1.4 8 6 66 2 9 2; 7 2 7

学術研究機関 58 0.6 1 6. 39 1 0 6'、4 '0 `1

その他の非製造業 一 575 6.1 29 8 440 3 ,17 30 14} 4
A

30

非 製 造 業 ・合 計 3,898
'4113

29τ 216 2,114 74 133 671 107 105 181

官
.

公

庁

組合 ・団体' 435 4.6
'48
24 187 34 16 64 6 16 40

公社 ・公団 .72:0 .8 4 3 45 2 '2
12 i 2 1

中央官公庁 240 2.5 18 4 178 4 5 16 ぐ9 4 2

地方自治体 1,0G6 10.7 125 82 423 106 21 103 45 47 54

官 公 庁 ・合 計 1,753 18.6 195 113 833 146 44 195 61 69 97

総 計 9,429 100.0 64114365558 279 388 1,325 265 201

一

336
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第29表一2業 種別地域別顧客数(計 算センター)

地 域 区 分

業 種 区 分

全 国 北海道

東 北

北 陸

四 県

東 京
A1

関 東

甲 信

静

中 部

三 県

」

近 畿

.「'

中 国四 国九 州
実数 (%)

製

造

業

食品製造業 165 1.9 11 12 96 5 10 20 3 2 6

繊維工業' 198 2.3 1 10' 75 3 38 36 31 3 1
パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 63 0.7 0 3 48 0 2 8 0 0 2

新聞 ・出版業 138 1.6 5
イ

1 114 .4 2 9 1 1 1

印刷業(製 本加工サービス業を
含む) 116 L3 3 2 91 1 3 9 2 1 4

化学工業 石炭石油製品製造業 331 3.8 8
"13

207 3 20 66 9 2 3

窯業・土石製品製造業 101 1.2 2 4 81 0 5 7 1 0 1

鉄鋼業 148 1.7
、2. 13 90 2 3 28 6 0 4

金属製品・非鉄金属製造業 212 2.4 2 7 150 3 3 25 3 4 5
一般機械器具製造業

249 2.8 15 6 170 5 8 35 4 2 4

電気機械器具製造業 456 5.2 19 6 334 7 9 71 4 3 3

輸送用機械器具製造業 294 3.4 6 5 237 9 8 19 3 5 2

精密機械器具製造業 197 2.3 0 8 ユ69 5 4 11 0 0 0

その他の製造業 470 5.4 49 4 283 5 76 36 5 1 11

農林漁業 ・水産養殖業 27 0.3 4 0 20 0 α 3. 0 0 0

鉱 業 16 0.2 0 0 15 0
1
0 1 0 0 0

建設業 298 3.4 21 3 ・ユ96 7 7 25 25 3 11

製 造 業 ・合 計 3,479 39.8 148 107 2,376 59 198 409 97 27 58

非

製

造

業

商社卸売業 7271&3 66 94 301 14 30 166 14層 16 26

小売業 77gl&9 119. 22 325 17 28.、 139 37 28 64

金融業 193 2.2 14 9 78 4 5 76 2 '1 4

保険業(代 理 ・サービス業) 144 1.6 3 2 97 2 2
'
37 0 0 1

証券業 ・商品取引業 140 1.6 0, 0 107 b 3 27 1 0 2

運輸通信業 171 0.2 7 12 73 4・ 14 29 14 3 15

電 気 ・ガ ス ・水 道 業 〉 172 0.2 17 15 43 9 1σ 16 7 48 7

放送業 37 O.4 4 3 14 2 1 4 1 0 8

広告 ・調査及び情報サービス業 95 1.1 0 12 59 0 3 19 1 0 1

情報処理サービス業 ソフトウ
エア業 357 4.1 27 27 214 16 7 43 5 3 15

教 育 127 1.5 8 6 59 2 9 27 7 2 7

学術研究機関 52 0.6 1 6 33 1 0 6 4 0 1

その他非製造業 564 6.4 29 8 429 3 17 30 14 4 30

非 製 造 業 ・合 計 3,558 40.7 295 216 1,832 74 129 619 107 105 181

官

公

庁

組合 ・団体 424 4.8 48 24 176 34 16 64 6 !6 40

公社 ・公団 69 0.8 3 3 43 2 2 12 1 2 1

中央官公庁 224 2.6 17 4 164 4 5 15 9 4 2

地方自治体 99S 11.4 124' 82 418 106 9 103 45 47 54

官 公 庁 ・合 計 1,715 19.6 192 113 801 146 42 194 61 6gl
総 合 計 8,752 100.0 635 436 5,009 279 36・ ト222 265 蹴罵
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第30表 センターの売上規模別顧客資本金規模別の顧客件数

(計算センター)

センターの売上規模
センター

社 数

顧客の合計
顧客の資本金別規模

10億 円以上 ・噺 以下1・千万円以下

・千万円繍[・31・441・ ・51・24

・千万円一・千万∋47}
.L・221441・561g22

・千万円一 ・蜘1・gIml・73'1・ ・61・ ・8

・億円 一・億円147}265gl・ ・glL・331L・ ・7

・億円 一・億円1・ ・1・ ∋ ・871・341222

・億円 一・噺1・ ・174512963・gl・3・

・・億円以上168・gl22212571鈎 ・

合 計1・7216・ ・glL3461、 島・2・ 已353

注)無 回答2社

(パ ンチ ・センター)

セ ンターの売上規模
センター

社 数

合 計
顧客の資本金別規模

・・億円以上 ・・億円以∋ ・千万円以下

1千万円繍 「 ・1・4421・

・千那 一・千万円1141・ ・21・ ・129123

・千万円一・億1・8129・1185177129

・徳 行・億1・1・ ∋g71・ ・1・7

合 計1・ ・156・1鈎 ・}・ ∋'77

注)無 回答2社
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第31表 一1 売上ランク別対官公庁と民間の売上比率(全 ・体)

売上高ランク

センター数 総 売上 高 官 公 庁 民'間

実 数 (%) 売上高 (%) 売上高 (%) 売上高 (%)

400万 円以下 0 0 0 0 0 0 0 0
～500 2 9.0 10 ]00.0 o 0 10 100.0

～600 4 1.9 24 100.0 0 0 24 100.0
～700 2 9.0 14 100.0 0 0 14 100.0
～800 2 9.0 16. 100.0 2 19.0. 13 81.0
^・900 1 5.0 9 100.0. 0 0 9 100.0
～1,000 4 1.9 40 100.0 0』 0 40 100.0
～2,000 19 9.0 296 100.0 14 4.7 281 94.9
～3,000 23 10.8 626 100.0 82 8.3 543 86.7
～4

,000 9 4.2 323 100.0 42 13.0 280 86.6
～5

,000 10 4.7 468 100.0 122 26.1 345 73.7
～6

,000 13 6.1 769 100.0 130 17.0 638 83.0
～7,000 8 3.8 543 100.0 171 31.5' 371 68.3
～8,000 13 ,6.1 999 100.0 273 28.3 725 72.1
～9,000 5 2.4 445 100.0 150 33.7 294 66.].
～10

,000 18 8.5 1,771 100.0 398 22.5 1,282 72.4
～15

,000 27 12.7 3,547 100.0 675 19.0 2,871 8!.0
～20

,000 12 5.7 2,120 100.0 459 25.9 1,660 78.3
～25,000 10 4.7 2,357 100.0 484 20.5 1,872 79.4
～30,000 4 1.9 1,200 100.0 150 12.5 1,050 87.5
～35,000 0 0 0 0 0 0 0 0
～40,000 6 2.8 2,271 100.0 723 31.8 1,547 68.].
～45,000 1 5.0 420 100.0 0 0 420 100.0
～50

,000 3 1.4 1,480 100.0 194 13.1 1輌285 86.8
～100 .000 10 4.7 6,865 100.0 1,269 18.5 5,595 81.5

10億 円以上 1 2.8 8,217 100.0 1,915 23.3 6,301 76.7

$

合 計 212 100.0・ 34,830 100.0 7,259 21.0 27,480 79.0

注)無 回答4'社

第31表一2売 上ランク別対官公庁と民間の売上比率(計 算センター)

売上高ランク

センター数 総 売上 高 官 公 庁 民 間

実 数 (%) 売上高 (%) 売上高 (%) 売上高 (%)

400万 円以下 0 0. 0 0 0 0 0 0
～500 2 1.2 10 100.0 0 0 10 100.0
～600 4 2.3 24 100.0 0 0 24 100.0
～700' 2 1.2 14 100.0 0 0 14 100.0・
～800 1 0.6 8 100.0 2 12.5 6 75.0
～900 1 0.6 9 100.0 0' 0 9 100.0
膓》1

,000 0 1.7 30 100.0 0 0 30 100.0
～2

,000 17 9.9 272 100.0 13 4.8 258 95.2
～3

,000 16 9.'3 440、 100.0 62 14.3 377 85.7
～4,000 6 3.5 214 100.0 39 18.7 174 81.3
～5,000 8 4.7 370 100.0 117 31.9 252 68.1
～6

,000 8 4.7 476 100.0 96 20.4 379 79.6
～7

,000 6 3.5 403 100.0 168 41.9 234 58.1
～8

,000 9 5.2 685 100.0 265 38.8 419 61.2
w .9,000 3 1.7 270 100.0 150 55.9 119 44.1
～10

,000 13 7.6 1,277 100.0 279 29.0 907 71.0
～15,000 23 13.4 3,020 100.0 660 21.9 2,359 78.1.
～20,000 10 5.8 1,740 100.0 449 25.9 1,290 74.1
～25

,000 10 5.8 2,357 100.0 484. 29.6 1,872 79.4
～30

,000 ・4 2.3 1ヂ200・ 100.0 150 12.5 1,050 87.5
～35

,000 0 0 0 0 0 0 0 0
～40

,000 6 3.5 2,271 100.0 723 31.9 1,547 68.1
～45,000 1 0.6 420 100.0 0 0 420 100.0
～50,000 3 1.7 1,480 100.0 194 13.2 1,285 86.8
～100

,000 10 5.8 6,865 100.0 1,269 18.5 5,595 81.5
10億 円以上 6 3.5 8,217 100.0 1,915 23.3 61301 ・76 .7

合 計 172 100.0 32,072 100.0 7,040 22.2 24,941 77.8

注)無 回答2社
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第31表 一3売 上ランク別対官公庁と民間の売上比率(パ ンチセンター)

売上ランク

セ ン タ ー 数 総 売 上 高 官 公 庁 民 間

実 数 (%) 売上高 (%) 売上高 (%) 売上高 (%)

～800万 円 1 2.5 8 100.0 0 0 7 100.0

～900 0 0 0 0 0 0 0 0

～1,000 1 2.5 .10 100.0 0 0 10 100.0

～2,000 2 5.0 24 100.0 2 8.3 22 91.7

～3,000 7 17.5 186' 100.0 20 11.3 165 88.7

～4,000 3 7.5 109 100.0 2 2.2 106
'
972

～5,000 2 5.0 98 100.0 5 5.1 93 94.9

～6,000 5 12.0 293 100.0 34 11.9 258 88.1

～7
,000 2 5.0 140 100.0 、3 2.9 136 9τ1

～8
,000 4 10.0 314 100.0 8 2.5 306 9τ5

～9 ,000 2 5.0 175 100.0 0
合 σ

175 100.0

～10,000 4 12.0 494 100.0 118 24.ユ 375 75.9

～15,000 4 10.0 527 100.0 15 2.8, 512 9τ2

～20,000 2 5.0 380 100.0 9 2.6 370 97.4

合 計 40 100.0 2,758 100.0 218 7.9 2,539

'

92;1

1主)1売 上 ランク700万 円以下及び25,000万 円以上はなレ

2無 回答2社'

第32表 受 託業務別センター別年間売上高比率
(単位 百万円)

センクー区分

受託業務区分

計算センター パ ンチ ・セ ン ター 全 体

売 上 高 (%) 売 上 高 (%) 売 上 高 (%)

事 務 計 算 16,377 51.1 86 3.1 16,463 47.3

科 学 計 算 937 2.9 1 938 2.7

そ の 他 の 計 算
(OR・ 統計解析 ・予測等)

969 3.0 17
、端

0.6 986 2.8

ソ フ ト ウ ェ ア 開 発 3,365 10.6 102 3.7 3,467 10.0

受 託 パ ン チ 4,986 15.5 2,077 75.4 7,063 20.3

マ シ ン タ イ ム の 販 売 2,465 7.7 0 0 2,465 71

要 員 派 遣 サ ー ビ ス 1,760 5.5 318 11.5 2,078 6.0

コ ン サ ル テ ィ ン グ 421 1.3 6 02 428 1.2

講 習 ・教 育 訓 練 等 222 0.7 15 0.5 237 0.7

そ の 他 530 1.7 134 49 665 1.9

合 計 32,072 100.0 2.758' 100.0 34,830 100.0

注)各 種業務別売上額は計算により算出した。従って計算過程で100万 円以下を切捨ているので合

計 とは合わない場合がある。

セ ン ター 区 分

ソ フ トウェ

ア開発 の 内訳

計算センター パ ンチ ・セ ンター 全 体
「

1
売 上 高1(%) 売 上 高1(%) .売 上 副(%)

ペ ー シ 。 ク1976 29.0 54 52.9 1,030 29.7

ア プ リ ケ ー シ ・ ン ト 乳389 71.0 48 47.1. .2,437 70.3

合 計[,.・365・1・ …1⇒ ・…'・1ぽ46・!・ ・⑪



第33表 一1売 上ランク別受託業務別年間売上高(全 体) (単位 百万円)

業態区分

売上ランク

センター数

実 数(%)

事務計算科学計算
その他の

計 算

ソ フ トウェ

アの 開 発

受 託

パ ン チ

マシンタ

イムの販

売

要員派遣
〆

サ ー ビス

ゴンサル

テイング

講習 ・教

育訓練等

その他 合 計

～400万 円 ま で 00・ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～500万 円 20.9 5 0 0 0 0 0 0 0 0 5 10

～600〃 41.9 22 0 0 0 1 0 0 0 0 0 24

～700〃 20.9 9 0 0 0 3 0 0 0 0 0 14

～'800〃 20.9 8 0 0 0 8 0 0 0 0 0 16

～900〃 10.5 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

～1
,000〃 41.9 17 0 0 0 13 1 0 0 0 9 40

～2 ,000〃 188.5 220 0 1 3 37 10 0 1 1 0 296

～3,000〃 2310.9 297 3 6 33 241 14 22 3 2 1 626
～4

,000〃 94.3 159 0 0 19 129 12 0 0 0 1 323
～5

,000〃 ・ 104.7 260 4 0 30 141 16 ・0
5 5 4 468

～6
,000〃 136.2 295 24 12 27 335 33 31 3 3 3 769

～7,000〃 83.8 298 4 11 44 98 49 39 4 0 0 543

～8,000〃 136.2 507 6 8 23 300 37 88 9 8 8 999

～9,000〃 52.4 140 2 27 58 196 2 13 0 0 1 445
～!0

・ooo〃 188.5 677 1 35 46 807 90 66 14 6 22 1,771
～15

,500〃 2712.8 1,686 111 117 225 675 337 207 16 37 113 3,547
～20,000〃 125.7 875 52 24 154 682 135 104 0 1 88 2,120
～'25,000〃 104.7 1,243 30 63 336 325 30 221 34 39 32 2,357,
～30

,000〃 41.9 120 75 120 450 90 75 180 60 15 15 1,200
～ ,35,000〃 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

、
～40

,000〃 62.8 612 38 30 216 831 127 366 19 11 29 2,271
～45

,000〃 10.5 394 0 0 21 4 0 0 0 0 0 420
～50

,000〃 31.4 649 15 90 104 408 79 95 5 25
.
10 1,480

～100
,000〃 104.7 3,457 344 151 1,076 825 395 410 27 0 161 6,865

～10億 円以上 62.8 4,494 225 285 596 907 1,017 234 222 77 155 8,217

合 計 211100.0 16,463 938 986 3,467 7,063 2,465 2,078 428 237 665 34,830

注)1そ の他の計算は,.OR,統 計解析,予 測等の計算をい う。

2受 託業務についての無回答1社,売 上高についての無回答4社 。

礁

描

1

堅

目



第33表_2売 上ランク別受端 務別年醗 上高(計 算センター)'一 一(単 位 百万円)
『'＼
＼. 、 業 態 区 分-

、＼

売 上 ラン・ク

セ ンタ ー数

事務計算科学計算
その他の

計 算

ソフ トウェ

アの開発

受 託

パ ン チ

マシンタ

イムの販

売

要員派遣
コンサル

ティング

教 育 その他 合 計

∫

実 数(%)

～400万 円 まで 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

～500万 円 21.2 . 5 0 0 0 0 0 0
'

0 0 5
'10

～600〃 42.3・ 22 0 0 0 1 0 0 0 0 0 24

～700〃 21.2 9 0 0 0 3 0 0 0 0 0 14

～800〃 10.6 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8

～900〃 10.6 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

～1
,000〃 31.8 17 0 0 0 3 1 0 0 0 9 30

～2,000〃 169.4 220 0 1 3 13 10 0 1 1 0 272

～3,000〃 169.4 296 3 4 33 58 14 22 3 2 1 440

～4
,000〃 63.5 159 0 0 19 20 12 0 0 0 1 214

～5
,000〃 84.7 260 4 0 30 43 16 0 5 5 4 370

～6,000〃 84.7 295 24 12 15 83 33 6 0 3 3 476

～7
,000〃 63.5 291 4 8 34 17 49 0 1 0 0 403

～ ・8
,000〃 95.3 475 6 8 23 100 30 10 9 8 4 685

～9,000〃 31.8 138 2 27 0 86 2 9 0 0 1 270

～10
,000〃 137.6 653 1 35 46 382 90 41 14 6 2 1,277

～15
,000〃 2313.5 L667 109 105 214 430 337 93 16 22 2 3,020

～20
,000〃 105.8 875 52 24 145 347 135 68 0 1 88 1,740

～25,000〃 105.8 1,243 30 63 336 325 30 221 34 39 32 2,357

～30,000〃 42.3 120 75 120 450 90 75 180 60 15 15 1,200

～35,000〃 00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0. 0

～40
,000〃 63.5 612 38 30 212 831 127 366 19 11 29 2,271

一一
～45

,000〃 10.6 394 0 0 21 4 0 0 0 0 0 420

～50
,000〃 31.8 649 15 90 104 408 79 95 5 25 10 1,480

～100,000〃 105.8 3,457 344 151 1,076 825 395 410 27 0 161 6,865

～10億 円以上 63.5 4,494 225 285 596 907 1,017 234 222 77 155 8,217

,合 計1・7・ ・・… 16,377 937 969 3,365 4,986 2,465 1,760 421 222 530 32,072

注)1

2

その他の計算はOR,統 計解析,予 測等の計算をいう。

受託業務についての無回答1社,売 上高についての無回答2社 。

鼻
o
o
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第33表 一3売 上ランク別受託業務別年間売上高(パ ンチ ・センター)

売上ラ
ン ク

業態区分 セ ン ター数

実数(%)

事 務

計 算

科 学

計 算

1その他

の計算

ソフ ト

ウ ェア

の販 売

受 託

パンチ

マシン

タイム

の販売

要員派遣
サー

ビス

コンサ

ルティ

ング

(単位 百万円)

800万 円

～900〃

～1
,0CO〃

～2
,000〃

～3
,000〃

～4,000〃

～5
,000〃

～6
,000〃

～7
,000〃

～8
,000〃

～9
,000〃

～10
,000〃

～15
,000〃

～20
,000〃

1

0

1

2

7

3

2

5

2

4

2

5

4

2

合 計 40

2.5

0

2.5

5.0

17.5

7.5

5.0

12.5

5.0

!0.0

5.0

12.5

10、0

0

0

0

0

1

0

0

0

7

32

1

24

19

5.010

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

1

0

0

0

0

1

1

0

0

0

3

0

0

0

12

0

0

0

0

0

0

0

0

12

10

0

58

0

11

9

8

0

10

23

183

109

98

251

80

199

110

424

244

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

33510

0

0

0

0

0

0

0

25』

35

78

4

25

113

36

・・…186 ・ ・71・ ・2b・ ・7i・1・ ・8

0

0

・0

0

0

0

0

3

3

0

0

0

0

0

講習 ・
教育訓

練等

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

15

0

その他

0

0

0

0

0

0

0

0

0

3

0

20

111

0

合 計

8

0

10

24

186

109

98

293

140

314

175

494

527

380

・1・51・34b758

注)1

2

3

その他の計算はOR,統 計解析,予 測等の計算をいう。

売上ランク700万 円以下及び25,000万 円以上はなし。

売上高についての無回答2社

第34表 計算センターの5年 後に対する売上予測

受託業務区分

予 測
大幅増加 増加する 変 らず 減 少 なくなる 回答総数

事 務 計 算
69
40.4

93

54.4

5

2.9
4
2.3

0

0

171

100.0

科 学 計 ⇒ 、,ll
80

69.0

14

12.1
0
0

0

0

116

100.0

そ の 他 の 計 算
(OR・ 統計解析 ・予測等)

35

29.7

77

65.3
6
5.1

0

0

0

0

118

100.0

ソ フ ト ウ ェ ア の 開 発
62

49.6

61

48.8

2

1.6
0

0

0

0

125

100.0

受 託 パ ン チ
19

13.1

52

35.9

40

27.6
25

17.2

9

6.2
145
100.0

マ シ ン タ イ ム の 販 売 11

8.6

53

41.4
41

32.0

18

14.1

5

3.9

128

100.0

要 員 派 遣 サ ー ビ ス
25

20.8
64
53.3

16
13.3

7

5.8

8'

6.7

120

100.0

コ ン サ ル テ イ ン
.グ

27

22.0

78

63.4
16
13.0

1

0.8

1

0.8
123
-100 .0

.講 習 ・教 育 訓 練 等
13

11.8

71

64.5
、23.

20.9

0

0
3

2。7

110

]00、0

注)上 段は回答実数,下 段は同%
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第35表 一 ・1セ ンター資本金 別にみた')1社 当 リ売上 げ,1顧 客 当 リ売上 げ

(計算 センター)

資本金規模 社 数 売上金額 従業員数 内営業要員 1人 当 り売上
一 顧 客

当り売上 顧 客 数

100万 円未満 8

白 万 円

249〃 141 4

万 円

'176
.5

万 円

175 158

～200万 円 6 437〃 240 9 182.0 271 161

～300〃 5 107〃 67 3 159.7 101 105

～400〃 8 452〃 267 23 169.2 265 170

～500〃 3 276〃 154 9 179.2 707 39

～600〃 12 731〃 368 21 198.6 267 273

～700〃 8 373〃' 240 34 155.4 167・ 223

～800〃 5 207〃1129 8 16α4 268 77

～900〃 1 7〃1・5 1 140.0 43 16

～1,000〃 24 3,004〃 1,447 105 207.6 340 881

～1,500〃 24 3,397〃 1,598 85 212.5 267 1,270

～2
,000〃 26 4,531〃 2,723 100 166.3 381 1,189

,・～3,500〃 16 2,886〃 1,433 74 201.3 376 766

～5
,000〃 11 3,295〃 1,213 80 271.6 503 654

～1億 円 〃 9 3,621〃 1,593 74
.'▼ ・

..

227.3 398 909

～1 .5億 円 〃 2 1,582〃 779 42 203.2 155 1,017

～2 .5億 円 〃 2 2,032〃 908 54 223.7 402 505

～3億 円 〃 2 2,408〃 499 63 482.5 932 259

～5億 円 〃 2 2,477〃 489 19 506.5 3,096 80

合 計 174社 32,072〃 14,293 808 8,752

平 均 18,600万 円 82人
1社 当 り平 均

4.6人
224万 円 366万 円 50.3

注)従 業員数は職種別の場合よりも80人多 くなっているが,こ れは職種別を無記入のセンターが1社 あるため

である。

第35表 一2セ ンター資本金規模 別にみた,1社 当 リ売上げ,.1顧 客 当 リ売上げ

(パ ンチ ・センター)

資本金規模 社 数 売上金額 従業員数 内営業要員 1人 当 り売上 1顧 客当り売上 顧客数

100万 円未満 15 603百 万円 459 23 131.4万 円 460万 円 131

200〃 3 146〃 88 5 165.9 486 30

300〃 4 229〃 136 6 168.4 200 114

.400〃 3 158〃 130 8 12r5 395 40

500〃 4 358〃 226 10 158.4 813 44

600〃 4 357〃 307 11 116.3 401 89

700〃 2 98〃 80 2 122.5 544 18

800〃 2 196〃 98 7 2∞.0 217 go

900〃 2 203〃 284 11 71.5 461 . 44

1,000〃 3 410〃 294 13 139.5 532 77

合 計 42 2,758〃 2,102 96 677

平 均 6,895百 万 円 50人 2.3人 131万 円 40砺 円 16.1

注)売 上高無回答(2社)が あるため売上高平均は40社 で算出した。
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公衆電気通信法の一部を改正する法律

公衆電気通信法(昭 和28年 法律第97号)の 一部を次のように改正する。

目次中 「第3章 の3加 入電信(第55条 の2一 第55条 の8)」

「第3章 の3加 入電信(第55条 の2一 第55条 の8)

第3章 の4デ ータ通信

を 第1節 データ通信回線使用契約(第55条 の9一 に改める。

第55条 の18)

第2節 データ通信設備使用契約(第55条 の19

一第55条 の22)」

第13条 第1項 第2号 イ中 「口から二まで」を 「口及びハ」に改め,同 号中ハを削り,二 をハ

とする。

第14条第1項 第3号 及び同条第3項 を削る。

第17条 を次のように改める。

第17条 削除

第19条 第2項 中 「会社の事業所及び第9条 の規定によリ電報に関する事務を委託されている

者を含む」を 「公社又は会社の事業所並びに第7条 の規定によリ電報に関する事務を委託さ"t,

ている郵便局及び第8条 第1号,第2号 若しくは第6号 又は第9条 の規定によリ電報に関する

事務を委託されている者をいう」に改める。

第34条 第1項 中 「場所又はその」を 「場所若 しくは他の電話加入区域内の場所又は」に改め

る。

第36条の見出しを 「(附属装置等の設置)」 に改め,同 条中 「転換器」を 「附属装置,附 属電

⑨
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話機又は転換器」に,「 電話機その他の附属機」を 「機器」に改める。

第44条 第1項 を次のように改める。

電話取扱局は,そ の電話取扱局に収容されている加入電話(そ の電話取扱局と同一の電話

加入区域内にある他の電話取扱局に収容されている加入電話を含む。以下この条 に お い て

「収容電話」とい う。)相 互間の通話の料金の算定方法によリ,次 の二種に区別する。

1度 数料金局 収容電話相互間の通話の料金が一度ごとにその通話時間に応 じて算定され

る料金制度による電話取扱局

2定 額料金局 収容電話相互間Q通 話の料金がその通話の度数にかかおらず定額である料

金制度(以 下 「定額料金制」とい う。)に よる電話取扱局(中 略)

第3章 の4デ ータ通信

第1節 データ通信回線使用契約

(データ通信回線使用契約)

第55条 の9デ ータ通信回線使用契約は,公 社又は会社が設置する電気通信回線に電子計算機

の本体又は入出力装置その他の機器(以 下 「電子計算機等」と総称する。)を 接続 して,当

該電気通信回線を使用する契約とする。

(データ通信回線使用契約の種類)

第55条 の10デ ータ通信回線使用契約は,次 の2種 に区別する。

1特 定通信回線使用契約 契約の申込みをする者が指定する区間において公社又は会社が

設置する電気通信回線(次 号に規定する公衆通信回線に係る交換設備に接続されるものを

除 く。)に 当該契約申込者が設置する電子計算機等を接続して,当 該電気通信回線を使用

する契約
■

2公 衆通信回線使用契約,公 衆通信回線(加 入電話の電話回線又は加入電信の電信回線を

いう。以下同 じ。)に 係る交換設備と契約の申込みをする者が指定する場所との間におい

て公社又は会社が設置する電気通信回線に当該契約申込者が設置する電子計算機等を接続

して,公 衆通信回線を使用する契約

(特定通信回線使用契約の申込みの承諾)

第55条 の11公 社は,特 定通信回線使用契約の申込みを受けたときは,公 社の予算の範囲内に

おいて,そ の申込みの全部を承諾 しなければならない。

2公 社又は会社は,二 人以上の者から,こ れらの者が同一の電気通信回線を使用する特定通

信回線使用契約の申込みを受けたときは,次 に掲げる場合のいずれかである場合に限り,そ

の申込みを承諾することができる。

1そ の申込みに係る者の業務上の関係又はこれらの者の当該電気通信回線を使用する態様
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が郵政省令で定める基準に適合するものであるとき。

2そ の申込みに係る者が業務上相当な関係を有 し,か つ,こ れらの者の当該電気通信回線.

を使用する態様が公衆電気通信業務に支障を及ばさないことについて公社又は会社が郵政

大臣の認可を受けたものであるとき。

3公 社又は会社は,次 に掲げる場合のいずれかである場合には ,特 定通信回線使用契約の申

込みを承諾 しないことができる。

1そ の申込みに係る電子計算機等が,公 衆電気通信業務に支障を及ぼすことを防止するた

めに必要な限度において公社又は会社が郵政大臣の認可を受けて定める 技 術基 準(以 下

「データ通信技術基準」という。)に 適合しないとき。

2そ の申込みに係る電気通信回線の設置のため必要な公衆電気通信設備の新設 ,改 造又は

修理が技術上著 しく困難であるとき。

3そ の申込みに係る者が特定通信回線使用契約に係る電気通信回線に関する料金の支払を

怠り,又 は怠るおそれがあるとき。

(特定通信回線使用契約に係る電子計算機等の保存)

第55条 の12公 社又は会社と特定通信回線使用契約を締結 した者(以 下 「特定通信回線使用契

約者」とい う。)は,当 該特定通信回線使用契約に係る電子計算機等がデータ通信技術基準

に適合するように保存 しなければな らない。

2特 定通信回線使用契約者は,当 該特定通信回線使用契約に係る電子計算機等を変更したと

きは,公 社又は会社の検査を受け,そ の変更後の電子計算機等がデータ通信技術基準に適合

していると認められた後でなければ,こ れを使用 してはならない。ただし,郵 政省令で定め

る場合は,こ の限 りでない。

3特 定通信回線使用契約者は,公 社又は会社か ら当該特定通信回線使用契約に係る電子計算

機等がデータ通信技術基準に適合するかどうかの検査を受けるべきことを求められたときは,

これを拒んではな らない。ただ し,郵 政省令で定める場合は,こ の限 りでない。

(特定通信回線使用契約に係る電気通信回線の他人使用の制限)

第55条 の13公 社又は会社は,特 定通信回線使用契約者か ら当該特定通信回線使用契約に係る

電気通信回線を他人の通信の用に供するための契約の申込みを受けたときは,そ の申込みに

係る他人の通信の用に供する態様が公社又は会社が郵政大臣の認可を受けて定める基準に適

合する場合に限 り,そ の申込みを承諾することができる。

2特 定通信回線使用契約者は,公 共の利益のため特に必要がある場合で郵政省令で定める場

合に該当するとき,及 び公社又は会社と前項の契約を締結 し,そ の契約に従ってする場合を

除き,業 としてその電気通信回線を用いて他人の通信を媒介 し,そ の他その電気通信回線を
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他人の通信の用に供してはならない。

(特定通信回線使用契約についての準用規定)

第55条 の14第30条 第3項 の規定は第55条 の第1項 の場合について,第42条 の規定は特定通信

回線使用契約者について,そ れぞれ,準 用する。

(公衆通信回線使用の申込みの承諾)

第55条 の15公 社又は会社は,公 衆通信回線使用契約の申込みを受けた場合で次に掲げる場合

には,そ の申込みを承諾 しなければならない。

1そ の申込みに係る公衆通信回線及び交換設備の状況並びにこれらを使用する態様が,加

入電話又は加入電信に係る公衆電気通信役務の提供に支障を及ぼさないようにするため公

社又は会社が郵政大臣の認可を受けて定める基準に適合するものであるとき。

2そ の申込みに係る電子計算機等の電気通信回線との接続の態様が郵政省令で定める場合

に該当するときは,当 該電子計算機等が接続される電気通信回線の使用が公衆電気通信業

務に支障を及ぼさないことについて公社又は会社が郵政大臣の認可を受けたものであると

き。

2公 社又は会社は,加 入電話又は加入電信に係る公衆電気通信役務の提供に支障を及ぼすこ

とな く公衆通信回線使用契約の申込みの全部を承諾することができないと認めるときは,郵

政大臣の認可を受けて定める基準に従い,公 共の利益のため必要な業務を行な う者の公衆通

信回線使用契約の申込みを優先的に承諾しなければならない。

(公衆通信回線使用契約者の特定通信回線使用契約の申込みの承諾)

第55条 の16公 社又は会社は,公 社又は会社と公衆通信回線使用契約を締結 した者(以 下 「公

衆通信回線使用契約者」とい う。)か ら当該公衆通信回線使用契約に係る電子計算機等を接

続する特定通信回線使用契約の申込みを受けたときは,そ の申込みに係る電気通信回線の使

用が公衆電気通信業務に支障を及ぼさないことについて公社又は会社が郵政大臣の認可を受

けた場合に限り,そ の申込みを承諾することができる。

(公衆通信回線使用契約に係る電子計算機等の設置)

第55条 の17公 衆通信回線使用契約者は,郵 政省令で定めるところによリ,公 社又は会社の認

定を受けた工事担任者でなければ,当 該公衆通信回線使用契約に係る電子計算機等の設置に

従事させてはならない。

(公衆通信回線使用契約についての準用規定)

第55条d)18第42条,第55条 の12及び第55条 の13第2項 の規定は公衆通信回線使用契約者につ

いて,第52条 及び第53条 の規定は工事担任者の認定について,第55条 の第11・ 第2項 の規定

は二人以上の者が同一の電予計算機等を使用する公衆通信回線使用契約の申込みの承諾につ



公衆電気通信法の一部を改正する法律407

いて,同 条第3項の規定は公衆通信回線使用契約の申込みの承諾について・第55条の13第1項

の規定は公衆通信回線使用契約者が行な う当該公衆通信回線使用契約に係る電子計算機等を

他人の通信の用に供するための契約の申込みの承諾について,そ れぞれ,準 用する。

第2節 データ通信設備使用契約

(データ通信設備使用契約)

第55条 の19デ ータ通信設備使用契約は,公 社又は会社が設置するデータ通信設備(電 気通信

回線及びこれに接続する電子計算機等からなる電気通信設備をいう。以下同 じ。)を 使用す

る契約とする。

(データ通信設備使用契約の申込みの承諾等)

第55条 の20公 社又は会社は,第2章 から前章までの規定による公衆電気通信役務の提供に支

障を及ぼさない範囲内において,郵 政大臣の認可を受けて,デ ータ通信設備使用契約に係る

公衆電気通信役務を提供するものとする。 、.

2公 社又は会社は,デ ータ通信設備使用契約の申込みを受けた場合において,そ の申込みに

係るデータ通信設備使用契約が前項の認可を受けて提供するデータ通信設備使用契約に係る

公衆電気通信役務に属するものであるときは,そ の申込みを承諾 しなければならない。

(データ通信設備使用契約者による機器の設置)

第55条 の21公 社又は会社は,業 務の遂行上支障がないと認められる場合は,公 社又は会社 と

データ通信設備使用契約を締結した者(以 下 「データ通信設備使用契約者」という。)が,

公社又は会社が定める条件に従い,デ ータ通信設備の うち電子計算機の本体以外の機器を設置

することを承認することができる。

(データ通信設備使用契約についての準用規定)

第55条 の22第42条 及び第55条の13第2項 の規定はデータ通信設備使用契約者について・第55

条の11第3項 第2号 及び第3号 の規定はデータ通信設備使用契約の申込みの承諾について,

第55条 の13第1項 の規定はデータ通信設備使用契約者が行な う当該データ通信設備使用契約

に係る電子計算機等を他人の通信の用に供するための契約の申込みの承諾について,そ れぞ

れ準用する。

第56条 中 「前4章 」を 「第2章 から第3章 の3ま で」に・ 「且つ」を 「かつ」に改め・ 「公

衆電気通信設備」の下に 「(電気通信回線で電子計算機等を接続するもの及び電気通信回線に

接続する電子計算機等を除 く。以下この章において同 じ。)」を加え,「 申込」を 「申込み」に

改める。

第64条第1項 第2号 の次に次の一号を加え,同 条第2項 を削る。

2の2郵 政省令で定める特殊な用途に使用する専用設備を他人に使用させるとき。
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第66条 中 「,別に公社又は会社が定める額の料金の支払があることを条件として」を削 り,

「行 う」を 「行なう」に,「 申込」を 「申込み」に改める。

第71条 第3項 中 「1の電話加入区域内の電話取扱局又は電報取扱局」の下に 「(電報に関す

る現業事務を取り扱 う公社の事業所並びに第7条 の規定によリ電報に関する事務を委託されて

いる郵便局及び第8条 第1号,第2号,第5号 又は第6号 の規定によリ電報に関する事務を委

託されている者をいう。以下同 じ。)」 を加える。

第75条 を次のように改める。

(料金の連帯支払)

第75条 加入組合の組合員が支払うべき地域団体加入電話に関する料金については,当 該加入

組合の組合員は,そ の料金の支払について連帯してその責めに任ずるものとする。

第77条 の見出し中 「取扱等」を 「取扱い等」に改め,同 条中 「取扱」を 「取扱い」に改め,

「第55条 の7第1項 」の下に,「,第55条 の14,第55条 の18,第55条 の22」 を,「 加入電信」

の通信」の下に 「,データ通信回線使用契約若しくはデータ通信設備使用契約に係る通信」を

加え,「 責を免がれる」を 「責めを免れる」に改める。

第78条第1項 第1号 中 「責」を 「責め」に, .「取扱」を 「取扱い」に改め,「(翌 日配達電

報にあつては・24時間を加算した時間)」 を削り,同 項第3号 を次のように改める。

3削 除

第78条 第1項 第5号 を次のように改める。

5削 除

第78条 第1項 第1号 中 「責」を 「責め」に,「 第47条第1項 第4号 」を 「第47条 第1項 第3

号」に,「 繰下又は繰上」を 「繰下げ又は繰上げ」に,「 定時通話」を 「予約通話」に,「 定

時通話料」を 「予約通話料」に改め,同 項第7号 中 「責」を 「責め」に,「 定時通話」を 「予

約通話」に,「 定時通話料」を 「予約通話料」に改め,同 項第8号 及び第9号 を次のように改

める。

8削 除

9削 除

第78条 第1項 第10号 中 「責」を 「責め」に改め,「(電 報に関する現業事務を取 り扱 う会社の

事業所を含む。以下この号において同 じ。)」及び 「(電話に関する現業事務を取 り扱う会社の

事業所を含む。以下この号において同 じ。)」を削る。

第105条 第1項 ただ し書中 「第1号 若 しくは」を 「第1号 に規定する附属設備若しくは機器

,」 に,「 第5号 に規定する設備」を 「第5号 に規定する附属設備若しくは機器」に改め,同

項第1号 中 「附属設備」の下に 「又は転換器によりこれらに係る電話回線に接続する機器で郵
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政省令で定めるもの」を加え,同 項第5号 中 「附属機器その他の附属設備であつて,」 を 「附

属設備又は転換器によりその電話回線に接続する機器で」に改め,同 条第4項 中 「専用者は」

を 「専用者は,郵 政省令で定める場合を除き」に改め,同 条第9項 を同条第10項 とし,同 条第

8項 の次に次の1項 を加える。

9第55条 の6の 規定は,第1項 の規定によリ同項第1号 又は第5号 に規定する機器を設置し

ている加入電話加入者について準用する。

第105条 の2中 「電信加入者」の下に 「,特定通信回線使用契約者,公 衆通信回線使用契約

者,デ ータ通信設備使用契約者」を,「 接続通話契約」の下に 「,データ通信回線使用契約,

「データ通信設備使用契約」を,「 電信機」の下に 「,電子計算機等」を加える。

第109条 第1項 第1号 中 「取扱」を 「取扱い」に改め,「(翌 日配達電報にあっては,24時

間を加算 した時間)」 を削り,同 項第4号 を次のように改める。

4削 除

第109条 第1項第5号 中 「第47条 第1項 第5号 」を 「第47条 第1項 第3号 」に改める。(別表略)

附 則

(施行期日)

1こ の法律は,昭 和47年9月1日 から同年12月31日 までの範囲内において政令で定める日か

ら施行する。ただし,次 の各号に掲げる規定は,そ れぞれ当該各号に掲げる日から施行する。

1第34条 第1項 及び第75条の改正規定,第78条 第1項 の改正規定(第10号 に係る部分に限

る。)並 びに別表の改正規定(設 備料に関する部分に限る。)並 びに次項及び附則第7項

の規定 昭和46年6月1日

2目 次の改正規定,第55条 の8の 次に1章 を加える改正規定(第55条 の10第2号 及び第55・

条の15か ら第55条 の18までに係る部分を除 く。)並 びに第56条,第64条 第1項 及び第2項,

第66条,第77条,第105条 第4項 並びに第105条 の2の 改正規定並びに附則第5項,附 則

第6項,附 則第8項 及び附則第9項 の規定 昭和46年9月1日

3第13条 第1項,第14条 第1項 及び第3項,第17条,第19条 第2項 並びに第71条第3項 の

改正規定,第78条 第1項 の改正規定(第1号 及び第3号 に係る部分に限る。)並びに第109

条第1項 の改正規定(第1号 に係る部分に限る。)並 びに別表の改正規定(通 常電報の料

金に関する部分に限る。)昭 和47年3月1日

(試験実施)

2日 本電信電話公社(以 下 「公社」とい う。)は,公 社が郵政大臣の認可を受けて指定する

電話取扱局に収容されている電話か ら行な う自動接続通話方式による通話(改 正後の公衆電

気通信法以下 「公衆法」という。)
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第47条 第1項 に規定する自動接続通話方式による通話をいう。)に ついて,郵 政省令で定め

る基準に従い,試 験的に,そ の料金を改正後の公衆法別表の第3の1の イ又は5の1に 掲げる

料金と同額とすることができる。

(経過措置)

3公 社が郵政大臣の認可を受けて指定する電話取扱局に収容されている電話か ら行な う通話

及びその電話取扱局の種類に係る加入電話等の数の算定方法については,こ の法律の施行の

日から起算 して1年 差こえない範囲内でその電話取扱局ごとに公社が指定する日までは,な

お従前の例による。

4改 正後の公衆法第36条 並びに第105条 第1項 第1号 及び第5号 の規定は,前 項の規定によ

リ公社が郵政大臣の認可を受けて指定する電話取扱局に収容されている加入電話に係る加入

電話加入者については,同 項の規定によりその電話取扱局ごとに公社が指定する日までは,

適用 しない。

5昭 和46年9月1日 において現に,電 子計算機等(改 正後の公衆法第55条 の9に 規定する電

子計算機等をいう。)を 端末機器とする専用設備に係る専用契約を公社又は国際電信電話株

式会社(以 下 「会社」という。)と 締結 している者は,同 日において,当 該専用契約に代え

て,公 社又は会社と改正後の公衆法第55条 の10第1号 の特定通信回線使用契約を締結したも

の とみなす。

6昭 和46年9月1日 において現に,公 衆法第12条の2の 規定によリ公社が試行的に提供する

デ_夕 通信試行役務(デ ータ通信試行のための契約約款(昭 和45年 日本電信電話公社公示第

58号)に 基づき提供される試行役務をい う。)の 提供を受ける契約,以 下 「試行契約」とい

う。)を 公社と締結 している者は,同 日において,当 該試行契約に代えて,公 社と改正後の

公衆法第55条 の19のデータ通信設備使用契約を締結 したものとみなす。

7'こ の法律の施行前(附 則第3項 の規定によリ従前の例によるものとされる同項に規定する

通話に係る料金及び当該電話取扱局に収容されている加入電話に係る電話使用料については,

当該電話取扱局につき同項の規定によリ公社が指定する日まで)又 は附則第1項 各号に掲げ

る改正規定の施行前に支払い,又 は支払 うべきであった公衆電気通信役務の料金については,

なお従前の例による。

(有線電気通信法の一部改正)

8有 線電気通信法(昭 和28年法律第96号)の 一部を次のように改正する。

第10条第7号 の2を 削り,同 条第8号 中 「公衆電気通信法」の下に 「第55条 の8,第55条

の21又 は」を加え,同 号の次に次の一号を加える。

8の2そ の設備が公衆電気通信法第55条 の9に 規定するデータ通信回線使用契約に基づ
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き接続 したものであるとき。

(電信電話設備の拡充のための暫定措置に関する法律の一部改正)

9電 信電話設備の拡充のための暫定措置に関する法律(昭 和35年法律第64号)の 一部を次の

ように改正する。

第6条 の見出 し中 「附属機器」を 「附属装置等」に改め,同 条第1項 中 「附属機器」及び

「機器」を 「附属装置等」に改める。

第7条 の次に次の一条を加える。

(データ通信設備使用契約の申込み等の場合の債券の引受け)

第7条 の2デ ータ通信設備使用契約(公 衆電気通信法第55条 の19に規定するデータ通信設備

使用契約をい う。以下同 じ。)の 申込み(30日 以内の使用期間を指定 してするものを除く。)

をした者は,公 社がその申込みにつき承諾の通知を発 したときは,公 社が定める期日までに,

同条に規定するデータ通信設備の うち電子計算機の本体以外の機器でそのデータ通信設備使

・用契約に係るものの設置に通常要する費用の額を基準として,機 器の種類ごとに公社が郵政

大臣の認可を受けて定める額を払込額とする債券を引き受けなければならない。ただ し,デ

ータ通信設備使用契約者がその機器を設置する場合は,こ の限 りでない。

2第2条 第2項 の規定は,前 項の場合に準用する。

3第5条 の規定は,第1項 に規定する機器の増設又は種類の変更の請求の場合に準用する。

第9条 第1項 中 「加入者」の下に 「,データ通信設備使用契約の申込みをした者,デ ータ通

信設備使用契約者」を加え,「 前7条 」を 「第2条 か ら前条まで」に改める。

第11条 中 「第8条 第3項 」を 「第7条 の2第3項 及び第8条 第3項 」に改め,「 第7条 第1

項」の下に,「 第7条 の2第1項 」を加える。
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電子計算機利用高度化計画(案)

経済社会の発展に即応しつつ,知 的創造活動の基礎を確立し,今 後わが国が直面する数多 く

の課題を解決してゆくためには,大 量の情報を的確,迅 速かつ高度に処理する情報化の進展が

不可欠である。

このような要請にこたえ,健 全な情報化社会を実現するには,電 子計算機設置の普及と,電

子計算機をより高度に利用するためのプログラムの開発を図ることが緊要である。

この計画は,利 用を特に促進する必要のある電子計算機の設置の目標 と,先 進的な汎用プロ

グラムの開発の目標を定めて,わ が国における情報処理の多角化,高 度化と,特 に中小企業等

に関する,情 報処理の普及の指針を示 し,も って電子計算機の利用およびプログラムの開発を

促進して,国 民生活の向上および経済社会の発達に寄与することを目的とするものである。

1昭 和50年度末における計数型汎用電子計算機であって,性 能対価格比の高いものの設置の

目標は,3兆5千 億円とする。

また,そ の型別内訳は次のとおりとする。

1大 型電子計算機

2中 型電子計算機

3小 型電子計算機

4超 小型電子計算機

2兆4,300億 円

7,600億 円

2,000億 円

1,100億 円

ll昭 和50年 度におけるプログラムの開発の目標は,次 のプログラムのうち高度なものの性能

向上,実 用化,ま たは試作を行なうこととする。

プログラムの開発目標については,今 後における情報処理量の飛躍的増大,情 報処理技術

者の不足,遠 隔情報処理の必要性の増大等情報処理をめぐる環境の変化に対処するとともに,

社会開発等経済社会の課題の解決のための電子計算機の利用等情報処理の多角化および高度

化の要請に応えることを基本とする。このため,特 に,電 子計算機の高速度化と規模の拡大

に対処するプログラム,電 子計算機の入出力を容易にするプログラム,プ ログラム作成を自

動化する等作成能率を向上させるプログラム,遠 隔情報処理のためのプログラム,社 会開発

等の要請に応えるプログラムおよび経営の効率化のためのプログラム等の開発に重点をおき,

また,多 くのプログラムの流通を促進するため,そ の汎用化を推進することとする。

1制 御プログラム
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(1)超 大型複合電子計算機システム用制御プログ'ラム

① 総括制御プログラムの試作

(2)超 大型電子計算機用制御プログラム

① 汎用制御プログラムの性能向上

② ヒュー リスティック制御プログラムの試作

(3)大 型 ・中型電子計算機用制御プログラム

① 汎用制御プログラムの性能向上

④ 小型 ・超小型電子計算機用制御プログラム

① 衛星計算機用制御プログラムの実用化

2通 信制御プログラム

.(1)電 子計算機と端末機の間の通信制御プ.nグ ラムの性能向上

(2)電 子計算機 と電子計算機の間の通信制御プログラムの性能向上

③ 電子計算機 と電子交換機を介 した端末または電子計算機との間の通信制御プログラム

の実用化

3言 語プロセッサ

(1)汎 用言語プロセッサ

①PL/1コ ンンパイラの性能向上

(PL/1言 語の標準化が必要である。)

② 自己拡張機能を持つ言語プロセッサの実用化

③ 汎用簡易会話型言語プロセッサの実用化

④ 自然言語型言語コンパイラの試作

(2)コ ンパイラ・コンパイラ

① コンパイラ・コンパイラの試作

4ユ ーティリティー ・プログラム

(1)分 類 ・併合プログラムの性能向上

(2)シ ステム機能管理プログラムの性能向上

③ ドキュメン ト管理プログラムの性能向上

④ プログラム ・テス ト・プログラムの性能向上

(5)機 密保持 ・記憶保護プログラムの性能向上

(6)プ ログラム自動作成プログラムの実用化 ・

5ア プリケーション・プログラム

(1)経 営管理 プログラム等

① 予測解析プログラムの性能向上

② 計画管理 プログラムの性能向上

③ 目標管理 プログラムの性能向上

④ 生産管理 プログラムの性能向上

⑤ 販売管理プログラムの性能向上

⑥ 保険 ・証券 ・銀行等用プログラムの性能向上

⑦ 経営管理用シミュレーション言語プロセッサの性能向上

⑧ 都市計画作成プログラムの試作
)
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(2)事 務処理プログラム

① 統計処理プログラムの性能向上

② 人事 ・給与計算プログラムの性能向上

③ 原価 ・会計 ・財務計算プログラムの性能向上

④ 事務処理用会話型言語プロセッサの実用化

③ 科学技術計算プログラム

① 各種 自動設計プログラムの実用化

② 数学処理言語コンパイラの実用化

④ 教育 ・訓練用プログラム

①CAI用 会話型言語プロセッサの実用化

(5)医 療用プログラム

① 医療事務用プログラムの性能向上

② 自動診断プログラムの試作

(6)自 動制御用プログラム

① システム制御用言語コンパイラの性能向上

② 都市交通制御プログラムの性能向上

③ 公害管理プログラムの実用化

(7)情 報検索プログラム

① 汎用ファイル ・マネージメン ト・プ・グラムの性能向上

② 一般情報検索プログラムの性能向上

③ 統計情報検索プログラムの性能向上

④ 情報検索用会話型言語プロセッサの実用化

⑤ シソーラス自動作成 プログラムの実用化

㈲ パターン処理 ・図形処理プログラム

① グラフィック処理言語プロセッサの実用化

② 簡易パターン処理用の言語プロセッサの実用化

(9)翻 訳および思考展開プログラム

① 日本文処理 プログラムの性能向上

② 表形式 を扱 う言語のコンパイラの実用化

③ 言語翻訳プ・グラムの試作

⑩ システム性能評価プログラム

① 電子計算 システム評価プログラムの実用化
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電子計算機利用高度化計画(案)説明資料

昭 和46年3月22日

通商産 業省重工業局

1.計 画案等策定作業の概要

電子計算機利用高度化計画は,「 情報処理振興事業協会等に関する法律」第3条 に基づき,

次の事項について,定 めるものである。

① 情報処理の振興を図るため,利 用を特に促進する必要がある電子計算機の設置 目標

② 情報処理の振興を図るため,開 発を特に促進する必要があるプログラム(広 く利用される

種類のものに限る)の 開発目標

この計画案を策定するにあた り,昭 和45年10月 に(社)日本電子工業振興協会および(財)日 本

情報処理開発センターに 「情報化指標作成委員会」を設置 し,計 画案の作成に必要な基礎的作

業を実施した。委員会は,計 画 として定められる電子計算機の設置 目標,プ ログラムの開発目

標のほか情報処理サービス業等の売上高の予測など,広 い範囲の情報化指標について検討を行

なった。

委員会は,問 題ごとに次の3つ の分科会を設けて約6カ 月間にわたって作業を行なった。各

分科会の委員は,別 紙の通 りである。

第一分科会 ……… 電子計算機の設置 目標担当

第二分科会 ……… プログラムの開発目標担当

第三分科会 ……… 情報処理サービス業,情 報提供サービス業,ソ フトウェア業の売上高

の目標担当

2.計 画案策定の基本的考え方

計画の目標年次は,各 項 目とも昭和50年 度末とし,次 のような基本方針のもとに作成 した。

(1)電 子計算機の設置目標

ω 計画の対象になるのは,「 情報処理の振興を図るため利用を特に促進する必要がある電
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子 計 算機」 である。情報処理 の振興のためには,電 子計算機 の利用分野 を多角化 し,利 用

水準 を高 める とともに,特 に中小企業等における電子計算機の普及 を図ることが必要 であ

る。かかる観点か らその設置 を促進すべき電子計算機は,大 型,中 型,小 型,超 小型 を問

わず汎用機 であ り,か つ,性 能対価格比のす ぐれた ものに限 るこ ととした。

回 設置 目標 は,当 面情報化 の先進国 であるアメ リカ とのいわゆるコン ピュータ ・ギャップ

の解消を図ることが重要である と考え,情 報化指標 ともい うべき電子計算機設置額の対G

NP比 率 におV・て,昭TaSO年 度 に,ア メ リカの1970年(昭 和45年)の 水準に まで高 めるこ

とをめ どに定 めた もの である。 なお,こ の 目標の達成が非現実 的なものでないこ とを確認

す るため,時 系列分析等に よって,目 標値 が無理 のない ものであるこ とを検証 した。

(2)プ ログラムの開発目標

プ ログラムの究極 の開発 目標は,コ ン ピュー タの ソフ トウェア面におけるアメ リカとのテ ク

ノロジー ・ギ ャップの解消 を図るこ とにあ り,計 画案は,基 本的にはこの立場に立って作成 し

たが,同 時に,今 後の情報処理 の進歩 と広 くわが国経済社会の発展 に大 き く寄与するプ ログラ

ムの開発 を行 な うことに 目標 をおいた。具体的 には以下 のよ うな観 点に重点がおかれ てy・る。

① 電子計算機 の高速度化 と規模 の拡大に対処す る。'

② 電子計算機 の入出力を容 易にす る6

③ プ ログラムの作成 を自動化する等 のプログラム作成能率 を向上 させるe'

④ 遠 隔情報処理 を促進す る。

⑤ 社会 開発の促進 および経営の効 率化 に寄与 する。

⑥ プ ログラムの汎用化 を推進する。

計画案 に掲 げた プログラムは,主 として以上の観点な どか ら,開 発 の緊要性が高 く,ま た,

昭 和50年 度 までに,技 術的 に試作,実 用化 または性能向上が可能 であ ると予測 され るものであ

る。

3.情 報処理サー ビス業等 ・売上高の目標等

情報処理 サー ビス業等 の売上高は,計 画 の対象ではないが情報化指標 の一環 として,参 考の

ため,目 標 を設定 した ものである。

売上高 の 目標の策定 にあた っては,ク ロスセクシ ョンおよび時系列 のデータを用いた予測 を

基に したが,早 急に して円滑 な情報化を達成す るには,情 報処理サー ビス業や ソフ トウェア業

のサー ビス内容 の多様化,専 門化,高 度化 とこれに伴 うコンピュータ ・ユーザー などの情報処

理,プ ログラム作成 の外注 の増加 が不可欠 である。 これ らの点 にかんがみて情報処理 サー ビス

業等 についても,ア メ リカなみ の水準にまで成長することが必要 であ ると考 え,予 測値 に加え

てアメ リカの現状,日 本 における情報処理 サー ビス業等に対 する外注率の上昇 を見込 んで目標

値 を設定 した。

4.計 画案等の概要

(1)電 子計算機の設置目標

㈲ 計画案

計数型汎用電子計算機であって性能対価格比のす ぐれたものについて次の目標を定める。



〈目標〉 昭和50年度末の設置金額

型別内訳 大 型 機

中 型 機

小 型 機

超 小 型 機
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3兆5,000億 円

2兆4,300億 円

7,600億 円

2,000億 円

1,100億 円

{ロ)設置錨 とは・設置 されて… 電子計餓 の買取 り酪(・ ンタ端 にら、・ても質駒

価格ベースに換算)の 総和であり・餉 鵠}ま 行な。ひ な・・
.各 型の臓 は,、 システ

ム当りの買取 り価格ベースで第36表 の通 りである
。

第36表 型別1シ ステム当りの買取 リ価格ベース

型 1大

貝取 り価格

型1中 .⇒ 小
百万円

250以 上
百万円 百万円

40以 上250

未 満

当 超 ・ド 型
百万円 百万円
10以 上40

未 満

百 万 円'

10未 満.

腰 候 昭和44年蘇 の実績 と比較す・と,第37表 のよう}・なる.紬 では6年 間で
57倍 となるが・なかんず く・大型機および超小型機醜 加率潴 しい

.・ れは汰 型機
による麟 処理水準の向上 とならんで電子計繊 の散 縫 むこと臆 味すると考

えられる
。

第37表 電子計算機の設置目標

レ寸

昭和44年 末 の アメ リカの電子講 艦 置金額 は
,・ 兆9,… 劇 であ り,9れ 、ま,昭 和

44年 の アメ リカのGNP(名 目)340兆 円 に対 し2 .3%で あ る。

こ砒 率 は昭和45年 におV'て は・過去 の比率の推移 か ら判断す ると2 .5%}、 達 する もの .
と推定 され る。

(注)H召 和44鞭 の 昧 の電子計雛 設置額(鞭 末)
,GNP(名 目)は それぞれ,,、72億

円・62兆4・300億 円 であって・電子計算艦 置額 の対GNP比 率 は 、
.。%で ある。

昭和50年 度 の 躰 のGNP(名 目)は ・新繍 社会発展計画}・よる と,、42兆 円 であ り,
これ}こ前述の2・5%を 乗 じて・3兆5P… 劇 を求 めた.他 方指獺 戦 ど}・よる時系列 分

析等 の繰 ・ 昭和5・鞭 末 鳴 子講 機設置錨 の予測値 は
,3～ ・兆円であ り,。 の 目

標値が非現実的 なものでないこ とがた しかめ られた
。

型別 の設艶 額 につ・'ては・型 ・jの金輪 成 比を嚇 列分析 に よ
。て求めた ものである。

⇔ 電子計算機 の設置台数

目標設置金額 に対応 する電子計算機の総 台数 を参考のため計算す6と38
,000台 となる。

こ・れは電子計算機1台 あた りの平均価 格が過去数年間ほぼ一定(9
,200万 円)で あること

にかんがみて,50年 度 末 の設置金額 を9 ,200万 円 で除 して求めた ものである。

(2)プ ログラムの開発の目標

已 ∋ 中 型 小 ⇒ 超小∋ 合 計
1

A・44年 度 末

B・50年 度 末

B/A

億 円

3,070

24,600

8.0倍

億 円

2,460

7,600

3口 倍

億 円

558

2,000

3.6倍

億 円

83

1,100

13・3倍

億 円
6,172

35,000

5.7倍

算出方法 　
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プログラムの開発 目標 については,プ ログラムの種類 によって,プ ログラムを制御 プログラ

ム,通 信制御 プ ログラム,言 語 プ ロセ ッサ,ユ ーテ ィリティ・プ ログラム,ア プ リケーシ ョン.

プ ログラムに分類 した。

(イ)制 御 プログラム

① 超大型複合電算機 システム用制御プ ログラム

a・ 総括制御 プログラム(試 作)

い くつかの電子計算機で構成 され る超大型複合電子計算機 システム全体 の総括的制

御 を行な うためのプ ログラムである。

② 超大型電子計算機用制 御プ ログラム

a・ 汎用制御 プログラム(性 能向上)

超 大型電子計算機 で タイム・シェア リング処理,リ アル タイ ム処理,リ モー トバ ッチ

処理,ロ ーカルバ ッチ処理 のいずれの制御を も行 な うことのできるプログラムである。

七 ヒュー リステ ィック制御 プログラム(試 作)

超 大型電子計算機 の使用 目的,使 用条件 に応 じて,自 動的 に最 も効率の よい制御 プ
'

ログラムを作 り出す プログラムであ る。

③ 大型,中 型電子計算機用制御 プ ログラム

a.汎 用 制御 プ ログラム(性 能向上)

大 型,中 型電子計算機 でダイム ・シェアリン グ処理,リ アルタイム処理,リ モー ド

バ ッチ処理,ロ ーカルバ ッチ処理 のいずれ をも制御 し
,複 合 コン ピュータシステムの

中継機能 をも持 つプ ログラムである。

④ 小型,超 小型電子計算機用 制御 プ ログラム

a.衛 星 計算機用制御 プログラム(実 用化)

大型以上 の電子計算機 の衛星計算機 としての小型,超 小型電子計算機 を制御す るプ

ログラムである。

(司 通信制御 プ ログラム

① 電子 計算機 と端末機 の間の通信制御プ ログラム(性 能向上)

電子計算機 と通信回線 を介 した端末 との間のデータの交換 を行 な うためのプログラム

である。

② 電子計算機 と電子計算機 の間の通信制御プ ログラム(性 能 向上)

電 子計算機 と通 信回線 を介 した電子計算機 の間 のデータ交換 を行な うためのプ ログラ

ムである。

③ 電子計算機 と電子交換機 を介 した端末 また は電子 計算機 との間の通信制御 プ ログラム

(実用化)

電 子計算機 と電子計算機 を介 した端末 または電子計算機 との間のデー タ交換 を行 な う

ための プログラムであ る。

内 言語 プ ロセ ッサ

① 汎用言語 プ ロセッサ

a.PL/1コ ンパイ ラ(性 能向上) .

広範 囲に使用 できる汎用言語PL/1の 端 末 との情報授 受機能および情報検索機能

を強化 した コンパイ ラである。なおこの前提 としてはPL/1言 語 の標準化が必要 で

ある。
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b.自 己拡張機 能を持 つ言語 プロセ ッサ(実 用 化)

使 用 中に新たに言語機能 を設定 することによって表現 を拡張できる能力を持 つ言語

プ ロセ ッサである。

c.汎 用 簡易会話型言語 プ ロセ ッサ(実 用化)

タイム ・シェア リング ・システムによって簡単な計算 を行な う場合に用 いる 日本語

を基本 に した表現形式 の簡単 な言語 プ ロセ ッサ である。

d.自 然言語型言語 コンパ イラ(試 作)

日本語 に近 い表現 形式 を持 ち既存の汎用言語 コンパイ ラと同程度の機能 を持 つ言語

コンパイラである。

② コンパイラ ・コンパイ ラ

a.コ ンパイラ ・コンパイ ラ(試 作)

新 しい言語 コンパイ ラを 自動的 に作 り出す機能 を持 った言語 コンパイ ラである。

(⇒ ユーテ ィ リティ ・プ ログラム

a・ 分類 併合 プログラム(性 能向上)

デー タの形式,記 録媒体等に関す る各種 条件 に適合す るよう,種 々の分類方式の と

れ るプログラムである。

b.シ ス テム機能管理 プ ログラム(性 能向上)

障 害診断,シ ステムのオーバーヘ ッ ド測定,シ ステムの動作記録,料 金計算等 を総

合 的に処理す るためのプ ログラムである。

c.ド キ ュメン ト管理 プ ログラム(性 能 向上)

ドキュメン トの書式,字 句 等を基準 と照合 し,自 動的に訂正管理す るプログラムで

ある。

d.プ ログラム ・テス ト・プ ログラム(性 能向上)

自動的にテス ト・デー タを作成 し,プ ログラムのエラーが どの部分にあるかを指摘

する機能 を持 つ プログラムである。

e・ 機密保持 ・記憶保護 プ ログラム(性 能向上)

記 憶装置 の中の デー タを無関係な第 三者 が読みだすこ とや不用意 に消去 されること

を防護す るためのプログラムである。

f.プ ログラム 自動作成 プログラム(実 用化)

プ ログラム をフローチ ャー トから自動的に作 るためのプログラムである。

㈱ アラ。リケーシ ョン ・プログラム

① 経営管理 プログラム等

a.予 測解析 プログラム(性 能向上)

シ ミュレー シ ョン,最 適化,ダ イナ ミック ・プログラ ミング,非 線型処理等 の各種

手法 を用 いて予測解析 を行 な うプログラムをパ ッケージ化す るものである。

b.計 画 管理 プログラム(性 能向上)

ネ ッ トワー ク手法 にシミュレーシ ョン,確 率計算等の手法 を加 え精密 な計画管理 を

行 なえるように したプログラムをパ ッケージ化す るものである。

c.目 標 管理 プログラム(性 能向上)

組織体 の 目標達成 の最適方法 を統計,OR等 の手法 を用 いて求 め,か つ,実 行過程

における変更が可 能なプログラムをパ ッケージ化す るものである。
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d.生 産管理 プログラム(性 能向上)

生産計画,見 積計算,設 計,在 庫資材管理,輸 送等を効率的に行なうためのプログ

ラムをパッケージ化するものである。

e・ 販売管理 プログラム(性 能向上)

販売事務管理,輸 送管理,需 要予測,自 動発注等を効率的に行なって販売,流 通経

費の削減を図るためのプログラムをパッケージ化するものである。

f.保 険,証 券,銀 行等用プログラム(性 能向上)

書類の管理,ネ ットワーク間の情報の流通,審 査選択,投 資決定等を行なうための

プログラムをパ ッケージ化するものである。

9.経 営管理用シミュレーション言語プロセッサ(性 能向上)

OR・ 統計解析等の手法を総合的に組込み会話型処理の能力,離 散系と連続系を扱

える能力等を持つ言語プロセッサである。

h.都 市計画作成プログラム(試 作)

中規模都市を対象 とし都市計画の策定,開 発手段の設定等を行なうためのプログラ

ムである。

② 事務処理プログラム

a.統 計処理プログラム(性 能向上)

ファイル ・マネージメン ト機能,作 表機能等を強化し統計処理を能率的に行なうた

めのプログラムをパッケージ化するものである。

、b.人 事,給 与計算プログラム(性 能向上)

各種給与計算の他に経歴,適 性,意 欲度等も加味した人事管理を共通のファイルで

行なうプログラムをパッケージ化するものである。

c.原 価,会 計,財 務計算プログラム(性 能向上)

行列簿記,連 結決算,シ ステム監査LPモ デルによる予算等企業の財務 経理に必

要な各種の機能を包含したプログラムをパッケージ化するものである。

d.事 務処理用会話型言語プロセッサ(実 用化)

データベースから能率的にレポー ト等を作 り出す機能を持ち広域のタイム・シェア

リング方式が可能な事務処理用の会話型言語プロセッサである。

③ 科学技術計算 プログラム

a.各 種自動設計プログラム(実 用化)

技術の各分野において製品のデザインから製造までを半 自動的に行なうプログラム

である。

b・ 数学処理言語コンパイラ(実 用化)

数学記号処理や行列演算処理を簡易に行なうことができ,し かも他のプログラムと

容易に結合できる会話型の言語コンパイラである。

④ 教育 ・訓練用プログラム

a.CAI用 会話言語 プロセッサ(実 用化)

CAI(電 子計算機を用いて行なう教育)に おいて生徒の能力,進 度の違いによっ

ておこる複雑な手続きを処理できる言語プロセッサである。 、

⑤ 医療用プログラム

a.医 療事務用 プログラム(性 能向上)
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病歴管理,健 康管理,計 量 薬理,診 断料請 求等 の各種医療事務 を包含 した プログラ

ムをパ ッケージ化す るものである。

b・ 自動 診断 プログラム(試 作)

端末からオンラインで医療診断を行ない医療の省力化,無 医地区の解消および疾病
の早期 治療 をはか るためのプ ログラムである

。

⑥ 自動制御用 プログラム

、a・ システム制御用言語 コンパイラ(性 能向上)

数 値制御,自 動設計等 の システムの特 性や 目的 を記述 し,シ ステム を最適に制御 す

る言語 コンパイ ラである。

b・ 都市交通制御 プ ログラム(性 能向上)

交通信号 を交通量にあわせて制御 した り最適 な迂回路 を指示す ること等 によ り都市

内交通 の円滑化 をはかるプ ログラムである。

c・ 公害管理 プ ログラム(実 用化)

地 理条件,気 象条件,自 然の浄化作用 限度等 の外部条件 ,な らびに環境汚染の許容

限度等 を考慮 して,公 害発生源における汚染物質の排出量 を,適 正に コン トロール す

るた めのプログラムである。

⑦ 情報検索 プログラム

a・ 汎用 ファイル,マ ネー ジメ ン ト・プ ログラム(性 能向上)

オ ンライン処理,バ ッチ処理 のいずれ にも使用可能 であって 自然語 に近い ファイル .

マ ネー ジメン ト用 の言語 プ ロセ ッサ を包含 し
,作 表機 能を強化 した プログラムである。

b.一 般 情報検索 プ ログラム(性 能向上)

社会生活一般 に関す る情報 を 日本語 を用 いてオ ンラインで検索す る機能 を持つ プロ

グラムをパ ッケージ化す るものである。

c.統 計 情報検索 プ ログラム(性 能向上)

オ ンライ ン処理,バ ッチ処理 のいずれ にも使用可能 であ って
,検 索要求に応 じて,

大 容量 データ ・ファイルか ら統計数値 を検索す るとどもに,自 動的にデータの解析,

処 理 を行 な うプログラムをパ ッケージ化す るものである。

d.情 報 検索用会話型言語 プロセ ッサ(実 用化)

広 域に多数 のター ミナル を配 してタイム ・シェア リング方式 で情報検索 を行 な うた

めの言語 プ ロセ ッサである。

e.シ ソー ラス 自動作成 プ ログラム(実 用化)

デー タファイル の中か ら自動的にシ ソーラス を作 り出し
,検 索要求 の多寡に応 じて

自動的に体 系の組変 えも行 な うプ ログラムである。

⑧ パ ターン処理 ・図形処理 プ ログラム

a.グ ラフィ ソク,処 理 言語 プ ロセッサ(実 用化)

デ ィスプ レー装置 を用 いて色や濃淡を もった図形 の入 出力 をタイム ・シ
ェア リング

方式 によ り効 率的 に処理す る言語 プ ロセ ッサである。

b.簡 易 パ ター ン処理用 の言語 プ ロセ ッサ(実 用化)

簡 単な図形,物 体,明 瞭 な音声,明 確 に書かれた文字等 を認識
,処 理 す る言語 プ ロ

セッサである。

⑨ 翻 訳 および思考展開 プログラム
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σ

a・ 日本文処理 プログラム(性 能 向上)

か な文 を漢字かな纏 り文に変換 した り,電 子計算機 の処理結果 を漢字かな湿 り文 で

表現 するなど,漢 字 を含 んだ 日本語を処理す るプログラムで ある。

b・ 表形式 を扱 う言語 コンパイラ(実 用化)

デ ィス プレイ装置 を用 いて複雑な判断 を表形式 で処理す るための会話型言語 コンパ

イラである。

c・ 言語翻訳 プ ログラム(試 作)

日本語 と英語の相互 間で標準形式で入力 された論理的 な文の翻訳 を行な うためのプ

ログラムである。

⑩ システム性能評価 プログラム

a・ 電子計算機 システム評価 プ ログラム(実 用化)

ソフ トウェアとハー ドウェアを総合 した システムのコス ト・パフォーマ ンスを利用

目的 にそって評価 するプ ログラムである。

(3)情 報処理サー ビス業 等の売上高の 目標

(イ)目 標

① 情報処理 サー ビス業 の売上高の 目標3,000億 円

(内 情報提供 サー ビス業)(150～200億 円)

② ソフ トウェア業の売上高 の 目標2,500億 円

同 情報処理 サー ビス業 とは,他 人需要に応 じてす る情報処理 の事業 を,ソ フ トウェア業 と

は,他 人 の需要に応 じてす るプ ログラムの作成 の事業 をい う。

(「情報処理 振興事業協会等に関する法律」 第2条3項 参照)

情 報処理 サー ビス業は,受 託計算サー ビスなどを行 な う狭義の情報処理サー ビス業 と情

報提供 サー ビス業に分 け られ る。狭義の情報処理 サー ビス業の売上高 とは,具 体 的には,

受 託計算 サー ビスとマ シンタイム ・サー ビスを対象 とした ものである。

この中には,プ ログラムの作成 と受託計算 を一括 して受注する場合 も含 まれる。

{イ)の値 を昭和44年 度 の実績(1部 推 定)と 比較 する と第38表 の通 りで ある。

第38表 情 報処理サ ービス業 ・内情報提供サー ビス業 ・ソ フ トウ ェア業の売上高

情報処理 サー ビス業(狭 義)

内 ・情報提 供サー ビス業

ソフ トウェア業

合 計

(A)44年 度

260億 円

40億 円

300億 円

(B)50年 度

3,000億 円

(150～200億 円)

2,500億 円

5,500億 円

B/A

12倍

63倍

18倍

第39表 電子計算機設置額における日本 ・アメリカとの比較

日 本
(昭和50年 度)

アメ リカ

(昭 和44年 度)

A電 子計算機
設置額(年 度
末 ・年末)

億 円
3タE5,000

億 円
7タヒ9,000

B情 報処理サ
ービス業の売

上高

億 円

3,000

億 円

5,400(推 定)

Cソ フ トウェB/A

ア業 の売上高

億 円

2,500

億円

7,200(推 定)

8.6%

6.8%

c/Al

7.1%

9.1%
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この売上高 を,電 子計算機の設置額 との関係で アメ リカの現状 と比較 する と第39表 の通 り

である。

内 算出方 法

① 情報処理 サー ビス業(狭 義)に つい ては,そ の受注先 をコンピュータのユーザーとコ

ンピュータを保有 しない企業等 とに,ソ フ トウェア業については,そ の受注先 をコン ピ

ュータのユーザー と,コ ンヒ。ユータ ・メー カー とに分 けて,売 上高 の予測 を行 なった。

それぞれについての売上高 の内訳 は第40,41表 の とお りである。

第40表 情 報処理サー ビス業(狭 義)

コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー ザ ー か ら の 受 注

コンピコータ非保有企業等からの受注

合 計

1,900億 円

900 .億 円

2,800億 円

第41表 ソ フ トウェア業

コ ン ピ ュ ー タ ・ユ ー ザ ー か ら の 受 注

コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カー か ら の 受 注

その他(ナ ショナル ・プロジ ェク ト等)

合 計

1,450億 円

950億 円

100億 円

2,500億 円

ちなみに,昭 和50年 度 のコンピュー タ・ユーザー の情報処理 コス トの総額 は,2兆3,000

億 円,ソ フ トウェア開発費 の総額は5,800億 円 にな ると推定 され コンピュータ ・ユーザ

ーの情報処理 コス トに占める情報処理外注費の比率 ソフ トウェア開発費 に占め るソフ ト

ウェア開発外注費の比率,す なわち外 注率 は,昭 和50年 度 にはそれぞれ8・3%(昭 和44年

度3.0%),25・0%(昭 和44年 度2.0%)に 達 す ることになる。

このよ うにして求めた値は,現 在の アメ リカの電子計算機設置に対 するこれ らの産業

の売上高 の比率 にほぼ等 しい ので,こ れを 目標値 とするこ ととした。

② 情報提供 サー ビス業については,昭 和50年 度 までに企業化 され ると予 想 され る種類 の

サー ビス業 の うち主要 なもの,す なわち特許情報,株 価情報,消 費者信用情報,不 動産

所在情報,レ ジャー情報,統 計情報の情報提供 サー ビス業 について個別 にその需要の予

測を行 なった。

その売上高 は,そ れぞれ次 のように予測 され る。

1.

2.

3.

4.

5.

6.

特許情報

株価情報

消費者信用情報

不動産所在情報

レジャー情報

統計情報

(その他共計)

・4～5億 円

8～9億 円

30億 円

8億 円

30億 円

3～4億 円

150～200億 円
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(別紙)

情報化指標作成委員会委員名簿

(50音順,敬 称略)

第1分 科会(電 子計算機の設置 目標担当。日本電子工業振興協会に設置)

主査 新 沢 雄 早稲田大学教授

委員 菊 地 透 日本興業銀行(株)産 業調査室副詞査役

栗 田 昭 平 日本電子計算機(株)調 査室長代理

鈴 木 康 日本開発銀行(株)設 備投資研究所主任研究員

松 永 雄(社)日 本電子工業振興協会開発部長

広 田 慶 次 郎 通商産業省重工業局電子政策課

島 弘 志 通商産業省重工業局電子機器電機課

第2分 科会(プ ログラム開発 目標担当。日本情報処理開発センターに設置)

主査 野 田 克 彦 電子技術総合研究所電子計算機部長

委員 岡 田 勇(財)日 本情報処理開発センター開発本部次長

岸 上 利 秋 電気通信研究所研究専門調査役

河 野 忠 雄(株)日 立製作所情報システム研究所副所長

坂 井 隆 明 日本電気(株)情 報処理営業第一本部部長代理

中 嶋 朋 夫 情報処理振興事業協会開発振興部長

中 原 啓 富士通(株)情 報処理 システムラボラトリー所長

西 野 博 電子技術総合研究所ソフ トウェア部長

藤 井 純 日本ソフトウェア(株)取 締役

米 沢 允 亮 郵政省電気通信監理官室

内 井 保 通商産業省大臣官房情報管理課

石 川 洋 通商産業省重工業局電子政策課

第3分 科会(情 報産業等の目標担当。日本情報処理開発センターに設置)

主査 吉 田 剛(財)日 本情報処理開発センター専務理事

委員 今 村 茂 雄(財)情 報処理研修センター常務理事

岩 田 英 経 三井情報開発(株)シ ステム室

佐 藤 禎 男(株)三 菱総合研究所海外事業室長

佐 藤 進 富士通ファコム(株)ソ フ トウェア開発部長

白 根 禮 吉 日本電信電話公社データ通信本部普及開発部長

竹 内 宏(株)日 本長期信用金庫調査部副長

田 中 甫 野村総合研究所主任研究員

平 松 守 彦 通商産業省重工業局電子政策課長

石 本 幹 郎 通商産業省重工業局電子政策課

阪 田 雅 裕 通商産業省重工業局電子政策課
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昭和45年10月1日

法 制 審 議 会

会 長 小 林 武 治 殿

法 制審議会商法部会

部会長 鈴 木 武 雄 殿

財団法人 日本経営情報開発協会

会 長 植 村 甲午郎

財団法人 関西 情 報 セ ン タ ー

会 長 芦 原 義 重

社団法人 経 済 団 体 連 合 会

会 長 植 村 甲午郎

関 西 経 済 連 合 会

会 長'芦 原 義 重

商法改正 に関する要望 につい て

コンピュータの普及 に伴 い,わ が国の企業 におい ても,各 種 の業務 をコンピュー タで処理す

るよ うになって参 りま した。

特に,大 量 の証票 を処理 し,記 録す る,株 式社債部門や,会 計 ・財務部 門においては,コ ン

ピュー タの効用 は極 めて大 きな ものがあ ります。

最近行 なわれた経済団体連合会の調 査によれ ば,上 記 業務 をコン ピュー タによって処理 する

企業が急速に増加 してい ることが解 ります。 しか しなが ら,現 行法規 においては,コ ン ピュー

タに よる商業帳簿等 の作成お よび保存 に関す る明確な規 定がないので,企 業 としては大変 困惑

してお ります。

この点 に関 しては,す でに昭和43年12月 に経 済団体連合会 よ り,貴 台あてに要望書 を建議 し

てお り,ま た昨年12月 に は 日本経営情報開発協会 よ り,商 法改正に関する要望書 を提 出 し,ご

審議 の程 をお願 い申し上 げてお りますが,そ の後,諸 外 国の事例 を調査 いたしました所,欧 米

諸国においては,或 いは,法 改正 によ り,或 いは解釈 の拡張 によ り,い ずれ もコンピュータの

使用 を適法 と認 めてお ります。

したがいま して,貴 台におかれま しても,最 近の情勢 の進展 をご賢察 の上,コ ンピュータの

採用による商業帳簿等 の作成お よび保存 が是認 され ます ように,関 係 法規 の改正等につき,ご

審議いただきた く,改 めてお願い申 し上 げる次第で あ ります。
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情報処理教育の振興 について

(第二次中間報告)

情報処理教育に関する会議

昭和46年5月7日

1情 報処理教育の必要性

A情 報処理教育の必要性

B

C

D

E

目

情報処理技術者の養成と一般的情報処理教育

専門的情報処理教育と情報科学

情報処理教育のための教育研究体制

社会人に対する情報処理教育

次

ll学 校教 育 にお け る当面 の施策

A大 学院 ・研究所 ・研究施設

B大 学学部

C短 期大学

D高 等専門学校

E高 等学校

F教 育用電子計算機

G教 員養成

H教 材の作成
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1.情 報処理教育 の意義 と目標

A.情 報処理教育の必要性

1・ 現代社会における電子計算機の役割は,あ たかも第一次産業革命における蒸気機関のそれ

のように,社 会のあらゆる活動に本質的な影響を及ぼそうとしている。科学技術計算のみな

らず,情 報検索や経営管理にまで広汎な用途を有するこの文明の利器は,今 日すでに無人工

場や宇宙旅行をさえ可能にし,い ろいろな分野で人聞の意志決定を助け,総 合的な精神活動

に対してさえ重要な手がかりを提供 している。そのはかり知れない発展の可能性は,い わゆ

る情報化社会の到来を予測 させる重要な要素の一つとなっている。

2.こ の文明の利器を活用し,人 間の幸福に役立てることは,情 報化社会に生きる人間の課題

であるが,こ の課題を果たすためには,電 子計算機 を利用する技術の普及 と開発に努める一

方,電 子計算機に対する無理解やいたず らな神秘化の弊を取 り除き,電 子計算機を人間活動

の中に適切な姿で取 り入れることが大切である。

3.こ の社会的要請にこたえるためには,電 子計算機を開発 した り,こ れを十分に使いこなし

た りするのに必要な人材を養成するとともに,電 子計算機を理解 し,こ れを積極的に利用 し

ようとする態度や能力の基礎を養 う教育を実施することが必要である。

このような教育を一括 して情報処理教育と呼ぶならば,そ の振興は,情 報化社会形成の基

盤 として不可欠である。わが国の情報処理教育は,情 報化社会への急速な進展に照らし,い

かんながら弱体であるといわざるを得ない。 したがって,情 報処理教育の拡充強化について

抜本的な施策を講ずる必要があるが,こ の際留意すべきことは長期的展望に立って,学 校教

育における情報処理教育の本質を正しく把握しておく必要があるということである。

4.情 報化社会においては,氾 濫状態にある各分野の情報を整理,圧 縮 し,あ るいはこれを蓄

積 し,検 索する知識,技 術が,日 常生活においても必須のものとなると考えられるし,こ の

ような知識,技 術に対する理解なくしては,何人も情報化社会 を主体的に生きることはできな

いと思われる。この観点からいって,学 校教育における情報処理教育は,情 報化社会を主体

的に生きる人間の教育はいかにあるべきかという見地から適切なものでなければならない。

このような教育は,一 般的情報処理教育ともいうべきものであり,各 学校段階における教育

をこの観点から充実 し,被 教育者の年令や発達状況にふさわしい情報処理に関する知識,技

術を与えるように適切な措置を講ずる必要がある。

5.他 方,電 子計算機をさらに進歩発展させ,ま すます多岐にわたる分野において効果的に活

用するため,そ の基礎をなす学問を充実させたり',電子計算機を開発 した り,後 進の指導に

当ったりする人材を養成することも学校教育の重要な課題であり,こ のためさらに高度の専

門的情報処理教育が必要である。この高度の研究をも含む専門的情報処理教育 と,広 範囲で

しかも適切な一般的情報処理教育とを,情 報化社会の到来に備えて並行して推進すべきこと

を深く理解し,こ の認識を情報処理教育に関する施策を検討する際の出発点としなければな

らない。
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6.情 報化社会においては,教 育内容ばかりでな く,教 育方法の改善も必要となる。たとえば

一般の教育においても,教 育の効率を高め,個 々人の能力に応 じた教育を可能 とするCAI

(電子計算機利用の学習システム)等 の教育技術の開発が日程にのぼっており,そ の普及は

教育に多大の影響を及ぼすであろう。とくに,情 報処理教育においては,一 つには,教 員の

不足の対策として,ま た一つには,そ れ自体が情報処理技術を適用 した好個の教育例である

という点からみて,こ のような教育工学的手法の導入を図ることが大切である。

B.情 報処理技術者の養成と一般的情報処理教育

1.現 在,情 報処理技術者 の不足に対 し,そ の養成が緊急課題 とされ てい る。情報処理技術者

としては,通 常,シ ステム ・エ ンジニア,プ ログラマ,オ ペ レー タ等,主 として電子計算機

を利用す る側 の技術者 をさすこ とが多いが,最 近における電子計算機 の急速な発達 に伴い,

電 子計算機 を開発す る製作者側 の技術者,教 育,研 究機 関におけ る教育,研 究者の養成 もき

わめて重要であ り,さ らに新 しい型の ドキュメンタリス ト,ラ イブラ リアン等の技術者 を養

成す ることも大切 であ る。

2.電 子 計算機 を利用 す る側 の技術者の うち,シ ステ ム ・エンジニアについては,い うまで も

な く電子計算機に関す る知識 とその利用技術 を身につけてい るこ とが必要であるが,よ り大

切な ことは,そ れぞれの分野におけ る深 い専門的知識や経験 であって,そ うした知識 や経験

な しには,物 事を組織的に考え,シ ステムの解析や設計に従事す ることはできない。

また,プ ログラマについても,シ ステム ・プログラマ と一般の プログラマとが分化 し,フ

ォー トラン,コ ボル等 のプ ログラミング言語が利用 できるよ うにな った結果,か つてのよ う

に機械語に よるプ ・グラミングのよ うな特殊技術 を利用者側 に要求 され ることは少な くな り

将来 はプ ログラミング技術そのものよ り,む しろ何 をどうプ ログラムす るかの見識や判断力

が大切にな り,プ ログラム以外の ことについての知識や経 験 を豊富 に持つ者 が,自 らプログ

ラマ としての機能 を併せ行 な うことが要求 され るようになるであろ う。 これは,プ ログラミ

ング技術がある仕事 をするための手段の一 つであって,目 的のすべ てではないか らである。

さらに,オ ペ レー タについても,大 型機 など高度 の技術 を要 するものは別 として,通 常,

高 等学校 を卒業 した者 に対 し,比 較 的短期 間の実務教育 を施せば十分操作で きるもの と考 え

られ る。

3.こ の ように,利 用者側 にお ける情報処理技術 は,そ の技 術 自体が独立 して高 い価値 をもつ

もの と考 えるよ りは,他 の知識 や経験 と結合 しては じめて効用 を発揮 す るもの と考えるべ き

であ る。すなわち,特 定 の分野の専 門的知識 と技術 を身につけた者が,生 涯 のある時期オペ

レー タな り,プ ログラマな り,シ ステム ・チ ンジニアな りとしての仕事 ができるように情報

処理教育 を実施するこ とが望 ま しい。 この意味 で,電 子計算機利用者側 にお ける技術者 の養

成は,新 しい特殊 な専門分野 の教育 は別 として,ど ちらか とい えば,一 般的情報処理教育の

課題 である。

狭 い意味での情報処理技術 のみ を身につけて利用者側 の技術者 となる場合 は,将 来転換が

できな くなる恐れが多分にあ り,現 に情報処理技術者 として働いている者についても,現 職

教育や社会人教育等 によって,さ らに新たな知識や経験 を得 させて転換 の途 を開 くことが課

題 となるであろ う。

4・ 一般的情報処理教育の 目的 は,学 生一般 に対 し,情 報処理の可能性 と限界 を認識 させ,情
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報化時代に人間が主体性をもって未来を切 り開いていくことができるようにすることである。

高等学校における学習指導要領の改訂もこの目的に沿 うものであるが,他 の各学校段階に

おいても,そ の年令や発達状況に応じて物事を組織的に考えた り,問 題を順序立てて正確に

処理 した りする態度を養 うことがたいせつである。また,情 報処理の技術としての電子計算

機への理解とその活用能力を高め得るような学習をさせる必要があり,教 育課程の全般を検

討し,ま た改訂の行なわれた部分については,そ の成果を見守る必要がある。現在,す でに
一部の大学や高等専門学校においては,プ ログラミングの入門教育を受けるにとどまらず,

情報処理以外の分野を専攻する学生がそれぞれの専門分野の学習に電子計算機を活用 してい

る。この傾向は理工系,商 経系の学生に特に強いが,法 文系,生 物医学系等においても,実

験心理学や生体情報学を専攻する学生に見 られるように急速に進みつつある。

したがって,将 来は,電 子計算機概論,プ ログラミング入門等の初歩的知識は高等学校以

下の教育課程に組み込まれ,高 等教育においては,電 子計算機の学習を希望する学生一般が

それぞれの専門分野に電子計算機 を正 しく利用するものに必要な教育が一般的情報処理教育

の中心 となることも予想される。

しかし,現 段階において高等学校以下の一般教育にこのような過度の期待をかけるには人

的,物 的制約からみて無理があり,高 等学校以下の段階では,職 業に関する課程 を除 い て

は,急 速に情報処理教育の大幅な拡充を実現することは困難であるが,直 接的な情報処理技

術ないしは計算機応用に関する教育以外にも情報やアルゴリズムについての理解を深めるた

めの教育上の工夫は行なわれるべきである。当面数学,理 科などの授業において組織的に物

事を考えたり,順 序だて,正 確に問題を処理した りする能力や態度を養 うよう努力すること

がたいせつであり,た とえば,数 学における論理解析や国語における文脈分析のような授業

の充実に努力することの意義はきわめて大きいと思われる。一方,情 報処理技術者に対する

需要が大きく,そ の早急な養成が急務 とされていることを考慮し,さ しあた り,電 子計算機

を利用する産業部門に直接卒業生を送 り出している大学,高 等専門学校における一般的情報

処理教育の強化から着手することが大切である。

5・ 大学における一般的情報処理教育としては,電 子計算機概論,算 法通論,OR,シ ステム

工学,応 用 プログラミング等の科目が考えられるが,こ れを推進する方式 としては,当 面,

講座や学科目の設置による方式が考えられる。しかし,人 的,物 的制約 を考慮すれば,各 学

部,学 科ごとに類似した講座や学科目を多数設置することは教育力の分散を招き効果的では

ない。したがって,一 般的情報処理教育のためには,全 学共通講座的性格を有する一般的情

報処理教育センターを設け,こ れに全学の関係教員によって構成されるスタッフ ・コミティ

を置き,学 生一般に対する情報処理教育責任を負わせるのがよい。また,一 般的情報処理教

育の健全な発展を促すため,情 報処理担当教員と各専門分野の教員 とが共同担当する体制を

とるととが望ましい。

このセンターは同一キャンパスに二つ以上設ける必要はなく,こ れを大型計算機センター

に付設するとか,情 報処理専攻課程または専門学科に併置することとか等の措置は,各 大学

の実情に応 じて決定すべきである。

6.大 学における一般的情報処理教育の充実強化を図ることが必要である理由の一つは,近 い

将来深刻化することが予想される労働力不足現象に対処 して,情 報処理技術者に対する社会

的需要は急速に伸びるものと思われるのに対し,専 門的情報処理教育のみでは,と うてい必

要数の良質技術者を確保することが困難だからである。 したがって,少 なくとも大学におい
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ては,卒 業後比較的短期間の継続教育を経れば,相 当高度の情報処理業務に従事し得る技術

者 となり得る素地を養 う必要がある。

℃.専 門的情報処理教育と情報科学

ユ.専 門的情報処理教育は,電 子計算機の製作者側や教育,研 究機関において,電 子計算機の

開発にあたる者,す なわちハー ドウェア及び基本的ソフ トウェア ・システムの開発等にあた

る技術者や教育,研 究者の養成 を目的とするものである。

これ らの技術者,教 育,研 究者は,電 子計算機システムの高性能化,大 型化,複 雑化に伴

って,言 語処理 プログラム,オ ペレーティング・システム等の技術が高度化 し,多 重処理方

式時分割処理方式の発達が,こ の結果をさらに助長した結果必要 となったもので,電 子計算

機の利用者側の技術者 とは本質的に異なるものである。したがって,こ の種の人材の養成は,
一般的情報処理教育 とは別個の専門的情報処理教育を必要とする。

2.こ の教育の中核をなすのは,情 報科学,情 報工学,計 算機科学,計 算機工学と呼ばれる電

子計算機を中心とする,新 しい学問分野であり,純 理学的な面も,工 学的な面も,さ らに実

際応用的な面も含むもので考える機械としての電子計算機を進歩発達 させるための学問的基

礎を提供するものである。このように,専 門的情報処理教育は,大 学における一学科または
一専攻課程として,独 立に研究教育活動を推進してゆくだけの十分な基盤を備えていること

は,現 時点でも明らかである。

:3,情 報処理に関する学問は,数 学,物 理学,電 子工学の延長線上に発展したものであるが,

これ とは別に電子計算機の活用 を中心とする新しい学問諸分野も急速に発展しつつある。こ

れらの情報処理に関する新しい学問を一括して情報科学 と呼べば,情 報科学それ自体広範囲

の内容を含むと同時に,他 の自然科学,人 文科学,社 会科学のきわめて広い領域とかかわり

を持ち,し かもこれ らの諸科学の発展の起動力 となる可能性を持つものである。また,情 報

科学の発展は,電 子計算機の開発促進にとって重要であるばかりでな く,政 治,経 済,産業,

文化等実生活の向上にも大きな貢献をなし得るものである。 したがって,情 報化社会を迎え

る現代においては,情 報科学に関する研究体制の整備充実について,根 本的な配慮 と計画が

必要である。

'4・ 情報科学の性格にかんがみ,専 門的情報処理教育を行なう学科または専攻課程は,い ずれ

の学部,研 究科にも所属し得るものであ り,こ れを一律に規定することは好ましいことでは

なく,そ れぞれの大学の個性を活かして,あ るものはハー ド寄 り,あ るものはソフ トウェア

中心,あ るものはアプリケーション向きというような設置の仕方が好ましい。しかし各学部

や研究科がそれぞれ個別に多数の専門学科や専攻を構想とすることは,一 般的情報処理教育

の場合 と同様教育力の分散を招 き好ましくないので,少 なくとも当面は,各 大学一学科,一

専攻程度にとどめ,そ の内容の充実を図ることが望ましい。

の.情 報処理教育のための教育研究体制

ユ・ 情報処理の専門家,す なわち上級の技術者や教育,研 究者の養成は,そ の方面のす ぐれた

研究が行なわれている場においてのみ可能である。したがって,大 学院,研 究所および研究

施設における情報処理の研究教育活動は,種 々の面から強力に推進 されなければならない。
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2.一 般的情報処理教育の推進にあたっても,専 門的情報処理教育の推進にあたっても当面最

大の問題は,教 員の不足,学 部学科の閉鎖性および教育用プログラム(ソ フ トウェア)の 貧

困である。このことは,一 方では,教 員の充足その他の条件整備が焦眉の急であることを示

すとともに,他 方では,全 国一律に情報処理教育を学校教育の中へ形式的に取 り入れること

が危険であり,教 員の充足その他の諸条件の整備にみあう情報処理教育の拡充が大切である

ことを示している。また,教 員の不足 とい う事態は,情 報処理技術者の養成を考える場合,

現にある教員適格者の組織的,効 率的な活用 を図ることの重要性を示唆している。

3.教 員の早急な充足のためにも,こ の際,教 員の充足した大学から大学院専攻課程や専門学

科や関係講座,学 科 目の設置を急 ぐことは大切であるが,そ の場合に留意しなければならな

いことは,学 部,学 科の伝統的な閉鎖性を温存 したままで発足させることは有害であるとい

うことである。すなわち,情 報科学が従来の自然,人 文,社 会諸科学の分野にまたがるきわ

めて広範な学問であることを考慮すれば,専 門的情報処理教育といえども,従 来の学部学科

の一つとして伝統的な閉鎖性の中に閉 じ込もっていては,そ の健全な発展を期することはで

きない。学部学科の壁を打破することは,教 員の効率的活用を図るためにも,教 育用プログ

ラムの開発を促すためにも,一 般的情報処理教育を推進するうえからも不可欠の要件である。

↓ 好ましい情報処理教育のための教育研究体制の一例 としては,欧 米の大学によく見 られる

インター ・デパー トメンタル ・プログラム(従 来の学部学科の閉鎖的な壁を取り除いた教育

コース)が あげられる。このコースは,情 報科学を主専攻とする学生が他の学問分野(た と

えば社会学)を 副専攻として聴講することもでき,ま た,他 学科の学生が情報科学を副専攻

とし,電 子計算機概論やプログラミング等の講義 や実習に参加することによって情報処理の

基礎を習得することもできるようになっている。このコースを運営する教員スタッフは,従

来の学部,学 科,講 座,学 科 目の縦割システムを打破 したプロジェクト・チームによって構

成されている。

このような開放的な教育研究体制は,学 部 レベルのみでなく,大 学院 レベルにおいても同

様に樹立することが必要であり,ま たこのような研究チームによる研究プロジェクトとして

教育用プログラムをはじめ,教 育工学的手法や教材の開発が行なわれることが望ましい。

5.し たがって,さ しあた り,大 学院専攻課程,学 部学科,講 座,学 科 目の整備充実を促進す

る場合にも,上 記のような教育研究体制の樹立を指向すべきである。これらの教育単位の創

設は学年進行によることなく,ま ず大学院専攻課程を先行させた り,専 攻課程のみを設置す

る等の弾力ある施策が望ましい。また,こ のような教育研究体制に必須の前提であり,か つ

その成否を左右する条件である十分な電子計算機の使用時間の確保 と教員,特 に若手指導者

の配置に欠けることのないよう留意する必要がある。

6.新 たな大学の構想 を樹てる場合にも,上 記のような教育研究体制の導入を配慮することが

望ましい。

E.社 会人に対する情報処理教育

1.情 報科学および情報処理技術の進歩がきわめて急速であるため,学 校教育のみで,情 報処

理技術者が日進月歩の科学技術水準に追随することはとうてい困難である。このような事態

は当然学校卒業者の継続教育の必要性を増大させることになる。

2.今 日この種の継続教育 としては,企 業内教育,テ レビ,放 送講座,各 種講習会,各 種学校
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等種々の形態があげられるが,こ れらの社会人に対する情報処理教育の健全な発展が望まし

い 。

3.社 会人に対する再教育としては,大 学 も夏期講習,夜 間公開講座,テ レビ通信教育等現に

行なわれている方法のほか,社 会人に情報科学に関する大学院程度の教育を提供することを

検討することが望ましい。この面ではさしあたり,特 に私立大学の活動に期待 される。

H.学 校教 育における当面の施策

情報処理教育の振興について,第1章 で論じた基本的施策に沿って,当 面講ずべき施策を列

記すれば次のとお りである。

A大 学 院,研 究所,研 究施設

1・ 情報処理の専門家,す なわち上級の技術者や教育研究者の早急な養成が焦眉の急を要ずる

課題であることにかんがみ,高 度の専門教育および研究を中心とする情報処理専攻課程を設

置することを推進すべきである。この場合,大 学院専攻課程のみを設置するとか,学 部学科

より先に大学院専攻課程を作るとかの方法も考慮すべきである。

2・ 大学院専攻課程 と学部学科 との結びつきは,従 来より弾力的に考える必要があり,多 くの

学部学科と結合し得る方式 を工夫すべきである。また専攻課程と学科 との間の学生数の比率

を変更し,大 学院の学生数を多 くすることも考慮すべきである。

3・ 大学院専攻課程は,各 大学により重点の置き方を変え,た とえばハー ドウェア寄 りソフ ト

ウェア中心,ア プリケーション寄 り等の特色を出すことも推奨すべきであるが,そ の教員が

特定分野の研究者に偏することは好ましくない。

また,こ の専攻課程 と関連する専攻課程 との間のみならず,情 報科学に関する研究所,研

究施設 との間での研究,教 育活動における種々の交流を助長することが望ましい。

4.情 報科学に関する研究所,研 究施設は,ま ず情報科学の研究を推進するうえで重要な役割

を果すべきであるが,こ のことが情報処理教育の水準を高めるうえにも効果のあることを認

識し,特 に大学院における教育活動研究活動には積極的に参加し,教 育用プログラムの開発

等にも貢献すべきである。

5.大 学院専攻課程の設置にあたっては,十 分にその基盤の整っていることを条件とすべきで

ある。

B.大 学 ・学 部

ア 学生一般に対する情報処理教育

1・ 一般的情報処理教育を促進するため,情 報処理に関する教育条件の整った大学に共通講

座 もしくは共通学科 目を設置するほか,情 報処理に関する専門学科や大型計算機センター

に学生一般 に対する教育を担当させることを検討すべきである。いずれの場合にも,関 係

教員によって構成 されるスタッフ ・コミティを置 き,こ れに全学の一般的情報処理教育の
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責任 を負わせる体制をとるのがよい。

2.そ の他,当 面,学 生一般を対象とする特別講義および実習を随時開設することも一般的

情報処理教育の推進には有効と考えられる。

3.教 育内容については,一 般的情報処理教育の目標 を達成するため,最 も効果のあがるよ

うに計画すべきことは当然であるが,こ れを受ける各学部学科においても,本 来の教育科

目と情報処理に関する教育科 目との間の調整について十分工夫すべきである。

イ 情報処理に関する専門学科における教育

1.専 門学科の設置については,教 員の確保は当然 として,考 慮すべきいくつかの問題点が

あり,特 に

(1)関 連する重要な既存学科を弱化 させる恐れはないか。

(2)低 水準の情報処理技術に偏した教育に陥る恐れはないか。

③ 全学の情報処理教育研究体制の一環 として構築されているか。

の三点については,十 分な検討が加えなければならない。

①については,情 報処理に関する専門学科を設ける場合,既 設学科の転換や再編成を行

なうことが大切であるが,そ の際既設の電子工学科のような重要な関連学科の大切な部分

が縮小されるという形で設置 されることは好ましくない。これは,電 子工学科が情報処理

に関する専門学科 とは異った面で電子計算機システムの発達に不可欠な教育研究を担当し

ているからである。

(2)については,手 段 としての情報処理技術のみに偏 った教育を行なうべきでないことは

当然であって,専 門学科では,情 報処理の基礎に重点を置 くとともに,関 連する他学科の

教育科目を適当に配分することも必要であろう。なお,こ の問題に関しては,情 報処理に

関連の深い学科だけでなく,一 般に学科間および学部間における教育上の協調に期待すべ

き面が少なくない。

(3)については,従 来の伝統的,閉 鎖的な学科のあり方では教育効果が薄いので,他学科,

他学部 との協力による教育研究体制の整備充実が先決である。

2.上 記のような点を考慮して,情 報処理に関する専門学科の設置にあたっては,次 の方針

をとるべきである。

(1)専 門学科を設置し,正 しく運営しうる実力を備えた大学を厳選する。この際,人 的,

物的制約から多 くの学科設置は困難であると思われるので,既 存学科の再編成,転 換を

も考慮する。

(2)専 門学科の講座もしくは学科目編成については,大 学の特徴を生かすように大学の自

由な構想を助長する必要がある。教育内容についても同様であるが,そ の学科の教育科

目だけでなく,関 連する他学科の教育科目をも履習 させるような体制をとることが望ま

しい。た とえば,主 専攻と副専攻 とい う形 をとることも一つの方法である。

(3)情 報処理に関する学問および技術の基盤 を確保するために,数 理科学,電 子工学,経

営工学等情報処理に特に関連の深い学科の弱体化を招かないように配慮する必 要 が あ ・

る。

④ 専門学科とその他の学科群 との協力関係を確保する体制の整っている大学 に限 定 す

る。 、
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C.短 期大学

L短 期大学においても,大 学における学生一般を対象とする情報処理教育と同様,将 来は,

情報処理に関する授業を一般教育科目の中に従来の自然科学,人 文科学,社 会科学のいずれ

にも属さない総合科目として設定する等の措置を講ずることが望ましい。

2・ さしあたり,情 報処理に特に関連の深い電気工学科,電 子工学科等の学科においては,す

みやかに電子計算機を用いる実習や関係講義 を強化する必要がある。

3.短 期大学については,プ ログラマ不足の現状や女子のプログラマとしての適性等の観点か

ら強い期待が寄せられている状況をも考慮に入れ,情 報処理教育を促進すべきである。

4・ 情報処理に関する専門学科の設置は,人的,物的制約を考慮して慎重に行なうべきである。

5新 しい型の ドキュメンタリス ト・ライブラリアンの養成における短期大学の役割を考慮す

る必要がある。

D.高 等専門学校

1.高 等専門学校においても,大 学における学生一般を対象とする情報処理教育と同様の趣旨

により,情 報処理に関する授業を各学科において実施することが望ましい。すでに各学校の

意志により,情 報処理に関する若干の科 目を設けて授業を実施 しうる体制が整っているが,

このような形での情報処理教育のみならず,既 存の教科の教育内容を工夫 した り,教 育課程

の標準を改訂したりすることにより,情 報処理教育を導入する事を推進すべきである。

この場合,特 定の教科の一章として情報処理教育を実施するのではなく,教 科全般を通 じ

て電子計算機に関する教育を考えるべきである。特に数学,国 語,英 語等の学習に配慮する

必要がある。

2.高 等専門学校は,す でに多数の卒業生を情報産業に送っており,情 報処理技術者としての

素質を備えた学生が多い。したがって,高 等専門学校に情報処理教育を導入することは,当

面の情報処理技術者養成の課題に速やかにこたえる意味できわめて有効である。

3.高 等専門学校の情報処理教育に対する期待がきわめて高いことにかんがみ,教 員の資質の

向上及び教育研究用電子計算機や実習用端末機の導入について,速 やかに効果的な措置を講

ずべきである。

4.情 報工学科等専門学科の設置は,人 的,物 的制約を十分に考慮 して行なうべきである。

E高 等学校

1.高 等学校においても,一 般に情報処理に関する教育の普及を図る必要がある。

2.特 に職業教育を主とする学科等においては,将 来実務についた際の準備として,電 子計算

機を用いる実習を行なうことが必要である。

3.職 業教育を主とする学科で,情 報処理教育に重点を置 くものの設置を促進し,こ れを中心

に情報処理教育の推進を図ることが必要である。

4.情 報処理教育の実施に必要な電子計算機等の設備の効率的使用を図るため,都 道府県に共

同利用の施設を設置すること,情 報処理に関する生徒の実習および教員の研修を行なうこと

必要な学科に適当な規模の電子計算機 を置 くこと等を促進する必要がある。
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F.教 育用電子計算機

1.情 報処理教育の質と量を左右する条件の一つは,電 子計算機の使用時間である。したがっ

て情報処理教育研究体制の整った国公私立の大学,高 等専門学校等については,す みやかに

教育用電子計算機や実習用端末機(特 にカー ドせん孔機,マ ーク読取機等)を 導入すること

が望ましV・。

2.教 育用電子計算機の設置方法 としては,大 型機の時分割共同利用方式 と小型機の分散配置

方式とがある。両者には一長一短があり,教 育効果はほぼ同様と思われるので両者を並行し

て試験的に実施してみることは有意義である。ただし,比 較的大きな大学および学校群に対

しては,大 型機による集中処理 と時分割方式の採用によって教育効果 をあげるよう計画すべ

きである。なお,オ ンラインの端末による教育効果は,目 的によってはきわめて高いことが

予想されるが,こ こでいう情報処理教育を全面的にオンライン端末に依存 させることについ

ては,な お若干の問題があると思われるので,実 験の過程をふむ等その設置について慎重に

検討すべきである。

3.上 記1の 措置が講じられるまでの当面の措置として,次 の手段 をとるべきーである。'

(1)現 在大学に置かれている研究用の電子計算機に若干の増強を施すことによって教育用に

活用できる場合には,そ のための予算措置を講じたうえで,教 育用に併用すべきである。

(2)全 国共同利用大型計算機センターも本来は研究用に設置されたものであるが,需 要の波

の低い時間帯の利用や運転時間の延長等各大学の工夫により教有用にも流用 しうる場合に

は設置 目的を損わない範囲でその計画を助成すべきである。なお,電 子計算機要員として

は,大 学院学生の参画を可能にする方策について積極的に検討する必要がある。

4.研 究用電子計算機の4,5年 の使用期間経過後,教 有用に転用する方法もあるが,そ の場

合,電 子計算機の維持運営に必要な予算措置について十分配慮すべきであり,中,小 型機の

場合は,教 育目的にかなった必要最小限のソフ トウェアを整備し得るとい う条件で検討する

必要がある。

5.'高 等専門学校は,5年 間の一貫した専門教育によって技術者を養成するとい う特殊性を持

っているので,研 究,教 育用電子計算機の導入は,可 及的速やかに行なわれることが望まし

い 。

6.公,私 立の大学等の情報処理技術者養成に果たす役割の大きさにかんがみ,こ れ らにおけ

る研究,教 育用電子計算機に対する国の助成は,十 分配慮されるべきである。

G.教 員養成

1.情 報 処理教育 は,電 子計算機 を十分に こな していない教員 がテキス トをた よ りに幼稚な プ

ログラ ミングの練習 をさせるのは無益であるばか りでな く,学 生,生 徒 に幻減 と絶望感 を与

え,か えって電子計算機ア レル ギー を生 ぜ しめ,将 来に悪 い影響 を残 すことになる。

情報処理教育を生 き生 きとした魅力あ るものにす るためには,教 員 が学 んだ ことをそのま

ま口移 しにするのではな く,自 分 のもの として再構成 し直 してか ら講義す ることが必要 であ

り,探 究的な態度 で絶えず 自己開発 を行 な う能力の ある教員 が,情 報処理教育については特

に必要 であるこ とを認識 すべきである。

2.情 報 処理教育は,プ ログラムの学習に尽きるものではな く,ま た,プ ログラム言語の教育
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を抽象的に実施するだけで学習意欲を持 ち続け得る学生,生 徒は少ない。むしろ対象によっ

ては幾何学の論理体系や高度の微積分を学習 させる等幅広い教材に即して教育するほうが学

,習効果のあがる場合もある。

このように,情 報処理教育を担当する教員は,か な り幅広い知識を必要とし,ま た,前 述

のように常に探究的な態度の育成も必要 とするので,そ の養成には,大 学があたるべきであ

る。

3.わ が国の情報処理教育振興 と情報科学発展の一大脱路となっている教育,研 究者の不足を

早期に解決するため,大 学院専攻課程だけをただちに設置した り,学 部学科の学年進行を待

たずに大学院専攻課程をただちに設置することが望ましい。 しかし,大 学院専攻課程の設置

にも限界があり,当 面の不足を早急に解決するためには,情 報処理教育研究担当要員である

若手教員を在外研究や内地留学の制度活用により研修させることが有効である。

4高 等専門学校については,上 記の在外研究,内 地留学を活用するほか,各 種の講習会や研

修会を組織的かつ効果的に実施 し,情 報処理教育担当教員の資質の向上に努めその社会的要

請にこたえる必要がある。

5.高 等学校についても,情 報処理教育等を担当する教員に対 し,情 報処理に関する研修を行

なう必要がある。

また,初 等 ・中等教育の理科,数 学(算 数)等 の教員に情報処理に関する基礎的知識を習

得させるため,教 員養成大学においても効果的な措置を講ずることも検討する必要がある。

H.教 材 の作成

1.各 学校段階において情報処理教育を具体的に推進する手がかりとして何より必要なものは

情報処理教育に関する教材,特 に教育に電子計算機を活用する場合の教材である。したがっ

て科学研究費を活用して,教 材作成を積極的に奨励すべきである。

2.さ しあた り,大 学や高等専門学校の文科系向けには統計学,理 科系向けには数学を応用問

題 としたテキス トから始めるのがよいが,この場合のテキス トは少なくとも2種 類 を用意し.

授業担当者が適当に選択しうる余地を残すことが望ましい。
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カ リ キ ュラ ム'68

コ ン ピ ュ ー タ ・サ イ エ ン ス に 関 す る

大学教育 についての勧告

－ACMコ ン ピュー タ ・サイエ ン ろに関す る カ リキ ュラム委 員会報 告書－

SiMoO.Novarroの 思 い 出 の た め に捧 げ る

この報告書 は,ACMコ ン ピュータ・サイ エンス・カ リキュラム委員会 において作成 された コ

ンピュータ・サイエンスに関す る大学教育案 である。コンピュータ ・サイエ ンスの中の部 門の分

類 と,そ れ ら分野の22コ ースの説 明が なされている。これ らのコースに必 要な既修課 臥 一 覧表,

詳 細,注 釈 もつけ られている。当委員会 の1965年 度 の予備提案 か ら発展 した明確な提案 が,学

士 プログラムに与え られ てい る。大学院 プ ログラムも討論 され ていて,修 士号 プログラムの開

発のための提案 もされている'。博士号 プ ログラムについて も校設は され てはいるが,特 殊 な提

案 はまだな されていないbサ ー ビス・コース,准 専攻,継 続教育 の重要性 が説 明されている。 さ

らに,組 織機構,人 員要求,コ ンピュー タ資材,そ の他 コンピュータ ・サイ エンス教育 プ ログ

ラムを実施す る際に必要 な設備についても考慮が払 われ ている。

キー ・ワー ドとフレーズ:コ ンピュー タ ・サイエンス ・コース,コ ン ピュー タ ・サイエ ンス

・カ リキュラム
,コ ンピュー タ ・サイエンス教育,コ ン ピュー タ

・サイエ ンス・大学院 プ ログラム
,コ ンピュー タ・サイエ ンス・修士

プログラム,コ ン ピュー タ ・サイエンス ・大学 プログラム,コ ン

ピュータ ・サイエンス ・コース 目録。』

(注)本 資料はACM(AssociatienofComputerMachinery)のCommunicationoftheACM(1968年3月

発行第2巻 第3号)に 記載された内容の一部を仮訳したものである。
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は じ め に

コン ピュー タ ・サイエンス ・カ リキュ ラム委員会(C3S)は1962年 に,コ ンピュータ機器協

会(ACM)の 教 育委員会 の下部機 構 として設置 された。 初めの2,3年 は,国 内 に おける

種 々の コンピュー タ会議 でパ ネルデ ィス カッシ ョンなどの後援 をしてv'た 。1964年 に はACM

.か ら独立 し,コ ン ピュー タ ・サイエ ンスに関する カリキュラムの詳細な案 を起草す るようにな

った。最初 の報告書 であ る 「コン ピュー タ ・サイエンス教育案 ・・…・予備提案」〔1〕がCommu-

nicationsACMの1965年9月 号 に掲載 された。

最近 の2年 間の委員会の仕事 は,こ の教育案の改正 と,大 学院用 の教育案(こ の レポー トに

掲載 され てv・る)の 作成に費 された 。この仕事 にはNationalScienceFoundationか ら補助金

が出てお り,1965年7月 に補助金番 号GY-305と して受理 された。

この報告書作成期間の委員会委員 は次の とお りである。

ウィ リアム ・F・ アチ ソン,メ リー ラン ド大学(委 員長)

サ ムエル ・D・ コンテ,パ ーデ ュー大学

ジ ョン ・W・ ノ・ンブ レン,SREB兼 ジ ョージア工科大学

トーマス ・E・ ノ・ル,ト ロン ト大学

ウィリアム ・B・ キール,カ リフォル ニア大学 ロスアンジェルス

エ ドワー ド・J・ マ クラスキー,ス タンフォー ド大学
`

シル ビオ ・O・ ナバ ロ,ケ ンタッキー大学

ウェルナー ・C・ ラインボル ト,メ リーラン ド大学

アール ・J・ シュエッペ,メ リー ラン ド大学(秘 書)

ウィ リアム ・ビァバ ン ド,ユ タ大学

デ ビッ ト・M・ ヤング,テ キサス大学

(注)ナ バロ博士は1967年4月3日,飛 行機事故で死亡した。

これ らの委員 のほかにも多 くの方々が,委 員会の仕事 に貢献 された。その名前 と関連事項 は

この報 告書 の終 りに付 され てv・る。RobertAshenhurstc.PeterWegnerが この報告書 の準備

に とくに協力 した。

目 .次
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8章
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課 目の分類

課 目の概要

大学教育案

修士教育案

博士教育案

サー ビスコース,准 専攻,継 続教育

実施

参考文献

謝辞

付録。 コース概要の注釈



コンピュータ ・サイエンスに関する大学教育についての勧告439

1章 は じめに

予備提案 を出 してか ら,委 員会は多 くの有意義な批判,コ メン ト,示 唆 をうけた。 これ らの

ア ドバイスや考え方を もとに,委 員会 はこの 「68年度 カ リキュラム」 を準備 したが,そ れは初

めの提案 をか な り改訂 し拡張 した もの となった。委員会 はこの新 しい報告書がこの分野で,'さ

らに議論 を促 が し,将 来の発展 にい くらかでも貢献 できることを望 んでい る。 そして,不 断 の

討論 とコンピュー タ ・サイエ ンスの教育 目標 が,近 い うちに非常 に重要な ものになると信 じて

い る。予備提案 に際 し,委 員会 は,コ ン ピュー タ ・サイ エンスを学科 とす るための正当性 や内

容記述 に,多 大 な関心 を払 った。い ままでにその学科の存在 の是否が議論 され てい るが,最 近 は

その学科の正式名 とその内容 についてさらに論議が発展 して きている。最近委員会 によせ られ

た手紙の中で,Newell,Perlis,Simonの3氏 は,「 コンピュータ ・サイエンス」とv・う名 を支

持 してい る。他方 もっと広い視野 に立ち,処 理 され る情 報を強調す る意味か ら,情 報科学 〔3〕

とい う名称 も出てきた り,ま た両者 の中間 をとった妥協的な「コンピュータと情報 の科学」〔4〕

とい う名称 も聞かれ る。委員会 はこの報告書 では一貫 して 「コン ピュー タ ・サイ エンス」 とい

う用語 を用いているが,他 の名称 も本質的には何 ら変 りはない と見 な している。

この学科 の範囲を定義す るにあた り,委 員会 はまず,コ ンピュータ ・サイエンスを3つ の主

部門に分 け,そ れ ぞれ に関連 する2つ の分野 を加 えた。 これを骨組み として課 目分類 を行 ない

その分類 は2章 に載 せてある。.

もちろん,予 備提案 の際に,委 員会 はコンピュータ ・サイエンスに関す る数 々のコースの説

明,細 目,コ ース 目録 などの作成 に努力 を惜 しまなか った。最初 の提案で出 された16の コース

の うち11が そ のまま とはいかないが,内 容的 には残 っている。他 の5つ の うち2つ はそれぞれ2

コースに分 けられ,残 りの3コ ースは,コ ンピュータ ・サイエ ンスに密接に関連す る他 の学科

に属 するもの と見 な され削除 され た。 さらに新 しく7コ ースが設 けられ,と くに 「離散構造」

のB3コ ー スと 「コンピュー タ機構」 の13が 注 目すべ きものである。 このよ うにこの報告書

は全部 で22の コースの詳細 を示 してある……予備知識 と便覧 が3章 に,詳 細 な説 明と目録 が付

録 に示 してあ る。

カリキュラム委員会が取 り上 げたも うひ とつの重要 な問題 は,コ ン ピュータ ・サイエ ンスに

ついての大学では どこまで,大 学院 では どこまで教 えるべきかの教育範囲である。 もちろん両

者の教育家 は存在 するが,大 体は,「 情報科学」 とか,「 データ ・プ ロセシング」 とかい う名

で,数 学や電子工学 の中で取 り扱 われ てい る。

第42表 教育プログラムの推定数および予定推定数

プログラム名

学 士

19641968

19651969

コ ン ヒ。ユ 一 夕 ・ サ イ エ ン ス 11

デ ー タ ・プ ロ セ シ ン グ

92

・1・ ・

情報科学 2 4

同様な プログラム 26 40

修 士 博 士

196419681964:1963

196519691965i!969

17 761・2{・r・

・1

12

29

4 1

17 4

40 21

2

13

28
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NationalSciencごFoundation後 援,南 部地域教育委員会 のコン ピュータ ・サイエンス計画

に より実施 された最近 の調査〔5〕に,1964～1965年 に実施 された教育 プログラムの推定数 と,

1968～1969年 に実施 され る予定 の推定数 が示 されている。それ らの数値 は第42表 の よ うに要

約 され る。

これ ら数値 には2つ の重要な意味 がある。第1は,プ ログラムのい くつかはまだ実現 されて

いない ものがある としても,プ ログラム数 は年 々急速 に増加 して きている。 第2に ,「 コンピ

ュー タ ・サイエンス」 とい う名称 を使用 する傾向が非常 に高 くなって.きている。もちろん これ

は,コ ンピュータ関係の教課はその名称 をつけてい る部 門,ま たは プログラムを持 ってい る組

織だ けに限定 され てい るのでは ない ことを意味す るわけではない。

4章 と5章 に示 され ている学士 と修 士のプ ログラムに関す る委員会 の提案の主 目的 は,大 学

生 または大学院生 にコンピュータ ・サイエ ンスの教育を実施 しよ うと計画 している大学に対 し

て,わ か りやすい 目標 とその方針 を与え るものである。6章 の博士課程 プ ログラムのガイ ドラ

イ ンをどのよ うに開発 するかについての討議 は非常に一般的 なものである。 とい うのは この分

野に関 して詳細な提案 をす るのが,非 常に困難だか らである。 コンピュー タ ・サイエ ンスにお

けるサー ビス ・コース,准 専攻,継 続教育 の重要性 もまた委員会 の関心事 である。 さらに細か

い仕事が必要 だが,こ れ らの分野における必要事項 の予備的論議 が7章 に示 してある
。8章 では

コンピュータ ・サイエ ンスに関す る教育 プ ログラムの実施に際 しての問題が討論 されている。

一般 にそのよ うなプログラムを作成 するには多 くの困難がつきものである資格 のあ る教育者

を見出すこ と,十 分な実験 または研究設備 を与えること,教 材費 がほとん どないこと……など.

で ある。 これ らの問題 は,大 学院よ りも学生 プログラムにおいて大 きな妨 げ となる。

NationalAcademyofSciences-NationalResearchCouncilの 報 告書〔6〕(普通``RasserRep-

ort"と して知 られ てv・る)や,Presidents'ScienceAdvisoryCommitteeの 報 告書〔7〕(しばしば

``PierceReport"と 呼 ばれ
、る)の 中で,コ ン ビ。ユータ要員の必要数 が非常に大 き くな ってv'る

こ とが強調 されている。委員会の提案 に基 くプログラムは,こ の要求 をかな り満すこ とができ

るが,し かしすべて とい うわけにはいかない。例えば,こ れ らの提案 は,コ ンピュー タのオペ

レータ,コ ー ダーその他 のサー ビス要員 などの育成 のための ものではない。 それ ら要員 の訓練

は,職 業訓練所,実 業高校 などで行 な うことができる。更 に ビジネス ・データ処理,科 学研究,

工学分析等 の分野 での応用 プ ログラマは,関 連分野 で専門家 となるには教育 を引 き続 き受 ける

必要がある。最近 の コンビュー タ工学 関係 の要求 に関す るプログラムの作成 のために,こ の委

員会 のほかに さらに他 の団体 もいろいろと提案 をし始めた。 とくに 目立った もの としては,米

国数学協会(CUPM)の 大 学数学教育委員会 〔8〕,COSINE工 学 教育委員会 〔9〕,英

国 コンピュー タ協 会教育委員会〔10〕の報告書である。 さらに経営 のためのコン ピュータ教育に

関す るACMカ リキュ ラム委員会 はMISへ の コン ピュータの応用に関する教育問題 にと りく

んでいる。 これ ら数 々の他の組織 団体 と委員会 は意見 を交換 し合い互いに利益 を得 ている。ま

た委員会役員は1967年6月StomyBrookで 開 かれた 「コン ピュー タ ・サイエ ンスに関する

大学 院会議」〔11〕に参加す る特権 を得た。 コンピュー タ ・サイエ ンス ・プ ログラムは,そ の卒

業生 が引き続 き成長 できるような基本的知識 と考え方 を与 えるよ うに しなければな らない。 こ

の ように,学 生 に職業能力の基本 となる充分 なコンピュータ ・サイエ ンスの知識 を広 めるばか

りでな く,そ の学生 に 自分の学識以外 の学科 をも十分 に交流 できるだけの知的成熟 を促 す もの

でなけれ ばな らない。
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2章 課 目分類

コン ピュータ・サイエンスにおけるプ ログラム・カ リキュラムの範 囲は,各 地 域の要求,資 源,

目的によ り学校 ごとに必ず変化 がある。討論 の基本 として,コ ンピュー タ・サイ エンス と関連分

野における課 目の分類 のための,適 当な システムをもつことが望 ま しい と思われ る。そのよ うな

システムは任意 なものになるか もしれないが,上 述 の理由で とくに除かない限 り,こ こに掲 げ

たシステムにはほとん どの コン ピュータ分野が見 出 され るであろ う。 まず コンピュータ ・サイ

エ ンスの課 目が分類 され る。共通課 目あるいは関連課 目については,こ の章で後述 する。

コンピュータ ・サイエ ンス…… コンピュータ ・サイエ ンスは3つ の重要部 門に分 けられ る。

「情報構造 と処理」,「情報処理 システム」,「方法論(Methodology)」 で ある,各 部門内の課 目

とそ・の内容 を各部 門の項 目リス トとともに次にあげる。

1情 報構造 と処理

これは情報 の表現 と変換 とそれ ら表現 の変換 のた めの理論モデル に関す るものである。

1.デ ー タ構造:数,配 列,リ ス ト,フ ァイル などの説明,表 現,取 扱;ス トレー ジ構造,

配 置,ア クセス;列 挙,検 索,ソ ー ト;ジ ェネ レー シ ョン,修 飾,変 換,削 除 のテ クニ ッ

ク;動 的,静 的な構造性質;セ ッ ト,グ ラフ等 の取扱 うアル ゴ リズム。

2.プ ログラム言語:ア ルゴ リズムの表現,言 語 の論理的,意 味的説 明,プ ログラム言語 の

表現,文,宣 言,コ ン トロール構造 などの解析;実 行 中の動的構造;言 語 開発 と評価;プ

ログラムの能率化 と能率;プ ログラム構造の連続 的変換;特 殊 目的言語;プ ログラム言語,

普 通言語,言 語学 との関係。

3.計 算 モデル:ス イッチ ング回路 と直列 マシンの構造解析,自 動機械 の性質 と分類;代 数

自動機械理論 とモ デル理論;正 式な言語 と論理;認 識装置に よる言語分類;論 理解析;意

味論仕様;論 理的処理;論 理決定問題;自 動機械 としてのプログラム言語 の取扱;そ の他

の理 論。

ll情 報処理システム

ここでは情報変換ので きるシステムについて考 える。その ようなシステ ムは大体ハー ドとソ

フ トの相互作用 をふ くむ。

1.コ ン ピュー タ ・デザイ ンと組織:コ ン ピュー タ ・タイプ…… フォンノイマ ン,配 列,ル

ック,ア ヘ ッ ド・コンピュー タ;メ モ リーの構成 …… フ リップ・フロップ・レジスター,コ ア,

デ ィスク,ド ラム,テ ープとそのア クセス・テ クニ ック;マ イクロ・プ ログラ ミングとコン ト

ロール ・ファンクシ ョンの実行;数 理 回路;命 令 コー ド;入 出力テ クニ ック;多 重処理 と

多重 プログラ ミング構造

2.ト ラ ンス レーターとイ ンタープ リター:ア セ ンブ ラー,コ ンノくイラ,イ ンタ ー プ リ タ

ー ,ロ ー ダー,編 集 または変換ル ーチンの作成時の理論 と技術。

3.コ ン ピュー タとOS:プ ロ グラム・モニ ター とデータ管理;料 金計算 と ユーティ リティ

ー;デ ー タとプ ログラム・ライ ブラリー;シ ステム・プログラム・モジュール化;モ ジュール用

のや りとり;多 重 アクセス,多 重 プ ログラム,多 重処理 の必要周辺機器;大 きなシステム

の記述 と ドキュメンテーシ ョン;デ ィバ ッグ ・テ クニ ック;パ フォーマ ンス測定。

4.特 殊 目的の システム:ア ナ ログとハイブ リッ ド・コンピュー タ;デ ー タ伝送 とディスプレ
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イ用 ター ミナル;特 定応用の際の周辺機器;必 須 ソフ トウェア。

皿 方法論(Methodologies)

方 法 論 は共通の構 造,処 理,テ クニ ックをコン ピュー タの広範囲 の応用 から生 じたものであ

る。

1.数 学:数 値 アルゴ リズムとその理論的計算機的な性質;コ ン ピュータ ・エ ラー解析;自

動 エラー推定。 収れ ん性。

2.デ ー タ ・プロセシ ング とファイル管理:図 書学,生 医学,MISの 応用 テ クニ ック;フ

ァイル処理 言語。

3.シ ン ボル処理:数 式 の簡素化 と微分;シ ンボル処理言語。

4.テ キ ス ト処理:テ キス トの編集,是 正,正 当化;応 用言語解析;テ キス ト処理言語。

5.グ ラフィック:デ ィジィタル ・ス トレー ジ;デ ィスプ レイ装置 とジェネ レー シ ョン;図

形縮小 と映像強調;図 形幾何学 と トポ ロジー;遠 近画法 と回転;図 形解析;グ ラフィ ック

言語。

6.シ ミュレーシ ョン:オ ペ レーシ ョナル ・モデル とナチュラル ・モデル;離 散型モデル;

連 続型モデル;シ ミュ レー シ ョン言語。

7.情 報 検索:索 引づ けと分類;統 計技術;自 動分類;照 合 と検 索手法;抄 録索引のよ うな

2次 出力;選 択配分 システム;自 動Q&Aシ ステム。

8.人 工 知能:ヒ ュー リステ ィックス;ブ レイン ・モ デル;パ ター ン認識;定 理の証 明;問

題 解決;ゲ ーム遊 び;適 応認識不能 システム;マ ンマシン ・システム。

9.プ ロセス ・コ ン トm－ ル:機 械制御;実 験制御;命 令 と制御 システム。

10・ 教 育 システム:CAI(computeraided:ustruction)。

lV関 連 分野

上記 の3つ の部門 の他 にも,よ り均衡の とれた コンピュー タ ・サ イエ ンスに心要 となる数学

統計,電 子 工学,哲 学,言 語学,IEな どの関連分野が ある。 これ らの分野 のコースをコンピ

ュー タ ・サイエンスのプログラム内に組 み込む ことは大切 であるが,関 連分野 と組 み合わせ る

ことも大切 である。

・コンピ
ュータ・サイエンス・プログラムに関連す るすべての分野 をここであげるこ とは不可能

であるので,下 に リス トしたものは少 し範 囲が狭 くな っていることを了承 されたい。2つ の大

きな部 門 「数理科学」 と 「物理工科学」 に分 けられている。

A

1.

6.

論,

数理科学

初等解析,2.線 型 代数,3.微 分 方程式,4代 数 構造,

応 用数学手法論,7・ 最 適化理論,8・ 順 列組合せ,9・

11.確 率 と統計,12・ オ ペ レーシ ョン解析

5・ 定理数値解析,

数 学理論,10.数 理

B

1.

5.

8.

物 理 工科学

一般物理
,2・ 基 礎電子工学,3.回 路解析 と設計,

フ ィール ド理論,6.デ ィジタル回路 とパル ス回路,

会 話 と制御理論,9・ 量 子力学

4・ 熱力学 と統計技術,

7.コ ー ディングと情報理論,
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コ ン ピュータ技術 を用いるす べての課 目をこの分類 システムの中におしこめるようなことは

されてない し,も ち ろんそ うす ることはほ とん どの大学における教科課 目を含 むこ とになるだ

ろ う。 コンピュー タ ・サイエンスの発展 の社会的,経 済的,教 育的意味は この報告書 ではと り

あげない。 これ らは非常に重要 であるが,コ ンピュー タ ・サイエンスのみ帰せ られ るものでは

ない。実際,哲 学 とか社会学 のよ うな学科 も コン ピュー タ ・サイ エンス とともにこれ らの問題

を取 りあげるコースや セ ミナー の発展 に協力 すべ きであ り,又 コン ピュータ ・サイ エンス を専

攻 する学生 もこれ らのコースをとることが望 まれ る。

3章 課 程(コ ー ス)の 説 明

この報告書に記 され てい るコ ンピュー タ ・サイエ ンスのコー スは3つ のカテゴ リーに分 け ら・

れ てい る。すなわちcc基 礎",cc中 級",cc上 級"で ある。基礎 コースは主に大学1,2年 向 き,

中級 と上級 コースは大学3,4年 と大学院向 きとな ってい る。一般 に中級 コー スはな るべ く大

学 で教えるこ とが望まれる。上級 コースは必 要課 目の レベルが高 く,特 別 な応用 に関するこ と

などの理 由 より大学院向き と考 え られ る。

初等の コンピュー タ・サイエ ンス・コー スに加えて,必 要課 目としてある種の数学 の コースが

必要である。応用数学 のコースも進 んだ学生 には補助 的なものとしてふ くまれ るか もしれない。

各大学に より数学の内容程度がかな り変化 してい るので,大 学数学教育委員会 による報告 「大

学における一般的数学教育課程 」〔12〕が コン ピュータ ・サイエンスと学士号 に必要 な課 目を指

定す るのに用v・られて きている。他 にも関連 のある数学 コースがCUPMの 「技術者 と物理学

者 のための大学数学教育案」〔13〕と 「応用数学 のカ リキ ュラム」〔14〕に掲載 され ている。

この報告書 に載 ってv'る す べ ての コースやCUPMに よ って,提 出 され てV・る関連 コースの

名称 と数 は必須既修課 目とリンクされて第1図 に示 され ている。次に説 明す る大学の プログ

ラムの中心 となるコースも第1図 に示 され てい る。 これ ら中心 とな るコースに必 要な既修課

目もかな り拡張するこ とがで きる。 そしてコン ピュータ ・サイエ ンスの発展 とともに漸 次変化

してい くこ とだろ う。上級 コー スに必要 な既修課 目は個 々の大学 によりそれぞれのオ リエンテ

ー シ ョンに基 き修飾 され る。

ほ とん どの=一 ースは,3学 期 間で単位 をも らえるようになってい る。実験 も普通 の講義 に加

え られ てい る。必要 となる講義時 間数週,実 験時間数週,学 期数が カッコで くくられて各 コー

スに付 け られ てV・る。例 えば(2-2-3)は 週2時 間,講i義 の週2時 間 の実験を3学 期問 う

ける とい うことである。

コース一覧 と必要課 目

下 に リス トした コー スそれぞれ を教えるア プローチを,付 録Aに 関連資料や報告書 の目録 と

ともに掲 げておいた。

最初 のコースは,問 題解決 にコン ピュータを有効 に用 い るための基礎知識 と,経 験 を学生に

与 える。 それ はコンピュータ ・サイエ ンスの序論 であ り,他 の分野でのサー ビス・コー スで もあ

る。 もちろん必要課 目は示 され ていないが,最 低,高 校での3年 間 の数学 を修得 してい るこ と

を前提 としてい る。 これ からあげる コンピュー タ・サイエ ンス・コースは,こ の序 論に基 くもの

であ る。

B1.コ ン ピュータ入門(2-2-3)
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第1図 大学教育プログラムの中心となるコース既修課目
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↓ 既修課 目

アル ゴリズム,プ ログラム,コ ン ピュータ。基礎 プログ ラムとプログラム構造。 プ ログラミ

ングとコンピュー タ ・システム。プログラムのディパ ックと検証
。データ表現。 コン ピュータの

構成 と特長。 コン ピュータ言語,シ ステム応用 の一般論。1種 類 以上 のプ ログラム言語 を用 い

た プログラムの解決。

口 第2の コースは さらに進んだ研究 のための基礎 を与え る。 マシンの基本的構成 とマシン ・

コー ドに馴れ させて,コ ン ピュータの内部の動 き,ア センブラ言語 の利点などを理解 させ,コ

ンピュー タをよ り有効 に使用 する能力 をつけ させる
。

B2.コ'ン ピュータとプログラミング(2-2--3)必 要課 目B1

コ ン ピニ一 夕構造,マ シン言語 ,命 令実行,ア ドレス・テクニック,デ ィジタル表『現。 コンヒ'
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ユ一 夕 ・システム設計,論 理設計,マ イ クロ ・プ ログラミング,イ ンター プ リター。 シンボル

・コーディング,ア セ ンブ リ ・システム,マ クロ定義 とジ ェネ レー シ ョン,プ ログラムのセ グ

メン ト化 とリンケージ。システム・プ ログラムとユーティ リティ ・プログラム,プ ログラム・テ ク

ニック,コ ン ピュー タの発展。基礎的マシン構成 とプ ログラム ・テクニックの説明 のためのい

くつかの プロジェク ト紹介。

口 この コー スでは,数 学 から代数 と論理学 の組合 され た考 えを教え,コ ンピュー タ ・サイエ

ンスに これ らの考えを応用 してい るところを示す。

B3・ 離 散型への入 門(3-O-3)必 要課 目B1

集 合 論 の復習,代 数的構成,グ ラフ理論 の要素,プ ール代数 と命題論理,こ れ らの応用。

口 このコー スでは,科 学計算に用 いる数値 アル ゴ リズムの紹介 と,B1で 修 得 した プログラ

ムテ クニ ックの応用。数学部門にある初等数値解析 はこのコースの代替課 目としては認め られ

なv'。

B4.数 値 計算(2-2-3)必 要課 目B1,M2,M3

科 学 計算 の基礎 となる数値アル ゴリズムの紹介。補 間法,求 積,線 型システムの方程式,非

線型方程式 の解法,微 分方程式の数値解法。 アル ゴ リズムによるアプローチを強調。

ロ データ要素間の関係,ス トレージ とマシンの構 造,ス トレッジ内でのデー タ構成 の手法,

オ ペ レー ト手法な どの初歩的知識 を与 える。

11.デ ー タ構成

データの基本的概念,線 型 リス ト,ス トリング配列,直 交 リス ト。 ツリー とグラフ。 ス トレ

ージの構成,配 置,多 重 リンク構成。 シンボル・テーブル と検 索手法。 ソー ト・テクニ ック。 デー

タ構 成の説 明 とプログラム言語。一般 的データ管理 システム。

口 この中級 コー スでは プログラム言語 へのシステマテ ィックなアプ ローチの仕方 と,そ れ ら

言語 を学 び,評 価 するのに必要 な知識 を与 える。

12.プ ログラム言語(3-0-3)必 要課 目B2,B3

文 法 の意味論 をふ くむ プ ログラム言語 の定義。簡単なステー トメン ト,アル ゴ リズム的言語の

諸性質。 リス ト処理。 ス トリング操作,デ ータ記述,シ ミュ レーシ ョン言語。 ラン ・タイムの

表現 。

口 このコースではデ ィジ タル ・システ ムの構成,論 理 設計,要 素 を紹介 するが,B2の 延 長

と考 えてよい。

13.コ ン ヒ。ユ一夕構成,(3-O-3)又 は(3-2-4)必 要課 目B2,B3

基 礎 ディジタル回路,プ ール代数,デ ー タ表現 を伝送,ス トレージ とア クセス,制 御機 能,

入 出力装置,シ ステム構成 と信頼性。 シ ミュ レーシ ョン技術。 多重処理,多 重 プログラム,リ

アル タイム ・システムに必要な性質。他 の諸題 と代替構成。

口 ここではソフ トウェアの面について教 える。一般的な コンピュー タ・システムを設計す る際

にデー タ構成,プ ログラム言語,コ ンピュータ構成の概念 と技術 が どのよ うに結 びつけ られて

い るか を考える。 と くに多重 アクセス,多 重 プ ログラム多重処理 の際起 る問題 が強調 されてい

る。

14シ ス テム ・プログラミング(3-O-3)必 要 課 目11,12,13

バ ソチ処理 システムの特長 の限界。入 出力 の平行処理 と割込みの取扱 い。多重処理,多 重 プ

ログラム ・システムのハー ド構成。 ア ドレス ・テクニ ック,コ ア取扱い,フ ァイル設 計 と処理,

シ ステム計算な どの詳細,ト ラフィック・コン トロール,処 理間の相互連絡,シ ステム・モジュー
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ル化。 システム更新,ド キュメンテーシ ョン,OS

口 こ のコースは コンパイ ラ設計 と実行 時に必要 な技術の詳細 について述 べる。

15.コ ンパイ ラ設計(3-O-3)必 要課 目11,12

プ ロ グラム言語,ロ ー ド,実 行,ス トレージ配置の復習,簡 単な式 とステー トメン トのコ ン

パイル。 コンパイル ・タイム,ラ ン・タイ ム ・シンボルテーブル,ス キャン,ジ ェネ レーシ ョン,

エ ラー判 断 をふ くむ コンパイ ラーの設計。 ブー トス トラップ。

[コ この コースは,デ ィジタル・システムの論理設計 にふ くまれ る理論 と数学的手法 を紹介 する。

似た よ うな コースが電子工学でも教 えられている。

16.ス イ ッチ ング理論(3-O-3)ま た は(2-2-3)必 要 課 目B3,13

スイ ッチ ング代数,ゲ ー トネ ッ トワー ク解析 の統合,プ ール代数,回 路最少化,連 続回路解

析 と統合な ど。

口 このコースは大学院 に進学す る者 のためにあ り,電 子工学関係 にも有用である。

17.シ ー クエ ンシャル マシン(3-0-3)必 要 課 目B3又 はM6,16

有限 ステー ト自動機械 とシークエ ンシャル マシンの定義。 ステー トとマシンの同値化,縮 小

マシ ン,マ シン解析 と統合,有 限 自動機械 の決定問題,一 般的不完全 マシン,確 率 自動機械な

ど。

口 次の2つ の コー スは数学 的には高度の ものであ り,コ ンピュー タ向 きである。

18.数 値 解析1(3-O-3)必 要 課 目B1,B4,M4

方程式,補 間法,近 似値,数 値微分 と積分,初 期値問題の解法。選んだ解法をプログラムす

る。

19.数 値 解析2(3-O-3)必 要 課 目B1,B4,M4,M5

行 列 変換,行 列式 の計算,固 有値計算,固 有ベ ク トル計算 による線型 システムの解法,微 分

方程式 の境界値問題。偏微分方程式入 門,選 んだ解法をプ ログラムす る。

口 この コースはContext-freeな 文 法 と,フ ォーマル言語の入 門,文 法認識 の技術 の紹介 を

す る。

A1.フ ォ ーマル言語 と文法論,必 要課 目11,12

フ ォー マル文法の定義:数 式 と先行文法,Context-free文 法 と有限 ステー ト文法。 文 法 解

析 のアル ゴ リズム:認 識,バ ック・トラ ック,オ ペ レータ先行技術,文 法 の意味論:演 繹文法,フ

ロイ ド・プ ロダクシ ョン,文 法 コンパイル,フ ォーマル言語 と自動機械 の関係。

口 この コー スは コンピュー タの基礎設計問題 の解法 の比較である。

A2.上 級 コン ピュータ構成(3-O-3)必 要 課 目13,14,16

処理,メ モ リー使用,ス トレージ管理,制 御,入 出力 などの設計問題。解 法例 の比較。可変

構成 コン ピュータや,配 列 コン ピュー タについての討論。

口 この コースはアナ ログ,ハ イブ リッ ド・コンピュー タに関す る技術 を習得 させるものであ

る。

A3.ア ナ ログ,ノ ・イ ブ リッ ド・コン ピュータ(2-2-3)必 要課 目B1,M4

微 分 方程式解法のための,ア ナ ログ,デ ィジ タル,ハ イブ リッ ド・テ クニ ック,ア ナ ・グ・シ ミ

ュ レーシ ョン言語,ス ケー リング,ア ナ ログのオペ レー シ ョンの特長。 ディジタル微分解法,

ア ナログ ・ディジタル変換,平 衡問題,モ デル法,連 続 システムへの適用。

口 この コースは,離 散 システムのシ ミュ レーシ ョン・モデル化 を扱 う。シ ミュ レーシ ョン技術

の習得 と使用法。'
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A4.シ ス テム ・シミュレー シ ョン(3-O-3)必 要 課 目14,M7

シ ミュ レーシ ョン入門,待 行列 の復習,ラ ンダム数 と変数 のジュネ レー ト,シ ミュレーシ ョ

ンの最適化 のための実験設計,.デ ー タ分析,シ ミュ レー シ ョンのモデル と結果 の評価 と応用範

囲。

口 このコースは,自 動情報 システムの設 計とオペ レーシ ョンに関する,自 然言語 処理 の入 門

であるディジタル ・コンピュー タにおいて,情 報の構成,ソ ー ト,照 合,検 索の技術 と,検

索効率 を最適化す る手順 の紹介である。

A5.情 報 の構成 と検 索(3-0-3)必 要課 目11

セ ミ フォーマル言語 の構造 と,情 報 の表現 モデル。デ ィジ タル・コンピュー タにおける 自然言

語処理。統計的,文 法的,論 理 的手 法による情報解析。検索照合手 法。 自動検索 システム 自動

Q&Aシ ス テム。2次 出力の製成。検索効率 の評価。

口 このコースは,グ ラフィ ック情報つ ま り,線 分,ブ ロックダイア グラム,手 描,三 次元表

面 などの取扱 をす る。入 出力 と,図 形 の表現 とス トアーがハー ドとソフ トの両面か ら紹介 され

る。 グラフィックを専攻す る者 の他 にも,グ ラフィ ックを他 の分野 に応用 しようとす る学生

のた めのものである。

A6.グ ラ フィ ック(2-2-3)必 要 課 目12,13,14

デ ィ スプ レイ・メモ リー,点 と線 の作成 。マイ クロ・フィル ム上 の映像 のアナ ログ・ス トレージ,

デ ィジタル化 とディジタル・ス トレージ。文法 テーブル,図 形,ラ ンタム・ネ ッ トによるパ ター ン

認識。デー タ構造 とグラフィ ックソフ ト。 三次元 の数学,写 像,か くれ線 の問題 など。

口 この コースは二・ンピュータ ビリティ とその複雑性 の研究 モデル において,抽 象 マシンを用

い る。多重 テープのチ ュー リング ・マシ ンを強調 したモデル として用 いている。

A7.コ ン ヒ。ユー タビ リティ理論(3-O-3)必 要 課 目B3又 はM6,17

チ ュー リング・マ.シン,ウ ォ ンマシン,シ ェパ ー ドソンス タージス,そ の他 マシンの入 門,ゲ

ー デル数,停 止 問題。 ポス トの相対問題 と,関 連非計画性 問題。 アクセス,メ モ リー,計 画時

間 に制限のあるマシン。リカーシ ブ・ファンクシ ョン理 論 と複雑性分類。 アル ゴ リズム とプ・グ

ラ ミングに関連す るモデル。

口 この コースはラー ジ・スケール情報処理 システムを扱 い,そ れはハー ド,ソ フ ト,手 順,テ

クニック等 が集 まった ものである。 その例 として,経 営 デー タ処理 システム,情 報蓄積 と検

索 システム,命 令 と制御システム,計 算 センターな どである。

A8.大 型 情報処理 システム(3-0-3)必 要 課 目A4,0R,最 適 化理論

情報処理 システムの主なタイ プの構造,デ ー タ構造 とス トレージ構成 テクニ ック。 フ ァイル

構成 と問題 のセグメン ト化 によるハー ドウェアの使用効率 を高めるためのシステム・デザイ ン。

ドキュメンテーシ ョンとシステム変更のテクニック。最適化理論 とシ ミュ レー ションをデザイ

ン・テクニ ックとして応用。システム開発 にたず さわる人員間の コミュニケー シ ョン問題。

口 この コースは非数学的応用 を扱 う。 つま り(1)人工 知能,(2)認 識 行動 のシ ミニレーシ ョン(3)

自動組織化 システ ムである。必要課 目は少 ないが,い ろい ろ学 んである方が より高度な とこ

ろか らこのコース を学べ ると思われ る。

A9.人 工 知能 とヒュー リスティ ック ・プ ログラミング(3-O-3)必 要 課 目11,A4,

M7心 理 学

ヒュー リスティック対 アル ゴ リズム法,ヒ ュー リスティック・ア プローチの合理性,認 識過程

の説明等 の定義。人工知能。認識行動 のシ ミュ レーシ ョン,自 己組織化 システムの 目的。ヒ二一 リ
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ステ ィック ・プログラミング ・テ クニ ック…… リス ト処理言語
。代表的応用例。 心理 と頭脳 問

題 と知 能の性質。基礎概念図示の計画。

4章 学士号プログラム

序文 でも述べたよ うに,コ ンピュー タ ・サイエ ンスの学士号 プ ログラムの必要性 が ,最 近 と

みに論 じられ るよ うになって きた。 このプ ログラムを支持する者 は,数 学,物 理 ,電 子工学 の

よ うな学科 と同様 に今 日専攻 され るべ きものである と信 じている。反対意味の者 は,他 の学科

を補助す る意味 では大事かも しれ ないが,1つ の学科 として専攻するにはあま りにも狭い知識

を与え ることになるのではないか と考えている。その ような狭 さが大学院で コン ピュー タ ・サ

イエ ンスを引続 いて研究する者にハ ンデを負 わせ るものであると考 え,他 の既成 の学科 を専攻

して コン ピュータ ・サイエンスの コースは補助的に受けた方が良いのではないか と主張 してい

る。 これ らの意見を とり入れて当委員会は,基 本的知識 と職業技術に必要 な充分広範 囲なカ リ

キュ ラムを組む よう努力 した。

現在 ある,ま た,計 画段階にある学士 プ ログラムの数 は,大 体博士課程 をもつ大学 の1/3が学 士

プ ログラムの コンピュ・一タ・サイエ ンスのプ ログラムを1970年 ま でには もつ見込みである
。〔5〕

そのプ ログラムに対す る要望 は,初 期段階のそれ らに対する標準 とは無関係であると示 してい

る。しか し委員会は,大 学があま りにも学士号用 プ ログラムを性急に設立するこ とに注意 をする

よ う促 している。学士号を得 るためにそれ らのコース をとる必 要にせ まられた多人数の学生 の

圧力は,こ の学科が設立 され高い レベル を保持すべ き重要 な時に害 を必ずや及 ぼす ことになる

だ ろう。

委員会 の学士 プログラムに対 する必修課 目は,非 常 に一般的 にできている。 各大学 はそれぞ

れの環境,状 況に合 せて変更する よう望 まれ る。 しか しそれはあ くまでも基本 的な プログラム

にのっ とった ものであるべ きで,質 や量 を落す ものであってはな らない。ここで提案 されている

必要事項 は,生 徒 が最低必要な一般教養 を身につけられ るだけの余裕 を残 してあ り,ま た個 々

のプ ログラムに専門的課 目も加 え られる ようになっている。一般 教養教育はすでに全大学で確

立 され てい るので,こ の委員会 の提案では除外 した。'

コ ン ピュー タ ・サイエ ンス学士号 カ リキュラムに対 する委員会 の提案は
,コ ース・ワー ク,プ

ログラム経験,数 学 コース・ワー ク,技 術選択課 目
,専 門分野の形 に分 けて述べ られている。 ま

た,各 コースを学期毎に どのよ うに組 んだ らよいかも示 しておいた。

〔コン ピュー タ ・サイエンス 。コース〕

基礎,中 級 の必修 コースが下に リス トされ ていて,2つ の 主要課 目部 門が強調 され てい る。

つま り 「情報構成 と処理」 と,「 情報処理 システム」 であ る
。 これ らのコースによ り,コ ンピ

ュータ ・サ イエ ンスの基本 的知識 を習得する。

コ ンピュータ・サイエンスを専攻 する者 は,少 な くも次のコー スをふ くむ30時 間 を履修 する。

Bl

B2

B3

B4

11

12

コ ン ピュータ入門

コン ピュ:一ータとプログラ ミング

離散型 への入門

数値計算

データ構成

プログラム言語
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13コ ン ヒ.ユー タ構成

14シ ステム ・プ ログラミング

そ して少 な くとも次の うちの2コ ースを履修 す ること

15コ ンパイラ設計

16ス イ ッチング理論

17シ ー クェンシャル マシン

18数 値 解析I

I9数 値 解析ll

.〔プ ログラミング経験〕

プ ログラミングの技術 を修得 させ るのが,コ ン ピュー タ・サイエンス・プ ログラムの主要 目的

ではない としても,実 際において重要 な役割 をもつ ことは明 らかである。従 って ,あ る程 度の

プ ログラミングの習熟が得 られ るようプ ログラムが組 まれ ていなけれ ばな らない。 これは,コ

ンピュー タ・コースの段階的複雑化 と,必 修 コー スの多様性 によ り補 われ るが ,学 生 を生活 と密

着 した プロジェク トに参加 させ るこ とも必要 と思われる。 つま り,夏 のアルバイ ト,ワ ー ク ・

スタディ ・プ ログラム,計 算 センターでのパー トタイム,特 殊な プロジェク トなどに参加 する

ことである。

〔数学 コース〕

コンピュー タ ・サイ エンスは,数 学に密着 し,基 くものでなければな らない。 次に掲 げる必

修数学 コースの提案 は最少限のものであ り,数 値 を扱 う分野 を専門にするものは更に付加的な

数学 コー スを受 ける必要がある。'

数 学 の必修 コースとして次に掲 げるものをふ くめ て18時 間 と,

M1計 算 入門

M2数 理 解析II

M2P確 率論

M3線 型 代数

少 な くも次 の うちの2つ のコースを履修 す るこ と。

M4

M5

M6

M7

数理解析H

応用多変量解析

代数構造

確率と統計

〔専門的選択課 目〕

大学4年 間 のカ リキュラムに124時 間 の授業 がある として,上 に述べた必修課 目の他 に選択

課 目もい くつかあ るべきであ る。 これ らの選択課 目は,特 別なオ リエ ンテーシ ョンや,第2専

攻のためのプ ログラムで指定 され る場合 もある。学生があま りにも専門的にな りすぎないよう

に,選 択課 目の履修数 を制限すべきである。大部分 の学生 に とっては,数 学,物 理科学,電 子

工学や他 のコン ヒ.ユ一夕関係の分野 の深い知識 を得 るために,専 門的選択課 目も履修す ること

は大いに望 ましい。

学生 は選択課 目を充分注意 して選ぶ ことが望 まれ る。特に大学院に進 むものは,そ れ らが進

学に際 し,考 慮 され るものであることを確 かめた方が よい。 さらに専門的な教育 を受けたい者
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は,正 しく選択課目を取ってある程度の専門知識を得ればよい。

〔専 門分野〕

大学程度 であま りにも専門化 するのはど うか と思 うが,大 学子 のプログラムをい ろいろな方

向 に導 くた めに専 門選択科 目が用 い られ てもかまわないだろう。 い くつかの考 えられ るオ リエ

ンテーシ ョンと,選 択課 目が履修 され るだ ろ うコースや分野を次 に示 した。

但 し(1)…… 選択 コース,(2)… … コースか らの選択課 目,③ ……分野か らの選択課 目とする,

○応用 システム ・プログラ ミング

(1)15

16

(2)A2

A5

A6

(3)IV8

1V9

Nll

IV12

コンパイラ設計

スイッチング理論

上級コンピュータ構成

情報組織 と検索

グラフィック

組合せ数学

数学論理

確率と統計

オペレーション解析

○ コン ピュー タ組織 と設計

(1)16

17

(2)A2

A4

A8

③IV3

V2

V6

V7

スイッチング理論

シークェンシャルマシン

上級 コンピュータ構成

システム ・シ ミュ レーシ ョン

大型情報処理 システム

微分方程式

基礎電子工学

ディジタルパル ス回路

コーディング と情報理論

○応用科学プログラミング

(1)18

19

〈2)A3

A4

A5

A6

③IV3

1V7

V4

V5

数値解析1

数 値解析ll

アナ ログ とハイ ブ リッ ド・コンピュー タ

システム ・シ ミュレーシ ョン

情報組織 と検索

グラフィック

微分方程式

最適化理論

熱力学 と統計機械工学

ブイール ド理論

○応用 データ処理 プログラ ミン グ

①15コ ンパイ ラ設計

16ス イ ッチング理論
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(2)A4シ ス テム ・シ ミュレーシ ョン

A5情 報 組織 と検索

A8大 型 情報処理システム.

③IV7最 適 化理論

Nll確 率 と統計

IV12オ ペ レーシ ョン解析

V7、 一コーディングと情報理論

〔学期年表〕

この報告書の提案 に基 き,教 育 プログラムを計画 している大学 は,4年 間 のカ リキ ュラムが

一般教養 と選択課 目の教育順序 と合 うよ うに計画 す る必要 がある。 微積分か ら始 める ような新

入生 がほとん どないよ うな地方の環境 を考慮す るのに役立 つだろ う。第43表 には コンピュー

タ ・サイエ ンスの学生が,す べての専攻に対 して要求 され るコース を最少限 とる ようにスケジ

ュール された例 をあげてある。

第43表 学 期年 表

学 年 学 期 第 ・例 第 ・ 例1第 ・例

1 前 期M・ … 離 欝1基 麟 学

後 期M・,・ ・M・ …1〃

2 前 期'M・,・ ・IM・,・ ・M・,・ ・

後 期M・ …M・ …IM・,・ ・

3 前 期M2P,11M4,B4M2P,B3,B4

後 川M・ ・121M・P…IM・,・ ・,12

・ 前 川 ・3,18 M7,12,13M6,13,16

後 期14,19 14・ ・5・161M・,14,17

5章 修 士 号 プ ロ グ ラ ム

この章 では,大 学院 のための準備,修 士号 を得 るための必須事項,修 士 レベルの学生 の専門

分野 を扱 う。 、

〔大学 における準備〕

大学院のた めの大学 における準備は3つ の部分に分け られ る。 またそれ らの部門の背景 とな

る コースがカッコの中に示 されている。

aア ル ゴ リズム処理,プ ログラミング,コ ンピュータ構成,離 散型,数 理学な どの知識。

(B1,B2,B3,B4又 は18)

b微 積 分,線 型代数,確 率 と統計 などの数学知識。

(M1,M2,M3,M4,M2P,M7)

£ コ ンピュー タ・サイエンス,数 学,電 子工学,物 理科学,生 科学,言 語 学,図 書館学,経

営科学 などの付加的知識。

(中級程 度の適 当なコース)
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コン ピュータ ・サイエンスの学士号を もつ学生は,こ れ らの必要な予備知識 を基礎 コー スま

たは補助 コースとして履修 しているだろ うし,修 士 レベル の課 目と重 なるものも履修 した こと

だ ろう。 そのよ、うな学生 は自分 の修 士 レベルでの必要 な事項 を満 たす上級 コースを とることが

で きるだろ うが,'他 の 学科 の学生 よ りももっと補 助的 な課 目をとる必要 がある。数学,物 理科

学,電 子工学の学士号 をもつ学生は,コ ン ピュー タ ・サイエ ンスの補助的課 目をとればす ぐに

修 士の資格が得 られ るが,他 の学生はそ う簡単にはいかない。近 い うちには学士号 をもつ有能

な学生 は,こ れ らの要求事項 を満たすチ ャンスは もたな くなるだろ う。従 って,有 能 な学生 が

欠けている課 目を補えるよ うなポ リシーが設立 されるこ とが必要 である。

〔修士号 に対 する必要事項〕

各学生 は修士号 を得 るには,知 識 に深 さと広 さをもたねばならない。広 い知識を得 るために

は,2章 で記 した コンピュー タ・サイ エンスの3つ の部 門のそれぞれの コースをとるべきであ り

深い知識 を得 るには,自 分 が書 く修士論文や,修 士 プロジェク トに関係 する集中分野 を見出す

こ とである。

修士号 プログラム,少 なくとも9つ の コースか ら成 るこ と。普通は最低2コ ース(そ れぞれ

異 る分野であるこ と)を 次の部 門のそれぞれか ら選 ぶこ と。

1情 報構造 と処理

口 情報処理 システム

皿 方法論(Methodologies)

学生 が コン ピュー タ ・サイ エンスの中のある分野で優れ るた めに,関 連分野か らも十分な数

の コースをとるべきである。

学生が大学院 で必修 コースを学ぶために数学,物 理科学な どの知識 を大学での準備 と大学院

でのプログラムの1部 として修得せねばな らない。 コン ピュータ ・サイエ ンスは1つ の学科 と

して,数 学手法 の理解 と上 に提案 した大学 での準備以上の数学技術 の使用能力 とい うものを要

求す る。従 って,数 学 をあま り専攻 しなかった学生は,さ らに数学 コー スをとるか,高 度の数

学的内容を もつコン ピュータ ・サイエ ンスのコースを とることが望 まれ る。

もし3章 の11,12,13,14の コースが高度 な レベルで教 え られたな らば,上 に示 し

た初 めの2つ の部門 では広い知識 を得 るこ とにな る。 とにか く大学 のプ ログラムでそれ らのコ

ースをとった学生 は,2つ の部門 でとるべ き2コ ー スが楽 になるよ う,こ れ らの分野 で上級 コー

スを とることができる。 これ によ りコンピュー タ ・サ イエ ンス以外 のところで補助的課 目をと

るこ とがで きる。

〔研究分野〕

深 い知識 を得 るにはコンピュータ ・サイエンス以外 の分野か らコースをとるこ とが必要であ

り,大 学での予備知識のためにこの ようなコースをとらなか ったものは,必 要 な必修課 目の要

求を満たすためにこれ らの コースをとらねばならないだろ う。 とにか くコンピュー タ ・サイエ

ンスの3部 門が選 んだコースは,彼 の研究分野 と一致 せね ばならない。 これ をわか りやす くす

るために考え られ る6つ の・研究分野 と,そ の分野 のための コースを選ぶ課 目分野 を次 に示 した。

内容 を詳細に記 していないけれ ども,個 々の大学の要求 に合 った修士 レベルの コースの設定に

役 立つ課題の リス トを与 えている。

○理論的 コンピュータ ・サイエンス

11デ ー タ構成
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皿3

皿8

1V8

1vg

V7
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プログラム言語

計算モデル

シンボル処理

人工知能

組合せ解析

数学論理

コーディングと情報理論

○応用 ソフ トウェア

11

12

111

112

113

皿3

正6

1V7

1v9

デー タ構成

プログラム言語

コンピュー タ設計 と組織

トランス レー ター とインター プ リター

コンピュー タとOS

シ ンボル処理

シミュレーシ ョン

最適化理論

数学論理

○応用 ハー ドウエア

11

13

111

113

皿5

1V7

rvg

V6

V7

データ構成

計算 モデル

コン ピュー タ設計 と組織

コン ヒ。ユー タとOS

グラ フィック

最適化理論

数学論理

ディジタル ・パル ス回路

コーディングと情報理論

○数理学

11

12

111

113

皿1

皿6

1V5

1V6

|V.7

デー タ構成

プログラム言語

コンピュー タ設計 と組織 ・

コンピュー タとOS

数理 学

シ ミ』ユレーシ ョン

理論数値解析

応用数学手法

最適化理論
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○機械使用

11

12

[1

114

皿6

皿9

W6

】V7

V8

デー タ構成

プログラム言語

コン ピュー タ設計 と組織

特殊 目的のシステム

シ ミュ レーシ ョン

プ ロセス制御

応用数学手法

最適化理論

コミュニケーシ ョンと制御理論

○情報システム

11

12

111

V3

皿2

皿4

皿7

W7

]V9

デー タ構成

プ ログラム言語

コン ピュー タ設計 と組織

コン ピュー一タとOS

デー タ処理 とファイル管理

テキス ト処理

情報検索

最適化理論

数学論理

修士論文 や他 のプ ロジェク トの必要事項は記載 しなか った。 とい うの も大学 自体がそれ を通

常決定す るか らである。 しか し,コ ン ピュータ ・サイエ ンスの修士課程 プログラムは,学 生が

プ ロジェク トの経験 を得た ことを認証す る正式 な用意 が必要である と思われる。 これは学生が

個人 的また グルー プで分析,プ ログラ ミングをふ くむ割当て られた仕事を行 な うか,学 校 で実際

にプ ロジェク トに参加 することに より実行できる。 この提案中のプ ログラムは,更 に大学院 で

の研究を進 めるた めの大学 での称号 を得た り,最 終的な職業 目的のための必要事項 をすべて満

たす柔軟なものである。 コンピュー タ ・サイエ ンスの研究 と,コ ンピュータ専門家 との基準 が

は っき りするまでは,修 士号 プ ログラムでこれ ら2つ の面 を分け るのはさけた方 がよいだろ う。

6章 博士号プログラム

博士 レベルの プ ログラムは,学 部の特殊な興味 を強 く反映するため各大学毎に異 ったものと

なる。従 って委員会が学士や修士号の ときの ように,詳 細な提案 をすることはあま り期待 でき

ない。 しか し,そ のよ うな プログラムを計画中の大学や,そ れ らプログラムを後援 している団

体は,博 士 プ ログラムをよ りよい ものにす るものは何 であるかの案 内のよ うな ものに対 する必

要が出て きていることをほのめかしている。今 回ここでは,博 士 プログラムへの提案 は出 さない

が,そ の ような案 内のよ うな ものをどの ように得 るか とい う問題は委員会 にとって大変興 味あ

るものである。 そのよ うな指導方針の資料 としては,現 存 する博士号 プログラムがある。 ス タ

ンフォー ド大学でのプ ログラムの説 明 〔15〕 が すでにCommunicationsofACMか ら発行 さ

れ,他 のプログラムも各大学か ら入手 できる。 それ らプログラムの情報は,StonyBrookCo・
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nference〔11〕 の1967年6月 の報告書 に載 ってv・る。 この報告書 は,最 近研 究 されてv・るまた

は研究 の終 った論文題 目の リス トもふ くんでい る。そ して将来委員会 は,現 在プ ログラムの説 明

と研究題 目を広 く流布するこ とを望んでい る。 またそのよ うな情報交換のま とめ役 として活動

す ることだろ う。

1966年 トー マス ・ノ・ル教授 は,ACMの 依頼 で コンヒ.ユー タ ・サイエンスの博士 プログラム

の問題 点 を調 べることになった。当委員会 と他 の興 味をもった諸氏 と討論 したのち,彼 は博 士プ

ログラムにふ くまれ るだろ う研究や,教 育分野の資料 を集 めることに した。各資料は,プ ログラ

ム言語,シ ステ ム ・プログラ ミング,コ ンピュータ構成,数 理学,オ ー トスタ理論,大 型 シス

テ ム,人 工知能 などの分野 の専門家が書 くこ とになった。各資料はその分野 のあらゆ る面 を考

慮 して,博 士 プ ログラムを作成するのに有効 になるよ う書かれていて,そ の あらゆ る面の話題

としては;

a

b

C

d

e

f

各分野の定義,で きるなら注釈的な書誌の形で

その分野で博士課程で研究するために必要な既修課目

その分野でとるべきコースの概要

その分野で資格を得るための問題例

適当な論文題 目の表示と研究のための指示

コンピュータ・サイエンスのすべての学生に必要 とされるその分野の範囲

これ らの資料は,ACMか ら発行 され る予定で,さ らに博士 プログラムに関する資料 を集め

る刺 激になることが望 まれ る。

7章 サ ー ビス ・コース,准 専攻,継 続 的教育

今 日一般的 に相 当数 の学生が,コ ンピュータの知識を必要 としているが,あ る特定 の分野で

は どんな量 とタイ プのコン ピュータ知識 が必要か とい うこ とはまだ論議 の 的 で あ る。Piercと

Report〔7〕 は お よそ75%の 大 学生が コンピュータの動態が有用 であ るようなカ リキュ ラムに

入 ってい ると推定 している。この米 国教育局に よって集 め られた数字 に基 くと,3つ の グル ープ

に大学生 を分 けることができる。第1グ ルー プは,大 学生 の35%に よ って形成 され,数 学,物 理,

工 学の ように科学的または職業的 目標 プ ログラムをもつ集 りである。 これ らの学生に とって,

コ ンピュータ関係の学科 は非常に必要 である。第2グ ループは,40%の 大 学生か ら成 り,経 営,

行 動科学,教 育,医 学,図 書館学のよ うにコン ピュー タ知識がだんだん必要に なるような分野

に携 っている者 の集 りであ る。 これ らの分野 の多 くの課 目は,コ ンピュータの コーろを必要 と

し始 め,ほ とん どの課 目が必ず将来,そ のコースを組 み入れ る予定 となっている。第3グ ループ

は,お よそ25%の 大 学生で,音 楽,演 劇,'文 学,外 国語,芸 術な どコン ピュータにあま りまたは全

然関係 な くてもすむ ような課 目を学んでいる者 か ら成 る。しか し,こ れ ら学生 もコンピュータの

コースをとるこ とによ り現代 の技術 とい うものにふれ,我 々社会 のし くみ とい うものを知 るこ

とができると信 じる者 がかな りいるこ とに注 目したい。 これ ら3グ ループの学生に対 して必要

な コン ピュー タ ・コースの範 囲 と内容 は,さ らに慎重に検討 され るべきであるが,コ ンピュー

タ・サイエ ンスのサー ビス・コースの必要性 の多大 なことは否定 しがたいよ うに思われる。第1

グル ープの学生 は,'コ ン ピュー タ ・サイエ ンスを専攻 できるだけのコースが与 えられている。

特にB1は 入 門 コース としては大切 なものであ り,B2,B4な どがそれに続 くものである。

さらに真味 が出て きた ら,3章 に記 した コースか ら適 当な准専攻 プログラムを組む ことができ
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る。准 専攻 を考 えるにあた り,各 学生に対 して各 コースの意味す ることをよ く見 きわめること

が大切であ る。

第2,第3グ ルー プの学生 には特別 な用意が必 要である。B1の 特 別な もので,テ キス ト処

理や非数値応用例 などを強調 した ものが第2グ ルー プの学生に適当かと思 われ る。しか し,こ の

コースがB2,B3コ ー スへの下準備 となることが重要 である。 とV'う の は多 くの学生が さ ら

に興味 を起 して,次 の コースを取 ろうとするからであ る。 さらに経済,政 治,社 会学 などコン

ピュー タを応用 してい る分野に強調 を置 いた コー スを作 ることも望 まれ る。 そのよ うな コース

はB1と は別 に第3グ ループの学生に対 して用意 され るべきものである。

どの レベル の専門 プログラムも,自 分 のカ リキ ュラム以外の コースを取 る余裕はほ とん どな

く,特 殊 な問題 をかかえている。 そのよ うな プログラムの学生 のために,特 別 な コースを作 る

か,コ ンピュー タの作 業を現在の コースに組 み込 むよ うにする必要がある。大学院での専門 プ

ログラムを志 してい る者 は,大 学での勉強 にコン ピュータ ・サイエンスを入れ ることが望 ま し

い とい うこ とにしば しば気付 くことであろ う。

コンピュータ・サイエンスのサー ビス・コー スを設 け,実 施する責任は大学内にあ るべ きで ,

コ ンピュータ ・サイエ ンスの教育 プログラムと結 びついた ものでなければな らない。似 たよ う

な分野 か ら,生 徒 を集 めることによ り,教 育 プログラムの責任者 は,そ のプ ログラムをよ り一

般 的に応用 させ ることができる。 こ うす ることに より,教 師達 もよ り効果的 に使われ,コ ー ス

内容 も常 に最新のものに しておける。さらにコン ピュータ・サイエンス を研究 しようと思 ってい

る学生 は,上 級 コースに進むに必要 な素地 をつけるよ うになる。一方,い くつかの部 門では,

コ ンピュー タの特殊 な応用がその部 門のコースに うま く導入 できる場合が よ くある。 したが っ

て,サ ー ビス ・コースの責任者 は,そ のコースがだれのためのものであるか とい うことを常に

頭 にお いてお く必 要がある。

最後 に,コ ンピュータ ・サイエンスは継続 して教育 を受ける必要がある。 この報告書 で述べ

られ ているコースのほとん どの資料 は,10～15年 前 には存在 しなかった し,こ の資料のいずれ

もご く最近になるまで,学 生は手にす ること'ができなかった。1960年 代初期 に コン ピュー タ関
'係
の部 門を卒業 した人 は,も し自分 でそれ以後 も勉強 を続 けない限 り考えが時代遅れ とな るで

あろ う。 したが って,コ ンピュータ ・サイエ ンスの教育 プ ログラムの責任者 や,担 当部局は,

常 時変化 してい くこの分野における必要事項 に対 して,い つも注意 を払 っていなければな らな

い 。

8章 実 施

コン ピュータ関係の コースを実施 する際 の問題 は,そ れが入 門やサー ビス・コース,学 生 プ ロ

グラム,修 士 または博士 プ ログラムであろうとも,慎 重 に考慮 しなければな らない。 これ らの問

題 には,組 織 人員,設 備 などがふ くまれ る。各大学に適合す る環境作 りの方法は,そ れ ぞれ異 る

だ ろうが,こ れか らの話 は,こ れ らの問題 をある程 度にわた り注意 をむけるためのものである。

〔教育 プログラムのための組織〕

もし,コ ン ピュー タ ・サイエ ンスのコースやプ ログラムのための組織が大学内にないのな ら

現存 する他 の部門にそのよ うな コースや プ ログラム が必ずや出て くることであろ う。 もし学

士,修 士,博 士号のためのプ ログラムを作 るな らば,そ れ らを管理 する独立 した組織 をもつ必要

がある。 そのような組織は教授 との契約 とか昇進 のための適 当な手順 を用意 し,カ リキュラム
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を作 成 し,人 員,予 算,場 所,設 備な どの配置 を考え る必 要がある。 さらに,一 般的な サー ビ

ス・コース を提供 した り,コ ン ピュー タ・コースを設 けるに際 し,他 の部 とまた専 門学校 と協力 す

る必要があ る。

多〉 の大学は,コ ンビ.ユー タ ・サイエンス を学科 として設立 し,ま たい くつかの大学では,

数 理科学の部門 を設 け,そ の中に数学,応 用 数学,統 計 とともに コンピュー タ.・サイエ ンスも

ふ くめてい るところがある。他 の大学 では,工 学部 または応用科 学の部門 にコン ピュー タ ・サ

イエンス科 を設 けているの もある。

コン ピュー タ・サイエ ンスの組織は,大 学院 と協力 し,多 くの学科 と関連 し,独 立 した もの と

な った。 しか し組織機構 としての問題 は厳 し く,新 し く予算 を大学か ら出 して もらって解決す

ることにな るだろ うが,問 題 にま ともに取 り組 む と長時間 かか り,コ ス トが高 くつ くだろ う。

そ して,重 複 した コースや,内 容 の うすい コースが出 て来 ることは明 らかで,最 終 的には大改

革 をして再組織化す ることが必要で あろ う。

〔必要人員〕

コンヒ。ユ一夕 ・サイエンスの学位 プ ログラムは,'こ の学科専門の教授が必要であ る。 つま り

前歴は どうであろ うと自分 が コンピュー タ科 学者 である と考え る人員 である。 しか し現在の学

位 プログラムは,有 能 な人材は限 られた数 しか生れて きていない。 さらに産業界 も,政 府 もその

よ うな人材 を求 めてい るし,大 学間での奪い合いは言 うまでもな く激烈 なもので ある。したが っ

て大学は教授 を現在 のところ,他 か ら呼んでいる状態 である。他 の学科の多 くの教 師は,コ ン

ピュー タと関係 し始め,そ の発展に貢献 し,自 分 自身 コン ピュータ・サイエンス・プログラムに部

分的にも参加 してみ ようと思 ってい る。産業界,政 界 にも大学で必要単位 を履修 し,自 分達 の

開発 した技術 を教 えようとす る人 々がいる。 コン ピュー タ ・サイエンスの広範 囲な経験 と,大

学での研究,合 せて数学,電 子工学,他 の関連学科 の単位を得 ることが,コ ン ピュー タ ・サ イ

エ ンス・プログ ラムにお ける教 師 として め資格の基準 となる。ただ単 に他の学科 やコン ピュー タ

セ ンターと契約 してい るとい うことだけでな く,す べてを コン ピュー タ ・サイエンスに献 げる

ような人員が望 ま しい。 さ らに問題 としては人員数 であるが,2章 で のべた分野 を うま くカバ

ーす るような人材 が集 まることが必要であ る。

コン ピュー タ ・サイエ ンスにおいてはまだ良い教科書 が出てお らず,教 師は大部分 の時間 を,

文 献を捜 した り,教 育資料 の作成 に費や され るこ とだろ う。 これ らのことを頭 において教育 ノ

ルマ と,教 師 の配置 を考 えても らいたい。

〔物理的設備〕

物理 的設備 に関す る限 りコン ピュータ ・サイエンスは,実 験科学にふ くまれ る。教師は設備 を

置 いて使用 した り,カ ー ドや出力 リス トをファイル した り,授 業 した り研究 した りす る場所 が

さ らに必 要 となる。 また普通 の図書に加 えて,研 究報告 とか,コ ン ピュー タ説 明書,プ ログラ

ムなどの資料 を入手 し,正 しく保管 して,効 果的に用いなけれ ばならない。 キー・パンチ,端 末

装置,他 の教育研究設備のための場所 も必要 である。実験室タイプの教室が必要 で,そ こで生

徒が集 り話 し合 った り,出 力 リス トを広 げて研究 した りする。

コン ピュータ・サイエ ンスは学生が使用 できるコンピュータなしでは考 えられない。学位 プ ロ

グラムでは最低,中 型 のコンピュー タ ・システムで,適 度な構成 の複雑性 のあるものをOSの

使 用法 を獲得す るために必要 としてV・る。 そのよ うなシステムの最少操業費用 は,月 に20,000
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ドル かか る。 学位 プ ログラムに必要 なマシン利用時間数 は,生 徒数,マ シ ンのス ピー ド,ソ フ

トの効率,教 師の指導方針によ り変 って くる。中型サイ ズ・コンピュー タで1授 業時 間に4時 間

分の コンピュータを使用す るこ とも可能であ る。

デー タ・プ ログラム作成,プ ログラム ・チ ェックのた めの場所 が必要であ り,何 百,何 千 とい

う学生の プログラムを扱 う仕組み を作 り,各 学生 が待時間 も混乱 もな く,コ ン ピュータにア ク

セスで きるよ うにしなけれ ばな らない。 これ ら設備 では コンピュー タ ・サイエンス以外の学生

や教師に も使用 できるようにすべ きだが,そ のよ うなサー ビスはかな り負担 となることを考 え

るべ きである。 あま りに も混み合 って効率を悪 くし,ア クセス不可能になることは高価な コン

ピュー タを使用す る際には是非 さけ るべ きこ とである。

システム ・プ ログラムの研究 と開発は,最 少限 中型 コンピュー タ ・システムへの特殊なア ク

セス を必要 とす る。これ はさらに コンヒ.ユータ・セ ンタ『一に負担 をかけ るこ とにな り,全 く別 の

設備 を置 く必要性 もでて くる。上級 のプ ログラムでは,グ ラフィック,数 値制御,処 理制御,シ

ミュレーシ ョン,情 報検索 システム,CAIな ど の分野 を扱 うために他 の特殊装置が必 要にな

ることは明 らかであ る。

コンピュータ ・サー ビスや設備 の財政経 営は,産 業界 また政界か ら補助 が出 るけれ ども,委

員会は,大 学 は大学 自体でや りくりすべ きもの と考 える。初等 コースの学生 にバ ッチ ・ジ ョブ

を処理 す るコス トは委員会 の大学 の平均的費用のデータか らすると,1学 生 の学期分のおよそ

30ド ル とv・うことにな る。 またPierceReport〔7〕 は,ひ とつの化学実験 コー スで1学 生 の1

年 間分の費用 が95ド ル と出ている。 もちろん コンピュータの容量 によ り費用 は変化す るが,将

来はTSSの よ うなテ クニ ックを用 いて,も っとアクセス可能 なコン ピュータ ・システムにし

てい きたいもので ある。 このよ うな推測 と期待 か ら考えて,将 来は大学 でのコン ピュー タの費

用は,大 体教師のサ ラ リー程度 にお さえ られそ うである。

〔大学教育 プログラム とコンピュー タ ・センター との関係〕

上記 の ように大学教育 プ ログ ラムが,コ ン ピュータ ・センターにかける負担 とい うものは想

像以上の ものである。 コンピュータもプ ログラミング ・システムも拡張 されて,こ れ らプ ログ

ラムと他 の要求 にも応 え られ るよ うに変化 していかねばな らない。 そ してセンターのサー ビス

機能 も〔応用 コンピュータ・サイエンス〕として考 えられるよ うな活動 をしなけれ ばな らない。コ

ン ピュー タ ・サイエ ンスの教師 もコン ピュー タの応用面に深 く関係 し,と くにプ ログラ ミング・

システ ムの開発 に関心 を向けるべきである。 これ らの理 由より,コ ンピュータ ・センターの活

動 と,コ ンピュータ ・サイエ ンス学科 とが密接に結 びつかねばならない。人員の共同契約 によ

る配置が双方 の協力 に役立ち,人 員 を集 め貯えてお くためにそのような契約 を大学に与えるこ

とも必要である。

しかし,サ ービス提供 と大学 での研究 目的の基本的方針 は注 目すべ きほ ど異 っている。一方 で

は教師側 の研究が盛んす ぎて コンピュータ ・セ ンターの活動 を押 え,そ の結果 センターの質が

下 る場合があ る。他方,セ ンターのサー ビスが盛 んす ぎて,大 学側の研究 がお ろそかに され,

教 育 プ ログラムも単 なる技術訓練 に終 ってしまう場合が ある。不断の注意 によ り,こ れ ら両極

端 に走 らない ようにしなけれ ばな らない。
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高千穂交 易株式 会社 米 国バ ロー ス ・コー ポ レー シ ョン 日本総 代理 店

本社 大阪市北区小松原町27(大 阪富国生命ピル(電)06-313-3381)

代 表機種

バ ロースのコン ピューータは既 に定評 のあ る500フ ァ ミリーに1971年1月 新 たに発表 された700

フ ァ ミリーを加 えて一層 のフル ライ ン化が計 られた。またオ ンライ ン ・システムに対する市場

の要望に応えてオンライ ン用 コンピュー タDC1000シ リーズも販売 が開始 された。

500フ ァ ミリー

圏B500-・ ・信頼性 の高v'小 型 事務汎用機。 クPツ ク170KHz,メ モ リー19.2KCま で。MCP

に よ るマルタイ ・オペ レーシ ョン,COBOL使 用 が可能。

囲B2500/B3500/B4500・ ・…・バ ロースの誇 るオペ レーテ ィング ・システム(MCP)に よ って

使V・やす さを徹底的に追求 した中型汎用機。主 な性能はB2500が ク ロック1MHz,メ モ リー

60KBま で。B3500は ク ロック2MHz,メ モ リー500KBま で。B4500は ク ロック4MHz,メ

モ リー500KBま で。 ・

翻B5500/B6500… … タイ ムシェア リング,オ ンライン ・システムを志 向 した大型汎用機。

B5500は クロック1MHz,メ モ リ一-32KWま で。B6500は ク ロック5MHz,メ モ リ・一一512KW

ま で でDCP(DataCommunicationsProcessor)を 備 えてい る。

700フ ァ ミリー

囲B5700/B6700/B7700… …完壁な フェイル ・ソフ トによ り信頼性 の高い タイムシェア リン

グ機能 ・オ ンライ ン機能 を実現 したデー タ ・ベー ス時代 に対応 する最新鋭大型汎用機。

各機種 ともデ ュアルあ るいはマルチの プロセサー を使用 し,全 システ ムに完全 なモジ'ユラー

・デザイ ン概念 を採用 している。 またDCPが 回線制御能力を飛躍的に増大 させ てい る。

DC1000シ リーズ

圃 遠隔地 にある周辺機器 をコン トロール し,か つ端末機 とセンター ・マシンとのイ ンターフェ

イスを有効に行 な う低価格 のプ ロセサー

ソフ トウエア

OBPCS(BurroughsProductControlSystem)'

OTIS(TotalInformationSystem)

ODMS(DataManagementSystem)

等 の 開発 にバ ロースは近年特に力 を注いでいる。



461

富士通株 式会社

本社事務所 東京都千代田区丸の内2-6-1(古 河総合ビル(電)03-212-1111)

代表機種

FACOM230シ リーズ

FA,COM230シ リーズは10/15/20/25/30/35/45S/45/50/60/75と 小 型 より超大型まで完備 し

たシステムで,ソ フ トウェア,周 辺装置 とも豊富で互換性 をもってい る。本 システムはそれぞ

れの レベルでの処理 のた めに最適なシステム構成 ができる経済性 と,演 算 と入出力処理 の同時

処理 を可能にするデー タチ ャネルの採用 や回路素子 として集積 回路 の採用に見 られ るよ うな技

術 の先端性 を兼備えている。

FACOM270シ リーズ

FACOM270シ リーズは10/20/25/30か らなる科学技術計,算 計制 御等 に特 に威 力 を発揮す

るシステムで,リ アル タイ ム機 能を もち,小 型か ら大 きなシステムの拡張 が容易で,互 換性の

あ るソフ トウェアが完備 してい る。

FACOMR

ミニ コン ピュー タで,科 学計算用,デ ー タ収集用,デ ー タ通信端末制御用 筆広範 囲にわた り利

用 が可能である。

1970年 の 諸活動

情報化時代の本格的到来 に伴 い,大 量かつ多面的情報 を広域 で高速に処理 する超大型機 の出現

につv・ての社会 の要請に こたえ,F230-60の3倍 の性能 を有するF230-75を 発 表。 この他新機

種 としてF230-15/45Sを 発 表 した。15は 中型機並め機 能の小型機で,複 数 の仕事 を同時処理

で きるだけでな く,デ ィスプ レーに よ りマ ンマシン対話 が可能 である。45Sは 今迄蓄積 した技

術 と経験 をあ らゆ る面 に活用 した低価格高性能 システムである。 又,人 間 とコンピュータとの

対話 を密 にす るような周辺端末機器 の開発 に力を傾 注 し,漢 字 ライ ンプ リンター及 びグラフィ

ックディスプレーを開発 した。 また新製品FACOMキ ャ ッシュディスペ ンサが銀行窓 口業務

の省 力化 を目的 として開発 され,こ れ によって事務 処理 と現物処理 とが一挙に 自動化 された
。

今年度の 目標

近 い将来,予 想 され る通信技術 と電子技術 とを結合 したTSSに よ るコンビh－ 夕利用法の急

速な発達が見込 まれ るが,こ れ に対処す るため当社はその基礎 となる企業 内TSSを 開発実施

し商品化 に努 める。
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株 式 会社 日立製 作所

本社 東京都千代田区大手町2-6-2(日 本ビル(電)03-270-2111)

代 表機種

HITAC8000シ リーズ電子計算機 システム

HITAC8700,8500,8400,8300,8210

HITAC9000シ リー ズ データ通信 システム

HITAC10超 小 型電子計 算機(科 学技術計算装置組込用)'

HITAC1超 小 型電子計 算機(事 務用)

HITACminiデ ス ク トップ電子計算機

HITAC5020,5020E,5020F科 学計 算用大型電子計算機 システム

1970年 の 諸活動

ハー ドウ ェア

最近 の コンピュー タ需要動 向は超大型,超 小型 の両極 に向 う傾向で あるが,こ れに対応 して,

大 型,超 小型の開発,生 産に力を注 ぎ大型では国 の大型プ ロジェク トの技術 も充分に取 り入れ

てHITAC8700シ ステ ムを開発 した。HITAC8700は 可 用性 の高いシステムで,マ ルチ プ

ロセッサや,仮 想空間メモ リ(バ ーチャルメモ リ)の 概念 を採用 してお り,ユ ーザがプ ログラ

ムを作成 す る上で,メ モ リ ・スペースを特に意識 しな くても良 いよ うになっている。

また,国 の委託 による超大型高性能電子計算機 の開発,電 信電話公社殿納DIPSの 開発 に取

り組んでい る。

一方超小型 では低価格,使 いやすさを狙 ったHITACminiを 完 成 した。HITACminiは
ホ

フォー トラン言語で コン ピュータ として使用 でき,ま た,デ スクカルキュ レ一 夕をベースとし

て電卓 と しても使用 できる150万 円 のコンヒ。ユータである。

超小型 のHITAC10,HITAC1も さ らに充実 した。 その他 自社製ディスパ ック,か な文

字印字機 構付 けん盤 カー ドせん孔機,オ ー トフレッ ド磁気 テー プ装置 を完 成 した。

ソ フ トウ ェア

POLSオ ン ライ ン・リアルタイ ム・システ ムの建設,運 用管理 は高度 な技術 と時間,資 金 を要

す るが,POLSは 永 年 にわたるオ ンライ ン・システム製作管理 の経験 を集積 し,標 準化,か つ

体 系化 したソフ トウェアである。 これによ りシステムの建設 を飛躍的短期 間に容易に確実に行

な うこ とができ運用上 の信頼性 も向上 する。

HMPS最 少 費用 で 最大 利益 を 求めるた めの線形計画用総合 プ ログラムであ り,式 の数が

1,500ま で のモデル に適用 で きる。

FRAME大 形 構造物 の 設計 を 合理化す る構造解析用 プ ログラムで,節 点数2,000部 材 数

3,000ま で の構造物 のあ らゆる条件下の解析 に適用 できる。

今年度の 目標

中型以上 を担当す るコンピュー タ第1事 業部,小 型以下 を担当する コン ピュータ第2事 業部 と

専 門分野 を明確 にした事業体制 を確立 した。 これ を機 に第一事業部 は 「プライスパ フォーマン

スに新 時代 を開 く」 システム として,HITAC8450,HITAC8350シ ス テムを新発売 し

第二事業部 は 「コンピュータ要員の要 らないコンピュータ」HITAC80/10を 新 発売 した。

今年度 はこれ ら新製 品を軸 として信頼性,経 済性に優れた システムを提供 して行 くことを念願

とし着実 な努力 を続 ける。
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三菱 事務機 械販 売株式 会社

本社 東京都中央区八丁堀2-6-1(八 重洲建物ピル(電)03r552-4501代)

代表機種

・G-600シ リーズ:超 大型,大 型汎用 コンピュ一一タG-600シ リーズは バ ッチ,リ モー ト・バ

ッチ,タ イ ム ・シェア リングの3つ が同時にかつ完全 に実行 できる。いわゆる3-Dシ ス テム

が可能 とv・う一貫 した設計理念 の もとに,G-615,635,655の3機 種 があ る。

・G-1DOシ リ一一ズ:小 型 か ら中型へ の領域をカバーす る汎用 コンピュータ ・システムで,G-105

A/B,105RTS,115,120/121,130/131の6機 種 がある。G-100シ リーズは安定 したC

PU性 能 を基本 に30種 以 上に及 ぶ豊 富な周辺装置 を擁 して柔軟 なシステム構成 を可能 とす るユ

ーザ本位 の高性能 コン ピュー タで,メ インコン ピュー タとして,あ るいは大型機 の端末システ

ム としても使用 できる。

・G-50シ リーズ:ダ イ レク ト・プ ロセシング ・コン ピュータG-50シ 』リーズ には,G-5T,

53/55,58の 各 システムがあ り,デ ィス ク ・サイ ズの小型 なが ら大容量磁気 ディスク装置の活

用 か ら,通 常のバ ッチ処理,キ ー ・イ ンプ ッ トに よる即時 オペ レー シ ョンまで広範囲のデータ

処理 を効率 よく実行 する。

以上に加 え,三 菱電機製MELCOM-80シ リーズ,ロ ー ・コス ト・インプッ トシステ ムとして

弊社が開発 したMCT(マ ー ク ・テー-7〈一),MMRコ ン トロール ・パ ンチ ・システ ム(磁 気

マー ク読取穿孔装置),キ ー ・ボー ドよ り直接磁気 テー プに入力す るSANGAMO社 製TRAN

SITELDATATSATION.あ らゆるデー タ ・メデ ィア間お よび コー ド・コンバージ ョンをオ

フライ ンで行 な うRC3000多 目的 コンバー タ ・システム等デー タ ・プ ロセッシングの分野のあ

らゆる製品 を自信 をもって市場 に提供 している。

今年度の活動方針

昨秋,GE社 の コンピュー タ部 門 とHONEYWELL社 とが合併設立 したHONEYWELLINF-

ORMATIONSYSTEMS(HIS)にBULLGE社 も参加 し,HONEYWELL-BULL社 と なっ

たが,上 記各機種 はすべ て新 会社 に継承,発 展拡大 されている。従 って,弊 社 として も新会社

HISWORLDWIDEな 販 売活動 の一環 として,情 報産業 の一翼 を担 ってわが国産業技術 の

発展に寄与す る方針である。具体 的には昨年暮に導入 したG-635に よ りコン ピュー タ利用技術

の開発 と紹介,省 力化関連 システムの研究,小 型電子計算機 によるオ ンライン・システムの開発,

TSSに よるマン ・マシ ン ・システムの確立な ど,情 報化時代にふ さわ しい諸課題 に意欲的に

取組み飛躍の年 としたい。,
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三菱 電機株 式会社

本社 東京都千代田区丸の内2-2-3(三 菱電機ピル(電)03-218-・3211代 表)

代表機種

シ ス テ ム ・シ リー ズ モ デ ル 概 要
レンタル概算

(千円/月)

MELCOM-80シ リーズ

ゴ
モ ア ノレ

81/82/83/84

IC採 用の超小型で小規模デー
タ・プロセシング及部門管理用
に最適なシステム

110～400

MELCOM-3100シ リー ズ

ゴモ
ァル

20/40
IC採 用の汎用 中型システム 1,200～5,000

MELCOM-9100シ リーズ グループ
5/5F/30/30F

中型 オンライン ・リアル タイ ム
・システム 1,500～4,000

MELCOM-7000シ リーズ

システム

7500 4次 元にわたる高度の多重利用
の出来る本格TSS大 型システム

4,000～7,000

システム

7700
6,000～20,000

最近開発 したアプリケーシ ョン ・プログラムと新製品の紹介

MELCOM・80シ リーズ用 ソフ ト・ウェア

@ス タンダー ド・アプ リケーシ ョン ・プログラム ・パ ッケージ として既成のパ ッケージ

(販売管理 、生産管理,資 材在庫管理,給 与計算 な ど)に 次の ものを新規に追加 した。

(1)経 営 管理用 プログラム(市 場分析,販 売予測,経 営計画立案)

② 最適値計算 プログラム(高 圧ケーブル布線計算)

MELCOM・3100シ リーズ用 ソフ ト・ウ ェア

⑨フ ァイル ・マネジメ ン ト・システム:DAC(DataControlSystem)

経 営 情報処理の基本 となるデー タ ・ベースでの情報の ファイル管理 システムで少ないディス ク

容量 で数多 くの情報 を 蓄積 し,か つ多角的 な 情報 をすばや く取出すためにデー タ間にチェイ

ニ ング手法 を駆使,フ ァイル の生成,更 新,再 編成 とデー タの再現 プログラムよ りなる。

●汎用経営管理 システム:TOMS(TotalManagementSystem)

ユ ー ザーと共同で開発 した汎用経営管理 システムで販売管理,生 産管理 な どの事務処理分野で

あれば,利 用者の業種,業 務 の如何を問わず適用 出来 る画期的 な汎用 ソフ トウェア。

MELCOM・7000シ リーズ用 ソフ トウ ェア

③管理用 ソフ ト・ウェア:OLMMS(OrderLineMaterialManagemeutSystem)オ ー ダ

別 資材管理 を目的 とした デー タ ・ベ ースのマネジメン ト・システムで特長 は次の通 り

(1)オ ー ダ別,生 産 ライ ン別 に自由にと り出 し資材の種類別に管理 が出来 る。

② 汎用性 を持 っているので利用者は ファイルを自由に追加 して使用 することが出来 る。

(3)デ ー タ間のつなが りはネ ッ ト・ワー ク方式 をとっている。

新製品(ハ ー ド・ウ エア)

・MELCOM-340ス タ ン ド・アロン型 カラーー一・キャラクタ ・ディスプ レイ装置

電子計算機 システムとオペ レータが直接 コ ミュニケー ションを必要 とす る リアル タイム処理 の

分野 に使用 する13イ ンチの カラー(7色)の ディスプ レイ ・ター ミナルでス タン ド・アロン型

と・しては我国始 めてのものであ り,114字 種(カ ナ付)の 表示機能 と豊富な編集機能 を備え,

・・一 ド・コピー装置 も接続す るこ とが出来 る。1971年8月 よ り出荷開始の予定
。
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産 業 別5年 後 の規 模 予想

2次 産業
A

B

C

D

E

F

G

社数50 100 150 200 合計502

凡 例

A.変 らな い

B.2倍

C.3倍

D,4倍

.E.5倍

F.そ の他

G.わ か らない

3次 産業
A

B

C

D

E

F

G

社数50 100 150
合計395

その他の産業
A

8

C

D

E

F

G

社数10 20 30 40
合計125

合計 A

B

C

D

E

F

G

社数100 200 300 400 合計1122




